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第一部 【企業情報】

第１ 【本国における法制等の概要】

１ 【会社制度等の概要】

(1) 【提出会社の属する国・州等における会社制度】

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(以下「IBM」または「当社」という)の準

拠する法制度は、アメリカ合衆国(以下「米国」という)ニューヨーク州事業会社法である。以下に述べるとこ

ろは、当社に適用されるニューヨーク州事業会社法の条項のうちのあるものの要約である。この法律によれ

ば、一般的に適用ある条項のうちのあるものについては、会社の定款または附属定款に規定することにより、

特則を設けることができる。(2) 「提出会社の定款等に規定する制度」において、当社の場合のそのような特

則につき説明する。また、ニューヨーク州統一商法典の関連条項ならびにニューヨーク証券取引所および連邦

証券取引委員会の規則の一部を以下に要約あるいは引用する。

 

会社の行為の範囲

事業会社の存続期間は、定款に異なる定めがない限り永久である。事業会社は、一般的にいって、定款に

規定する会社の目的を遂行するためのすべての合法的な事業活動に従事することができる。さらに、事業会

社は、自己株式を自由に取得し、保有し、処分することができる。しかしながら、自己株式取得には剰余金

のみの使用が認められかつそれによって会社が支払停止に至ってはならない。

 

定款および附属定款

定款

事業会社は、その定款に会社の目的ならびに授権株式の数および種類等の基本的事項を記載しなければ

ならない。会社の選択により定款にその他の事項を追加記載することができる。定款の変更は、通常変更

部分のみを記載した「変更証明書」により行うことができる。取締役会はいつでも、過去の変更について

の個別の変更証明書の内容を織り込んだ「書換定款」と呼ばれる現に効力を有する定款の形にまとめるこ

とができる。

附属定款

定款に加えて、会社は附属定款を定めなければならない。附属定款には会社の事業活動ならびに会社の

株主、取締役および役員の権利、権限、義務および役割に関し規定しておくことが望ましいと考えられる

すべての条項を記載することができるが、それらは定款および適用される法律の条項に合致するものでな

ければならない。
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株主総会

定時ならびに臨時株主総会

定時株主総会は、附属定款に定められる時期に毎年開催しなければならない。それに加えて、取締役会

または定款あるいは附属定款で特定された者によって臨時株主総会が適宜開催される。株主総会は会社の

ニューヨーク本社事務所または附属定款の規定する場所のいずれかで開催される。会社は、少なくとも10

日前に、すべての株主に対して株主総会の招集通知を発送しなければならない。ただし、株主がその通知

を受ける権利を放棄したときはこの限りでない。臨時株主総会の招集通知にはその総会で審議されるすべ

ての議案を記載しなければならないのに対し、定時株主総会の招集通知には会社に対する株主の株式買取

請求権を発生させる種類の議案のみを記載すれば足りる。(後述の「個人株主または少数株主の権利」の

項参照)

議決権ある株主

特定の株主総会における議決権を有する株主を確定するため、会社は、その附属定款または取締役会の

決議により総会前10日以上60日以内の日を基準日とすることができる。上記基準日現在における株主名簿

上の株主が議決権を有する。もし基準日が定められない場合、株主総会の通知がなされた日の直前の営業

日終了時、またはもしそのような通知がなされない場合、株主総会当日現在の株主名簿上の株主が議決権

を有する。議決権株式は、後述するような定款に別段の定めがある場合を除き１株につき１議決権を有す

る。

定足数

株主総会における法律上の定足数は、議決権のある社外発行済株式(発行済株式から自己株式を除いた

もの)総数の過半数の株式を有する株主が自らまたは代理人により出席することにより満たされる。しか

しながら種類株主としての投票が要求される事項については、当該種類ごとの過半数の株式を有する株主

の出席が必要である。定款または附属定款により定足数の要件を一定の制限内で変更することができる。

代理人は株主である必要はない。会社の保有する自己株式には議決権はなく、定足数の要件およびそれが

満たされたかどうかを決定するにあたっては計算に入れられない。

株主総会の承認を要する事項

以下の事項は、株主総会における株主の投票により決定または承認されなければならない。

(ⅰ) 附属定款または基本定款に別段の定めのない限り、取締役は定足数を満たす株主の議決権の過半

数の賛成によって選任される。定款に別段の定めのない限り累積投票は許されない。

(ⅱ) 州法においてより多数の議決権数が要求されていない限り、定款の変更には、当該変更について

議決権を有する社外発行済株式の総数の過半数の株式を持つ株主の承認を要する。

(ⅲ) 附属定款の変更には定足数を満たす株主の議決権の過半数の承認を要する。また、定款または株

主により定められた附属定款にその旨の定めがある場合には、取締役会で附属定款を変更することが

できる。

(ⅳ) 会社の取締役、役員またはその他の使用人に対し会社の株式買入の権利またはオプションを与え

るには、定足数を満たす株主の議決権の過半数の株主の承認を要する。
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(ⅴ) 合併の議案には、当該議案に関し議決権を有する社外発行済株式総数の過半数を持つ株主の承認

を要する。これは、当該会社が合併後の存続会社となるか否かにかかわりない。ただし、当該会社が

その子会社の吸収合併を議案とする場合であって、その子会社のすべての種類の株式の90％以上を所

有している場合には、株主の承認を得る必要はない。

(ⅵ) 通常の事業遂行過程外で会社資産の全部もしくは実質的に全部を売却、賃貸もしくは他の方法で

処分する場合、または会社を任意清算する場合には、社外発行済株式総数の過半数を持つ株主の承認

を要する。これに対して、会社の目的遂行のためでなく保証をする場合は、社外発行済株式の３分の

２を持つ株主の承認が必要である。

種類株主による議決

株主による議決に関する上記の一般原則にかかわらず、もし会社が２種類以上の株式を発行した場合に

は、定款の規定により、１種類を除くすべての種類の株式の議決権を制限することができ、またはいかな

る種類株式も議案に関しては種類株式ごとに議決しなければならない。また定款により、特定事項に関し

て種類株主による議決が必要であると規定することができる。そのような場合は、株主全体の承認のほか

に、当該種類株主の承認が必要である。定款の変更、合併の提案、特定の事情のもとにおける株主による

取締役の解任ならびにその他の事項に関し、そのような行為が種類株主の権利を制限または侵害する場合

には、当該種類株主の議決承認が法律により必要とされている。

 

取締役と取締役会

会社の取締役は全員で取締役会を構成する。取締役会は、前述のごとく株主の承認が必要とされる場合に

は、それに従って、会社の事業執行を担当する。

員数

取締役会は１名以上の取締役より構成される。取締役の員数の決定は、付属定款により、または株主の

決議により、または株主が採択した付属定款の特別な規定に従って取締役会の決議により定めることがで

きる。取締役会による取締役の員数の増加または減少には、取締役全員の過半数の承認を要する。この場

合、員数の減少にあたり、現在の取締役の任期を短縮することはできない。

選任

取締役は定時株主総会で選任される。定款に定めることにより、２つ以上の種類株主の間で取締役選任

の権利を配分することができる。社債権者の取締役選任議決権も定款により同様に規定することができ

る。

任期

取締役の任期は、取締役が選任された株主総会のときから次の定時株主総会までである。ただし、定款

あるいは株主によって採択された附属定款に規定がある場合、取締役はその任期が同時に満了することな

く継続する各定時株主総会ごとに満了する２つ、３つまたは４つの組別に分けることができる。この場合

には、取締役の任期はそれぞれおよそ各２年、３年あるいは４年である。
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欠員

任期の満了以外の理由により随時生ずる取締役会の欠員は、通常の場合、その当時在職中の取締役の任

命によって補充できる。ただし、定款または株主によって採択された附属定款の規定により株主により選

任することと定めることができる。

解任

理由ある場合には、株主の議決により、あるいは定款または株主により採択される附属定款の規定があ

る場合には取締役会により、取締役を解任することができる。定款または附属定款に規定ある場合には、

株主の議決により理由なくして取締役を解任することができる。

定足数

法律の規定により、取締役会の定足数は取締役の過半数である。取締役会による議決は、取締役会にお

いて定足数を満たす出席取締役の過半数によりなされる。定款または附属定款により認められている場合

には、取締役会またはその委員会においてなされることが要求されまたは認められているいかなる事項も

会議を開かずに決定することができるが、この場合には当該事項の採択について取締役または委員全員の

書面による同意が必要である。ただし、定足数の議決の要件は、定款あるいは附属定款により一定限度内

で変更することができる。

委員会

定款あるいは附属定款に規定ある場合には、取締役会はその権限を３人以上の取締役から成る経営委員

会またはその他の委員会に委譲することができる。ただし、株主総会の議決を要する事項を株主総会に提

案する権限、取締役会の欠員を補充する権限、附属定款を変更する権限、その他の一定の事項に関する権

限を委譲することはできない。

取締役・会社間の取引

会社と取締役の間の取引、あるいは会社と当該会社の取締役が取締役または役員であるか、あるいは重

要な経済上の利害関係を持つ他の法人との間の取引については、当該取締役の関係または利害についての

完全な開示がなされなければならず、かつその後の取締役会における利害関係のない取締役による承認を

要し、また株主の議決を要する取引については株主総会の承認を要する。かかる審議と承認がない場合に

は、当該利害関係のある取締役がその取引が公正かつ相当であることを証明しない限り、会社は当該取引

を会社に対する関係で否認することができる。

義務と責任

取締役の会社に対する基本的な一般義務は、誠実義務および慎重な者がその職務遂行にあたって用いる

精励義務である。取締役は、その義務違反のために会社に生じた損害につき会社に対し損害賠償の責任を

負う。ただし、取締役は、その職務遂行にあたって社長、会社の首席会計責任者または独立の公認会計士

によって承認された財務書類を信頼することができる。
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上記一般義務とともに、会社がなした法律に定める特定の取引につき賛成投票をしまたは同意した取締

役は、そのために会社、その債権者またはその株主が受けた損害につき責任を負う。上記の取引には、剰

余金もしくは純利益以外からする配当または配当以外の利益配分の決定、剰余金以外からするまたは会社

を支払停止に至らしめるような方法による会社の自己株式の取得、清算の際における会社債権者の権利を

侵害する分配、あるいは必要な株主の承認なしにする取締役に対する貸付がある。ただし、そのような取

引につき賛成投票または同意した取締役であっても、当該具体的事情のもとでその取締役が会社に対し誠

実、精励の一般義務を尽くしたと判断される場合には、その責任を免れることができる。また会社の事業

の経営または会社の資産の処分に関連して、会社に対する義務を怠り、遂行せずまたは義務違反があった

場合の取締役の責任について法律に規定がある。しかるべき場合には会社資産の違法処分を防ぐための差

止命令による救済が与えられる。

 

役員

任命

取締役会は、社長、副社長１名以上、秘書役、トレジャラー、および取締役会または附属定款が定める

その他の役員を任命できる。役員が取締役である必要はない。

解任

役員は、取締役会により、理由の有無を問わずいつでも解任することができる。ただし、役員の理由の

ない解任が雇用契約に違反する場合には、当該役員は、会社に対し損害賠償請求権を取得する。

権限

役員は、取締役会または附属定款により現実に与えられた権限または取締役会の行為、不作為もしくは

過失により外観上生ぜせしめられた権限に基づき、第三者との関係で会社を拘束する権限を有する。会社

の内部関係では、役員は、取締役会または附属定款によって現実に付与された権限を持つ。役員に付与す

る権限は、一般的であってもまた特定事項に関し限定的であってもよい。

義務と責任

役員は、会社に対し取締役が負うのと同様の誠実および精励の義務を負う。役員は、かかる義務に違反

した場合、または会社の事業執行もしくは資産処分に関してその義務に懈怠または違反があった場合に

は、取締役と同様の責任を負う。

 

会社財務および株式に関する事項

株式の種類

会社は、その取締役会の決議により定款により授権された範囲内で株式を発行することができる。定款

に定める場合には、上記授権株式は、無額面および額面株式、優先株式、会社の選択により償還できる株

式、ならびに他の種類の株式に転換できる株式等の幾種類かの種類に分けることができる。定款により株

式に転換可能な債務証券を定めることもできる。株式発行により受領する対価は、取締役会の定めるとこ

ろによるが、額面株式を額面以下で発行することはできない。
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権利とオプション

株式自体の発行のほかに、会社は、その権利を取得する者が特定の条件に従い会社から株式を購入する

権利を設定することができる。そのような権利の設定は株式の発行と同様にまたは別途にすることができ

る。取締役会は、詐欺的行為が介在しない限り、そのような権利の内容および当該権利の対価を決定する

権限を専有する。ただし、額面株式を購入する権利は、その額面以下で行使することはできない。

自己株式

会社が買入れまたは償還株式の償還により取得した株式については、会社は取締役会の裁量により保有

し、株主またはその他の者に売却し、株主に分配し、あるいは消却することができる。ただし、表示資本

金から償還された償還株式は消却されなければならない。他の株式の転換の結果会社が取得した株式も同

様に消却されなければならない。

資本構成

株式につき会社がとる措置のため会社の株主持分は２つの部分に分けられる。すなわち、表示資本金お

よび資本剰余金である。表示資本金は、(a)総発行済額面株式の額面総額と(b)総発行済無額面株式の総発

行価格から法律が認めた方法により資本剰余金と指定した額を控除した額ならびに(c)株式配当の有無に

係わらず上記(a)および(b)により表示資本金に組入れられた額より、法律で認められた方法で控除した額

を差し引いた額の合計額である。資本剰余金は、純資産額が表示資本金を超える部分である。

表示資本金の増加および減少

表示資本金は、定款によりその新株発行がすでに授権されている場合は、対価と引換えに新株を発行す

ることにより、あるいは、前述のように剰余金を表示資本金に組入れることにより、取締役会の決議によ

り増加できる。表示資本金の減少には、一般に定款の改正が必要である。ただし、取締役会は、表示資本

金から償還株式を償還することにより会社の表示資本金を減少することができる。ただし、その償還の結

果として、会社が支払停止になりあるいは純資産が表示資本金を下回ってはならない。また、取締役会

は、特定の場合には、特定の条件付で資本剰余金から以前表示資本金に組入れられた額、または、無額面

株式により表わされている表示資本金の額を資本剰余金に組戻すことにより、表示資本金を減少すること

ができる。また、取締役会は、株主が会社に対しその株式の買取請求権を行使したことにより、会社が買

取った株式について表示資本金を減少することができる。また、端株の除去あるいは会社が有する債権の

取立てまたはそれについての和解の遂行の便をはかるため、取締役会により表示資本金を減少することが

できる。株式配当またはその他の理由により端株が生じた場合には、会社は、端株の所有者から公正な対

価でこれを買取ることができる。ただし、そのような買取りは必要的ではない。

株券

２種類以上の株式の発行を授権されている会社については、株券上に各種類株式ごとのそれぞれの権

利、優先権および権利の制限を記載するか、または、株主の請求があれば株主に上記事項の説明書を提供

する旨の会社の申出を記載する等の法律に定める事項を記載しなければならない。各株券によって表象さ

れる株式の株主名簿上の保有者の名前を株券上に記載しなければならず、無記名株式は認められていな

い。
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株券の紛失または毀損

株券が紛失または毀損したとの申立がある場合には、会社は、代り株券の発行の条件として、株券所有

者に対して損害賠償のための保証の提供を求め、またそれに加えて他の合理的な要求をすることができ

る。この条件が満たされた場合には、会社は、その株券が善意の第三者によってすでに取得されているこ

とを上記請求の時点において知らない限り、代り株券を発行する義務がある。

株式の移転

株式の移転は、通常株券の裏書と交付によって完了する。ただし、譲渡を証する別個の書面をもって裏

書に代えることができる。

会社の株式名簿上の株主の名義を変更するためには、譲渡人により適法に裏書された株券が取消のため

に提出され、譲受人の名で新しい株券を発行されかつ譲受人の名が会社の株主名簿上に記載されることを

要する。会社は株券の取消および発行につき責任を負う一つ以上の名義書換代理人ならびに名義書換代理

人の行為を確認することにつき責任を負う一つ以上の登録機関を任命するのが通常である。

 

個人株主または少数株主の権利

配当

配当は、取締役会が決定する時期に、その決定する額で支払われる。ただし、配当支払は利益剰余金な

いし資本剰余金またはかかる配当が宣言された事業年度および／もしくはその前事業年度における純利益

からのみすることができ、また、その支払により会社を支払停止にするものであってはならない。現金配

当に加えて、証券および他の財産による配当も許される。配当を受領する権利を有する株主を決定するた

めに、会社は、附属定款または取締役会の議決により、配当支払日の前60日以内の期間内に基準日を定め

ることができる。そのような基準日現在の株主名簿上の株主が配当を受ける権利を有する。基準日が上記

の方法で定められない場合には、取締役が配当決議を行った営業日の終了時現在の株主名簿上の株主が配

当を受取る権利を有する。

新株引受権

株主は、定款に新株引受権がないとの明示の規定がない限り、新株引受権を有する。

議決権契約および信託

株主間でその議決権の行使の態様に関してなした書面による合意は、ニューヨーク州の実体法のもとで

有効であり、強制履行を求めることができる。
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代表訴訟

会社の株主または会社の株式の実質上の権利保有者は、取締役会が自ら訴を提起することを拒否しまた

その意思がないと思われる場合には、会社に代っていかなる者に対しても、判決を得るため、訴を提起で

きる。上記株主または実質上の権利保有者は、その訴の原因となった取引の時点およびその訴提起の時点

において、その地位を有していることが必要である。ただし、その株主または実質上の権利を買受けでな

く、相続またはその他法律上当然に取得した場合で、その株式または実質上の権利の旧保有者がもし欲す

れば訴を提起できたであろう場合には、この限りではない。訴を提起する者の株式保有総数が少なくとも

一種類の社外発行済株式の５％以上に満たずまたは公正な時価で換算して５万ドルを超えない場合には、

会社は、会社の弁護士費用を含む合理的な経費および当該訴訟の被告が会社に対し請求することあるべき

弁護士費用を含む合理的な経費を支払うに十分な担保を提供するよう当該株主に請求できる。

取締役解任の訴

代表訴訟を提起する前記の権利に加えて会社の社外発行済株式の10％以上の保有者は、取締役を一定の

事由を理由として解任するよう管轄裁判所に対して訴えることができる。

反対株主の株式買取請求権

合併あるいは会社資産の全部または実質的に全部の売却、賃貸またはその他の処分を求める議案であっ

て、その議案に前述のように社外発行済株式の過半数の株式保有者の承認を要するものについては、その

議案に反対する株主は、定められた手続に従い、その株式を公正な市場価格で買取るよう会社に対して請

求できる。ただし、この権利には例外がある。合併における存続会社の株主は合併の条件により当該株主

の立場が優先権、償還請求権、新株引受権または議決権に関して侵害されない場合には、上記権利を行使

できない。また、会社が当該処分後１年以内に会社が実行すべく適法に承認された解散および清算の計画

の一部として現金を対価とする資産の処分を提案したものである場合には、当該会社の株主は上記の権利

を行使できない。

株主名簿等閲覧権

株主名簿上の株主は、５日前に会社に通知することにより、会社事務所において会社のすべての株主総

会議事録および会社株主名簿を閲覧し、写しをとる権利を有する。ただし、会社は、閲覧を許可する前

に、その閲覧が当該会社以外の者の利益のためになされるものではない旨、ならびに当該閲覧請求者が過

去５年間いかなる会社のものであれその株主名簿の写しの売却をしたことも売却に加担したこともない旨

を記載した宣誓書を提出することを要求できる。ただし、裁判所は、そのような宣誓書の提出がない場合

であっても閲覧命令を出すことができる。

財務書類請求権

上記の閲覧権を有する者は、また、いつでも会社に対し、もし当該書類がかつて作成されて株主に交付

されたかまたは公にされたものである場合には、会社の最近の貸借対照表および損益計算書の写しの提供

を請求できる。
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財務書類

ニューヨーク州事業会社法は、会社が特定の会計原則に従うことは要求していない。しかしながら、

ニューヨーク証券取引所に上場されている会社(たとえば当社)は、会計記録、会社財務状態および営業成

績の定期的な報告に関し、ニューヨーク証券取引所および連邦証券取引委員会の要求するところに従って

いる。そのほか、当社の最新の財務情報を提供するために、また資金調達および他の取引に関連して、連

邦証券取引委員会に対する追加の報告を提出しなければならない。財務書類は、財務会計基準審議会

(Financial Accounting Standards Board)およびその前身であるアメリカ公認会計士協会会計原則審議会

(Accounting Principles Board of the American Institute of Certified Public Accountants)が発表

している一般に承認されている会計原則であって米国証券取引委員会が承認する会計原則に従って作成さ

れる。

 

(2) 【提出会社の定款等に規定する制度】

当社の定款に規定する制度は、その書換定款および附属定款に規定されている。その要約およびこれに関連

する事項を以下に記載する。ここでは、主に前記(1)に記載した一般的に適用される法律の規定に付加すべき

事項ならびに一般的に適用される法律の規定と異なっている事項を記述する。株主の権利に関する事項につい

ても以下に記載する。

 

会社の活動の範囲

定款第２条「目的および権限」で認められている当社の会社の活動の記載については、本報告書第一部第

３「事業の状況」を参照されたい。

株主総会

附属定款は、当社の定時株主総会は、毎年４月の最終火曜日または当該最終火曜日が総会開催地において

休日である場合には、その次の営業日に開催するものと定めている。定時および臨時株主総会は、取締役会

が指定するニューヨーク州内外の場所においてこれを開催する。

一般的に適用のある法律に従って招集される株主総会に加えて、取締役会長もしくは取締役会または発行

済普通株式を少なくとも25％有する保有者は、随時、臨時株主総会を招集することができる。

 

取締役および取締役会

員数

定款によれば取締役会の員数は９名以上25名以下であり、附属定款において具体的な取締役の員数を随

時定めることとしている。附属定款は、取締役の員数は、株主総会においてまたは取締役全員の過半数の

賛成投票に従って随時これを定めることとしている。現在の取締役の員数は14人である。
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選任・任期

株主総会における取締役の選任は、法律が一般に定めるところによる。ただし、選挙による場合を除

き、IBMの取締役が選任されるためには、当社の附属定款に従い投票総数の過半数の賛成票を獲得しなけ

ればならない。また全取締役の任期はすべて同一であり、定時株主総会から次の定時株主総会が開催され

て、後任者が選任され資格要件を満たすまでとしている。

解任

附属定款は取締役の解任につき、一般に適用される法律の規定以上の何の規定も設けていない。

定足数

附属定款は、当社の取締役全員の過半数をもって定足数としている。法律が一般に定めるところに従

い、取締役会の議決には定足数を充足する取締役の過半数が必要である。

当社の附属定款によれば、この議決には附属定款の改正も含まれている。

委員会

附属定款には、取締役会は法律によって一般に認められる限度で、その権限を経営委員会、その他の委

員会に委譲することができるものとしている。当社の取締役会における現在の委員会は次のとおりであ

る。

　　経営委員会

　　監査委員会

　　取締役・企業統轄委員会

　　役員報酬人事委員会

報酬

附属定款によれば取締役会は取締役がいかなる資格であれ、その職務に対する取締役報酬を決定する権

限を有する。

 

役員

任命

附属定款は、当社の取締役会が取締役会長１名、社長１名、１名以上の副社長(うち１名以上を業務執

行副社長に、１名以上を上席副社長その他の地位に特定しうる)、秘書役１名、トレジャラー１名および

コントローラー１名を選任できるものとしている。取締役会の指名により取締役会長または社長が当社の

最高経営責任者を務める。取締役会は取締役副会長を１名選任することができるが、これは必要的ではな

い。取締役会または最高経営責任者は必要または望ましいと思われるその他の代理人を選任することがで

きる。代理人は取締役会または最高経営責任者が定める職責および期間につきその義務を果すものとす

る。

任期

役員の任期は死亡、辞任または解任まで、もしくは後任者が正当に選任され、資格要件を満たすまでで

ある。
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解任

法律により一般に定めるところに従い、取締役会は理由の有無にかかわらず、役員を解任できる。さら

に取締役会は最高経営責任者が選任した役員を解任する権限を同人に与えることができる。

権限

附属定款により当社の最高経営責任者は当社の事業につき全般的かつ実際的監督権限を有するが、その

権限は取締役会の支配に服する。社長は会社の業務につき全般的かつ実際的指揮権限を有するが、その権

限は取締役会の支配に服する。取締役会長が不在または執務不能のときは社長が取締役会長の全権限を行

使するものとする。社長が不在または執務不能のときは会長が社長の全権限を行使する。

給与

定款によれば、当社の役員の給与は取締役会によって定められる。

 

会社財務および株式に関する事項

株式の種類および発行の授権

当社の授権株式総数は48億3,750万株とし、１株当たり額面0.20ドルの資本株式46億8,750万株および１

株当たり額面0.01ドルの優先株式１億5,000万株から成るものとする。

株主名簿の閉鎖および基準日の決定に関し随時変更される付属定款の規定に従い、当社の資本株式１株

は、株主の議決を要するすべての議案について１議決権を有し、また当社定款の規定に基づき発行された

発行済優先株式の株主の権利に従い、取締役会が適宜宣言する配当金を現金、有価証券もしくは物品にて

受領する権利を有する。自発的であると否とを問わず当社が清算、解散または閉鎖する場合には、当社定

款の規定に基づき優先株式の株主が受領する権利を有する金額全額を当該株主に支払った後に、資本株式

の株主(優先株式シリーズの株主を除く)に対して、残存するすべての分配可能な当社の資産を保有する株

式数に比例して分配することができる。

取締役会は、随時または適宜優先株式を発行することができるほか、(ⅰ)優先株式をシリーズに分割

し、(ⅱ)各優先株式シリーズの名称を数字、文字または表題により決定し、他の優先株式シリーズと区別

するものとし、(ⅲ)かかるシリーズの株式数を決定し(かかるシリーズが１株から構成される場合の決定

も含む。)、(ⅳ)あらゆる優先株式シリーズに関し、以下の事項を決定することができる。

(a) かかる株主に累積的、非累積的または一部累積的な配当のいずれを受領する権利を付与するか、ま

た配当権を有する株式に関し、配当率を決定する方法または手続きを含むがこれに限定されることな

く同比率、さらにかかる配当に関するその他の条件。

(b) かかる株主が当社の清算または当社資産の分配に基づく権利を有するか否か、また有する場合には

その範囲および条件。

(c) かかる株式がその他の有価証券または物品に転換または交換可能であるか否か、また可能である場

合にはその条件。

(d) かかる株式が償還可能であるか否か、また可能である場合にはその条件。
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(e) かかる株式が、その購入または償還のために引当てられた減債基金の対象となるか否か、また対象

となる場合にはかかる基金の条件。

(f) かかる株主は議決権を有するか否か、また有する場合にはこの行使の条件。但し、優先株式の株主

は、資本株式の株主と一緒に種類株主として投票する場合には、(ⅰ)(x)清算価額100ドルにつき１議

決権または(y)１株につき１議決権のいずれか少ない方を超えた議決権を有せず、また(ⅱ)各シリー

ズについて別段の明記ある場合を除き、(x)当該シリーズの優先株式の権限、優先権もしくは特別権

に悪影響を与えるような本定款規定の変更もしくは改正に関する事項、または(y)当社が連続もしく

は非連続の６四半期についていずれかのシリーズの優先株式に係る四半期配当を全額支払わなかった

場合については、種類株式として別途に議決権を行使することはできない。但し後者(y)の場合に

は、取締役を２名増員することができるものとし、当該時点で議決権を有する発行済優先株式の株主

は、かかるすべての優先株式の累積配当金が全額支払われるまで当該２名の追加取締役を選任するこ

とができる。

(g) 優先株主がその他の優先権または権利を有するか否か、また有する場合にはかかる優先権または権

利の内容、制限または制約。

株式の移転

当社の株式の移転は、その対象となる株式の株主名簿記載の株主または正当に作成され、名義書換代理

人に提出された委任状により適法に権限を与えられた代理人により当該株式を表象する株券に適法な裏書

をなして交付するか、または正当に作成された株式譲渡承認書および税金支払証明書と共に株券を交付す

ることにより当社の株主名簿上になされねばならない。当社の株主名簿上株式の名義人である者は、当社

に対する関係においては、その所有者とみなされる。ただし、株式の譲渡が担保の目的とするために行わ

れ、その絶対的な所有権の移転を目的とするものでないときであって、その旨の書面による通知が当社の

秘書役またはその名義書換代理人に対して行われた場合には、その旨の表示を名義書換の欄に付記する。

株券の再発行

当社株券を表象する株券の保有者は当該株券の紛失、破損、毀損につき直ちに当社に通知するものと

し、当社は当該株券の代りに新株券を発行することができる。取締役会は、その自由裁量により、当該株

券保有者またはその法律上の代理人に対し、当該株券の紛失、破損の申立、または新株券の発行を理由と

して当社に対してなされるかもしれない請求に関して当社を免責するため、当社に対し保証を提供するこ

とを要求することができ、当該保証の金額の限度の有無、形式、保証人の要否については、取締役会がそ

の完全なる自由裁量にて定めるところによる。取締役会は、そのような場合に制定され規定されている

ニューヨーク州法の定めている法律手続に基づくものでない限り、完全な自由裁量で当該株券の発行を拒

否することができる。

営業年度

当社の営業年度は暦年である。
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個人株主または少数株主の権利

配当

定款の規定により、各資本株式には運転資金としての内部留保またはその他合法的な目的のための内部

留保を行ったあと取締役会が随時決定する現金、証券または財産による配当を受ける資格がある。

基準日

附属定款の定めにより、取締役会は、株主総会の開催または延会の通知を受けまたは株主総会または延

会において議決権を行使する権利を有する株主もしくは会議を開催せずに議案に同意しまたは反対する権

利を有する株主を決定するため、もしくは配当金支払権利の割当を受ける権利を有する株主を決定するた

め、もしくはその他の行為のための当該株主総会、行為、または配当金支払のために定められた日の前60

日以内に基準日を設定する権限を有する。

新株引受権

株主には新株引受権がない。

株主名簿等閲覧権

ニューヨーク州法の定めに従い、株主名簿および株主総会の議事録は、株主名簿上の株主に対し、営業

時間中、毎日閲覧に供される。

 

２ 【外国為替管理制度】

米国の非居住者による米国会社の株式の取得または株式の売却代金、配当の受領、会社財産、その他の分配に

関して、米国には現在、外国為替管理上の制限はない。

 

３ 【課税上の取扱い】

(1) 租税条約

所得に対する租税に関する米国と日本との間の2003年条約(以下「2003年条約」という)が日本の居住者に対

し支払われる当社の資本株式に対する配当金についての源泉徴収税に関し適用される。また同条約は、日本の

居住者が当該株式を売却した場合に得た売却益についても適用される。

 

(2) 米国の課税上の取扱い

(イ)当社の資本株式に対する配当についての所得税の源泉課税(注)

日本の居住者であるが米国の居住者もしくは市民でない者または日本法人が実質的に所有する当社の資本

株式について現金配当が支払われる場合、2004年７月１日およびそれ以降に支払われる配当については、原

則として、2003年条約および米国連邦税法に従い10％の割合による米国源泉徴収税が課せられる。

ただし、配当の支払日がいつであるかにかかわらず、日本の実質株主が米国において恒久的施設を所有し

ており、かつ、当該日本の実質株主が所有する当社の資本株式が当該恒久的施設に実質的に関連しかつ配当

が日本の実質株主の米国における産業上または商業上の活動に実質的に関連する場合には、通常の所得税率

により米国の税金を課せられる。
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(ロ)当社資本株式の売却に対する所得税(注)

2003年条約および米国連邦税法によれば、当社の資本株式を実質的に所有する日本の株主は、一般的に当

該株式の売却による売却益について、2004年より後に実現された売却益に関しては、当該株式が当該日本の

実質株主の米国における恒久的施設に実質的に関連を有しない場合、または当該売却益が当該株主の米国に

おいて行う産業上もしくは商業上の活動に実質的な関連を有していない場合には、通常、米国連邦所得税を

課せられないし、また売却損について控除できない。ただし、2003年条約の規定に基づきいずれかの年に米

国の居住者となっていた個人株主は、当該年中に実現された売却益について米国における課税の対象とな

る。

(ハ)当該資本株式についての配当および売却益に対する州および地方税

上記(イ)および(ロ)の米国連邦所得税のほかに、当社の資本株式の日本の実質株主が米国において恒久的

施設または住所を有しているか、あるいは州所得税および地方所得税の課税対象である場合には、支払配当

および売却益は、ある条件のもとで、かつ適用される租税条約により認められる範囲において、当該恒久的

施設または住所の所在地の地方当局により地方所得税を課せられることがある。

(ニ)相続税(注)

資本株式を実質的に保有する日本人が死亡した場合、当該株式は現行法のもとでは米国内にある財産とみ

なされ、米国連邦租税を課せられる。死亡株主がその死亡当時、日本の居住者であり、米国の市民もしくは

居住者でない場合、当該死亡者の米国内に存在する財産価値について18％以上40％以下の累進税率による相

続税が課せられる。(ただし、場合により控除および課税免除がある。)

ニューヨーク州(当社は同州において設立されかつ同州に当社の本店が存在する。)の現行法によれば、死

亡時にニューヨーク州の居住者でない個人が実質的に所有していた普通株式については、ニューヨーク州相

続税は課されない。

 

(3) 日本国の課税上の取扱い

所得税法、法人税法、相続税法およびその他の関連法令に従いかつその制限のもとで、日本人は個人であ

れ、法人であれ、適用ある租税条約に従い、上記(2)「米国の課税上の取扱い」で述べたように、個人または

法人の各所得が(また個人については相続も)その課税対象となる米国における課税額につき日本において控除

を請求することができる。

(注)　2003年条約または適用ある相続税に関する条約による米国の軽減税率の適用の可否は、それらの条約上の特典を請求

するために定められた手続に従うこと、および一定の場合にはさらに当社の資本株式に投資した日本の株主が米国の

税法および租税条約の規定する日本の実質株主としての条件を満たすことを、米国の税務当局に対して十分に証明す

ることができるか否かによる。
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４ 【法律意見】

本有価証券報告書の添付書類として当社のバイス・プレジデント兼アシスタント・ジェネラル・カウンセル兼

秘書役で、かつ、米国ニューヨーク州の弁護士であるクリスティーナ M. モンゴメリー氏により、下記の意見書

が提出されている。

(1) 当社はニューヨーク州法に準拠して正当に設立され、合法的に存続している会社である。

(2) 当社の本有価証券報告書にかかる株式については、(イ)当社の株式の社外発行済株式は、すべて適法に授権

され、適法に発行されており、全額支払済であって追加払込を要求されないものであること、ならびに(ロ)当

社のストック・オプション・プランおよびストック・パーチェス・プランに基づき発行されることのある当社

の資本株式は適法に授権されており、上記プランに基づき発行されるときは有効に発行され、全額支払済かつ

追加払込を要求されることのないものとなること。

(3) 同氏の知り得る限り、かつその信ずる範囲内においては、本有価証券報告書第１の１、２および３節にそれ

ぞれ記載の会社制度等の概要、外国為替管理制度および課税上の取扱いの記載は、真実かつ正確であること。
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第２ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

最近５年間の主要なデータ比較表

 

（単位：１株当たりの金額を除き百万ドル）
１月１日から12月31日まで：

2014年
 

2013年
（注）

 
2012年
（注）

 
2011年
（注）

 
2010年
（注）

収益 92,793 98,367 102,874 105,056 98,018

継続事業による利益 15,751 16,881 16,999 16,108 15,082

非継続事業による損失、税引後 (3,729) (398) (395) (253) (249)

当期純利益 12,022 16,483 16,604 15,855 14,833

営業利益（非GAAP） 16,702 18,356 18,022 16,571 15,272

普通株式１株当たり利益／損失（ドル）:      

希薄化後：      

　継続事業 15.59 15.30 14.71 13.27 11.71

　非継続事業 (3.69) (0.36) (0.34) (0.21) (0.19)

合計 11.90 14.94 14.37 13.06 11.52

基本的：      

　継続事業 15.68 15.42 14.88 13.46 11.89

　非継続事業 (3.71) (0.36) (0.35) (0.21) (0.20)

合計 11.97 15.06 14.53 13.25 11.69

希薄化後営業利益（非GAAP） 16.53 16.64 15.60 13.65 11.86

普通株式現金配当支払額 4,265 4,058 3,773 3,473 3,177

普通株式１株当たり（ドル） 4.25 3.70 3.30 2.90 2.50

有形固定資産に対する投資額 3,740 3,623 4,082 4,108 4,185

IBM株主持分利益率（株主資本利益率） 72.5% 83.8% 81.6% 71.2% 66.8%
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（単位：１株当たりの金額を除き百万ドル）
12月31日現在

2014年 2013年 2012年 2011年 2010年

資産合計 117,532 126,223 119,213 116,433 113,452

有形固定資産に対する投資純額 10,771 13,821 13,996 13,883 14,096

運転資本 9,822 11,196 5,807 8,805 7,554

債務合計 40,804 39,718 33,269 31,320 28,624

株主持分合計 12,014 22,929 18,984 20,236 23,172

（注）　非継続事業の表示を反映するために再分類されている。
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GAAP調整

 

2014年度、2013年度および2012年度の非GAAPの財務情報の調整については、第一部第３　７　「財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の「GAAP調整」の項を参照されたい。2011年度及び2010年度の非

GAAPの財務情報の調整については、下表を参照されたい。第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」の「営業利益（非GAAP）」の項に記載の調整項目については、従前に報告された金

額から変更はない。

 

（単位：１株当たりの金額を除き百万ドル）
１月１日から12月31日まで：

2011年 2010年

報告値：   

収益 106,916 99,870

当期純利益 15,855 14,833

営業利益（非GAAP） 16,318 15,023

希薄化後１株当たり利益（ドル）: 13.06 11.52

希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP）（ドル）: 13.44 11.67

継続事業：   

収益 105,056 98,018

継続事業による利益 16,108 15,082

希薄化後１株当たり利益（ドル）: 13.27 11.71

非継続事業：   

収益 1,859 1,853

非継続事業による損失、税引後 (253) (249)

希薄化後１株当たり利益（ドル）: (0.21) (0.19)

営業（非GAAP）：   

営業利益（非GAAP） 16,571 15,272

希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP）（ドル）: 13.65 11.86
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主要四半期データ

 

(単位：１株当たりの金額および株価を除き百万ドル)

 

2014年

 

第１四半期

（注４）

 

第２四半期

（注４）

 

第３四半期

 

第４四半期

 

通年

収益 22,236 24,047 22,397 24,113 92,793

売上総利益 10,627 12,044 10,874 12,862 46,407

継続事業による利益 2,530 4,251 3,455 5,515 15,751

非継続事業による損失、税引後 (146) (115) (3,437) (31) (3,729)

当期純利益 2,384 4,137 18 5,484 12,022

営業利益（非GAAP）（注３） 2,790 4,456 3,671 5,785 16,702

普通株式１株当たり利益

（ドル）（注１）:
     

　希薄化後：      

　　　継続事業 2.43 4.23 3.46 5.54 15.59

　　　非継続事業 (0.14) (0.11) (3.44) (0.03) (3.69)

　合計 2.29 4.12 0.02 5.51 11.90

　基本的：      

　　　継続事業 2.44 4.25 3.48 5.57 15.68

　　　非継続事業 (0.14) (0.11) (3.46) (0.03) (3.71)

　合計 2.30 4.14 0.02 5.54 11.97

　希薄化後営業利益（非GAAP）

（注３）
2.68 4.43 3.68 5.81 16.53

普通株式１株当たり配当金（ドル） 0.95 1.10 1.10 1.10 4.25

株価（ドル）（注２）:      

　高値 195.63 199.21 196.40 190.89  

　安値 172.19 179.27 181.70 150.50  
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(単位：１株当たりの金額および株価を除き百万ドル)

 

2013年（注４）

 

第１四半期

 

第２四半期

 

第３四半期

 

第４四半期

 

通年

収益 23,101 24,544 23,338 27,385 98,367

売上総利益 10,734 12,184 11,429 14,337 48,684

継続事業による利益 3,161 3,365 4,139 6,216 16,881

非継続事業による損失、税引後 (129) (138) (98) (32) (398)

当期純利益 3,032 3,226 4,041 6,185 16,483

営業利益（非GAAP）（注３） 3,505 3,718 4,485 6,649 18,356

普通株式１株当たり利益

（ドル）（注１）:
     

　希薄化後：      

　　　継続事業 2.81 3.03 3.77 5.76 15.30

　　　非継続事業 (0.11) (0.12) (0.09) (0.03) (0.36)

　合計 2.70 2.91 3.68 5.73 14.94

　基本的利益：      

　　　継続事業 2.84 3.06 3.79 5.80 15.42

　　　非継続事業 (0.12) (0.13) (0.09) (0.03) (0.36)

　合計 2.72 2.93 3.70 5.77 15.06

　希薄化後営業利益（非GAAP）

（注３）
3.12 3.35 4.08 6.16 16.64

普通株式１株当たり配当金 0.85 0.95 0.95 0.95 3.70

株価(ドル)（注２）:      

　高値 215.90 214.89 200.94 187.79  

　安値 190.39 187.68 181.10 172.57  

（注１）各四半期の１株当たり利益は当該四半期中の加重平均社外発行済株式数を使用して計算され、通年の１株当たり利益

は当該期間中の加重平均社外発行済株式数を使用して計算されているため、各四半期の１株当たり利益の合計額と通

年の１株当たり利益は一致しない。

（注２）株価はニューヨーク証券取引所株価総括表におけるIBM普通株式の記載された期間における高値および安値を示したも

のである。

（注３）2014年度および2013年度の第１四半期と第２四半期の非GAAPの財務情報の調整については、2015年１月20日に提出さ

れた当社の様式8-K（Form 8-K）の別紙２と2014年10月20日に提出された当社の様式8-K（Form 8-K）（項目8.01）の

別紙Ａの44頁と45頁をそれぞれ参照されたい。2014年度および2013年度の第３四半期の非GAAPの財務情報の調整につ

いては、2014年10月28日に提出された当社の2014年度第３四半期の様式10-Q（Form 10-Q）の86頁を参照されたい。ま

た、2014年度および2013年度の通年と第４四半期の非GAAPの財務情報の調整については、第一部第３　７　「財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」の「GAAP調整」の項をそれぞれ参照されたい。2011年度及び

2010年度の非GAAPの調整については、下表を参照されたい。第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況の分析」の「営業利益（非GAAP）」の項に記載の調整項目については、従前に報告された金額か

ら変更はない。

（注４）非継続事業の表示を反映するために組み替えられている。
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２ 【沿革】

 

1911年 当社は、コンピューティング・タビュレーティング・レコーディング・カンパニー

(Computing-Tabulating-Recording Company)としてニューヨーク州法に準拠して設立さ

れ、商業用計器、作表器およびタイムレコーダーの製造を行った。

1924年 社名をインターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(International

Business Machines Corporation)と変更。

1937年 日本アイ・ビー・エム株式会社設立。

1964年 本社をニューヨーク市よりニューヨーク州アーモンクに移す。

 

３ 【事業の内容】

 

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション（「IBM」または「当社」）は、ニューヨー

クのコンピューティング・スケール・カンパニー・オブ・アメリカ、タビュレーティング・マシーン・カンパ

ニーおよびザ・インターナショナル・タイム・レコーディング・カンパニーが合併し、1911年６月16日にニュー

ヨーク州でコンピューティング・タビュレーティング・レコーディング・カンパニー(C-T-R)として設立され

た。以来、IBMはビジネスに関する見識と技術革新の交わりに焦点を当てており、その事業および目的は国際的

な性質を持っている。このことは、90年超前である1924年にC-T-Rがインターナショナル・ビジネス・マシーン

ズ・コーポレーションと社名を変更したことにも表れている。それは今日まで続いており、当社は、データ、情

報技術、産業とビジネスプロセスに対する深い専門性、およびパートナーや提携による幅広いエコシステムを利

用した統合ソリューションと製品により、顧客のために価値を創出する。IBMのソリューションは通常、顧客が

事業を変革し、新しい方法でお客様や従業員と関与できるよう手助けする新しい機能を提供することで、価値を

生み出す。これらのソリューションは、コンサルティングとIT設置サービス、クラウドとコグニティブ提供製

品、およびエンタープライズ・システムとソフトウェアから成る業界トップのポートフォリオを基盤としてお

り、これらのすべてが世界トップの研究機関の一つにより強化されている。
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戦略

かつてないほどの技術変化を迎えている中、IBMの戦略は、引き続き当社の顧客のために高い価値を提供する

上での革新および継続的な牽引役の一つとなっている。

 

当社の戦略の基本理念として、以下が含まれる。

 

1．戦略上の必要事項：データ、クラウドおよびエンゲージメントは、IT業界、当社および当社の顧客の事業

を根本的に変化させている。データ量の急増が、今日の競争力を変えている。データは、世界の新しい「天然資

源」であり、産業および職業を根本的に変化させている。しかしながら、すべての天然資源と同様、データは、

アナリティクスを通じて実行可能な洞察力に変えることによってのみ、顧客の事業にとって価値のあるものとな

る。ITやビジネスプロセスをデジタルサービスとして提供するクラウド・コンピューティングは、企業が自らの

事業を改革するだけでなく、事業モデル全体および革新へのアプローチを改革する機会も提供する。モバイル技

術やソーシャル技術を含むエンゲージメントは、人々のインタラクションの方法、そして仕事の処理方法を大幅

に変えている。最終的に、これらのすべての変化が、プライバシーや行動の完全性を確保するために、高いセ

キュリティ水準により支えられ、保護されている。これらの３つのインペラティブ、すなわち、データ、クラウ

ドおよびエンゲージメントは、今日のIBMの戦略や将来における展望の基盤となっている。

 

2．当社固有の強み：現在企業で稼働中のシステムにおいて新しい技術を加えることができるという当社の能

力は、IBMの主要な付加価値サービスであり、市場における差別化要因となっている。今日において顧客がIBMに

対して求めているのは、単なる新しい技術の採用ではなく、顧客の既存のシステムに新しいソリューションを融

合させることである。当社では、この「融合」をハイブリッド・クラウドと呼んでおり、IBMは顧客に対して独

自にこの価値を提供することができる。

 

3．より高い事業価値への移行：顧客は、IBMに対して単なる技術の提供ではなく、経営課題や機会の解決を求

めている。当社の数十年にわたる発展、すなわちハードウェアからソフトウェアやサービスへの発展、そして本

格的なビジネスソリューションへの発展の増大には、こうした顧客のニーズを満たすための重要な移行が反映さ

れている。IBMは、顧客にとって必要不可欠となる幅広い統合された提供製品と産業に関する専門性を融合して

おり、高付加価値を提供している。
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1．当社の戦略上の必要事項

データ：産業および職業の変革

モバイル・デバイスやソーシャル・メディアの普及、また実質的に事業のすべての側面における技術の投入に

より、データは世界の新しい天然資源とされている。しかしながら、データは、強力なアナリティクスがなけれ

ば、単なるデータに過ぎない。

すべての産業や企業は、急増する利用可能なデータから新たな洞察力を得ようと努力しており、これは現在の

競争力の新しい土台となっている。企業の競争力は、実行可能かつ付加価値をもたらす洞察力へとデータを変容

させる高度なアプローチを適用することにより高まる。人々が周囲の世界を理解するために日常的に使用してい

るものと同一のコグニティブ・プロセスが反映されているコグニティブ・コンピューティングの誕生により、人

間と情報の関係は著しく変化している。コグニティブ・システムは、専門家コミュニティーの言語およびプロト

コルを習得し、操り、また自然言語で意思疎通を図ることができる。

IBMは、ビッグデータおよびアナリティクス機能を構築するために、30件超の買収に対する170億ドルを含む、

260億ドル超を投資している。IBMの研究支出のうち３分の１が、データ、アナリティクスおよびコグニティブ・

コンピューティングに焦点を当てている。

2014年において、IBMは、ビジネス・アナリティクスにおいて約170億ドルの収益を計上し、当社はコグニティ

ブ・コンピューティングの革新を開発し、商品化するためにWatson Groupを設立した。当社は、Watsonに対して

10億ドルを投資した。これには、Bluemix上のWatson Developer Zoneを通じたコグニティブ・アプリケーション

構築のスタートアップを支援するためのベンチャー投資100百万ドルが含まれる。また、当社は、Watsonエコシ

ステムを通じてWatsonをより広く利用できるようにした。Watsonエコシステムは、次世代のコグニティブ・アプ

リケーション構築を追及する160名超のパートナーと約4,000名超の将来のパートナーを有するまでの規模に成長

した。IBMは、予測およびビジュアル分析を行う強力なツールへの即座なアクセスを企業に提供する、自然言語

ベースの画期的なコグニティブ・サービスであるWatson Analyticsも発売した。Watson Analyticsを通じて、

IBMはデータ科学者のみならず、エンド・ユーザーに対してもアナリティクスを広げている。IBMの目標は、すべ

ての事業の専門家が、新しいデータ形式に加えて、高度なコグニティブによる予測アナリティクスを利用できる

ようにすることである。

さらに、2014年において、当社は、主要な提携を築くことにより、大胆な措置を講じた。データ・スペースに

おいて、当社は、IBMのクラウドベースのアナリティクス、カスタマー・エンゲージメント・プラットフォーム

およびコンサルティング・サービスへとTwitterの莫大なデータストリームを統合するために、Twitterとの画期

的なパートナーシップを公表した。企業は、新しい強力な方法によりツイッターのデータを活用することによっ

て、顧客心理をより深く理解することができ、傾向や市場の突然の変化を予測することができる。また、この機

能により、顧客は、自らのクラウドサービスやモバイル・アプリケーションにTwitterのデータを統合すること

ができる。
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クラウド：ITの再発明

クラウドは、デジタル革命の中心にある。この革命に影響を受けない企業はなく、急速な変化が生じている。

企業は、クラウドを利用してITおよび事業プロセスをデジタルサービスへと変革することで、クラウドによる

利益を享受している。クラウドによりいかにしてインフラストラクチャーの共有が可能になるかについて多くの

記述があるが、これらは事実である。しかしながら、実際にクラウドから得られる成果は遙かに重大なものであ

る。技術バリューチェーンの上下においてより高い基準を強いることにより、新しい製品やサービス、そして事

業モデル全体でさえも、数ヶ月あるいは数年先ではなく、数週間後に創造することができる。

クラウドは、革新の促進剤となる。当社は、クラウドに関連する18社超の企業を買収するために80億ドル超の

投資を行っており、また世界中で40のデータ・センターにグローバル拠点を拡大するために10億ドル超の投資を

行っている。IBMは、現在、120超のソフトウェア・アズ・ア・サービス（SaaS）製品を提供しており、IBMのク

ラウドは、フォーチュン500(Fortune 500)の上位25社中24社をサポートしており、2014年度におけるクラウド

ベースのソリューションにおいて70億ドルの収益を達成した。

・SoftLayerは、IBMの幅広いインフラストラクチャー・アズ・ア・サービスのポートフォリオの基盤である。

SoftLayerは、ベアメタル、プライベート・クラウドおよびバーチャル・サーバー・インスタンスを提供し

ており、これまでに類のないパフォーマンスとともに、数多くの異なるワークロードを扱うことが可能にな

る。SoftLayerは、巨大な容量を処理できるビルトインされたプライベートネットワークを提供し、ユー

ザーが、データのアクセスおよびロケーションを制御しながら、パブリック・ネットワークとプライベート

ネットワークを分離することができる。

・Bluemixとは、IBMのプラットフォーム・アズ・ア・サービスであり、Cloud Foundryのオープン・スタン

ダードの基盤に基づいて構築され、SoftLayerのクラウド・インフラストラクチャーを搭載している。

SoftLayerは、統合されたプラットフォームにより、開発者に対してクラウドベースのサービス、APIおよび

有数の第三者サービスを提供している。Bluemixにより、例えばモバイル、ウェッブ、ビッグデータおよび

アナリティクスのクラウドにおいてアプリケーションを構築するために、異なるツールを組み合わせること

も可能になる。

・IBMクラウドの市場は、当社のクラウド機能の膨大なポートフォリオを融合し、開発者、ITおよびビジネス

リーダーに対して、セルフサービスのデジタル体験を提供している。ビジターは、IBMや適格な第三者ベン

ダーから増大しているクラウド機能のポートフォリオにアクセスすることができる。あらかじめ装備された

APIおよびハイブリッド・オプションを含むオープンな統合により、企業統合および構成可能な事業モデル

が可能になる。

IBMクラウドは、企業向け環境において最も有力な選択肢であり、セキュリティ、パフォーマンスおよびス

ケーラビリティにおいて他に類をみない水準を提供する。この結果、2014年度において、IBMは、IBMのクラウド

上でビジネス・アプリケーションを実行するために、SAPと戦略的提携を結んだ。
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エンゲージメント：再考作業

データへのソーシャル、モバイルおよびこれまでに類のないアクセスは、個人や企業がどのように連携するか

について変化をもたらしている。新しいクラスの顧客、すなわち、知識を身につけており、ネットワークにより

価値が高まり、情報共有と引き換えに価値を求める顧客が現れるようになった。企業は、より個人的なインタラ

クションを通じて、こうして新たに台頭してきた顧客に関わるための体系的な手法を創造しなければならない。

IBMは、こういった新しいインタラクションの形態を「エンゲージメント」と呼んでおり、これにはソーシャ

ル・コラボレーションやモバイルが含まれ、いずれも高いセキュリティにより支えられている。

2014年度において、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティのポートフォリオは二桁台の成長となり、モバ

イルの収益は2013年度と比較して３倍超であり、セキュリティ収益は19％増加し、ソーシャル・ビジネスは３％

増加した。さらに、IBMは、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティに関連する23社を買収した。

モバイルの分野では、IBMとAppleは、今日のエンタープライズ・モビリティーを変革するために歴史的なパー

トナーシップを形成した。同時に、IBMとAppleは、企業環境において個人アプリケーションの利便性を高めるた

めに協力している。両社は共に、個々の労働者のニーズを対象とし、産業の長年における課題の解決を手助けす

る、産業に特化したアプリケーションの第一波を市場においてもたらしている。

さらに、IBM MobileFirstは、顧客およびパートナーが業界最高水準のモバイル・ソリューションを提供し、

より多くの商業上の機会を活用し、優れた顧客体験を提供できるようにする統一的な手法であり続けている。

ソーシャル・コラボレーションの分野では、IDCは、2014年において、エンタープライズ・ソーシャル・ソフ

トウェアの世界マーケット・シェアのトップとして、５年連続でIBMを指名した（注）。さらに、IBMアナリティ

クスと高度検索が搭載されたIBM Verseは、業務時間を管理するための新しいクラウドベースのメッセージおよ

びソーシャル・コラボレーション・ソリューションである。IBM Verseは、ソーシャルネットワーキング、会

議、チャット、文書やメール全般において、シームレスなユーザー体験を提供し、モバイル・デバイスまたは

ウェッブ上で、数々の知的でセキュリティ機能の充実している、参加型のソーシャル・アプリケーションを提供

する。

セキュリティは、役員レベルの問題である。また、データ、クラウドおよびエンゲージメントの継続的な成長

に対する成功への鍵でもある。企業やそのお客様は、参加の条件として、これらの活動の安全性が確保されるこ

とを要求している。
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現代のセキュリティ脅威に対する重要性、高度性および複雑性は、増大している。モバイル・デバイス、ソー

シャル・メディアやクラウドにおけるデータの急増により、データ侵害はより顕在化してきており、規模も拡大

している。IBMセキュリティのソリューションは、リアルタイムでの攻撃を特定し、阻止するための高度なアナ

リティクスを用いており、当社の顧客の情報、プロセスや人々を保護している。

IBMセキュリティは、当社の顧客に対して、ハイエンドのコンサルティング、詐欺・脅威からの高度な防御、

IDとアクセス管理、アプリケーションとデータのセキュリティ、モバイルとクラウドのセキュリティ、ネット

ワークやエンドポイント保護をクラウドのサービスについて提供している。

(注)IDCワールドワイド・エンタープライズ・ソーシャル・ネットワーク2014年-2018年予想および2013年ベン

ダー・シェア、2014年7月23日。

 

2．当社固有の強み

データ、クラウドおよびエンゲージメントは、技術や事業環境を変化させている強力な要因である。しかしな

がら、企業の顧客は、さらに多くのことを必要としている。企業が完全な価値を捉えるためには、この新しいグ

ローバルな技術と現在事業を運営している既存のシステムを融合させる必要がある。当社は、この組み合わせを

ハイブリッド・クラウドと呼んでいる。

これらの世界を融合しない場合、こうした新しい技術は企業内で「孤立」することになる。例えば、ソーシャ

ル・メディア・プラットフォームに対して投資している事業が、個々の顧客の心理に関与し、これを捉えること

が挙げられる。これらは、有意義な相互作用となるが、ソーシャル・メディアのインタラクションと、既存のシ

ステムにおいて保管されている顧客の購入履歴とエンゲージメントの記録を組み合わせた場合、個々の顧客の

ニーズや要望に関するより深い洞察力を得られる。これらの洞察力を組み合わせることにより、企業は、当該顧

客に関連した有意義な形によりインタラクションを個人に特化させることができる。

IBMは、ITの既存の世界および新しい世界の双方における非常に優れた強みにより、顧客に対してこのハイブ

リッドな世界を独自に提供している。

IBMは、顧客のミッション・クリティカルなプロセスを支援しており、企業にとって「信頼できる」プラット

フォームであり続けている。例えば、上位100行の銀行および上位25店舗の米国小売店のうち90％超がIBMのシス

テムを稼働している。さらに、フォーチュン100社のうち約半数がIBMにIT業務を委託している。当社のエンター

プライズ・コンピューティングにおけるリーダーシップは、戦略的パートナーシップの基盤を提供している。こ

れは、大手企業がIBMとの連携を望んでいるためであり、2014年に公表されたApple、SAP、Twitterおよび

Tencentとのパートナーシップからも明らかである。

IBMは、データ、クラウドおよびエンゲージメントの新しい世界における当社の強みを組み合わせることで、

市場において固有かつ重要な機能を提供している。
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3．より高い価値への移行

技術そのものは、事業に対する価値を創出しない。事業は、技術により顧客やエコシステムとのより豊かなイ

ンタラクションが促進され、より深い洞察力が引き出され、またより迅速な行動が可能になることで目標を達成

することができる。

IBMは、顧客に対してより高い水準の事業価値を提供するというミッションを継続的に発展させてきた。主に

ハードウェア会社として始まったIBMは、より高い価値を付加するためにソフトウェアやサービスの豊富な製品

ラインを追加してきた。

IBMのこの変革の次の段階は、当社の顧客に対して高付加価値なソリューションを提供することで、あらゆる

製品ラインを実現することである。例として以下が含まれる。

・IBMカスタマー・データのソリューションを通じて、顧客の減少率を減らすための予測アナリティクスを使

用すること。

・IBM Counter Fraudのソリューションを通じて支払が行われる前に不正請求を検出すること。

・IBMのPredictive Asset Optimizationのソリューションにより、異常を早期検出することで費用がかかる臨

時の機器のダウンタイムを阻止すること。

当社が高付加価値へと発展を続けるための新たな手段を講じる上で、統合ソリューションへの注力は、IBMを

顧客にとってより強力なパートナーにする。

 

要約

IBMの過去100年余りにおいて不変であったのは、変化の激しい業界において当社を継続的に変革させる必要性

であった。当社の業界、顧客およびIBM自体が、このような基礎的な変革の渦中にある。

当該変革とは、これまでに類のない成長および約束への変革であり、以下のとおりである。

・アナリティクスおよびコグニティブ・コンピューティングにおける発展を通じて、人間の行動に関する並外

れた洞察力を提供する技術を約束すること。

・企業が技術そのものではなく、技術の利用にさらに注力できるようにするために、クラウドが革新の促進剤

となるよう約束すること。

・より豊かで個人に特化した手段により、企業が顧客、従業員およびビジネス・パートナーと関与できるよう

約束すること。

・すべてのインタラクションの完全性を保護する一助として、セキュリティをすべてにおいて強調すること。

当社は、顧客およびIBMの成長や価値に対する展望に期待を高めており、顧客が将来のために事業を変革でき

るようその一助となることを望んでいる。
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ビジネスモデル

当社のビジネスモデルは、２つの主な目標達成を支えるために構築されている。すなわち、ビジネスに関する

見識およびITソリューションの応用を通じて企業顧客がより革新的となり、効率性および競争力を増すこと、そ

して、株主に対して長期的バリューを提供することを手助けすることである。上記のようなビジネスモデルが、

顧客に提供するバリューを基礎として、優れた長期的成長および収益性の見込みがある機能および技術に対する

戦略的投資を通じ長期にわたり開発されてきた。

当社のグローバルな機能は、サービス、ソフトウェア、システム、基礎研究および関連したファイナンシング

を含む。この幅広い様々なビジネスおよび機能の構成は、組み合わされ、当社の顧客に統合されたソリューショ

ンを提供している。

このビジネスモデルは、ダイナミックであり、常に変化し続ける市場および経済環境に適応している。当社

は、引き続き特定の事業を売却し、高付加価値の分野における地位を、戦略的な内部投資や買収により強化し

た。さらに、当社は、自社を全般的な生産性が改善されたグローバルに統合された企業に変革し、また重大な長

期的機会を有する市場に対する投資を牽引し、参加を拡大している。このビジネスモデルは、当社の財務モデル

に支えられており、長期的に高い利益、良好なキャッシュ・フローおよび株主への利益還元を可能としている。

 

事業セグメントおよび機能

当社の主要な事業は、以下の５つの事業セグメントで構成される：グローバル・テクノロジー・サービスおよ

びグローバル・ビジネス・サービス（当社において総称してグローバル・サービスという）、ソフトウェア、シ

ステムズ・アンド・テクノロジー、ならびにグローバル・ファイナンシング。

 

グローバル・サービスは、顧客に対してITインフラストラクチャーならびにビジネスに対する識見およびソ

リューションを提供するという当社の戦略の重要な構成要素である。ソリューションには、しばしば業界を主導

するIBMのソフトウェアおよびシステムが含まれるが、顧客のソリューションに必要な場合、他の供給業者の製

品もまた利用される。グローバル・サービス・セグメントの外部収益の約60％が年金型の収益であり、主にアウ

トソーシングおよびメンテナンスの取決めによるものである。グローバル・サービスの受注残高は、それぞれの

年初において堅調な収益ベースをもたらしている。グローバル・サービス内には、２つの報告対象セグメントが

ある。それらは、グローバル・テクノロジー・サービスおよびグローバル・ビジネス・サービスである。

 

グローバル・テクノロジー・サービス（「GTS」）は、主にITインフラストラクチャーおよびビジネス・プロ

セス・サービスを提供しており、グローバルなデリバリーモデル内で独自の技術およびIP統合サービスを通じ

て、顧客のためにビジネスバリューを創造している。IBMの世界的な規模、スキルおよび技術から得られる識見

および経験を最大限活用し、またIBM研究所からの応用革新により、顧客は改善された生産性、柔軟性、費用お

よび成果でもって最先端で高品質なサービスを手に入れることができる。
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　GTSの機能

戦略的アウトソーシング。改善された品質、柔軟性、リスク管理および財務的価値を継続的に提供するため

に、顧客の既存のインフラストラクチャーを変革するための包括的なITアウトソーシング・サービスを提供して

いる。当社は、事業目的を達成するための高い性能性、革新および機能向上を提供するためにIBMのシステムお

よびソフトウェアからの新しい技術力（クラウド・コンピューティング、アナリティクスおよび仮想化を含む）

を十分に引き出す機能でもって、サービス管理および技術における長年の専門性を統合している。

 

グローバル・プロセス・サービス。戦略的アウトソーシングに含まれ、プロセシング・プラットフォームおよ

びビジネス・プロセス・アウトソーシングを含む標準化ソリューションから変革ソリューションまで幅広い製品

を提供している。こうしたサービスは、顧客のビジネスプロセス、アプリケーションおよびインフラストラク

チャーに対する戦略の変更や、それらの運営を通じて顧客に事業成績の改善を提供する。グローバル・プロセ

ス・サービスは、2015年始めにグローバル・ビジネス・サービスに統合される。

 

インテグレーテッド・テクノロジー・サービス。コストを削減し、効率性、柔軟性および生産性を促すことに

より、顧客が自らのIT環境を変化させ、最適化することを可能とする、プロジェクトベースのポートフォリオお

よびマネージド・サービスを提供している。標準化されたポートフォリオは、主要な資産および特許権を有する

ソフトウェアの周辺に構築され、ベスト・プラクティスならびに供給、セキュリティおよび法令遵守の予測品質

を確かにする実績のある手法を組み込んでいる。

 

クラウド。顧客が自らのプライベート・クラウドを構築できるよう手助けすることから、カスタマイズされた

専用マネージド・クラウドの構築、SoftLayerおよびCloud Managed Servicesの提供製品による標準化クラウ

ド・インフラストラクチャー・サービスの顧客による活用、プライベートのワークロードとパブリックのワーク

ロードを連携させたハイブリッドな環境の構築に至るまで、一連の包括的なクラウドサービスを提供している。

このクラウド提供製品のポートフォリオは、GTSの事業部門全体に及ぶ。

 

技術支援サービス（メンテナンス・サービス）。顧客のITインフラストラクチャーのメンテナンスと利用可能

性を改善するための製品メンテナンスからソリューション・サポートまでの一貫したサポート・サービスを提供

している。
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グローバル・ビジネス・サービス（「GBS」）のミッションとは、２つの主要な事業分野、すなわち、コンサ

ルティング＆システム・インテグレーションおよびアプリケーション・マネジメント・サービスにわたって、当

社の顧客に対して予想可能な営業成果を提供することにある。これらの専門的サービスは、業界およびビジネス

プロセスに関する専門知識を利用したソリューションを通じて、顧客に対してビジネスバリューと革新を提供し

ている。GBSの役割は、IBMのコンテンツおよびソリューションを統合することへの取組みを牽引し、当社の戦略

上の必要事項の進展を促すことである。顧客がビッグデータ、ソーシャル・コンピューティングおよびモバイ

ル・コンピューティングといった市場傾向に応じて変化するため、GBSは、これらの技術を顧客が利用できるよ

うにすることで、顧客がお客様との関係を改革し、事業運営に利用している内部プロセス、データおよびアプリ

ケーションにおける有効性や効率性に関する新たな基準を実現できるようにしている。

 

　GBSの機能

コンサルティング＆システム・インテグレーション。ストラテジー・アンド・トランスフォーメーション、ア

プリケーション・イノベーション・サービス、エンタープライズ・アプリケーションおよびスマーター・アナリ

ティクスにおけるソリューションでもって、顧客価値を提供している。また、コンサルティングは、スマー

ター・コマース、クラウド、モバイルおよびソーシャル・ビジネスを牽引する顧客向けソリューションを流通さ

せることにも重点を置いている。

 

アプリケーション・マネジメント・サービス。パッケージ化されたソフトウェアならびにカスタム・アプリ

ケーションおよびレガシー・アプリケーションに関するアプリケーション管理、メンテナンスおよびサポート・

サービスの提供。当社のアプリケーション・テスティングおよびアプリケーション・モダナイゼーション、クラ

ウドのアプリケーション・サービス、当社の高度に分化した世界中の統合機能モデル、業界に関する知識ならび

にアプリケーション・マネジメントの標準化および自動化を通じてバリューを提供する。

 

ソフトウェアは、主にミドルウェアおよびオペレーティング・システム・ソフトウェアから成る。ミドルウェ

ア・ソフトウェアは、業績改善、重要な問題解決および業界内で競争上の強みを得るために、顧客が標準のソフ

トウェア・プラットフォーム全体においてシステム、プロセスおよびアプリケーションを統合することを可能に

させる。IBMのミドルウェアは、オープンな基準に従って設計されており、異なる手法により開発された異なる

時期に実現された異なるビジネス・アプリケーションを効率的に統合することを可能としている。オペレーティ

ング・システムは、コンピューターを稼働させるソフトウェア・エンジンである。外部ソフトウェア・セグメン

ト収益のうち、約70％は、年金型であり、経常的なライセンス料、「アズ・ア・サービス」として販売されるソ

フトウェアおよび継続的な契約後サポートから得られるものによる。残りの収益は、顧客が１度の前金支払額を

払うことにより、永久のライセンスを得ることができることを内容とする単発の課金（「OTC」）の取決めに関

係している。通常、OTCソフトウェアの販売の取決めには、１年間の契約後サポートが含まれている。また、顧

客は、１年後に継続的に契約後サポートを購入することもでき、これには不特定の製品のアップグレードおよび

技術サポートが含まれている。
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　ソフトウェアの機能

ウェブスフィア(WebSphere)。組織が、高性能のビジネス・アプリケーションを運用できる機能を提供してい

る。こうしたアプリケーションにより、顧客は変化する状況に対応するために必要な柔軟性および俊敏性でもっ

て、自らの組織全体におけるビジネスプロセスの統合および管理を行うことができる。サービス指向アーキテク

チャー（「SOA」）上に構築され、クラウド、モバイルおよび社会的相互作用へのオープン・スタンダードなサ

ポートにより、ウェブスフィアのプラットフォームは、企業が業績を伸ばし、主要な顧客との相互作用を最適化

することを可能にさせる。スマーター・コマースのソフトウェアは、バリューチェーンの各段階をより良く管

理・改善させ、また収益性の高い伸び、効率性および増大する顧客ロイヤルティへの機会を十分に利用すること

を手助けする。

 

情報管理(Information Management)。顧客が、競争上の優位を得るため、そして営業成果を向上させるために

多種多様なソースから莫大なデータ量を統合、管理および分析することを可能にさせる。この手法により、顧客

は自身のデータから真の価値を引き出すことができ、より良い経営上の意思決定を行うために利用することがで

きる。IBMのミドルウェアおよび統合ソリューションは、高度なデータベース管理、情報統合、データ・ガバナ

ンス、企業コンテンツ管理、データ・ウェアハウジング、ビジネス・アナリティクス、ビジネスインテリジェン

ス、予測解析およびビッグデータ・アナリティクスを含む。

 

Watson Solutions。自然言語で交流し、莫大なビッグデータ量を処理し、人とコンピューターとの交流から学

習する能力を有する、初の商用コグニティブ・コンピューティング・プラットフォームである。Watsonは、アド

バイザーとして、莫大なデータ量を選別し、理解することができ、今までにないスピードおよび正確性による洞

察を提供する。

 

チボリ(Tivoli)。エンド・ツー・エンドの事業運営全体において、より高度な可視性、管理および自動化を通

じて、顧客がインフラストラクチャーおよび技術資産から得る価値を最適化する手助けをする。こうした資産管

理のソリューションは、クラウドおよびデータ・センターの管理、エンタープライズ・エンドポイントおよびモ

バイル・デバイスの管理、資産と施設の管理、およびストレージ管理のための統合サービス・デリバリーを発展

させている。チボリには、企業のあらゆる側面の安全性を高め、セキュリティ違反を阻止することができる単一

のセキュリティ・インテリジェンスのプラットフォームを顧客に提供しているセキュリティ・システムのソフト

ウェアが含まれる。

 

ワークフォース・ソリューション(Workforce Solutions)。コラボレーション、メッセージングおよびソー

シャル・ネットワーキング・ソフトウェアを通じて企業が人々と結びつくこと、ならびにより効果的なコミュニ

ケーションおよび生産性の増加を処理することを可能とする。最前線のコラボレーション・ツールを維持するこ

とにより、IBMのソーシャル・ビジネス製品群は、組織がソーシャルネットワーキングに関係がある真の恩恵を

享受すること、またより効果的で効率的な労働力の創出を手助けする。
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ラショナル(Rational)。DevOpsおよびスマーター製品開発を支える製品ポートフォリオおよびソリューション

により、ITおよび複雑な組込みシステム・ソリューションの両方のソフトウェア開発を支援し、ソフトウェアを

通じた革新を提供するために、事業部門、開発および業務の連携方法を変革している。

 

モバイル(Mobile)。ミドルウェアにわたっており、プラットフォームおよびアプリケーション開発全体におい

て真のエンド・ツー・エンドのモバイル・ソリューション、モバイル・セキュリティならびにモバイル・デバイ

ス管理を顧客に提供している。強力なアナリティクスおよび利用データを最大限に活用することにより、顧客

は、取引先および従業員に対してより魅力的なインタラクション能力を得ることができ、これにより、取引先お

よび従業員との接点を増やすことができ、関係強化につながる。モバイル提供製品は、協力関係の強化、知識共

有の向上および対応スピードの改善を通じて、従業員の生産性を向上させる能力を提供する。

2015年１月、当社は、主要な機能および人的資源をより効果的に戦略上の必要事項に一致させる目的で複数の

変更を行った。これらの変更により、当社は顧客の重要な課題により迅速に対応し、より高い価値を牽引するこ

とができる。ソフトウェア全体において、当社は成長を捉え、かつ革新を継続的に牽引するために、ポートフォ

リオを移行している。当社が2014年にWatsonにおいて実施した措置と同様、アナリティクス、セキュリティおよ

びコマースに重点を置き、顧客に対する統合ソリューションの提供において迅速性や敏捷性を改善するためにソ

フトウェア資産を用いる。

 

システムズ・アンド・テクノロジー（「STG」）は、高度アナリティクスの活用から、クラウドによるデジタ

ルサービス提供への移行、およびモバイル・トランザクション処理の保護までと、データ、クラウドおよびエン

ゲージメントの新しい要件を満たす一助となる革新的なインフラ技術を顧客に提供している。システムズ・アン

ド・テクノロジーのサーバーおよびストレージの売買取引の約半分は当社のビジネス・パートナーを通じたもの

であり、残りは直接エンド・ユーザーである顧客と行われたものである。加えて、システムズ・アンド・テクノ

ロジーは、第一級の半導体技術、製品およびパッケージング・ソリューションをIBM自身の先進技術のニーズに

応えるために提供している。

 

　システムズ・アンド・テクノロジーの機能

サーバー。事業、組織および技術計算アプリケーションの機能、セキュリティ、スピードおよび処理能力の

ニーズに対応するために設計された、幅広い高性能なシステム。System x業界基準サーバー事業の売却後、ポー

トフォリオには、データ、取引および洞察力を統合するための信頼できる企業プラットフォームであるSystem

z、ビッグデータ用に一から設計され、スケールアウトのクラウドおよびLinux用に最適化されたシステムである

Power System、そしてOpenPOWERによるオープンイノベーションの提供が含まれる。当社は、IBM POWERアーキテ

クチャーに基づき、高性能な計算ソリューションを開発する業界トップの会社のグループであるOpenPOWER

Foundationの創立メンバーでもある。
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ストレージ。データ・ストレージ製品およびソリューションは、顧客が、急速に成長を遂げる複合的なデジタ

ル情報量を保持し、管理することを可能とさせる。これらのソリューションは、データ・デデュプリケーション

（重複除外）、利用可能性および仮想化を含む情報の保存および保管、セキュリティ、コンプライアンスおよび

ストレージの最適化に関する顧客の重要な要求に対応している。ポートフォリオは、幅広いソフトウェアで定義

されたストレージのソリューション、ディスクやテープのストレージ・システム、およびフラッシュのストレー

ジやソリューションから成る。

 

技術。当社がシステムにおけるリーダーシップを維持するためには、当社の顧客に対して重要な革新を牽引す

る半導体や材料科学の研究開発に対する継続的な投資が必要である。2014年において、当社は、マイクロエレク

トロニクス事業および製造事業を売却する内容の最終契約を公表した。当該取引は、2015年に完了する見込みで

ある。

 

グローバル・ファイナンシングは、当社が専門性を有する分野においてファイナンシングのソリューションを

提供することにより、IBMの顧客による情報技術システム、ソフトウェアおよびサービスの取得を容易にする。

ファイナンシングの取決めは、エンド・ユーザーの事業運営に必要不可欠な製品またはサービスにおいて圧倒的

な部分を占める。これらのファイナンシング契約は、包括的な信用評価後に締結され、法的な契約により保証さ

れる。グローバル・ファイナンシングは、専門の金融業者として、顧客ベースについての深い知識を有してお

り、また融資された製品やサービスに関する明確な知見を有しているという双方の利点を生かすことができる。

これらの要因により、事業は、ファイナンシングに伴う信用および残存価値という２つの主要なリスクを効果的

に管理することができ、他方で堅調な株主資本利益率を生み出すことができる。また、グローバル・ファイナン

シングは、IT資産の製品サイクルの様々な段階、すなわち、初期購入や技術のアップグレードから資産処分の決

定に到るまでを通じて、当社の顧客と長期的なパートナーシップも維持している。

 

　グローバル・ファイナンシングの機能

クライアント・ファイナンシング。エンド・ユーザーおよび社内の利用者に対する最大７年間のリースおよび

ローン融資。融資資産は主に、当社が専門性を有するIT製品やサービスである。内部向けファイナンシングの

大部分は、グローバル・サービスの長期クライアント・サービス契約を支援するためのものである。グローバ

ル・ファイナンシングはまた、主に資金管理の目的のために、当社の売掛金のうち選別されたもののファクタ

リングを行う。すべての内部向けファイナンシングの取決めは、独立当事者間での利率により市場の状況に基

づいて行われている。

 

コマーシャル・ファイナンシング。IBMおよびOEM製品のディーラーおよび再販業者に対する短期在庫品金融お

よび売掛金担保融資。
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リマニュファクチャリングおよびリマーケティング。リース取引の終了後に返却される中古機器、あるいは内

部または外部で購入された余剰機器。こうした資産は修理再生されるか、またはアップグレードされ、外部ある

いは内部の新規または既存の顧客に販売もしくはリースされる。外部に対して再販された機器の収益は、顧客お

よび再販業者に対する販売またはリースを表し、内部に対して再販された機器の収益は、主にシステムズ・アン

ド・テクノロジーおよびグローバル・サービスに対して内部的に販売された中古機器を意味する。システムズ・

アンド・テクノロジーはまた、グローバル・ファイナンシングから購入した機器を外部の顧客に対しても販売す

る場合がある。

 

IBMの世界的な組織

下記の全世界にわたる組織は、IBMがその顧客にバリューを提供する際に主要な役割を果たしている。

 

　・販売・流通組織

　・研究・開発および知的所有権

　・統合サプライチェーン

 

販売・流通組織

IBMは、グローバルかつ大規模の存在であり、175以上の国々で営業を行っており、その収益は、日増しに地理

的に広範囲に分布している。当社の販売・流通組織は、世界規模のIBMの事業範囲を有しており、国別にベース

を持つ専門の営業ユニットが顧客に固有の価値および優れた体験を提供することに注力している。これらのユ

ニット内で、顧客関係の専門家が、コンサルタント、製品専門家および納品完了の統合されたチームと連携し、

顧客の事業の成長や革新を可能にさせている。これらのチームは、顧客のビジネスやニーズを理解し、そしてソ

リューションを開発し、実装するためにIBM全体から、そして広範にわたるビジネス・パートナーとのネット

ワークから機能を集結させることにより、価値を提供している。

グローバルな専門知識と地域毎の経験を組み合わせることにより、IBMの地域的な構造は、地域毎の顧客に専

門に注力する経営、新しい市場機会に対応するスピード、そして新興の機会に対する時宜を得た投資を可能とし

ている。地域のユニットは、業界に熟練した人材を擁して、顧客の課題に対応している。IBMは、中堅企業の顧

客の部門に、その業界のマーケティングに関する機能、インサイド・セールスおよびその地域のビジネス・パー

トナーの資源を利用することにより、機能を提供している。

当社は、中国、インドならびに東南アジア、東欧、中東、アフリカおよびラテン・アメリカの国々における主

要な成長市場において、長期機会を捉えるための継続的な投資を行う。当社の主要市場には、G7であるカナダ、

フランス、ドイツ、イタリア、日本、米国および英国に加え、オーストリア、バハマ、ベルギー、カリブ地域、

キプロス、デンマーク、フィンランド、ギリシャ、アイスランド、アイルランド、イスラエル、マルタ、オラン

ダ、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スウェーデンおよびスイスが含まれる。
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研究・開発および知的所有権

IBMの研究・開発(R&D)事業活動は、競合他社との差別化に貢献している。IBMは、年間で、収益合計の約６％

を研究・開発に投資しており、高成長率かつ高付加価値の事業機会に集中させている。IBM研究所は、顧客およ

び世界中の研究所を通じた当社の事業部門と短中期的な革新に取り組んでいる。IBM研究所は、毎年、数多くの

技術をIBMのポートフォリオに寄与しており、顧客が最も厳しい課題に取り組めるよう手助けしている。IBM研究

所は、ナノテクノロジーから将来のシステム、ビッグデータ・アナリティクス、セキュアクラウド、そして「認

知的」学習システムであるIBM Watsonまでに及ぶ、科学技術の限界も探求している。

また、IBM研究所は新しい機能およびソリューションを提供することにより、IBMのサービス関連事業の差別化

を図ることにも注力している。IBM研究所は、公開会社の中で世界最大規模の数学部門を有しているため、IBMは

独自の分析的ソリューションを創造し、最も困難な課題について顧客と積極的に取り組むことができる。

2015年２月、当社は、新しいIBM研究所を南アフリカに置くことを公表した。これにより、世界で13番目のIBM

研究所となる。

2014年、IBMは22年連続で、米国において他の企業と比較して最も多くの特許を取得した企業となった。2014

年度においてIBMが付与された特許数7,534件は、当社がクラウド、ビッグデータ、アナリティクス、セキュリ

ティ、ソーシャルおよびモバイルで代表される新たな機会において競合し、リードできる大幅な革新に備えた多

様な発明が占めている。また、これらの発明は、機械がより自然な方法で学習し、論理的に考え、また人々と交

流することができる新しいコグニティブ・システムの時代をも前進させる。これは、これまで単年で１社に対し

て付与された米国の特許数の中で最も多い件数であった。

当社は、引き続き、革新のために知的財産（IP）保護の努力を行い、同時に知的財産におけるその主導的地位

を利用するために設計されたその他の取組みに対する注力を増していく。IBMが達成した技術的な進歩の一部

は、IBMの製品に独占的に使用されるが、その他については当社がライセンスを供与し、ライセンスを付与され

た者のIBM製品またはその者の製品において使用される。当社の様々な専有知的財産権は当社の成功にとって重

要なものであるが、IBMは、その事業全体は、いずれの特定の特許権もしくはライセンス、またはいずれか特定

の特許権群もしくはライセンス群に大きく依存してはいないと考えている。IBMは、多数の特許を所有している

か、またはそれらのライセンスを供与されており、それらの期間は製品により異なる。
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統合サプライチェーン

IBMは、広範な統合サプライチェーンを有しており、グローバルに材料およびサービスを調達している。ま

た、2014年に、当社はグローバル・プロセス・サービスの組織を通じて顧客のために約218億ドルの調達費の管

理も行った。供給、製造およびロジスティクス業務は、現在１つの営業ユニットに統合されており、それにより

在庫が徐々に最適化された。内部過程の簡略化および能率化は、販売員の生産性および営業の効果と効率性を改

善した。サプライチェーンの回復力により、IBMは市場が変化している間もリスクを軽減することができる。

当社は、グローバルに統合されたサプライチェーンからビジネスバリューを継続的に引き出しており、これに

より、顧客のためにバリューを生み出す戦略的優位性が当社にもたらされている。IBMは、顧客の調達からロジ

スティクスまでのエンド・ツー・エンドのサプライチェーン過程の運用を最適化し、その稼働を支援するため

の、サプライチェーン・ビジネス・トランスフォーメーション・アウトソーシング・サービスを通じて、そのサ

プライチェーンに関する専門知識を顧客のために活用している。様々なプロジェクトにおいてアナリティクス、

モバイル、クラウドおよびソーシャルを利用することにより、統合されたサプライチェーンにおいて当社および

その顧客に対して有利な事業成果を牽引することが可能であった。
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競争

 

当社は、グローバルに統合された企業であり、175以上の国々で営業活動を行っている。当社は競争の激しい

環境に参加しており、競争相手は産業部門により異なり、多国籍企業から、より小規模な焦点をしぼった事業体

にわたる。全体的に、そのビジネス・セグメントにわたり、当社は世界中に数百規模の競争相手を認識してい

る。

当社の、その事業にわたる競争に関する主要な方法は、以下のとおりである：技術革新、性能、価格、品質、

ブランド、その幅広い能力、製品およびサービス、顧客関係、お客様にビジネスバリューを提供する能力、なら

びにサービスおよびサポートである。主導的地位を維持するためには、企業は継続的に投資、革新、および統合

を行わなければならない。当社は、事業を変革する戦略を実行している。かかる戦略には、より高付加価値の市

場分野および提供製品への移行、ならびに内部投資および戦略的買収を通じて自身の能力を拡大することが含ま

れる。当社は、その戦略を実行することにより、クラウド、ビジネス・アナリティクスおよび「アズ・ア・サー

ビス」のソリューション等の新しい市場に参入することになる。これにより、当社は、新たな競合他社にさらさ

れることになる。全般的に、当社はその各ビジネス・セグメントにおいてリーダーであるか、リーダーのうちの

１社である。

 

各ビジネス・セグメントの競争環境の概要は、以下のとおりである。

 

グローバル・サービス：

サービス・セグメントであるGTSおよびGBSは、競争が激しく、変化し続けるグローバルな市場にて営業を行っ

ている。GTSは、戦略的アウトソーシング、ビジネス・プロセス・アウトソーシング、クラウドサービスならび

に幅広い技術およびITサポート・サービスについて競争している。GBSは、コンサルティング、システム・イン

テグレーションおよびアプリケーション・マネジメント・サービスについて競争している。これらのビジネス・

セグメントの競争ファクターには、以下が含まれる：技術的手腕および能力、革新をもたらすサービスおよび提

供製品、業界知識および経験、バリューおよび迅速性、価格、顧客関係、販売および流通の品質、信頼性、セ

キュリティならびに資源の入手可能性。サービス関連ビジネスにおける当社の競争における優位性には、そのグ

ローバルな対応範囲および規模、グローバルなデリバリーモデル、最善のプロセスおよび業界に関する技能、広

範にわたる技術的専門性、サービス資産、あらゆる環境においてお客様のニーズに応えることができる統合され

たソリューションを提供する能力、ならびに世界中のお客様および戦略的ビジネス・パートナーとの強固な関係

が含まれる。当社は、広範囲にわたる競合他社と競合しており、これにはアクセンチュア、アマゾン・ドットコ

ム・インク（「アマゾン」）、コンピューター・サイエンス・コーポレーション、富士通、グーグル・インク、

ヒューレット・パッカード・カンパニー（「HP」)およびマイクロソフト・コーポレーション（「マイクロソフ

ト」）、インドを拠点とするサービス・プロバイダー、公認会計事務所のコンサルティング業ならびに主とし

て、現地市場またはすき間市場のサービス分野に注力する数多くの会社が含まれる。
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ソフトウェア：

エンタープライズ・マネジメントのソフトウェア市場は競争が激しいため、ますます技術系企業は、顧客の事

業成果を改善させるソフトウェアのソリューションの実装に関心を寄せるようになってきている。このセグメン

トでの主要な競争ファクターには、以下が含まれる：機能性、使いやすさ、拡張性、オープン・スタンダード、

総所有コストおよびビジネスバリュー。これらの各分野でのIBMの主導的地位、および業績推進するソリュー

ションを提供できる能力により、当社は競争上優位に立っている。当社のソフトウェア事業には、オンプレミス

と「アズ・ア・サービス」の両方を提供するミドルウェアとソリューション・ソフトウェアの提供製品およびオ

ペレーティング・システムが含まれる。ミドルウェア・ポートフォリオは、業界で最も幅広いものであり、それ

はメーンフレームおよび分散コンピューティング環境双方に対応している。また、ミドルウェア・ポートフォリ

オはIBMのソリューション事業も支えており、当社が顧客に提供するビジネスバリューを向上させている。ソ

リューションのポートフォリオは、最高マーケティング・調達責任者、最高情報セキュリティ責任者、ならびに

最高財務責任者等の新たなIT意思決定者に対し、包括的な事業別および業界別の製品を提供している。ソフト

ウェア提供製品の深みおよび幅広さは、当社のグローバルな規模および技術サポート・インフラストラクチャー

と合わさり、ソフトウェア事業を他社と差別化している。当社の研究・開発能力および知的所有権・特許ポート

フォリオも、このセグメントで主導的地位を保つことに貢献している。このセグメントでの当社の主要な競争相

手には、CAインク、マイクロソフト、オラクル・コーポレーション（「オラクル」）、セールスフォース・ドッ

ト・コム、およびSAPが含まれる。また、当社は、世界中の特定の地域または製品市場において、より規模の小

さい、特化した競合他社とも競合している。

 

システムズ・アンド・テクノロジー：

エンタープライズ・サーバーおよびストレージの市場は、技術革新およびサービス革新を特徴としており、価

値、機能、信頼性、価格およびコストパフォーマンスにおける競争が集中している。新規参入者は、従来のプロ

バイダーや提供製品に競合するために、技術やサービス提供における革新を活用している。当社の主要な競争相

手には、シスコ・システムズ・インク（「シスコ」）、デル・インク、EMCコーポレーション、HPおよびオラク

ルが含まれる。さらに、ITをサービスとして提供するアマゾン・ウェッブ・サービス等のインフラストラク

チャー・アズ・ア・サービスのプロバイダーや再ブランドの低コストなシステム・ハードウェアを提供する相手

先ブランド設計製造業者（ODM）が、当該分野において当社と競合している。

 

仮想化技術に対する投資、ソフトウェアの最適化機能、消費電力管理、セキュリティ、マルチオペレーティン

グ・システム能力、ならびにそのシステム・プラットフォームによる、効率性を上げ、コストを削減し、パ

フォーマンスを向上するため、当社のカスタム半導体からソフトウェア群まで、システム全体を活用する能力へ

の投資は、当社に対してこのセグメントでの競争上の優位性を与えている。また、当社の研究・開発能力および

知的所有権・特許ポートフォリオは、このセグメントにおける主導的地位を保つ上で多大な貢献をしている。
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グローバル・ファイナンシング：

グローバル・ファイナンシングは、クライアント・ファイナンシングおよびコマーシャル・ファイナンシング

を提供しており、中古機器のリマーケティングにも参加している。グローバル・ファイナンシングの資本へのア

クセスおよび増大したエクスポージャーを管理する能力は、当社に競争上の優位性を与えている。主要な競争

ファクターには、価格、IT製品の専門性、顧客サービス、契約の柔軟性、取引のしやすさ、グローバルな能力お

よび残存価値が含まれる。クライアントおよびコマーシャル・ファイナンシングでは、グローバル・ファイナン

シングはITのお客様に金融サービスを提供する上で、３種類の企業と競争している。それらは、シスコおよびHP

等の会社のその他のキャプティブ系のファイナンス会社ならびにゼネラル・エレクトリック・カンパニー等の会

社の非キャプティブ系のファイナンス会社、そして銀行または金融機関である。リマーケティングにおいては、

当社は、細分化された世界中の中古IT機器市場において、地方または地域の仲介業者に加えて正規メーカーと競

争している。
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４ 【関係会社の状況】

下記の第１表は米国で設立された直接子会社を、第２表は重要間接子会社またはこれらの直接子会社を通じて

当社の支配下にある重要子会社について記載したものである。

 

(直接子会社)

 

直接米国子会社名 設立地
当社持株
比率

主要な事業内容

IBM クレジット LLC 米国デラウェア州 100％ IBM製品販売に関する融資を行っている。

IBM インターナショナル・ファウ
ンデーション

米国デラウェア州 100％ 慈善団体として寄付を行っている。

IBM ワールド・トレード・コーポ
レーション

米国デラウェア州 100％
米国外においてIBMの営業活動を行う一定の
IBM子会社を援助している。

IBM キャピタル・インク 米国デラウェア州 100％
その他のIBMの子会社に対して国際融資を
行っている

IBM インターナショナル・グルー
プ・キャピタル LLC

米国デラウェア州 100％
その他のIBMの子会社に対して国際融資を
行っている。

 

(間接子会社)（2014年12月31日現在）

 

間接子会社 準拠法州または国 親会社所有割合

IBM アルジェンティーナ・ソシエダ・デ・レスポンサビリタ・リ
ミタータ

アルゼンチン 100

IBM オーストラリア・リミテッド オーストラリア 100

IBM グローバル・ファイナンシング・オーストラリア・リミテッ
ド

オーストラリア 100

IBM エステルライヒ・インテルナチオナーレ
・ブューロマシネン・ゲゼルシャフト m.b.H.

オーストリア 100

IBM バハマ・リミテッド バハマ 100

IBM バングラデシュ・プライベート・リミテッド バングラデシュ 100

IBM フォーリン・セールス・コーポレーション バルバドス 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・オブ・ベルギー
sprl/buba

ベルギー 100

WTC インシュアランス・コーポレーション・リミテッド バミューダ 100

IBM ブラジル－インダストリア・マキナス・エ・セルビコス・リ
ミターダ

ブラジル 100

バンコ IBM S.A. ブラジル 100

IBM ブルガリア・リミテッド ブルガリア 100

IBM ブルキナファソ SARL ブルキナファソ 100

IBM カナダ・リミテッド－IBM カナダ・リミティー カナダ 100

IBM チャド SARLU チャド 100

IBM デ・チリ S.A.C. チリ 100

IBM(チャイナ)インベストメント・カンパニー・リミテッド 中華人民共和国 100
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間接子会社 準拠法州または国 親会社所有割合

IBM(チャイナ)・カンパニー・リミテッド 中華人民共和国 100

IBM デ・コロンビア ＆ C.I.A. S.C.A. コロンビア 100

IBM コンゴ SARL コンゴ 100

IBM RDC コンゴ共和国 100

IBM ビジネス・トランスフォーメーション・センター S.r.l. コスタリカ 100

IBM クロアチア・リミテッド／IBM ハーバーツカ d.o.o. クロアチア 100

IBM チェスカ・リパブリカ spol. s.r.o. チェコ共和国 100

IBM デンマーク ApS デンマーク 100

IBM デル・エクアドル C.A. エクアドル 100

IBM エジプト・ビジネス・サポート・サービシズ エジプト 100

IBM エスティ・オソーヒング(IBM エストニア・オウ) エストニア 100

Oy IBMフィンランド AB フィンランド 100

コンパニ IBM フランス S.A.S. フランス 100

IBM フランス・フィナンスマン S.A. フランス 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・ガボン SARL ガボン 100

IBM ドイチュラント GmbH ドイツ 100

IBM ドイチュラント・クレディットバンク GmbH ドイツ 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・ガーナ・リミテッ
ド

ガーナ 100

IBM ヘラス・インフォメーション・ハンドリング・システムズ
S.A.

ギリシャ 100

IBM チャイナ／ホンコン・リミテッド 香港 100

IBM マギャロルスザギ Kft. ハンガリー 100

IBM インディア・プライベート・リミテッド インド 100

PT IBM インドネシア インドネシア 100

IBM アイルランド・リミテッド アイルランド 100

IBM アイルランド・プロダクト・ディストリビューション
・リミテッド

アイルランド 100

IBM イスラエル・リミテッド イスラエル 100

IBM イタリア S.p.A. イタリア 100

日本アイ・ビー・エム株式会社 日本 100

IBM イースト・アフリカ・リミテッド ケニア 100

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

 42/508



 

間接子会社 準拠法州または国 親会社所有割合

IBM コリア・インコーポレーテッド 大韓民国 100

サビードリバ・アル・イロベゾッツ・アトビルディブ IBM
ラトビア

ラトビア 100

IBM リエツバ リトアニア 100

IBM サービシズ・ファイナンシャル・セクター・ルクセンブルク
Sarl

ルクセンブルク 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・マダガスカル
SARLU

マダガスカル 100

インターナショナル・インフォメーション・サービシズ・マネジ
メント・リミテッド

マラウイ 100

IBM マレーシア Sdn. Bhd. マレーシア 100

IBM マルタ・リミテッド マルタ 100

IBM モーリシャス モーリシャス 100

IBM デ・メヒコ S. de R.L. メキシコ 100

IBM デ・メヒコ・コマルシリサション・イ・セルビシオス S. de
R.L. de C.V.

メキシコ 100

IBM モロッコ モロッコ 100

IBM インターナショナル・グループ B.V. オランダ 100

IBM ネーデルラント B.V. オランダ 100

IBM ニュージーランド・リミテッド ニュージーランド 100

IBM ニジェール SARLU ニジェール 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・ウェスト
・アフリカ・リミテッド

ナイジェリア 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ AS ノルウェー 100

IBM デル・ペルー S.A ペルー 100

IBM フィリピンズ・インコーポレーテッド フィリピン 100

IBM ポルスカ Sp.z.o.o. ポーランド 100

コンパニア IBM ポルツグェサ S.A. ポルトガル 100

IBM カタール SSC カタール 100

IBM ルーマニア Srl ルーマニア 100

IBM イースト・ヨーロッパ／アジア・リミテッド ロシア 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・セネガル セネガル 100

IBM－インターナショナル・ビジネス・マシーンズ d.o.o.
ベルグラーデ

セルビア 100

インターナショナル・インフォメーション・サービシズ・マネジ
メント・リミテッド

セーシェル 100

IBM・リミテッド シエラレオネ 100
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間接子会社 準拠法州または国 親会社所有割合

IBM シンガポール Pte.リミテッド シンガポール 100

IBM スロベンスコ spol s.r.o. スロバキア共和国 100

IBM スロベニア d.o.o. スロベニア 100

IBM サウス・アフリカ（Pty）リミテッド 南アフリカ 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ S.A. スペイン 100

IBM スベンスカ・アクチボラグ スウェーデン 100

IBM シュヴァイツ AG－IBM スイス SA－
IBM スヴィツェラ SA－IBM スウィツァーランド・リミテッド

スイス 100

IBM 台湾コーポレーション 台湾 100

IBM タンザニア・リミテッド タンザニア 100

IBM タイランド・カンパニー・リミテッド タイ 100

IBM チュニジア チュニジア 100

IBM(インターナショナル・ビジネス・マシーンズ)トルコ
・リミテッド・シルケッティ

トルコ 100

テクノロジー・プロダクツ・サービシズ・リミテッド ウガンダ 100

IBM ウクライナ ウクライナ 100

IBM ミドル・イースト FZ－LLC アラブ首長国連邦 100

IBM ユナイテッド・キングダム・リミテッド 英国 100

IBM ユナイテッド・キングダム・アセット・リーシング・リミ
テッド

英国 100

IBM ユナイテッド・キングダム・ファイナンシャル・サービシ
ズ・リミテッド

英国 100

IBM デル・ウルグァイ S.A. ウルグァイ 100

IBM キャピタル・インコーポレーテッド 米国デラウェア州 100

IBM インターナショナル・グループ・キャピタル LLC 米国デラウェア州 100

IBM de ベネズェラ S.A. ベネズェラ 100

IBM ベトナム・カンパニー ベトナム 100

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・ザンビア・リミ
テッド

ザンビア 100
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５ 【従業員の状況】

 

従業員および関連労働力

 

  対前年比増減

12月31日に終了した年度 2014年 2013年 2012年 2014-13年 2013-12年

IBMおよび100％所有子会社

100％未満所有子会社

補完的従業員

379,592名（注）

8,862名

24,321名

431,212名

9,018名

23,555名

434,246名

8,009名

24,740名

(12.0)%

(1.7)%

3.3%

(0.7)%

12.6%

(4.8)%

（注）2014年度における事業売却による約35,000名の人員の削減を反映している。

 

当社は、グローバルに統合された企業であり、175を超える国々で営業活動を行っている。また、当社は、そ

の事業を企業向けITの、より高付加価値なセグメントへの移行を続けている。2013年度から2014年度における人

員の合計の減少は、主に2014年度における事業売却によるものであり、約35,000名の人員の削減となった。当社

は、市場における最良の機会を満たすスキルや人材のニーズを引き続き再構成する。

当社の補完的従業員の人数は、特定の事業における必要性に対し、柔軟かつコスト面で効率的に対応するため

に締結された、臨時、パートタイムおよび雇用期間限定の雇用契約によって雇用された従業員を、フルタイム従

業員相当に換算した場合における概算である。
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第３ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

第一部第３　　７　「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照されたい。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産能力

当社は、データ、情報技術、産業とビジネスプロセスに対する深い専門性、およびパートナーや提携による幅

広いエコシステムを利用した統合ソリューションと製品により、顧客のために価値を創出する。IBMのソリュー

ションは通常、顧客が事業を変革し、新しい方法でお客様や従業員と関与できるよう手助けする新しい機能を提

供することで、価値を生み出す。これらのソリューションは、コンサルティングとIT設置サービス、クラウドと

コグニティブ提供製品、およびエンタープライズ・システムとソフトウェアから成る業界トップのポートフォリ

オを基盤としており、これらのすべてが世界トップの研究機関の一つにより強化されている。

 

戦略

かつてないほどの技術変化を迎えている中、IBMの戦略は、引き続き当社の顧客のために高い価値を提供する

上での革新および継続的な牽引役の一つとなっている。

 

当社の戦略の基本理念として、以下が含まれる。

 

1．戦略上の必要事項：データ、クラウドおよびエンゲージメントは、IT業界、当社および当社の顧客の事業

を根本的に変化させている。データ量の急増が、今日の競争力を変えている。データは、世界の新しい「天然資

源」であり、産業および職業を根本的に変化させている。しかしながら、すべての天然資源と同様、データは、

アナリティクスを通じて実行可能な洞察力に変えることによってのみ、顧客の事業にとって価値のあるものとな

る。ITやビジネスプロセスをデジタルサービスとして提供するクラウド・コンピューティングは、企業が自らの

事業を改革するだけでなく、事業モデル全体および革新へのアプローチを改革する機会も提供する。モバイル技

術やソーシャル技術を含むエンゲージメントは、人々のインタラクションの方法、そして仕事の処理方法を大幅

に変えている。最終的に、これらのすべての変化が、プライバシーや行動の完全性を確保するために、高いセ

キュリティ水準により支えられ、保護されている。これらの３つのインペラティブ、すなわち、データ、クラウ

ドおよびエンゲージメントは、今日のIBMの戦略や将来における展望の基盤となっている。
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2．当社固有の強み：現在企業で稼働中のシステムにおいて新しい技術を加えることができるという当社の能

力は、IBMの主要な付加価値サービスであり、市場における差別化要因となっている。今日において顧客がIBMに

対して求めているのは、単なる新しい技術の採用ではなく、顧客の既存のシステムに新しいソリューションを融

合させることである。当社では、この「融合」をハイブリッド・クラウドと呼んでおり、IBMは顧客に対して独

自にこの価値を提供することができる。

 

3．より高い事業価値への移行：顧客は、IBMに対して単なる技術の提供ではなく、経営課題や機会の解決を求

めている。当社の数十年にわたる発展、すなわちハードウェアからソフトウェアやサービスへの発展、そして本

格的なビジネスソリューションへの発展の増大には、こうした顧客のニーズを満たすための重要な移行が反映さ

れている。IBMは、顧客にとって必要不可欠となる幅広い統合された提供製品と産業に関する専門性を融合して

おり、高付加価値を提供している。

 

1．当社の戦略上の必要事項

データ：産業および職業の変革

モバイル・デバイスやソーシャル・メディアの普及、また実質的に事業のすべての側面における技術の投入に

より、データは世界の新しい天然資源とされている。しかしながら、データは、強力なアナリティクスがなけれ

ば、単なるデータに過ぎない。

すべての産業や企業は、急増する利用可能なデータから新たな洞察力を得ようと努力しており、これは現在の

競争力の新しい土台となっている。企業の競争力は、実行可能かつ付加価値をもたらす洞察力へとデータを変容

させる高度なアプローチを適用することにより高まる。人々が周囲の世界を理解するために日常的に使用してい

るものと同一のコグニティブ・プロセスが反映されているコグニティブ・コンピューティングの誕生により、人

間と情報の関係は著しく変化している。コグニティブ・システムは、専門家コミュニティーの言語およびプロト

コルを習得し、操り、また自然言語で意思疎通を図ることができる。

IBMは、ビッグデータおよびアナリティクス機能を構築するために、30件超の買収に対する170億ドルを含む、

260億ドル超を投資している。IBMの研究支出のうち３分の１が、データ、アナリティクスおよびコグニティブ・

コンピューティングに焦点を当てている。

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

 47/508



2014年において、IBMは、ビジネス・アナリティクスにおいて約170億ドルの収益を計上し、当社はコグニティ

ブ・コンピューティングの革新を開発し、商品化するためにWatson Groupを設立した。当社は、Watsonに対して

10億ドルを投資した。これには、Bluemix上のWatson Developer Zoneを通じたコグニティブ・アプリケーション

構築のスタートアップを支援するためのベンチャー投資100百万ドルが含まれる。また、当社は、Watsonエコシ

ステムを通じてWatsonをより広く利用できるようにした。Watsonエコシステムは、次世代のコグニティブ・アプ

リケーション構築を追及する160名超のパートナーと約4,000名超の将来のパートナーを有するまでの規模に成長

した。IBMは、予測およびビジュアル分析を行う強力なツールへの即座なアクセスを企業に提供する、自然言語

ベースの画期的なコグニティブ・サービスであるWatson Analyticsも発売した。Watson Analyticsを通じて、

IBMはデータ科学者のみならず、エンド・ユーザーに対してもアナリティクスを広げている。IBMの目標は、すべ

ての事業の専門家が、新しいデータ形式に加えて、高度なコグニティブによる予測アナリティクスを利用できる

ようにすることである。

さらに、2014年において、当社は、主要な提携を築くことにより、大胆な措置を講じた。データ・スペースに

おいて、当社は、IBMのクラウドベースのアナリティクス、カスタマー・エンゲージメント・プラットフォーム

およびコンサルティング・サービスへとTwitterの莫大なデータストリームを統合するために、Twitterとの画期

的なパートナーシップを公表した。企業は、新しい強力な方法によりツイッターのデータを活用することによっ

て、顧客心理をより深く理解することができ、傾向や市場の突然の変化を予測することができる。また、この機

能により、顧客は、自らのクラウドサービスやモバイル・アプリケーションにTwitterのデータを統合すること

ができる。

 

クラウド：ITの再発明

クラウドは、デジタル革命の中心にある。この革命に影響を受けない企業はなく、急速な変化が生じている。

企業は、クラウドを利用してITおよび事業プロセスをデジタルサービスへと変革することで、クラウドによる

利益を享受している。クラウドによりいかにしてインフラストラクチャーの共有が可能になるかについて多くの

記述があるが、これらは事実である。しかしながら、実際にクラウドから得られる成果は遙かに重大なものであ

る。技術バリューチェーンの上下においてより高い基準を強いることにより、新しい製品やサービス、そして事

業モデル全体でさえも、数ヶ月あるいは数年先ではなく、数週間後に創造することができる。

クラウドは、革新の促進剤となる。当社は、クラウドに関連する18社超の企業を買収するために80億ドル超の

投資を行っており、また世界中で40のデータ・センターにグローバル拠点を拡大するために10億ドル超の投資を

行っている。IBMは、現在、120超のソフトウェア・アズ・ア・サービス（SaaS）製品を提供しており、IBMのク

ラウドは、フォーチュン500(Fortune 500)の上位25社中24社をサポートしており、2014年度におけるクラウド

ベースのソリューションにおいて70億ドルの収益を達成した。
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・SoftLayerは、IBMの幅広いインフラストラクチャー・アズ・ア・サービスのポートフォリオの基盤である。

SoftLayerは、ベアメタル、プライベート・クラウドおよびバーチャル・サーバー・インスタンスを提供してお

り、これまでに類のないパフォーマンスとともに、数多くの異なるワークロードを扱うことが可能になる。

SoftLayerは、巨大な容量を処理できるビルトインされたプライベートネットワークを提供し、ユーザーが、

データのアクセスおよびロケーションを制御しながら、パブリック・ネットワークとプライベートネットワーク

を分離することができる。

・Bluemixとは、IBMのプラットフォーム・アズ・ア・サービスであり、Cloud Foundryのオープン・スタン

ダードの基盤に基づいて構築され、SoftLayerのクラウド・インフラストラクチャーを搭載している。SoftLayer

は、統合されたプラットフォームにより、開発者に対してクラウドベースのサービス、APIおよび有数の第三者

サービスを提供している。Bluemixにより、例えばモバイル、ウェッブ、ビッグデータおよびアナリティクスの

クラウドにおいてアプリケーションを構築するために、異なるツールを組み合わせることも可能になる。

・IBMクラウドの市場は、当社のクラウド機能の膨大なポートフォリオを融合し、開発者、ITおよびビジネス

リーダーに対して、セルフサービスのデジタル体験を提供している。ビジターは、IBMや適格な第三者ベンダー

から増大しているクラウド機能のポートフォリオにアクセスすることができる。あらかじめ装備されたAPIおよ

びハイブリッド・オプションを含むオープンな統合により、企業統合および構成可能な事業モデルが可能にな

る。

IBMクラウドは、企業向け環境において最も有力な選択肢であり、セキュリティ、パフォーマンスおよびス

ケーラビリティにおいて他に類をみない水準を提供する。この結果、2014年度において、IBMは、IBMのクラウド

上でビジネス・アプリケーションを実行するために、SAPと戦略的提携を結んだ。

 

エンゲージメント：再考作業

データへのソーシャル、モバイルおよびこれまでに類のないアクセスは、個人や企業がどのように連携するか

について変化をもたらしている。新しいクラスの顧客、すなわち、知識を身につけており、ネットワークにより

価値が高まり、情報共有と引き換えに価値を求める顧客が現れるようになった。企業は、より個人的なインタラ

クションを通じて、こうして新たに台頭してきた顧客に関わるための体系的な手法を創造しなければならない。

IBMは、こういった新しいインタラクションの形態を「エンゲージメント」と呼んでおり、これにはソーシャ

ル・コラボレーションやモバイルが含まれ、いずれも高いセキュリティにより支えられている。

2014年度において、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティのポートフォリオは二桁台の成長となり、モバ

イルの収益は2013年度と比較して３倍超であり、セキュリティ収益は19％増加し、ソーシャル・ビジネスは３％

増加した。さらに、IBMは、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティに関連する23社を買収した。

モバイルの分野では、IBMとAppleは、今日のエンタープライズ・モビリティーを変革するために歴史的なパー

トナーシップを形成した。同時に、IBMとAppleは、企業環境において個人アプリケーションの利便性を高めるた

めに協力している。両社は共に、個々の労働者のニーズを対象とし、産業の長年における課題の解決を手助けす

る、産業に特化したアプリケーションの第一波を市場においてもたらしている。
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さらに、IBM MobileFirstは、顧客およびパートナーが業界最高水準のモバイル・ソリューションを提供し、

より多くの商業上の機会を活用し、優れた顧客体験を提供できるようにする統一的な手法であり続けている。

ソーシャル・コラボレーションの分野では、IDCは、2014年において、エンタープライズ・ソーシャル・ソフ

トウェアの世界マーケット・シェアのトップとして、５年連続でIBMを指名した（注）。さらに、IBMアナリティ

クスと高度検索が搭載されたIBM Verseは、業務時間を管理するための新しいクラウドベースのメッセージおよ

びソーシャル・コラボレーション・ソリューションである。IBM Verseは、ソーシャルネットワーキング、会

議、チャット、文書やメール全般において、シームレスなユーザー体験を提供し、モバイル・デバイスまたは

ウェッブ上で、数々の知的でセキュリティ機能の充実している、参加型のソーシャル・アプリケーションを提供

する。

セキュリティは、役員レベルの問題である。また、データ、クラウドおよびエンゲージメントの継続的な成長

に対する成功への鍵でもある。企業やそのお客様は、参加の条件として、これらの活動の安全性が確保されるこ

とを要求している。

現代のセキュリティ脅威に対する重要性、高度性および複雑性は、増大している。モバイル・デバイス、ソー

シャル・メディアやクラウドにおけるデータの急増により、データ侵害はより顕在化してきており、規模も拡大

している。IBMセキュリティのソリューションは、リアルタイムでの攻撃を特定し、阻止するための高度なアナ

リティクスを用いており、当社の顧客の情報、プロセスや人々を保護している。

IBMセキュリティは、当社の顧客に対して、ハイエンドのコンサルティング、詐欺・脅威からの高度な防御、

IDとアクセス管理、アプリケーションとデータのセキュリティ、モバイルとクラウドのセキュリティ、ネット

ワークやエンドポイント保護をクラウドのサービスについて提供している。

(注)IDCワールドワイド・エンタープライズ・ソーシャル・ネットワーク2014年-2018年予想および2013年ベン

ダー・シェア、2014年7月23日。

 

2．当社固有の強み

データ、クラウドおよびエンゲージメントは、技術や事業環境を変化させている強力な要因である。しかしな

がら、企業の顧客は、さらに多くのことを必要としている。企業が完全な価値を捉えるためには、この新しいグ

ローバルな技術と現在事業を運営している既存のシステムを融合させる必要がある。当社は、この組み合わせを

ハイブリッド・クラウドと呼んでいる。

これらの世界を融合しない場合、こうした新しい技術は企業内で「孤立」することになる。例えば、ソーシャ

ル・メディア・プラットフォームに対して投資している事業が、個々の顧客の心理に関与し、これを捉えること

が挙げられる。これらは、有意義な相互作用となるが、ソーシャル・メディアのインタラクションと、既存のシ

ステムにおいて保管されている顧客の購入履歴とエンゲージメントの記録を組み合わせた場合、個々の顧客の

ニーズや要望に関するより深い洞察力を得られる。これらの洞察力を組み合わせることにより、企業は、当該顧

客に関連した有意義な形によりインタラクションを個人に特化させることができる。
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IBMは、ITの既存の世界および新しい世界の双方における非常に優れた強みにより、顧客に対してこのハイブ

リッドな世界を独自に提供している。

IBMは、顧客のミッション・クリティカルなプロセスを支援しており、企業にとって「信頼できる」プラット

フォームであり続けている。例えば、上位100行の銀行および上位25店舗の米国小売店のうち90％超がIBMのシス

テムを稼働している。さらに、フォーチュン100社のうち約半数がIBMにIT業務を委託している。当社のエンター

プライズ・コンピューティングにおけるリーダーシップは、戦略的パートナーシップの基盤を提供している。こ

れは、大手企業がIBMとの連携を望んでいるためであり、2014年に公表されたApple、SAP、Twitterおよび

Tencentとのパートナーシップからも明らかである。

IBMは、データ、クラウドおよびエンゲージメントの新しい世界における当社の強みを組み合わせることで、

市場において固有かつ重要な機能を提供している。

 

3．より高い価値への移行

技術そのものは、事業に対する価値を創出しない。事業は、技術により顧客やエコシステムとのより豊かなイ

ンタラクションが促進され、より深い洞察力が引き出され、またより迅速な行動が可能になることで目標を達成

することができる。

IBMは、顧客に対してより高い水準の事業価値を提供するというミッションを継続的に発展させてきた。主に

ハードウェア会社として始まったIBMは、より高い価値を付加するためにソフトウェアやサービスの豊富な製品

ラインを追加してきた。

IBMのこの変革の次の段階は、当社の顧客に対して高付加価値なソリューションを提供することで、あらゆる

製品ラインを実現することである。例として以下が含まれる。

・IBMカスタマー・データのソリューションを通じて、顧客の減少率を減らすための予測アナリティクスを使

用すること。

・IBM Counter Fraudのソリューションを通じて支払が行われる前に不正請求を検出すること。

・IBMのPredictive Asset Optimizationのソリューションにより、異常を早期検出することで費用がかかる臨

時の機器のダウンタイムを阻止すること。

当社が高付加価値へと発展を続けるための新たな手段を講じる上で、統合ソリューションへの注力は、IBMを

顧客にとってより強力なパートナーにする。

 

要約

IBMの過去100年余りにおいて不変であったのは、変化の激しい業界において当社を継続的に変革させる必要性

であった。当社の業界、顧客およびIBM自体が、このような基礎的な変革の渦中にある。

当該変革とは、これまでに類のない成長および約束への変革であり、以下のとおりである。

・アナリティクスおよびコグニティブ・コンピューティングにおける発展を通じて、人間の行動に関する並外

れた洞察力を提供する技術を約束すること。

・企業が技術そのものではなく、技術の利用にさらに注力できるようにするために、クラウドが革新の促進剤

となるよう約束すること。

・より豊かで個人に特化した手段により、企業が顧客、従業員およびビジネス・パートナーと関与できるよう

約束すること。
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・すべてのインタラクションの完全性を保護する一助として、セキュリティをすべてにおいて強調すること。

当社は、顧客およびIBMの成長や価値に対する展望に期待を高めており、顧客が将来のために事業を変革でき

るようその一助となることを望んでいる。

 

ビジネスモデル

当社のビジネスモデルは、２つの主な目標達成を支えるために構築されている。すなわち、ビジネスに関する

見識およびITソリューションの応用を通じて企業顧客がより革新的となり、効率性および競争力を増すこと、そ

して、株主に対して長期的バリューを提供することを手助けすることである。上記のようなビジネスモデルが、

顧客に提供するバリューを基礎として、優れた長期的成長および収益性の見込みがある機能および技術に対する

戦略的投資を通じ長期にわたり開発されてきた。

当社のグローバルな機能は、サービス、ソフトウェア、システム、基礎研究および関連したファイナンシング

を含む。この幅広い様々なビジネスおよび機能の構成は、組み合わされ、当社の顧客に統合されたソリューショ

ンを提供している。

このビジネスモデルは、ダイナミックであり、常に変化し続ける市場および経済環境に適応している。当社

は、引き続き特定の事業を売却し、高付加価値の分野における地位を、戦略的な内部投資や買収により強化し

た。さらに、当社は、自社を全般的な生産性が改善されたグローバルに統合された企業に変革し、また重大な長

期的機会を有する市場に対する投資を牽引し、参加を拡大している。このビジネスモデルは、当社の財務モデル

に支えられており、長期的に高い利益、良好なキャッシュ・フローおよび株主への利益還元を可能としている。

 

事業セグメントおよび機能

当社の主要な事業は、以下の５つの事業セグメントで構成される：グローバル・テクノロジー・サービスおよ

びグローバル・ビジネス・サービス（当社において総称してグローバル・サービスという）、ソフトウェア、シ

ステムズ・アンド・テクノロジー、ならびにグローバル・ファイナンシング。

 

グローバル・サービスは、顧客に対してITインフラストラクチャーならびにビジネスに対する識見およびソ

リューションを提供するという当社の戦略の重要な構成要素である。ソリューションには、しばしば業界を主導

するIBMのソフトウェアおよびシステムが含まれるが、顧客のソリューションに必要な場合、他の供給業者の製

品もまた利用される。グローバル・サービス・セグメントの外部収益の約60％が年金型の収益であり、主にアウ

トソーシングおよびメンテナンスの取決めによるものである。グローバル・サービスの受注残高は、それぞれの

年初において堅調な収益ベースをもたらしている。グローバル・サービス内には、２つの報告対象セグメントが

ある。それらは、グローバル・テクノロジー・サービスおよびグローバル・ビジネス・サービスである。
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グローバル・テクノロジー・サービス（「GTS」）は、主にITインフラストラクチャーおよびビジネス・プロ

セス・サービスを提供しており、グローバルなデリバリーモデル内で独自の技術およびIP統合サービスを通じ

て、顧客のためにビジネスバリューを創造している。IBMの世界的な規模、スキルおよび技術から得られる識見

および経験を最大限活用し、またIBM研究所からの応用革新により、顧客は改善された生産性、柔軟性、費用お

よび成果でもって最先端で高品質なサービスを手に入れることができる。

 

　GTSの機能

戦略的アウトソーシング。改善された品質、柔軟性、リスク管理および財務的価値を継続的に提供するため

に、顧客の既存のインフラストラクチャーを変革するための包括的なITアウトソーシング・サービスを提供して

いる。当社は、事業目的を達成するための高い性能性、革新および機能向上を提供するためにIBMのシステムお

よびソフトウェアからの新しい技術力（クラウド・コンピューティング、アナリティクスおよび仮想化を含む）

を十分に引き出す機能でもって、サービス管理および技術における長年の専門性を統合している。

 

グローバル・プロセス・サービス。戦略的アウトソーシングに含まれ、プロセシング・プラットフォームおよ

びビジネス・プロセス・アウトソーシングを含む標準化ソリューションから変革ソリューションまで幅広い製品

を提供している。こうしたサービスは、顧客のビジネスプロセス、アプリケーションおよびインフラストラク

チャーに対する戦略の変更や、それらの運営を通じて顧客に事業成績の改善を提供する。グローバル・プロセ

ス・サービスは、2015年始めにグローバル・ビジネス・サービスに統合される。

 

インテグレーテッド・テクノロジー・サービス。コストを削減し、効率性、柔軟性および生産性を促すことに

より、顧客が自らのIT環境を変化させ、最適化することを可能とする、プロジェクトベースのポートフォリオお

よびマネージド・サービスを提供している。標準化されたポートフォリオは、主要な資産および特許権を有する

ソフトウェアの周辺に構築され、ベスト・プラクティスならびに供給、セキュリティおよび法令遵守の予測品質

を確かにする実績のある手法を組み込んでいる。

 

クラウド。顧客が自らのプライベート・クラウドを構築できるよう手助けすることから、カスタマイズされた

専用マネージド・クラウドの構築、SoftLayerおよびCloud Managed Servicesの提供製品による標準化クラウ

ド・インフラストラクチャー・サービスの顧客による活用、プライベートのワークロードとパブリックのワーク

ロードを連携させたハイブリッドな環境の構築に至るまで、一連の包括的なクラウドサービスを提供している。

このクラウド提供製品のポートフォリオは、GTSの事業部門全体に及ぶ。

 

技術支援サービス（メンテナンス・サービス）。顧客のITインフラストラクチャーのメンテナンスと利用可能

性を改善するための製品メンテナンスからソリューション・サポートまでの一貫したサポート・サービスを提供

している。
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グローバル・ビジネス・サービス（「GBS」）のミッションとは、２つの主要な事業分野、すなわち、コンサ

ルティング＆システム・インテグレーションおよびアプリケーション・マネジメント・サービスにわたって、当

社の顧客に対して予想可能な営業成果を提供することにある。これらの専門的サービスは、業界およびビジネス

プロセスに関する専門知識を利用したソリューションを通じて、顧客に対してビジネスバリューと革新を提供し

ている。GBSの役割は、IBMのコンテンツおよびソリューションを統合することへの取組みを牽引し、当社の戦略

上の必要事項の進展を促すことである。顧客がビッグデータ、ソーシャル・コンピューティングおよびモバイ

ル・コンピューティングといった市場傾向に応じて変化するため、GBSは、これらの技術を顧客が利用できるよ

うにすることで、顧客がお客様との関係を改革し、事業運営に利用している内部プロセス、データおよびアプリ

ケーションにおける有効性や効率性に関する新たな基準を実現できるようにしている。

 

　GBSの機能

コンサルティング＆システム・インテグレーション。ストラテジー・アンド・トランスフォーメーション、ア

プリケーション・イノベーション・サービス、エンタープライズ・アプリケーションおよびスマーター・アナリ

ティクスにおけるソリューションでもって、顧客価値を提供している。また、コンサルティングは、スマー

ター・コマース、クラウド、モバイルおよびソーシャル・ビジネスを牽引する顧客向けソリューションを流通さ

せることにも重点を置いている。

 

アプリケーション・マネジメント・サービス。パッケージ化されたソフトウェアならびにカスタム・アプリ

ケーションおよびレガシー・アプリケーションに関するアプリケーション管理、メンテナンスおよびサポート・

サービスの提供。当社のアプリケーション・テスティングおよびアプリケーション・モダナイゼーション、クラ

ウドのアプリケーション・サービス、当社の高度に分化した世界中の統合機能モデル、業界に関する知識ならび

にアプリケーション・マネジメントの標準化および自動化を通じてバリューを提供する。

 

ソフトウェアは、主にミドルウェアおよびオペレーティング・システム・ソフトウェアから成る。ミドルウェ

ア・ソフトウェアは、業績改善、重要な問題解決および業界内で競争上の強みを得るために、顧客が標準のソフ

トウェア・プラットフォーム全体においてシステム、プロセスおよびアプリケーションを統合することを可能に

させる。IBMのミドルウェアは、オープンな基準に従って設計されており、異なる手法により開発された異なる

時期に実現された異なるビジネス・アプリケーションを効率的に統合することを可能としている。オペレーティ

ング・システムは、コンピューターを稼働させるソフトウェア・エンジンである。外部ソフトウェア・セグメン

ト収益のうち、約70％は、年金型であり、経常的なライセンス料、「アズ・ア・サービス」として販売されるソ

フトウェアおよび継続的な契約後サポートから得られるものによる。残りの収益は、顧客が１度の前金支払額を

払うことにより、永久のライセンスを得ることができることを内容とする単発の課金（「OTC」）の取決めに関

係している。通常、OTCソフトウェアの販売の取決めには、１年間の契約後サポートが含まれている。また、顧

客は、１年後に継続的に契約後サポートを購入することもでき、これには不特定の製品のアップグレードおよび

技術サポートが含まれている。
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　ソフトウェアの機能

ウェブスフィア(WebSphere)。組織が、高性能のビジネス・アプリケーションを運用できる機能を提供してい

る。こうしたアプリケーションにより、顧客は変化する状況に対応するために必要な柔軟性および俊敏性でもっ

て、自らの組織全体におけるビジネスプロセスの統合および管理を行うことができる。サービス指向アーキテク

チャー（「SOA」）上に構築され、クラウド、モバイルおよび社会的相互作用へのオープン・スタンダードなサ

ポートにより、ウェブスフィアのプラットフォームは、企業が業績を伸ばし、主要な顧客との相互作用を最適化

することを可能にさせる。スマーター・コマースのソフトウェアは、バリューチェーンの各段階をより良く管

理・改善させ、また収益性の高い伸び、効率性および増大する顧客ロイヤルティへの機会を十分に利用すること

を手助けする。

 

情報管理(Information Management)。顧客が、競争上の優位を得るため、そして営業成果を向上させるために

多種多様なソースから莫大なデータ量を統合、管理および分析することを可能にさせる。この手法により、顧客

は自身のデータから真の価値を引き出すことができ、より良い経営上の意思決定を行うために利用することがで

きる。IBMのミドルウェアおよび統合ソリューションは、高度なデータベース管理、情報統合、データ・ガバナ

ンス、企業コンテンツ管理、データ・ウェアハウジング、ビジネス・アナリティクス、ビジネスインテリジェン

ス、予測解析およびビッグデータ・アナリティクスを含む。

 

Watson Solutions。自然言語で交流し、莫大なビッグデータ量を処理し、人とコンピューターとの交流から学

習する能力を有する、初の商用コグニティブ・コンピューティング・プラットフォームである。Watsonは、アド

バイザーとして、莫大なデータ量を選別し、理解することができ、今までにないスピードおよび正確性による洞

察を提供する。

 

チボリ(Tivoli)。エンド・ツー・エンドの事業運営全体において、より高度な可視性、管理および自動化を通

じて、顧客がインフラストラクチャーおよび技術資産から得る価値を最適化する手助けをする。こうした資産管

理のソリューションは、クラウドおよびデータ・センターの管理、エンタープライズ・エンドポイントおよびモ

バイル・デバイスの管理、資産と施設の管理、およびストレージ管理のための統合サービス・デリバリーを発展

させている。チボリには、企業のあらゆる側面の安全性を高め、セキュリティ違反を阻止することができる単一

のセキュリティ・インテリジェンスのプラットフォームを顧客に提供しているセキュリティ・システムのソフト

ウェアが含まれる。

 

ワークフォース・ソリューション(Workforce Solutions)。コラボレーション、メッセージングおよびソー

シャル・ネットワーキング・ソフトウェアを通じて企業が人々と結びつくこと、ならびにより効果的なコミュニ

ケーションおよび生産性の増加を処理することを可能とする。最前線のコラボレーション・ツールを維持するこ

とにより、IBMのソーシャル・ビジネス製品群は、組織がソーシャルネットワーキングに関係がある真の恩恵を

享受すること、またより効果的で効率的な労働力の創出を手助けする。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

 55/508



ラショナル(Rational)。DevOpsおよびスマーター製品開発を支える製品ポートフォリオおよびソリューション

により、ITおよび複雑な組込みシステム・ソリューションの両方のソフトウェア開発を支援し、ソフトウェアを

通じた革新を提供するために、事業部門、開発および業務の連携方法を変革している。

 

モバイル(Mobile)。ミドルウェアにわたっており、プラットフォームおよびアプリケーション開発全体におい

て真のエンド・ツー・エンドのモバイル・ソリューション、モバイル・セキュリティならびにモバイル・デバイ

ス管理を顧客に提供している。強力なアナリティクスおよび利用データを最大限に活用することにより、顧客

は、取引先および従業員に対してより魅力的なインタラクション能力を得ることができ、これにより、取引先お

よび従業員との接点を増やすことができ、関係強化につながる。モバイル提供製品は、協力関係の強化、知識共

有の向上および対応スピードの改善を通じて、従業員の生産性を向上させる能力を提供する。

2015年１月、当社は、主要な機能および人的資源をより効果的に戦略上の必要事項に一致させる目的で複数の

変更を行った。これらの変更により、当社は顧客の重要な課題により迅速に対応し、より高い価値を牽引するこ

とができる。ソフトウェア全体において、当社は成長を捉え、かつ革新を継続的に牽引するために、ポートフォ

リオを移行している。当社が2014年にWatsonにおいて実施した措置と同様、アナリティクス、セキュリティおよ

びコマースに重点を置き、顧客に対する統合ソリューションの提供において迅速性や敏捷性を改善するためにソ

フトウェア資産を用いる。

 

システムズ・アンド・テクノロジー（「STG」）は、高度アナリティクスの活用から、クラウドによるデジタ

ルサービス提供への移行、およびモバイル・トランザクション処理の保護までと、データ、クラウドおよびエン

ゲージメントの新しい要件を満たす一助となる革新的なインフラ技術を顧客に提供している。システムズ・アン

ド・テクノロジーのサーバーおよびストレージの売買取引の約半分は当社のビジネス・パートナーを通じたもの

であり、残りは直接エンド・ユーザーである顧客と行われたものである。加えて、システムズ・アンド・テクノ

ロジーは、第一級の半導体技術、製品およびパッケージング・ソリューションをIBM自身の先進技術のニーズに

応えるために提供している。

 

　システムズ・アンド・テクノロジーの機能

サーバー。事業、組織および技術計算アプリケーションの機能、セキュリティ、スピードおよび処理能力の

ニーズに対応するために設計された、幅広い高性能なシステム。System x業界基準サーバー事業の売却後、ポー

トフォリオには、データ、取引および洞察力を統合するための信頼できる企業プラットフォームであるSystem

z、ビッグデータ用に一から設計され、スケールアウトのクラウドおよびLinux用に最適化されたシステムである

Power System、そしてOpenPOWERによるオープンイノベーションの提供が含まれる。当社は、IBM POWERアーキテ

クチャーに基づき、高性能な計算ソリューションを開発する業界トップの会社のグループであるOpenPOWER

Foundationの創立メンバーでもある。
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ストレージ。データ・ストレージ製品およびソリューションは、顧客が、急速に成長を遂げる複合的なデジタ

ル情報量を保持し、管理することを可能とさせる。これらのソリューションは、データ・デデュプリケーション

（重複除外）、利用可能性および仮想化を含む情報の保存および保管、セキュリティ、コンプライアンスおよび

ストレージの最適化に関する顧客の重要な要求に対応している。ポートフォリオは、幅広いソフトウェアで定義

されたストレージのソリューション、ディスクやテープのストレージ・システム、およびフラッシュのストレー

ジやソリューションから成る。

 

技術。当社がシステムにおけるリーダーシップを維持するためには、当社の顧客に対して重要な革新を牽引す

る半導体や材料科学の研究開発に対する継続的な投資が必要である。2014年において、当社は、マイクロエレク

トロニクス事業および製造事業を売却する内容の最終契約を公表した。当該取引は、2015年に完了する見込みで

ある。

 

グローバル・ファイナンシングは、当社が専門性を有する分野においてファイナンシングのソリューションを

提供することにより、IBMの顧客による情報技術システム、ソフトウェアおよびサービスの取得を容易にする。

ファイナンシングの取決めは、エンド・ユーザーの事業運営に必要不可欠な製品またはサービスにおいて圧倒的

な部分を占める。これらのファイナンシング契約は、包括的な信用評価後に締結され、法的な契約により保証さ

れる。グローバル・ファイナンシングは、専門の金融業者として、顧客ベースについての深い知識を有してお

り、また融資された製品やサービスに関する明確な知見を有しているという双方の利点を生かすことができる。

これらの要因により、事業は、ファイナンシングに伴う信用および残存価値という２つの主要なリスクを効果的

に管理することができ、他方で堅調な株主資本利益率を生み出すことができる。また、グローバル・ファイナン

シングは、IT資産の製品サイクルの様々な段階、すなわち、初期購入や技術のアップグレードから資産処分の決

定に到るまでを通じて、当社の顧客と長期的なパートナーシップも維持している。

 

　グローバル・ファイナンシングの機能

クライアント・ファイナンシング。エンド・ユーザーおよび社内の利用者に対する最大７年間のリースおよび

ローン融資。融資資産は主に、当社が専門性を有するIT製品やサービスである。内部向けファイナンシングの大

部分は、グローバル・サービスの長期クライアント・サービス契約を支援するためのものである。グローバル・

ファイナンシングはまた、主に資金管理の目的のために、当社の売掛金のうち選別されたもののファクタリング

を行う。すべての内部向けファイナンシングの取決めは、独立当事者間での利率により市場の状況に基づいて行

われている。

 

コマーシャル・ファイナンシング。IBMおよびOEM製品のディーラーおよび再販業者に対する短期在庫品金融お

よび売掛金担保融資。
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リマニュファクチャリングおよびリマーケティング。リース取引の終了後に返却される中古機器、あるいは内

部または外部で購入された余剰機器。こうした資産は修理再生されるか、またはアップグレードされ、外部ある

いは内部の新規または既存の顧客に販売もしくはリースされる。外部に対して再販された機器の収益は、顧客お

よび再販業者に対する販売またはリースを表し、内部に対して再販された機器の収益は、主にシステムズ・アン

ド・テクノロジーおよびグローバル・サービスに対して内部的に販売された中古機器を意味する。システムズ・

アンド・テクノロジーはまた、グローバル・ファイナンシングから購入した機器を外部の顧客に対しても販売す

る場合がある。

 

IBMの世界的な組織

下記の全世界にわたる組織は、IBMがその顧客にバリューを提供する際に主要な役割を果たしている。

 

　・販売・流通組織

　・研究・開発および知的所有権

　・統合サプライチェーン

 

販売・流通組織

IBMは、グローバルかつ大規模の存在であり、175以上の国々で営業を行っており、その収益は、日増しに地理

的に広範囲に分布している。当社の販売・流通組織は、世界規模のIBMの事業範囲を有しており、国別にベース

を持つ専門の営業ユニットが顧客に固有の価値および優れた体験を提供することに注力している。これらのユ

ニット内で、顧客関係の専門家が、コンサルタント、製品専門家および納品完了の統合されたチームと連携し、

顧客の事業の成長や革新を可能にさせている。これらのチームは、顧客のビジネスやニーズを理解し、そしてソ

リューションを開発し、実装するためにIBM全体から、そして広範にわたるビジネス・パートナーとのネット

ワークから機能を集結させることにより、価値を提供している。

グローバルな専門知識と地域毎の経験を組み合わせることにより、IBMの地域的な構造は、地域毎の顧客に専

門に注力する経営、新しい市場機会に対応するスピード、そして新興の機会に対する時宜を得た投資を可能とし

ている。地域のユニットは、業界に熟練した人材を擁して、顧客の課題に対応している。IBMは、中堅企業の顧

客の部門に、その業界のマーケティングに関する機能、インサイド・セールスおよびその地域のビジネス・パー

トナーの資源を利用することにより、機能を提供している。

当社は、中国、インドならびに東南アジア、東欧、中東、アフリカおよびラテン・アメリカの国々における主

要な成長市場において、長期機会を捉えるための継続的な投資を行う。当社の主要市場には、G7であるカナダ、

フランス、ドイツ、イタリア、日本、米国および英国に加え、オーストリア、バハマ、ベルギー、カリブ地域、

キプロス、デンマーク、フィンランド、ギリシャ、アイスランド、アイルランド、イスラエル、マルタ、オラン

ダ、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スウェーデンおよびスイスが含まれる。
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研究・開発および知的所有権

IBMの研究・開発(R&D)事業活動は、競合他社との差別化に貢献している。IBMは、年間で、収益合計の約６％

を研究・開発に投資しており、高成長率かつ高付加価値の事業機会に集中させている。IBM研究所は、顧客およ

び世界中の研究所を通じた当社の事業部門と短中期的な革新に取り組んでいる。IBM研究所は、毎年、数多くの

技術をIBMのポートフォリオに寄与しており、顧客が最も厳しい課題に取り組めるよう手助けしている。IBM研究

所は、ナノテクノロジーから将来のシステム、ビッグデータ・アナリティクス、セキュアクラウド、そして「認

知的」学習システムであるIBM Watsonまでに及ぶ、科学技術の限界も探求している。

また、IBM研究所は新しい機能およびソリューションを提供することにより、IBMのサービス関連事業の差別化

を図ることにも注力している。IBM研究所は、公開会社の中で世界最大規模の数学部門を有しているため、IBMは

独自の分析的ソリューションを創造し、最も困難な課題について顧客と積極的に取り組むことができる。

2015年２月、当社は、新しいIBM研究所を南アフリカに置くことを公表した。これにより、世界で13番目のIBM

研究所となる。

2014年、IBMは22年連続で、米国において他の企業と比較して最も多くの特許を取得した企業となった。2014

年度においてIBMが付与された特許数7,534件は、当社がクラウド、ビッグデータ、アナリティクス、セキュリ

ティ、ソーシャルおよびモバイルで代表される新たな機会において競合し、リードできる大幅な革新に備えた多

様な発明が占めている。また、これらの発明は、機械がより自然な方法で学習し、論理的に考え、また人々と交

流することができる新しいコグニティブ・システムの時代をも前進させる。これは、これまで単年で１社に対し

て付与された米国の特許数の中で最も多い件数であった。

当社は、引き続き、革新のために知的財産（IP）保護の努力を行い、同時に知的財産におけるその主導的地位

を利用するために設計されたその他の取組みに対する注力を増していく。IBMが達成した技術的な進歩の一部

は、IBMの製品に独占的に使用されるが、その他については当社がライセンスを供与し、ライセンスを付与され

た者のIBM製品またはその者の製品において使用される。当社の様々な専有知的財産権は当社の成功にとって重

要なものであるが、IBMは、その事業全体は、いずれの特定の特許権もしくはライセンス、またはいずれか特定

の特許権群もしくはライセンス群に大きく依存してはいないと考えている。IBMは、多数の特許を所有している

か、またはそれらのライセンスを供与されており、それらの期間は製品により異なる。
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統合サプライチェーン

IBMは、広範な統合サプライチェーンを有しており、グローバルに材料およびサービスを調達している。ま

た、2014年に、当社はグローバル・プロセス・サービスの組織を通じて顧客のために約218億ドルの調達費の管

理も行った。供給、製造およびロジスティクス業務は、現在１つの営業ユニットに統合されており、それにより

在庫が徐々に最適化された。内部過程の簡略化および能率化は、販売員の生産性および営業の効果と効率性を改

善した。サプライチェーンの回復力により、IBMは市場が変化している間もリスクを軽減することができる。

当社は、グローバルに統合されたサプライチェーンからビジネスバリューを継続的に引き出しており、これに

より、顧客のためにバリューを生み出す戦略的優位性が当社にもたらされている。IBMは、顧客の調達からロジ

スティクスまでのエンド・ツー・エンドのサプライチェーン過程の運用を最適化し、その稼働を支援するため

の、サプライチェーン・ビジネス・トランスフォーメーション・アウトソーシング・サービスを通じて、そのサ

プライチェーンに関する専門知識を顧客のために活用している。様々なプロジェクトにおいてアナリティクス、

モバイル、クラウドおよびソーシャルを利用することにより、統合されたサプライチェーンにおいて当社および

その顧客に対して有利な事業成果を牽引することが可能であった。

 

　将来予測に関する記載および注意事項：本報告書の一定の記載は、本書に記載の過去の情報および検討を除

き、1995年米国民事証券訴訟改革法（the United States Private Securities Litigation Reform Act of

1995）（「訴訟改革法」）上の「将来予測に関する記載」に該当する可能性がある。将来予測に関する記載は、

将来の事業および財務実績に関する当社の現在の予測に基づくものである。それらの記載は、数々のリスク、不

確実性および実際の業績を将来予測から大きく変化させる可能性があるその他の要素を含んでおり、これには、

経済環境の低迷および顧客の支出予算、当社が成長および生産性目標を達成できないこと、当社の革新イニシア

ティブの失敗、成長機会への投資によるリスク、知的所有権ポートフォリオが競合製品の出現を防ぐことができ

ないこと、また必要なライセンスが取得できないこと、サイバー・セキュリティおよびデータ・プライバシーへ

の配慮、財務成績の変動、地域の法的、経済的、政治的および保健衛生状況の影響、環境問題、税金関連事項お

よび当社の年金制度による悪影響、内部統制が有効でないこと、当社の会計上の見積りの利用、当社の主要な人

材を獲得・保持する能力と重要な能力への依存、重要な供給業者との関係および政府顧客との事業の影響、為替

の変動およびカスタマー・ファイナンシングのリスク、市場の流動性の状態の変動および受取債権に係る顧客の

信用リスクの影響、第三者流通チャネルへの依存、買収、提携および処分を首尾よく対処する能力、訴訟手続に

よるリスク、IBMの有価証券に関連したリスク要因、その他当社の様式10-Q（Form 10-Q）、様式10-K（Form 10-

K）ならびに米国証券取引委員会（SEC）に対するその他当社の提出物およびそれらまたは本書において参照され

ている資料において検討されるリスク要因、不確実性および要因が含まれる。いずれの将来予測に関する記載に

ついても、当社は更新または修正する義務を負わない。

 
 

　上記から、IBMの事業はこのような特徴を持つため全世界にわたる生産能力について意味のある情報を提出

することは困難である。
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(2) 生産実績

IBMの事業は上記のような特徴を持つため世界にわたるIBMの生産実績に関連する意味のある情報について

も、提出することは困難である。

製品は販売されるか、またはリースされる。このため、IBMの収益は、a) 販売または販売型リース（製品出

荷時に収益が認識され、当社の債務不履行が顧客の最終的な受諾に影響を及ぼすことはない。）、ならびにb)

賃貸およびオペレーティング・リース（収益は、賃料が発生する度に毎月認識される。）から得られる。当社

は、製品を正確に評価し、また在庫評価および会計処理を適切に行い、それによって会計期間中の費用と収益

を正しく対応させるため、原価法および原価計算制度を採用している。

 

(3) 受注状況と生産計画

基本的な部品および組立部品の大部分は、IBMの第三者の供給業者から調達されるが、その他のIBMが設計し

た部品および組立部品は、一部のIBMセグメントにより生産される。

過去の報告書にもあるように、いかなる期間についても受注残高を総収益に計上するのは実際的ではない。

なぜなら、どの機械やシステムが賃貸ではなく販売されるのか、設置済の賃貸機械の交換時期はいつか、交換

された機械のどれが他の顧客に販売または賃貸されるのかを正確に予測するのは困難だからである。さらに、

近年IBMの事業内で起きている「変化」が、受注残高の金額を今後の総収入の指標とする意味を薄れさせてい

る。例えば、システム・アンド・テクノロジー・グループのサーバーおよびストレージの販売取引は、事業

パートナーを通じて、および直接エンド・ユーザーの顧客と行われている。さらに、先進的な半導体技術、製

品およびパッケージング・ソリューションが、顧客と、IBM自身の先端的技術のニーズに対して提供されてい

る。製品の性質上引渡しまでの期間が短いソフトウェア製品が急速に成長したことなども、受注残高の金額の

多寡の重要性を薄れさせた主要な変化であり、当社の事業はこのような点から理解できる。

自社の製造事業に加えて、当社は、世界各国に所在するいくつかの契約製造（「CM」）会社を利用し、IBM

が設計した製品を製造させている。CM会社の利用は、費用効率を上げ、また一定のIBM製品が市場に出るまで

の期間を短縮することを意図している。
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(4) 販売実績

①　販売経路

IBMの製品の大部分は、IBMの世界中の販売・流通組織を通して、賃貸および販売される。

 

②　販売実績

 

12月末までの営業年度 2014年 2013年（注２）
対前年度比
割合・率の

変化

対前年度比
増減割合

(為替変動の
影響を調整
した場合)

収益：

グローバル・テクノロジー・
サービス

37,130百万ドル
(4,442,233百万円)

38,551百万ドル
(4,612,242百万円)

(3.7)％
 

1.6％
(注１)

　売上総利益率 38.3％ 38.1％ 0.2ポイント  

グローバル・ビジネス
・サービス

17,825百万ドル
(2,132,583百万円)

18,396百万ドル
(2,200,897百万円)

(3.1)％ (1.1)％

　売上総利益率 30.8％ 30.9％ 0.0ポイント  

ソフトウェア
25,434百万ドル

(3,042,924百万円)
25,932百万ドル

(3,102,504百万円)
(1.9)％ (0.9)％

　売上総利益率 88.6％ 88.8％ (0.2)ポイント  

システムズ・アンド・
テクノロジー

9,996百万ドル
(1,195,921百万円)

12,988百万ドル
(1,553,884百万円)

(23.0)％
 

(16.8)％
(注１)

　売上総利益率 39.5％ 40.8％ (1.3)ポイント  

グローバル・
ファイナンシング

2,034百万ドル
(243,348百万円)

2,022百万ドル
(241,912百万円)

0.6％ 3.0％

　売上総利益率 49.4％ 45.6％ 3.7ポイント  

その他
374百万ドル

(44,745百万円)
478百万ドル

(57,188百万円)
(21.7)％ (20.4)％

　売上総利益率 (215.0)％ (195.6)％ (19.4)ポイント  

連結収益合計
92,793百万ドル

(11,101,755百万円)
98,367百万ドル

(11,768,628百万円)
(5.7)％

 
(1.5)％
(注１)

連結売上総利益合計
46,407百万ドル

(5,552,133百万円)
48,684百万ドル

(5,824,554百万円)
(4.7)％  

　連結売上総利益率合計 50.0％ 49.5％ 0.5ポイント  

営業外の調整：     

　取得済無形資産の償却費
416百万ドル

(49,770百万円)
388百万ドル

(46,420百万円)
7.2％  

　買収関連費用
-百万ドル
(-百万円)

5百万ドル
(598百万円)

(100.0)％  

　退職関連費用／（収益）
173百万ドル

(20,698百万円)
629百万ドル

(75,254百万円)
(72.4)％  

営業（非GAAP）の
売上総利益

46,996百万ドル
(5,622,601百万円)

49,706百万ドル
(5,946,826百万円)

(5.5)％  

　営業（非GAAP）の
　売上総利益率

50.6％ 50.5％ 0.1ポイント  

　（注１）事業売却および為替変動を調整後。

（注２）非継続事業の表示を反映するために組み替えられている。

（注３）本有価証券報告書中の円金額は、単に便宜上併記されたものであって、2015年５月18日現在の東京外国為替市場に

おける対顧客電信売相場および買相場の仲値(１ドル＝119.64円)によって表示されている。

（注４）四捨五入のため合計と一致しない。
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３ 【対処すべき課題】

第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照されたい。

 

４ 【事業等のリスク】

 

IBMの事業に影響を与える重大な要因

　将来予測に関する記載および注意事項：本報告書の一定の記載は、1995年米国民事証券訴訟改革法（the

Private Securities Litigation Reform Act of 1995）（「訴訟改革法」）上の「将来予測に関する記載」に該

当する可能性がある。将来予測に関する記載は、将来の事業および財務実績に関する当社の現在の予測に基づく

ものである。それらの記載は、その性質上、様々な程度において不確定である事柄を検討している。当社はま

た、米国証券取引委員会へ提出するその他の報告書、株主の皆様に配布する資料およびプレスリリースにおいて

将来予測に関する記載を行う場合がある。加えて、当社の代表者は、随時、口頭により将来予測に関する発言を

行う場合がある。将来予測に関する記載は、一定の仮定に基づいた将来の事項に関する現在の予測を提供し、い

ずれのこれまでのまたは現在の事実にも直接的に関連しない記載を含む。「期待する」、「確信する」「予想す

る」「予測する」「意図する」「計画する」といった語句および類似の表現が、かかる将来予測に関する記載を

示している場合がある。本報告書における将来予測に関する記載は、アニュアルレポート作成日現在の記載であ

る。当社は、いずれの将来予測に関する記載についても更新または修正する義務を負わない。訴訟改革法に従

い、これらの将来予測に関する記載に付随する注意事項を下記に記載する。それらの注意事項は、実際の業績を

将来予測に関する記載および従来の傾向と比較した場合大きく変化させる可能性のある一定の重要な要素を示す

ため、本報告書の読者は、それらを精査しなければならない。以下の注意事項は限定的ではなく、本報告書、当

社が米国証券取引委員会へ提出するその他の書類またはそれらにおいて参照されている資料に記載されている要

素に対する追記である。

 

リスク要因

　経済環境の低迷および顧客の支出予算は、当社の事業に影響を与える可能性がある：全般的な経済状態また

は顧客の購入傾向の変化によりIBM製品およびソリューションに対する需要が低下した場合、当社の収益および

利益に影響が及ぶ可能性がある。

 

　当社は、その内部的なビジネス・トランスフォーメーション（変革）およびグローバルな統合イニシアティ

ブに基づくその成長および生産性目標を達成できない可能性がある：IBMは、継続的に、自身のビジネスプロセ

スや機能を変革し、グローバルに統合することにより、さらなる俊敏性、生産性、柔軟性および経費節減を目指

している。これは、引き続き競争力を維持し、そして新興およびより確立された市場双方において資源ならびに

提供製品の拡大縮小を可能とするためである。これらの様々なイニシアティブは、迅速性、品質、生産性および

急速な拡大縮小を可能とすることに関して、意図した利益を上げられない可能性があり、それにより、当社の競

争力ならびにその成長および生産性目標を達成する能力に影響を及ぼす可能性がある。
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　革新のイニシアティブが失敗した場合、当社の長期的な成功に影響が及ぶ可能性がある：IBMは、IT産業のうち

特定のセグメントからは脱却しつつあり、かわりに、技術等の革新により、そして研究開発に対する投資により他

社との差別化を図ることのできる分野に移行している。IBMが、競争が非常に激しい環境において、その最先端の

技術革新を引き続き行うことができない場合、またはかかる革新を商業化できない場合、十分なスピードでもって

かかる革新を拡大し、また、その規模を広げることができない場合、市場シェアおよび利益率を維持し、拡大する

というその継続的な取組みに失敗する可能性がある。加えて、IBMは世界で最も有名なブランド名の１つであり、

そのブランドおよび全般的な評判は、多くの要因により悪影響を受ける可能性がある。それらには、当社がその業

界を主導する技術およびソリューションによりもはや評価されなくなった場合を含む。当社のブランド・イメージ

が否定的な見方により傷つけられた場合、当社の顧客を惹き付け、維持する能力に影響が及ぶ可能性がある。

 

　成長機会への投資に関するリスクは、当社の事業に影響を与える可能性がある：当社は、収益の増加と市場

シェアの拡大を牽引するために、戦略上の必要事項に対して引き続き多額の投資を行っている。高付加価値で、

競争力が高く、かつ成長の速いセグメントにおいては、顧客への普及率および存続可能な経済モデルは不確かで

あり、また、新しいデリバリーモデルは、当社のその他の製品およびサービスに対する需要と収益に不利な影響

を及ぼす場合がある。また、当社が新興の成長機会を捉えるために拡大するにつれ、当社は、訓練され、能力が

あり、経験豊富な人材の適切な構成を素早く確保し、エコシステムおよび共同パートナーシップを発展させなけ

ればならない。新興成長国が成長過程であることは、これらの国々の変化しつつある政府政策、不十分なインフ

ラストラクチャー、顧客およびビジネス・パートナーの信用度、労働力の途絶ならびに政治的腐敗からの、潜在

的な政治、社会、法的および経済的リスクの存在を示しており、かかる事態となれば、当社がその成長目標を達

成し、そして世界中の顧客に供給を行う能力に影響が及ぶ可能性がある。

 

　IBMの知的所有権ポートフォリオは、競合製品の出現を防ぐことができない可能性があり、またIBMは、必要

なライセンスを取得できない可能性がある：当社の特許およびその他の知的所有権は、当社の製品およびサービ

スに類似したまたはそれらと同一のものを競合他社が独自に開発することを防止できない可能性があり、また、

当社がその知的所有権を保護するために投入した資源が、十分であるという保証はなく、また当社の知的所有権

ポートフォリオが当社の技術の不正または不適切な利用を適切に阻止できるという保証もない。加えて、当社

は、特許不実施主体を含む第三者からの攻撃的かつ便乗的な特許権の行使の標的となる可能性がある。また、

IBMが将来必要とするライセンスを第三者から取得できるという保証もない。特許の所有権および保護を含む知

的財産について定めている現行の法律、法原理および諸規制に対する改正もまた、当社の知的財産を保護する能

力に影響を及ぼし得る。
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　サイバー・セキュリティおよびプライバシーの配慮は、当社の事業に影響を与える可能性がある：当社の製

品、サービスおよびシステムは、第三者の重要な事業に影響を及ぼす可能性、または価値のある知的財産および

従業員、顧客等の個人情報を含む機密情報や慎重に取り扱うべき機密データの保管、処理や送信を伴う。現在の

環境では、犯罪的ハッカー、政治的ハッカー、国家的侵入、産業スパイ、従業員による不正行為および人的また

は技術的エラーを含む、サイバー・セキュリティおよびプライバシーに対する多数の変化しつつあるリスクが存

在する。コンピューター・ハッカー等は、技術製品、サービスおよびシステムのセキュリティ、ならびに顧客、

第三者、請負業者および販売会社の技術製品、サービスおよびシステムのセキュリティへの違反を日常的に試み

ている。かかる違反が成功した場合には、例えば、当社、顧客またはその他の第三者のデータもしくはシステム

への不正なアクセス、開示、修正、不正利用、消失または破壊、個人情報および知的財産を含む機密情報や慎重

に取り扱うべき機密データの盗用、システムの崩壊、ならびにサービス妨害をもたらす可能性がある。かかるセ

キュリティ違反が行われた場合、当社、当社の顧客またはその他の第三者は、潜在的な負債、訴訟および規制措

置の対象となる可能性があり、また、既存または潜在的な顧客を失う可能性、ブランドおよび評判が損なわれる

可能性があり、その他の財務上の損失を被る可能性がある。また、違反への対応、および改善対策を実施するた

めの費用や業務にもたらす負担は多大となる可能性がある。当社は、サイバー・セキュリティの脅威を経験し、

対応しているが、いずれも現在までにおいて当社に対して重大な悪影響を及ぼしていない。これらの脅威が発展

し、増大するにつれ、当社はデータおよびインフラストラクチャーを保護するためのさらなる重大な投資を行う

必要性にも迫られる。また、グローバル企業である当社は、サイバー・セキュリティ、プライバシー、データ・

ローカライゼーションおよびデータ保護に関連する政府の方針および慣行、ならびに現行の法規制および法規制

案によっても影響を受ける可能性がある。さらに、電力、情報技術、通信システムまたはその他の重要なインフ

ラストラクチャーにおける崩壊もしくは故障の原因となるサイバー攻撃またはその他の危機的状況は、当社、顧

客またはその他の第三者の事業もしくはサービスの中断もしくは遅延、財務上の損失、または潜在的責任をもた

らし、また、ブランドおよび評判を失墜させる可能性がある。

 

　特定の期間における当社の財務成績は、予測が困難である：IBMの収益は、新製品やサービスの発表、売上

周期の長さおよび技術関係の調達の季節性といった要素の影響を受ける。さらに、当社の戦略上の必要事項に

は、新しい製品、新しい顧客および新しい市場が含まれ、これらすべてにより当社の財務成績は予想し難いもの

となっている。また、当社の財務成績は、製品およびサービス関連契約の構造ならびにその顧客事業の性質によ

り、影響を受ける可能性もあり、例えば、企業顧客との間で締結された規制産業における当社のサービス契約の

一部は、統制および手続に関して規制当局による定期的な審査の対象となる。上記の要因の結果、当社の財務成

績を予想することは困難である。当社の収益は、これまで、直前の第４四半期と比較して第１四半期に低くなっ

ていた。また、通常、各四半期の終わり、特に、第４四半期の終わりに多量の製品が発注されることが、IBMが

かかる四半期の終わりまでにすべての受注に完全に対応した出荷を行う能力に影響を及ぼす可能性がある。
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　当社のグローバルな存在により、その事業および営業は、地域の法的、経済的、政治的および保健衛生状況

の影響を受ける可能性がある：当社は、グローバルに統合された事業体であり、世界の175カ国超で事業を行っ

ており、その収益の60％超を米国外からの売上により得ている。当社が事業を行っている国々における法律もし

くは政策の変更、または法律もしくは政策の不適切な強制は、当社の事業および当社の全体的な業績に影響を与

える可能性がある。当社の業績はまた、これらの国々における経済的および政治的変化ならびに不況、インフレ

および米ドルと米ドル以外の通貨の為替レートの変動といったマクロ経済的変化の影響を受ける可能性がある。

また、当社が顧客ベースおよび自社の提供製品の範囲を拡大させることにより、米国内および世界的に、追加の

規制リスクおよびその他のリスクの影響を受ける可能性がある。さらに、病気の爆発的な流行、パンデミックま

たはその他の地域的もしくは全世界的な保健衛生上の問題、または不確実な政治情勢、国際的脅威、自然災害ま

たはテロリスト活動が、顧客の需要ならびに当社の営業、製品やサービスの調達および提供に悪影響を及ぼす可

能性がある。

 

　当社は、環境問題のために多額の費用を被る可能性がある：当社は、物質を環境に排出すること、またはそ

の他の環境保護問題に関連して、米国スーパーファンド法を含む連邦、州、地方および外国の様々な法律および

規則の対象となっている。当社が仮に環境法および規則に違反した場合またはそれらに基づき責任を負うことと

なった場合、当社は浄化費用、罰金または刑事制裁および第三者による物的損害または身体障害に対する賠償請

求を含む多額の費用を被る可能性がある。環境法および規則の遵守により当社の財務状況、営業成績および競争

力が重大な悪影響を被るとは予測されていない。

 

　税金関連事項は、当社の営業成績および財務状態に影響を与える可能性がある：当社は米国および米国外の

多くの法域における法人所得税の課税対象となっている。IBMの納税引当金および将来の納税義務は、税引前利

益が法定税率の低い国々おいて予測よりも少なく、法定税率の高い国々において予測よりも多かった場合、繰延

税金資産・負債の評価が変更された場合、ならびに当社の将来の営業成績および財務状態に悪影響を及ぼす可能

性がある税法、規則、会計原則またはそれらの解釈が変更された場合等の数多くの要因（ただし、これらに限定

されない）により、悪影響を受ける可能性がある。さらに、IBMの所得税申告は、米国内国歳入局および世界中

のその他の税務当局による継続的な審査の対象となっている。当社は、当社の納税引当金が適切であるか否かを

判断するために、定期的にこれらの審査の結果として起こりうる悪影響の可能性を評価している。これらの継続

的な審査の結果が、当社の納税引当金および現金納税義務に対して悪影響を及ぼさないという保証はない。
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　当社の営業成績および財務状態は、米国および米国外の年金制度により悪影響を受ける可能性がある：厳し

い株式市況および不安定なクレジット市場は、当社の年金信託資産の価値およびその将来予想される年金負債に

悪影響を与える可能性がある。その結果、いずれかの期間における当社の財務成績が悪影響を被る可能性があ

る。また、金融市場の低迷が長期にわたっている期間においては、当社は年金制度への増分拠出を要求される可

能性があり、その結果、流動性リスクが生じ、当社の財務面での柔軟性に悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、

当社の営業成績および財務成績は、問題となる国での非関連会社の支払不能な状態の程度により、米国保険料外

での年金の支払不能に対する保険料の要求が大幅に増加することがあり、これにより悪影響を被る可能性があ

る。現在、カナダ、ドイツ、ルクセンブルグおよび英国では、これらの保険料を制度資産からではなく、会社が

直接支払うことを義務づけており、これは当社の収益に悪影響が及ぶ可能性がある。本報告書には、年金積立に

よる潜在的影響および年金事項に関する一定の仮定の利用についての情報が含まれている。

 

　内部統制が効果的でない場合、当社の事業および経営成績に影響を与える可能性がある：当社の財務報告に

関する内部統制は、虚偽表示を防げたり、発見したりできない場合がある。それは、人為的なミスの可能性、統

制の回避や無視または不正行為といった内部統制に固有の限界があることによる。効果的な内部統制をもってし

ても、財務書類の作成および公正な表示に関する合理的な保証しか提供できない。導入が義務づけられている新

規のもしくは改良された統制の導入を行えなかった場合、または当社によるその導入が困難を伴った場合を含め

て、当社がその内部統制の適切性を維持できなかった場合、当社の事業および経営成績が悪影響を受ける可能性

があり、そして当社が財務報告義務を満たせない可能性がある。

 

　当社の会計上の見積りの利用には判断が含まれ、当社の財務成績に影響を与える可能性がある：一般に公正

妥当と認められる会計原則の適用により、当社は、報告する財務状況に直接影響を及ぼす一定の項目および将来

の事象に関する見積りや仮定を行わなければならない。当社の最も重要な会計上の見積りは、本報告書の第一部

第３の７「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の「重要な会計上の見積り」の項に記

されている。さらに、連結財務書類に関する注記M「偶発債務および契約債務」に記載されているように、当社

は、訴訟手続および引当金に関する一定の見積りを行っている。これらの見積りおよび仮定は、本質的に判断を

伴うものである。よって実際の財務成績は、それらと異なる可能性がある。
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　当社は能力のある人員に依存しており、重要な能力を失った場合、影響を受ける可能性がある：当社の将来

における成功の大きな部分は、技術、販売およびスタッフといった各分野の能力のある人員の引き続きの貢献、

供給および誠実さに依存している。当社が競合している分野において、能力があり、かつ経験豊富な人材への需

要は高く、彼らの能力に対する取得競争は激しい。人口構成および労働力の動向の変化は、経験豊富な人材が当

社を退職していくにつれ、知識や能力の損失につながる可能性がある。また、グローバルな機会および業界の需

要が移行するにつれ、優秀な人材の再編成、研修および拡大縮小において、十分に迅速に対応できない可能性が

ある。さらに、IBMの主要な人員の多くは、株式報奨を含む総合的な報酬パッケージを受領する。新しい規則、

株式市場の不安定およびその他の要因は、当社の株式報奨の利用水準および価値を減少する可能性があり、その

場合、当社は競争上不利な状態となるか、またはより多くの現金による報酬を強いられる。

 

　当社のビジネスモデルは、その重要な供給業者との関係の影響を受ける可能性がある：IBMの事業は、世界

各国の相当数の供給業者からの様々な部品、補給品、サービスおよび原材料を利用している。当社の事業のうち

の一部は、１つまたは限られた数の供給業者に依存しており、GLOBALFOUNDRIESがIBMのグローバルな商用半導体

事業の買収を完了後、同社は、一部の半導体について、IBMのサーバー・プロセッサー技術の独占的な提供元と

なる。これらの供給者の事業状況の変化（財務またはその他）は、当社の損失につながる可能性があり、当社が

製品を市場に提供する能力に影響を与える可能性がある。さらに、当社の供給業者が部品、補給品、サービスお

よび原材料を時宜に即してかつ適用されるすべての法規制に従って十分量供給できなかった場合、当社の事業が

悪影響を受ける可能性がある。また、供給業者から欠陥のある部品、補給品もしくは材料を受領した場合または

供給業者による不適切なサービス提供を受けた場合、当社の製品およびサービスの信頼性が低下し、当社の評判

が傷つくおそれがある。

 

　当社は、政府顧客との事業により、影響を受ける可能性がある：当社の顧客は、米国連邦政府や州および現

地機関等の米国内外における多数の政府機関を含む。こうした顧客と当社との契約で、定期的な予算承認の対象

となるものがある。また、契約のなかには、顧客が理由もなく契約解除できることを規定するものや特定の損失

に対してより高い責任限度を規定するものもある。資金調達の減額または遅延は、当社の製品およびサービスに

対する公的需要に悪影響を及ぼす可能性がある。さらに、当社は、政府の請負業者として停止処分または禁止処

分を受ける可能性があり、民事上および刑事上の罰則金および制裁金を課される可能性があり、これは、当社の

営業成績および財務成績に悪影響を及ぼす可能性がある。
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　当社は、為替およびカスタマー・ファイナンシング・リスクにさらされており、それらは当社の収益および

事業に影響を与える可能性がある：当社はその収益および費用の大きな割合を、現地通貨の環境で営業を行う関

連会社から得ており、それらからの業績は、米国外の通貨と米ドルの相対的価値の変動の影響を受ける。当社の

カスタマー・ファイナンシング事業特有のものとして、与信リスクの集中、顧客の信用価値、関連する債務およ

び負債に関する金利および通貨変動、残存価値の決定、ならびに伝統的なIT資産ではないものの融資に関連した

リスクが挙げられる。これらのリスクを管理するため、当社はいくつかの戦略を採っている。それらには、デリ

バティブ金融商品の利用が含まれ、相手方による不履行のリスクが含まれる。加えて、当社がこれらの為替およ

びカスタマー・ファイナンシング・リスクの管理に成功するという保証はない。

 

　当社の財務成績は、市場の流動性の状態の変動および受取債権に係る顧客の信用リスクの影響を受ける可能

性がある：当社の財務成績は、世界中の多様な産業部門の動向の影響を受ける。当社の利益およびキャッシュ・

フローならびに資金調達に対するアクセスは、市場の流動性の状況の変動により、悪影響を受ける可能性があ

る。当社の流動性ポジションに関する情報は、本報告書に含まれている。当社の顧客基盤は、中小企業から世界

最大の組織および政府を含む世界中の多数の事業体を含んでいる。そして、当社は、その収益の大部分を、多く

の産業部門にわたる世界中の顧客から得ている。当社の売上の大部分は信用貸しベースで得られたものであり、

当社は、顧客の財務状態に関する継続的な信用の評価を行っている。当社が主要な顧客の信用力に関する情報を

入手した場合、または全般的な受取債権に対して将来実際に生じた債務不履行の割合が現在の見込み値と異なっ

た場合、当社はその貸倒損失引当金の調整を行わなければならない可能性があり、結果、かかる調整が行われた

当社の会計期間における連結純利益に影響が及ぶ可能性がある。

 

　当社は第三者流通チャネルに依存しており、これは当社の事業に影響を及ぼす可能性がある：当社は、その

製品を直接または様々な第三者流通業者および販売業者を通じて提供している。これらの流通業者および再販業

者の事業状態の変化（財務上またはその他）は、当社に損失をもたらす可能性があり、また当社の製品を市場に

送り出す能力に影響を与える可能性がある。当社が新しい分野に参入するにつれ、流通業者および販売業者は技

術ならびに提供製品の変化に対応することができない可能性があり、かつ当社が適切なパートナーを採用し、か

つ成長目標を達成できるようにすることができない可能性がある。さらに、第三者の流通業者および再販業者が

すべての適用される法規制を遵守できなかった場合、当社はこれらの流通業者および再販業者と取引することが

できなくなり、これにより、当社は損失を被る可能性があり、また、このことは当社の製品を市場に流通させる

能力に悪影響を及ぼす可能性がある。
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　買収、提携および売却による当社に対するリスクには、統合に際する問題、目標達成の失敗および債務を引

き受けることが含まれる：当社は買収を行ってきており、提携を結んでおり、また売却を行ってきており、今後

もそれらを行う予定である。買収および提携は、事業を当社に統合することに関連した大きな課題およびリスク

を伴っており、当社が買収および提携の管理に成功するという保証はなく、また受諾可能な条件において、また

はそもそも戦略的買収の機会があるかどうかについての保証はない。関連したリスクには、当社が戦略的目的を

達成できないこと、予想した収益の改善および経費節減を実現できないこと、そして買収した事業の主要な人材

を維持できないこと、ならびに同事業に関連し、同事業を当事者とした訴訟その他の法的手続に関連した債務を

引き受けることが含まれる。当社は、随時、戦略的目標の中心に据えられなくなった資産の売却を行い、または

その売却を試みる。かかる売却または売却の試みは、当該売却の条件およびタイミングに関連するリスク、政府

または規制上の必要とされる承認取得に関連するリスク、ならびに当社の支配対象ではない留保された負債に関

するリスクを含むリスクに左右される。

 

当社は訴訟手続リスクの対象となっている：IBMは、従業員規模が大きい、175カ国以上で顧客を擁している会

社であるため、原告または被告のいずれかの立場で、当社の通常の業務過程で発生する現在進行中の様々な請

求、要求、訴訟、調査、税金問題および訴訟手続に関与している。かかる法的手続に伴うリスクの詳細は、連結

財務書類に関する注記M「偶発債務および契約債務」に記載されている。当社は、適切なリスク管理およびコン

プライアンスのプログラムを採用していると確信している。しかしながら、法務およびコンプライアンスのリス

クは引き続き存在し、また結果を確実に予測することができない追加の訴訟手続およびその他の偶発債務が随時

発生する。

 

　IBMの有価証券に関連したリスク要因：当社および当社の子会社は世界中の資本市場において様々な償還期

限および通貨建ての負債性証券を随時発行している。当社の負債性証券の価値は、様々な要因により変動する。

それら要因には、元本および利子を算定する方法、証券の償還の期限、発行済証券の元本総額、証券の償還条

項、金利、為替レートの水準、傾向または不安定性、為替管理、政府および証券取引所の規則ならびに当社の支

配がわずかしか、または全く及ばないその他の要因が含まれる。当社がその負債性証券の利子を支払い、元本を

払い戻す能力は、当社がその事業運営を管理する能力と、本項に記されているその他の要因に左右される。当社

はこれらのリスクの管理に成功するという保証はない。

 

当社は、また、様々な報酬プラン、年金プランへの拠出および一定の買収に関連して随時普通株式を発行して

いる。IBMの普通株式の市場価格は、本項に記載のその他の要因、そして全般的な経済および地政学的な状況、

売買高、当社の財務状態に関するマスメディアまたは投資業界の憶測ならびにその他の要因により、大きく変動

する。これら要因の多くは、当社の支配が及ばない範囲のものである。IBMの普通株式の市場価格は大きく変動

するため、IBM株主は、当社の株式を魅力のある価格にて売却できない可能性がある。
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また、いずれかの格付機関による当社の見通しまたは信用格付が、当社の負債性証券および持分証券の価値と

流動性に悪影響を及ぼす可能性がある。当社は、その負債性証券または持分証券の値付けを行ってはおらず、そ

れら有価証券に関する流動性または価値についての保証を与えることはできない。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」中の「契約義務」の項および

第一部第６　１　Ｃ「企業買収/事業売却」の項を参照されたい。

 

６ 【研究開発活動】

第一部第６　１　Ｏ「研究、開発および技術費」の項を参照されたい。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

経営者の所見（Management Discussion)

 

概要

 

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション（「IBM」または「当社」）の2014年度有価

証券報告書において、財務情報に関する項は、本「経営者の所見」、第一部第６の１の連結財務書類およびその

注記を含む。本概要は、この財務情報に関する項目に含まれる情報について、一定の展望を提供するよう作成さ

れている。

 

情報の構成

　・本「経営者の所見」は、事業の概要ならびに、当社の財務成績および当社の経営陣の見解による、将来の

予測に影響を与え得る一定の要因について、文章による説明を提供するものである。後述の「経営者の所

見・概要」は、2014年度の営業成績の主要な要因を示している。

　・「2014年度の業績」以降は、「経営者の所見」には、各報告対象セグメントの営業成績、ならびに当社の

財務状況およびキャッシュ・フローに関する検討が含まれている。本「経営者の所見」のその他の主要

な項には「将来の予測」および「流動性および資本」が含まれる。

　・グローバル・ファイナンシングは、独立した企業体として評価されている報告対象セグメントである。後

述に、「グローバル・ファイナンシング」の項が別途記載されている。

　・後述には、連結財務書類が記載されている。これらの書類は、当社の収益およびキャッシュ・フロー成績

ならびにその財務状況の概観を提供している。

　・連結財務書類の後には、注記が記載されている。かかる注記には、とりわけ、当社の会計方針、企業買収

および事業売却、財務書類中の特定の項目に関する詳細情報、一定の偶発債務および約定債務、ならび

に退職関連給付に関する情報が記載されている。

　・連結財務書類および注記は、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則(「GAAP」)に基づき、作成され

ている。

　・2014年10月、当社は、マイクロエレクトロニクス事業の売却に関する最終契約を公表した。マイクロエレ

クトロニクス事業の資産および負債については、2014年12月31日現在の売却可能な資産および負債とし

て計上されている。マイクロエレクトロニクス事業の営業成績は、非継続事業として計上されている。

過去の期間の数値は、継続事業の重要な比較ができるよう、本書、連結財務書類および注記（該当する

場合）の表示に合わせるために組み替えられている。
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　・本項を通して、「為替変動の影響を調整した場合」または「為替変動の影響を除いた場合」の数値の参照

には、外国為替レートの変動により生じる可能性のある営業への影響が除かれている。特定の財務成績

は、当期間における営業成績を現地通貨に換算する単一の数理モデルに基づき調整され、これには対前

年度同期比の為替相場を用いる。この手法は、機能通貨が現地通貨である国に対して用いられている。

当該情報は、外国為替レートの変動の影響を除いた特定の財務成績をみるために提供されており、これ

により、対前年同期比での当社の営業成績を把握することが容易になる。さらなる情報については、後

述の「為替相場の変動」を参照されたい。

　・本報告書を通して、財務書類および財務成績に関する表においては開示目的のため数値が四捨五入されて

いるため、一部の列や行の合計数が記載の合計数と一致しない場合がある。また、パーセント表示は、

元となる整数のドルの値から算出されている。
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営業利益（非GAAP）

当社は、より透明性の高い事業の営業成績を提供するため、事業成績を営業と営業外に分類している。継続事

業による営業利益とは、特定の買収関連費用、退職関連費用、非継続事業ならびにこれらに関連する税金の影響

を除く、非GAAPの測定によるものである。買収においては、営業利益は、購入済無形資産償却費と現在進行中の

研究および開発、取引費用、関連する再編費用および関連費用ならびに買収統合に関連する税金費用を含む買収

関連費用を除外する。当社は、退職関連費用については、特定の項目を営業として、またその他を営業外として

分類している。当社は、確定給付年金制度および年金以外の退職後給付制度の勤務費用、過去勤務費用の償却お

よび確定拠出年金制度の費用を営業利益に含める。営業外退職関連費用は、確定給付年金制度および年金以外の

退職後給付制度の利息費用、年金資産期待収益、償却された保険数理上の利益／損失、制度の縮減／解散の影響

ならびに多数事業主の制度費用、年金の支払不能費用およびその他の費用を含む。営業外退職関連費用は、主に

金融市場の業績と連動している年金制度資産および負債の変動に関連するものであり、当社はこうした費用を事

業の営業成績から除くべきであると考えている。

全般的に、上記の営業利益の情報を投資家に対して提供することにより、事業の営業成績および当社の年金制

度の業績の両面においてより高い透明性および明確性を提供し、経営陣の決定およびこれによる営業業績への影

響に関する認知度を向上させ、同業他社との比較を容易にし、将来の事業において当社が長期的で戦略的な見解

を示すことが可能になる。当社の報告対象であるセグメントの財務成績は、当社の経営および測定方式に沿っ

て、継続事業による営業利益を反映している。

 

将来予測に関する記載および注意事項

 

本報告書の一定の記載は、1995年米国民事証券訴訟改革法(the Private Securities Litigation Reform Act

of 1995)上の「将来予測に関する記載」に該当する可能性がある。本報告書の将来予測に関する記載は、報告書

作成日現在の記載であり、当社は当該記載の情報を更新または修正する義務を一切負わない。将来予測に関する

記載は、将来の事業および財務実績に関する当社の現在の予測に基づくものであり、それらの記載は、その性質

上、様々な程度において不確定である事項を検討している。将来予測に関する記載は、数々のリスク、不確実性

および実際の業績を将来予測から大きく変化させる可能性があるその他の要素を含んでいる。このことについて

は、本報告書の他の部分で詳述されており、また2015年２月24日に、当社が米国証券取引委員会（「SEC」）に

提出した2014年度様式10-Kを含む当社によるSECに対する提出書類において詳述されている。
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経営者の所見・概要

 
(単位：１株当たり利益を除いて百万ドルおよび百万株)

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

収益合計 92,793 98,367 (5.7)％（注１)

売上総利益率 50.0％ 49.5％ 0.5ポイント

総費用およびその他の（収益） 26,421 28,440 (7.1)％

収益合計に占める
総費用およびその他の（収益）の割合

28.5％ 28.9％ (0.4)ポイント

継続事業による税引前利益 19,986 20,244 (1.3)％

継続事業による法人税等 4,234 3,363 25.9％

継続事業による利益 15,751 16,881 (6.7)％

継続事業による利益率 17.0％ 17.2％ (0.2)ポイント

非継続事業による損失、税引後 (3,729) (398) 重要性なし

純利益 12,022 16,483 (27.1)％

継続事業による１株当たり利益:－希薄化後　
(単位：ドル)

15.59 15.30 1.9％

１株当たり連結利益
－希薄化後

11.90 14.94 (20.3)％

加重平均発行済株数
－希薄化後

1,010.0 1,103.0 (8.4)％

資産（注２) 117,532 126,223 (6.9)％

負債（注２) 105,518 103,294 2.2％

株主持分（注２) 12,014 22,929 (47.6)％

（注１）為替変動の影響を調整した場合は(4.0)％。事業売却および為替変動の影響を調整した場合は(1.5)％。

（注２）12月31日現在。
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下表は、当社の2014年度および2013年度の営業利益（非GAAP）を示している。

 
(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

純利益（報告値） 12,022 16,483 (27.1)％

非継続事業による損失、税引後 (3,729) (398) 重要性なし

継続事業による利益 15,751 16,881 (6.7)％

営業外の調整（税引後）：    

　買収関連費用 670 747 (10.3)

　営業外退職関連費用／（収益） 280 729 (61.5)

営業利益（非GAAP）（注） 16,702 18,356 (9.0)％

希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP） 16.53 16.64 (0.7)％

(注)　純利益から営業利益への調整についての詳細は、後述する「GAAP調整」の項を参照されたい。

 

2014年度において、当社は928億ドルの収益を計上し、200億ドルの税引前利益を達成し、継続事業による希薄

化後１株当たり利益は報告値で15.59ドル、営業（非GAAP）ベースで16.53ドルであった。継続事業の成績には、

予定されているマイクロエレクトロニクス事業の売却に関連する、2014年度の37億ドルおよび2013年度の４億ド

ルの非継続事業による純損失が除外されている。連結ベースでは、2014年度における純利益は120億ドルであ

り、希薄化後１株当たり利益は11.90ドルであった。当社は、2014年度において、営業活動から資金169億ドルお

よびフリー・キャッシュ・フローから124億ドルを生み出し、これにより、普通株式買戻合計および配当金にお

いて179億ドルの株主還元を行った。

2014年度における連結収益合計は、2013年度と比較して、報告値で5.7％減少し、事業売却（３ポイント）お

よび為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は１％減少した。2014年度において、当社は、業界基準サー

バーおよびカスタマー・ケア事業を売却した。当社の戦略は、企業向け情報技術（「IT」）において最大の価値

を有する分野をリードすることに注力しており、当社は、2014年度において、これらの分野へ移行するための

ポートフォリオの再配置や投資を大幅に進めた。

当社のポートフォリオには、成長への戦略上の必要事項、経常的な中核フランチャイズ、および高付加価値な

取引事業が含まれる。これらのポートフォリオの分野は、当社の全事業セグメントに及ぶ。ポートフォリオの各

分野には、異なる事業モデルの特徴や目標がある。当社の2014年度における業績には、これらの特徴が反映され

ていた。
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第一に、当社は、データ、クラウドおよびエンゲージメントにおける市場の変化に注力した、一連の成長への

戦略上の必要事項を有している。これらが組み合わさった戦略上の必要事項は、ソフトウェアによる高い寄与に

より二桁台の収益成長を達成することをモデルとしており、より収益性の高い事業構成を牽引する。2014年度に

おいて、クラウド、アナリティクス、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティのソリューションによる収益の

合計は16％増加し、各四半期において二桁台の成長であった。戦略上の必要事項は、合計で250億ドルの収益を

生み、収益合計の約27％を占めた。ビジネス・アナリティクスの収益は、前年度比で７％増加して170億ドルで

あり、当社が顧客に対してデータから価値を引き出す手助けをしているコンサルティング事業の成長に牽引され

た。クラウドの収益は、前年度比で60％増加して70億ドルであり、パブリック、プライベートおよびハイブリッ

ドのクラウド全体におけるより高付加価値なクラウドのソリューションに対する顧客の需要が拡大したことによ

るものであった。アズ・ア・サービスとして提供されたクラウドの収益は、2014年度において約75％増加して30

億ドルであり、年間ランレート35億ドルで当年度を終えた。クラウドの収益には、顧客によるパブリック・クラ

ウド構築のためのソフトウェア、ハードウェアおよびサービスを提供する当社の基礎的提供製品が含まれる。エ

ンゲージメントでは、モバイル事業は前年度比で３倍超となり、提供製品の統合ポートフォリオにより、

MobileFirstにおいて好調な伸びがみられた。さらに、ソーシャルは、前年度比で３％増加し、セキュリティは

19％増加した。

当社は、顧客の最も重要なニーズに取り組む戦略上の必要事項やソリューションへの投資・人的資源の移行を

続けている。2014年度中、当社は収益の約６％を研究および開発に費やし、約40億ドルの設備投資を行い、将来

的に財務利益をもたらす複数の分野における活動を支援した。

以下は、その例である。

・当社の企業向けのクラウド・プラットフォーム・アズ・ア・サービスであるBluemixを発売した。

・SoftLayerのクラウド・データ・センターを世界的に拡張するための投資を行った。

・Watsonの機能を企業に導入するため、およびパートナー・エコシステムを構築するための投資を行い、コグ

ニティブ・コンピューティング市場を効果的に生み出した。

・Watson AnalyticsおよびVerseに関連するクラウド・アプリケーションの革新を導入した。

・POWER8を発売し、OpenPOWERコンソーシアムを構築した。

・エンタープライズ・モビリティーについてはAppleと、ビッグデータについてはTwitterと、クラウドについ

てはSAPおよびTencentとパートナーシップを形成した。

経常的な中核的フランチャイズには、年金事業、および最大の顧客からのメインフレームの収益等の取引事業

の高い経常的部分が含まれる。当該事業内容は年金の特性があり、多くの場合、顧客のミッション・クリティカ

ルなプロセスを支えている。これらが組み合わさった事業は、安定した収益と利益率の改善を得ることをモデル

としている。2014年度において、収益は約３％減少し、利益率は緩やかに減少した。この減少は、主にメインフ

レームの製品サイクルと為替変動の影響によるものであった。
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当社の高付加価値な取引事業は、サービスにおけるプロジェクトベース業務、取引用ソフトウェア、Power

Systemsおよびストレージといった戦略上の必要事項以外の分野を含む。これらの事業の目標は、ビジネスモデ

ルを最適化し、利益率を維持することである。2014年度において、収益は前年度比で減少し、売上総利益率は

40％超であった。業績には、当社がハードウェア事業を高付加価値なものへと再配置するために講じた移行措置

により、一部のハードウェア事業において直面した長期的課題が反映されている。

2014年度において、当社は戦略的内容に適さなくなった事業、すなわち、業界基準サーバー、カスタマー・ケ

ア関連ビジネス・プロセス・アウトソーシング・サービス、および公表されているマイクロエレクトロニクス事

業を売却した。これら３つの事業は、2013年度において計上された際に、収益約70億ドルを生み出したが、税引

前損失は約500百万ドルであった。事業売却は、収益を減少させるが、当社の収益構造をより高付加価値な移行

に沿ったものへと改善させる。

セグメントの観点からは、グローバル・サービスの収益は、報告値で3.5％減少したが、事業売却（２ポイン

ト）および為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は１％増加した。グローバル・テクノロジー・サービ

ス（GTS）は、報告値で3.7％減少したが、事業売却（３ポイント）および為替変動の影響（３ポイント）を調整

した場合は２％増加し、アウトソーシングおよびインテグレーテッド・テクノロジー・サービスにおいて伸びが

みられた。グローバル・ビジネス・サービスの収益は、3.1％（為替変動の影響を調整した場合は１％）減少

し、アプリケーション・アウトソーシングの収益は、８％（為替変動の影響を調整した場合は６％）減少した。

ソフトウェアの収益は、1.9％（為替変動の影響を調整した場合は１％）減少した。ミドルウェア収益の合計

は、報告値で増減がなかったが、為替変動の影響を除いた場合は１％増加した。システムズ・アンド・テクノロ

ジーの収益は、報告値で23.0％減少し、売却した業界基準サーバー事業（５ポイント）および為替変動の影響

（１ポイント）を調整した場合は17％減少した。業績は、System zの製品サイクルの影響ならびにPower

Systemsおよびストレージにおける減少を反映している。2014年において、当社は、システムズ・アンド・テク

ノロジー事業をより高付加価値なものへと再配置するための重大な措置を講じ、またハイエンド・システムおよ

びストレージにおける革新を牽引するためのコミットメントを強化した。

地域別の観点からみると、主要市場における収益は、報告値で4.3％減少したが、事業売却（２ポイント）お

よび為替変動の影響（１ポイント）を調整した場合は１％減少した。成長市場の収益は、前年度比で、報告値で

9.9％減少し、事業売却（３ポイント）および為替変動の影響（４ポイント）を調整した場合は３％減少した。

成長市場内では、BRICs諸国（ブラジル、ロシア、インドおよび中国）は、報告値で10.7％減少し、事業売却

（３ポイント）および為替変動の影響（３ポイント）を調整した場合は５％減少した。

連結売上総利益率は、前年度比で0.5ポイント改善して50.0％となった。営業（非GAAP）の売上総利益率は、

前年度に対して0.1ポイント増加して50.6％となった。これは主に、ソフトウェアへの事業構成の改善によるも

のであった。
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2014年度の総費用およびその他の（収益）は、前年度と比較して7.1％減少した。営業（非GAAP）の総費用お

よびその他の（収益）は、前年度と比較して6.3％減少した。前年度比での減少の要因は、おおよそ以下のとお

りであった。

 

 連結合計 営業（非GAAP）

・為替（注１） (1)ポイント (1)ポイント

・買収（注２） 2ポイント 2ポイント

・ベース費用 (8)ポイント (7)ポイント

（注１）　換算およびヘッジ・プログラムの影響を反映している。

（注２）　従前の12ヶ月間に完了した買収を含む。営業（非GAAP）では、営業外買収関連費用が控除されている。

 

計上されたベース費用には、事業の現行のランレートが反映されているだけでなく、事業売却の影響および人

員の再調整費用も反映されている。当社は、2014年度において、業界基準サーバー事業（14億ドル）およびカス

タマー・ケア事業（２億ドル）の売却に関連する16億ドルの税引前利益を計上した。2014年度の人員の再調整費

用は15億ドルであり、前年度比で４億ドルの増加であった。事業売却による利益および人員の再調整費用の影響

を除いた場合、営業（非GAAP）のベース費用は、前年度比で３ポイント減少し、これに対して報告値では７ポイ

ント減少した。ベース費用のうち、当社は、Watson、SoftLayerおよびBluemixを含む最大の機会を有する分野、

ならびにAppleのパートナーシップ等の戦略的パートナーシップの支援へと、人的資源および支出の移行を続け

ている。

継続事業による税引前利益は1.3％減少し、税引前利益率は21.5％となり、2013年度と比較して1.0ポイント増

加した。2014年度における継続事業による実効税率は、主に個別項目に関連する2013年度の税率の恩恵により、

前年度と比較して4.6ポイント増加して、2014年度は21.2％となった。継続事業による利益は、6.7％減少して

158億ドルであり、純利益率は17.0％となり、2013年度と比較して0.2ポイント減少した。非継続事業による損失

（税引後）は、2013年度の４億ドルに対して、2014年度は37億ドルであった。純利益は、前年度比で45億ドル減

少して120億ドルであった。継続事業による営業（非GAAP）の税引前利益は、前年度比で4.4％減少し、継続事業

による営業（非GAAP）の税引前利益率は、前年度比で0.3ポイント改善して22.8％であった。継続事業による営

業（非GAAP）の利益は9.0％減少して167億ドルであり、また継続事業による営業（非GAAP）の利益率は18.0％と

なり、0.7ポイント減少した。2014年度の継続事業による営業（非GAAP）の実効税率は、2013年度の17.0％に対

して21.0％となった。

継続事業による希薄化後１株当たり利益は、普通株式買戻プログラムからの利益を反映して、前年度比で

1.9％増加して15.59ドルであった。2014年、当社は、自社の普通株式71.5百万株を買い戻した。希薄化後１株当

たり営業利益（非GAAP）16.53ドルは、前年度に対して0.7％減少した。これは、主に収益の減少および税率の上

昇の影響によるものであり、株式買戻しの影響により、部分的に相殺された。非継続事業による希薄化後１株当

たり利益は、2013年度の（0.36ドル）に対して、2014年度は（3.69ドル）であった。

2014年12月31日現在、当社は、長期的に事業を支える上での財務上の柔軟性を維持した。年度末における現金

および市場性のある有価証券は85億ドルであり、2013年12月31日現在から26億ドルの減少であった。バランス

シートおよび総キャッシュ・フローの主要因は、以下のとおりであった。
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総資産は、2013年12月31日から87億ドル（為替変動の影響を調整した場合は27億ドル）減少した。これは、以

下の要因による。

　・前払年金資産の減少（34億ドル）および有形固定資産の減少（31億ドル）。これは、主に予定されている

マイクロエレクトロニクス事業の売却（24億ドル）、現金および現金同等物（22億ドル）、ならびに受取

債権合計（17億ドル）によるものであるが、以下により、部分的に相殺された。

　・繰延税金の増加（22億ドル）。

負債合計は、2013年12月31日から22億ドル（為替変動の影響を調整した場合は７億ドル）増加した。これは、

以下の要因による。

　・年金債務の増加（２億ドル）および債務合計の増加（11億ドル）。

株主持分合計は、2013年12月31日現在から109億ドル減少して120億ドルであった。これは、以下の結果によ

る。

　・主に株式買戻しによる自己株式の増加（135億ドル）、および主に年度末における退職関連債務の再測定

によるその他の包括的利益／（損失）の累計額における損失の増加（63億ドル）。これらは、以下によ

り、部分的に相殺された。

　・利益剰余金の増加（78億ドル）および普通株式の増加（11億ドル）。

当社は、営業活動からのキャッシュ・フロー169億ドルを生み出し、2013年度と比較して６億ドル減少した。

これは、主に現金課税の支払いが高い水準であったこと（17億ドル）によるものであった。投資活動に使われた

資金の純額は３億ドルであり、2013年度と比較して43億ドル減少した。これは、主に買収に使用された資金の減

少（24億ドル）および事業売却による資金の増加（21億ドル）によるものであった。財務活動に使われた資金の

純額は155億ドルであり、前年度と比較して56億ドル増加した。これは、主に債務合計からの現金受取額の純額

の減少（52億ドル）によるものであった。

2014年、当社は、継続的な変革を大幅に進め、長期的事業へと位置づけるための投資を行った。2015年１月、

当社は、2015年度において継続事業によるGAAPベースの希薄化後１株当たり利益が、14.35ドルから15.10ドルの

範囲、および希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP）が、15.75ドルから16.50ドルの範囲となる見込みであるこ

とを公表した。また、当社は、2015年度におけるフリー・キャッシュ・フローは、2014年度と比較して比較的増

減が見込まれないことも述べた。

2015年度第１四半期において、当社は、主に2014年度第１四半期に計上された大規模な人員の再調整費用によ

り、継続事業による１株当たり利益が一桁台半ばになることを見込んでいる。
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事業の概況

 

事業の概況についてのさらなる詳細、特に、「リスク要因」のさらなる詳細については、本報告書第一部第３

の４「事業等のリスク」を参照されたい。

 

当社は、データ、情報技術、産業やビジネスプロセスに対する深い専門性、幅広いパートナーとの協力体制や

提携を利用した統合ソリューションと製品を通じて、顧客のために価値を創出している。IBMのソリューション

は、通常、顧客が自らの事業を変革することができる新しい機能を提供することで価値を創出し、顧客のお客様

や従業員が新しい方法で関わることができるよう手助けしている。これらのソリューションは、コンサルティン

グやIT設置サービス、クラウドやコグニティブ提供製品および企業向けシステムやソフトウェアから成る業界屈

指のポートフォリオを基盤としており、これらのすべてが世界有数の研究組織により強化されている。

 

戦略

 

かつてないほどの技術変化を迎えている中、IBMの戦略は、引き続き当社の顧客のために高い価値を提供する

上での革新および継続的な牽引役の一つとなっている。

 

当社の戦略の基本理念として、以下が含まれる。

 

1．戦略上の必要事項：データ、クラウドおよびエンゲージメントは、IT業界、当社および当社の顧客の事業

を根本的に変化させている。データ量の急増が、今日の競争力を変えている。データは、世界の新しい「天然資

源」であり、産業および職業を根本的に変化させている。しかしながら、すべての天然資源と同様、データは、

アナリティクスを通じて実行可能な洞察力に変えることによってのみ、顧客の事業にとって価値のあるものとな

る。ITやビジネスプロセスをデジタルサービスとして提供するクラウド・コンピューティングは、企業が自らの

事業を改革するだけでなく、事業モデル全体および革新へのアプローチを改革する機会も提供する。モバイル技

術やソーシャル技術を含むエンゲージメントは、人々のインタラクションの方法、そして仕事の処理方法を大幅

に変えている。最終的に、これらのすべての変化が、プライバシーや行動の完全性を確保するために、高いセ

キュリティ水準により支えられ、保護されている。これらの３つのインペラティブ、すなわち、データ、クラウ

ドおよびエンゲージメントは、今日のIBMの戦略や将来における展望の基盤となっている。

 

2．当社固有の強み：現在企業で稼働中のシステムにおいて新しい技術を加えることができるという当社の能

力は、IBMの主要な付加価値サービスであり、市場における差別化要因となっている。今日において顧客がIBMに

対して求めているのは、単なる新しい技術の採用ではなく、顧客の既存のシステムに新しいソリューションを融

合させることである。当社では、この「融合」をハイブリッド・クラウドと呼んでおり、IBMは顧客に対して独

自にこの価値を提供することができる。
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3．より高い事業価値への移行：顧客は、IBMに対して単なる技術の提供ではなく、経営課題や機会の解決を求

めている。当社の数十年にわたる発展、すなわちハードウェアからソフトウェアやサービスへの発展、そして本

格的なビジネスソリューションへの発展の増大には、こうした顧客のニーズを満たすための重要な移行が反映さ

れている。IBMは、顧客にとって必要不可欠となる幅広い統合された提供製品と産業に関する専門性を融合して

おり、高付加価値を提供している。

 

1．当社の戦略上の必要事項

データ：産業および職業の変革

モバイル・デバイスやソーシャル・メディアの普及、また実質的に事業のすべての側面における技術の投入に

より、データは世界の新しい天然資源とされている。しかしながら、データは、強力なアナリティクスがなけれ

ば、単なるデータに過ぎない。

すべての産業や企業は、急増する利用可能なデータから新たな洞察力を得ようと努力しており、これは現在の

競争力の新しい土台となっている。企業の競争力は、実行可能かつ付加価値をもたらす洞察力へとデータを変容

させる高度なアプローチを適用することにより高まる。人々が周囲の世界を理解するために日常的に使用してい

るものと同一のコグニティブ・プロセスが反映されているコグニティブ・コンピューティングの誕生により、人

間と情報の関係は著しく変化している。コグニティブ・システムは、専門家コミュニティーの言語およびプロト

コルを習得し、操り、また自然言語で意思疎通を図ることができる。

IBMは、ビッグデータおよびアナリティクス機能を構築するために、30件超の買収に対する170億ドルを含む、

260億ドル超を投資している。IBMの研究支出のうち３分の１が、データ、アナリティクスおよびコグニティブ・

コンピューティングに焦点を当てている。

2014年において、IBMは、ビジネス・アナリティクスにおいて約170億ドルの収益を計上し、当社はコグニティ

ブ・コンピューティングの革新を開発し、商品化するためにWatson Groupを設立した。当社は、Watsonに対して

10億ドルを投資した。これには、Bluemix上のWatson Developer Zoneを通じたコグニティブ・アプリケーション

構築のスタートアップを支援するためのベンチャー投資100百万ドルが含まれる。また、当社は、Watsonエコシ

ステムを通じてWatsonをより広く利用できるようにした。Watsonエコシステムは、次世代のコグニティブ・アプ

リケーション構築を追及する160名超のパートナーと約4,000名超の将来のパートナーを有するまでの規模に成長

した。IBMは、予測およびビジュアル分析を行う強力なツールへの即座なアクセスを企業に提供する、自然言語

ベースの画期的なコグニティブ・サービスであるWatson Analyticsも発売した。Watson Analyticsを通じて、

IBMはデータ科学者のみならず、エンド・ユーザーに対してもアナリティクスを広げている。IBMの目標は、すべ

ての事業の専門家が、新しいデータ形式に加えて、高度なコグニティブによる予測アナリティクスを利用できる

ようにすることである。

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

 82/508



さらに、2014年において、当社は、主要な提携を築くことにより、大胆な措置を講じた。データ・スペースに

おいて、当社は、IBMのクラウドベースのアナリティクス、カスタマー・エンゲージメント・プラットフォーム

およびコンサルティング・サービスへとTwitterの莫大なデータストリームを統合するために、Twitterとの画期

的なパートナーシップを公表した。企業は、新しい強力な方法によりツイッターのデータを活用することによっ

て、顧客心理をより深く理解することができ、傾向や市場の突然の変化を予測することができる。また、この機

能により、顧客は、自らのクラウドサービスやモバイル・アプリケーションにTwitterのデータを統合すること

ができる。

 

クラウド：ITの再発明

クラウドは、デジタル革命の中心にある。この革命に影響を受けない企業はなく、急速な変化が生じている。

企業は、クラウドを利用してITおよび事業プロセスをデジタルサービスへと変革することで、クラウドによる

利益を享受している。クラウドによりいかにしてインフラストラクチャーの共有が可能になるかについて多くの

記述があるが、これらは事実である。しかしながら、実際にクラウドから得られる成果は遙かに重大なものであ

る。技術バリューチェーンの上下においてより高い基準を強いることにより、新しい製品やサービス、そして事

業モデル全体でさえも、数ヶ月あるいは数年先ではなく、数週間後に創造することができる。

クラウドは、革新の促進剤となる。当社は、クラウドに関連する18社超の企業を買収するために80億ドル超の

投資を行っており、また世界中で40のデータ・センターにグローバル拠点を拡大するために10億ドル超の投資を

行っている。IBMは、現在、120超のソフトウェア・アズ・ア・サービス（SaaS）製品を提供しており、IBMのク

ラウドは、フォーチュン500(Fortune 500)の上位25社中24社をサポートしており、2014年度におけるクラウド

ベースのソリューションにおいて70億ドルの収益を達成した。

・SoftLayerは、IBMの幅広いインフラストラクチャー・アズ・ア・サービスのポートフォリオの基盤である。

SoftLayerは、ベアメタル、プライベート・クラウドおよびバーチャル・サーバー・インスタンスを提供し

ており、これまでに類のないパフォーマンスとともに、数多くの異なるワークロードを扱うことが可能にな

る。SoftLayerは、巨大な容量を処理できるビルトインされたプライベートネットワークを提供し、ユー

ザーが、データのアクセスおよびロケーションを制御しながら、パブリック・ネットワークとプライベート

ネットワークを分離することができる。

・Bluemixとは、IBMのプラットフォーム・アズ・ア・サービスであり、Cloud Foundryのオープン・スタン

ダードの基盤に基づいて構築され、SoftLayerのクラウド・インフラストラクチャーを搭載している。

SoftLayerは、統合されたプラットフォームにより、開発者に対してクラウドベースのサービス、APIおよび

有数の第三者サービスを提供している。Bluemixにより、例えばモバイル、ウェッブ、ビッグデータおよび

アナリティクスのクラウドにおいてアプリケーションを構築するために、異なるツールを組み合わせること

も可能になる。
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・IBMクラウドの市場は、当社のクラウド機能の膨大なポートフォリオを融合し、開発者、ITおよびビジネス

リーダーに対して、セルフサービスのデジタル体験を提供している。ビジターは、IBMや適格な第三者ベン

ダーから増大しているクラウド機能のポートフォリオにアクセスすることができる。あらかじめ装備された

APIおよびハイブリッド・オプションを含むオープンな統合により、企業統合および構成可能な事業モデル

が可能になる。

IBMクラウドは、企業向け環境において最も有力な選択肢であり、セキュリティ、パフォーマンスおよびス

ケーラビリティにおいて他に類をみない水準を提供する。この結果、2014年度において、IBMは、IBMのクラウド

上でビジネス・アプリケーションを実行するために、SAPと戦略的提携を結んだ。

 

エンゲージメント：再考作業

データへのソーシャル、モバイルおよびこれまでに類のないアクセスは、個人や企業がどのように連携するか

について変化をもたらしている。新しいクラスの顧客、すなわち、知識を身につけており、ネットワークにより

価値が高まり、情報共有と引き換えに価値を求める顧客が現れるようになった。企業は、より個人的なインタラ

クションを通じて、こうして新たに台頭してきた顧客に関わるための体系的な手法を創造しなければならない。

IBMは、こういった新しいインタラクションの形態を「エンゲージメント」と呼んでおり、これにはソーシャ

ル・コラボレーションやモバイルが含まれ、いずれも高いセキュリティにより支えられている。

2014年度において、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティのポートフォリオは二桁台の成長となり、モバ

イルの収益は2013年度と比較して３倍超であり、セキュリティ収益は19％増加し、ソーシャル・ビジネスは３％

増加した。さらに、IBMは、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティに関連する23社を買収した。

モバイルの分野では、IBMとAppleは、今日のエンタープライズ・モビリティーを変革するために歴史的なパー

トナーシップを形成した。同時に、IBMとAppleは、企業環境において個人アプリケーションの利便性を高めるた

めに協力している。両社は共に、個々の労働者のニーズを対象とし、産業の長年における課題の解決を手助けす

る、産業に特化したアプリケーションの第一波を市場においてもたらしている。

さらに、IBM MobileFirstは、顧客およびパートナーが業界最高水準のモバイル・ソリューションを提供し、

より多くの商業上の機会を活用し、優れた顧客体験を提供できるようにする統一的な手法であり続けている。

ソーシャル・コラボレーションの分野では、IDCは、2014年において、エンタープライズ・ソーシャル・ソフ

トウェアの世界マーケット・シェアのトップとして、５年連続でIBMを指名した（注）。さらに、IBMアナリティ

クスと高度検索が搭載されたIBM Verseは、業務時間を管理するための新しいクラウドベースのメッセージおよ

びソーシャル・コラボレーション・ソリューションである。IBM Verseは、ソーシャルネットワーキング、会

議、チャット、文書やメール全般において、シームレスなユーザー体験を提供し、モバイル・デバイスまたは

ウェッブ上で、数々の知的でセキュリティ機能の充実している、参加型のソーシャル・アプリケーションを提供

する。

セキュリティは、役員レベルの問題である。また、データ、クラウドおよびエンゲージメントの継続的な成長

に対する成功への鍵でもある。企業やそのお客様は、参加の条件として、これらの活動の安全性が確保されるこ

とを要求している。
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現代のセキュリティ脅威に対する重要性、高度性および複雑性は、増大している。モバイル・デバイス、ソー

シャル・メディアやクラウドにおけるデータの急増により、データ侵害はより顕在化してきており、規模も拡大

している。IBMセキュリティのソリューションは、リアルタイムでの攻撃を特定し、阻止するための高度なアナ

リティクスを用いており、当社の顧客の情報、プロセスや人々を保護している。

IBMセキュリティは、当社の顧客に対して、ハイエンドのコンサルティング、詐欺・脅威からの高度な防御、

IDとアクセス管理、アプリケーションとデータのセキュリティ、モバイルとクラウドのセキュリティ、ネット

ワークやエンドポイント保護をクラウドのサービスについて提供している。

(注)IDCワールドワイド・エンタープライズ・ソーシャル・ネットワーク2014年-2018年予想および2013年ベン

ダー・シェア、2014年7月23日。

 

2．当社固有の強み

データ、クラウドおよびエンゲージメントは、技術や事業環境を変化させている強力な要因である。しかしな

がら、企業の顧客は、さらに多くのことを必要としている。企業が完全な価値を捉えるためには、この新しいグ

ローバルな技術と現在事業を運営している既存のシステムを融合させる必要がある。当社は、この組み合わせを

ハイブリッド・クラウドと呼んでいる。

これらの世界を融合しない場合、こうした新しい技術は企業内で「孤立」することになる。例えば、ソーシャ

ル・メディア・プラットフォームに対して投資している事業が、個々の顧客の心理に関与し、これを捉えること

が挙げられる。これらは、有意義な相互作用となるが、ソーシャル・メディアのインタラクションと、既存のシ

ステムにおいて保管されている顧客の購入履歴とエンゲージメントの記録を組み合わせた場合、個々の顧客の

ニーズや要望に関するより深い洞察力を得られる。これらの洞察力を組み合わせることにより、企業は、当該顧

客に関連した有意義な形によりインタラクションを個人に特化させることができる。

IBMは、ITの既存の世界および新しい世界の双方における非常に優れた強みにより、顧客に対してこのハイブ

リッドな世界を独自に提供している。

IBMは、顧客のミッション・クリティカルなプロセスを支援しており、企業にとって「信頼できる」プラット

フォームであり続けている。例えば、上位100行の銀行および上位25店舗の米国小売店のうち90％超がIBMのシス

テムを稼働している。さらに、フォーチュン100社のうち約半数がIBMにIT業務を委託している。当社のエンター

プライズ・コンピューティングにおけるリーダーシップは、戦略的パートナーシップの基盤を提供している。こ

れは、大手企業がIBMとの連携を望んでいるためであり、2014年に公表されたApple、SAP、Twitterおよび

Tencentとのパートナーシップからも明らかである。

IBMは、データ、クラウドおよびエンゲージメントの新しい世界における当社の強みを組み合わせることで、

市場において固有かつ重要な機能を提供している。
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3．より高い価値への移行

技術そのものは、事業に対する価値を創出しない。事業は、技術により顧客やエコシステムとのより豊かなイ

ンタラクションが促進され、より深い洞察力が引き出され、またより迅速な行動が可能になることで目標を達成

することができる。

IBMは、顧客に対してより高い水準の事業価値を提供するというミッションを継続的に発展させてきた。主に

ハードウェア会社として始まったIBMは、より高い価値を付加するためにソフトウェアやサービスの豊富な製品

ラインを追加してきた。

IBMのこの変革の次の段階は、当社の顧客に対して高付加価値なソリューションを提供することで、あらゆる

製品ラインを実現することである。例として以下が含まれる。

・IBMカスタマー・データのソリューションを通じて、顧客の減少率を減らすための予測アナリティクスを使

用すること。

・IBM Counter Fraudのソリューションを通じて支払が行われる前に不正請求を検出すること。

・IBMのPredictive Asset Optimizationのソリューションにより、異常を早期検出することで費用がかかる臨

時の機器のダウンタイムを阻止すること。

当社が高付加価値へと発展を続けるための新たな手段を講じる上で、統合ソリューションへの注力は、IBMを

顧客にとってより強力なパートナーにする。

 

要約

IBMの過去100年余りにおいて不変であったのは、変化の激しい業界において当社を継続的に変革させる必要性

であった。当社の業界、顧客およびIBM自体が、このような基礎的な変革の渦中にある。

当該変革とは、これまでに類のない成長および約束への変革であり、以下のとおりである。

・アナリティクスおよびコグニティブ・コンピューティングにおける発展を通じて、人間の行動に関する並外

れた洞察力を提供する技術を約束すること。

・企業が技術そのものではなく、技術の利用にさらに注力できるようにするために、クラウドが革新の促進剤

となるよう約束すること。

・より豊かで個人に特化した手段により、企業が顧客、従業員およびビジネス・パートナーと関与できるよう

約束すること。

・すべてのインタラクションの完全性を保護する一助として、セキュリティをすべてにおいて強調すること。

当社は、顧客およびIBMの成長や価値に対する展望に期待を高めており、顧客が将来のために事業を変革でき

るようその一助となることを望んでいる。
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ビジネスモデル

当社のビジネスモデルは、２つの主な目標達成を支えるために構築されている。すなわち、ビジネスに関する

見識およびITソリューションの応用を通じて企業顧客がより革新的となり、効率性および競争力を増すこと、そ

して、株主に対して長期的バリューを提供することを手助けすることである。上記のようなビジネスモデルが、

顧客に提供するバリューを基礎として、優れた長期的成長および収益性の見込みがある機能および技術に対する

戦略的投資を通じ長期にわたり開発されてきた。

当社のグローバルな機能は、サービス、ソフトウェア、システム、基礎研究および関連したファイナンシング

を含む。この幅広い様々なビジネスおよび機能の構成は、組み合わされ、当社の顧客に統合されたソリューショ

ンを提供している。

このビジネスモデルは、ダイナミックであり、常に変化し続ける市場および経済環境に適応している。当社

は、引き続き特定の事業を売却し、高付加価値の分野における地位を、戦略的な内部投資や買収により強化し

た。さらに、当社は、自社を全般的な生産性が改善されたグローバルに統合された企業に変革し、また重大な長

期的機会を有する市場に対する投資を牽引し、参加を拡大している。このビジネスモデルは、当社の財務モデル

に支えられており、長期的に高い利益、良好なキャッシュ・フローおよび株主への利益還元を可能としている。

 

事業セグメントおよび機能

当社の主要な事業は、以下の５つの事業セグメントで構成される：グローバル・テクノロジー・サービスおよ

びグローバル・ビジネス・サービス（当社において総称してグローバル・サービスという）、ソフトウェア、シ

ステムズ・アンド・テクノロジー、ならびにグローバル・ファイナンシング。

 

グローバル・サービスは、顧客に対してITインフラストラクチャーならびにビジネスに対する識見およびソ

リューションを提供するという当社の戦略の重要な構成要素である。ソリューションには、しばしば業界を主導

するIBMのソフトウェアおよびシステムが含まれるが、顧客のソリューションに必要な場合、他の供給業者の製

品もまた利用される。グローバル・サービス・セグメントの外部収益の約60％が年金型の収益であり、主にアウ

トソーシングおよびメンテナンスの取決めによるものである。グローバル・サービスの受注残高は、それぞれの

年初において堅調な収益ベースをもたらしている。グローバル・サービス内には、２つの報告対象セグメントが

ある。それらは、グローバル・テクノロジー・サービスおよびグローバル・ビジネス・サービスである。

 

グローバル・テクノロジー・サービス（「GTS」）は、主にITインフラストラクチャーおよびビジネス・プロ

セス・サービスを提供しており、グローバルなデリバリーモデル内で独自の技術およびIP統合サービスを通じ

て、顧客のためにビジネスバリューを創造している。IBMの世界的な規模、スキルおよび技術から得られる識見

および経験を最大限活用し、またIBM研究所からの応用革新により、顧客は改善された生産性、柔軟性、費用お

よび成果でもって最先端で高品質なサービスを手に入れることができる。
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　GTSの機能

戦略的アウトソーシング。改善された品質、柔軟性、リスク管理および財務的価値を継続的に提供するため

に、顧客の既存のインフラストラクチャーを変革するための包括的なITアウトソーシング・サービスを提供して

いる。当社は、事業目的を達成するための高い性能性、革新および機能向上を提供するためにIBMのシステムお

よびソフトウェアからの新しい技術力（クラウド・コンピューティング、アナリティクスおよび仮想化を含む）

を十分に引き出す機能でもって、サービス管理および技術における長年の専門性を統合している。

 

グローバル・プロセス・サービス。戦略的アウトソーシングに含まれ、プロセシング・プラットフォームおよ

びビジネス・プロセス・アウトソーシングを含む標準化ソリューションから変革ソリューションまで幅広い製品

を提供している。こうしたサービスは、顧客のビジネスプロセス、アプリケーションおよびインフラストラク

チャーに対する戦略の変更や、それらの運営を通じて顧客に事業成績の改善を提供する。グローバル・プロセ

ス・サービスは、2015年始めにグローバル・ビジネス・サービスに統合される。

 

インテグレーテッド・テクノロジー・サービス。コストを削減し、効率性、柔軟性および生産性を促すことに

より、顧客が自らのIT環境を変化させ、最適化することを可能とする、プロジェクトベースのポートフォリオお

よびマネージド・サービスを提供している。標準化されたポートフォリオは、主要な資産および特許権を有する

ソフトウェアの周辺に構築され、ベスト・プラクティスならびに供給、セキュリティおよび法令遵守の予測品質

を確かにする実績のある手法を組み込んでいる。

 

クラウド。顧客が自らのプライベート・クラウドを構築できるよう手助けすることから、カスタマイズされた

専用マネージド・クラウドの構築、SoftLayerおよびCloud Managed Servicesの提供製品による標準化クラウ

ド・インフラストラクチャー・サービスの顧客による活用、プライベートのワークロードとパブリックのワーク

ロードを連携させたハイブリッドな環境の構築に至るまで、一連の包括的なクラウドサービスを提供している。

このクラウド提供製品のポートフォリオは、GTSの事業部門全体に及ぶ。

 

技術支援サービス（メンテナンス・サービス）。顧客のITインフラストラクチャーのメンテナンスと利用可能

性を改善するための製品メンテナンスからソリューション・サポートまでの一貫したサポート・サービスを提供

している。
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グローバル・ビジネス・サービス（「GBS」）のミッションとは、２つの主要な事業分野、すなわち、コンサ

ルティング＆システム・インテグレーションおよびアプリケーション・マネジメント・サービスにわたって、当

社の顧客に対して予想可能な営業成果を提供することにある。これらの専門的サービスは、業界およびビジネス

プロセスに関する専門知識を利用したソリューションを通じて、顧客に対してビジネスバリューと革新を提供し

ている。GBSの役割は、IBMのコンテンツおよびソリューションを統合することへの取組みを牽引し、当社の戦略

上の必要事項の進展を促すことである。顧客がビッグデータ、ソーシャル・コンピューティングおよびモバイ

ル・コンピューティングといった市場傾向に応じて変化するため、GBSは、これらの技術を顧客が利用できるよ

うにすることで、顧客がお客様との関係を改革し、事業運営に利用している内部プロセス、データおよびアプリ

ケーションにおける有効性や効率性に関する新たな基準を実現できるようにしている。

 

　GBSの機能

コンサルティング＆システム・インテグレーション。ストラテジー・アンド・トランスフォーメーション、ア

プリケーション・イノベーション・サービス、エンタープライズ・アプリケーションおよびスマーター・アナリ

ティクスにおけるソリューションでもって、顧客価値を提供している。また、コンサルティングは、スマー

ター・コマース、クラウド、モバイルおよびソーシャル・ビジネスを牽引する顧客向けソリューションを流通さ

せることにも重点を置いている。

 

アプリケーション・マネジメント・サービス。パッケージ化されたソフトウェアならびにカスタム・アプリ

ケーションおよびレガシー・アプリケーションに関するアプリケーション管理、メンテナンスおよびサポート・

サービスの提供。当社のアプリケーション・テスティングおよびアプリケーション・モダナイゼーション、クラ

ウドのアプリケーション・サービス、当社の高度に分化した世界中の統合機能モデル、業界に関する知識ならび

にアプリケーション・マネジメントの標準化および自動化を通じてバリューを提供する。

 

ソフトウェアは、主にミドルウェアおよびオペレーティング・システム・ソフトウェアから成る。ミドルウェ

ア・ソフトウェアは、業績改善、重要な問題解決および業界内で競争上の強みを得るために、顧客が標準のソフ

トウェア・プラットフォーム全体においてシステム、プロセスおよびアプリケーションを統合することを可能に

させる。IBMのミドルウェアは、オープンな基準に従って設計されており、異なる手法により開発された異なる

時期に実現された異なるビジネス・アプリケーションを効率的に統合することを可能としている。オペレーティ

ング・システムは、コンピューターを稼働させるソフトウェア・エンジンである。外部ソフトウェア・セグメン

ト収益のうち、約70％は、年金型であり、経常的なライセンス料、「アズ・ア・サービス」として販売されるソ

フトウェアおよび継続的な契約後サポートから得られるものによる。残りの収益は、顧客が１度の前金支払額を

払うことにより、永久のライセンスを得ることができることを内容とする単発の課金（「OTC」）の取決めに関

係している。通常、OTCソフトウェアの販売の取決めには、１年間の契約後サポートが含まれている。また、顧

客は、１年後に継続的に契約後サポートを購入することもでき、これには不特定の製品のアップグレードおよび

技術サポートが含まれている。
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　ソフトウェアの機能

ウェブスフィア(WebSphere)。組織が、高性能のビジネス・アプリケーションを運用できる機能を提供してい

る。こうしたアプリケーションにより、顧客は変化する状況に対応するために必要な柔軟性および俊敏性でもっ

て、自らの組織全体におけるビジネスプロセスの統合および管理を行うことができる。サービス指向アーキテク

チャー（「SOA」）上に構築され、クラウド、モバイルおよび社会的相互作用へのオープン・スタンダードなサ

ポートにより、ウェブスフィアのプラットフォームは、企業が業績を伸ばし、主要な顧客との相互作用を最適化

することを可能にさせる。スマーター・コマースのソフトウェアは、バリューチェーンの各段階をより良く管

理・改善させ、また収益性の高い伸び、効率性および増大する顧客ロイヤルティへの機会を十分に利用すること

を手助けする。

 

情報管理(Information Management)。顧客が、競争上の優位を得るため、そして営業成果を向上させるために

多種多様なソースから莫大なデータ量を統合、管理および分析することを可能にさせる。この手法により、顧客

は自身のデータから真の価値を引き出すことができ、より良い経営上の意思決定を行うために利用することがで

きる。IBMのミドルウェアおよび統合ソリューションは、高度なデータベース管理、情報統合、データ・ガバナ

ンス、企業コンテンツ管理、データ・ウェアハウジング、ビジネス・アナリティクス、ビジネスインテリジェン

ス、予測解析およびビッグデータ・アナリティクスを含む。

 

Watson Solutions。自然言語で交流し、莫大なビッグデータ量を処理し、人とコンピューターとの交流から学

習する能力を有する、初の商用コグニティブ・コンピューティング・プラットフォームである。Watsonは、アド

バイザーとして、莫大なデータ量を選別し、理解することができ、今までにないスピードおよび正確性による洞

察を提供する。

 

チボリ(Tivoli)。エンド・ツー・エンドの事業運営全体において、より高度な可視性、管理および自動化を通

じて、顧客がインフラストラクチャーおよび技術資産から得る価値を最適化する手助けをする。こうした資産管

理のソリューションは、クラウドおよびデータ・センターの管理、エンタープライズ・エンドポイントおよびモ

バイル・デバイスの管理、資産と施設の管理、およびストレージ管理のための統合サービス・デリバリーを発展

させている。チボリには、企業のあらゆる側面の安全性を高め、セキュリティ違反を阻止することができる単一

のセキュリティ・インテリジェンスのプラットフォームを顧客に提供しているセキュリティ・システムのソフト

ウェアが含まれる。

 

ワークフォース・ソリューション(Workforce Solutions)。コラボレーション、メッセージングおよびソー

シャル・ネットワーキング・ソフトウェアを通じて企業が人々と結びつくこと、ならびにより効果的なコミュニ

ケーションおよび生産性の増加を処理することを可能とする。最前線のコラボレーション・ツールを維持するこ

とにより、IBMのソーシャル・ビジネス製品群は、組織がソーシャルネットワーキングに関係がある真の恩恵を

享受すること、またより効果的で効率的な労働力の創出を手助けする。
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ラショナル(Rational)。DevOpsおよびスマーター製品開発を支える製品ポートフォリオおよびソリューション

により、ITおよび複雑な組込みシステム・ソリューションの両方のソフトウェア開発を支援し、ソフトウェアを

通じた革新を提供するために、事業部門、開発および業務の連携方法を変革している。

 

モバイル(Mobile)。ミドルウェアにわたっており、プラットフォームおよびアプリケーション開発全体におい

て真のエンド・ツー・エンドのモバイル・ソリューション、モバイル・セキュリティならびにモバイル・デバイ

ス管理を顧客に提供している。強力なアナリティクスおよび利用データを最大限に活用することにより、顧客

は、取引先および従業員に対してより魅力的なインタラクション能力を得ることができ、これにより、取引先お

よび従業員との接点を増やすことができ、関係強化につながる。モバイル提供製品は、協力関係の強化、知識共

有の向上および対応スピードの改善を通じて、従業員の生産性を向上させる能力を提供する。

2015年１月、当社は、主要な機能および人的資源をより効果的に戦略上の必要事項に一致させる目的で複数の

変更を行った。これらの変更により、当社は顧客の重要な課題により迅速に対応し、より高い価値を牽引するこ

とができる。ソフトウェア全体において、当社は成長を捉え、かつ革新を継続的に牽引するために、ポートフォ

リオを移行している。当社が2014年にWatsonにおいて実施した措置と同様、アナリティクス、セキュリティおよ

びコマースに重点を置き、顧客に対する統合ソリューションの提供において迅速性や敏捷性を改善するためにソ

フトウェア資産を用いる。

 

システムズ・アンド・テクノロジー（「STG」）は、高度アナリティクスの活用から、クラウドによるデジタ

ルサービス提供への移行、およびモバイル・トランザクション処理の保護までと、データ、クラウドおよびエン

ゲージメントの新しい要件を満たす一助となる革新的なインフラ技術を顧客に提供している。システムズ・アン

ド・テクノロジーのサーバーおよびストレージの売買取引の約半分は当社のビジネス・パートナーを通じたもの

であり、残りは直接エンド・ユーザーである顧客と行われたものである。加えて、システムズ・アンド・テクノ

ロジーは、第一級の半導体技術、製品およびパッケージング・ソリューションをIBM自身の先進技術のニーズに

応えるために提供している。

 

　システムズ・アンド・テクノロジーの機能

サーバー。事業、組織および技術計算アプリケーションの機能、セキュリティ、スピードおよび処理能力の

ニーズに対応するために設計された、幅広い高性能なシステム。System x業界基準サーバー事業の売却後、ポー

トフォリオには、データ、取引および洞察力を統合するための信頼できる企業プラットフォームであるSystem

z、ビッグデータ用に一から設計され、スケールアウトのクラウドおよびLinux用に最適化されたシステムである

Power System、そしてOpenPOWERによるオープンイノベーションの提供が含まれる。当社は、IBM POWERアーキテ

クチャーに基づき、高性能な計算ソリューションを開発する業界トップの会社のグループであるOpenPOWER

Foundationの創立メンバーでもある。
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ストレージ。データ・ストレージ製品およびソリューションは、顧客が、急速に成長を遂げる複合的なデジタ

ル情報量を保持し、管理することを可能とさせる。これらのソリューションは、データ・デデュプリケーション

（重複除外）、利用可能性および仮想化を含む情報の保存および保管、セキュリティ、コンプライアンスおよび

ストレージの最適化に関する顧客の重要な要求に対応している。ポートフォリオは、幅広いソフトウェアで定義

されたストレージのソリューション、ディスクやテープのストレージ・システム、およびフラッシュのストレー

ジやソリューションから成る。

 

技術。当社がシステムにおけるリーダーシップを維持するためには、当社の顧客に対して重要な革新を牽引す

る半導体や材料科学の研究開発に対する継続的な投資が必要である。2014年において、当社は、マイクロエレク

トロニクス事業および製造事業を売却する内容の最終契約を公表した。当該取引は、2015年に完了する見込みで

ある。

 

グローバル・ファイナンシングは、当社が専門性を有する分野においてファイナンシングのソリューションを

提供することにより、IBMの顧客による情報技術システム、ソフトウェアおよびサービスの取得を容易にする。

ファイナンシングの取決めは、エンド・ユーザーの事業運営に必要不可欠な製品またはサービスにおいて圧倒的

な部分を占める。これらのファイナンシング契約は、包括的な信用評価後に締結され、法的な契約により保証さ

れる。グローバル・ファイナンシングは、専門の金融業者として、顧客ベースについての深い知識を有してお

り、また融資された製品やサービスに関する明確な知見を有しているという双方の利点を生かすことができる。

これらの要因により、事業は、ファイナンシングに伴う信用および残存価値という２つの主要なリスクを効果的

に管理することができ、他方で堅調な株主資本利益率を生み出すことができる。また、グローバル・ファイナン

シングは、IT資産の製品サイクルの様々な段階、すなわち、初期購入や技術のアップグレードから資産処分の決

定に到るまでを通じて、当社の顧客と長期的なパートナーシップも維持している。

 

　グローバル・ファイナンシングの機能

クライアント・ファイナンシング。エンド・ユーザーおよび社内の利用者に対する最大７年間のリースおよび

ローン融資。融資資産は主に、当社が専門性を有するIT製品やサービスである。内部向けファイナンシングの

大部分は、グローバル・サービスの長期クライアント・サービス契約を支援するためのものである。グローバ

ル・ファイナンシングはまた、主に資金管理の目的のために、当社の売掛金のうち選別されたもののファクタ

リングを行う。すべての内部向けファイナンシングの取決めは、独立当事者間での利率により市場の状況に基

づいて行われている。

 

コマーシャル・ファイナンシング。IBMおよびOEM製品のディーラーおよび再販業者に対する短期在庫品金融お

よび売掛金担保融資。
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リマニュファクチャリングおよびリマーケティング。リース取引の終了後に返却される中古機器、あるいは内

部または外部で購入された余剰機器。こうした資産は修理再生されるか、またはアップグレードされ、外部ある

いは内部の新規または既存の顧客に販売もしくはリースされる。外部に対して再販された機器の収益は、顧客お

よび再販業者に対する販売またはリースを表し、内部に対して再販された機器の収益は、主にシステムズ・アン

ド・テクノロジーおよびグローバル・サービスに対して内部的に販売された中古機器を意味する。システムズ・

アンド・テクノロジーはまた、グローバル・ファイナンシングから購入した機器を外部の顧客に対しても販売す

る場合がある。

 

IBMの世界的な組織

下記の全世界にわたる組織は、IBMがその顧客にバリューを提供する際に主要な役割を果たしている。

 

　・販売・流通組織

　・研究・開発および知的所有権

　・統合サプライチェーン

 

販売・流通組織

IBMは、グローバルかつ大規模の存在であり、175以上の国々で営業を行っており、その収益は、日増しに地理

的に広範囲に分布している。当社の販売・流通組織は、世界規模のIBMの事業範囲を有しており、国別にベース

を持つ専門の営業ユニットが顧客に固有の価値および優れた体験を提供することに注力している。これらのユ

ニット内で、顧客関係の専門家が、コンサルタント、製品専門家および納品完了の統合されたチームと連携し、

顧客の事業の成長や革新を可能にさせている。これらのチームは、顧客のビジネスやニーズを理解し、そしてソ

リューションを開発し、実装するためにIBM全体から、そして広範にわたるビジネス・パートナーとのネット

ワークから機能を集結させることにより、価値を提供している。

グローバルな専門知識と地域毎の経験を組み合わせることにより、IBMの地域的な構造は、地域毎の顧客に専

門に注力する経営、新しい市場機会に対応するスピード、そして新興の機会に対する時宜を得た投資を可能とし

ている。地域のユニットは、業界に熟練した人材を擁して、顧客の課題に対応している。IBMは、中堅企業の顧

客の部門に、その業界のマーケティングに関する機能、インサイド・セールスおよびその地域のビジネス・パー

トナーの資源を利用することにより、機能を提供している。

当社は、中国、インドならびに東南アジア、東欧、中東、アフリカおよびラテン・アメリカの国々における主

要な成長市場において、長期機会を捉えるための継続的な投資を行う。当社の主要市場には、G7であるカナダ、

フランス、ドイツ、イタリア、日本、米国および英国に加え、オーストリア、バハマ、ベルギー、カリブ地域、

キプロス、デンマーク、フィンランド、ギリシャ、アイスランド、アイルランド、イスラエル、マルタ、オラン

ダ、ノルウェー、ポルトガル、スペイン、スウェーデンおよびスイスが含まれる。
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研究・開発および知的所有権

IBMの研究・開発(R&D)事業活動は、競合他社との差別化に貢献している。IBMは、年間で、収益合計の約６％

を研究・開発に投資しており、高成長率かつ高付加価値の事業機会に集中させている。IBM研究所は、顧客およ

び世界中の研究所を通じた当社の事業部門と短中期的な革新に取り組んでいる。IBM研究所は、毎年、数多くの

技術をIBMのポートフォリオに寄与しており、顧客が最も厳しい課題に取り組めるよう手助けしている。IBM研究

所は、ナノテクノロジーから将来のシステム、ビッグデータ・アナリティクス、セキュアクラウド、そして「認

知的」学習システムであるIBM Watsonまでに及ぶ、科学技術の限界も探求している。

また、IBM研究所は新しい機能およびソリューションを提供することにより、IBMのサービス関連事業の差別化

を図ることにも注力している。IBM研究所は、公開会社の中で世界最大規模の数学部門を有しているため、IBMは

独自の分析的ソリューションを創造し、最も困難な課題について顧客と積極的に取り組むことができる。

2015年２月、当社は、新しいIBM研究所を南アフリカに置くことを公表した。これにより、世界で13番目のIBM

研究所となる。

2014年、IBMは22年連続で、米国において他の企業と比較して最も多くの特許を取得した企業となった。2014

年度においてIBMが付与された特許数7,534件は、当社がクラウド、ビッグデータ、アナリティクス、セキュリ

ティ、ソーシャルおよびモバイルで代表される新たな機会において競合し、リードできる大幅な革新に備えた多

様な発明が占めている。また、これらの発明は、機械がより自然な方法で学習し、論理的に考え、また人々と交

流することができる新しいコグニティブ・システムの時代をも前進させる。これは、これまで単年で１社に対し

て付与された米国の特許数の中で最も多い件数であった。

当社は、引き続き、革新のために知的財産（IP）保護の努力を行い、同時に知的財産におけるその主導的地位

を利用するために設計されたその他の取組みに対する注力を増していく。IBMが達成した技術的な進歩の一部

は、IBMの製品に独占的に使用されるが、その他については当社がライセンスを供与し、ライセンスを付与され

た者のIBM製品またはその者の製品において使用される。当社の様々な専有知的財産権は当社の成功にとって重

要なものであるが、IBMは、その事業全体は、いずれの特定の特許権もしくはライセンス、またはいずれか特定

の特許権群もしくはライセンス群に大きく依存してはいないと考えている。IBMは、多数の特許を所有している

か、またはそれらのライセンスを供与されており、それらの期間は製品により異なる。
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統合サプライチェーン

IBMは、広範な統合サプライチェーンを有しており、グローバルに材料およびサービスを調達している。ま

た、2014年に、当社はグローバル・プロセス・サービスの組織を通じて顧客のために約218億ドルの調達費の管

理も行った。供給、製造およびロジスティクス業務は、現在１つの営業ユニットに統合されており、それにより

在庫が徐々に最適化された。内部過程の簡略化および能率化は、販売員の生産性および営業の効果と効率性を改

善した。サプライチェーンの回復力により、IBMは市場が変化している間もリスクを軽減することができる。

当社は、グローバルに統合されたサプライチェーンからビジネスバリューを継続的に引き出しており、これに

より、顧客のためにバリューを生み出す戦略的優位性が当社にもたらされている。IBMは、顧客の調達からロジ

スティクスまでのエンド・ツー・エンドのサプライチェーン過程の運用を最適化し、その稼働を支援するため

の、サプライチェーン・ビジネス・トランスフォーメーション・アウトソーシング・サービスを通じて、そのサ

プライチェーンに関する専門知識を顧客のために活用している。様々なプロジェクトにおいてアナリティクス、

モバイル、クラウドおよびソーシャルを利用することにより、統合されたサプライチェーンにおいて当社および

その顧客に対して有利な事業成果を牽引することが可能であった。
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2014年度の業績

 

継続事業の業績

セグメント毎の詳細

下記は、2014年度対2013年度の報告対象セグメントの業績の分析である。2013年度対2012年度の報告対象セグ

メントの分析は、後述を参照されたい。以下の表は、各報告対象セグメントの外部収益および売上総利益率の業

績を示している。セグメントの税引前利益には、独立当事者間での移転価格を反映することを意図したセグメン

ト間での取引を含み、一部の未配賦項目を除いている。さらなる情報については、後述する連結財務書類に関す

る注記T「セグメント情報」の項を参照されたい。

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

収益：     

グローバル・テクノロジー・サービス 37,130 38,551 (3.7)％ 1.6％（注)

　売上総利益率 38.3％ 38.1％ 0.2ポイント  

グローバル・ビジネス・サービス 17,825 18,396 (3.1)％ (1.1)％

　売上総利益率 30.8％ 30.9％ 0.0ポイント  

ソフトウェア 25,434 25,932 (1.9)％ (0.9)％

　売上総利益率 88.6％ 88.8％ (0.2)ポイント  

システムズ・アンド・テクノロジー 9,996 12,988 (23.0)％ (16.8)％（注)

　売上総利益率 39.5％ 40.8％ (1.3)ポイント  

グローバル・ファイナンシング 2,034 2,022 0.6％ 3.0％

　売上総利益率 49.4％ 45.6％ 3.7ポイント  

その他 374 478 (21.7)％ (20.4)％

　売上総利益率 (215.0)％ (195.6)％ (19.4)ポイント  

連結収益合計 92,793 98,367 (5.7)％ (1.5)％（注)

     

連結売上総利益合計 46,407 48,684 (4.7)％  

　連結売上総利益率合計 50.0％ 49.5％ 0.5ポイント  

営業外の調整：     

　取得済無形資産の償却費 416 388 7.2％  

　買収関連費用 ̶ 5 (100.0)％  

　退職関連費用／（収益） 173 629 (72.4)％  

営業（非GAAP）の売上総利益 46,996 49,706 (5.5)％  

　営業（非GAAP）の売上総利益率 50.6％ 50.5％ 0.1ポイント  

（注）事業売却および為替変動の影響を調整後。
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　グローバル・サービス

当社のグローバル・サービス・セグメントである、グローバル・テクノロジー・サービス（「GTS」）および

グローバル・ビジネス・サービス（「GBS」）は、2014年度に54,954百万ドルの収益を上げ、報告値で3.5％減少

したが、カスタマー・ケア事業および業界基準サーバー事業の売却（２ポイント）ならびに為替変動の影響（２

ポイント）を調整した場合は１％増加した。税引前利益は8.4％減少し、税引前利益率は0.8ポイント減少して

16.5％となった。アウトソーシングの収益合計は、24,520百万ドルであり、報告値で6.3％減少したが、為替変

動の影響（２ポイント）および事業売却（４ポイント）を調整した場合は増減がなかった。取引の収益合計は

23,581百万ドルであり、0.4％減少したが、為替変動の影響を調整した場合は２％増加した。

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

グローバル・サービス外部収益： 54,954 56,947 (3.5)％ 0.7％（注)

グローバル・テクノロジー・サービス 37,130 38,551 (3.7)％ 1.6％（注)

　アウトソーシング 20,770 22,060 (5.8) 1.2（注)

インテグレーテッド・テクノロジー・
サービス

9,506 9,380 1.3 3.7

　メンテナンス 6,853 7,111 (3.6) (0.1)（注)

グローバル・ビジネス・サービス 17,825 18,396 (3.1)％ (1.1)％

　アウトソーシング 3,750 4,097 (8.5) (6.1)

　コンサルティング＆システム・

インテグレーション
14,075 14,298 (1.6) 0.4

（注）事業売却および為替変動の影響を調整した場合。
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2014年度のグローバル・テクノロジー・サービスの収益は37,130百万ドルであり、前年度比で3.7％減少した

が、為替変動の影響（３ポイント）および事業売却（３ポイント）を調整した場合は２％増加した。インテグ

レーテッド・テクノロジー・サービス（ITS）の収益は、2013年度と比較して1.3％（為替変動の影響を調整した

場合は４％）増加した。SoftLayerのプラットフォームは、パブリック、プライベートまたはハイブリッドのク

ラウドのすべてが統合された１つのプラットフォームの利用を望む顧客に対して、高度に差別化されたソリュー

ションを提供しており、好調な業績であった。年間を通じて、SoftLayerは、新たなワークロードをプラット

フォームに取り込んでおり、当社はデータ・センターの拠点をグローバルに拡大するために投資している。GTS

アウトソーシングの収益は、2014年度に報告値で5.8％減少したが、為替変動の影響（２ポイント）および事業

売却（５ポイント）を調整した場合は１％増加した。この成長は、2013年度中に獲得した大幅な新規契約による

業績に牽引された。2014年度において、顧客は、当社のクラウド、ビジネス・アナリティクスおよびモバイル・

ソリューションを活用する大規模なアウトソーシング契約を引き続き締結した。メンテナンス収益は3.6％減少

したが、業界基準サーバー事業の売却（１ポイント）および為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は前

年度比での増減がなかった。

グローバル・ビジネス・サービスの収益は17,825百万ドルであり、前年度比で3.1％（為替変動の影響を除い

た場合は１％）減少した。2014年度のコンサルティング＆システム・インテグレーション(C&SI)の収益は、報告

値で1.6％減少したが、為替変動の影響を調整した場合は増減がなかった。クラウド、アナリティクス、モバイ

ルおよびソーシャルに取り組んでいる市場において高度に差別化されたプラクティスにおいて好調な伸びがみら

れたが、バック・オフィスの実施等のポートフォリオの従来の部分における減少により相殺された。新しい提供

製品が引き続きポートフォリオの大部分を占めるようになるため、収益の業績により重要に寄与するようにな

る。当社は、７月に、モビリティーおよびアナリティクスを融合した、新しいクラスの「企業向け」

MobileFirst for iOSのビジネス・アプリケーションを提供するために、Appleとの戦略的パートナーシップを公

表した。2014年度第４四半期において、最初のアプリケーションが発売され、2015年第１四半期においてヘルス

ケア、エネルギーおよびユーティリティーに注力した追加のアプリケーションを発売する予定である。GBSのア

ウトソーシングの収益は、2014年度において8.5％（為替変動の影響を調整した場合は６％）減少したが、為替

変動の影響を調整した場合は、過去２四半期において前年度比での成長率が連続して改善された。年間を通じ

て、業績は、価格圧力や顧客との再交渉による影響、また選択的プロジェクトの減少による影響を受けた。
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（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

グローバル・サービス：    

グローバル・テクノロジー・サービス：    

　　外部売上総利益 14,237 14,691 (3.1)％

　　外部売上総利益率 38.3％ 38.1％ 0.2ポイント

　　税引前利益 6,340 6,983 (9.2)％

　　税引前利益率 16.7％ 17.6％ (1.0)ポイント

グローバル・ビジネス・サービス：    

　　外部売上総利益 5,493 5,676 (3.2)％

　　外部売上総利益率 30.8％ 30.9％ 0.0ポイント

　　税引前利益 2,999 3,214 (6.7)％

　　税引前利益率 16.3％ 16.8％ (0.5)ポイント

 

2014年度のGTSの売上総利益率は、0.2ポイント増加して38.3％であった。税引前利益は、前年度比で9.2％減

少して6,340百万ドルであり、税引前利益率は1.0ポイント低下して16.7％であった。2014年度のカスタマー・ケ

ア事業の売却に関連して税引前利益202百万ドルの利益を享受したが、当該利益は新しいレジリエンシー・セン

ター、付加的なセキュリティ機能およびSoftLayerのクラウド・ハブの拡大等の分野に対する投資と売却した事

業による逸失利益により相殺された。全体的に、GTSにおける利益の業績は、当社が事業を変革するために講じ

た措置を反映している。当社は、成長を促すために戦略上の必要事項に投資し、人員の再調整や自動化の利用拡

大を通じてデリバリー・プラットフォームを引き続き最適化し、また事業の売却を行い、これらのすべてが前年

度比での業績に影響を及ぼした。これらの措置のすべてが利益に対して短期的な影響を及ぼすが、将来において

事業をより効果的に位置づけ、顧客に対してより多くの価値を提供することが可能となる。

GBSの売上総利益率は30.8％であり、2013年度と比較して、前年度比での増減がなかった。税引前利益は6.7％

減少して2,999百万ドルであり、税引前利益率は0.5ポイント低下して16.3％であった。2014年度において、利益

は、比較的固定された費用ベースによる収益の減少による影響を受けた。戦略上の必要事項に取り組むソリュー

ション等の当社が高度な差別化を有している分野では、好調な伸びがみられ、また売上総利益率の業績は好調で

あった。しかしながら、従来のポートフォリオの部分において、価格圧力や収益への圧迫が引き続きみられた。

当社は、引き続き戦略上の必要事項に投資し、グローバルなデリバリーへの移行を促す。さらに、ビジネス・プ

ロセス・アウトソーシング事業であるグローバル・プロセス・サービスは、顧客のためにシームレスなエンド・

ツー・エンドの事業変革能力を創造するために、2015年始めにGBSと統合される。
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グローバル・サービスの受注残高

グローバル・サービスの予想受注残高は、2014年12月31日現在1,280億ドルであった。これには、カスタ

マー・ケアおよび業界基準サーバーの事業売却に伴う、2014年度の受注残高の減少37億ドルが含まれていた。事

業売却を調整した場合、受注残高は、前年度比で、報告値で7.5％減少したが、為替変動の影響を調整した場合

は増減がなかった。2014年12月31日現在の取引の予想受注残高は、2013年12月31日現在の残高から7.6％（為替

変動の影響を調整した場合は１％）減少した。アウトソーシングの予想受注残高は、2013年12月31日現在の残高

から報告値で11.0％減少したが、カスタマー・ケアの事業売却（４ポイント）および為替変動の影響（８ポイン

ト）を調整した場合は１％増加した。

 

（単位：十億ドル）

12月31日現在 2014年 2013年
対前年度比

の変化

対前年度比
の変化

（為替変動の影
響を調整

した場合）

受注残高     

　受注残高合計 128.4 142.8 (10.1)％ (2.9)％

事業売却調整後：   (7.5) (0.2)

　アウトソーシング受注残高 80.8 90.8 (11.0) (3.3)

カスタマー・ケア調整後：   (7.1) 0.8

 

グローバル・サービスの受注残高合計には、GTSアウトソーシング、ITS、GBSアウトソーシング、コンサル

ティング＆システム・インテグレーションおよびメンテナンスが含まれる。アウトソーシングの受注残高には、

GTSアウトソーシングおよびGBSアウトソーシングが含まれる。取引受注残高には、ITSおよびコンサルティン

グ＆システム・インテグレーションが含まれる。受注残高合計は、契約に基づく全体的な作業の明細を意図して

いるため、メンテナンスを含む。受注残高の予想は、変更されることがあり、いくつかの要因の影響を受ける。

それらには、解約、契約の範囲の変更、定期的な再評価、実現しなかった収益に関する調整および為替相場の調

整が含まれる。

グローバル・サービス・サイニングは、グローバル・サービス契約に基づく顧客の約定の価値に係る経営陣に

よる当初の予測となる。サイニングに関する算定を行うに際し、それを規定する第三者による基準や要件は存在

しない。経営陣が利用する算定方式には、契約の種類および期間ならびに解約料や縮小費用の有無を含む、顧客

の約定の範囲を測る予測や判断が含まれる。

サイニングには、GTSアウトソーシング、ITS、GBSアウトソーシングおよびコンサルティング＆システム・イ

ンテグレーションの契約が含まれる。契約の延長や範囲の拡大は、新しい価値が追加される範囲においてのみ、

サイニングとして扱われる。メンテナンスは、サイニングには含まれない。これは、メンテナンスの契約は、よ

り安定しており、更新が収益と一致するためである。

買収により購入された契約ポートフォリオは、受注残高に対するプラスの調整として処理されるが、その場合

は、それらの契約が当初サイニングに係る当社の要件を満たしていなければならない。買収もしくは事業売却に

付随して、または買収もしくは事業売却と同時に新規のサービス契約が締結された場合、新規のサイニングとし

て認識される。
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（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比割
合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

サイニング合計 51,569 63,203 (18.4)％ (15.7)％

　アウトソーシングのサイニング 26,517 35,027 (24.3)％ (21.1)％

　取引サイニング 25,052 28,176 (11.1) (8.9)

 

　ソフトウェア

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

ソフトウェア外部収益： 25,434 25,932 (1.9)％ (0.9)％

　ミドルウェア 21,474 21,557 (0.4)％ 0.6％

　　主要ブランド・ミドルウェア 17,098 17,322 (1.3) (0.2)

　　　ウェブスフィア・ファミリー   2.7 3.5

　　　情報管理   (4.1) (3.0)

　　　ワークフォース・ソリューション   (6.1) (5.1)

　　　チボリ   2.0 3.0

　　　ラショナル   (3.3) (1.3)

　　その他のミドルウェア 4,376 4,235 3.3 4.2

　オペレーティング・システム 2,119 2,447 (13.4) (12.6)

　その他 1,841 1,929 (4.5) (3.7)
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2014年度のソフトウェアの収益は25,434百万ドルであり、前年度と比較して、1.9％（為替変動の影響を調整

した場合は１％）減少した。ミドルウェアは、0.4％減少し（為替変動の影響を調整した場合は１％増加）、オ

ペレーティング・システムの収益は、13.4％（為替変動の影響を調整した場合は13％）減少した。オペレーティ

ング・システムにおける減少は、為替変動の影響を除いた場合、前年度比で、ソフトウェア収益合計の増加に約

１ポイントの影響を及ぼした。当社は、セキュリティ、モバイルおよびクラウドを含む多くのソリューションの

分野において好調な伸びを達成した。さらに、ソフトウェア・アズ・ア・サービス（SaaS）の提供製品は、ソフ

トウェアのブランド全体において、年間を通じて急速に増加し、2013年度と比較して約50％の増加となった。

2014年度第１四半期において、当社は、企業向けのクラウドのプラットフォーム・アズ・ア・サービスである

Bluemixを発売し、当該年度中、ソフトウェア事業は５件の買収を完了し、モバイル、クラウドおよびセキュリ

ティにおける機能を追加した。当社は、ソフトウェア全体において、成長分野を捉えるためにポートフォリオを

移行しており、中核的フランチャイズにおける革新を引き続き牽引している。当社は、SaaS、モバイルおよびセ

キュリティの新しい分野における機能を増やし、構築している。2014年度における業績は、取引の収益成長に影

響を及ぼしたビジネスモデルの変更を反映している。IBMソフトウェア・プラットフォームに対する顧客の大幅

な投資を鑑みて、当社は、顧客が企業向けライセンス契約を通じて取得したソフトウェアの利用方法の柔軟性を

高めている。これにより、顧客は、自らの能力をより効果的に管理することができ、長期的に当社のプラット

フォームにコミットすることができるが、これは期間中の取引収益に影響を及ぼさない。

主要ブランド・ミドルウェアの収益は、2014年度においてソフトウェアの収益合計の67％を占め、前年度比で

1.3％減少した（為替変動の影響を調整した場合は増減なし）。クラウド、モバイルおよびセキュリティ等の複

数の戦略的分野において増加がみられたが、ポートフォリオのその他の部分は、前年度比ベースで低下した。

2014年度のウェブスフィアの収益は、前年度比で2.7％（為替変動の影響を調整した場合は４％）増加した。

収益の業績は、アプリケーション・サーバー、ビジネス・インテグレーションやコマースの提供製品における伸

びに牽引された。コマースでは、コマース・アズ・ア・サービスにおいて好調な勢いがみられ、これには

SilverpopやAsperaの買収が含まれる。MobileFirstは、顧客がモバイル端末を管理、統合、そして活用できるよ

うにするモバイル・ソフトウェアおよびモバイル・サービスの包括的ポートフォリオであり、当社のモバイル事

業の大幅な成長に寄与した。

2014年度の情報管理の収益は、前年度と比較して4.1％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。

当社は、Cloudantの買収により、データベース・アズ・ア・サービスの機能を追加した。Cloudantは、開発者が

次世代のモバイルおよびウェッブベースのアプリケーションを簡単かつ迅速に作成できるようにすることによ

り、当社のモバイルおよびクラウドのプラットフォームを拡大している。

2014年度のワークフォース・ソリューションの収益は、前年度比で6.1％（為替変動の影響を調整した場合は

５％）減少した。業績は、オンプレミスのNotesからSaaS提供製品への移行による影響を受けた。当社は、当該

事業の変革に取り組んでおり、SaaS提供製品による経常的な収益源の構築に取り組んでいる。
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2014年度のチボリの収益は、前年度比で2.0％（為替変動の影響を調整した場合は３％）増加した。前年度比

での収益成長は、当年度において再び二桁台の成長率であったセキュリティのソフトウェアに牽引された。サイ

バー・セキュリティの脅威は、すべての顧客が直面している重要な問題であるため、これらの好調な業績は、ク

ラウドやモバイル・コンピューティングへの拡大によるセキュリティ要件の増大により一部牽引された。

2014年度のラショナルの収益は、前年度比で3.3％（為替変動の影響を調整した場合は１％）減少した。

2014年度のオペレーティング・システム製品の収益は、2013年度と比較して13.4％（為替変動の影響を調整し

た場合は13％）減少した。この減少は主に、Power Systemsの減少に牽引された。

 

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

ソフトウェア：    

　外部売上総利益 22,533 23,032 (2.2)％

　外部売上総利益率 88.6％ 88.8％ (0.2)ポイント

　税引前利益 10,699 11,106 (3.7)％

　税引前利益率 37.0％ 38.1％ (1.2)ポイント

 

ソフトウェアの売上総利益は2.2％減少し、売上総利益率は88.6％であった。ソフトウェアの税引前利益は、

前年度比で3.7％減少し、税引前利益率は1.2ポイント低下した。ソフトウェア全体において、当社は、引き続き

革新を促し、成長分野を捉え、ハイブリッドな環境においてシームレスに運営する上で必要とされるアナリティ

クスやセキュリティの機能を統合する。例えば、当社はクラウド環境においてアナリティクスのポートフォリオ

をさらに利用できるよう、新しい提供製品を複数導入している。最近では、Watsonの機能を統合したクラウド

ベースのメールおよびコラボレーション製品であるIBM Verseを公表した。この種の提供製品における継続的な

革新により、Bluemixのプラットフォーム・アズ・ア・サービスにおけるサービス拡大と合わせて、顧客はハイ

ブリッドな環境へ移行しやすくなる。
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　システムズ・アンド・テクノロジー

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

システムズ・アンド・テクノロジー
外部収益：

9,996 12,988 (23.0)％ (16.8)％（注)

　System z   (23.3)％ (22.6)％

　Power Systems   (18.9) (18.2)

　ストレージ   (12.0) (11.0)

　System x   (35.1) (34.9)

（注）　事業売却および為替変動の影響を調整後。

 

2014年度のシステムズ・アンド・テクノロジー（STG）の収益は9,996百万ドルであり、報告値で23.0％減少

し、業界基準サーバー事業の売却（５ポイント）および為替変動の影響（１ポイント）を調整した場合は17％減

少した。2013年度において、STG事業は、2012年度と比較して1,653百万ドルの利益の減少を計上した。2014年度

中、当社は当該事業を再配置し、利益の安定化に取り組んだ。当社は、業界基準サーバー事業を売却し、またマ

イクロエレクトロニクス事業の売却を公表した。2014年度における業績は、System zの製品サイクルに関連する

前年度比での減少、およびPower Systemsとストレージにおける減少を反映している。当第４四半期において、

STGの利益は伸び、当年度において利益を生んだ。前年度比での利益の業績は、収益の影響に加え、事業売却お

よび為替変動の影響を受けた。

2014年度のSystem zの収益は、前年度と比較して23.3％（為替変動の影響を調整した場合23％）減少した。

2014年度第４四半期は、現行の製品サイクルの10四半期目であった。2015年１月、当社は新世代のメインフレー

ムであるz13を公表した。z13システムは、最終的に10億ドルの投資が行われ、また開発に５年が費やされてお

り、500件超の新しい特許の革新を活用し、60超の顧客との共同開発によるものである。この努力の結果、１日

当たり25億件の取引を実行できる世界最高速のプロセッサーであるメインフレームが誕生した。この新世代のメ

インフレームにより、当社は、顧客が事業において求めるニーズに対応するためのアナリティクス、モバイル、

セキュリティおよびクラウドに関連する機能を飛躍的に向上させた。これらの機能は、100％の使用率、そして

100％の動作時間による継続的な稼働が可能なリアルタイムでの洞察力からリアルタイムでの不正検出までと多

岐にわたる。当社は顧客のニーズに対応し、過去５年間で設備容量がおよそ倍増した中核的フランチャイズであ

るハイエンド・システムにおけるリーダーシップを拡大するために、プラットフォームを引き続き革新する。
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2014年度のPower Systemsの収益は、前年度と比較して18.9％（為替変動の影響を調整した場合は18％）減少

した。前年度比での減少となったが、為替変動の影響を除いた場合、前年度比での収益成長は、当年度の直近２

四半期において連続して改善された。当社は、システム事業だけでなく、オープンチップ・プロセッサーであ

り、知的財産の収益機会でもあるPowerをOpenPOWER Foundationを通じて再配置した。６月に、POWER8に基づく

スケールアウトのシステムが発売され、また10月にはハイエンドのPOWER8ベースの企業向けシステムが公表され

た。これらの新たに発表されたシステムは高い拡張性を有し、産業において最もデータ量の多い、ミッション・

クリティカルなアプリケーションの処理が可能である。さらに、OpenPOWERコンソーシアムにおいて継続的な拡

大がみられ、現在80のメンバーが存在し、このうち14のメンバーは中華圏である。前年度におけるコンソーシア

ムの設立以来、コンソーシアムのメンバーは、POWERアーキテクチャーに基づき複数の提供製品を発売した。さ

らに、当社は、中国におけるサーバーのプロセッサーを開発し、また市場で販売するためにPOWERアーキテク

チャーの利用を目的とした、Suzhou PowerCoreとの戦略的パートナーシップを開始した。

2014年度のストレージの収益は、前年度と比較して12.0％（為替変動の影響を調整した場合は11％）減少し

た。為替変動の影響を除いた場合、2014年の直近３四半期にわたり、成長率は前年度比で連続して改善された。

通年の業績には、FlashSystemおよびStorwizeのポートフォリオによる堅調な寄与が含まれる。これは、ハイエ

ンドディスクの減少、およびレガシーのストレージ関連のOEM事業の清算と相殺してもなお余りあるものであっ

た。

 
（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

システムズ・アンド・テクノロジー：    

　外部売上総利益 3,945 5,299 (25.6)％

　外部売上総利益率 39.5％ 40.8％ (1.3)ポイント

　税引前利益 34 213 (84.1)％

　税引前利益率 0.3％ 1.6％ (1.3)ポイント

 

システムズ・アンド・テクノロジーの売上総利益率は39.5％であり、前年度と比較して1.3ポイント減少し

た。この減少は、Power Systemsの利益率の低下（1.3ポイント）およびストレージ（0.9ポイント）の利益率の

低下によるものであり、業界基準サーバー事業の売却に牽引された事業構成による増加（0.7ポイント）によ

り、部分的に相殺された。2014年度の税引前利益は、前年度比で179百万ドル（84.1％）減少し、税引前利益率

は、前年度比で1.3ポイント減少した。
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2014年において、当社はシステムズ・アンド・テクノロジー事業をより高付加価値へと再配置するための重大

な措置を講じ、ハイエンド・システムおよびストレージにおける革新を牽引するためのコミットメントを強化し

た。クラウドおよびビッグデータ用に構築されるPOWER8システムの開発を通じてPowerを再配置し、オープンな

エコシステムおよび知的財産の機会を構築するためにOpenPOWERコンソーシアムを通じてPOWER8アーキテク

チャーを利用可能にした。当社は、マイクロエレクトロニクス事業を売却しているところであり、今後は大規模

なプロバイダーからチップを供給し、セミコンダクターの研究開発やシステムの革新を強化するために次世代の

チップ技術に対して30億ドルを投資している。また、当社はSystem xおよび業界基準サーバー事業を売却し、ま

た新世代メインフレームであるz13を公表した。再配置されたポートフォリオおよび新しいメインフレームの導

入により、当該事業セグメントは、今後利益を活用できる状態にある。

 

　グローバル・ファイナンシング

グローバル・ファイナンシング・セグメントの業績に関する分析は、後述する「グローバル・ファイナンシン

グ」の項を参照されたい。

 

　地域別収益

報告対象のセグメント毎の収益の表示に加えて、当社は収益の成績を地域別にも測定している。以下の地理

別、地域別そして国別の収益の成績は、OEM収益を除いたものである。

 
（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整

した場合)(注)

収益合計 92,793 98,367 (5.7)％ (1.5)％

地域： 92,326 97,800 (5.6)％ (1.5)％

　南北アメリカ 41,410 43,249 (4.3) (0.8)

　ヨーロッパ／中東／アフリカ 30,700 31,628 (2.9) (0.6)

　アジア太平洋 20,216 22,923 (11.8) (4.1)

     

主要市場   (4.3)％ (1.0)％

成長市場   (9.9)％ (3.2)％

　BRICs諸国   (10.7)％ (4.5)％

（注）事業売却および為替変動の影響を調整後。
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2014年度の地域別収益合計は92,326百万ドルであり、前年度比で、報告値で5.6％減少し、事業売却（２ポイ

ント）および為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は１％減少した。合計で、主要市場の国々における

収益は、報告値で4.3％減少し、事業売却（２ポイント）および為替変動の影響（１ポイント）を調整した場合

は１％減少した。

成長市場の国々における収益は、2013年度と比較して、報告値で9.9％減少し、事業売却（３ポイント）およ

び為替変動の影響（４ポイント）を調整した場合は３％減少した。為替変動の影響および事業売却を調整後の成

長市場における前年度比での収益の減少は、ラテン・アメリカおよびヨーロッパの成長市場における増加を反映

しており、アジア太平洋の成長市場における収益の減少と相殺してもなお余りあるものであった。ラテン・アメ

リカの成長市場の国々における収益は、報告値で1.0％減少したが、事業売却（２ポイント）および為替変動の

影響（７ポイント）を調整した場合は８％増加した。ラテン・アメリカのうち、ブラジルが報告値で3.1％減少

したが、事業売却（１ポイント）および為替変動の影響（６ポイント）を調整した場合は４％増加した。また、

為替変動の影響を除いた場合、その他の大半のラテン・アメリカの国々においても伸びがみられた。ヨーロッパ

の成長市場の収益は、前年度と比較して、報告値で5.3％減少したが、事業売却（３ポイント）および為替変動

の影響（３ポイント）を調整した場合は１％増加した。アジア太平洋の成長市場の国々における収益は、報告値

で14.6％減少したが、事業売却（３ポイント）および為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は９％減少

した。当該業績は、中国およびその他の複数の大規模な成長市場の国々に牽引された。中国は、報告値で17.2％

減少し、事業売却（３ポイント）および為替変動の影響（０ポイント）を調整した場合は15％減少したが、ソフ

トウェアの好調な業績および複数の大規模なメインフレームの取引により、当年度の直近の四半期における前年

度比での連続した成長率の改善を反映していた。当第４四半期において、中国の収益は報告値で19.9％減少した

が、為替変動の影響および事業売却を調整した場合は１％減少した。アジア太平洋の成長市場の大国の一部であ

るオーストラリア、インドおよび韓国も、前年度比で減少した。BRICs諸国では、収益合計は、前年度比で、報

告値で10.7％減少し、事業売却（３ポイント）および為替変動の影響（３ポイント）を調整した場合は５％減少

した。調整後ベースでは、当該業績は、ブラジルおよびロシアにおける増加を反映しており、中国およびインド

における減少と相殺してもなお余りあるものであった。
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南北アメリカ地域の収益は41,410百万ドルであり、前年度比で、報告値で4.3％減少し、事業売却（２ポイン

ト）および為替変動の影響（１ポイント）を調整した場合は１％減少した。調整後ベースでは、成長市場におい

て収益の増加がみられたが、主要な国々の市場における前年度比での減少により相殺された。北アメリカの主要

な市場では、米国の収益は、報告値で4.0％減少し、事業売却（２ポイント）を調整した場合は２％減少した。

カナダの収益は、報告値で9.8％減少し、事業売却（１ポイント）および為替変動の影響（７ポイント）を調整

した場合は２％減少した。

ヨーロッパ／中東／アフリカ（「EMEA」）の収益は、報告値で2.9％減少して30,700百万ドルであり、事業売

却（３ポイント）を調整した場合は１％減少し、為替変動の影響（１ポイント）により相殺された。主要な国々

の市場からの収益は、報告値で2.6％減少し、事業売却（２ポイント）を調整した場合は１％減少し、為替変動

の影響（１ポイント）により相殺された。この減少は、成長市場の国々における調整後ベースの１％の増加によ

り相殺された。事業売却および為替変動の影響を調整後の主要な市場の業績には、ドイツ、イタリアおよびスペ

インにおける増加が含まれ、前年度と比較して、英国およびフランスにおける減少と相殺してもなお余りあるも

のであった。

アジア太平洋の収益は20,216百万ドルであり、報告値で11.8％減少し、売却した事業（３ポイント）および為

替変動の影響（５ポイント）を調整した場合は４％減少した。日本の収益は、報告値で7.6％減少したが、事業

売却（３ポイント）および為替変動の影響（８ポイント）を調整した場合は３％増加した。当該ベースにおい

て、日本の収益には、2014年度の各四半期における前年度比での増加が反映されている。当該増加は、アジア太

平洋の成長市場における減少と相殺してもなお余りあるものであった。
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　総費用およびその他の（収益）

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

連結総費用およびその他の（収益） 26,421 28,440 (7.1)％

営業外の調整：    

　取得済無形資産の償却 (374) (370) 1.2

　買収関連費用 (12) (40) (70.0)

　営業外退職関連（費用）／収益 (180) (433) (58.4)

営業（非GAAP）の費用およびその他の（収益） 25,855 27,597 (6.3)％

収益に占める連結総費用の割合 28.5％ 28.9％ (0.4)ポイント

収益に占める営業費用（非GAAP）の割合 27.9％ 28.1％ (0.2)ポイント

 

対前年度比の総費用およびその他の（収益）の増減に対する主要因は、おおよそ以下のとおりであった。

 

 連結合計 営業（非GAAP）

・為替（注１） (1)ポイント (1)ポイント

・買収（注２） 2ポイント 2ポイント

・ベース費用 (8)ポイント (7)ポイント

（注１）　換算およびヘッジ・プログラムの影響を反映している。

（注２）　従前の12ヶ月間に完了した買収を含む。営業（非GAAP）では、営業外買収関連費用が控除されている。

 

ベース費用には、業界基準サーバー事業およびカスタマー・ケア事業の売却による利益、ならびに前年度比で

の人員の再調整費用の増加の影響が含まれる。売却した事業による利益および人員再調整の影響を除いた場合、

営業（非GAAP）のベース費用は、報告値で７ポイントの減少であったのに対して、前年度比で３ポイント減少し

た。ベース費用のうち、当社は、人的資源および支出を戦略上の必要事項へ引き続き移行している。

総費用およびその他の（収益）に関するさらなる情報については、いずれの費用表示においても、以下の項目

毎の分析を参照されたい。
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　販売費および一般管理費

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度  2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

販売費および一般管理費：     

販売費および一般管理費－その他  18,532 19,178 (3.4)％

広告宣伝および販売促進費  1,307 1,294 1.1

人員の再調整費用  1,472 1,031 42.7

退職関連費用  811 986 (17.8)

取得済無形資産の償却  374 370 1.2

株式報酬  350 435 (19.4)

貸倒費用  334 156 113.8

連結販売費および一般管理費合計  23,180 23,451 (1.2)％

営業外の調整：     

　取得済無形資産の償却  (374) (370) 1.2

　買収関連費用  (11) (25) (54.1)

　営業外退職関連（費用）／収益  (257) (376) (31.7)

営業（非GAAP）の販売費および一般管理費  22,537 22,680 (0.6)％

 

2014年度の販売費および一般管理費合計は、2013年度と比較して1.2％減少した。この減少は、主に為替変動

の影響（２ポイント）およびベース費用の減少（１ポイント）によるものであり、買収関連の支出（２ポイン

ト）により、部分的に相殺された。営業（非GAAP）の販売費および一般管理費は、0.6％減少し、主に為替変動

の影響（２ポイント）によるものであり、買収関連の支出（１ポイント）により、部分的に相殺された。2014年

度の人員の再調整費用は1,472百万ドルであり、前年度比で440百万ドルの増加であり、営業（非GAAP）の販売お

よび一般管理のベース費用において、前年度比で２ポイントの影響を及ぼした。2014年度の貸倒費用は、前年度

比で178百万ドル増加し、主に中国およびラテン・アメリカの追加の特定引当金の増加に牽引された。2014年12

月31日現在の売掛金引当てカバー率は2.2％であり、2013年度末から0.60％の増加であった。
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　研究、開発および技術費

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

連結研究、開発および技術費の合計： 5,437 5,743 (5.3)％

営業外の調整：    

　営業外退職関連（費用）／収益 77 (57) 重要性なし

営業（非GAAP）の研究、開発および技術費 5,514 5,686 (3.0)％

 

継続事業における研究、開発および技術費は、2014年度の収益の5.9％であり、また2013年度の収益の5.8％で

あった。2014年度の研究、開発および技術費が、2013年度比で5.3％減少したのは、主にベース費用の減少（７

ポイント）および為替変動の影響（１ポイント）によるものであり、買収（２ポイント）による費用の増加によ

り、部分的に相殺された。2014年度の営業（非GAAP）の研究、開発および技術費は、主にベース費用の減少（４

ポイント）および為替の影響（１ポイント）により、前年度と比較して3.0％減少し、買収（２ポイント）によ

る費用の増加により、部分的に相殺された。
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　知的所有権およびカスタム開発収益

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

知的所有権の売却およびその他の譲渡： 283 352 (19.7)％

ライセンス／ロイヤルティに基づく手数料 129 150 (13.9)

カスタム開発収益 330 320 3.1

合計 742 822 (9.8)％

 

知的財産（「IP」）の売却とその他の譲渡の時期および金額は、事業売却の時期、経済状況、業界再編、なら

びに新しい特許・ノウハウ開発の時期によって、時期毎に著しく変化する可能性がある。2014年度と2013年度に

おいては、重要な個別の知的財産関連の取引は行われなかった。

 

　その他の(収益)および費用

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

その他の(収益)および費用：    

為替差損／（益） (599) (260) 130.4％

デリバティブ商品に係る（利益）／損失 654 166 293.3

受取利息 (90) (74) 22.1

有価証券および投資資産からの
正味（利益）／損失

(26) (29) (11.5)

その他 (1,878) (137) 重要性なし

連結その他の（収益）および費用合計 (1,938) (333) 482.4％

営業外の調整：    

　買収関連費用 (1) (16) (94.7)

営業（非GAAP）のその他の（収益）および費用 (1,939) (349) 456.2％

 

収益が前年度比で1,605百万ドル増加したのは、主に業界基準サーバーの取引（1,400百万ドル）およびカスタ

マー・ケアの取引（202百万ドル）による事業売却（1,710百万ドル）に伴う利益の増加に牽引された。事業売却

の利益は、上記の表の「その他」に反映されている。
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　支払利息

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

支払利息：    

合計 484 402 20.4％

 

2014年度の支払利息が、2013年度と比較して増加したのは、主に平均債務の増加によるものであり、平均金利

の低下により、部分的に相殺された。支払利息は、関連する外部借入がグローバル・ファイナンシング対外事業

をサポートするためのものである場合にのみ、連結損益計算書のファイナンシング原価に計上される。2014年度

における支払利息全体（資産計上された利子を除く）は1,025百万ドルで、前年度比で36百万ドル増加した。

 

　株式報酬

税引前の株式報酬費用の合計額は、2013年度と比較して102百万ドル減少して512百万ドルであった。かかる減

少は、主に業績株式ユニット（58百万ドル）、制限付株式ユニット（26百万ドル）、および当社が被買収企業に

より従前に発行された株式報酬を引き受けたこと（18百万ドル）に関連するものであった。株式報酬費用および

前年度比での変動は、以下の項目に反映された：原価：１百万ドル減少して121百万ドル、販売費および一般管

理費：85百万ドル減少して350百万ドル、研究、開発および技術費：３百万ドル減少して54百万ドル、ならびに

その他の(収益)および費用：13百万ドル減少して（13百万ドル）。非継続事業による損失（税引後）に含まれる

株式報酬費用の金額は、重大なものではなかった。
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　退職関連給付

下記の表は、すべての退職関連制度に関連する税引前費用の合計額を示している。これらの金額は、連結損益

計算書において、制度参加者の職務に関連した区分（例：費用、販売費および一般管理費、研究、開発および技

術費）に算入されている。

 

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度  2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

退職関連制度－費用：     

　勤務費用  482 545 (11.5)％

　過去勤務費用／(クレジット)の償却  (114) (114) (0.1)

　確定拠出年金制度の費用  1,253 1,384 (9.5)

営業費用合計  1,621 1,815 (10.7)％

　利息費用  3,994 3,728 7.1

　年金資産期待収益  (6,351) (6,187) 2.7

　保険数理による認識損失  2,467 3,434 (28.2)

　制度の改訂／縮減／解散  25 0 重要性なし

　複数事業主制度／その他の費用  218 86 154.5

営業外費用／(収益)合計  353 1,062 (66.7)％

　退職関連制度の合計－費用  1,974 2,876 (31.4)％

 

2014年度の退職関連制度費用合計は、2013年度と比較して902百万ドル減少した。これは、主に保険数理によ

る認識損失の減少（967百万ドル）、年金資産運用収益の増加（165百万ドル）および確定拠出年金制度の費用の

減少（131百万ドル）によるものであり、利息費用の増加（266百万ドル）および訴訟に関連する年金債務の増加

（139百万ドル）により、部分的に相殺された。

冒頭の「営業利益（非GAAP）」に記載のとおり、当社は一部の退職関連費用を営業費用として、およびその他

を営業外費用として分類している。この分類を用いた場合、2014年度の営業退職関連費用は1,621百万ドルであ

り、2013年度と比較して194百万ドルの減少であった。この減少は、主に確定拠出年金制度の費用の減少（131百

万ドル）および勤務費用の減少（63百万ドル）により、部分的に相殺された。2014年度の営業外費用は353百万

ドルであり、前年度と比較して、709百万ドル減少した。この減少は、主に保険数理上の認識損失の減少（967百

万ドル）および年金資産運用収益の増加（165百万ドル）によるものであり、利息費用の増加（266百万ドル）お

よび訴訟に関連する年金債務の増加（139百万ドル）により、部分的に相殺された。
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　法人所得税

2014年度の継続事業の実効税率は21.2％となり、前年度と比較して4.6ポイントの増加であった。これは、以

下の要因によるものであった。

・2013年度の利率（14.5ポイント）に利益をもたらした前年度比での要因には、以下が含まれる。米国2008年

-2010年の税務監査の完了および関連する留保金の再決定（11.1ポイント）、2012年度米国納税者救済法の

遡及的な影響による利益（0.7ポイント）、繰延税金資産における引当金の評価の一部に対して再評価を求

める租税条約による利益（1.4ポイント）、

一部の米国外の税務監査に関する決議（0.7ポイント）および新たに施行された米国州税規制による利益（0.6

ポイント）、ならびに

・業界基準サーバー事業に関連する税金費用（0.9ポイント）。これらは以下により、部分的に相殺された。

・外国子会社による特定のグループ会社間決済および特定の知的財産の会社間のライセンスに関連する前年度

比での税金費用の減少による利益（3.7ポイント）。

・外国税額控除の利用による利益の増加（4.7ポイント）、ならびに

・2014年度における税引前利益のより有利な地域別構成による利益（2.5ポイント）。

継続事業の営業（非GAAP）の実効税率は、主に上記と同様の要因により、2013年度と比較して4.0ポイント増

加して21.0％であった。

 

　１株当たり利益

基本的１株当たり利益は、該当期間中に発行済であった普通株式の加重平均数を基に算出される。希薄化後１

株当たり利益は、発行済普通株式の加重平均数に、自己株式方式に基づき該当期間中に発行済である潜在的普通

株式の希薄化効果を加えたものを基に算出される。潜在的希薄化普通株式には、発行済のストック・オプション

および株式報奨が含まれる。

 

12月末までの営業年度 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

普通株式１株当たり：    

　希薄化後利益 15.59ドル 15.30ドル 1.9％

　基本的利益 15.68ドル 15.42ドル 1.7％

　希薄化後営業利益（非GAAP） 16.53ドル 16.64ドル (0.7)％

加重平均発行済株式（単位：百万株）：    

　希薄化後 1,010.0 1,103.0 (8.4)％

　基本的 1,004.3 1,094.5 (8.2)％

 

2014年12月31日現在および2013年12月31日現在の実際の発行済株式は、それぞれ990.5百万株および1,054.4百

万株であった。2014年度における希薄化後の平均発行済普通株式数は、2013年度と比較して93.0百万株減少し

た。かかる減少は、主に普通株式買戻プログラムによるものであった。
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非継続事業の業績

非継続事業による損失（税引後）は、2014年度において37億ドルであり、2013年度において４億ドルであっ

た。2014年度における損失には、非経常的な税金費用47億ドル（税引後は34億ドル）が含まれる。当該費用に

は、当社が当初計上した2014年９月30日現在、売却目的で保有するマイクロエレクトロニクス事業売却の見積費

用を差し引いた公正価値が反映された減損が含まれる。また、当該費用には、譲渡予定の現金対価約15億ドルを

含む取引に関連するその他の見積費用も含まれる。現金対価は、今後３年間にわたり支払われる予定であり、２

億ドルと推定されるGLOBALFOUNDRIESにより支払われる運転資本の金額により下方修正される。さらに、非継続

事業には、2014年度の３億ドルおよび2013年度の４億ドルのマイクロエレクトロニクス事業による営業上の純損

失が含まれる。2014年度の非継続事業の実効税率は、2013年度の44.8％に対して、2014年度は30.2％であった。

前年度比での実効税率の減少は、主に処分に伴う2014年度第３四半期における一過性の税金費用428百万ドルに

よるものであった。

事業売却の取引に関するさらなる詳細については、後述する連結財務書類に関する注記C「企業買収／事業売

却」を参照されたい。

 

財務状態

　変化

2014年12月31日現在、当社は、長期にわたって事業を支える上で、高い財務の柔軟性を維持した。年度末現在

の現金および市場性のある有価証券は8,476百万ドルであった。当年度中、当社は資本保全および流動性の目標

を達成するために引き続き投資ポートフォリオを管理した。

債務合計は40,804百万ドルで、前年度末の水準から1,087百万ドル増加した。2014年12月31日現在のコマー

シャル・ペーパー残高は650百万ドルで、前年度末から1,808百万ドル減少した。債務合計のうち、29,103百万ド

ルは、グローバル・ファイナンシング事業のサポートによるものであり、7.2対１の比率でレバレッジされてい

る。当社は、引き続き市場において実質的な柔軟性を維持する。2014年度中、当社は合計で6,852百万ドルの社

債発行を完了し、当該社債は２年物から10年物と期間が幅広く、金利も満期によって0.30％から3.63％にわた

る。当社は、営業活動から一貫して堅調なキャッシュ・フローを生み出し、資本市場および100億ドル規模の国

際融資枠を通じて追加の流動性の源泉に対するアクセスを引き続き有し、同日に融資枠の100％が利用可能であ

る。

会計基準に従い、当社は退職および退職後制度の積立状況を12月31日に再測定している。2014年12月31日現

在、全般的な純積立不足状況は、2013年12月31日と比較して5,498百万ドル増加し、16,932百万ドルの純積立不

足の状態となった。これは、主に米国における割引率の低下および米国の死亡率の仮定の変更によるものであっ

たが、世界中の好調な資産の利回りにより、部分的に相殺された。年度末現在において、当社の適格確定給付年

金制度には十分な積立が行われており、こうした制度に関連する現金の必要額は、今後も安定を維持し、2019年

を通じて年間で約600百万ドルとなる。2014年度の米国個人年金制度資産の収益率は10.1％であり、当該制度に

は12月31日現在102％の積立が行われていた。全体として、グローバル資産の収益率は12.2％であり、全世界に

おける適格確定給付年金制度に対しては12月31日現在97％の積立が行われていた。
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2014年度中、当社は営業活動から資金16,868百万ドルを生み出し、2013年度と比較して616百万ドルの減少で

あった。さらに、当社は、2014年度に、フリー・キャッシュ・フロー12,372百万ドルを生み出し、前年度にわた

り2,649百万ドルの減少であった。フリー・キャッシュ・フローに関するさらなる情報については、後述する

「流動性および資本の源泉」を参照されたい。2014年度に、当社は株式買戻合計13,679百万ドルおよび配当金

4,265百万ドルでもって、株主に17,944百万ドルを還元した。当社は、2014年度に、約71.5百万株を買い戻し、

年度末現在における残存する自己株式取得枠は約63億ドルであった。当社の現金創出により、当社は最も魅力的

な長期機会の分野において投資を行い、資本を展開することが可能である。

グローバル・ファイナンシング事業に関連した資産および債務は、当社の財務状態の重要な部分を占める。後

述する財務状態の数値はグローバル・ファイナンシングを含んだ連結額である。別途記載のグローバル・ファイ

ナンシングの項における数値は、グローバル・ファイナンシング事業についての理解を促進することを目的とし

て表示された補足データである。

 

　運転資本

（単位：百万ドル）

12月31日現在 2014年 2013年

流動資産 49,422 51,350

流動負債 39,600 40,154

運転資本 9,822 11,196

流動比率 1.25:1 1.28:1

 

運転資本は、2013年度末のポジションと比較して1,374百万ドル減少した。主要な変動は、下記に示すとおり

である。

流動資産は、1,928百万ドル減少（為替変動の影響を調整した場合は1,119百万ドル増加）した。これは以下の

要因による。

 

・現金および現金同等物、ならびに市場性のある有価証券が2,589百万ドル減少したこと。

・主に収益の減少および顧客の回収額の改善により、売掛金が1,375百万ドル（為替変動の影響を調整した場

合は734百万ドル）減少したこと。これは、以下により、部分的に相殺された。

・予定されている税金還付により、その他の受取債権が1,322百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は

1,378百万ドル）増加したこと、および

・主に予定されているマイクロエレクトロニクス事業の売却により、繰延税金が394百万ドル（為替変動の影

響を調整した場合は507百万ドル）増加したこと。
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流動負債は、554百万ドル減少（為替変動の影響を調整した場合は1,623百万ドル増加）した。これは以下の結

果による。

 

・短期借入債務が1,131百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は1,074百万ドル）減少したこと。

・為替変動の影響により、前受収益が680百万ドル減少（為替変動の影響を調整した場合は42百万ドル増加）

したこと。これは、以下により、部分的に相殺された。

・予定されているマイクロエレクトロニクス事業の売却に関連する費用および支払見込額、ならびに人員再調

整の未払債務により、その他の未払費用および負債が1,265百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は

1,840百万ドル）増加したこと。

 

　キャッシュ・フロー

下記の表は、後述する連結キャッシュ・フロー計算書に反映されている当社の営業活動、投資活動および財務

活動から生じたキャッシュ・フローを要約したものである。これらの数値には、グローバル・ファイナンシング

事業に関連したキャッシュ・フローが含まれている。

 
（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2014年 2013年

継続事業から生じた(に使われた)現金－純額   

　　営業活動 16,868 17,485

　　投資活動 (3,001) (7,326)

　　財務活動 (15,452) (9,883)

現金および現金同等物に対する
為替相場変動による影響額

(655) 28

現金および現金同等物の純変動額 (2,240) 304

 

2014年度における営業活動から生じた純現金収入は、616百万ドル減少した。これは、以下の主要な要因によ

るものであった。

・主に監査の確定の支払い、およびその他2014年に確定された従前の期間における個別税務の影響により、納

付した法人所得税が1,724百万ドル増加したこと。

・顧客の前払いの水準が低かったことにより、前受収益に伴う現金が814百万ドル減少したこと。

・純利益のうち、業績関連の純利益が減少したこと。これは、以下により、部分的に相殺された。

・主にファイナンシング受取債権により、売掛金により提供された現金が2,676百万ドル増加したこと。

・業績関連報酬に関して、現金による支払いが772百万ドル減少したこと。
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投資活動に使われた資金は、純額で4,325百万ドル減少した。これは、以下の要因によるものであった。

・企業買収に使われた資金が、2,401百万ドル減少したこと、および

・事業売却により提供される資金が、2,061百万ドル増加したこと。

 

財務活動に使われた現金は、前年度比で、純額で5,569百万ドル増加した。これは、以下の要因によるもので

あった。

・債務取引（短期借入を含む）からの現金が、5,177百万ドル減少したこと、および

・2014年度における配当金支払いの増加の影響により、株式取引に使用された現金が、純額で392百万ドル増

加したこと。

 

　非流動資産および負債

（単位：百万ドル）

12月31日現在 2014年 2013年

非流動資産 68,110 74,873

長期債務 35,073 32,856

非流動負債（債務を除く） 30,844 30,284

 

非流動資産の6,763百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は3,790百万ドル）の減少は、以下によるもので

あった。

・主に年金の再測定の結果、前払年金資産が3,392百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は3,260百万ド

ル）減少したこと。

・有形固定資産が、純額で3,050百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は2,381百万ドル）減少したこと。

これは、主に予定されているマイクロエレクトロニクス事業の売却に伴う費用2,358百万ドルによるもので

あった。および

・長期ファイナンシング受取債権が1,646百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は917百万ドル）減少した

こと。これは、以下により、部分的に相殺された。

・退職関連制度の活動により、繰延税金が1,757百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は2,054百万ドル）

増加したこと。
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長期借入債務は、新規債券7,657百万ドルにより、2,218百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は3,042百

万ドル）増加したが、短期借入債務への組み替え4,809百万ドルにより、相殺された。

その他の非流動負債（債務を除く）は、561百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は2,330百万ドル）増加

した。これは、主に以下の要因による。

・年金の再測定により、退職および年金以外の給付債務が2,019百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は

3,210百万ドル）増加したこと。これは、以下により、部分的に相殺された。

・繰延税金の減少により、その他の負債が1,041百万ドル（為替変動の影響を調整した場合は708百万ドル）減

少したこと。

 

　債務

当社における資金調達の必要性は頻繁にチェックされており、全体的な資産と負債の構成を管理するための戦

略が実行されている。さらに当社は、必要に応じて世界中の資金源を利用するための十分な柔軟性を維持してい

る。

（単位：百万ドル）

12月31日現在 2014年 2013年

当社債務合計 40,804 39,718

グローバル・ファイナンシング・セグメント債務合計 29,103 27,504

　外部の顧客を支援するための債務 25,531 24,471

　内部の顧客を支援するための債務 3,572 3,033

グローバル・ファイナンシング以外の債務 11,701 12,214

 

グローバル・ファイナンシング事業は、主に当社の外部の顧客の資産およびその他のIBMのユニットの契約対

象である資産に対してファイナンシングを提供している。主にグローバル・サービスの対象であるこれら資産

は、グローバル・ファイナンシングの資産ポートフォリオと同様の、長期かつ安定した収益源を生み出す。これ

らのグローバル・サービス資産は、その特性に従い、グローバル・ファイナンシングの資産基盤の残高によりレ

バレッジされている。上記の債務の分析の詳細については、後述する「グローバル・ファイナンシング」の項を

参照されたい。

当社は、大幅なレバレッジを考慮した上で、グローバル・ファイナンシング債務および株主持分を除く、負債

資本比率を示している。これは、経営陣が、この手法の方が会社の中核事業をより忠実に示すと考えているため

である。この割合は、当社による、そのグローバルな現金および債務ポジションの運用により、期間によって異

なる場合がある。

「中核的な」負債資本比率（グローバル・ファイナンシング債務および株主持分を除く）は、2013年12月31日

現在の39.0％と比較して、2014年12月31日現在、59.4％であった。この比率は、主に退職制度の再測定による、

株式の退職関連の減少6,366百万ドル、マイクロエレクトロニクス事業の処分に伴う非経常的な費用3,381百万ド

ル、および米ドル高による為替換算の影響による減少2,074百万ドルの影響を受けた。
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2014年12月31日現在の連結ベースの負債資本比率は、2013年12月31日現在の63.4％に対し、77.3％であり、上

記と同様に退職制度の再測定および米ドル高の影響を受けた。

 

　株主持分

株主持分の合計は、2013年12月31日から10,916百万ドル減少した。これは、主に普通株式買戻合計による自己

株式の増加13,474百万ドル、および主に退職制度の再測定によるその他の包括損失の増加6,274百万ドルによる

ものであり、利益剰余金7,751百万ドルの増加により、部分的に相殺された。その他の包括損失に対する退職制

度の再測定の影響は、割引率の変動（74億ドル）および死亡率の仮定の変更（17億ドル）によるものであり、資

産利回りの改善（31億ドル）により、部分的に相殺された。

 

GAAP調整

下表は、当社のGAAPに基づき報告された損益計算書の成績から非GAAPの測定に基づく営業利益の表示への調整額

を示している。本書に提示されている当社の営業（非GAAP）利益の算出は、他社で報告される同様の名称の測定と

異なる場合がある。当社が営業利益の情報を提示する理論的根拠については、冒頭の「営業利益（非GAAP）」を参

照されたい。

 
(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

2014年12月末までの営業年度 GAAP 買収関連の調整 退職関連の調整 営業

（非GAAP）

売上総利益 46,407 416 173 46,996

売上総利益率 50.0％ 0.4ポイント 0.2ポイント 50.6％

販売費および一般管理費 23,180 (385) (257) 22,537

研究、開発および技術費用 5,437 ̶ 77 5,514

その他の（収益）および費用 (1,938) (1) ̶ (1,939)

総費用およびその他の（収益） 26,421 (386) (180) 25,855

継続事業による税引前利益 19,986 803 353 21,142

継続事業による税引前利益率 21.5％ 0.9ポイント 0.4ポイント 22.8％

法人税等（注） 4,234 133 73 4,440

実効税率 21.2％ (0.2)ポイント 0.0ポイント 21.0％

継続事業による利益 15,751 670 280 16,702

継続事業による利益率 17.0％ 0.7ポイント 0.3ポイント 18.0％

非継続事業による損失、税引後 (3,729) ̶ ̶ (3,729)

純利益 12,022 670 280 12,973

希薄化後１株当たり利益：     

継続事業 15.59 0.66 0.28 16.53

非継続事業 (3.69) ̶ ̶ (3.69)

(注)　営業（非GAAP）の税引前利益に対する税務上の影響は、GAAPベースの税引前利益に適用されるものと同一の原則に基

づき算出され、成績に対して年率の実効税率を用いている。
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(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

2013年12月末までの営業年度 GAAP 買収関連の調整 退職関連の調整 営業

（非GAAP）

売上総利益 48,684 394 629 49,706

売上総利益率 49.5％ 0.4ポイント 0.6ポイント 50.5％

販売費および一般管理費 23,451 (394) (376) 22,680

研究、開発および技術費用 5,743 ̶ (57) 5,686

その他の（収益）および費用 (333) (16) ̶ (349)

総費用およびその他の（収益） 28,440 (410) (433) 27,597

継続事業による税引前利益 20,244 804 1,062 22,110

継続事業による税引前利益率 20.6％ 0.8ポイント 1.1ポイント 22.5％

法人税等（注） 3,363 57 333 3,753

実効税率 16.6％ (0.4)ポイント 0.7ポイント 17.0％

継続事業による利益 16,881 747 729 18,356

継続事業による利益率 17.2％ 0.8ポイント 0.7ポイント 18.7

非継続事業による損失、税引後 (398) ̶ ̶ (398)

純利益 16,483 747 729 17,959

希薄化後１株当たり利益：     

継続事業 15.30 0.68 0.66 16.64

非継続事業 (0.36) ̶ ̶ (0.36)

(注)　営業（非GAAP）の税引前利益に対する税務上の影響は、GAAPベースの税引前利益に適用されるものと同一の原則に基

づき算出され、成績に対して年率の実効税率を用いている。
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連結第４四半期業績

(単位：１株当たり利益を除いて百万ドルおよび百万株)

第４四半期 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

収益 24,113 27,385 (11.9)％（注)

売上総利益率 53.3％ 52.4％ 1.0ポイント

総費用およびその他の（収益） 5,767 7,235 (20.3)％

収益に占める
総費用およびその他の（収益）の割合

23.9％ 26.4％ (2.5)ポイント

継続事業による税引前利益 7,094 7,102 (0.1)％

継続事業による法人税等 1,580 885 78.4％

継続事業による利益 5,515 6,216 (11.3)％

継続事業による利益率 22.9％ 22.7％ 0.2ポイント

非継続事業による損失、税引後 (31) (32) (1.7)％

純利益 5,484 6,185 (11.3)％

継続事業による普通株式１株当たり利益：    

　希薄化後： 5.54 5.76 (3.8)％

１株当たり連結利益－希薄化後 5.51 5.73 (3.8)％

加重平均発行済株数：    

　希薄化後： 995.4 1,080.0 (7.8)％

（注１）為替変動の影響を調整した場合は(7.6)％。事業売却および為替変動の影響を調整した場合は（2.3）％。
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下表は、当社の2014年度および2013年度の第４四半期の非GAAPベースの営業利益を示している。

 

(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

第４四半期 2014年 2013年
対前年度比
割合の変化

純利益（報告値） 5,484 6,185 (11.3)％

非継続事業による損失、税引後 (31) (32) (1.7)

継続事業による利益 5,515 6,216 (11.3)

営業外の調整（税引後）：    

　買収関連費用 186 268 (30.5)

　営業外退職関連費用／（収益） 84 164 (49.1)

営業利益（非GAAP）（注） 5,785 6,649 (13.0)％

希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP） 5.81 6.16 (5.7)％

(注)　純利益から営業利益への調整についての詳細は、後述する「GAAP調整」の項を参照されたい。

 

概要

2014年度第４四半期において、当社は、241億ドルの収益を計上し、継続事業による希薄化後１株当たり利益

は、報告値で5.54ドルおよび営業（非GAAP）ベースで5.81ドルであった。継続事業の業績には、公表されたマイ

クロエレクトロニクスの事業の売却に関連する非継続事業による純損失31百万ドルが除外されている。連結ベー

スでは、当第４四半期における純利益は55億ドルであり、希薄化後１株当たり利益は5.51ドルであった。当社

は、当第４四半期に営業活動から資金61億ドルおよびフリー・キャッシュ・フロー66億ドルを生み出し、これに

より、普通株式買戻合計および配当金において12億ドルの株主還元が牽引された。

当第４四半期における当社の業績は、９月から始まりその後も急速なペースで続いた急激な米ドル高による影

響を受けた。さらに、ほとんどすべての通貨において、当社の事業内容に不利な為替変動がみられ、収益および

利益に影響を及ぼした。当社は、為替変動による影響を遅らせる一部のクロスボーダー・キャッシュ・フローを

ヘッジしているが、これにより為替変動の影響が排除されるわけではない。当社のヘッジは、現金受領に関して

安定性を提供することを目的としているが、為替の傾向が長期にわたり保持される場合には損益計算書において

前年度比での利益は生じない。

当第４四半期において、連結収益合計は、報告値で11.9％減少し、為替変動の影響（５ポイント）ならびに業

界基準サーバー事業およびカスタマー・ケア事業（５ポイント）の売却を調整した場合は、２％減少した。これ

らの影響は、収益の約28億ドルを占め、また前年度比での成長率に10ポイントの影響を占める。当第４四半期に

おいて、当社は、データ、クラウドおよびエンゲージメントにおける市場への移行に取り組む戦略上の必要事項

において好調な業績を維持した。2014年度の各四半期と同様、合計で、二桁台の成長を達成した。
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当社のセグメント内では、グローバル・サービスの収益は、報告値で7.8％減少したが、為替変動の影響（６

ポイント）および事業売却（２ポイント）を調整した場合は、前年度比での増減がなかった。グローバル・テク

ノロジー・サービスの収益は、報告値で7.6％減少したが、為替変動の影響（６ポイント）および売却した事業

（４ポイント）を調整した場合は２％増加し、すべての事業ライン全体において成長がみられた。グローバル・

ビジネス・サービスの収益は、8.4％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。ソフトウェアの収益

は、6.9％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。システムズ・アンド・テクノロジーの収益は、

報告値で39.0％減少し、業界基準サーバーの事業売却（24ポイント）および為替変動の影響（３ポイント）を調

整した場合は12％減少した。これは、System zの製品サイクルの終了ならびにPower Systemsおよびストレージ

における減少を反映している。

地域別にみると、主要市場における収益は、報告値で10.8％減少し、為替変動の影響（５ポイント）および事

業売却（４ポイント）を調整した場合は、２％減少した。成長市場は、前年度の第４四半期と比較して、報告値

で15.7％減少し、事業売却（９ポイント）および為替変動の影響（５ポイント）を調整した場合は２％減少し

た。成長市場では、BRICs諸国が報告値で21.4％減少し、事業売却（９ポイント）および為替変動の影響（４ポ

イント）を調整した場合は８％減少した。

連結売上総利益率は、2013年度第４四半期比で1.0ポイント増加して53.3％であった。営業（非GAAP）の売上

総利益率は、前年度比で0.6ポイント増加して53.9％となった。これは、主にGBSにおける改善、および利益率の

低い業界基準サーバー事業からの撤退によるものであった。総費用およびその他の（収益）は、前年度と比較し

て、2014年度第４四半期に20.3％減少した。

営業（非GAAP）の総費用およびその他の（収益）も、前年度比で20.3％減少した。前年度比での総費用および

その他の（収益）の増減の要因は、おおよそ以下のとおりであった。

 

 連結合計 営業（非GAAP）

・為替（注１） (5)ポイント (4)ポイント

・買収（注２） 1ポイント 1ポイント

・ベース費用 (17)ポイント (17)ポイント

（注１）　換算およびヘッジ・プログラムの影響を反映している。

（注２）　従前の12ヶ月間に完了した買収を含む。営業利益（非GAAP）では、営業外買収関連費用が控除されている。

 

当第４四半期に計上された費用水準には、事業の現行のランレートのみならず、業界基準サーバーの事業売却

および人員の再調整費用の影響も反映されている。前年度比での全体の減少は、事業売却の利益、および業界基

準サーバー事業の費用がランレートではなくなることによる組み合わせによるものであった。当該事業売却を調

整した場合は、営業（非GAAP）の総費用およびその他の（収益）は、人員の再調整費用約580百万ドルを含め、

約２％（為替変動の影響および買収を調整した場合は６％）増加することになり、ほとんどすべてが前年度比で

の増加となった。
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継続事業による税引前利益は、前年度比で0.1％減少して71億ドルであり、税引前利益率は29.4％であり、

2013年度第４四半期と比較して3.5ポイントの増加であった。当第４四半期の継続事業による実効税率は、前年

度比で9.8ポイント増加して22.3％であった。この増加は、主に2013年度第４四半期の米国税務監査の終了に伴

う前年度の利率に含まれる利益によるものであった。継続事業による利益は、前年度比で11.3％減少して55億ド

ルであり、純利益率は22.9％となり、前年度比で0.2ポイント増加した。純利益は、前年度比で701百万ドル減少

して55億ドルであった。継続事業による営業（非GAAP）の税引前利益は、前年度比で2.3％減少し、営業（非

GAAP）の税引前利益率は、前年度比で3.0ポイント増加して30.7％であった。継続事業による営業（非GAAP）の

利益は13.0％減少し、営業（非GAAP）の利益率は、前年度比で0.3ポイント減少して24.0％であった。継続事業

による営業（非GAAP）の実効税率は、上記と同様の要因により、2013年度第４四半期の12.2％に対して、21.8％

であった。

継続事業による希薄化後１株当たり利益は、前年度比で3.8％減少して5.54ドルであった。希薄化後１株当た

り営業利益（非GAAP）は、2013年度第４四半期と比較して5.7％減少して5.81ドルであった。非継続事業による

希薄化後１株当たり利益は、両年度の第４四半期において（0.03ドル）であった。当社は、2014年度当第４四半

期に自社の普通株式0.7百万株を買い戻した。

 

継続事業の業績

セグメントの詳細

下表は、2014年度第４四半期と2013年度第４四半期を報告対象となるセグメントの外部収益と売上総利益率に

ついて、比較分析した結果である。セグメントの税引前利益には、独立当事者間での移転価格を反映することを

意図したセグメント間での取引を含み、一部の未配賦全社費用の項目を除く。
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(単位：百万ドル)

第４四半期 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

収益：     

グローバル・テクノロジー・サービス 9,167 9,917 (7.6)％ 1.6％（注)

　売上総利益率 38.5％ 38.8％ (0.3)ポイント  

グローバル・ビジネス・サービス 4,349 4,747 (8.4)％ (3.0)％

　売上総利益率 32.0％ 30.7％ 1.4ポイント  

ソフトウェア 7,578 8,140 (6.9)％ (3.4)％

　売上総利益率 90.0％ 90.5％ (0.6)ポイント  

システムズ・アンド・テクノロジー 2,406 3,947 (39.0)％ (12.2)％（注)

　売上総利益率 49.6％ 42.2％ 7.3ポイント  

グローバル・ファイナンシング 532 534 (0.5)％ 4.6％

　売上総利益率 48.7％ 43.3％ 5.3ポイント  

その他 82 100 (17.7)％ (14.2)％

　売上総利益率 (401.7)％ (234.8)％ (166.9)ポイント  

連結収益合計 24,113 27,385 (11.9)％ (2.3)％（注)

連結売上総利益合計 12,862 14,337 (10.3)％  

　連結売上総利益率合計 53.3％ 52.4％ 1.0ポイント  

営業外の調整：     

　取得済無形資産の償却費 101 103 (2.0)％  

　買収関連費用 ̶ 1 (100.0)％  

　退職関連費用／（収益） 33 154 (78.8)％  

営業（非GAAP）の売上総利益 12,996 14,596 (11.0)％  

　営業（非GAAP）の売上総利益率 53.9％ 53.3％ 0.6ポイント  

（注）　事業売却および為替変動の影響を調整後。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

127/508



グローバル・サービス

2014年度第４四半期において、グローバル・サービス関連セグメントである、GTSおよびGBSは収益13,516百万

ドルを達成し、報告値で7.8％減少したが、為替変動の影響（６ポイント）および売却したカスタマー・ケア事

業および業界基準サーバー事業（２ポイント）を調整した場合は前年度比での増減はなかった。当第４四半期の

税引前利益は25.0％減少し、税引前利益率は、3.5ポイント減少して15.9％であった。アウトソーシングの収益

合計は6,042百万ドルであり、報告値で9.3％減少し、為替変動の影響（６ポイント）および事業売却（３ポイン

ト）を調整した場合は前年度比での増減がなかった。取引の収益合計は、5.9％減少して（為替変動の影響を調

整した場合は増減なし）5,839百万ドルであった。

グローバル・テクノロジー・サービスの収益は9,167百万ドルであり、報告値で7.6％減少し、為替変動の影響

（６ポイント）および売却した事業（４ポイント）を調整した場合は２％増加した。GTSのうち、アウトソーシ

ングの収益が5,109百万ドルであり、報告値で9.6％減少したが、為替変動の影響（６ポイント）および事業売却

（５ポイント）を調整した場合は１％増加した。顧客は、引き続き、当社のクラウド、ビジネス・アナリティク

スおよびモバイルのソリューションを活用した大規模なアウトソーシング契約を締結した。顧客は、これらのア

ウトソーシング契約を、自らのITインフラストラクチャーを最適化し、同時に自らのお客様に対して新しいサー

ビスを提供する方法として利用している。その直近の例として、LufthansaおよびABN AMROのサイニングがあ

り、いずれのサイニングも契約額が10億ドル超であった。ITSの収益は2,423百万ドルであり、前年度第４四半期

と比較して、報告値で1.6％減少したが、為替変動の影響を調整した場合は４％増加した。前年度比での増加

は、主に当社の高付加価値なセキュリティ、モビリティーおよびレジリエンシーの提供製品に牽引された。

SoftLayerは、プラットフォームに新たなワークロードを継続的に取り込んでおり、10月に、当社は、企業向け

クラウドのソリューションにおいて、IBMが世界的なクラウドのプロバイダーとしてSAPにより選任されたことを

公表した。ハイブリッド・クラウド内でパブリックとプライベートのワークロードを統合するIBMの能力は、SAP

にとって差別化を図る上での必要不可欠な要因であった。当社は、データ・センターの拠点の拡充を続けてお

り、当第４四半期において、メルボルン、パリ、メキシコシティ、東京およびフランクフルトにおいてクラウ

ド・センターを開設した。当第４四半期のメンテナンス収益は1,635百万ドルであり、報告値で9.2％減少した

が、為替変動の影響（６ポイント）および業界基準サーバーの事業売却（４ポイント）を調整した場合は１％増

加した。2014年度第４四半期のGTSの売上総利益率は、前年度比で0.3ポイント減少して38.5％であった。当第４

四半期において、税引前利益は、前年度比で26.4％減少して1,464百万ドルであり、税引前利益率は、前年度比

で3.9ポイント減少して15.6％であった。前年度比での減少は、複数の主要な要因に牽引された。第一に、カス

タマー・ケアおよび業界基準サーバーの事業売却によるGTSの前年度比ベースでの逸失利益によるものであっ

た。第二に、当第４四半期の人員の再調整費用277百万ドルが利益に影響を及ぼしたことによるものであった。

最後に、提供製品および運用能力に対する当社の継続的な投資によるものであった。これには、顧客のシステム

ズ・オブ・レコードを補完するモビリティー、セキュリティおよびクラウドに対する対象投資が含まれ、当年度

の始めに講じた再調整の措置からの利益等の営業上の改善、そしてデリバリー・センターのより幅広い自動化の

活用が含まれる。
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2014年度第４四半期のグローバル・ビジネス・サービスの収益は、8.4％（為替変動の影響を調整した場合は

３％）減少して4,349百万ドルであった。当第４四半期のコンサルティング＆システム・インテグレーションの

収益は、8.6％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少して3,416百万ドルであった。収益は、従来のバッ

ク・オフィスの実行において減少し、とりわけ、北米において減少した。しかしながら、当社は、クラウド、ア

ナリティクス、モバイルおよびセキュリティに取り組んでいるプラクティスにおいて、再び二桁台の好調な伸び

を達成した。当社は、Appleとのパートナーシップを通じて、当第４四半期において、MobileFirst for iOS

Solutionsの最初の10製品を発売した。当第４四半期のGBSアウトソーシングの収益は7.5％（為替変動の影響を

調整した場合は２％）減少して933百万ドルであった。これは、2014年度第３四半期と比較して、為替変動の影

響を除いた場合の連続した改善を反映している。しかしながら、業績は、依然として厳しい価格環境による影響

を受けた。

2014年度第４四半期のGBSの売上総利益率は、前年度比で1.4ポイント拡大して32.0％であり、提供製品が提供

している価値を示す優れた指標となっている。税引前利益は、22.0％減少して733百万ドルであり、これには、

人員の再調整費用の影響15ポイントが含まれ、2015年に払い戻される。税引前利益率は、前年度比で2.7ポイン

ト減少して16.4％であった。依然としてポートフォリオの従来の部分のバック・オフィスの実行において減少が

みられるが、当社は戦略的パートナーシップに投資しており、2015年にこれらの投資により利益が生じるはずで

ある。

 

ソフトウェア

当第４四半期のソフトウェア収益は、前年度比で6.9％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少して

7,578百万ドルであった。ミドルウェアの収益は5.6％（為替変動の影響を調整した場合は２％）減少し、オペ

レーティング・システムの収益は18.8％（為替変動の影響を調整した場合は16％）減少した。予想どおり、当第

４四半期において軌道修正はされず、前四半期と同様の業績となった。全体的な伸び率には、業界基準サーバー

事業の売却、およびPower Systemsの業績によるオペレーティング・システムの厳しい状況が反映されている。

また、ビジネスモデルの変更も反映されており、顧客が企業向けライセンス契約を通じて購入したソフトウェア

の活用において提供されている柔軟性を引き続き利用したため、取引収益の伸びに影響を及ぼした。この柔軟性

により、顧客は、当社のプラットフォームにおける能力を長期的に最適化することができる。セキュリティ、モ

バイルおよびクラウドを含む、多くのソリューション分野において好調な伸びがみられた。セキュリティのソフ

トウェアは、再び二桁台の増加となり、９四半期連続で二桁台の成長となった。すべての顧客が直面している主

要な問題の一つであるサイバー・セキュリティの脅威に対して、当社は、この市場機会に取り組むためのセキュ

リティ製品を生み出すためにアナリティクス、ビッグデータ、リサーチの知的財産、モバイルとクラウドの機能

を融合させた。当社のソフトウェアのモバイル提供製品は、統合されたMobileFirstのポートフォリオを活用し

たことにより当第４半期に２倍超となり、ソフトウェア・アズ・ア・サービスの提供製品は約50％増加した。
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主要ブランド・ミドルウェアの収益は、2014年度第４四半期のソフトウェア収益合計の72％を占め、前年度比

で6.4％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。主要ブランド・ミドルウェアのうち、ウェブス

フィアの収益は6.4％（為替変動の影響を調整した場合は４％）減少した。情報管理収益は、9.1％（為替変動の

影響を調整した場合は６％）減少した。チボリの収益は2.4％減少したが、為替変動の影響を調整した場合は

１％増加した。これは、セキュリティのソフトウェアに牽引された。ワークフォース・ソリューションの収益は

12.1％（為替変動の影響を調整した場合は８％）減少した。当第４四半期のラショナルの収益は、2014年度の最

初の四半期と比較して、4.1％（為替変動の影響を調整した場合は10％）増加し、前年度比で業績が改善され

た。

当第４四半期のソフトウェアの売上総利益率は、前年度の第４四半期の90.5％に対して、引き続き90.0％と好

調であった。ソフトウェアの税引前利益は、前年度比で11.2％減少して3,765百万ドルであり、税引前利益率は

2.3ポイント低下して44.7％であった。2014年度第４四半期には、前年度比での減少のうち約３ポイントを占め

る、人員の再調整費用120百万ドルが含まれている。

 

システムズ・アンド・テクノロジー

2014年度第４四半期のシステムズ・アンド・テクノロジーの収益は2,406百万ドルであり、2013年度同期比

で、報告値で39.0％減少し、業界基準サーバー事業の売却（24ポイント）および為替変動の影響（３ポイント）

を調整した場合は12％減少した。

System zの収益は、前年度比で25.8％（為替変動の影響を調整した場合は23％）減少した。当該業績は、製品

が当該製品サイクルの10四半期および最終四半期にあったことを反映している。最終の10四半期目のサイクル

は、z10であった。現行のサイクルとz10のサイクルを比較した場合、プログラムから現在に到るまでのSystem z

の収益および売上総利益は、当該サイクルのトップであった。当社は、引き続きプラットフォームを革新し、

2015年１月に、IBMの新世代メインフレームであるz13を公表した。

Power Systemsの収益は、前年度比で13.4％（為替変動の影響を調整した場合は11％）減少し、為替変動の影

響を除いた場合、緩やかな連続した改善となった。Powerは再配置され、システム事業だけでなく、OpenPOWER

foundationを通じたオープンチップ・プロセッサーおよび知的財産の収益機会となっている。エントリーレベル

のPOWER8ベースシステムに牽引され、ローエンドにおいて二桁台の伸びがみられ、当社は、当第４四半期におい

てハイエンドのPOWER8企業向けシステムを導入した。さらに、OpenPowerコンソーシアムは引き続き拡大されて

おり、現在は80超のメンバーがいる。

当第４四半期のストレージの収益は、前年度比で8.3％（為替変動の影響を調整した場合は５％）減少し、前

四半期における率と比較して、緩やかな連続した改善となった。FlashSytemsおよびStorwiseのポートフォリオ

において再び好調な増加がみられた。当該増加は、レガシーOEM事業の清算およびハイエンドディスクの継続的

な減少により、相殺された。
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2014年度第４四半期のシステムズ・アンド・テクノロジーの売上総利益率は、前年度と比較して7.3ポイント

増加して49.6％であった。この増加は、主に業界基準サーバー事業の売却による事業構成（7.6ポイント）によ

るものであった。この改善は、利益率による減少により、相殺された。Power Systemsの利益率の減少（0.8ポイ

ント）およびストレージの利益率の減少（0.6ポイント）は、System zの利益率の増加（0.6ポイント）により、

部分的に相殺された。

システムズ・アンド・テクノロジーの税引前利益は、12.2％増加して388百万ドルであり、税引前利益率は、

前年度比で７ポイント増加して15.5％であった。この業績には、前年度比での成長に対して約９ポイントおよび

当第４四半期における税引前利益率に対して約１ポイントの影響を及ぼした、2014年度第４四半期における人員

の再調整費用32百万ドルが含まれる。

 

グローバル・ファイナンシング

グローバル・ファイナンシングの収益は532百万ドルであり、中古機器売上収益の減少により0.5％減少した

が、ファイナンシング収益における増加により、部分的に相殺された。グローバル・ファイナンシングの税引前

利益は、当第４四半期に10.8％減少して526百万ドルであり、税引前利益率は、2.7ポイント減少して47.0％で

あった。税引前利益の減少は、売上総利益の減少（46百万ドル）およびファイナンシング受取債権の引当金の増

加（26百万ドル）によるものであり、販売費および一般管理費の減少（11百万ドル）により、部分的に相殺され

た。

 

地域別収益

2014年度第４四半期の地域別収益合計は23,990百万ドルであり、前年度比で、報告値で12.0％減少し、事業売

却（５ポイント）および為替変動の影響（５ポイント）を調整した場合は２％減少した。主要な国々における市

場の収益は、報告値で10.8％減少し、事業売却（４ポイント）および為替変動の影響（５ポイント）を調整した

場合は２％減少した。成長市場の国々における収益は、報告値で15.7％減少し、事業売却（９ポイント）および

為替変動の影響（５ポイント）を調整した場合は２％減少した。

成長市場においては、前年度比での業績は、為替変動の影響および事業売却を調整した場合は、第３四半期か

ら約２ポイント改善した。この改善は、報告値で19.9％減少したが、事業売却（18ポイント）および為替変動の

影響（１ポイント）を調整した場合はわずか１％の減少であった、中国における業績に牽引された。調整後ベー

スでは、これは前四半期と比較して連続した大幅な改善となった。当第４四半期の中国における業績は、当社の

中国における最も大規模な銀行顧客５行のうち４行が実質的に新しいメインフレームの機能を追加したことによ

り、ソフトウェアおよび複数の大規模なメインフレームの好調な取引に牽引された。当第４四半期のBRICs諸国

の収益合計は、報告値で21.4％減少したが、事業売却（９ポイント）および為替変動の影響（４ポイント）を調

整した場合は８％減少した。調整後ベースでは、業績は当第３四半期から一貫しており、中国における改善はブ

ラジルにおける業績の悪化により、相殺された。
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南北アメリカにおける収益は11,090百万ドルであり、2013年度第４四半期比で、報告値で9.0％減少し、事業

売却（３ポイント）および為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は４％減少した。北米における収益

は、報告値で8.1％減少し、事業売却（３ポイント）および為替変動の影響（１ポイント）を調整した場合は

４％減少した。ラテン・アメリカにおける成長市場の収益は、報告値で14.7％減少し、事業売却（４ポイント）

および為替変動の影響（７ポイント）を調整した場合は４％減少した。北米における減少は、サイニングが２四

半期連続で増加したにもかかわらず、グローバル・ビジネス・サービスにおける減少によるものであった。ラテ

ン・アメリカの成長市場における減少は、ブラジルにおける業績の悪化によるものであった。

2014年度第４四半期におけるヨーロッパ／中東／アフリカにおける収益は8,001百万ドルであり、前年度比

で、報告値で12.8％減少したが、事業売却（５ポイント）および為替変動の影響（７ポイント）を調整した場合

はわずか１％減少した。主要な国々の市場の収益は、報告値で13.2％減少し、事業売却（４ポイント）および為

替変動の影響（７ポイント）を調整した場合は２％減少した。成長市場の国々における収益は9.7％減少した

が、事業売却（10ポイント）および為替変動の影響（６ポイント）を調整した場合は７％増加した。調整後ベー

スでは、ヨーロッパの全体的な業績は、当第３四半期の業績から改善された。主要市場においては、英国および

イタリアにおいて改善がみられ、スペインにおいて継続的な増加がみられた。前年度と比較して、英国の収益

は、報告値で10.0％減少し、前四半期の調整後ベースの収益が５％の減少であったのに対して、事業売却（７ポ

イント）および為替変動の影響（２ポイント）を調整した場合は１％減少した。イタリアの収益は、報告値で

7.5％減少したが、前四半期の調整後ベースの収益が２％の減少であったのに対して、事業売却（３ポイント）

および為替変動の影響（９ポイント）を調整した場合は５％増加した。スペインの収益は、報告値で7.8％減少

したが、事業売却（２ポイント）および為替変動の影響（９ポイント）を調整した場合は３％増加した。為替変

動の影響および事業売却を調整した場合の成長市場における増加は、好調であった中欧および東欧諸国に牽引さ

れた。

当第４四半期のアジア太平洋地域における収益は、前年度比で、報告値で16.7％減少し、事業売却（８ポイン

ト）および為替変動の影響（７ポイント）を調整した場合は２％減少した。日本における収益は、報告値で

14.5％減少したが、事業売却（４ポイント）および為替変動の影響（12ポイント）を調整した場合は２％増加し

た。アジア太平洋の成長市場における収益は、前年度比で、報告値で18.1％減少し、事業売却（11ポイント）お

よび為替変動の影響（３ポイント）を調整した場合は５％減少した。当四半期において、調整後ベースでの中国

の業績に改善がみられたが、その他の大規模な成長市場の一部において前年度比での継続的な減少がみられた。
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総費用およびその他の（収益）

(単位：百万ドル)

当第４四半期 2014年 2013年
対前年度比

割合・率の変化

連結総費用およびその他の（収益） 5,767 7,235 (20.3)％

営業外の調整：    

　取得済無形資産の償却 (93) (93) (0.1)

　買収関連費用 (2) (16) (87.5)

　営業外退職関連（費用）／収益 (74) (104) (28.5)

営業（非GAAP）の費用およびその他の（収益) 5,598 7,023 (20.3)％

収益に占める連結総費用の割合 23.9％ 26.4％ (2.5)ポイント

収益に占める営業費用（非GAAP）の割合 23.2％ 25.6％ (2.4)ポイント

 

当第４四半期の総費用およびその他の（収益）は20.3％減少し、収益に占める費用の割合は23.9％であり、こ

れに対して2013年度第４四半期は26.4％であった。当第４四半期の営業（非GAAP）の総費用およびその他の（収

益）もまた20.3％減少した。営業の総費用およびその他の（収益）の減少は、主にベース費用の減少（17ポイン

ト）および為替変動の影響（４ポイント）によるものであり、過去12ヶ月間にわたる買収による費用の増加（１

ポイント）により、部分的に相殺された。ベース費用の減少は、業界基準サーバーの事業売却からの利益による

ものであり、当第４四半期に計上した人員の再調整費用により、部分的に相殺された。その他の（収益）／費用

には、業界基準サーバーの事業売却からの税引前利益14億ドルが含まれ、販売費および一般管理費には、約580

百万ドルの人員の再調整費用が含まれる。さらに、業界基準サーバー事業に伴う費用は、ランレートとはされな

いため、当該費用もまた当第４四半期における前年度比での減少に寄与した。

 

非継続事業の業績

非継続事業による損失（税引後）は、2013年度において32百万ドルであったのに対して、2014年度第４四半期

においては31百万ドルであった。

 

キャッシュ・フロー

当社は、営業活動から生じたキャッシュ・フロー6,059百万ドルを生み出し、2013年度第４四半期と比較して

468百万ドル減少した。これは、主に純利益の営業成績の減少および現金課税の支払いの増加（203百万ドル）に

よるものであった。投資活動に使われた資金は、純額で1,666百万ドル減少して1,236百万ドルであり、主に業界

基準サーバー事業の売却により受領した現金受取額によるものであった。財務活動に使われた資金は、前年度比

で、純額で2,686百万ドル増加して5,699百万ドルであり、主に当四半期中の債務返済によるものであり、普通株

式買戻合計に使われた資金の減少（5,665百万ドル）により、相殺された。
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GAAP調整

下表は、当社のGAAPに基づき報告された損益計算書の成績から非GAAPの測定に基づく営業利益の表示への調整

額を示している。本書に提示されている当社の営業利益（非GAAP）の算出は、他社で報告される同様の名称の測

定と異なる場合がある。当社が営業利益の情報を提示する理論的根拠については、冒頭の「営業利益（非

GAAP）」を参照されたい。

 
(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

2014年度第４四半期 GAAP 買収関連の調整 退職関連の調整 営業

（非GAAP）

売上総利益 12,862 101 33 12,996

売上総利益率 53.3％ 0.4ポイント 0.1ポイント 53.9％

販売費および一般管理費 6,034 (94) (95) 5,845

研究、開発および技術費用 1,320 ̶ 21 1,341

その他の（収益）および費用 (1,506) (1) ̶ (1,506)

総費用およびその他の（収益） 5,767 (95) (74) 5,598

継続事業による税引前利益 7,094 196 107 7,398

継続事業による税引前利益率 29.4％ 0.8ポイント 0.4ポイント 30.7％

法人税等（注） 1,580 10 24 1,613

実効税率 22.3％ (0.5)ポイント 0.0ポイント 21.8％

継続事業による利益 5,515 186 84 5,785

継続事業による利益率 22.9％ 0.8ポイント 0.3ポイント 24.0％

非継続事業による損失、税引後 (31) ̶ ̶ (31)

純利益 5,484 186 84 5,753

希薄化後１株当たり利益:     

継続事業 5.54 0.19 0.08 5.81

非継続事業 (0.03) ̶ ̶ (0.03)

(注)　継続事業による営業（非GAAP）の税引前利益に対する税務上の影響は、GAAPベースの税引前利益に適用されるものと

同一の原則に基づき算出され、成績に対して年率の実効税率を用いている。
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(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

2013年度第４四半期 GAAP 買収関連の調整 退職関連の調整 営業

（非GAAP）

売上総利益 14,337 105 154 14,596

売上総利益率 52.4％ 0.4ポイント 0.6ポイント 53.3％

販売費および一般管理費 5,987 (101) (90) 5,796

研究、開発および技術費用 1,452 ̶ (14) 1,438

その他の（収益）および費用 (116) (8) ̶ (124)

総費用およびその他の（収益） 7,235 (109) (104) 7,023

継続事業による税引前利益 7,102 213 258 7,574

継続事業による税引前利益率 25.9％ 0.8ポイント 0.9ポイント 27.7％

法人税等（注） 885 (55) 94 925

実効税率 12.5％ (1.1)ポイント 0.8ポイント 12.2％

継続事業による利益 6,216 268 164 6,649

継続事業による利益率 22.7％ 1.0ポイント 0.6ポイント 24.3

非継続事業による損失、税引後 (32) ̶ ̶ (32)

純利益 6,185 268 164 6,617

希薄化後１株当たり利益:     

継続事業 5.76 0.25 0.15 6.16

非継続事業 (0.03) ̶ ̶ (0.03)

(注)　継続事業による営業（非GAAP）の税引前利益に対する税務上の影響は、GAAPベースの税引前利益に適用されるものと

同一の原則に基づき算出され、成績に対して年率の実効税率を用いている。
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これまでの実績

 

「これまでの実績」の項は、2012年度と比較した場合の2013年度の当社の財務成績の概要を示している。2013

年度の業績に関する詳細は、当社の2013年度有価証券報告書を参照されたい。

上述の「情報の構成」の項で検討されているとおり、2013年度および2012年度の財務成績は、非継続事業の表

示を反映するために組み替えて表示されている。

(単位：１株当たり利益を除いて百万ドルおよび百万株)

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比

割合・率の変化

収益合計 98,367 102,874 (4.4)％（注１)

売上総利益率 49.5％ 49.0％ 0.5ポイント

総費用およびその他の（収益） 28,440 27,821 2.2％

収益合計に占める
総費用およびその他の（収益）の割合

28.9％ 27.0％ 1.9ポイント

継続事業による税引前利益 20,244 22,540 (10.2)％

継続事業による法人税等 3,363 5,541 (39.3)％

継続事業による利益 16,881 16,999 (0.7)％

継続事業による利益率 17.2％ 16.5％ 0.6ポイント

非継続事業による損失、税引後 (398) (395) 0.6％

純利益 16,483 16,604 (0.7)％

継続事業による１株当たり利益
－希薄化後　(単位：ドル)

15.30 14.71 4.0％

１株当たり連結利益－希薄化後 14.94 14.37 4.0％

加重平均発行済株数
－希薄化後

1,103.0 1,155.4 (4.5)％

資産（注２) 126,223 119,213 5.9％

負債（注２) 103,294 100,229 3.1％

株主持分（注２) 22,929 18,984 20.8％

（注１）為替変動の影響を調整した場合は(2.3)％。

（注２）12月31日現在。
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下表は、当社の2013年度および2012年度の営業利益（非GAAP）を示している。

 
(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

純利益（報告値） 16,483 16,604 (0.7)％

非継続事業による損失、税引後 (398) (395) 0.6

継続事業による利益 16,881 16,999 (0.7)％

営業外の調整（税引後）：    

　買収関連費用 747 641 16.5

　営業外退職関連費用／（収益） 729 381 91.2

営業利益（非GAAP）（注） 18,356 18,022 1.9％

希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP） 16.64 15.60 6.7％

(注)　純利益から営業利益（非GAAP）への調整についての詳細は、後述する「GAAP調整」の項を参照されたい。
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概要

2013年度において、当社は984億ドルの収益を計上し、売上総利益率および純利益率は拡大し、継続事業によ

る希薄化後１株当たり利益は報告値で4.0％増、営業（非GAAP）ベースで6.7％増となった。継続事業の業績に

は、それぞれ2013年度および2012年度の非継続事業による純損失４億ドルが除外されている。連結ベースでは、

2013年度の純利益は、前年度比で0.7％減少して165億ドルであり、希薄化後１株当たり利益は14.94ドルであっ

た。当社は、営業活動から資金175億ドルおよびフリー・キャッシュ・フローから150億ドルを生み出し、これに

より、普通株式買戻合計および配当金において179億ドルの株主還元を行った。2013年度において、当社は高付

加価値なポートフォリオへの移行を続けており、研究および開発に対する投資合計57億ドルおよび設備投資38億

ドル（純額）という高い投資水準を維持することに加え、主要な成長分野における機能拡大のために31億ドルを

支出し、10社を買収した。

また、当社は、情報技術におけるキートレンド、すなわち、ソーシャル、モバイル、ビッグデータ／アナリ

ティクスおよびクラウドに取り組むための投資への移行を続けた。数年前、当社は、これらのトレンドに取り組

むために４つの主要な成長への取組み、すなわち、スマーター・プラネット、ビジネス・アナリティクス、クラ

ウドおよび成長市場における目標を明確にし、設定した。2013年度において、スマーター・プラネット、ビジネ

ス・アナリティクスおよびクラウドの業績は、事業全体において好調であった。スマーター・プラネットの収益

は、2012年度と比較して約20％増加し、スマーター・コマース、スマーター・シティー、ソーシャル・ビジネス

および業界別ソリューションを含むすべての分野にわたって好調であった。ビジネス・アナリティクスの収益

は、前年度比で９％増加して157億ドルであり、グローバル・ビジネス・サービスおよびソフトウェアに牽引さ

れた。2013年度において、当社のクラウドベースのソリューションの収益は44億ドルを達成し、2012年度と比較

して69％増加した。さらに、このコンテンツのうち、17億ドルがサービスとして達成されたものであった。当社

の業績全体において、これらの取組みとの間で重複する部分があった。ソフトウェアは、合計で、当該コンテン

ツ全体の約半分を占めた。ソフトウェアのコンテンツにより、当社の事業構成は改善され、利益率の拡大に寄与

した。
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セグメントの収益は、1.9％（為替変動の影響を調整した場合は３％）増加した。これは、4.8％（為替変動の

影響を調整した場合は６％）増の主要ブランド・ミドルウェアに牽引された。この業績は、主要な成長への取組

みに支えられた。グローバル・サービスは、当社のデジタル・フロント・オフィスに対する投資により、為替変

動の影響を除いた場合、再び収益成長に転じた（報告値で0.9％減、為替変動の影響を調整した場合は３％

増）。グローバル・テクノロジー・サービスの収益は、4.2％（為替変動の影響を調整した場合は１％）減少し

たが、下半期において収益は改善軌道に乗った。グローバル・ファイナンシングの収益は、2012年度比で、

0.4％（為替変動の影響を調整した場合は３％）改善された。2013年度のソフトウェア、グローバル・サービス

およびグローバル・ファイナンシングの事業の税引前利益は、いずれも2012年度と比較して増加し、また税引前

利益率は拡大した。システムズ・アンド・テクノロジーは、当社の2013年度の業績全体に影響を及ぼした。収益

は、メインフレームの製品サイクルが最終段階にあることならびにPower Systems、ストレージおよびSystem x

に固有のビジネスモデルの課題により、前年度比で19.0％（為替変動の影響を調整した場合は18％）減少した。

システムズ・アンド・テクノロジーの税引前利益は、2012年度と比較して17億ドル減少した。

当社の成長市場からの収益は、2013年度において伸び悩んでおり、とりわけ、当年度下半期において伸び悩ん

だ。年間全体における成長市場の収益は、報告値で4.9％減少し、為替変動の影響を除いた場合は２％減少し

た。

連結売上総利益率は、2012年度に対して0.5ポイント増加して49.5％となった。営業（非GAAP）の売上総利益

率は、前年度に対して0.9ポイント増加して50.5％となった。2013年度に売上総利益率が増加したのは、グロー

バル・サービスのセグメントにおける利益率の改善、ならびにソフトウェアによる構成の改善によるものであ

り、システムズ・アンド・テクノロジーの利益率の減少により、部分的に相殺された。

2013年度の総費用およびその他の（収益）は、2012年度と比較して2.2％増加した。営業（非GAAP）の総費用

およびその他の（収益）は、前年度比で1.5％増加した。前年度比での増加の要因は、おおよそ以下のとおりで

あった。

 

 連結合計 営業（非GAAP）

・為替（注１） (1)ポイント (1)ポイント

・買収（注２） 2ポイント 2ポイント

・ベース費用 1ポイント 1ポイント

（注１）　換算およびヘッジ・プログラムの影響を反映している。

（注２）　従前の12ヶ月間に完了した買収を含む。
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複数の項目が、前年度比での総費用およびその他の（収益）に影響を及ぼした。2013年度の人員の再調整費用

は、2012年度の８億ドルと比較して10億ドルであった。貸倒費用は、特定引当金勘定の増加により、前年度比で

１億ドル増加した。さらに、2012年度において、当社はリテールストア・ソリューション（「RSS」）事業の売

却に関連して約４億ドルの利益を計上し、またIBMの英国確定給付年金制度の一つに対する英国での判決に関連

して約２億ドルの費用も計上した。当該費用は、営業（非GAAP）の費用およびその他の（収益）に含まれなかっ

た。また、事業の一部が期待どおりの業績を上げられなかった結果、2013年度の業績関連報酬は、原価および費

用のいずれにおいても、前年度比で約８億ドル減少した。

継続事業による税引前利益は10.2％減少し、税引前利益率は20.6％となり、2012年度と比較して1.3ポイント

減少した。2013年度の継続事業による実効税率は、前年度と比較して8.0ポイント減少して16.6％であった。

2013年度の継続事業による利益は、前年度比で0.7％減少し、非継続事業による損失（税引後）は、2012年度か

ら増減なしの４億ドルであった。純利益は、2012年度比で0.7％減少した。2013年度の実効税率（報告値）は、

現行の税率および個別税務項目（税務監査の解決を含む）の改善により、前年度と比較して8.6ポイント減少し

て、2013年度は15.6％となった。営業（非GAAP）の税引前利益は7.2％減少し、営業（非GAAP）の税引前利益率

は22.5％となり、2012年度と比較して0.7ポイント減少した。営業（非GAAP）の純利益は1.9％増加し、また営業

（非GAAP）の純利益率は18.7％となり、前年度と比較して1.2ポイント増加した。営業（非GAAP）の実効税率

は、上記と同様の要因により、2012年度の24.3％に対して17.0％となった。

継続事業による希薄化後１株当たり利益は、普通株式買戻プログラムからの利益を反映して、前年度比で

4.0％改善した。2013年、当社は、自社の普通株式約73百万株を買い戻した。非継続事業による希薄化後１株当

たり利益は、2012年度の(0.34ドル)と比較して、2013年度は(0.36ドル)であった。希薄化後１株当たり利益の合

計14.94ドルは、2012年度から0.57ドルの増加であった。希薄化後１株当たり営業利益（非GAAP）16.64ドルは、

2012年度に対して1.04ドルの増加であり、これは、主に利益率の拡大および普通株式の買戻しによるものであ

り、収益の減少により、部分的に相殺された。

2013年12月31日現在、当社のバランスシートおよび流動性ポジションは堅調であり、長期的に事業を支える上

で良好な状態にあった。年度末における現金および市場性のある有価証券は111億ドルであり、2012年度末残高

から一貫していた。バランスシートおよび総キャッシュ・フローの主要因は、以下のとおりである。

 

総資産は、2012年12月31日から70億ドル（為替変動の影響を調整した場合は93億ドル）増加した。これは、以

下の要因による。

 

　・前払年金資産の増加（46億ドル）、のれんの増加（19億ドル）、および受取債権合計の増加（12億ド

ル）。これは、以下により、部分的に相殺された。

　・繰延税金の減少（７億ドル）。
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負債合計は、2012年12月31日から31億ドル（為替変動の影響を調整した場合は45億ドル）増加した。これは、

以下の要因による。

 

　・債務合計の増加（64億ドル）、および繰延税金負債の増加（13億ドル）。これは、以下により、部分的に

相殺された。

　・退職給付債務および年金以外の退職後給付債務の減少（42億ドル）、ならびに給与および給付金の減少

（９億ドル）。

 

株主持分合計は、2012年12月31日現在から39億ドル増加して229億ドルであった。これは、以下の結果によ

る。

 

　・利益剰余金の増加（124億ドル）、その他の包括的利益／（損失）の累計額における損失の減少（42億ド

ル）、および普通株式の増加（15億ドル）。これは、以下により、部分的に相殺された。

　・株式買戻しによる自己株式の増加（141億ドル）。

 

当社は、営業活動からのキャッシュ・フロー175億ドルを生み出し、2012年度と比較して21億ドル減少した。

これは、主に営業成績および現金課税の支払いの増加により税金に使用した現金が純額で22億ドル増加したこと

によるものであった。投資活動に使われた資金の純額は73億ドルであり、2012年度と比較して17億ドル減少し

た。これは、主に市場性のある有価証券の購入および売却（純額）とその他の投資に関連して使用された資金の

減少（12億ドル）ならびに資本投資（純額）の減少（５億ドル）によるものであった。財務活動に使われた資金

の純額は99億ドルであり、2012年度と比較して21億ドル減少した。これは、主に純債務取引からの売却手取金の

増加（47億ドル）によるものであり、普通株式買戻合計に使われた現金の増加（19億ドル）により、部分的に相

殺された。

 

継続事業の業績

セグメント毎の詳細

下記は、2013年度対2012年度の報告対象セグメントの業績の分析である。2012年度対2011年度の報告対象セグメン

トの分析は、後述を参照されたい。以下の表は、各報告対象セグメントの外部収益および売上総利益率の業績を示

している。セグメントの税引前利益には、独立当事者間での移転価格を反映することを意図したセグメント間での

取引を含み、一部の未配賦項目を除いている。
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（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比

割合・率の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

収益：     

グローバル・テクノロジー・サービス 38,551 40,236 (4.2)％ (1.4)％

　売上総利益率 38.1％ 36.6％ 1.5ポイント  

グローバル・ビジネス・サービス 18,396 18,566 (0.9)％ 2.6％

　売上総利益率 30.9％ 30.0％ 0.9ポイント  

ソフトウェア 25,932 25,448 1.9％ 2.9％

　売上総利益率 88.8％ 88.7％ 0.1ポイント  

システムズ・アンド・テクノロジー 12,988 16,034 (19.0)％ (18.2)％

　売上総利益率 40.8％ 43.4％ (2.6)ポイント  

グローバル・ファイナンシング 2,022 2,013 0.4％ 2.8％

　売上総利益率 45.6％ 46.5％ (0.9)ポイント  

その他 478 577 (17.1)％ (16.4)％

　売上総利益率 (195.6)％ (71.6)％ (124.0)ポイント  

連結収益合計 98,367 102,874 (4.4)％ (2.3)％

     

連結売上総利益合計 48,684 50,361 (3.3)％  

　連結売上総利益率合計 49.5％ 49.0％ 0.5ポイント  

営業外の調整：     

　取得済無形資産の償却費 388 375 3.5％  

　買収関連費用 5 1 重要性なし  

　退職関連費用／（収益） 629 264 138.1％  

営業（非GAAP）の売上総利益 49,706 51,001 (2.5)％  

　営業（非GAAP）の売上総利益率 50.5％ 49.6％ 1.0ポイント  
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　グローバル・サービス

グローバル・サービス・セグメントは、2013年度に56,947百万ドルの収益を上げ、税引前利益は2.5％の増加

および税引前利益率は1.0ポイント拡大した。GBSは、2013年度において、為替変動の影響を除いた場合、再び収

益成長に転じ、デジタル・フロント・オフィスのプラクティスに対する投資が最大限に活用された。GTSの収益

の業績は、2013年度下半期中に改善された。グローバル・サービスは、スマーター・プラネット、ビジネス・ア

ナリティクスおよびクラウドの主要な成長への取組みにおいて好調な業績となり、これらの分野における機能拡

充のために引き続き投資を行った。アウトソーシングの収益合計は、5.1％減少して（為替変動の影響を調整し

た場合は２％）26,157百万ドルであり、取引の収益合計は23,678百万ドルであり、前年度比で、報告値で1.0％

減少したが、為替変動の影響を調整した場合は２％増加した。グローバル・サービスの予想受注残高は、2013年

12月31日現在で1,430億ドルであり、2012年12月31日の残高から1.8％（為替変動の影響を調整した場合は５％）

増加した。

 

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

グローバル・サービス外部収益： 56,947 58,802 (3.2)％ (0.2)％

グローバル・テクノロジー・サービス 38,551 40,236 (4.2)％ (1.4)％

　アウトソーシング 22,060 23,344 (5.5) (2.7)

インテグレーテッド・テクノロジー・
サービス

9,380 9,550 (1.8) 1.0

　メンテナンス 7,111 7,343 (3.1) (0.7)

グローバル・ビジネス・サービス 18,396 18,566 (0.9)％ 2.6％

　アウトソーシング 4,097 4,209 (2.6) 1.5

　コンサルティング＆システム・

インテグレーション
14,298 14,358 (0.4) 2.9
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2013年度のグローバル・テクノロジー・サービスの収益は38,551百万ドルであり、前年度比で、4.2％（為替

変動の影響を調整した場合は１％）減少した。地域別でみると、北米およびヨーロッパにおける収益が減少し、

為替変動を調整した場合、日本における収益の増加により、部分的に相殺された。GTSアウトソーシングの収益

は、2013年度に5.5％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。収益の業績は、既存取引における販

売からの収益の減少による影響を受け、再構築された利益率の低い契約の収益性改善のために講じられた措置に

よる影響も受けた。GTSアウトソーシングは、2013年度に二桁台のサイニングの伸びを達成し、2013年度第４四

半期の収益において複数の大規模な変革契約のサイニングから利益を実現するようになってきている。2013年度

のITSの収益は、2012年度と比較して、報告値で1.8％減少したが、為替変動の影響を調整した場合は１％増加し

た。当社は、事業継続性、セキュリティ、クラウド等の高付加価値なマネージド・サービスへとITS事業の移行

を続けた。クラウド提供製品のうち、SoftLayerが、2013年度におけるITSの業績において収益成長の２ポイント

に寄与し、同年度におけるGTSの収益合計ポイントの半分に寄与している。2014年１月、当社は、SoftLayerのセ

ンターを倍増するために12億ドル超を投資する予定であることを公表し、当社は、15カ国における40のクラウ

ド・データ・センターにより、すべての主要な地域および主要な金融センターにおいてクラウド・センターを有

することになる。

2013年度のグローバル・ビジネス・サービスの収益は18,396百万ドルであり、報告値で0.9％減少したが、為

替変動の影響を除いた場合は３％増加し、為替変動の影響を調整した場合、GBSアウトソーシングおよびC&SIの

いずれにおいても増加がみられた。GBSの収益は、当年度下半期において、0.5％（為替変動の影響を除いた場合

は４％）増加した。地域別ベースでみると、為替変動の影響を除いた場合、収益の伸びは、北米、日本および成

長市場に牽引され、他方でヨーロッパの収益は前年度比で増減がなかった。GBSは、ビジネス・アナリティク

ス、スマーター・プラネットおよびクラウドの戦略的成長への各取組みにおいて二桁台の伸びを達成した。当社

は、これまでにこれらの主要な分野における機能構築のために投資を行っており、2013年度末において、デジタ

ル・フロント・オフィスの機会を増大させることに注力したおよそ20,000名の人材を有している。アプリケー

ション・アウトソーシングの収益は、報告値で2.6％減少したが、為替変動の影響を調整した場合は２％増加し

た。コンサルティング＆システム・インテグレーションの収益は、報告値で0.4％減少したが、為替変動の影響

を調整した場合は３％増加した。いずれの事業部門も、成長市場において、為替変動の影響を除いた場合、前年

度比での収益成長がみられた。2013年度において、GBSの受注残高は、主要市場に牽引される形で、為替変動の

影響を除いた場合、５年連続で増加した。
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（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比

割合・率の変化

グローバル・サービス：    

グローバル・テクノロジー・サービス：    

　　外部売上総利益 14,691 14,740 (0.3)％

　　外部売上総利益率 38.1％ 36.6％ 1.5ポイント

　　税引前利益 6,983 6,961 0.3％

　　税引前利益率 17.6％ 16.8％ 0.8ポイント

グローバル・ビジネス・サービス：    

　　外部売上総利益 5,676 5,564 2.0％

　　外部売上総利益率 30.9％ 30.0％ 0.9ポイント

　　税引前利益 3,214 2,983 7.7％

　　税引前利益率 16.8％ 15.5％ 1.3ポイント

 

2013年度のGTSの売上総利益は0.3％減少し、売上総利益率は、前年度比で1.5ポイント改善し、各事業部門、

成長市場および主要市場において利益率の拡大がみられた。税引前利益は、前年度比で0.3％増加し、税引前利

益率は0.8ポイント拡大して17.6％であった。2013年度の利益率の改善は、業績関連報酬の減額、2013年度第２

四半期の人員再調整の措置からの利益および主に当社の企業の生産性への取組みによる効率性の改善によるもの

であり、前年度比での人員の再調整費用の増加により、部分的に相殺された。

2013年度のGBSの売上総利益率は0.9ポイント拡大し、アプリケーション・アウトソーシングにおける利益の業

績は改善された。2013年度のGBSの税引前利益は7.7％増加し、税引前利益率は16.8％であり、前年度比で1.3ポ

イント改善された。GBSは、業績関連報酬の減額、当社の企業の生産性への取組みおよび2013年度第２四半期の

人員再調整の措置から利益を享受し、前年度比での人員の再調整費用の増加により、部分的に相殺された。これ

らの措置による節減は、主要な成長への取組みに対して行われる投資を支えている。

グローバル・サービスの事業は、全体的に、2013年度を通じて利益の伸びおよび利益率の拡大を達成した。

2013年度の税引前利益は、前年度比で2.5％増加して10,197百万ドルであり、税引前利益率は、1.0ポイント拡大

して17.4％であった。
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　ソフトウェア

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

ソフトウェア外部収益： 25,932 25,448 1.9％ 2.9％

　ミドルウェア 21,557 20,983 2.7％ 3.7％

　　主要ブランド・ミドルウェア 17,322 16,528 4.8 5.7

　　　ウェブスフィア・ファミリー   8.2 9.1

　　　情報管理   2.8 3.7

　　　ワークフォース・ソリューション   10.8 11.9

　　　チボリ   3.9 4.8

　　　ラショナル   4.9 6.0

　　その他のミドルウェア 4,235 4,455 (4.9) (3.9)

　オペレーティング・システム 2,447 2,525 (3.1) (1.9)

　その他 1,929 1,940 (0.6) 0.2

 

2013年度のソフトウェアの収益は25,932百万ドルであり、2012年度と比較して、報告値で1.9％増加および為

替変動の影響を調整した場合は３％増加した。ソフトウェアの事業は、為替変動の影響を除いた場合、当年度の

すべての四半期において収益成長を達成した。収益は、引き続き主要ブランド・ミドルウェアの製品で構成さ

れ、５つすべてのブランドにおいて伸びがみられた。ソフトウェアの価値提案は、引き続き企業顧客に対して優

れた提案であった。顧客は、当社のミドルウェア製品の展開を引き続き拡大させており、事業は、ソーシャル、

モバイル、アナリティクス、クラウドおよびセキュリティに対して投資を行い、シェアを伸ばした。ソフトウェ

アのブランド全体において、市場のキートレンド、すなわち、スマーター・プラネット、ビジネス・アナリティ

クスおよびクラウドに取り組んでいる成長への取組みにおいて、堅調な業績となった。

2014年１月、当社は、Watsonに対して10億ドルの投資を行うことを公表し、ソフトウェア事業内において新し

いWatsonグループを設立した。この新しい部門は、クラウドで提供するコグニティブ・イノベーションの開発お

よび商用化に取り組むために設立された。

主要ブランド・ミドルウェアの収益は4.8％（為替変動の影響を調整した場合は６％）増加し、アナリティク

ス、クラウド、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティの分野において、堅調な業績となった。急成長を遂げ

ている、高付加価値なブランド・ミドルウェアは、2013年度のソフトウェア収益合計の67％を占め、2012年度か

ら２ポイント増加した。
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2013年度のウェブスフィアの収益は8.2％（為替変動の影響を調整した場合は９％）増加し、シェアを伸ばし

た。収益の業績は、コマース提供製品における二桁台の増加、ビジネス・インテグレーションの伸びおよび業務

用アプリケーション・サーバー事業における伸びに牽引された。モバイルは、2013年度における堅調な収益成長

に寄与した。当社のモバイル・ソフトウェアおよびサービスの包括的ポートフォリオであるMobileFirstは、

2013年に発売され、新しい市場へ参入し、かつ競争上の優位性を得られるよう顧客に対して価値を提供してい

る。

2013年度の情報管理の収益は、2012年度と比較して2.8％（為替変動の影響を調整した場合は４％）増加し

た。2013年度の業績には、ネティーザを含む分散データベースの提供製品およびコンテンツ管理のソフトウェア

における堅調な増加が含まれている。

2013年度のチボリの収益は、ストレージの伸びおよびセキュリティのソリューションのポートフォリオに牽引

され、3.9％（為替変動の影響を調整した場合は５％）増加し、シェアを伸ばした。2013年度のチボリ・スト

レージの収益は、７％（為替変動の影響を調整した場合は８％）増加した。チボリ・セキュリティの収益は、

2013年度第３四半期におけるTrusteerの買収からの寄与を反映して、17％（為替変動の影響を調整した場合は

19％）増加した。当該買収により、チボリのデータセキュリティ機能は、クラウドおよびモバイル環境へとさら

に拡充された。モバイルおよびクラウド・コンピューティングによる変革を受けて、企業顧客は、セキュリティ

に対する重要性を高めている。当社は、これまでにセキュリティ機能の構築および拡充を行っており、2013年度

末において、世界中で6,000人のセキュリティ専門家、セキュリティにおいて3,000件の特許、ならびにソフト

ウェアおよびサービス全般において世界中で25のセキュリティ研究所を擁している。

2013年度のワークフォース・ソリューションの収益は、10.8％（為替変動の影響を調整した場合は12％）増加

した。業績は、クラウドベースの採用および人材管理のソリューションを提供するケネクサに牽引された。

2013年度のオペレーティング・システム製品の収益は、2012年度と比較して3.1％（為替変動の影響を調整し

た場合は２％）減少した。これは、System zおよびPower Systemsの減少に牽引された。
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（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比

割合・率の変化

ソフトウェア：    

　外部売上総利益 23,032 22,569 2.0％

　外部売上総利益率 88.8％ 88.7％ 0.1ポイント

　税引前利益 11,106 10,810 2.7％

　税引前利益率 38.1％ 37.6％ 0.5ポイント

2013年度のソフトウェアの売上総利益は2.0％増加し、売上総利益率は88.8％であった。ソフトウェアの税引

前利益は2.7％増加して111億ドルであり、税引前利益率は0.5ポイント改善して38.1％であった。ソフトウェア

事業は、当該年度においても、利益の増加および利益率の拡大を牽引するために、主に当社の企業の生産性への

取組みによる収益成長および費用削減を活用した好調な１年となった。主要な成長への取組みの伸びに支えられ

たソフトウェア事業の相対的な強みは、2013年度において当社の事業構成を改善し、営業（非GAAP）の連結売上

総利益率および純利益率の改善に寄与した。

 

　システムズ・アンド・テクノロジー

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

システムズ・アンド・テクノロジー
外部収益：

12,988 16,034 (19.0)％ (18.2)％

　System z   (13.4)％ (12.6)％

　Power Systems   (31.4) (30.7)

　System x   (13.5) (12.7)

　ストレージ   (10.8) (9.7)

リテールストア・ソリューションを除く
システムズ・アンド・テクノロジー合計
 

  (17.2) (16.4)

　リテールストア・ソリューション(2012年
に売却）

  (98.2) (98.2)

 

2013年度のシステムズ・アンド・テクノロジーの収益は、2012年度と比較して19.0％（為替変動の影響を調整

した場合は18％）減少した。売却したRSS事業を調整した場合、2013年度の収益は、17.2％（為替変動の影響を

調整した場合は16％）減少した。事業内における２つの問題が、2013年度のセグメントの収益および利益の業績

に大幅な影響を及ぼした。第一に、STGは、Power Systems、ストレージおよびx86に固有のハードウェアのビジ

ネスモデルの課題に取り組んでいたことである。さらに、System zの収益は、とりわけ下半期において製品サイ

クルによる影響を受けた。これは、当社の現行のメインフレームの製品サイクルが最終段階に入り、期間毎の比

較が困難であることによって収益が減少したためである。
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2013年度のSystem zの収益は、2012年度と比較して13.4％（為替変動の影響を調整した場合13％）減少した。

この減少は、主に北米における収益の減少によるものであり、他方で成長市場における収益は増加した。MIPS

（100万命令毎秒）換算での出荷量は、2012年度には前年度比で６％増加した。MIPSの増加は、前年度比で17％

増加し、合計取扱量の50％超を引き続き占める専用エンジンに牽引された。System zにおける収益の減少は、

2013年度の製品サイクルを通じた製品動向に基づき予想されていた。現行のメインフレームのサイクルにおい

て、当社は、従前のサイクルにおける同期間と比較して28％多いMIPS換算での出荷量となった。現行のサイクル

における収益および売上総利益は、為替変動の影響を控除した場合、それぞれ従前のサイクルの99％となってい

る。現行の製品サイクルにおけるMIPSの付加容量は、現在のクライアントに対するメインフレームの関連性を反

映しており、過去のサイクルから一貫した財務収益を当社にもたらしている。

2013年度のPower Systemsの収益は、2012年度と比較して31.4％（為替変動の影響を調整した場合は31％）減

少した。Powerのプラットフォームは、UNIX市場において大幅な生産量の出荷を続けたが、大幅なインフレ動向

と相殺してもなお余りあるものであったため、結果、収益は減少した。当社は、UNIX市場において高い成功を収

めており、Power Systemsにおけるビジネスモデルを改善するために２つの措置を講じた。第一に、プラット

フォームをより顧客に関連性のあるものにしている。これを実現するために、以下を行った。

・2013年度第４四半期において、当社は、顧客が自らの既存サーバーにおいてLinuxのワークロードを稼働で

きるよう、新しいIntegrated Facility for Linuxの提供製品を発売した。これは、当社がSystem zのプ

ラットフォームにおいて実行した有効な戦略を反映している。

・当社は、2014年度においてPOWER8でもってさらにLinuxの関連性を拡大する予定である。これにより、ビッ

グデータおよびクラウドの追加機能が提供される。

・当社のOpenPOWERコンソーシアム通じて、Powerの技術がオープンな開発提携において利用可能となり、

Power技術の周辺にエコシステムを構築している。

第二に、これらの追加機能をもってしても、当社はPowerプラットフォームの規模は、従前の収益水準に戻ら

ないと考えている。当社は、期待している需要の特性に応じて、事業規模の適正化を図る措置を講じていく。

2013年度のSystem xの収益は、2012年度と比較して13.5％（為替変動の影響を調整した場合は13％）減少した。

2013年度のハイエンドのSystem xの収益は、前年度と比較して16％（為替変動の影響を調整した場合は16％）

減少し、ブレードの収益は、2012年度と比較して45％（為替変動の影響を調整した場合は45％）減少した。ハイ

エンドのSystem xおよびブレードの収益の減少は、PureSystemsに牽引された収益の増加により、部分的に相殺

された。

2013年度のストレージの収益は、2012年度と比較して10.8％（為替変動の影響を調整した場合は10％）減少し

た。当社のフラッシュ・ソリューションは、プラスの収益成長により、2013年度においても引き続き勢いを得て

いる。ストーワイズの製品は、二桁台の収益成長となり、レガシーOEMミッドレンジの提供製品の減少および大

幅な価格競争によるハイエンド提供製品の減少と相殺してもなお余りあるものであった。
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（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比

割合・率の変化

システムズ・アンド・テクノロジー：    

　外部売上総利益 5,299 6,966 (23.9)％

　外部売上総利益率 40.8％ 43.4％ (2.6)ポイント

　税引前利益 213 1,866 (88.6)％

　税引前利益率 1.6％ 11.2％ (9.6)ポイント

 

2013年度の外部売上総利益が、2012年度と比較して減少したのは、ビジネスモデルの課題を反映した収益の減

少および全体的に売上総利益率が低下したことによるものであった。全体的に、2013年度の売上総利益率は、前

年度比で2.6ポイント減少した。これは、Power Systems、System x、およびストレージの利益率の低下ならびに

収益構成の減少によるものであり、System zの利益率の改善により、部分的に相殺された。

2013年度のシステムズ・アンド・テクノロジーの税引前利益は、88.6％減少して、前年度と比較して213百万

ドルであった。2013年度の税引前利益率は、2012年度と比較して9.6ポイント減少した。

 

　グローバル・ファイナンシング

グローバル・ファイナンシング・セグメントの業績に関する分析は、後述する「グローバル・ファイナンシン

グ」の項を参照されたい。
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　地域別収益

報告対象のセグメント毎の収益の表示に加えて、当社は収益の成績を地域別にも測定している。以下の地理

別、地域別そして国別の収益の成績は、OEM収益を除いたものである。

 
（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

対前年度比
割合の変化
(為替変動の
影響を調整
した場合)

収益合計 98,367 102,874 (4.4)％ (2.3)％

地域： 97,800 102,268 (4.4)％ (2.2)％

　南北アメリカ 43,249 44,556 (2.9) (2.0)

　ヨーロッパ／中東／アフリカ 31,628 31,775 (0.5) (2.1)

　アジア太平洋 22,923 25,937 (11.6) (2.8)

     

主要市場   (4.2)％ (2.2)％

成長市場   (4.9)％ (2.4)％

　BRICs諸国   (8.2)％ (5.6)％

 

2013年度の地域別収益合計は97,800百万ドルであり、4.4％（為替変動の影響を調整した場合は２％）減少し

た。主要市場における収益は、4.2％（為替変動の影響を調整した場合は２％）減少した。成長市場からの収益

は、当年度の地域別収益合計の約23％を占め、前年度比ベースで4.9％（為替変動の影響を調整した場合は

２％）減少した。為替変動の影響を除いた場合の成長市場における業績は多様であり、上半期における前年度比

での増加は、下半期における減少により相殺された。当社の収益は、ラテン・アメリカならびに中東およびアフ

リカ地域において好調であった。しかし、中国やオーストラリアを一例とした一部のより大規模な成長市場にお

ける収益の減少は、成長市場における業績全体に影響を及ぼした。ブラジル、ロシア、インドおよび中国の

BRICs諸国の収益は、合計で8.2％（為替変動の影響を調整した場合は６％）減少した。

南北アメリカ地域の収益は、前年度比で2.9％（為替変動の影響を調整した場合は２％）減少した。主要な

国々の市場の収益は、3.9％（為替変動の影響を調整した場合は４％）減少し、ラテン・アメリカの成長市場の

4.4％（為替変動の影響を調整した場合は９％）の収益の増加により、部分的に相殺された。主要な国々の市場

からの収益のうち、米国が3.4％減少し、カナダが6.3％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。成

長市場のうち、ブラジルが3.3％（為替変動の影響を調整した場合は10％）増加し、メキシコが7.8％（為替変動

の影響を調整した場合は８％）増加した。
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ヨーロッパ／中東／アフリカの収益は、2012年度比で0.5％（為替変動の影響を調整した場合は２％）減少し

た。主要な国々の市場からの収益は0.5％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少し、成長市場の収益は

0.6％減少（為替変動の影響を調整した場合は１％増加）した。主要な国々の市場からの収益は、英国が1.4％

（為替変動の影響を調整した場合は増減なし）減少し、ドイツが0.1％（為替変動の影響を調整した場合は

３％）減少し、フランスが1.8％（為替変動の影響を調整した場合は５％）減少し、およびイタリアが2.1％（為

替変動の影響を調整した場合は５％）減少した。EMEAの成長市場における収益のうち、中東およびアフリカ地域

が5.0％（為替変動の影響を調整した場合は11％）増加したが、この増加は主にロシアの22.7％（為替変動の影

響を調整した場合は22％）の減少により相殺された。

アジア太平洋の収益は、前年度比で11.6％（為替変動の影響を調整した場合は３％）減少した。日本の収益

は、報告値で15.2％減少したが、為替変動の影響を除いた場合、全体的に４％増加し、すべての四半期において

増加した。この増加は、日本における業績改善のための投資の転換、および当社の市場展開への注力の方向転換

から得られた利益を反映するものであった。アジア太平洋の成長市場は、9.1％（為替変動の影響を調整した場

合は７％）減少し、中国が12.2％（為替変動の影響を調整した場合は14％）減少、オーストラリアが15.9％（為

替変動の影響を調整した場合は10％）減少した。2013年度中、中国の収益は、政府の広範な経済改革政策の実施

に関連するプロセスによる影響を受けた。

 

　総費用およびその他の（収益）

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比

割合・率の変化

連結総費用およびその他の（収益） 28,440 27,821 2.2％

営業外の調整：    

　取得済無形資産の償却 (370) (328) 12.9

　買収関連費用 (40) (35) 14.9

　営業外退職関連（費用）／収益 (433) (274) 58.3

営業（非GAAP）の費用およびその他の（収益） 27,597 27,184 1.5％

収益に占める連結総費用の割合 28.9％ 27.0％ 1.9ポイント

収益に占める営業費用（非GAAP）の割合 28.1％ 26.4％ 1.7ポイント
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　販売費および一般管理費

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度  2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

販売費および一般管理費：     

販売費および一般管理費－その他  19,178 19,532 (1.8)％

広告宣伝および販売促進費  1,294 1,339 (3.4)

人員の再調整費用  1,031 784 31.6

退職関連費用  986 932 5.8

取得済無形資産の償却  370 328 12.9

株式報酬  435 498 (12.6)

貸倒費用  156 50 209.8

連結販売費および一般管理費合計  23,451 23,463 (0.1)％

営業外の調整：     

　取得済無形資産の償却  (370) (328) 12.9

　買収関連費用  (25) (22) 13.3

　営業外退職関連（費用）／収益  (376) (294) 28.1

営業（非GAAP）の販売費および一般管理費  22,680 22,820 (0.6)％

 

2013年度の販売費および一般管理費合計は、2012年度と比較して0.1％減少した。この減少は、主に為替の影

響（１ポイント）によるものであり、買収関連の支出（２ポイント）により、相殺された。営業（非GAAP）の販

売費および一般管理費は、0.6％減少し、主に為替の影響（１ポイント）およびベース支出の減少（１ポイン

ト）によるものであり、買収関連の支出（１ポイント）により、部分的に相殺された。この減少は、当社が支出

の移行を続けたことによる販売費および一般管理費－その他の減少によるものであった。当社は、主に企業の生

産性への取組みを通じて事業全体において引き続き生産性を高めており、これにより生じた節減の大部分を、成

長分野を牽引するための事業に再投資した。人員の再調整費用の増加は、2013年度第２四半期に当社が講じた措

置によるものであった。2013年度の貸倒費用は、2012年度と比較して106百万ドル増加し、主に特定引当金勘定

の増加に牽引された。2013年12月31日現在の売掛金引当てカバー率は1.6％であり、2012年度末から0.20％の増

加であった。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

153/508



　研究、開発および技術費

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

連結研究、開発および技術費の合計： 5,743 5,816 (1.3)％

営業外の調整：    

　営業外退職関連（費用）／収益 (57) 20 重要性なし

営業（非GAAP）の研究、開発および技術費 5,686 5,837 (2.6)％

 

2013年度の研究、開発および技術費の合計は、主にベース支出の減少（３ポイント）により、2012年度と比較

して1.3％減少し、買収（２ポイント））により、部分的に相殺された。2013年度の営業（非GAAP）の研究、開

発および技術費は、主にベース支出の減少（５ポイント）により、前年度と比較して2.6％減少し、買収（２ポ

イント）により、部分的に相殺された。

 

　知的所有権およびカスタム開発収益

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

知的所有権の売却およびその他の譲渡： 352 324 8.8％

ライセンス／ロイヤルティに基づく手数料 150 251 (40.1)

カスタム開発収益 320 500 (36.0)

合計 822 1,074 (23.5)％

 

2013年度と2012年度においては、重要な個別の知的所有権関連の取引は行われなかった。カスタム開発収益

は、当社の技術提携先パートナーからの支払いの減少により、前年度比で36％減少した。
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　その他の(収益)および費用

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

その他の(収益)および費用：    

為替差損／（益） (260) (240) 8.4％

デリバティブ商品に係る（利益）／損失 166 72 132.5

受取利息 (74) (109) (32.2)

有価証券および投資資産からの
正味（利益）／損失

(29) (55) (48.0)

その他 (137) (511) (73.3)

連結その他の（収益）および費用合計 (333) (843) (60.5)％

営業外の調整：    

　買収関連費用 (16) (13) 17.4

営業（非GAAP）のその他の（収益）および費用 (349) (857) (59.3)％

 

2013年度に収益が510百万ドル減少したのは、主に上記の表の「その他」に反映されている2012年度における

売却したRSS事業に関連する利益（446百万ドル）による事業売却からの収益の減少（405百万ドル）、および前

年度比での外国為替相場の変動によるデリバティブ商品に係る損失の増加（95百万ドル）によるものであった。

 

　支払利息

（単位：百万ドル）

12月末までの営業年度 2013年 2012年
対前年度比
割合の変化

支払利息：    

合計 402 459 (12.5)％

 

2013年度の支払利息が、2012年度と比較して減少したのは、主に平均金利の低下によるものであり、平均債務

の増加により、部分的に相殺された。2013年度における支払利息全体（ファイナンシング原価において表示され

た支払利息を含め、資産計上された利子を除く）は989百万ドルで、前年度比で15百万ドル減少した。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

155/508



　法人所得税

2013年度の継続事業の実効税率は16.6％となり、前年度と比較して8.0ポイントの減少であった。これは、以

下の要因によるものであった。

・関連する留保金の再決定（11.1ポイント）を含む、米国2008年-2010年の税務監査の完了の結果による利

益。

・2013年度における税引前利益のより有利な地域別構成による利益（2.2ポイント）。

・2012年度米国納税者救済法の遡及的な影響による利益（0.7ポイント）、および研究開発税額控除額の増加

による利益（0.5ポイント）。

・繰延税金資産における引当金の評価の一部に対して再評価を求める租税条約による利益（1.4ポイント）。

・一部の米国外の税務監査に関する決議による利益（0.7ポイント）および新たに施行された米国州税規制に

よる利益（0.6ポイント）。これは以下により、部分的に相殺された。

・外国子会社による特定のグループ会社間決済および特定の知的所有権の会社間のライセンスに関連する税金

費用（8.8ポイント）。

・ラテン・アメリカにおける税金の再編成に関連する2012年度の利益における前年度比での影響（0.7ポイン

ト）。

営業（非GAAP）の実効税率は、主に上記と同様の要因により、2012年度と比較して7.3ポイント減少して

17.0％であった。

 

非継続事業の業績

非継続事業による損失（税引後）は、2012年度の395百万ドルと比較して2013年度において398百万ドルであっ

た。2013年度の非継続事業の実効税率は、2012年度の38.1％に対して、44.8％であった。
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財務状態

2013年12月31日現在の現金および市場性のある有価証券は11,066百万ドルとなり、前年度末の残高から一貫し

ていた。当年度中、当社は資本保全および流動性の目標を達成するために引き続き投資ポートフォリオを管理し

た。

債務合計は39,718百万ドルで、2012年12月31日の水準から6,449百万ドル増加した。2013年12月31日現在のコ

マーシャル・ペーパー残高は2,458百万ドルで、658百万ドル増加した。債務合計のうち、27,504百万ドルは、グ

ローバル・ファイナンシング事業のサポートによるものであり、7.2対１の比率でレバレッジされた。当社は、

引き続き市場において実質的な柔軟性を維持した。2013年度中、当社は合計で10,956百万ドルの社債発行を完了

し、当該社債は２年物から12年物と期間が幅広く、価格も満期によって0.22％から3.38％にわたる。

会計基準に従い、当社は退職および退職後制度の積立状況を12月31日に再測定した。2013年12月31日現在、全

般的な純積立不足状況は、2012年12月31日と比較して8,756百万ドル減少し、11,434百万ドルの純積立不足の状

態となった。これは、主に米国における割引率の上昇による。年度末現在において、当社の適格確定給付年金制

度には十分な積立が行われており、こうした制度に関連する現金の必要額は、今後も安定を維持し、2015年を通

じて年間で700百万ドルを下回る。2013年度の米国個人年金制度資産の収益率は7.1％であり、当該制度には

109％の積立が行われていた。全体として、グローバル資産の収益率は7.1％であり、全世界における適格確定給

付年金制度に対しては102％の積立が行われていた。

2013年度中、当社は営業活動から資金17,485百万ドルを生み出し、2012年度と比較して2,102百万ドルの減少

であった。さらに、当社は、2013年度に、フリー・キャッシュ・フロー15,021百万ドルを生み出し、2012年度に

わたり3,164百万ドルの減少であった。2013年度に、当社は株式買戻合計13,859百万ドルおよび配当金4,058百万

ドルでもって、株主に17,917百万ドルを還元した。当社は、2013年度に、約73百万株を買い戻し、年度末現在に

おける残存する自己株式取得枠は約147億ドルであった。
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GAAP調整

下表は、当社のGAAPに基づき報告された損益計算書の成績から非GAAPの測定に基づく営業利益の表示への調整額

を示している。本書に提示されている当社の営業（非GAAP）利益の算出は、他社で報告される同様の名称の測定と

異なる場合がある。当社が営業利益の情報を提示する理論的根拠については、冒頭の「営業利益（非GAAP）」を参

照されたい。

 
(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

2013年12月末までの営業年度 GAAP 買収関連の調整 退職関連の調整 営業

（非GAAP）

売上総利益 48,684 394 629 49,706

売上総利益率 49.5％ 0.4ポイント 0.6ポイント 50.5％

販売費および一般管理費 23,451 (394) (376) 22,680

研究、開発および技術費用 5,743 ̶ (57) 5,686

その他の（収益）および費用 (333) (16) - (349)

総費用およびその他の（収益） 28,440 (410) (433) 27,597

継続事業による税引前利益 20,244 804 1,062 22,110

継続事業による税引前利益率 20.6％ 0.8ポイント 1.1ポイント 22.5％

法人税等（注） 3,363 57 333 3,753

実効税率 16.6％ (0.4)ポイント 0.7ポイント 17.0％

継続事業による利益 16,881 747 729 18,356

継続事業による利益率 17.2％ 0.8ポイント 0.7ポイント 18.7％

非継続事業による損失、税引後 (398) ̶ ̶ (398)

純利益 16,483 747 729 17,959

希薄化後１株当たり利益：     

継続事業 15.30 0.68 0.66 16.64

非継続事業 (0.36) ̶ ̶ (0.36)

(注)　営業（非GAAP）の税引前利益に対する税務上の影響は、GAAPベースの税引前利益に適用されるものと同一の原則に基

づき算出され、成績に対して年率の実効税率を用いている。
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(単位：１株当たり利益を除いて百万ドル)

2012年12月末までの営業年度 GAAP 買収関連の調整 退職関連の調整 営業

（非GAAP）

売上総利益 50,361 376 264 51,001

売上総利益率 49.0％ 0.4ポイント 0.3ポイント 49.6％

販売費および一般管理費 23,463 (349) (294) 22,820

研究、開発および技術費用 5,816 ̶ 20 5,837

その他の（収益）および費用 (843) (13) ̶ (857)

総費用およびその他の（収益） 27,821 (363) (274) 27,184

継続事業による税引前利益 22,540 739 538 23,817

継続事業による税引前利益率 21.9％ 0.7ポイント 0.5ポイント 23.2％

法人税等（注） 5,541 98 156 5,795

実効税率 24.6％ (0.4)ポイント 0.1ポイント 24.3％

継続事業による利益 16,999 641 381 18,022

継続事業による利益率 16.5％ 0.6ポイント 0.4ポイント 17.5％

非継続事業による損失、税引後 (395) ̶ ̶ (395)

純利益 16,604 641 381 17,627

希薄化後１株当たり利益：     

継続事業 14.71 0.56 0.33 15.60

非継続事業 (0.34) ̶ ̶ (0.34)

(注)　営業（非GAAP）の税引前利益に対する税務上の影響は、GAAPベースの税引前利益に適用されるものと同一の原則に基

づき算出され、成績に対して年率の実効税率を用いている。
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その他の情報

 

将来の予測

当社は、そのビジネスモデルの成功を四半期毎あるいは年度毎ではなく、長期にわたって測定している。当社

の戦略、投資および措置のすべては、長期的な業績を最大限にする目標のために講じられている。当社は、長期

的な見通しにより、技術、事業および世界経済において生じている大きな変化を活用できる体制を整えている。

IT業界では、データおよびクラウドならびに個人と企業の関与方法の変更により、大きな変化が生じている。

2014年度において、当社の業績は、これらの市場の変化に注力した戦略上の必要事項において好調であった。当

社のクラウド、アナリティクス、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティのソリューションにおける収益は、

合計で、為替変動の影響および売却した業界基準サーバー事業による影響を含め、2013年度と比較して16％増加

した。合計で、戦略上の必要事項は250億ドルの収益を生み出し、当社全体よりも高い割合を占めるソフトウェ

アのコンテンツを含め、連結収益合計の約27％を占めた。この結果、戦略上の必要事項は、連結売上総利益率の

平均よりも高い売上総利益率を達成した。2014年度において、当社は、対象投資と戦略上の必要事項へ移行する

ための重大な措置を引き続き講じており、戦略的内容を支持しない分野の撤退を続けた。当社の戦略的方向性は

明確かつ説得力があり、当社は企業向けITの高付加価値な分野への移行を成功させている。戦略上の必要事項に

おける好調な収益の伸びは、事業の全体的な成長を裏付けている。当社は、業界の変化が続くことを見込んでい

る。当社は、二桁台の収益率で戦略上の必要事項の収益が引き続き増大することを見込んでいる。これらの提供

製品は、事業の他の部分と同様に高付加価値であり、顧客の最もクリティカルな事業プロセスを引き続き管理し

ている。クラウド事業が拡大するにつれ、また事業全体における継続的な生産性の改善により、当社は利益率拡

大の機会が得られると見込んでいる。さらに、当社は、引き続き資本を効率的かつ効果的に投資に割り当て、配

当金および株式買戻しの組み合わせにより、株主への価値の還元を続ける予定である。当社は、長期にわたり継

続的に機会を育む上で、一桁台前半の収益成長を生み出す能力があると考えており、高付加価値の事業構成によ

り、一桁台後半の１株当たり営業利益（非GAAP）の伸びと90％の範囲内でフリー・キャッシュ・フローを実現す

ることができると考えている。これは長期的な成長の展望であり、絶対的な最終目標ではなく、また複数年にわ

たる目標ではない。
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短期的には、この長期的な展望と矛盾する一部の動きがある。とりわけ、当社は、2015年において、事業にお

ける特定の移行を管理することになる。例えば、クラウドへの移行に全面的に参加することにより、当該事業に

おける利益率は、当社が行っている投資水準による影響、および当該事業の規模が十分でないことによる影響を

受ける。当社は、事業が拡大するにつれ、2015年において利益率における改善を見込んでいるが、この改善は大

規模なものにはならない。さらに、当社は、顧客が当社の提供した柔軟性を継続的に利用することにより、また

当社のプラットフォームを長期的に利用することにより、ソフトウェア取引の収益成長に対する継続的な影響を

見込んでいる。また、周期的な面での考慮要素もある。当社は、事業の地理的な広がりを鑑みた場合、一部の市

場、とりわけ、多くの成長市場において課題に直面した。当社は、これらが長期にわたって重要な市場であると

引き続き考えており、これらの機会を捉えるための投資を続けていく。しかしながら、当社は、2015年度におい

て、多くの地域において堅調な需要環境となることを見込んでいない。また、当社は、2015年度において為替変

動による継続的な影響も見込んでいる。収益成長に対する影響は、2015年１月の直物相場で５ポイントから６ポ

イントとなる見込みであるが、類似のグローバルな事業内容を扱うすべての会社と同様、ドル高により、当社の

利益の伸びにおいて為替が大幅な換算の影響を及ぼすことも見込んでいる。また、当社は、新しいメインフレー

ムの製品サイクルおよび年間を通じたPOWER8の提供可能性を含め、2015年において一部の循環的利益も見込んで

いる。

全体的として、当社は、2015年度の見通しにおいて、多くの事業分野における継続的な成長を見込んでいる。

当社は、戦略上の必要事項において好調な伸びおよび利益率の拡大を達成することを見込んでおり、他方で高水

準の投資および雇用を続け、最良の機会を有している分野への移行を続ける。しかしながら、現行の為替の環境

下において、および完了した事業売却による影響を検討した場合、報告値での収益合計は、2015年において増大

しない見込みである。当社は、2015年度において、2014年度と比較して人員の再調整費用が減少することを見込

んでおり、これにより一部利益を得るものの、利益の伸びに対して純影響となった2014年度に計上された18億ド

ルの利益の再達成はないと見込んでいる。全体的に、当社は、2015年度における継続事業による１株当たりGAAP

利益が14.35ドルから15.10ドルの範囲となり、１株当たり営業利益（非GAAP）が15.75ドルから16.50ドルとなる

ことを見込んでいる。2015年度第１四半期において、当社は、主に前年度に講じられた大規模な人員の再調整費

用により、継続事業による１株当たり利益が、2014年度第１四半期と比較して１桁台半ばとなることを見込んで

いる。全体として、そして最も重要なこととして、当社は、高付加価値および高利益率の事業でもって、2015年

度を終える見込みである。

当社は、当社の2015年度の１株当たり利益の予想において、2014年度における影響よりも低い、２ポイントか

ら３ポイントの株式買戻しによる利益を見込んでいる。当社は、2015年を株式買戻しの権限約63億ドルを残した

状態で迎え、この残りの権限の大部分を2015年に利用することを想定している。2015年度の１株当たり利益に対

する最終的な影響は、買戻しの時期により決定される。
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セグメント別でみると、当社は、新しいメインフレームの発売と2014年度第４四半期において当社が成功を収

めたPOWER8が、2015年度において勢いをもたらすことを見込んでいる。この結果、事業売却の影響を除いた場

合、当社はシステムズ・アンド・テクノロジーが、2015年度において一桁台半ばの収益成長を達成することを見

込んでいる。グローバル・サービス内では、当社は、利益の予想において大幅な成長を必要とする収益の展望を

想定していない。上記のとおり、当社は、2015年度の利益予想に関して一定の範囲を定めている。当該範囲を決

定する鍵は、ソフトウェア事業の業績であり、予想範囲の最低値は、ソフトウェア事業の展望における改善を想

定しない場合であり、他方で最高値は、2014年度と比較してソフトウェア事業の安定化を想定した場合である。

2014年度における当社の前年度比でのフリー・キャッシュ・フローの業績は、営業活動の業績による影響、現

金課税の支払い、および業界基準サーバーの事業売却に関連する運転資本の影響を受けた。2015年度の予想に関

して、当社は、期待収益の水準において、2014年度と比較して、フリー・キャッシュ・フローがほぼ横ばいとな

ることを見込んでいる。収益に占めるフリー・キャッシュ・フローは、継続事業の観点からは、2014年度におけ

るフリー・キャッシュ・フローの実現は報告値で79％であり、2015年度において80％台半ばの水準に改善される

ことが見込まれている。2014年度において、フリー・キャッシュ・フローの実現は、現金課税の支払いの増加、

および業界基準サーバーの事業売却に伴う利益による影響を受けた。これらの影響が、2015年度において重大と

なることは見込まれていないが、当社はSoftLayerのクラウド・プラットフォームの継続的な構築により、2015

年度において約５億ドルの増加を設備投資において見込んでいる。さらに、当社は、2014年度において講じられ

た人員の再調整の措置に関連する支払いの時期、および業界基準サーバーの事業売却に関連する運転資本の影響

が、フリー・キャッシュ・フローの実現に影響を及ぼすことを見込んでいる。全体的に、前年度比での利益の減

少が見込まれており、設備投資、人員の再調整および運転資本によるすべての影響の結果、フリー・キャッ

シュ・フローは前年度比でほぼ横ばいとなることが見込まれている。

当社は、通常の営業過程において、2015年度における実効税率および営業（非GAAP）の税率が約20％となると

見込んでいる。この率は、法人所得税に対する監査の確定および税法上の変更等の臨時の事由が生じた場合、ま

た、税引前利益の地域別構成、国外配当の本国送金の時期と金額、州および地方税ならびに全世界での様々な法

人所得税戦略の影響といった経常的な要因により、毎年変動する。

当社は、2015年度の退職関連制度の税引前費用が、2014年度と比較した場合、約500百万ドル増加して約25億

ドルとなることを見込んでいる。この予測は、2014年12月31日現在の現行の年金制度に関する仮定を反映してい

る。退職関連制度の費用合計のうち、退職関連制度の営業費用は、2014年度と比較して約100百万ドル減少して

約16億ドルとなる見込みである。退職関連制度の営業外費用は、保険数理による認識損失の計上の減少により、

2014年度と比較して約600百万ドル増加して約900百万ドルとなる見込みである。2015年度におけるすべての退職

関連制度に関する現金支出は、2014年度と比較して約100百万ドル増加して約27億ドルとなる見込みである。さ

らなる情報については、後述する連結財務書類に関する注記Sの「退職関連給付」の項を参照されたい。

当社が将来の期間において適用する新しい会計方針に関する検討については、後述する連結財務書類に関する

注記Bの「会計方針の変更」を参照されたい。
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流動性および資本の源泉

当社は、営業活動から常に力強いキャッシュ・フローを生み出しており、それにより、過去５年間において、

毎年169億ドルから198億ドルの財源が提供されてきた。当社は、十分な現金残高の維持、国際資金源へのアクセ

ス、１件のコミットされた国際融資枠およびその他の世界中のコミットされたクレジットラインおよびコミット

されていないクレジットライン等のいくつかのソースを通じてさらなる流動資金の必要性に備えている。下表

は、2010年から2014年の12月31日に終了した年度についての主要な流動性の源泉の概要を示したものである。

 

キャッシュ・フローおよび流動性の傾向

（単位：十億ドル）

 2014年 2013年 2012年 2011年 2010年

営業活動からの純現金収入 16.9 17.5 19.6 19.8 19.5

現金および短期の市場性のある
有価証券

8.5 11.1 11.1 11.9 11.7

コミットされた国際融資枠 10.0 10.0 10.0 10.0 10.0

 

主要な格付機関による2014年12月31日現在の当社の社債の格付は、下表のとおりであり、2013年12月31日現在

から変更はない。当社の負債証券について定めている信託証書およびその様々な信用枠には、当社が元本および

利息を速やかに支払うことを義務づける条項、担保付債務およびセール・アンド・リースバック取引の合計金額

の上限を当社の連結正味固定資産の10％とする条項、ならびに特定の条件を満たす場合を除き、当社が合併また

は統合することを制限する条項といった重大なコベナンツを記載している。信用枠には、当社の連結正味支払利

息比率を2.20対1.0未満としてはならないとするコベナンツ、および最低500百万ドルのその他の不履行債務につ

いてのクロスデフォルト規定が含まれる。

当社はすべての債券に関する重大なコベナンツを遵守しており、貸付人に対して定期的に証明書を提供してい

る。債券のコベナンツを遵守できない場合、当該規定が適用される債務に関する債務不履行事由に該当すること

がある。特定の債務不履行事由が生じた場合、当該債務不履行事由が適用される債券にかかる元本および利息

は、直ちに支払わなければならない。

さらに当社の借入契約の誓約および書類には、信用格付が変更された場合に、保有者が債務不履行事由を宣言

し、これに基づき支払期限の利益の喪失を要求できる「格付トリガー」の規定が含まれていない。当社のデリバ

ティブ商品を規律する契約上の取決めには、当社の信用格付が投資適格水準を下回った場合に契約解除を引き起

こす、市場において標準的な条項が含まれている。2014年12月31日現在、負債ポジションであったこれらの商品

の公正価値は、196百万ドル（該当するネッティング前）であり、このポジションは、当社の未決済商品および

市場状態の水準に基づき、期間毎の公正価値の変動の影響を受ける。当社は、信用格付に変動があった場合に当

社の財務状態または流動性に重大な悪影響を及ぼすようなその他の契約上の取決めを有していない。
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スタンダード・アンド

・プアーズ
ムーディーズ

・インベスターズ・サービス
フィッチ

・レーティングス

優先長期債 AA- Aa3 A+

コマーシャル・ペーパー A-1+ プライム-1 F1

 

当社は、後述する連結キャッシュ・フロー計算書を後述するキャッシュ・フローの表示における該当する会計

基準に従い作成している。また、前述の「キャッシュ・フロー」の項で現金の供給源および利用の基礎を成す原

因および事由をかかる様式にて記載している。事業運営の目的上、当社は、異なる形式によりキャッシュ・フ

ローを管理、監視および分析している。

経営陣は、当社の営業成績を評価し、株式買戻しの程度を計画し、戦略的投資を評価し、ならびに当社が債務

を負担および返済する能力と必要性を評価するためにフリー・キャッシュ・フローの測定を用いている。フ

リー・キャッシュ・フローは、GAAPにおいて定義される用語ではなく、またフリー・キャッシュ・フローの全額

が、裁量支出のために利用可能であることを意味しない。当社は、フリー・キャッシュ・フローは、営業活動か

らの純現金収入からグローバル・ファイナンシング受取債権と設備投資純額の変動を控除したもの（ソフトウェ

アに対する投資を含む）と定義している。グローバル・ファイナンシング事業の鍵となる目的は、力強い株主資

本利益率を生み出すことである。受取債権の増加は、金融事業の成長の基礎となっている。従って、経営陣は、

グローバル・ファイナンシングの受取債権を、効率性のために最小限にとどめるべき運転資本ではなく利益を生

み出す投資であるとみなしている。グローバル・ファイナンシング受取債権を投資として考慮した後、残りの正

味営業キャッシュ・フロー（設備投資純額を控除後）は、当社にとってフリー・キャッシュ・フローとみなされ

る。

経営陣がどのようにキャッシュ・フローを捉えているかという観点からいうと、2014年度中、設備投資におい

て38億ドルを投資後、当社は、フリー・キャッシュ・フロー124億ドルを生み出し、2013年度と比較して26億ド

ルの減少であった。この減少は、現金課税の支払い（17億ドル）、当社の営業活動の業績、業界基準サーバー事

業の売却に伴う運転資本費用の変動によるものであった。

2014年度において、当社は、普通株式買戻プログラムを含む43億ドルの配当金および130億ドル（純額）の株

式取引を含む、株主への還元のために現金を使うことに引き続き注力した。さらに、当年度において６社を買収

するために７億ドルを使った。

過去５年の間、当社は780億ドル超のフリー・キャッシュ・フローを生み出してきた。同期間中、当社は、戦

略的買収に150億ドルの投資を行い、790億ドル超を配当および株式買戻し（純額）を通じて株主に還元した。当

該期間中における当社の実績は、株式買戻し、配当金および買収の要素において流用可能性があることを示して

いる。株主に対する配当または株式買戻しの形式による支払いの見込額は、毎年の営業成績、設備投資必要額、

研究・開発投資および買収を含む様々な要因、ならびに下記の要因に基づき異なってくる。
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当社の取締役会は、四半期毎に会合を行い、配当金支払いを検討する。2014年度第２四半期に、当社の取締役

会は、当社の普通株式１株当たり四半期配当金を、0.95ドルから1.10ドルに増額した。

下表は、経営陣が上述のとおりキャッシュ・フローを検討した方法を示したものである。

 
（単位：十億ドル）

12月31日に終了した年度 2014年 2013年 2012年 2011年 2010年

GAAPに基づく営業活動による純現金収益 16.9 17.5 19.6 19.8 19.5

控除：
グローバル・ファイナンシング受取債権の増減

0.7 (1.3) (2.9) (0.8) (0.7)

グローバル・ファイナンシング受取債権を除いた、営業活
動による純現金収益

16.2 18.8 22.5 20.7 20.3

　　正味設備投資 (3.8) (3.8) (4.3) (4.1) (4.0)

フリー・キャッシュ・フロー(FCF) 12.4 15.0 18.2 16.6 16.3

　　事業買収 (0.7) (3.1) (3.7) (1.8) (5.9)

　　事業売却 2.4 0.3 0.6 0.0 0.1

　　株式買戻し (13.7) (13.9) (12.0) (15.0) (15.4)

　　配当 (4.3) (4.1) (3.8) (3.5) (3.2)

　　グローバル・ファイナンシング以外の債務 (1.3) 3.2 0.7 1.7 2.3

　　その他
　　（グローバル・ファイナンシング受取債権およびグ

ローバル・ファイナンシング債務を含む）
2.6 2.4 (0.8) 2.3 3.5

現金、現金同等物および短期の市場性のある
有価証券の変動

(2.6) (0.1) (0.8) 0.3 (2.3)

継続事業による利益に対するFCFの割合 79％ 89％ 107％ 103％ 108％

 

上述の「キャッシュ・フローおよび流動性の傾向」の項に記載されている過去のキャッシュ・フロー・ダイナ

ミクスを一時的に変更する可能性のある事由には、営業成績の多額の変動、地域別資金源に関する重大な変更、

資本市場の低迷が激化している期間における訴訟または将来の年金への積立の要求による予期せぬマイナス影響

が含まれる。訴訟がかかる悪影響を及ぼすか否かは、多数の不確定要素（後述する連結財務書類に関する注記M

の「偶発債務および契約債務」の項において詳述）に依拠している。年金積立については、2014年度に、当社

は、米国外の確定給付年金制度に対して519百万ドルの拠出を行い、これに対して2013年度は507百万ドルであっ

た。下記の「契約義務」の表に記載のとおり、当社は今後５年間で、一定の米国外の制度について、年金制度に

対する法定の義務的拠出約30億ドルを行う予定である。2015年度の拠出は、現在約600百万ドルとなると見積も

られている。2015年度におけるすべての退職関連制度に関連する現金支出は、2014年度と比較して約１億ドル増

の約27億ドルとなることが見込まれている。金融市場の業績により、より頻繁に積立状況の再測定が必要な一部

の米国以外の国々において、法定の最低拠出必要額が増額される可能性がある。年金積立によるさらなる影響に

ついては、資本市場における将来の動向や年金制度への拠出に関する規則の変更を予測することは不可能である

ため、当社はかかる影響を数値化していない。

2006年中、2006年企業年金保護法が成立した。企業年金保護法により、とりわけ、2007年12月31日以降に開始

する一定の米国の確定給付年金制度の拠出額の要件が増額した。2014年12月31日現在、2015年度について、米国

の確定給付年金制度に対する義務的拠出は要求されていない。
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当社の米国のキャッシュ・フローは現在の米国内の営業活動および債務（配当金および債務返済等の投資活動

および財務活動を含む）に対し、引き続き十分な資金提供を行うことができる。当社の米国の営業活動は大幅な

キャッシュ・フローを生み出しており、米国において追加の現金需要が発生した場合、当社は複数の利用可能な

流動性を選択できる状態にある。こうした選択には、合理的な金利でもって追加の資金を借り入れる能力、約定

国際借入限度枠の利用、特定の外国収益を送金すること、特定の外国子会社とグループ会社間ローンを利用する

ことが含まれる。

当社は米国外から税引前利益の大部分を得ている。当社は、外国子会社の未分配利益を無制限に再投資する方

針であるため、従って、外国子会社の利益剰余金に対する連邦所得税の引当金は行われない。当社は、当該利益

により米国の税金債務が追加で生じない範囲内で、当該利益の一部を定期的に送金している。無制限に再投資さ

れる利益に関連する繰延税金負債の数値化は（もしあれば）実現可能ではない。現在、当社は外国子会社が保有

する資金を送金する必要性はないが、これらの資金が米国の営業活動および債務において必要となる場合、当社

はこうした資金を送金することを選択することができ、この結果、当社の方針の再評価および税金費用の増加と

なる。

 

契約義務

(単位：百万ドル)

   期限が到来する支払い  

 合計契約支払額 2015年 2016-17年 2018-19年 2019年以降

長期債務契約 39,708 4,586 10,564 6,686 17,872

長期債務契約に対する利息 10,437 1,120 2,036 1,437 5,845

キャピタル（ファイナンス）
リース債務

29 13 9 4 2

オペレーティング・リース債務 6,152 1,350 2,149 1,602 1,051

購入債務 1,227 680 437 72 38

その他の長期負債：      

　最低年金積立（義務）（注１) 3,000 600 1,200 1,200 ̶

　役員報酬 1,730 71 149 158 1,352

　長期退職手当 1,823 733 209 153 728

　税金引当金（注２） 3,642 995    

　事業売却関連 2,391 1,344 799 184 65

その他 1,018 134 200 111 574

合計 71,157 11,625 17,751 11,607 27,527

（注１）年金制度の積立状況は異なるため、2019年後の最低年金必要額の支払義務は、合理的に予測し難い。

（注２）これらの金額は、未認識の税務上の恩恵に関する負債を示している。当社は、今後12ヶ月間の間に、負債のうち約

995百万ドルが決済されると予測している。法人税負債の非流動部分の決済期間は、かかる支払いが様々な税務当局

による審査の進展に左右されるため、合理的に予測することができない。しかしながら、同負債は、今後12ヶ月間

の間には、支払期限は到来しないと予測されている。
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契約義務の合計額は、前記の表にて報告されているが、これは、時間価値の影響を除いたものであるため、連

結貸借対照表にて報告されている値と異なる場合がある。一部の非流動負債は、将来の資金支出が不確定である

ため、上記の表から除外されている。これには、繰延税金、デリバティブ、前受収益、障害者手当およびその他

の諸資産の項目が含まれている。また、当社の完了した事業売却、およびマイクロエレクトロニクス事業を売却

する内容の最終契約に関連する義務の一部が含まれる。

購入債務には、(1)取消不能であるか、(2)当該契約が取り消された場合当社が違約金を支払うか、または(3)

たとえ当社が契約製品もしくはサービスを受け取らなかったとしても当社が規定された最低支払額を支払わなけ

ればならない（「take-or-pay」）という基準のいずれかを満たす、定量または最低量の商品もしくはサービス

購入に関するすべての契約が含まれる。商品またはサービスを購入する義務が取消不能である場合、当該契約の

全体価値が上表に含まれる。当該義務が取消可能であっても、かかる義務の取消により当社が違約金を支払う場

合には、当該違約金の米ドル額が購入債務に含まれる。take-or-pay契約に明記されている契約上の最低支払額

も、これらが確定義務である各契約の一部を示しているため、上表に含まれている。

通常の営業過程において、当社は、当社が必要とする特定の製品、商品またはサービスのすべてもしくは一部

をサプライヤーまたは供給メーカーから購入することを規定した契約を締結している。これらの契約は通常、価

格決定その他の交渉条項を確保するために締結される。これらは、定量または最低量の購入を行うことを規定し

ておらず、従って、当社はこれらを購入債務とはみなしていない。

変動利付債務に対する利息は、2014年12月31日現在の実効金利を用いて算出され、これにかかる債務に関連す

る金利スプレッド（もしあれば）を加えて算出される。

 

簿外の取決め

当社は、随時、SECの財務報告に関する規則第67号（FRR-67号）「経営陣による検討および分析における簿外

の取決めおよび契約義務総額の開示」に定義されている簿外の取決めを締結する。

2014年12月31日現在、当社は、財務状態、財務状態・収益もしくは費用の変化、営業成績、流動性、設備投資

または資本の源泉に対し、現在または将来において重大な影響を及ぼすか、また合理的にみて今後その可能性が

ある簿外の取決めを有していない。当社の契約義務については上記の「契約義務」の表を参照されたい。また、

当社の保証、融資契約および補償協定についての詳細は、後述する連結財務書類に関する注記M「偶発債務およ

び契約債務」の項を参照されたい。当社は、非連結企業に譲渡された資産に対する留保持分またはその他の重要

な簿外持分もしくは簿外の金融商品を有していない。
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重要な会計上の見積り

GAAPの適用により、当社は、その報告上の財務状況に直接影響する一定の項目および将来の事象に関する見積

りや仮定を行わなければならない。本項に記載されている会計上の見積りや仮定は、当社がその財務書類につい

て最も重要と考えるものである。会計上の見積りは、以下の両方を満たす場合、重要とみなされる：(a)見積り

や仮定の性質が、主観や判断を伴う水準により重大とみなされる場合、(b)見積りや仮定から合理的な範囲で推

測される結果が、当社の財務状況に重大な影響を与える場合。幹部経営陣は、これらの見積りの進展、選択およ

び開示について当社の取締役会の監査委員会と検討を行った。当社の重要な会計方針については、後述する連結

財務書類に関する注記A「重要な会計方針」の項に記載されている。

定量的感応度分析は、かかる情報が合理的に入手可能で、また、信頼のおける見積りが可能で、さらに、投資

家に対して重要な情報を提供する場合に行われている。感応度を評価するために使用される数値（例えば、

１％、10％等）は、本報告書の利用者が、予想の変更の原因と結果に関する一般的な方向性を理解する助けとな

るよう記載されており、予想の変動性に関する経営陣の予測を表すものではない。これらの予想すべてについ

て、将来の事象が実際に予想どおりとなる可能性は極めて低く、そしてこれらの予想は定期的に再検討され、調

整されなければならないことに留意が必要である。

 

年金に関する仮定

当社の確定給付年金制度において、当社の従業員に対する給付債務および期間年金（収益）/費用の純額の測

定には、一定の仮定を行う必要があり、特に、割引率の仮定および年金資産の期待収益率が必要となる。

割引率の仮定の変更は、期間年金（収益）/費用の純額の計算の一部である損益の償却および利息費用ならび

に予測給付債務（PBO）に影響を与える。後述する連結財務書類に関する注記S「退職関連給付」の項に記載して

いるように、当社は2014年12月31日に米国の給付建制度であるIBM個人年金制度（「PPP」）の割引率の仮定を

0.80％引き下げ、3.70％とした。この変更は、2015年に計上される税引前原価および費用を272百万ドル増加さ

せると予想される。2014年12月31日にPPPの割引率の仮定が0.80％引き上げられていた場合、2015年に計上され

る税引前原価および費用は288百万ドル減少すると予想される。割引率の仮定の変更は、予測給付債務に影響を

与え、そして予測給付債務が年金資産を上回った場合、結果として当社の拠出の意思決定に影響を与える可能性

がある。2014年12月31日のデータに基づくと、割引率が0.25％増加または減少する毎に、PPPの予測給付債務に

対して、それぞれ、推定14億ドルの減少または増加が生じると予想される。
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年金資産の長期期待収益率の仮定が、期間年金（収益）/費用の純額の計算に使用される。年金資産期待収益

は年金資産の市場連動価額に基づき算出され、年金資産の市場連動価額は、年金資産の公正価値の変動を、５年

間にわたり期間純年金（収益）/費用の年金資産期待収益の項にて規則的に認識する。年金資産の実際の収益と

年金資産の長期期待収益の差異は、期間純年金（収益）/費用の資産期待収益において５年間にわたって認識さ

れ、また年金数理上の利益/損失の一部としても認識され、会計基準でも規定されるとおり、それらは、給付債

務または年金資産価値に基づいた基準値を上回っていることを条件として、制度に応じて加入者の勤務期間また

は寿命にわたって認識される。

長期収益率の見通しが変化し、経営陣が年金資産の長期期待収益率の仮定を変更することとなった範囲におい

て、PPP年金資産の長期期待収益率の仮定が0.50％増加または減少する毎に、翌年の税引前期間年金（収益）/費

用の純額が予想値でそれぞれ264百万ドル減少または増加すると見積もられている（2014年12月31日現在のPPP年

金資産および2015年には拠出が行われないとの仮定に基づく）。

当社は、自発的に拠出を行うか、または法律により年金制度に拠出を行うことを義務づけられる可能性があ

る。実際の成績が見積額と異なった場合、結果として経営陣の計画する将来の当社の年金制度に対する積立額の

増減につながる可能性がある。この種の変更が世界中のその他の国における当社の年金制度に与える影響は、

各々の制度の状況により異なる。

上記に加え、当社は、退職年齢や死亡率等の人口統計学的要因を伴うその他の年金に関する仮定を評価してお

り、経験や将来への予想を反映するために、これらの仮定に関する情報を更新している。ある年度における実際

の業績は、経済的要因およびその他の要因により、保険数理上の仮定と異なる可能性がある。

当社の年金制度およびこれらの仮定に関する展開の詳細については、後述する連結財務書類に関する注記S

「退職関連給付」の項を参照されたい。

 

収益の認識

収益の測定および認識に関連したGAAPの様々な会計原則を適用するにあたり、当社は判断や予測を行う必要が

ある。特に、標準的でない条項を含んだ複雑な取決めについては、適切な会計処理を決定する際に大幅な契約の

解釈が必要となる場合がある。それらには、複数の成果物からなる取決めで規定されている成果物を、会計上別

個の単位として扱うべきか否かが含まれる。その他の重要な判断には、IBMまたは再販業者のいずれが取引の本

人として行為しているのか、そして別個の契約が１つの取決めの一部と考えられるか否かが含まれる。

収益の認識はまた、販売インセンティブ、期待収益および回収可能性を予測する当社の能力の影響を受ける。

当社は、特定の取引の検討、顧客の信用力、過去の経験ならびに市場および経済の状態といった、様々な要素

を、これらの引当金を算出する際に検討する。予測は、その妥当性を判断するために四半期毎に実施される。こ

れらの予測が2014年に10％変動していた場合、純利益に78百万ドル影響が及んでいたと予想される（グローバ

ル・ファイナンシング受取債権を除く）。
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サービス契約完成のコスト

当社は、グローバル・サービス事業を通じて多数のサービス契約を締結している。契約期間中、収益、コスト

および利益は、特に、当社が工事進行基準を採用している契約については、それぞれの契約における最終的な収

益予想の影響を受ける可能性がある。予想により工事進行基準による契約が利益の上がらないものであることが

いつ何時でも示された場合には、契約の残存期間に関し予想される損失の全額が直ちに費用計上される。当社

は、工事進行基準ベースのサービス契約について継続的に収益性の分析を行っており、最新の予想に関して更新

が必要か否かを決定している。それぞれの契約を完成するため必要な将来的コストを予測するために、当社が再

検討している主要な要素は、将来の労務費、将来の製品コストおよび予想生産性の効率である。その他の未払費

用および負債として計上された契約損失引当金は、2014年12月31日現在および2013年12月31日現在で、それぞれ

約13百万ドルおよび41百万ドルであった。

 

法人税等

当社は、米国および数多くの外国の法域において、法人税を課せられている。連結での法人税等を計算するに

当たっては、重大な判断を行うことを要する。

通常の営業過程においては、最終的な納税額が不明な数多くの取引および計算が存在する。従って、当社は、

予想される税金負債を、追加的な納税または利息の支払いが必要となるか否かに基づき認識している。かかる税

金負債は、当社の納税申告における立場には十分に理由があると当社が確信している場合であっても、税務当局

の調査により納税申告における立場に十分に理由があるとはいえないとされる可能性があると当社が考える場合

に認識される。当社は、過去の経験および税法解釈を含む多くの要因を評価しており、これらに基づき税金負債

計上額は全調査年度において適切であると考える。かかる評価は、予測および仮定に基づくものであり、将来の

事象に関する一連の複雑な判断を含むこともある。当社が既存の税金負債の充足性に関しての判断を変更する情

報が入手可能となった範囲において、かかる税金負債に対する変更は、かかる決定が行われた期間に係る税金費

用に影響を与える。

繰延税金資産に対して計上されている評価引当金を計算する際にも、重大な判断を行うことを要する。評価引

当金の必要性を判断する際には、経営陣は、各法域について、過去の営業成績、今後の課税所得の見積りおよび

進行中のタックスプラン戦略の採算性を含むあらゆる証拠材料を考慮に入れる。当社が、実現可能な繰延税金資

産額の決定を変更する際には、それに対する評価引当金の調整を行うが、かかる調整は、かかる決定が行われた

期間に係る税金費用に影響を与える。

連結での法人税等は、法人所得税に対する税務調査の確定および税法の改正といった臨時の事由が生じた場

合、また、税引前利益の地域別構成、国外配当の本国送金の時期と金額、州および地方税ならびに全世界での

様々な法人所得税戦略の影響といった経常的事由により、期間毎に変動する。

法人税等が継続事業による税引前利益を１％上回ったかまたは下回った場合に、当社の2014年度における連結

純利益は、200百万ドル減少/改善していたと予想される。
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資産の評価

企業結合および減損会計の適用により、多大な見積りおよび仮定の利用が必要となる。企業結合会計における

買収法により、当社は取得した資産、承継した負債および被取得企業に対する非支配持分の公正価値の見積りを

行い、のれんおよび耐用年数を確定できない無形資産と減価償却・償却資産との間に取得対価を適切に配分しな

ければならない。のれんおよび耐用年数を確定できない無形資産を除く資産の減損テストでは、これらの資産ま

たは資産のグループに対するキャッシュ・フローの配分を必要とし、また必要な場合は、これらの資産または資

産のグループの公正価値の見積りが必要となる。当社の見積りは、合理的と考えられる仮定に基づいたものであ

るが、その性質上、不確定かつ予測不可能なものである。これらの評価は、経営陣による仮定を必要とし、かか

る仮定には予期しない事象や状況の発生は反映されない。

 

のれんの評価

当社は、毎年、第４四半期において、そして、発生した事象や状況の変化により、のれんの簿価が回収不可能

である可能性を示した場合はいつでも、のれんの減損を検討する。

当社は、報告部門の公正価値に影響を及ぼす関連する事象および状況を含め、のれんを計上する各報告部門に

おける質的要因を評価している。例として、マクロ経済、産業および市況、その他以下の要因を含むが、これら

に限定されない。

 

・主要な人材が流出した場合、

・予期せぬ競争等の重大で不利な変化が報告部門の事業環境でみられた場合、

・重大な係属中の訴訟がある場合、

・報告部門または報告部門の大部分が売却あるいは処分される可能性が高い場合、および

・規制機関による不利な措置または評価がある場合

 

当社は、こうした定性的要因を評価し、２段階による定量的のれん減損テストを実施する必要があるか否かを

決定している。この定量的テストでは、報告部門の公正価値が簿価を下回る可能性が高いという結論を当社が下

した場合にのみ、実施することが要求される。

当第４四半期において、当社は、年次のれん減損分析を実施した。システムズ・アンド・テクノロジーの報告

部門における財務成績の結果、定性的評価において減損の兆候の可能性を示す証拠が明らかとなった。定量的分

析では、報告部門による公正価値の見積もりが簿価を100％超上回ったため、減損は認められなかった。
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偶発損失

当社は現在様々な請求および法的手続きの当事者となっている。当社は少なくとも四半期毎に、各重要案件の

状況を精査し、その潜在的な財務リスクを評価している。いずれかの請求または法的手続きによる潜在的損失を

被る可能性が高く、それが合理的に見積り可能な場合、当社はかかる損失の見積りに対する見越し負債を認識す

る。損失を被る可能性の決定と、リスクが合理的に見積り可能であるかの決定の際、相当な判断が必要とされ

る。これらの案件に関連した不確実性により、見越し負債はその時点で入手可能であった最善の情報のみに基づ

いたものとなる。さらなる情報が入手可能となった場合、当社はその係属中の請求および訴訟に関連した潜在的

負債を再評価し、その見積りを修正する場合がある。これらの潜在的負債の見積りの修正は、当社の営業成績お

よび財務状態に重大な影響を与える可能性がある。

 

グローバル・ファイナンシング受取債権の貸倒損失引当金

グローバル・ファイナンシング事業は、回収の可能性を評価するためそのファイナンシング受取債権ポート

フォリオを少なくとも四半期毎に再検討している。回収不能の受取債権の額を見積るために経営陣が利用してい

る手法の説明は、後述する連結財務書類に関する注記A「重要な会計方針」の項の中に含まれている。経済の急

激な変化またはグローバル・ファイナンシングの受取債権ポートフォリオが集中している特定の顧客の経済的健

全性が大幅に変化することは、実際の債権の損失が、引当金の見積りと大幅に異なる結果を生む可能性を有す

る。

実際の回収の可能性が現時点の経営陣による予測と10％異なる範囲内において、グローバル・ファイナンシン

グ・セグメントの税引前利益および当社の継続事業による税引前利益は、実際の回収の可能性がそれぞれ予測よ

りも増加したか、または減少したかに応じて、58百万ドル増加または減少すると予測される（2014年度のデータ

を用いた場合）。

 

残存価値

残存価値は、リースされている機器のリース期間終了時における公正価額の見積りを表す。残存価値の見積り

は、リースの分類をオペレーティング・リースかまたはキャピタル・リースとするかの決定に影響を与える。グ

ローバル・ファイナンシングは、リースされている機器の将来の公正価値の見積りを、過去のモデル、新規およ

び中古機器の現在の市場の分析ならびにマーケティング計画および技術革新といった将来の製品情報を利用して

導き出している。残存価値の見積りは定期的に見直され、「一時的ではない」とみなされた将来の残存価値の見

積りの低下は、確認され次第認識される。将来の残存価値の予想される増加は、機器が再販されるまで認識され

ない。

技術革新における予期しない変更による中古機器市場の大幅な変化およびその結果としての中古機器の耐用年

数の変更等は、見積りから大幅に異なる実際の結果を生み出す可能性を有する。

実際の残存価値の回復が経営陣による予測よりも10％減少する範囲内において、グローバル・ファイナンシン

グ・セグメントの税引前利益および当社の継続事業による税引前利益は、2014年度に84百万ドル減少していたと

予測される。実際の残存価値の回復が経営陣による予測を上回る場合、機器が再販売されるリースの終了時点に

おいて利益が増加するであろうと予測される。
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為替相場の変動

当社の財務成績および財務状態は、米ドルに対する米ドル以外通貨の相対的価値の変動に影響される。為替相

場の変動により、2014年12月31日現在では、現地通貨建の資産および負債のドル換算額は2013年度末よりも減額

となった。当社は、金融取引およびその他の外貨建取引に関連する特定の為替リスクを軽減するために、リス

ク・ヘッジのための金融商品を利用している。為替およびヘッジの詳細については、後述する連結財務書類に関

する注記D「金融商品－デリバティブ金融商品」の項に記載されている。

為替相場の変動は、しばしば単一の機械的な利益の換算を軽減させるための事業上の対応を牽引する。為替の

動きが持続的である期間中、市場および競争は変動する為替レートに適応される。例えば、当社は市場での売出

し価格を設定する際、競合的なポジションを改善するために米ドル安を利用することが可能であり、ビジネスを

勝ち取るために、より安値を設定し、実質的に為替の利益の一部を顧客に渡している。競合他社は、しばしば同

様の措置を講じる。この結果、当社はこうした為替による費用の増減の一部は、顧客が負担する価格に影響を及

ぼすと考えている。当社はまた、為替変動による当社の財務成績への影響を（除外することはできないが）軽減

する、資金管理のための為替ヘッジ・プログラムも維持している。

当社は、米国外の事業における収益、コストおよび費用を報告期間における為替レートで換算している。「為

替変動の影響を調整した場合」または「為替変動の影響を除いた場合」の数値には、現地通貨の成績に対する単

一の為替変動の影響を除いた数学的換算に基づく調整が反映されており、これには対前年度同期比の為替相場の

換算率を用いている。しかし、当社がこの情報を開示するために用いている当該為替変動の影響を除いた換算手

法には、経営陣が為替相場の変動に対応するために講じる可能性がある営業的措置が組み込まれていない。為替

の変動は、当社の2014年度の前年度比での収益および１株当たり利益に影響を及ぼした。2014年度の為替相場の

変動に基づき、収益合計は、2013年度と比較して、報告値で5.7％減少し、為替変動の影響を除いた場合は4.0％

減少した。継続事業による税引前利益ベースの利益では、こうした換算の影響が、ヘッジ活動の正味での影響に

より相殺された結果、2014年度に理論上の最大額が（価格設定および調達活動を一切考慮しないことを想定した

場合））約300百万ドル減少した。同様の数学的処理により、2013年度は約400百万ドル減少した。当社は、こう

した金額を報告値での財務成績に対する理論上の最大額の影響として捉えている。上記の事業上の対応、為替相

場の動きならびにヘッジ商品の性質および時期を検討した場合、特定の期間における将来の為替の影響を予測す

ることは難しいが、市場での競争圧力を考慮した場合、当社は実質的に為替の影響は理論上の最大額より低くな

るであろうと考えている。

米ドル建で営業しているか、またはインフレが激しい環境の米国外子会社および支店については、事業結果に

換算調整額を反映させている。原則として、当社は価格と契約を米ドル相場と連動させることにより、こうした

子会社・支店での為替リスクを管理している。当社は、引き続きベネズエラの経済環境を監視している。
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2013年３月、ベネズエラ政府は、「外貨取得補足制度」（または「SICAD 1」）といわれる、新しい外国為替

の仕組みを築いた。当該制度は競売と同様の制度で運営され、特定の部門における企業は、特定の輸入取引にお

いて用いる米ドルの入札を行うことができる。2013年12月、ベネズエラ政府は、これらの競売における終了した

取引において示されたSICAD 1のレートを公表し、かつSICAD 1の仕組みの利用を明記した為替協定第24号を公布

した。2014年１月、政府は為替協定第25号を公布し、SICAD 1の利用が認められる取引を大幅に拡大し、これま

でベネズエラにおける外貨の売買を管理してきたCADIVIの役割を国家貿易センター（CENCOEX）という新しい機

関が担うことを述べた。2014年２月、ベネズエラ政府は、新しい為替規制の仕組み（SICAD 2）を開設するため

の制度を法制化し、また「必需品やサービス」の購入に関する米ドル建て債務の取引において、１米ドルに対し

て6.3ボリバル・フェルテの公定レートがより一層確保されることを示した。2014年３月、ベネズエラ政府は、

為替協定第27号においてSICAD 2に関する運用規則を発表した。SICAD 2は、2014年３月24日に運用を開始した。

2014年３月、当社は、１米ドルに対して10.7ボリバル・フェルテとするSICAD 1のレートを適用した。SICAD 1の

レートは、当社がベネズエラ事業において販売する多くの財やサービスについて、SICAD 1における定期競売で

使用されるより代表的な為替レートである。2014年度第１四半期において、当社は、連結損益計算書の「その他

の（収益）および費用」における評価減により、税引前損失31百万ドルを計上した。2014年12月31日現在、当社

のベネズエラにおける純資産状態は42百万ドルであった。当社のベネズエラにおける事業は、2014年度、2013年

度および2012年度の収益合計のそれぞれ１％未満であった。2015年２月、ベネズエラ政府は、限界通貨制度

（SIMADI）という新しい外国為替の枠組みを作った。当社は、今後2015年において、当該新システムによる取引

を監視する。

2014年１月、アルゼンチン政府は、１米ドル６ペソであったのに対して、１米ドル８ペソに自国の通貨を切り

下げた。当社のアルゼンチンでの事業規模を鑑みた場合（2014年度の収益合計の１％未満）、この切下げによる

重大な影響はなかった。

 

市場リスク

通常の営業過程において、当社の財務状態は、常に様々なリスクにさらされている。未払の債務ならびに米ド

ル以外の通貨建の資産および負債の金利ならびに為替相場の変動に関連する市場リスク以外の例として、売掛金

の回収可能性やリースされた資産の残存価値の回収可能性などに関するリスクがある。

当社は定期的にこうしたリスクを評価し、その他の悪影響を与えるリスクも含めてリスクへの対策のための方

針と事業上の慣行を確立している。その結果、当社はこれらのリスクによる重大な損失は予想していない。

グローバル・ファイナンシング事業を支援するための当社の債務、および当社の営業地域の幅広さには、金利

と為替相場の変動によるリスクの要素が内在している。このリスクの一部については、当社は後述する連結財務

書類に関する注記D「金融商品－デリバティブ金融商品」の項に記載されるデリバティブ等の様々な金融商品の

利用によって対処している。

情報開示の要件を満たすために、当社は市場変動によるリスクが当社の債務とその他の金融商品の公正価格に

与え得る影響を特定する感応度分析を行っている。
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感応度分析に含まれる金融商品は、当社の現金および現金同等物、市場性のある有価証券、短期および長期貸

付金、コマーシャル・ファイナンシングおよび割賦受取債権、投資、長期および短期借入債務、ならびにデリバ

ティブ金融商品で構成される。当社のデリバティブ金融商品には、原則として、金利スワップ、外貨スワップお

よび先物契約が含まれる。

感応度分析を行うために、当社は金利と外国為替相場の仮想変動が市場の変動に敏感な商品にどのような影響

を与えるか、という点からの損失リスクを公正価格で評価している。金利と外国為替のリスクの市場価値は、評

価対象のリスクが原因となって生じるであろう市場の変動が将来のキャッシュ・フローに与える影響を見込んだ

上で、将来のキャッシュ・フローを現在の価値に引き直し、それに基づいて計算される。現在価値の計算に使用

される割引率は、2014年および2013年12月31日現在の市場金利と外国為替相場に基づいて選択された。この比較

における差が、各種リスクに関連する仮想の損益である。

現実の制約を原因とし、特定市場リスクの要素以外のすべての変数は一定値に保たれているため、使用された

感応度分析のモデルによって得られる情報は、通常の市場環境の下で当社に起きる公正価格の実際の変化を必ず

しも表しているわけではない。さらに、モデルの結果は、一定の項目については、分析対象から除外されている

という制約を受ける。なお、それらの項目における資金調達またはリスク・ヘッジに関係する金融商品は、その

定義上分析対象の項目に含まれている。除外された項目には、販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシン

グ・リースからの短期および長期受取債権、予想された外貨建キャッシュ・フローの額ならびに当社の米国外事

業への投資（純額）が含まれている。従って、感応度分析の結果に影響を与えるある金融商品の価値の変化の報

告値は、それらの金融商品によって資金調達またはリスク・ヘッジを行うことが意図された項目の価値の変化の

大きさを相殺するものとは一致しない。

2014年12月31日および2013年12月31日現在の感応度分析の結果は以下のとおりである。

 

金利のリスク

他のすべての変数を一定とした場合、金利の水準が10％下がると、当社の金融商品の公正価値は2014年12月31

日現在では123百万ドル減少し、2013年12月31日現在では322百万ドル減少することになる。他のすべての変数を

一定とした場合、金利の水準が10％上がると、当社の金融商品の公正価値は119百万ドル増加し、2013年12月31

日現在では300百万ドル増加することになる。こうした金利の理論上の変化による当社の金融商品ポートフォリ

オの公正価値の相対的な感応度の変化は、主に当社の債務の満期、金利の特徴および金額の変化によるものであ

る。

 

外国為替相場のリスク

他のすべての変数を一定とした場合、米ドルが外国通貨に対して10％安くなると、当社の金融商品の公正価値

は2014年12月31日現在では872百万ドル増加し、2013年12月31日現在では1,340百万ドル増加することになる。反

対に、他のすべての変数を一定とした場合、米ドルが外国通貨に対して10％高くなると、当社の金融商品の公正

価値は872百万ドル減少し、2013年12月31日現在では1,340百万ドル減少することになる。2013年度から2014年度

にかけての変動の影響は、資産の減少（123百万ドル）、債務の増加（362百万ドル）およびデリバティブにおけ

る増加（230百万ドル）であった。
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金融リスク

当社のグローバル・ファイナンシング事業部門に関連した金融リスクおよび当該リスクの削減を行うための経

営陣の措置に関連する記述については、後述する「グローバル・ファイナンシング」の項目を参照されたい。

 

サイバー・セキュリティ

当社のサイバー・セキュリティの手法は、顧客への提供製品およびリスク管理に対する社内手法の両方の側面

において、変化を遂げる環境に適応できる能力、そして深く、幅広いグローバルな機能を活用している。IBM

は、顧客の助けとなるために、サイバー・セキュリティに関する事柄について幅広い知識と経験を活用してき

た。当社は、IDおよびアクセス管理、データセキュリティ、アプリケーション・セキュリティ、ネットワーク・

セキュリティならびにエンドポイント・セキュリティを提供するコマーシャル・ソリューションを有している。

IBMのソリューションには、顧客のITセキュリティ事象に関する情報を収集し、かつ顧客に対して潜在的な脅威

およびセキュリティ体制に関する詳細な情報を提供するセキュリティ・インテリジェンス・ダッシュボードが含

まれる。当社のサービス事業は、評価から展開までセキュリティについての専門的なソリューションを提供して

いる。さらに、当社は管理され、外注されたセキュリティのソリューションを世界中の複数のセキュリティ事業

センターから提供している。最後に、セキュリティは安全なエンジニアリング・プロセスを通じて、そしてサー

バー、ストレージ、ソフトウェア、サービスおよびその他のソリューションにおける重要な機能（暗号化機能、

アクセス管理等）によって多数のIBM製品群に組み込まれている。

企業の観点からは、IBMは、サイバー・セキュリティのリスクを特定および対処するために、多角的なリスク

管理手法を実行している。当社は、IBMのインフラストラクチャーおよびデータが管理されている基盤を提供す

る方針および手続きを設けている。IBMは、サイバー・セキュリティに関連する新たなリスクを特定するための

技術制御およびその手法に関する評価を現在行っている。当社は、ネットワーク、エンド・ユーザーのデバイ

ス、データ・センターおよびアプリケーションにおけるサイバー・セキュリティの攻撃を防御するために、重複

管理と併せて階層化アプローチを利用している。また、当社は、サイバー・セキュリティの脅威に対応するため

のインシデント・レスポンス・プロセスを有している。さらに、当社は、従業員間でセキュリティに対する認識

および責任の文化を育むために、オンライン教育、教育ツールおよびその他認識向上への取組みを併用してい

る。
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従業員および関連労働力

 

  
  

対前年度比割合増減

12月31日に終了した年度 2014年 2013年 2012年 2014-13年 2013-12年

IBMおよび100％所有子会社

100％未満所有子会社

補完的従業員

379,592名（注）

8,862名

24,321名

431,212名

9,018名

23,555名

434,246名

8,009名

24,740名

(12.0)％

(1.7)

3.3

(0.7)％

12.6

(4.8)

(注)　2014年度における事業売却による、約35,000名の人的資源の削減を反映している。

 

当社は、グローバルに統合された企業であり、175を超える国々で営業活動を行っている。当社は引き続き、

その事業を企業向けITの、より高付加価値のセグメントに移行している。2013年度から2014年度における人的資

源の合計が減少したのは、主に2014年度の事業売却によるものであり、当該事業売却において約35,000人の人的

資源が削減された。

当社は、市場における最良の機会に一致させるために、スキルや人的資源のニーズの再構成を続けていく。当

社の補完的従業員の人数は、特定の事業における必要性に対し、柔軟かつコスト面で効率的に対応するために締

結された、臨時、パートタイムおよび雇用期間限定の雇用契約によって雇用された従業員を、フルタイム従業員

相当に換算した場合における概算である。

 

グローバル・ファイナンシング

グローバル・ファイナンシングは報告対象セグメントであり、独立した企業体として評価されている。

2014年、グローバル・ファイナンシング事業は、中核的な能力に引き続き焦点を当て、当社の顧客およびビジ

ネス・パートナーに対してITファイナンシングを提供している。当年度において、グローバル・ファイナンシン

グの外部収益は、2,034百万ドルであり、収益合計は4,522百万ドルであり、売上総利益率は拡大された。税引前

利益合計は、2013年度と比較して0.8％増加して2,189百万ドルであり、株主資本利益率は36.8％であった。

全般的な経済の健全性およびそれが企業のIT支出予算に与える影響に加えて、グローバル・ファイナンシング

の成績を牽引する主要な要素は、金利およびオリジネーションである。金利は、ファイナンシング収益および関

連する借入費用を増加または減少させることにより、グローバル・ファイナンシングの事業に直接的な影響を与

える。オリジネーションは、年金と似た性質のグローバル・ファイナンシング事業の資産基盤を決定する。そし

て、オリジネーションは、IBMのグローバル・ファイナンシング以外の売上高およびサービスの取引量ならびに

グローバル・ファイナンシングの参加率の影響を受ける。参加率とは、IBMの顧客が購入の際、IBMに対する現金

による一括払いまたは第三者を通じての融資の替わりにグローバル・ファイナンシングを通じて融資を受ける傾

向をいう。
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営業成績

 
(単位：百万ドル)

12月末までの営業年度 2014年 2013年 2012年

外部収益 2,034 2,022 2,013

内部収益 2,488 2,282 2,060

収益合計 4,522 4,304 4,073

費用 1,428 1,417 1,400

売上総利益 3,094 2,888 2,673

売上総利益率 68.4％ 67.1％ 65.6％

税引前利益 2,189 2,171 2,034

税引後利益（注) 1,462 1,456 1,362

株主資本利益率（注) 36.8％ 40.6％ 41.0％

（注）　税引後利益および株主資本利益率の計算詳細については、後述を参照されたい。

 

2014年度の収益合計が、2013年度と比較して218百万ドル増加したのは、以下の要因による。

・内部収益が9.0％増加したこと。これは中古機器の売上収益の増加によるが（11.1％増加して2,080百万ド

ル）、ファイナンシング収益の減少により（0.7％減少して408百万ドル）、部分的に相殺された。

・外部収益が0.6％（為替変動の影響を調整した場合は３％）増加したこと。これはファイナンシング収益の

増加によるが（3.4％増加して1,543百万ドル）、中古機器の売上収益の減少により（7.2％減少して491百万

ドル）、部分的に相殺された。

 

内部ファイナンシング収益が減少したのは、主に資産の利回りの低下によるものであり、平均資産残高の増加

により、部分的に相殺された。外部ファイナンシング収益が増加したのは、平均資産残高の増加によるものであ

り、資産の利回りの低下および中古リース販売の収益の減少により、部分的に相殺された。グローバル・ファイ

ナンシングの売上総利益は、中古機器販売の売上総利益の増加により、2013年度と比較して7.2％増加し、ファ

イナンシングの売上総利益の減少により、部分的に相殺された。売上総利益率は1.3ポイント上昇した。これ

は、機器販売の利益率が上昇したことによるものであり、ファイナンシングの利益率の減少により、部分的に相

殺された。

 

2013年度の収益合計が2012年度と比較して232百万ドル増加したのは、以下の要因による。

・内部収益が10.8％増加したこと。これは中古機器の売上収益の増加によるが（20.0％増加して1,871百万ド

ル）、ファイナンシング収益の減少により（17.9％減少して411百万ドル）、部分的に相殺された。

・外部収益が0.4％（為替変動の影響を調整した場合は３％）増加したこと。これはファイナンシング収益の

増加によるが（1.4％増加して1,493百万ドル）、中古機器の売上収益の減少により（2.3％減少して528百万

ドル）、部分的に相殺された。
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内部ファイナンシング収益が減少したのは、主に資産の利回りの低下および中古リース販売の収益の減少によ

るものであった。外部ファイナンシング収益が増加したのは、平均資産残高の増加によるものであり、資産の利

回りの低下および中古リース販売の収益の減少により、部分的に相殺された。2013年度のグローバル・ファイナ

ンシングの売上総利益は、中古機器販売の売上総利益の増加により、2012年度と比較して8.0％増加し、ファイ

ナンシングの売上総利益の減少により、部分的に相殺された。売上総利益率は1.5ポイント上昇した。これは、

機器販売の利益率が上昇したことによるものであり、利益率の低い中古機器販売への構成の移行により、部分的

に相殺された。

グローバル・ファイナンシングの税引前利益は、2014年度には2013年度に対して0.8％増加し、2013年度には

2012年度に対して6.8％増加した。2014年度における増加は、売上総利益の増加（207百万ドル）によるものであ

り、ファイナンシング受取債権引当金の増加（155百万ドル）ならびに販売費および一般管理費の増加（32百万

ドル）により、部分的に相殺された。2013年度の増加は、売上総利益の増加（215百万ドル）によるものであ

り、ファイナンシング受取債権引当金の増加（60百万ドル）ならびに販売費および一般管理費の増加（20百万ド

ル）により、部分的に相殺された。2014年度のファイナンシング受取債権引当金の増加は、主に中国およびラテ

ン・アメリカにおける個別引当金の必要額の増加によるものであった。2014年12月31日現在、貸倒損失引当金の

全体的なカバレッジ率は1.9％であり、前年度比で0.70％の増加であった。

2013年から2014年において、および2012年から2013年において株主資本利益率が低下したのは、平均株主資本

残高の増加によるものであった。
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財務状態

 

貸借対照表

(単位：百万ドル)

12月31日現在 2014年 2013年

現金および現金同等物 1,538 1,446

販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシング
・リースへの投資純額

8,263 9,739

オペレーティング・リース対象機器
対外部の顧客（注１）

774 947

クライアント・ローン 14,290 14,297

クライアント・ファイナンシング資産合計 23,327 24,982

コマーシャル・ファイナンシング受取債権 8,424 8,541

グループ会社間ファイナンシング受取債権（注２)（注３) 4,611 4,216

その他受取債権 368 352

その他資産 577 601

資産合計 38,845 40,138

グループ会社間支払債務（注２) 3,631 5,766

債務（注４) 29,103 27,504

その他負債 2,094 3,043

負債合計 34,828 36,314

株主持分合計 4,017 3,825

負債および株主持分合計 38,845 40,138

（注１）IBMの連結損益からは除外されている、独立企業ベースで価格決定された、当社の製品部門から購入した製品のグ

ループ会社間利幅を含む。

（注２）これらの数値はIBMの連結損益からは除外されており、そのため連結財務書類には表示されていない。

（注３）これらの資産は、上記の表に表示されているその他すべてのファイナンシング資産とともにグローバル・ファイナ

ンシング債務を利用し、表中の価値によりレバレッジされている。

（注４）グローバル・ファイナンシング債務は、グループ会社間ローンおよび外部債務から成る。グローバル・ファイナン

シング債務の一部は、当社の内部事業を支援しており、グローバル・ファイナンシング資産に組み込まれたグルー

プ会社間利幅に関連している。
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資金の源泉および運用

グローバル・ファイナンシングの資金の主な運用先は、クライアント・ファイナンシング資産およびコマー

シャル・ファイナンシング資産をオリジネートすることである。エンド・ユーザーのためのクライアント・ファ

イナンシング資産は、IBMの顧客の総合的なソリューションに関する要望に対応するためIBMのシステム、ソフト

ウェアおよびサービス、ならびにOEM機器、ソフトウェアおよびサービスからなる。クライアント・ファイナン

シング資産は、主に販売型リース、ダイレクト・ファイナンシング・リースおよびシステム製品のためのオペ

レーティング・リース、そして最高７年間の期間のシステム、ソフトウェアおよびサービス関連のローンであ

る。グローバル・ファイナンシングのクライアント・ローンは、主にソフトウェアおよびサービスのためのもの

であり、無担保である。かかるローンは、関連するリスクを評価するために信用分析の対象となっている。ま

た、必要とみなされた場合、ローン契約書には、債務の弁済期までに信用の悪化が起こった場合に債権者を保護

する誓約条項を含む、リスクを軽減するための措置が講じられる。

コマーシャル・ファイナンシング受取債権は、主にIBMおよびOEM製品のディーラーおよび再販業者に対する在

庫品金融および売掛金担保融資から生じる。在庫品金融の支払期間および売掛金担保融資の支払期間は、通常30

日から90日の範囲である。これらの短期受取債権は、主に無担保であり、関連するリスクを評価するためさらな

る信用分析の対象となる。

上記の措置に加え、当社は、特定の状況において、信用リスクを第三者に譲渡するための軽減措置を講じる場

合がある。

2014年12月31日現在、実質的にすべてのファイナンシング資産がIT関連の資産であり、外部ポートフォリオ合

計のうち約59％は、消費者金融またはモーゲージ資産と直接関係のない投資適格の顧客に関連したものであっ

た。
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オリジネーション

下記の表は、オリジネーションの合計である。

 
(単位：百万ドル)

12月31日に終了した年度 2014年 2013年 2012年

クライアント・ファイナンシング 15,099 15,792 16,277

コマーシャル・ファイナンシング 43,664 41,027 36,944

合計 58,762 56,819 53,222

 

2014年度には、コマーシャル・ファイナンシングの現金回収額およびクライアント・ファイナンシング資産

は、新規のファイナンシング・オリジネーションを上回った。これにより、2013年12月31日現在と比較してファ

イナンシング資産合計が純減少となった。2014年度のオリジネーションが2013年度に対して増加し、また、2013

年度のオリジネーションが2012年度に対して増加したのは、いずれもコマーシャル・ファイナンシングにおける

取引高の改善によるものであった。グローバル・サービスの内部ローン融資は、ローン融資枠に基づき実行さ

れ、オリジネーションとはみなされない。

2014年度中、グローバル・ファイナンシングにより生み出された現金は、グループ会社間支払債務および

IBM、ビジネス・パートナーおよびOEM供給業者の配当の支払いに投入された。外部の供給業者に合わせたIBMの

取引高の減少および短い決算期間により、2014年度におけるグループ会社間支払は、減少した。
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グローバル・ファイナンシング受取債権および引当金

下記の表は、残存価値を除外した外部ファイナンシング受取債権および貸倒損失引当金を示している。

(単位：百万ドル)

12月31日現在 2014年 2013年

ファイナンシング受取債権総額 31,007 32,319

個別貸倒損失引当金 484 279

非配分貸倒損失引当金 96 113

貸倒損失引当金合計 580 392

ファイナンシング受取債権純額 30,427 31,928

貸倒引当金カバレッジ 1.9％ 1.2％

 

グローバル・ファイナンシング受取債権のロールフォワード

貸倒損失引当金

(単位：百万ドル)

2014年１月１日
使用された引当金

（注１)
追加／（削減）

その他
（注２)

2014年12月31日

392 (26) 240 (25) 580

（注１）期間中に減価償却された償却債権の回収控除後の受取債権引当金を表す。

（注２）主に換算調整を表す。

 

グローバル・ファイナンシング受取債権引当金の割合は、2014年12月31日現在1.9％であり、2013年12月31日

現在1.2％であった。個別引当金は、2013年12月31日現在は279百万ドルであったのに対し、2014年12月31日現在

は74％増加して484百万ドルであった。非配分引当金は、2013年12月31日現在は113百万ドルであったのに対し、

主にファイナンシング受取債権合計が減少したことおよびファイナンシング受取債権合計が、一般引当金から個

別引当金へ移行したことにより、2014年12月31日現在は15％減少して96百万ドルであった。

グローバル・ファイナンシングの貸倒費用は、2014年度に240百万ドル増加し、これに対し2013年度は85百万

ドルの増加であった。前年度比での貸倒損失費用の増加は、主に中国およびラテン・アメリカにおける、当年度

の個別引当金の必要額の増加によるものであった。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

183/508



残存価値

残存価値は、金融事業に特有のリスクであり、このリスクの管理は、リース開始時に将来の機器の価値を正確

に予想する能力に依存している。グローバル・ファイナンシングは、リースされているIBMの製品の製品計画や

製品寿命について識見を有している。この製品情報に基づき、グローバル・ファイナンシングは、将来の機器の

価値に関する予測を継続的にモニターしており、それらとポートフォリオに反映されている残存価値との比較を

行っている。

グローバル・ファイナンシングは、リースの返却時に調達された資産を売却したり、中古の機器を新規の顧客

にリースしたり、または既存の顧客とのリース取決めを延長したりすることにより、残存価値の回収を最適化し

ている。機器の売上には、主にリース期間の終了時に返還された機器、余分な内部機器または外部で購入された

中古機器を含む。これらの売上は、2014年度および2013年度のグローバル・ファイナンシングの収益のそれぞれ

56.9％および55.8％を占めていた。これらの販売における売上総利益率は、2014年度および2013年度にそれぞれ

64.9％および58.3％であった。売上総利益率の増加は、内部向け機器販売の利益率の増加および利益率の高い内

部向けの機器販売への構成の移行によるものであった。

下表は、2014年および2013年12月31日現在の販売型リース、ダイレクト・ファイナンシング・リースおよびオ

ペレーティング・リースの無保証残存価値の計上金額を示している。さらに、同表は、当初の融資された額に関

連する残存価値の割合および2014年12月31日現在における、リース機器に付された無保証残存価値が、当社に返

還される期限を示している。無保証残存価値に加え、限られた範囲内で、グローバル・ファイナンシングは、

リース終了後に返却が予定されている機器の将来価値に対する保証を取得する。主にIBMの製品に注力されてい

るが、特定のOEM製品に対しても保証が取得されている。これらの第三者の保証は、対象機器のリース区分を決

定する際の会計基準に定められた最低リース支払額に含まれており、かかる機器の評価額の下落に伴う損失リス

クを保証する。

残存価値保証は、リースの分類を販売型リースか、ダイレクト・ファイナンシング・リースかオペレーティン

グ・リースかに決定する際に利用される最低リース支払額を増加させる。販売型リースの保証に関連する資産価

値の合計は、2014年12月31日および2013年12月31日に終了した年度にオリジネートされたファイナンシング取引

に関しては、それぞれ503百万ドルおよび479百万ドルであった。残存価値保証プログラムにより、同プログラム

がなければオペレーティング・リースの収益として将来的に認識されていたであろう約378百万ドルの収益を

2014年度において当社が認識する結果となった。2014年度およびそれ以前において、当社が残存価値保証プログ

ラムに参加しなかったとしても、2014年度の影響は、前年の資産価値が当年にオペレーティング・リース収益と

して認識されることから、大幅に軽減されていただろう。ダイレクト・ファイナンシング・リースの保証に関連

する資産価値の総額は、2014年12月31日および2013年12月31日に終了した年度中においてオリジネートされた

ファイナンシング取引につき、それぞれ204百万ドルおよび218百万ドルであった。2014年12月31日および2013年

12月31日に終了した年度中にオリジネートされたファイナンシング取引に関するリース終了予定時における、関

連する保証対象となる将来価値の総額は、それぞれ25百万ドルおよび29百万ドルであった。2014年12月31日に終

了した年度および2013年12月31日に終了した年度における保証費用は、それぞれ２百万ドルおよび３百万ドルで

あった。
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無保証残存価値

（単位：百万ドル）

  合計  2014年現在の見積りによる期限切れの金額

12月31日現在  2013年 2014年  2015年 2016年 2017年
2018年
以降

販売型リースおよび
ダイレクト・ファイナンシング・リー
ス

 736 671  122 187 224 138

オペレーティング・リース  200 166  56 55 40 15

無保証残存価値合計  936 837  178 242 264 153

関連する融資の当初額  17,642 15,636      

割合  5.3％ 5.4％      

 

債務

 

12月31日現在 2014年 2013年

負債対株主持分比率 7.2倍 7.2倍

 

当社は、負債対株主持分の目標比率を約７対１とする借入により、グローバル・ファイナンシングの資金を調

達している。グローバル・ファイナンシング資産調達するために利用される債務は、グループ会社間ローンおよ

び対外債務から成っている。当社は、グループ会社間ローンの条件を、ファイナンシング受取債権を構成する期

間および通貨と実質的に一致するよう設定しており、また独立当事者間での価格設定をベースとしている。

グローバル・ファイナンシングは、主に当社の外部の顧客の資産およびその他のIBMのユニットの契約対象で

ある資産に対して資金調達を提供している。既に述べたように、当社は、グローバル・ファイナンシング事業を

独立した事業体として評価している。従って、グローバル・ファイナンシングの外部の顧客および内部の事業を

支えている債務に関連する支払利息は、前述の「グローバル・ファイナンシング営業成績」および後述する連結

財務書類に関する注記T「セグメント情報」の項に含まれている。

しかし、後述する、当社の連結損益計算書においては、グローバル・ファイナンシングの当社に対する内部向

けファイナンシングを支援するための対外債務関連の支払利息は、ファイナンシング原価から支払利息の項に振

り替えられている。

以下の表は、当社の債務合計に関するさらなる情報を提供している。同表では、グループ会社間の活動は、グ

ローバル・サービスの長期契約およびその他の内部活動を支援するための独立当事者間での価格設定による内部

ローンおよびリースを含む。当社は、これらの資産は、全体的なグローバル・ファイナンシングのビジネスモデ

ルに従って適切に利用されるべきと考えている。
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（単位：百万ドル）

 2014年12月31日 2013年12月31日

グローバル・ファイナンシング
・セグメント

 29,103  27,504

　外部の顧客を支援するための債務 25,531  24,471  

　内部の顧客を支援するための債務 3,572  3,033  

グローバル・ファイナンシング
・セグメント以外

 11,701  12,214

　営業を支援するための債務 15,274  15,247  

　グループ会社間活動 (3,572)  (3,033)  

当社債務合計  40,804  39,718

 

流動性および資本の源泉

グローバル・ファイナンシングは、当社のセグメントであり、従って、当社の全体的な流動性ポジションおよ

び資本市場へのアクセスに支えられている。グローバル・ファイナンシングにより生み出された現金は、適切な

負債対株主持分比率を維持するため当社に配当金を支払うために投じられた。

 

株主持分利益率（株主資本利益率）

(単位：百万ドル)

12月31日現在 2014年 2013年

分子：   

　　グローバル・ファイナンシング税引後利益 (a) （注１) 1,462 1,456

分母：   

　　平均グローバル・ファイナンシング株主持分 (b) （注２) 3,973 3,585

グローバル・ファイナンシング株主持分利益率 (a)／(b) 36.8％ 40.6％

（注１）IBMの法人税等は連結ベースで決定されるため、主にグローバル・ファイナンシングの収益の地域構成に基づく税率

の予測に基づき算出されている。

（注２）過去５四半期終了時のグローバル・ファイナンシング株主持分の平均値である。
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将来の予測

グローバル・ファイナンシングの財務状態は、柔軟性および資金調達能力を提供し、これにより、当社が現在

の環境の中で良好な状況にあることを可能としている。グローバル・ファイナンシングの資産および新規のファ

イナンシングの取引は、当社の顧客およびビジネス・パートナーに融資されたIBMおよびOEMの製品およびサービ

スであり、実質的にすべてのファイナンシング資産が将来の成長のために安定した事業基盤を提供するIT関連の

資産である。グローバル・ファイナンシング製品群には競争力があり、当社の借入費用および資本市場へのアク

セスの結果、顧客に対して提供可能なものとなっている。全般的に、グローバル・ファイナンシングのオリジ

ネーションは、IT製品およびサービスの需要、ならびに顧客の参加率に依存している。

IBMは引き続き短期のコマーシャル・ペーパー市場および中長期の債券市場に対するアクセスを有している。

IBMが資本市場にアクセスできない期間が長期となった場合、オリジネーションの鈍化を招く可能性がある。

金利および全体的な経済（為替変動を含む）は、収益および売上総利益の両方に影響を与える。しかし、当社

の金利リスク管理の方針は、グローバル・ファイナンシングの価格設定戦略と相まって金利の変動による売上総

利益率の低下を軽減するはずである。

経済は、グローバル・ファイナンシングの受取債権ポートフォリオの信用の質に影響を与える可能性があり、

これによって貸倒引当金繰入額の水準にも影響を与える可能性がある。グローバル・ファイナンシングは、新規

事業の開始および既存のポートフォリオの評価の両方について引き続き厳しい信用方針を適用していく。これま

でグローバル・ファイナンシングは、残存価値リスクを当社製品サイクルに関する識見および再販業務によって

管理することを可能としてきている。

グローバル・ファイナンシングは、ファイナンシング業務に係る主要なリスクそれぞれを管理する方針を実施

している。これらの方針は、製品および顧客に関する知識と相まって世界経済の先行き不透明な時期にもかかわ

らず、前進する事業の賢明な経営を可能とするはずである。
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第４ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

第一部第２　３　「事業の内容」ならびに第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析」中の「流動性および資本」の項を参照されたい。

 

２ 【主要な設備の状況】

2014年12月31日現在、IBMの米国における製造、開発設備は総床面積で17百万平方フィートあり、うち12百万

平方フィートは自己所有のものであり、５百万平方フィートはIBM以外の者に賃借しているものである。2014年

10月24日付で、IBMおよびGLOBALFOUNDRIESは、GLOBALFOUNDRIESが当社のマイクロエレクトロニクス事業を取得

する内容の最終契約書を公表した。これには、ニューヨーク州のイースト・フィッシュキルおよびバーモント州

のエセックス・ジャンクションの半導体製造施設の取得が含まれる。当該取引は、2015年に完了する見込みであ

る。これらのうち、２百万平方フィートは遊休施設であり、１百万平方フィートはIBM以外の者に賃貸中であ

る。米国外14カ国における同様の施設は合計７百万平方フィートでうち３百万平方フィートは自己所有、４百万

平方フィートは賃借しているものである。

生産技術の改良と生産性の向上およびリストラクチャリングにより製造施設床面積は減少したが、技術分野に

おける主導的立場を維持し、生産性を向上させ、かつお客様の需要に応じるためには設備の維持および改良の継

続が不可欠の要素である。

 

IBMの世界各地における主要な情報技術の製造および開発工場所在地は以下の通りである。

 

研究：

米国：カリフォルニア州アルマデン、ニューヨーク州ヨークタウンおよびテキサス州オースティン

 

米国外：メルボルン（オーストラリア）、サンパウロ（ブラジル）、北京（中国）、バンガロールおよび

ニューデリー（インド）、ハイファ（イスラエル）、東京（日本）ならびにチューリッヒ（スイス）

 

ISC製造：

米国：ミネソタ州ロチェスター、ニューヨーク州ポキプシー

 

米国外：グアダラハラ（メキシコ）、ヴァーツ（ハンガリー）、シンセン／フーティエン（中国）およびシン

ガポール
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IBMマイクロエレクトロニクス製造：

米国：ニューヨーク州フィッシュキルおよびバーモント州バーリントン

 

米国外：ブロモント（カナダ）

 

その他ISC所在地（非製造）：

米国：カリフォルニア州サンノゼ、コロンビア州ボルダー、ノースカロライナ州ローリー

 

米国外：オルトランディア（ブラジル）、マーカム（カナダ）、大連（中国）、バンガロール（インド）、ク

アラルンプール（マレーシア）、ブラチスラバ（スロバキア）およびマドリード（スペイン）

 

STG開発工場所在地：

米国：アリゾナ州ツーソン、カリフォルニア州サンノゼ、ミネソタ州ロチェスター、ノースカロライナ州ロー

リー、ニューヨーク州エンディコット、ニューヨーク州フィッシュキル、ニューヨーク州ポキプシー、

テキサス州オースティンおよびバーモント州バーリントン

 

米国外：北京および上海（中国）、ベーブリンゲン（ドイツ）ならびにバンガロール（インド）

 

SW開発工場所在地：

米国：カリフォルニア州サンノゼ、マサチューセッツ州リトルトン、ノースカロライナ州ローリーおよびテキ

サス州オースティン

 

米国外：トロントおよびオタワ（カナダ）、北京（中国）、ベーブリンゲン（ドイツ）、バンガロールおよび

プネ（インド）、ダブリン（アイルランド）ならびにハーズリー（英国）
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下記の表はIBMの連結基準での有形固定資産の簿価を記載したものである。

 

(12月31日現在) 2014年 2013年

 （百万ドル） （百万ドル）

土地および構築物 667 706

建物および建物付属設備 9,524 9,680

工場、研究所および事務機器 27,388 28,169

工場およびその他の固定資産－総額 37,578 38,555

控除－減価償却累計額 27,500 25,576

工場およびその他の固定資産－純額 10,078 12,979

賃貸機械 1,456 1,920

控除－減価償却累計額 763 1,078

賃貸機械－純額 693 842

合計－純額 10,771 13,821

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

第一部第２　３　「事業の内容」ならびに第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析」中の「流動性および資本の源泉」の項を参照されたい。
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第５ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

(2014年12月31日現在)

 授権株式数 発行済株式総数 未発行株式数

資本株式 4,687,500,000株 2,215,209,574株(注) 2,472,290,426株

優先株式 150,000,000株 0株 150,000,000株

(注)　自己株式1,224,685,815株を含む。

 

② 【発行済株式】

(2014年12月31日現在)

記名・無記名の別および
額面・無額面の別

種類 発行数
券面額または
資本組入額

上場金融商品取引所名または
登録認可金融商品取引業協会

名
内容

記名式額面 資本株式 2,215,209,574株 0.20ドル

(米国)

ニューヨーク証券取引所

シカゴ　　　　　〃

(米国外)

ロンドン　　　　〃

普通株式

 

(2) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当なし。

 

(3) 【発行済株式総数及び資本金の推移】

(普通株式)

 

年月日
発行済株式総数
期中増減数

発行済株式総数残高 資本金期中増減額(注) 資本金残高(注)

     

2010年12月31日 34,783,386株 2,161,800,054株
3,608百万ドル
（4,317億円）

45,418百万ドル
（54,338億円）

2011年12月31日 20,669,784株 2,182,469,838株
2,711百万ドル
（3,243億円）

48,129百万ドル
（57,582億円）

2012年12月31日 15,091,321株 2,197,561,159株
1,981百万ドル
（2,370億円）

50,110百万ドル
（59,952億円）

2013年12月31日 9,961,389株 2,207,522,548株
1,484百万ドル
（1,775億円）

51,594百万ドル
（61,727億円）

2014年12月31日 7,687,026株 2,215,209,574株
1,072百万ドル
（1,283億円）

52,666百万ドル
（63,010億円）
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(優先株式)

 

年月日
発行済株式総数
期中増減数

発行済株式総数残高 資本金期中増減額 資本金残高

2010年12月31日 0株 0株
0百万ドル
(0億円)

0百万ドル
(0億円)

2011年12月31日 0株 0株
0百万ドル
(0億円)

0百万ドル
(0億円)

2012年12月31日 0株 0株
0百万ドル
(0億円)

0百万ドル
(0億円)

2013年12月31日 0株 0株
0百万ドル
(0億円)

0百万ドル
(0億円)

2014年12月31日 0株 0株
0百万ドル
(0億円)

0百万ドル
(0億円)

 

(注)　本有価証券報告書中の円金額は、単に便宜上併記されたものであって、2015年５月18日現在の東京外国為替市場におけ

る対顧客電信売相場および買相場の仲値(１ドル＝119.64円)によって表示されている。

 

(4) 【所有者別状況】

(2015年２月27日現在)

区分 株主数(イ)
株主総数に対する
（イ）の割合

所有株式数(ロ)
所有株式総数に対
する（ロ）の割合

銀行 6名 0.001％ 540,437,082.660株 54.738％

団体、組合または協会 673 0.147 71,949.211 0.007

法人 1,998 0.437 692,588.814 0.071

預託者 1 0.000 338,468,377.609 34.282

受託者 17,127 3.747 11,323,924.539 1.147

政府機関省庁 82 0.018 44,913.233 0.001

個人 397,640 86.993 94,300,420.682 9.552

個人退職金口座 613 0.134 70,933.083 0.007

未成年者のための管理口座 38,957 8.523 1,912,225.017 0.195

その他 2 0.000 832.152 0.000

合計 457,099名 100.000％ 987,323,247.000株 100.000％
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(5) 【大株主の状況】

（各株主につき注記中の日付現在）

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

ウォ－レン・E・バフェット（注１）

バークシャー・ハサウェイ・インク

（注１）

 

ナショナル・インデムニティー・カ

ンパニー（注１）

米国ネブラスカ州68131オマ

ハ、ファーナム・ストリート

3555

 

米国ネブラスカ州68131オマ

ハ、ハーネイ・ストリート

3024

76,980,817 7.8％

ザ・ヴァンガード・グループ（注２） ペンシルベニア州19355マル

ヴァーン、ヴァンガード・ブ

ルーバード、100

55,042,685 5.56％

ステート・ストリート

・コーポレーション（注３）

米国マサチューセッツ州

02111 ボストン、ワン

・リンカーン・ストリート、

ステート・ストリート・フィ

ナンシャル・センター

54,654,233 5.5％

ブラックロック・インク（注４） 米国ニューヨーク州10022

ニューヨーク、55イースト、

52番ストリート

53,231,078 5.4％

（注１）ウォ－レン・E・バフェット、バークシャー・ハサウェイ・インク、およびナショナル・インデムニティー・カンパ

ニーが関連する子会社および提出グループのメンバーと共に2015年２月18日付でSECに提出したスケジュール13G/A

に基づく。ウォ－レン・E・バフェットは、実質的に所有されている9,000株の株式に対して単独で議決権および処

分権限を有しており、実質的に所有されている76,971,817株の株式に対して共有の議決権を有していた旨報告して

いた。提出グループのその他の各メンバーは、実質的に所有されている株式に対して共有の議決権および処分権限

を有していた旨報告していた。スケジュール13Gは、実質的所有権を取得する権利が付帯する株式については記載し

ない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取得および保有されていること、ならびにIBMの支配持分を

変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響により、株式が取得および保有されていないことが記

載されている。

（注２）ザ・ヴァンガード・グループおよび一部の子会社（以下「ヴァンガード」という）が2015年２月10日付でSECに提出

したスケジュール13Gに基づく。ヴァンガードは、1,605,895株の株式に対して単独で議決権を有しており、実質的

に所有されているすべての株式に対して単独および共有の処分権限を有していた旨報告していた。スケジュール13G

は、実質的所有権を取得する権利が付帯する株式については記載しない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業

過程で取得および保有されていること、ならびにIBMの支配持分を変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまた

はその影響により、株式が取得および保有されていないことが記載されている。
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（注３）ステート・ストリート・コーポレーションおよび一部の子会社（以下「ステート・ストリート」という）が2015年

２月12日付でSECに提出したスケジュール13Gに基づく。ステート・ストリートは、実質的に所有されているすべて

の株式に対して共有の議決権および処分権限を有していた旨報告していた。スケジュール13Gは、実質的所有権を取

得する権利が付帯する株式については記載しない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取得および保有

されていること、ならびにIBMの支配持分を変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響により、株

式が取得および保有されていないことが記載されている。

（注４）ブラックロック・インクおよび一部の子会社（以下「ブラックロック」という）が2015年２月６日付でSECに提出し

たスケジュール13Gに基づく。ブラックロックは、44,715,277株の株式に対して単独で議決権を有しており、実質的

に所有されているすべての株式に対して単独の処分権限を有していた旨報告していた。スケジュール13Gは、実質的

所有権を取得する権利が付帯する株式については記載しない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取得

および保有されていること、ならびにIBMの支配持分を変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響

により、株式が取得および保有されていないことが記載されている。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

194/508



２ 【配当政策】

取締役会は、株主総会の開催予定日前10日以上60日以内の期日、もしくは総会を開催せずに株主が目的の如何

を問わず賛否を有効に表明できる最終日以前の期日を、株主総会の通知を受領し、総会で議決権を有する資格の

ある株主、もしくは目的の如何を問わず賛否を求められまたは表明できる株主を確定する日として確定しなけれ

ばならない。当該期日に議決権のある株式の株主名簿上の保有者のみが、総会の通知を受領し、総会で議決権を

行使し、もしくは賛否を表明する資格がある。取締役会は、配当金の支配、各種の分配、当社の有価証券引受権

の割当を行いもしくは資本株式またはその他の有価証券の変更、転換、または交換から生じる権利または利益を

証する証拠の交付を行う予定日以前60日以内の時期を、上記の配当金、分配、割当、権利もしくは利益を受ける

資格がある株主確定のための基準日として決定できる。この場合、基準日における株主名簿上の株主のみが、配

当金、分配、割当、権利もしくは利益を受ける資格がある。(当社付属定款第７篇第５条の規定。その後の改正

を含む。)

 

以下は、2014年度中の取締役会の配当決議の年月日、１株当たりの配当額、および決議された配当総額を表

す。

配当決議日 １株当たり配当額（ドル） 配当総額（ドル）

2014年１月28日 0.95 990百万

2014年４月29日 1.10 1,096百万

2014年７月29日 1.10 1,090百万

2014年10月28日 1.10 1,089百万

 

３ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

米国内の証券取引所平均

 

最近５年間の
事業年度別

最高・最低株価

事業年度 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高
146.92ドル

(17,577.51円)
194.56ドル

(23,277.16円)
211.79ドル

(25,338.56円)
215.90ドル

(25,830.28円)
199.21ドル
(23,833.48円)

最低
121.86ドル

(14,579.33円)
147.05ドル

(17,593.06円)
177.34ドル

(21,216.96円)
172.57ドル

(20,646.27円)
150.50ドル
(18,005.82円)

 

 

(2) 【当該事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

米国内の証券取引所

 

月別
2014年

７月
 

８月
 

９月
 

10月
 

11月
 

12月

最高
196.40ドル

(23,497.30円)
194.13ドル

(23,225.71円)
195.00ドル

(23,329.80円)
190.89ドル

(22,838.08円)
164.97ドル

(19,737.01円)
164.52ドル

(19,683.17円)

最低
181.70ドル

(21,738.59円)
183.58ドル

(21,963.51円)
188.12ドル

(22,506.68円)
161.10ドル

(19,274.00円)
159.80ドル

(19,118.47円)
150.50ドル

(18,005.82円)
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４ 【役員の状況】

取締役および役員の略歴および所有株式

(1) 社外取締役

   （本書提出日現在）

役名および
職名

氏名および
生年月日

略歴 任期
株式を基礎とし
た持分
(注１)

取締役
アラン J. P. ベルダ
(Alain J. P. Belda)
1943年６月23日生

ウォーバーグ・ピンカス・エルエ
ルシーのマネージング・ディレク
ター
2008年　当社取締役

2008年７月29日
から現在

11,240株

取締役
ウィリアム R. ブロディ
(William R. Brody)
1944年１月４日生

ソーク生物学研究所所長
2007年　当社取締役

2007年７月31日
から現在

13,214株

取締役
ケネス I. シュノールト
(Kenneth I. Chenault)
1951年６月２日生

アメリカン・エキスプレス・
カンパニー会長兼最高経営責任者
1998年　当社取締役

1998年10月27日
から現在

29,625株

取締役
マイケル L. エスキュー
(Michael L. Eskew)
1949年６月28日生

ユナイテッド・パーセル
・サービス・インク会長
兼最高経営責任者（退職）
2005年　当社取締役

2005年１月１日
から現在

18,302株

取締役
デイビッド N. ファー
(David N. Farr)
1955年１月３日生

エマーソン・エレクトリック・カ
ンパニー会長兼最高経営責任者
2012年　当社取締役

2012年１月１日
から現在

6,039株

取締役
アレックス・ゴルスキー
(Alex Gorsky)
1960年５月24日生

ジョンソン・アンド・ジョンソン
会長兼最高経営責任者
2014年　当社取締役

2014年９月１日
から現在

500株

取締役
シャーリー・アン・ジャクソン
(Shirley Ann Jackson)
1946年８月５日生

レンセラー・ポリテクニック・イ
ンスティテュート学長
2005年　当社取締役

2005年９月26日
から現在

16,338株

取締役
アンドリュー N. リヴェリス
(Andrew N. Liveris)
1954年５月５日生

ザ・ダウ・ケミカル・カンパニー
会長兼社長兼最高経営責任者
2010年　当社取締役

2010年２月23日
から現在

7,313株

取締役

W. ジェームズ・マックナー
ニー・ジュニア
(W. James McNerney, Jr.)
1949年８月22日生

ザ・ボーイング・カンパニー会長
兼最高経営責任者
2009年　当社取締役

2009年10月26日
から現在

8,016株

取締役
ジェームズ W. オーウェンズ
(James W. Owens)
1946年１月４日生

キャタピラー・インク会長
兼最高経営責任者（退職）
2006年　当社取締役

2006年３月１日
から現在

16,723株

取締役
ジョアン E. スペロ
(Joan E. Spero)
1944年10月４日生

コロンビア大学国際関係・公共政
策大学院非常勤特別研究員
2004年　当社取締役

2004年１月１日
から現在

19,272株

取締役
シドニー・トーレル
(Sidney Taurel)
1949年２月９日生

モーリス・アンド・カンパニー
シニア・アドバイザー
2001年　当社取締役

2001年１月１日
から現在

34,994株

取締役
ピーター R. ヴォーザー
(Peter R. Voser)
1958年８月29日生

ロイヤル・ダッチ・シェル・ピー
エルシー最高経営責任者（退
職）、ABB会長（2015年４月30日
より）
2015年　当社取締役

2015年１月１日
から現在

0株

（注１）本欄は、普通株式に加えて、該当する場合、2014年12月31日現在で、IBM繰延報酬および株式報酬制度（DCEAP）に基

づき獲得され蓄積されたプロミスト・フィー株式およびかかる株式に関連して支払われる配当同等物の組み入れを含む。
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 (2) 役員兼社内取締役

   （本書提出日現在）

役名および職名
氏名

(生年月日)
略歴 任期

株式を基礎と
した持分
(注)

　     
取締役会会長

兼社長兼最高経営

責任者

ヴァージニア M. ロメッティー

(Virginia M. Rometty)

1957年７月29日生

2012年　当社取締役就任。

1981年にIBM入社。1999年にジェ

ネラル・マネージャー、ストラテ

ジー・アンド・マーケティング担

当ならびにジェネラル・マネー

ジャー、グローバル・インシュア

ランス部門、販売および流通グ

ループ担当に選任され、2001年に

ジェネラル・マネージャー、南北

アメリカ担当、2002年にシニア・

マネージング・パートナー、ビジ

ネス・コンサルティング・サービ

ス担当、2005年に上席副社長、グ

ローバル・ビジネス・サービス担

当、2009年に上席副社長、販売お

よび流通担当、2010年に上席副社

長兼グループ・エグゼクティブ、

セールス、マーケティングおよび

ストラテジー担当、2012年に社長

兼最高経営責任者に選任された。

2012年に取締役会会長に選任され

た。

2012年１月１日
から現在
（取締役）
 
2005年７月26日
から現在
（役員）

137,833株

　     

（注）本欄は、普通株式に加えて、該当する場合、2014年12月31日現在の制限付株式ユニット（制限付維持株式ユニットを含

む。）、IBMエクセス401(k)プラス・プラン（「エクセス・プラン」、旧称は、IBM役員繰延報酬制度）に基づきIBMス

トック・ファンドに対して役員が行った拠出およびエクセス・プランに基づき当社がIBMストック・ファンドに対して

行った拠出を含む。これらの制限付株式ユニットの一部は、エクセス・プランに基づき繰延べられている可能性があ

り、その場合、雇用の終了後に分配される。
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(3) 業務執行役員

(2015年２月24日現在)

役名および職名 氏名 兼任状況 年齢
役員

就任年度

取締役会会長兼社長
兼最高経営責任者

ヴァージニア M. ロメッティー

(Virginia M. Rometty)（注）
 57才 2005年

上席副社長
コリーン F. アーノルド
(Colleen F. Arnold)

IBM販売および流通担当 57才 2010年

上席副社長
ミ シ ェ ル H. ブ ラ ウ デ ィ ー
(Michelle H. Browdy)

法務および規制担当、ジェネラ
ル・カウンセル

50才 2015年

上席副社長
エリック クレメンティ
(Erich Clementi)

IBM販売および流通担当 56才 2010年

上席副社長
ブルーノ V. ディ・レオ・アレン
(Bruno V. Di Leo Allen)

IBM販売および流通担当 57才 2012年

上席副社長
ダイアン J. ゲルソン
(Diane J. Gherson)

人事担当 57才 2013年

上席副社長
ジョン C. イワタ
(Jon C. Iwata)

マーケティングおよび広報担当 52才 2002年

上席副社長
マーティン ジェッター
(Martin Jetter)

IBMグローバル・テクノロジー・
サービス

55才 2014年

上席副社長兼取締役
ジェームズ J. カバナフ
(James J. Kavanaugh)

変革および事業担当 48才 2008年

上席副社長
ジョン E. ケリー ３世
(John E. Kelly, III)

ソリューション・ポートフォリ
オおよび研究担当

61才 2000年

上席副社長
ケネス M ケヴァリアン
(Kenneth M. Keverian)

コーポレート・ストラテジー担
当

58才 2014年

上席副社長兼取締役
アービンド・クリシュナ
(Arvind Krishna)

IBM研究担当 52才 2015年

上席副社長
ロバート J ルブラン
(Robert J. LeBlanc)

IBMクラウド担当 56才 2010年

執行副社長
スティーブン A. ミルズ
(Steven A. Mills)

ソフトウェアおよびシステム担
当

63才 2000年

上席副社長
ロバート J. ピッチアーノ
(Robert J. Picciano)

IBMアナリティクス担当 50才 2014年

上席副社長
マイケル D. ロディン
(Michael D. Rhodin)

IBMワトソン担当 54才 2010年

上席副社長
トマス W. ロザミリア
(Thomas W. Rosamilia)

IBMシステム担当 54才 2013年

上席副社長兼最高財
務責任者

マーティン J. シュレーター
Martin J. Schroeter

 50才 2014年

上席副社長
スタンリー J. スチュラ３世
(Stanley J. Sutula III)

コントローラー 49才 2015年

上席副社長
ブリジット A. ヴァン・クラリン
ゲン
(Bridget A. van Kralingen)

IBMグローバル・ビジネス・サー
ビス担当

51才 2012年

（注）取締役会メンバー

 

業務執行役員はその全員が取締役会によって選任され、付属定款の規定に従い、定時株主総会と同時に行われる

次回の役員選挙の時まで在任する。ケネス M ケヴァリアンを除き、上記の各役員は、過去５年間にわたり、IBM

またはその子会社の業務執行役員であった。

ケネス M ケヴァリアンは、2014年にIBMに入社する前は、グローバルな経営コンサルティング会社であるボスト

ン・コンサルティング・グループのシニア・パートナーであった。同氏は、ボストン・コンサルティング・グ

ループに26年間勤務し、コンピューティングやコミュニケーションの分野の技術会社に対するサービス提供に注

力していた。

次へ
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(4) 業務執行役員の報酬表

 

 

氏名および

主たる役職

 

年度

 

 

 

給与

（ドル）

 

 

 

賞与

（ドル）

 

業績株式

ユニット

（注１）

（ドル）

 

制限付株式

ユニット

(注２）

（ドル）

 

株式報奨

合計

(注３)

（ドル）

 

オプショ

ン

報奨合計

（注４）

 

非株式奨励

制度報酬

（ドル）

 

維持制度の

価値の変動

（注５）

（ドル）

 

年金の価値

の変動

（注６）

（ドル）

非適格繰

延

報酬から

の

利益

（注７）

（ドル）

 

その他の

報酬合計

（注８）

（注９）

（ドル）

 

合計

（注10）

（ドル）

 

V .M. ロメッティー

会長兼社長兼最高経営責任

者

2014 1,500,000 0 12,460,409 0 12,460,409 0 3,600,000 295,985 1,106,740 0 381,991 19,345,125

2013 1,500,000 0 11,703,869 0 11,703,869 0 0 0 0 0 761,808 13,965,677

2012 1,500,000 0 9,259,000 0 9,259,000 0 3,915,000 181,656 641,346 0 687,725 16,184,727

M. J シュレーター(注11）

上席副社長兼最高財務責任

者

2014 660,000 0 3,616,006 0 3,616,006 0 747,600 該当なし 8,481 0 80,812 5,112,899

K.M. ケヴァリアン(注11）

上席副社長、コーポレー

ト・ストラテジー担当

2014 450,000 500,000 2,897,601 4,190,813 7,088,414 0 510,300 該当なし 該当なし 0 1,011,731 9,560,445

S. A. ミルズ

業務執行副社長、ソフト

ウェアおよびシステム担当

2014 730,500 0 4,886,428 0 4,886,428 0 703,500 328,713 1,525,970 0 94,941 8,270,052

2013 716,000 0 4,661,284 0 4,661,284 0 0 0 0 0 214,146 5,591,430

2012 716,000 0 4,629,500 4,135,911 8,765,411 0 987,360 136,953 976,530 0 211,912 11,794,166

J. E. ケリー３世（注11）

上席副社長、ソリューショ

ン・ポートフォリオおよび

研究担当

2014 638,000 0 3,909,248 0 3,909,248

 

0 791,100 1,043,296 92,989 0 96,193 6,570,826

2013 625,000 850 4,941,039 0 4,941,039 0 0 0 0 0 128,016 5,694,905

（注１）本欄の金額は、会計上の指針に従って算出された、目標数における業績株式ユニット（「PSU」）報奨の付与日現在の

公正価値の合計を示す。これらの金額には、配当相当金の除外に対する調整が反映されている。これらの価値は最大

で、ロメッティー氏、2014年：18,690,613ドル、2013年：17,555,803ドル、2012年：13,888,500ドル、シュレーター

氏、2014年：5,424,009ドル、ケヴァリアン氏、2014年：4,346,402ドル、ミルズ氏：2014年：7,329,642ドル、2013

年：6,991,926ドル、2012年：6,944,250ドル、およびケリー氏：2014年：5,863,960ドル、2013年：7,411,656ドルと

なる。

（注２）本欄の金額は、会計上の指針に従って算出された、ケヴァリアン氏に対して同氏の新規雇用の報酬の一部として付与

された制限付株式ユニット（RSU）、および2012年にミルズ氏に対して付与された制限付維持株式ユニット

（「RRSU」）の付与日現在の公正価値の合計を示す。これらの金額は、配当相当金の除外に対する調整を示す。

（注３）本欄の金額は、前２欄（業績株式ユニットおよび制限付株式ユニット）の合計を示す。株式報奨の公正価値を決定す

る際に使用された仮定については、後述の連結財務書類に関する注記R（株式報酬）を参照されたい。

（注４）上表に記載の期間中に記載対象業務執行役員へのオプション報酬はなかった。

（注５）維持制度に基づく金額の累積は、2007年12月31日に終了したが、維持制度の価値は、加入者の年齢および保険数理上

の仮定における変更に基づき変動する場合がある。2014年における適格指定業務執行役員の維持制度の価値の変動

は、年齢、割引率および保証利率の変更、ならびに新しい生命表によるものであった。2013年における維持制度の価

値の変動は、主に割引率および保証利率の増加によるものであり、以下のマイナスの金額となった：ロメッティー

氏：(130,705)ドル、ミルズ氏：(513,849)ドル、ならびにケリー氏：(602,593)ドル。
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（注６）IBM個人年金制度に基づく金額の累積は、2007年12月31日で終了したが、年金の価値は、加入者の年齢および保険数理

上の仮定の変更に基づき変動する場合がある。2014年において、適格指定業務執行役員の年金の価値の変動は、年

齢、割引率および保証利率の変更、ならびに新しい生命表によるものであった。2013年における適格指定業務執行役

員の年金の価値の変動は、主に割引率および保証利率の増加により、ロークリッジ氏を除き、以下のマイナスの金額

となった：ロメッティー氏：(499,471)ドル、ミルズ氏：(509,879)ドルおよびケリー氏：(17,511)ドル。

（注７）IBMは繰延報酬に対して、市場価格を上回るまたは優先的な利益を付さない。

（注８）2014年の本欄の金額には、以下が含まれる：ロメッティー氏：税の還付30,785ドル、確定拠出年金制度に対する当社

の拠出150,000ドル。シュレーター氏：確定拠出年金制度に対する当社の拠出55,333ドル。ケヴェリアン氏：確定拠出

年金制度に対する当社の拠出1,000,000ドル。ミルズ氏：確定拠出年金制度に対する当社の拠出73,050ドル。ケリー

氏：確定拠出年金制度に対する当社の拠出51,040ドル。

（注９）2014年の本欄の金額には、以下の臨時手当も含まれる：ロメッティー氏：個人的ファイナンシャル・プラニング、社

用航空機の個人利用164,060ドル、社有自動車の個人利用、年次経営陣健康診断、当社に関連した行事への家族の参加

およびその他の個人的費用。シュレーター氏：個人的ファイナンシャル・プラニング、個人警備、年次経営陣健康診

断、当社に関連した行事への家族の参加およびその他の個人的費用。ケヴァリアン氏：個人的ファイナンシャル・プ

ラニングおよび当社に関連した行事への家族の参加。ミルズ氏：個人的ファイナンシャル・プラニング、社用航空機

の個人利用、個人警備、当社に関連した行事への家族の参加およびその他の個人的費用。ケリー氏：個人的ファイナ

ンシャル・プラニング、社用航空機の個人利用35,213ドル、および当社に関連した行事への家族の参加。

（注10）本欄の金額は、以下の欄の合計を示す：給与、賞与、株式報奨合計、オプション報奨合計、非株式奨励制度報酬、維

持制度の価値の変動、年金の価値の変動、非適格繰延報酬からの利益およびその他の報酬合計。

（注11）ケヴァリアン氏は、2014年４月１日付で雇用された。同氏の年間給与率は、600,000ドルであった。「給与」の欄にお

ける金額には、2014年に実際に取得した金額が反映されている。シュレーター氏およびケヴァリアン氏は、当社の

2013年および2014年のプロクシー・ステートメントに記載の指定業務執行役員ではなかった。従って、本表におい

て、同氏らに関する2012年度および2013年度のデーターは提供されていない。ケリー氏は、当社の2013年のプロク

シー・ステートメントに記載の指定業務執行役員ではなかった。従って、本表において、同氏に関する2012年度の

データーは提供されていない。
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５ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

全般的な説明

 

 

IBM取締役会

 

IBMの取締役会は当社の業務全般に関する監督責任を負っている。取締役会は、その職務遂行を補佐する機関

として複数の委員会を有し、それらの委員会に一部の権限を委譲している。2015年の定時株主総会後の取締役会

の員数は14名の予定である。取締役会は、翌年の定時株主総会までの間に、附属定款に基づいて取締役を増減

し、また欠員を補充する権限を有している。2014年に取締役会は９回開催された。取締役会および取締役・企業

統治委員会は、取締役会および附属委員会における取締役の出席を重視している。2014年の取締役会および附属

委員会への出席率は、全体で94％超であった。2014年５月に亡くなったザンブラノ氏を除き、各取締役の出席率

は少なくとも75％であった。2014年の当社の定時株主総会の取締役の出席に関する情報および定時株主総会の取

締役の出席に関する当社の方針は、http://www.ibm.com/investor/governance/director-attendance-at-

annual-meeting.html?subtabs=open.を参照されたい。

IBMの取締役会は、取締役会の活力の持続と職務の遂行の優秀さを確保するための企業統治原則を長年にわた

り厳守している。1994年から、取締役会の過半数が外部の独立取締役でなければならないという方針、取締役の

利益と株主の利益を連動させるための株式報酬の重要性、経営陣が参加しない非経営取締役の会合や、定期的に

計画された非公開経営幹部会議を含む、こうした原則を反映した一連の企業統治ガイドラインを取締役会は守っ

ている。外部の独立取締役を交えた非公開経営幹部会議は、最低年１回行われている。また、非経営取締役は、

2014年に９回の非公開経営幹部会議を行った。IBM取締役会企業統治ガイドラインは、当社の企業統治に関する

方 針 を 反 映 し て い る 。 当 社 の 企 業 統 治 ガ イ ド ラ イ ン の 詳 細 に つ い て は 、

http://www.ibm.com/investor/governance/corporate-governance-guidelines.wssを参照されたい。

取締役・企業統治委員会は、取締役会が適切に組み合わされた技能、専門性および経歴で構成されるよう、取

締役として選任される資格を有する個人を率先して探す責任を負っている。取締役会は、その継続的な活力を確

保し優れた役務を果たすためには、以下の特性が重要になると考えている。それらは、事業、企業または機関に

おける指導者としての経験、成熟した実用的な判断、複雑な事柄を理解し分析する能力、効果的な対人能力およ

びコミュニケーション能力ならびに強い個性および整合性である。当社の各取締役は、こうした特性を有してい

る。当委員会および取締役会は、潜在的な取締役の候補者を特定するため、取締役会が多様な経験、経歴および

個人を確実に反映するよう重点的に取り組む。
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IBMの取締役会は、それぞれの分野における多様な指導者のグループから成る。現在の取締役の多くが、米国

内外で事業を運営する主要な国内および国際的な企業での指導者の経験を有しており、また他社の取締役会での

経験も有しており、これにより、異なる事業過程、挑戦および戦略を理解することが可能となる。また、重要な

学術、研究および慈善機関の代表者の経験を有している取締役もおり、取締役会に優れた見解をもたらしてい

る。さらに、当社の取締役らは、企業が直面する問題を理解する上で手掛かりとなる従前の公共政策あるいは規

制についての経験を含むその他の経験も有しており、貴重な成員となっている。

取締役・企業統治委員会および取締役会は、上記の特性は、指導力技術および下表に記載されている取締役会

役員のその他の経験とともに、当社の戦略を導き、その実行を監督するために必要となる見解および判断力を提

供すると考えている。

 

A. J. P.

ベルダ

・アルコア・インクの元会長兼元最高経営責任者としてのグローバルな実務経験

・ウォーバーグ・ピンカス・エルエルシーのマネージング・ディレクターとしての

未公開株式の運用経験

・ルノーS.A.の社外取締役の経験

 

W. R.

ブロディ

・幅広い医療問題に対してソリューションを開発する一流の科学研究機関である

ソーク生物学研究所の所長としての指導者の地位

・ジョンズ・ホプキンズ大学の元学長を含む研究大学での指導者および教職の地位

・すべてのT.ロー・プライス・ファンド企業の社外取締役およびノバルティスAGの

元取締役の経験

・大学理事の経験

・高度技術医療企業の創始者および元最高経営責任者の経験

 

K. I.

シュノールト

・アメリカン・エキスプレス・カンパニーの会長兼最高経営責任者としてのグロー

バルな事業、技術および情報管理経験

・米国政府業務（雇用および競争力に関する大統領諮問委員会の委員）

・トップ企業および公共政策学会との提携（ビジネス・ラウンドテーブルの執行委

員会の委員）

・大学理事の経験

・ザ・プロクター・アンド・ギャンブル・カンパニーの社外取締役の経験

 

M. L.

エスキュー

・ユナイテッド・パーセル・サービス・インクの元会長兼最高経営責任者としての

グローバルな実務経験

・オールステート・コーポレーション、イーライリリー・アンド・カンパニーおよ

び3M カンパニーの社外取締役の経験

・慈善団体会長
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D. N.

ファー

・エマーソン・エレクトリック・カンパニーの会長兼最高経営責任者としてのグ

ローバルな実務経験

・トップ企業および公共政策学会との提携（米中ビジネス・カウンシルの取締役）

・デルフィ・コーポレーションで元社外取締役の経験

 

A.ゴルスキー ・ジョンソン・アンド・ジョンソンの会長兼最高経営責任者としてのグローバルな

事業経験

・トップ企業および公共政策学会との提携（ビジネス・ラウンドテーブルおよび

ザ・ビジネス・カウンシルの委員）

 

S. A.

ジャクソン

・市場に技術革新をもたらす一流の科学技術大学であるレンセラー・ポリテクニッ

ク・インスティテュートの学長としての指導者の地位

・旧AT&T ベル・ラボラトリーズで理論物理学者として産業および研究経験

・米国政府業務（米国核規制委員会の元会長、大統領情報活動諮問委員会の共同議

長、米国務長官の国際安全保障諮問委員会の委員および大統領科学技術諮問委員

会の元委員）

・規制機関での経験（金融取引業規制機構(FINRA)の理事会の元委員）

・トップ企業および公共政策学会との提携（外交問題評議会の委員および競争力評

議会大学の元副委員長）

・フェデックス・コーポレーション、マラソン・オイル・コーポレーション、メド

トロニック・インク、パブリック・サービス・エンタープライズ・グループ・イ

ンコーポレーテッドの社外取締役の経験

・研究大学の指導者および教職の地位

 

A. N.

リヴェリス

・ザ・ダウ・ケミカル・カンパニーの会長兼社長兼最高経営責任者としてのグロー

バルな実務経験

・米国政府業務（大統領先端製造パートナーシップの副会長および大統領輸出評議

会の委員）

・トップ企業および公共政策学会との提携（ビジネス・ラウンドテーブルの執行委

員会の副会長およびザ・ビジネス・カウンシルの元会長）

・シティグループ・インクの元社外取締役の経験

・大学理事の経験
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W. J.

マ ッ ク ナ ー

ニー・ジュニア

・ザ・ボーイング・カンパニーの会長兼最高経営責任者としてのグローバルな実務

経験

・3M・カンパニーの元会長兼最高経営責任者ならびにゼネラル・エレクトリック・

カンパニーの上級役員としての製造技術経験

・米国政府業務（大統領輸出評議会の会長）

・トップ企業および公共政策学会との提携（ビジネス・ラウンドテーブル執行委員

会の委員および元会長）

・ザ・プロクター・アンド・ギャンブル・カンパニーの社外取締役の経験

・大学理事の経験

 

J. W.

オーウェンズ

・キャタピラー・インクの元会長兼最高経営責任者としてのグローバルな実務経験

・グローバル資産運用会社であるKKR&カンパニー・エルピーの上級顧問の経験

・米国政府業務（大統領経済回復諮問委員会元委員）

・トップ企業および公共政策学会との提携（ピーターソン国際経済研究所の執行委

員会の会長、外交問題評議会の元取締役およびザ・ビジネス・カウンシルの元会

長）

・アルコア・インクおよびモルガン・スタンレーの社外取締役の経験

・大学理事の経験

 

V. M.

ロメッティー

・IBMの会長兼社長兼最高経営責任者としてのグローバルな実務経験

・トップ企業および公共政策学会との提携（ビジネス・ラウンドテーブル、外交問

題評議会およびピーターソン国際経済研究所の委員）

・米国政府業務（大統領輸出評議会の委員）

・大学理事の経験
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J. E.

スペロ

・コロンビア大学国際関係・公共政策大学院特別研究員の経験

・全米非営利サービス組織研究経験（米国財団センターの元客員研究員フェロー）

・ドリス・デューク慈善財団の元理事長としての指導者の地位

・アメリカン・エキスプレス・カンパニーの元上級役員としての実務経験

・米国政府業務（元米国経済・事業・農業担当国務次官および元国連経済社会担当

米国大使）

・トップ企業および公共政策学会との提携（外交問題評議会委員）

・シティグループ・インクおよびインターナショナル・ペーパー・カンパニーの社

外取締役の経験

・大学理事および元大学教授の経験

 

S. トーレル ・イーライリリー・アンド・カンパニーの元会長兼最高経営責任者としてのグロー

バルな実務経験

・キャピタル・ロイヤリティーL.P.の元シニア・アドバイザーとして未公開株式の

運用経験

・米国政府業務（国土安全保障諮問委員会、大統領輸出委員会および貿易政策・交

渉諮問委員会の元委員）

・トップ企業協会との提携（ザ・ビジネス・カウンシルの委員（退任））

・マクグロウ・ヒル・ファイナンシャル・インクの社外取締役の経験

・大学監督委員会の委員

 

P. R.

ヴォーザー

・ロイヤル・ダッチ・シェルplcの元最高経営責任者としてのグローバルな実務経験

・トップ企業および公共政策学会との提携（欧州産業経営者円卓会議およびザ・ビ

ジネス・カウンシルの委員）

・ロシェ・ホールディング・リミテッドの社外取締役の経験
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IBM取締役会の企業統治ガイドラインに基づき、取締役・企業統治委員会および取締役会の全構成員は、取締

役の独立性の評価の一環として、毎年、非経営取締役と当社間の財務およびその他の関係を検討する。取締役・

企業統治委員会は、取締役会に対して非経営取締役の独立性に関する提言を行い、取締役会は、その取締役らが

独立性を有しているか否かを判断する。取締役・企業統治委員会と取締役会が取締役の独立性評価に利用する、

ニ ュ ー ヨ ー ク 証 券 取 引 所 に よ る 要 件 に 従 い 取 締 役 会 が 制 定 し た 独 立 性 の 基 準 は 、

http://www.ibm.com/investor/governance/board-of-directors/director-independence-standards.wssに記載

されている。これらの基準を、立候補した非経営取締役に適用した結果、当委員会と取締役会は、以下の各取締

役が独立性の基準を満たしていたと判断した。それら取締役は、A. J. P. ベルダ氏、W. R. ブロディ氏、M. L.

エスキュー氏、D. N. ファー氏、A. ゴルスキー氏、S. A. ジャクソン氏、A. N. リヴェリス氏、W. J. マック

ナーニー・ジュニア氏、J. W. オーウェンズ氏、J. E. スペロ氏、S. トーレル氏、P.R.ヴォーザー氏およびL.

H. ザンブラノ氏である。当委員会および取締役会はまた、当社とアメリカン・エキスプレス・カンパニー間の

業務関係という観点から、2012年および2013年において、K. I. シュノールトが独立取締役としての資格を有さ

ないと判断した。当該判断の結果、シュノールト氏は、取締役会のいかなる委員会にも参加しておらず、また当

社の最高経営責任者の報酬水準の決定また承認に参加していない。当社は、独立取締役のみを対象に含める取締

役会の非公開会議を少なくとも年に１回は開催している。その他の点では、シュノールト氏は引き続き取締役会

の活動に全面的に参加しており、同氏の貴重な経験および助言を当社に提供している。エスキュー氏の息子は、

当社に雇用されており、業務執行役員ではない。同氏は、エスキュー氏が取締役会の一員となる１年超前に雇用

されており、同氏の報酬およびその他の雇用条件は、当社の人材方針に従って決定される。前記に基づき、取締

役会は、この関係はエスキュー氏の独立性を妨げるものではないと判断した。

下記に記載のとおり、取締役・企業統治委員会は、取締役会の企業統治構造を継続的に検討し、当社およびそ

の株主に最も適している構造ならびに実務を助言する責任を負っている。当委員会および取締役会は、様々な状

況下において様々な構造が適切であると認識している。ロメッティー氏がIBMの会長兼最高経営責任者を務め、

またエスキュー氏が議長取締役を務めており、取締役・企業統治委員会および取締役会は、この構造が当社およ

び当社の株主の最善の利益になると考えている。議長取締役は、以下の職務を負う。

・会長が不在の取締役会のすべての会議において議長を務めること（独立取締役の非公開経営幹部会議を含

む。）、

・会長と独立取締役との間の連絡係を務めること、

・取締役会に送られた情報を承認すること、

・取締役会の会議の議題を承認すること、

・すべての議題について議論するための十分な時間が確保されるよう会議日程を承認すること、

・独立取締役の会議を招集する権限を有していること、および

・主要な株主からの要求がある場合、会長兼最高経営責任者との協議後、必要に応じて、協議および直接対話

をすること。
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　取締役・企業統治委員会および取締役会全体は、このリーダーシップ構造が会長と最高経営責任者のリーダー

シップの役割を融合し、他方でIBMの取締役会役員の固有の強みおよび能力も認めるものであり、当社に利益を

もたらすと考えている。これらの明確に定められている職務および責任を負う独立議長取締役は、これまで重要

とされかつ今後も重要とされるIBMの独立取締役からの寄与をさらに高める。

議長取締役であるエスキュー氏は、ユナイテッド・パーセル・インクにおいて元会長兼最高経営責任者、ア

ニー・E・ケイシー財団の現会長、ならびにオールステート・コーポレーション、イーライリリー・アンド・カ

ンパニーおよび3M カンパニーの取締役役員としての多数のグローバルな事業経験、リーダーシップ経験、およ

び監督経験を有している。

近年、リスクに関しての問題ならびに企業全体にわたるリスク評価および管理について多くの注目が向けられ

ている。IBMでは、リスクなしに革新およびリーダーシップを取ることは不可能であると考えている。また、当

社はリスクを安易に引き受けること、または適切にリスクを認識し、軽減することができないことは、株主価値

に対して悪影響を及ぼす可能性があることを認識している。上級経営者は、当社の多様なリスクの危険性を毎日

評価および管理する責任を負い、これには適切なリスク管理プログラムおよび方針の設定が含まれる。IBMは、

当社を通じて重大なリスクを認識、管理および軽減させるための最適な方法を決定する一助とするために、リス

ク管理に対して一貫した、体系的で統合的な手法を展開した。取締役会は、経営陣が自らの職責を履行している

ことを監督し、当社のリスク管理に対する手法を評価する責任を負う。取締役会は、こうした責任を会議の一環

として定期的に、また取締役会の３つの委員会を通じて果たし、これらの委員会において職責の一部として、企

業リスクの様々な要素を検討する。監査委員会は、当社の企業リスク管理手続きを含む当社の企業管理の枠組み

を定期的に検討している。さらに、全体的にリスクを検討することは、当社の長期戦略の取締役会の約因および

取引ならびに取締役会に提示されるその他の事柄に内在するものであり、これには、資本支出、買収および売却

ならびに財務問題が含まれる。当社のリスクを監督する取締役会の役割は、当社のリーダーシップ構造に沿って

おり、最高経営責任者および上級経営者のその他の役員は、当社のリスクの危険性を評価し、運用する責任を負

い、取締役会およびその委員会は、こうした取り組みの監督を行う。

株主およびその他の関係者は、http://www.ibm.com/investor/governance/board-of-directors/contact-the-

board.wssにおいて当社の取締役会および非経営取締役と連絡を取ることができる。
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取締役会の附属委員会

 

氏名 監査委員会
取締役

・企業統治委員会
役員報酬

人事委員会 経営委員会

A. J. P. ベルダ  Ｘ   

W. R. ブロディ  Ｘ   

M. L. エスキュー 委員長   Ｘ

D. N. ファー Ｘ    

A.ゴルスキー   Ｘ  

S. A. ジャクソン  委員長  Ｘ

A. N. リヴェリス   Ｘ  

W. J. マックナーニー・
ジュニア

  Ｘ  

J. W. オーウェンズ Ｘ    

V. M. ロメッティー    委員長

J. E.  スペロ Ｘ    

S. トーレル   委員長 Ｘ

P. R. ヴォーザー  Ｘ   

 

上述のとおり、シュノールト氏は独立取締役としての資格を満たしておらず、そのため同氏は取締役会のいず

れの委員会にも参加していない。

 

監査委員会

監査委員会は、当社の財務成績、監査、内部統制の各報告書および連邦調達法令を含む適用法規に従ったIBM

ビジネス・コンダクト・ガイドラインの遵守状況を審査する責任を負っている。当委員会は、独立登録会計事務

所を選任し、その選任について取締役会で検討する。さらに、各年度の初めに、監査委員会は、会計事務所によ

り当年度中提供される予定の提案された業務を承認している。当該年度中に発生する追加の業務は、監査委員会

または監査委員会により委任された権限に従い、監査委員会委員長により承認される。当委員会はまた、独立登

録会計事務所が当社に提供する役務に関しその独立性を確保するための手続きを審査する。

監査委員会の委員は、取締役会の見解では、取締役会が制定した基準および米国証券取引委員会（「SEC」）

の独立性に関する基準を満たす非経営取締役で構成されている。取締役会は、エスキュー氏がSECの規則に定義

される監査委員会の財務専門家としての資格を有すると判断した。当委員会は2014年に６回開催された。IBM取

締 役 会 は 監 査 委 員 会 の た め の 憲 章 （http://www.ibm.com/investor/governance/board-of-

directors/committees-of-the-board.wssにて入手可能。）を採択した。ビジネス・コンダクト・ガイドライン

（「BCG」）は、IBMの取締役、業務執行役員および従業員の倫理綱領である。当社の取締役または業務執行役員

に適用されるBCGに対するあらゆる修正またはBCGの放棄は、IBMの取締役会または取締役会委員会によってのみ

行 う こ と が で き 、 か か る 修 正 等 は 、 IBM の ホ ー ム ペ ー ジ で 開 示 さ れ る 。 BCG は 、

http://www.ibm.com/investor/governance/business-conduct-guidelines.wssにて入手可能である。
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取締役・企業統治委員会

取締役・企業統治委員会は、主に取締役会の企業統治構造の継続的な検討および明確化を担当している。上述

のとおり、当委員会は、定時株主総会で株主の承認を得るため提案される取締役候補者の人選を含め、当社取締

役として選任される資格のある候補者を取締役会に推薦する責任を負っている。当委員会は職務経歴または専門

家としての経験、背景の多様性、才能および将来性を有した候補者を推薦している。当委員会は、当社の秘書役

に随時要求して受領する情報、当委員会の委員および取締役会の役員からの推薦、ならびに最高経営責任者およ

び随時第三者によるサーチファームを含む当社の経営陣からの提案を含む様々な手段を通じて、候補者を特定す

る。取締役候補者としての正式な指名は、取締役会役員全員の承認によってなされる。当委員会は株主の皆様に

より推薦された候補者についても検討する。当委員会が取締役候補者として考慮すべきと思われる人物について

の推薦を希望する株主は、候補者の氏名、経歴および資格を記した書面を当社の秘書役まで送付のこと。

当委員会はまた、取締役職についての慣行ならびに取締役会委員会の機能および任務に関し、そのすべての事

項について取締役会に助言および提言を行う。加えて、当委員会は、非経営取締役の報酬に関する勧告を取締役

会に対して行う。当委員会は、取締役報酬慣行の動向や展開を判断し、当社の慣行をそれらと比較するため、現

在、フレデリック・Ｗ・クック・アンド・コー・インク（以下「クック・アンド・コー」という）と契約を結ん

でいる。当委員会は、同社が作成した分析を、当社の取締役報酬慣行の定期的な見直しの一環として利用してい

る。クック・アンド・コーは、IBMの取締役・企業統治委員会およびIBMの役員報酬人事委員会に対して提供して

いる役務を除き、当社のためにその他のいかなる業務も遂行していない。当委員会は、クック・アンド・コーが

利害関係を有さないと判断した。当委員会は、労働力の多様性の確保、環境保護および慈善活動への寄与など、

企業の公共責任に関する重要事項における当社の立場と慣行を検討および考慮することに対し責任を負い、公共

の、または社会の利益の問題を扱う株主提案を検討および考慮する。当委員会の委員は、取締役会の見解によれ

ば、取締役会が制定した独立性に関する基準を満たす非経営取締役である。当委員会は2014年に４回開催され

た 。 IBM 取 締 役 会 は 取 締 役 ・ 企 業 統 治 委 員 会 の た め の 憲 章 を 採 択 し た 。 こ れ は 、

http://www.ibm.com/investor/governance/board-of-directors/committees-of-the-board.wssにて入手可能で

ある。
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役員報酬人事委員会

役員報酬人事委員会は、当社の全体的な役員報酬にかかる理念を規定し明確にする責務を負っており、また当

社の選任役員に対する報酬に関し、そのすべての事項の管理・承認を行う責務を負っている。

当委員会は、当社の様々な株式プランへの加入資格ならびに当社の様々な株式プランに基づくあらゆる報酬お

よび交付金、ならびに関連するすべての措置の直接または代理による承認を行う。また、当委員会は、主として

役員に影響を及ぼす当社の個人年金制度の変更の検討を行い、またIBM役員維持補足制度の運営・管理を行う責

任を負っている。当委員会は、会長兼最高経営責任者の報酬に関する当社の目標・目的を検討および承認し、こ

れらの達成度合いに関連した同氏の実績を評価し、さらにその他の独立取締役と共に、本評価をもとに会長兼最

高経営責任者の報酬基準を決定し承認する直接的な責任を負う。また、当委員会は、当社の経営陣の役員人事プ

ログラムを検討し、役員に選任される資格のある候補者を取締役会に推薦する責任を負っている。当委員会は、

当社の役員の報酬体系を検討し、その他の従業員の実績や報酬に関する経営陣の決定を監督する。また、当委員

会は、株式保有ガイドラインの遵守状況を監視する。上級経営陣を除く従業員に対するすべての株式報酬は、当

委員会が承認した一連の権限の委任に基づき、上級経営陣により承認され、これら委任に基づき付与された交付

金は、定期的に当委員会と共に見直される。

当委員会の委員長は、当委員会の報酬コンサルタントと直接に連携して会長兼最高経営責任者の報酬合計に関

する提言を行う際に利用されている意思決定の枠組みを提供する。加えて、IBMの会長兼最高経営責任者および

IBMの人事担当上席副社長（「SVP HR」）は、上席副社長の自己評価を再検討し、かかる情報を、あらゆる提言

の前後について、現金報酬および直接報酬合計の市場レベルとの比較、IBM内で将来担う可能性がある潜在的役

割ならびに内部の同格の者に関する報酬合計水準と共に評価する。この徹底した検討とSVP HRとの協議に基づ

き、会長兼最高経営責任者は、同氏による各上級役員の実績と次年度の業績の見込の評価に基づき、当委員会に

対して報酬に関する提言を行う。

当委員会は、その裁量により適切とみなすコンサルタントおよびアドバイザーと契約を結ぶことについて単独

の裁量権を有し、これらアドバイザーに関連する報酬やその他の契約条件を承認する単独の権限を有している。

2014年８月始め、当委員会は、フレデリック・Ｗ・クック・アンド・コー・インク（以下「クック・アンド・

コー」という）を当委員会の報酬コンサルタントとする契約を結んでおり、市場慣行や個別のIBMの方針および

プログラムについて当委員会に対する助言を得ている。クック・アンド・コーは、報酬委員会の委員長に直接報

告しており、委員会から指示を受けている。同コンサルタントの当委員会に対する役務は、データ分析、市場評

価および関連した報告書の作成を含んでいる。クック・アンド・コーは、IBMの役員報酬人事委員会およびIBMの

取締役・企業統治委員会に対して提供している役務を除き、当社のためにその他のいかなる業務も遂行しておら

ず、当委員会のためにクック・アンド・コーが行った役務は、クック・アンド・コーと当委員会との間で締結し

た正式な契約書により書面化されている。当委員会は、従前は2014年７月までセムラー・ブロッシー・コンサル

ティング・グループ・エルエルシーを報酬コンサルタントとして雇用していた。

さらなる当委員会のコンサルタントに関する情報は、後述の「報酬に関する検討および分析」を参照されたい。
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　当委員会は、SECの要求に基づき、株主に対して報告を行う（当社の2015年プロクシー・ステートメントに記

載の2014年度役員報酬人事委員会の報告を参照されたい）。当委員会の委員は、取締役会の見解では、取締役会

が制定した独立性に関する基準を満たした非経営取締役である。これら委員は当委員会が管理するいずれのプラ

ンまたはプログラムにも参加することができない。当委員会は2014年に５回開催された。IBM取締役会は役員報

酬人事委員会のための憲章を採択した。これは、http://www.ibm.com/investor/governance/board-of-

directors/committees-of-the-board.wssにて入手可能である。

 

報酬委員会兼任状況および内部者の参加

　ベルダ氏、ゴルスキー氏、リヴェリス氏、マックナーニー氏およびトーレル氏は、2014年において役員報酬人

事委員会の委員を務めた。同委員会のすべての委員は独立取締役であり、いずれの委員もIBMの従業員または元

従業員ではなかった。2014年度中、当社の業務執行役員のいずれも、業務執行役員が当社の役員報酬人事委員会

または取締役会の委員を務める別の会社の報酬委員会または取締役会を兼任していなかった。従って、いずれの

委員も、開示を要求される報酬委員会の兼任状況または関係になかった。

 

経営委員会

経営委員会には、取締役会開催直後から次の取締役会までの間、法律上委任できないと定められている特定の

事項を除き、取締役会を代表する権限が与えられている。当委員会は必要に応じて開催され、すべての行為が次

回の取締役会で報告される。2014年度中、当委員会は開催されなかった。

 

一定の取引および関係

当社の書面による関係者との取引に関する方針に基づき、関係者を当事者に含む取引に関する情報は、IBM取

締役会の独立取締役により評価されている。関係者には、IBMの取締役および業務執行役員ならびに取締役およ

び役員の近親者、そして当社の普通株式の５％超の実質所有者が含まれる。関係者が、当社のいずれかの取引に

重大な利害関係を有すると判断された場合、当社の独立取締役は、かかる取引を検討、承認または追認し、かか

る取引は、SECの規則に基づき開示されなければならない。問題となっている関係者がIBMの取締役である場合、

または取締役の家族である場合は、かかる取締役は検討には参加しない。総じていえば、当社は、以下の関係者

との取引は、当社の標準的な方針および手続きに基づいて行われているため、投資家にとって重大なものではな

いと考えている。それらは、通常の業務過程での、そして独立当事者間での製品またはサービスの販売または購

入、当社の人事方針に従って報酬およびその他の雇用条件が決定された当社による雇用、そして当社の助成金プ

ログラムの１つに従った、また当社の企業献金ガイドラインに従った当社による助成金の付与または寄付であ

る。
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IBMは、当社の業務執行役員であるL.S.サンフォード氏の2014年12月31日付のIBMの退職に伴い、同氏とコンサ

ルティング契約を締結した。サンフォード氏の退職から１年後、同氏は、随時、独立契約人として当社に対して

役務の提供を依頼されることがある。当該役務に対する報酬は、役務の提供が４時間を超える場合には１日当た

り5,000ドル、４時間未満の役務を提供する場合には１日当たり2,500ドルである。時折、当社は当社の業務執行

役員または取締役と血縁関係にある従業員を擁する場合がある。先の「全般的な説明－IBM取締役会」で記載し

たように、エスキュー氏の息子は当社に雇用されている。同氏は、当社の役員である（業務執行役員ではな

い）。加えて、V.M.ロメッティー氏（会長兼最高経営責任者）の義理の兄弟およびM.ジェッタ－氏（IBMグロー

バル・テクノロジー・サービス担当、上席副社長）の妻は、当社の管理職として雇用されている。R. J. ピッチ

アーノ氏（IBMアナリティクス担当、上席副社長）の妻も、当社に管理職でない従業員として雇用されている。

上記で言及された血縁関係にある従業員は、いずれもIBMの業務執行役員ではない。上記記載の従業員それぞれ

が2014年に受領した報酬は120,000ドルおよび850,000ドルの間であった。加えて、上記に記載のロメッティー

氏、エスキュー氏およびジェッタ－氏の血縁者は、2014年にそれぞれ株式報酬を受領した。上記の血縁関係にあ

る従業員それぞれの報酬、株式報酬およびその他の雇用条件は、当社の人事方針に従って決定される。

 

保険および免責に関する一定の情報

　当社は、取締役および役員を対象とした免責保険契約を更新した。この保険は、当社が補償することができな

い事態が当社の取締役または役員に関連して生じた場合に、各取締役および役員に対して個別に適用される。こ

れらの保険契約の期間は2014年６月30日から2015年６月30日までであり、その間の保険料の合計は約6.8百万ド

ルである。主な保険会社はXLスペシャルティ・インシュアランス・カンパニーである。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

212/508



2014年度の取締役報酬

 

年間定額報酬：2014年、非経営取締役は、年間定額報酬250,000ドルを受領した。取締役・企業統治委員会委

員長および役員報酬人事委員会委員長は、追加の年間定額報酬20,000ドルを受領し、監査委員会委員長は追加の

年間定額報酬25,000ドルを受領し、議長取締役は、追加の年間定額報酬15,000ドルを受領した。

再表示されたIBM繰延報酬および株式報酬制度（「DCEAP」）に基づき、年間定額報酬合計の60％は、繰延べら

れ、プロミスト・フィー株式（「PFS」）で支払われなければならない。各PFSは、当社の普通株式１株と等価で

ある。当社の普通株式に対して現金配当が支払われた場合、各取締役のPFS勘定には、配当と等価の支払いを反

映したPFSが追加される。年間定額報酬の残額40％については、取締役は以下のいずれか１つまたはいずれかの

組み合わせを選択することができる：（a）PFSへの繰延、（b）利息付現金勘定への繰延、および／または（c）

取締役としての任期中四半期毎に現金による支払いを受ける。当社は、取締役により繰延べられた報酬に対して

市場価格を上回るかまたは優先的な利益を支払うことはない。IBM取締役会企業統治ガイドラインに基づき、非

経営取締役は、取締役に選任された初年度から５年以内に、かかる非経営取締役の就任初年度の年間定額報酬の

５倍相当のIBM株式を基礎とした持分を保有することが要求されている。IBM株式を基礎とした持分とは、(i)本

人または本人と同一世帯の家族が保有するIBM株式、および(ii)DCEAPのPFSをいう。IBM株式を基礎とした持分に

は未行使オプションは含まれない。

DCEAPに基づく支払い：取締役の退職またはその他の形で取締役としての在任が終了した際には、（a）PFSと

して繰延べられたすべての金額は、取締役の選択により現金および／または当社の普通株式いずれかで支払わ

れ、そして（b）利息付現金勘定に繰延べられた金額は、現金で支払われる。支払いは、（a）かかる取締役が取

締役でなくなった日後、可及的速やかに一括により支払われるか、（b）かかる取締役が取締役でなくなった日

の翌年の２月に一括により支払われるか、または（c）かかる取締役が取締役でなくなった年の２月から２分割

から10分割の間でそれぞれ支払われるかのいずれかによる。取締役がPFSを現金で受領することを選択した場

合、PFSの支払いは、以下のとおりニューヨーク証券取引所のIBM普通株式の終値を用いて決定される：即時一括

払いの場合、IBM株式の価値はかかる取締役が取締役でなくなった日に基づき、また分割による支払いの翌年の

２月に一括払いが行われた場合、IBM株式の価値はかかる２月の支払いに先立つ１月の最終営業日に基づく。

IBM社外取締役ストック・オプション・プラン（「DSOP」）の終了：2007年１月１日より前までは、定時株主

総会の散会時をもって取締役に選任または再選された非経営取締役は、かかる総会に続く最初の月の初日に、

IBM普通株式4,000株を購入する年次オプションを付与された。オプションの行使価格は付与日におけるニュー

ヨーク証券取引所でのIBM普通株式の高値と安値の平均であった。各オプションの期間は10年間で、付与日の１

年後から４年後まで、各年の付与日と同じ日付で４分の１ずつ行使可能となった。DSOPに基づき付与されたオプ

ションのすべてが権利確定された。2007年１月１日をもって、DSOPは終了した。従って、2014年度取締役報酬表

にはオプション報奨は含まれない。しかし、下記の表「年度末時点で各取締役に付与済のオプション報酬の合計

数」には、DSOPに基づく2014年度末現在での付与済オプションが反映されている。
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IBMマッチング・グラント・プログラム：

非経営取締役は、当社の米国の従業員と同じ条件で、当社のマッチング・グラント・プログラムに参加する資

格を有する。このプログラムでは、当社は、承認された教育施設、医療設備および文化または環境施設への取締

役による資格を満たした寄付に関連して、現金または設備による特定の対応物を提供する。当社は、現金による

適格拠出を１対１のベースで、設備については２対１のベースで行っている。各取締役は、当社のマッチ額にお

いて１暦年当たり合計10,000ドルまで贈与できる資格を有する。マッチング・グラントに関する2014年度取締役

報酬表は10,000ドルを上回っているが、これは過年度における取締役が行った贈与に対する当社の寄付の金額が

当該金額に含まれているためである。

 

2014年度取締役報酬表

現金で得たか支払われた報酬（（b）欄）：本欄に示された金額は、上記のとおり、各取締役に支払われた年

間定額報酬を反映している。取締役は、取締役会での活動（および適用ある場合には議長取締役または委員長と

しての活動）に対する、その年の活動の部分に基づく年間報酬の割当て分を受領する。

 

その他全報酬（（c）欄）：本欄に示された金額は、以下を表す：

 

・上記のとおり、DCEAPに基づき、PFS勘定に支払われた配当に替わる金額

 

・取締役に代わり、当社が支払った団体生命保険の保険料

 

・上記の当社のマッチング・グラント・プログラムに基づき行われた寄付の金額
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氏名
（a）

現金で得たか
支払われた報酬

（ドル）
（b）

その他全報酬
（注１）
（ドル）
（c）

合計
（ドル）
（d）

A. J. P. ベルダ 250,000 48,507 298,507

W. R. ブロディ 250,000 61,773 311,773

K. I. シュノールト 250,000 91,193 341,193

M. L. エスキュー 285,000 72,520 357,520

D.N.ファー 250,000 23,094 273,094

A.ゴルスキー（注２） 83,333 159 83,492

S. A. ジャクソン 258,333 84,664 342,997

A.N. リヴェリス 250,000 27,066 277,066

W. J. マックナーニー・ジュニア 250,000 45,008 295,008

J. W. オーウェンズ 250,000 54,186 304,186

J. E. スペロ 250,000 77,945 327,945

S. トーレル 270,000 98,724 368,724

L. H. ザンブラノ（注３） 99,000 35,945 134,945

 

ヴォーザー氏は2015年１月付で取締役に就任しており、従って同氏は上記の表には含まれていない。

 

（注１）本欄に記載の金額には次の各取締役について以下の金額を含む：ベルダ氏：PFSの配当同等支払分43,392ドル、ブロ

ディ博士：PFSの配当同等支払分51,657ドルとマッチング・グラント・プログラムに基づき当社が拠出した10,000ド

ル、シュノールト氏：PFSの配当同等支払分91,077ドル、エスキュー氏：PFSの配当同等支払分72,404ドル、ファー

氏：マッチング・グラント・プログラムに基づき当社が拠出した15,000ドル、ジャクソン博士：PFSの配当同等支払分

64,548ドルとマッチング・グラント・プログラムに基づき当社が拠出した20,000ドル、リヴェリス氏：PFSの配当同等

支払分26,950ドル、マックナーニー氏：PFSの配当同等支払分29,893ドルとマッチング・グラント・プログラムに基づ

き当社が拠出した15,000ドル、オーウェンズ氏：PFSの配当同等支払分54,070ドル、スペロ氏：PFSの配当同等支払分

72,829ドル、トーレル氏：PFSの配当同等支払分88,109ドルとマッチング・グラント・プログラムに基づき当社が拠出

した10,500ドル、ザンブラノ氏：PFSの配当同等支払分35,896ドル。

（注２）ゴルスキー氏は、2014年９月付で取締役に就任した。

（注３）ザンブラノ氏は、2014年５月に死去した。2003年に取締役として選任されて以降、DCEAPに基づき従前に繰延べられて

いた報酬および配当金の再投資における同氏の遺産3,462,114ドルが支払われた。
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年度末時点で各取締役に付与済のオプション報酬の合計数

上述したように、2007年１月１日付でのDSOPの終了まで、非経営取締役は、IBM普通株式4,000株を購入する年

次オプションを付与されていた。下表のすべてのオプションは、完全に行使可能である。ブロディ博士、ベルダ

氏、ファー氏、ゴルスキー氏、リヴェリス氏、マックナーニー氏およびヴォーザー氏はDSOPの終了後に当社取締

役となったため、同氏らはオプションを受領しておらず、従って下記の表に含まれてない。加えて、ジャクソン

博士およびオーウェンズ氏は、2014年度末現在において発行済のオプションを有していないため、下記の表に含

まれていない。

 

K. I. シュノールト  4,000

M. L. エスキュー  4,000

J. E. スペロ  8,000

S. トーレル  8,000

 

セクション16(a)に基づく実質的所有に関する報告義務の遵守

当社は、1934年米国証券取引法第16条に基づき提出が義務づけられている当社の業務執行役員および取締役に

関するすべての報告書は、適時に提出されたと考えている。
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株式所有状況

 

実質的所有者の有価証券保有割合

下表は、2014年12月31日現在で当社の普通株式を５％超保有する実質的所有者として当社が把握している者の

一覧である。

 

氏名または名称および住所 所有株式数（株）

発行済株式総数
に対する

所有株式数の割合
（％）

ウォ－レン・E・バフェット（注１）
バークシャー・ハサウェイ・インク（注１）
ネブラスカ州68131オマハ、ファーナム・ストリート3555
 
ナショナル・インデムニティー・カンパニー（注１）
ネブラスカ州68131オマハ、ハーネイ・ストリート3024

76,980,817 7.8％

ザ・ヴァンガード・グループ（注２）
ペンシルベニア州19355マルヴァーン、ヴァンガード・ブルーバード、
100

55,042,685 5.56％

ステート・ストリート・コーポレーション（注３）
マサチューセッツ州02111ボストン、ワン・リンカーン・ストリート、
ステート・ストリート・フィナンシャル・センター

54,654,233 5.5％

ブラックロック・インク（注４）
ニューヨーク州10022ニューヨーク、55イースト52番ストリート

53,231,078 5.4％

（注１）ウォ－レン・E・バフェット、バークシャー・ハサウェイ・インク、およびナショナル・インデムニティー・カンパ

ニーが関連する子会社および提出グループのメンバーと共に2015年２月18日付でSECに提出したスケジュール13G/Aに

基づく。ウォ－レン・E・バフェットは、実質的に所有されている9,000株の株式に対して単独で議決権および処分権

限を有しており、実質的に所有されている76,971,817株の株式に対して共有の議決権を有していた旨報告していた。

提出グループのその他の各メンバーは、実質的に所有されている株式に対して共有の議決権および処分権限を有して

いた旨報告していた。スケジュール13Gは、実質的所有権を取得する権利が付帯する株式については記載しない。スケ

ジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取得および保有されていること、ならびにIBMの支配持分を変更するもし

くはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響により、株式が取得および保有されていないことが記載されている。

（注２）ザ・ヴァンガード・グループおよび一部の子会社（以下「ヴァンガード」という）が2015年２月10日付でSECに提出し

たスケジュール13Gに基づく。ヴァンガードは、1,605,895株の株式に対して単独で議決権を有しており、実質的に所

有されているすべての株式に対して単独および共有の処分権限を有していた旨報告していた。スケジュール13Gは、実

質的所有権を取得する権利が付帯する株式については記載しない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取

得および保有されていること、ならびにIBMの支配持分を変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響

により、株式が取得および保有されていないことが記載されている。

（注３）ステート・ストリート・コーポレーションおよび一部の子会社（以下「ステート・ストリート」という）が2015年２

月12日付でSECに提出したスケジュール13Gに基づく。ステート・ストリートは、実質的に所有されているすべての株

式に対して共有の議決権および処分権限を有していた旨報告していた。スケジュール13Gは、実質的所有権を取得する

権利が付帯する株式については記載しない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取得および保有されてい

ること、ならびにIBMの支配持分を変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響により、株式が取得お

よび保有されていないことが記載されている。

（注４）ブラックロック・インクおよび一部の子会社（以下「ブラックロック」という）が2015年２月６日付でSECに提出した

スケジュール13Gに基づく。ブラックロックは、44,715,277株の株式に対して単独で議決権を有しており、実質的に所

有されているすべての株式に対して単独の処分権限を有していた旨報告していた。スケジュール13Gは、実質的所有権

を取得する権利が付帯する株式については記載しない。スケジュール13Gでは、株式が通常の営業過程で取得および保

有されていること、ならびにIBMの支配持分を変更するもしくはそれに影響を及ぼす目的でまたはその影響により、株

式が取得および保有されていないことが記載されている。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

217/508



取締役および業務執行役員による普通株式および株式を基礎とした持分

以下の表は、2014年12月31日現在でのIBMの取締役およびその候補者、2014年度業務執行役員の報酬表に記載

された指定業務執行役員、そして2014年12月31日現在の、全体としての取締役および当社の業務執行役員全員に

よる、当社の普通株式の実質的保有状況を示している。また、表に含まれている者が2014年12月31日から60日以

内に議決権および処分権を取得することができた株式も示されている。議決権には、保有している株式の議決権

の行使を指示する権限が含まれ、処分権には、保有している株式の処分を指示する権限が含まれる。

 

 60日以内に取得可能

氏名 普通株式
(注１)

株式を基礎と
した持分
(注２)

オプションおよび
RSU
(注３)

取締役DCEAP株式
(注４)

A. J. P. ベルダ 0 0 0 11,240

W. R. ブロディ 0 0 0 13,214

K. I. シュノールト 6,995(注５) 6,995 4,000 22,630

M. L. エスキュー 0 0 4,000 18,302

D. N. ファー 3,608 3,608 0 2,431

A. ゴルスキー(注６) 0 0 0 500

S. A. ジャクソン 0 0 0 16,338

J. E. ケリー３世 51,967 (注７) 64,757 18,571 該当なし

K.M. ケヴァリアン 200(注８) 27,610 0 該当なし

A. N. リヴェリス 0 0 0 7,313

W. J. マックナーニー・
ジュニア

0 0 0 8,016

S. A. ミルズ 152,777(注９) 207,715 0 該当なし

J. W. オーウェンズ 3,282(注８) 3,282 0 13,441

V. M. ロメッティー 137,833 181,037 44,974 該当なし

M.J. シュレーター 10,437 30,501 891 該当なし

J. E. スペロ 1,000 1,000 8,000 18,272

S. トーレル 13,003 13,003 8,000 21,991

P. R. ヴォーザー(注10) 0 0 0 0

取締役および業務執行役員
を１つのグループとした場
合

766,282(注11) 1,248,630 158,081(注11) 153,688 (注11)
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（注１）本欄は、氏名欄に記載された者が実質的に所有しているIBM普通株式で構成される。他に別段の記載がない限り、かか

る株式の議決権と処分権は、氏名欄に記載された者によってのみ行使可能であり、いずれの株式も、氏名欄に記載さ

れた者によって担保に供されていない。標準的な株式売買口座には、相殺または類似の権利に関する譲渡禁止規定が

付されている場合がある。本欄は、議決権および処分権が共同保有されている株式127,394株を含む。上記の表に記載

されている取締役および役員は、それらと住居を共にする家族が実質的に所有している株式の実質的所有権を放棄し

ている。しかし家族関係により、個人が議決権および／または処分権を共有する可能性があるという前提に基づき、

その対象となる株式は報告されている。本欄は、IBM個人年金制度の信託基金が保有する344,440株を含まない。同基

金の保有する株式については、当社の一定の業務執行役員により構成される管理職委員会である、IBM退職金制度委員

会の委員が議決権を有しており、また、現在様々な投資運用会社に委任されている権限を撤回し処分権を取得する権

利を有している。

（注２）業務執行役員については、本欄は、「普通株式」に示された株式に加えて、該当する場合、維持制限付株式ユニット

を含むすべての制限付株式ユニット、以前までIBM役員繰延報酬制度と称されていたIBMエクセス401(k)プラス・プラ

ンに基づきIBMストック・ファンドに対して役員が行った拠出およびエクセス401(k)プラス・プランに基づき当社が

IBMストック・ファンドに対して行った拠出で構成される。これらの制限付株式ユニットの一部は、2008年１月１日よ

り前の選出に従いエクセス401(k)プラス・プランに基づき繰延べられている可能性があり、その場合、2014年度繰延

報酬（非適格）記載のとおり、雇用の終了後に業務執行役員に分配される。また、本欄には、IBMエクセス401(k)プラ

ス・プランに基づき繰延べられ、2014年12月31日付で退職後60日以内に一部の業務執行役員に分配された一部の制限

付株式ユニットも含まれる。

（注３）非経営取締役については、本欄は、IBM社外取締役ストック・オプション・プランに基づき、2014年12月31日から60日

以内に購入可能な株式で構成される（詳細については、2014年度の取締役報酬の項を参照されたい）。業務執行役員

については、本欄は、(i)IBMストック・オプション・プランに基づき、2014年12月31日から60日以内に購入可能な株

式、(ii)2014年12月31日から60日以内に確定されるRSU報酬、および(iii) IBMエクセス401(k)プラス・プランに基づ

き繰延べられ、2014年12月31日付で退職後60日以内に一部の業務執行役員に分配された一部の制限付株式ユニットで

構成される。

（注４）2014年12月31日現在で、IBM繰延報酬および株式報奨制度（「DCEAP」）に基づき獲得され蓄積されたプロミスト・

フィー株式とそれら株式に関連した配当同等物の組み入れを含む。取締役の退職に際し、これら株式は、かかる取締

役の選択により、現金か株式により支払われる（詳細については、2014年度の取締役報酬の項を参照されたい。）。

（注５）議決権および処分権が共同保有されている1,619株を含む。

（注６）ゴルスキー氏は、2014年９月付で取締役に就任した。

（注７）議決権および処分権が共同保有されている23,069株を含む。

（注８）議決権および処分権が共同保有されている。

（注９）議決権および処分権が共同保有されている43,276株を含む。

（注10）ヴォーザー氏は、2015年１月付で取締役に就任した。

（注11）これら３つの欄の合計は、IBMの発行済株式の１％未満である。いずれの個人の実質的保有も、合計でIBMの発行済株

式の１％の10分の１を超えなかった。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

219/508



役員の報酬

 

 

取締役会の役員報酬人事委員会による2014年度の報告書

 

以下の記載は、報酬に関する検討および分析である。そこでは、当社の役員の報酬プログラムや方針につい

て、当委員会および経営陣が同プログラムや方針をどのように捉えており、また利用しているかという観点から

記載がなされている。当委員会は、これらのプログラムや方針の設計を監督し、またこれらのプログラムや方針

を利用して上級役員の報酬について具体的な決定を下す役目を有している。そのため、当委員会は、一連の草案

を査閲し、それらについて経営陣と検討することにより、報酬に関する検討および分析の作成に参加した。当委

員会は、報酬に関する検討および分析を当社の2015年プロクシー・ステートメントに含めるよう提言を行った。

当委員会は、経営陣と共に、同プロクシー・ステートメントの読者が当社の報酬慣行を検討し、これらの報酬慣

行への注力が株主の皆様の長期的な利益につながることを確認することを歓迎する（注：以下本項は、2015年プ

ロクシー・ステートメントからの抜粋である）。

 

シドニー・トーレル（委員長）

アレックス・ゴルスキー

アンドリュー N. リヴェリス

W. ジェームズ・マックナーニー・ジュニア

 

2014年の報酬に関する検討および分析

 

要約

 

2014年において、IBMは、当社の事業ポートフォリオの再配置や企業の情報技術への戦略的注力を支援する

ための投資を大幅に進めた。当社は、収益928億ドルを生み出し、継続事業による営業の税引前利益211億ドル

を生み出した。当社の収益は前年度比で減少し、これは、大幅な為替換算の影響、高付加価値な事業への継続

的な移行のために講じられた事業売却による計画的削減、当社の戦略上の必要事項（クラウド、アナリティク

ス、モバイル、ソーシャルおよびセキュリティ）における好調な伸びの正味影響、ならびに一部の取引事業

（メインフレームおよびPOWER製品サイクルを含む）における収益の減少によるものであった。為替変動の影

響および事業売却の影響を除いた場合、当社の継続事業の収益は、当年度において１％の減少であった。純利

益およびフリー・キャッシュ・フローは、継続的な営業ベースでは年間を通じて減少したが、税引前利益率は

0.3％増加し、当社は営業活動によるキャッシュフロー162億ドルを生み出し、研究および開発に55億ドルなら

びに資本に38億ドルを投資し、６社を買収し、また43億ドルの配当金および137億ドルの株式買戻合計により

株主に対して約179億ドルの資本を還元し、この結果、当社の平均発行済株式数は８％超減少した。
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IBMの戦略の軸となるのは、当社が将来の企業の情報技術において重要と考える５つの戦略上の必要事項へ

事業ポートフォリオを移行することである。2014年において、当社は、これらの分野において大幅な投資を行

い、Watson Group等の新規事業を立ち上げ、長期的な成長を牽引するためにApple、TwitterおよびTencentと

画期的なパートナーシップを結んだ。合計で、これら５つの戦略上の必要事項は、現在、IBMの収益の27％を

占め、2014年の各四半期と同様に、当年度において二桁台の収益成長を達成した。

同時に、当社は、事業売却ならびにPOWER8およびOpenPOWERを含む新しい提供製品の導入を通じて、システ

ムズ・アンド・テクノロジーを再配置し、再構成した。当社は、これらのすべてを達成する一方で、ミドル

ウェアおよびサービスにおいて第１位の市場ポジションを維持し、他の会社と大差で最も多くの米国特許件数

を獲得した。

当社の報酬戦略は、IBMの現行の移行を支えている。当該戦略は、役員が短期目標と長期優先課題のバラン

スを取り、役員と株主の利益を一致させ、高付加価値への移行を成功させるために必要とされるリーダーシッ

プを獲得・維持できるよう策定されている。報酬の決定は、当社の目標に対する財務上の業績に照らして行わ

れ、ポートフォリオおよび当社の将来の再配置における大幅な進展が考慮される。

2014年の業績に関しては、取締役会は、ロメッティー氏に対して、目標の90％である年次奨励金3.6百万ド

ルを承認した。支払水準は、目標を下回った財務成績、当社を高付加価値な事業に再配置するために講じられ

た大幅な措置、および市場トップの顧客満足度を含む、業績に対するバランスの取れた見方により検討され

た。この奨励金の支払いは、ロメッティー氏が自らの年次奨励金の受領を見送ることを提言した翌年に対する

ものであり、取締役会の独立メンバーにより受諾された。その他の指定業務執行役員については、2014年の年

次奨励金は、目標の70％から90％の範囲であり、所定の目標に対する当社および部門の業績、ならびに変革に

対する個人の寄与が反映されている。2012年から2014年の期間における実際の給与、実際の年次奨励金の支払

いおよび実際の長期奨励金を鑑みた場合、ロメッティー氏は、2014年度において年次目標報酬合計の74％を獲

得した。

2015年に関しては、取締役会の独立取締役は、ロメッティー氏の給与を1.5百万ドルから1.6百万ドルに増額

することを承認した。これは、ロメッティーが2012年１月に最高経営責任者に就任して以来の初めての給与の

増額であった。さらに、同氏の目標年次奨励金は４百万ドルから５百万ドルに増額され、2015年から2017年に

おける業績株式ユニット13.3百万ドルですべて構成される長期奨励金が同氏に対して付与され、当該奨励金

は、2018年２月までは支払われない。これらの変更は、合わせて、ロメッティー氏の報酬を市場の同業社の報

酬により近づけるためのものであり、これは同氏の目標報酬合計の92％であり、業績ベースの奨励金に変動

し、連動している。業務時間ベースの奨励金がないことにより、IBMは、報酬委員会が支払水準や慣行を評価

するために用いる一般的な基準設定企業と比較して、業績ベースの奨励金による報酬機会の提供が全体的に多

くなっている。これらの報酬の決定には、取締役会がロメッティー氏の当社におけるリーダーシップおよび戦

略的方向性を高く信頼していること、そして当社の業績ベースの文化に対する継続的なコミットメントが反映

されている。
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当社の役員報酬に関する全体的な指針については、従来ものから変更はない。当社は、引き続き報酬と株主

の利益を合致させると同時に、優れたリーダーシップを有する人材を獲得し、保持する。2015年において、当

社は、役員報酬と当社の継続的な変革で必要とされる戦略的移行との調整を強化するために、年次奨励金プロ

グラムを修正した。とりわけ、ポートフォリオの移行に戦略的に注力できるよう、戦略上の必要事項の収益の

測定基準は、収益成長全体の測定基準を置き換えている（いずれの測定基準も20％の比重）。加えて、キャッ

シュフローの重要性が高まってきており、20％から40％への比重となり、当社は、戦略的投資決定に対する高

い注力を維持するために、フリー・キャッシュ・フローの測定基準を営業活動によるキャッシュフローに置き

換えた。営業の純利益は、引き続き測定基準として用いられており、現在40％の比重を占める。

IBMは、当社の業績ベースの文化に合わないことから、上級主導者達のために役員の解雇契約、支配権の変

更に関する契約、保証付き奨励金の支払い、および株式報酬の早期権利確定等の報酬プログラムを活用してい

ない。さらに、IBMには、長期にわたる強固な持株制度の要件があり、上級主導者達に対する回収を積極的に

行っており、ヘッジおよび担保設定を禁じている。

最後に、当社は、当社の現行の移行を牽引するために有益な主要な主導者を保持することが重要であると認

識している。当社は、市場競争力の高い報酬に加え、当該目的において、制限付株式ユニットも選択的に利用

している。

当社は、役員の報酬に関する事項が、株主、一般の人々、および当社の従業員にとって重要であることを認

識している。適切な報酬を設定するためには、健全な判断と慎重な考慮が常に必要である。これらの報酬の決

定においては、下記に記載されるとおり、報酬を決定する過程が透明であり、かつ詳細が投資家に説明されて

いる場合に完全に理解される。

 

注記：上記および本報酬に関する検討および分析の項において、ならびに2015年度のプロクシー・ステート

メントにおいて言及されている、収益（事業売却と為替変動の影響を除く）、営業の研究および開発、営業の

税引前利益、営業の税引前利益率、営業の純利益、１株当たり営業利益、フリー・キャッシュ・フローおよび

営業活動によるキャッシュフロー（IBMグローバル・ファイナンシング受取債権を除いた営業活動からの現

金）は、継続事業ベースの非GAAP財務指標によるものである。これらの項目に関する調整およびその他の情報

については、第一部第３　７　「財政状態、経営成績及びキャッシュフローの状況の分析」を参照されたい。
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役員報酬のプログラム設計

 

すべての関係、すなわち顧客、パートナー、地域社会、IBM従業員および投資家の皆様との関係における信

頼および個人の責任は、IBMの中心的価値観である。投資家は、顧客が製品の質に対して信頼を置くのと同様

に、企業の役員報酬の過程に対して信頼を置いているはずである。この信頼の裏切りは許容し難い。

この信頼を維持する一環として、当委員会は、報酬に対する意思決定がどのように行われているか、そして

その理由を投資家（プロのファンド・マネジャーや機関投資家グループのみならず、何百万人もの個人投資家

を含む）が知る必要があることを、良く理解している。

 

そのために、IBMの役員報酬慣行は、特に以下の５つの主要な目標達成に焦点を当てて設計されている。

 

・長期の業績および年間業績に基づき報酬を変動させることにより、IBMの主導者達の利益が、当社の投資

家の利益と連動するよう確かにすること

・今日の競争の激しい市場において、グローバルな企業である当社を成功に導くことができる高い能力を持

つ上級の主導者を惹きつけ、維持すること

・過剰なリスク負担を課すことなく、当社の主導者達のやる気を引き出し、高い事業成績を上げること

・個人および共同での業績を反映するため、報酬を差別化すること

・短期的業績に対する報酬と、長期にわたり持続的に実績を上げるための長期的な戦略決定に対する報酬と

のバランスを取ること

 

これらの目標を念頭に置き、IBMの役員は、３つの時間枠に対する業績に基づいた報酬を得る。

 

現年度の業績：

給与および年次奨励金
＋

長期の業績：

長期奨励制度
＋

定年退職までの業績：

維持金、年金および貯蓄

 

１．現年度：12ヶ月間の行動と業績を反映する給与および年次奨励金

 

２．長期：最低３年間の期間についての業績を反映する長期報奨制度。これにより、その時点での業績が引

き続き維持されることを確保する。

３．定年まで：繰延、維持金の支払い、退職金の積立により、今日の主導者達が、彼らの職歴の終わりま

で、IBMに留まることを確保する助けとする。
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株主の関与

 

2014年、当社は株主に対して経営陣のSay on Pay議案を諮った結果を検討した。かかる議案が支持されたこ

とに鑑み、「2014年の報酬に関する検討および分析」で詳細に説明されている当社の報酬方針および決定は、

株主価値を牽引するために長期の財務成績に引き続き焦点を当てる。当社は、年間ベースで役員報酬に関する

助言的投票（Say on Pay）を行うことを示した。

 

当社は、コーポレート・ガバナンスの構造および役員報酬の構造を定期的に見直している。この見直しの一

環として、様々な主題に関する意見を求めるために、多数の最大規模の投資家と会合することが当社の役員の

長期にわたる慣行となっている。2014年において、当社は100超の機関投資家と関与した。
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　報酬プログラムの構成要素および目標との関連性

下記は、当社の報酬の構成要素とこれらの構成要素を支えている目標に関する記載である。これらの構成要

素は、合わせて、事業の業績を長期にわたり維持するために必要とされる、短期的成績と長期的戦略決定によ

る利益のバランスが取れるよう目標を支えている。

 

報酬の構成要素／適格性 内容 報酬目標との関連性

当年度における業績   

 

給与

 

 

すべての役員が対象（2015

年のプロクシー・ステート

メントの表に記載の役員

（以下「指定業務執行役

員」または「NEO」とい

う）を含む）。

  

給与は、市場競争力の高い、固定報酬である。

 

非常に有能な主導者を

獲得し、保持するこ

と。

 

非常に高い営業成績を

促すこと。

 

年次奨励金

 

 

すべての役員が対象（指

定業務執行役員を含む）。

  

給与と合わせて、年次奨励金の目標水準は、市場競争

力の高い、現金による報酬総額の機会を提供する。

 

年次奨励金の実際の支払いは、財務測定基準に照らし

た事業の業績と個人の実績によって決定される。これ

は、「報酬決定の方法および理由」の項に記載のパー

ソナル・ビジネス・コミットメントの検討過程に示さ

れるとおりである。

 

一般的に、最も高い業績を上げた者が、最大の支払

いを受ける。中央値の業績を上げた者は、これよりも

かなり少ない支払いを受ける。また最も業績が低かっ

た者に対しては、奨励金が一切支払われない。

 

非常に有能な主導者を

獲得し、保持するこ

と。

 

堅調な短期的営業成績

を促すこと。

 

個人の実績および

チームの実績に基づき

報酬が異なる。
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報酬の構成要素／適格性 内容 報酬目標との関連性

その他の報酬

 

役員から選任（指定業務執

行役員を含む）。

SECの開示規則上、企業は取締役報酬表の「その他全報

酬」において、一定の項目を記載しなければならな

い。IBMでは、当該項目の多くは従業員全員に提供され

ている。事実、IBMでは、平均した場合、2014年12月31

日現在、会長兼最高経営責任者および上級役員のみの

参加を対象とした追加のプログラムは、報酬合計額の

１％未満である。2014年度取締役報酬表の「その他全

報酬」を参照されたい。IBMの安全保障慣行では、会長

兼最高経営責任者は、個人旅行を含む航空機を利用す

るすべての旅行について社用機を利用すると定めてい

る。IBMは、ロメッティー氏が個人旅行のための社用機

利用に関連して負担した課税に対する税金補助を同氏

に対して行わない。社用機の使用コストは、燃料費を

含むいくつかの外的要因に応じて毎年変動するもの

の、IBMは175カ国以上に事業を展開しており、世界全

体における安全面での現実的なリスクを鑑みた場合、

すべての旅行に社用機を使用することは、会長兼最高

経営責任者の安全を確保する上で賢明な手段となって

いる。会長兼最高経営責任者の個人旅行に関する安全

性の慣行上、その家族も社用機において同氏に定期的

に同行する。2014年に、税法に基づく要件に従って、

ロメッティー氏の家族が個人旅行目的で社用機を使用

した際の費用負担のためにロメッティー氏に対して収

益が帰属された。

非常に有能な主導者を

獲得し、保持するこ

と。
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報酬の構成要素／適格性 内容 報酬目標との関連性

長期奨励制度

業績株式ユニット

（「PSU」）（注）

 

職務範囲に基づき約550名

超の役員が対象（指定業務

執行役員を含む）。

 株式報酬の価値は、各役員の個人の実績と各役員を保

持する目標に基づく。付与される株式数は、当社の業

績と、１株当たり営業利益とフリー・キャッシュ・フ

ローとの対比に基づき、３年間の業績期間終了時にお

いて増減が調整される。

 

報酬の一部を当社の長期業績と連動させることで、持

続的かつ長期の成長を促す。

 

３年間の業績期間終了時に、IBM株式により支払われ、

報酬価値はIBMの長期業績にさらに深く連動している。

役員と株主の利益を合

致させること。

 

非常に有能な主導者を

獲得し、保持するこ

と。

 

堅調な長期的営業成績

を促すこと。

 

 

年次株式報奨の付与

 

すべての役員が対象。

  

年次株式報奨は、制限付株式、制限付株式ユニット

（「RSU」）もしくはストック・オプション、またはこ

れらの組み合わせにより付与される。これらの権利

は、通常１年から４年後の一定期間後に確定する。

 

年次報奨の金額は、役員の業績と個人の業績の水準に

よって異なり、最も業績が低かった者に対しては一切

付与されない。

 

役員と株主の利益を合

致させること。

 

非常に有能な主導者を

獲得し、保持するこ

と。

 

堅調な営業成績を促す

こと。

 

個人の実績およびチー

ムの実績に基づき報酬

が異なる。

（注）予定付与額は、予定価格を、当該四半期で有効な既定の公式的な予定価格と除することにより、株式数に転換さ

れる。IBMの予定価格は、IBMの株価の実績データに基づく一貫した統計上の予測手続きを用いて、各四半期に算出され

る。IBMは、株式制度の全体的な規模を設定するための一助として、また四半期の異なる時点で行われる株式付与全体にお

いて一貫性をもたせるために、四半期毎の予定価格を用いる。
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報酬の構成要素／適格性 内容 報酬目標との関連性

維持金、年金および貯蓄

 

役員維持のための株式報奨お

よび現金報奨

 

毎年決定される役員（一部の

指定業務執行役員を含む）か

ら選任。

会長兼最高経営責任者は、定期的にグロース・アン

ド・トランスフォーメーション・チームとその他の主

要役員に付与済の、株式に基づく報奨を検討してい

る。個人の業績や、主導的立場に就く上級役員となる

能力を持つ者の獲得に対する競争環境に基づき、会長

兼最高経営責任者は、個人の維持報奨を、制限付株式

ユニットまたは現金の形式で、一部の役員に対して付

与することを提言することができる。制限付維持株式

ユニット（「RRSU」）の付与は、通常５年間の期間が

終了した時点で確定するが、別の権利確定スケジュー

ルに基づき確定される場合もある。そして現金報奨に

おいては、仮に役員が特定の日より前にIBMを退職した

場合に返金を求めることができる。

役員と株主の利益を合

致させること。

 

非常に有能な主導者を

保持すること。

 

 

年金および貯蓄制度

 

すべてのIBMの従業員と同様、役員は、すべての従業員

と同一の条件に基づき、IBMが出資している各国の地域

の年金および貯蓄制度に加入している。

 

非常に有能な主導者を

保持すること。

 

 

年金制度

 

すべての適格な役員が対象

（指定業務執行役員を含

む）。

  

米国では、退職制度に基づく将来の金額の累積は、

2007年12月31日に終了した。これらの制度に基づく年

金給付額は、給与および勤続に基づき、役員もそれ以

外の者についても、同じ算定式により決定される。

 

貯蓄制度

 

すべての役員が対象（指定

業務執行役員を含む）。

 すべての米国における従業員と同様、米国の役員がIBM

401(k)プラス・プランを通じて貯蓄した金額は、当社

によるマッチ額の資格を得る。2008年１月１日付で、

401(k)プラス・プランは、IBMの米国における従業員に

とって将来の繰延および事業主拠出に関する唯一の税

法適用下の退職プログラムとなった。すべての資格要

件が満たされている場合、IBMは、2005年１月１日より

前に米国IBMにより雇用された者または再雇用された者

については、適格給付金の６％まで、その同額をマッ

チさせて拠出し、2005年１月１日以降に米国IBMにより

雇用された者または再雇用された者については、通

常、適格給付金の５％まで、その同額をマッチさせて

拠出する。また、IBMは、すべての資格要件が満たされ

ている場合、2007年12月31日現在における加入者の年

金制度上の資格に応じて、加入者の適格給付金の

１％、２％または４％のいずれかの割合に相当する金

額を、401(k)プラス制度勘定に自動拠出する。

 

当社の拠出は、毎年12月15日に雇用されたすべての適

格な加入者に対して、毎年１回年度末に行われる。当

年度中に加入者が退職する場合、個人は、退職時に当

社の拠出を受ける。さらに、マッチ拠出および自動拠

出は、制度上の勤務要件が終了する度に行われ、通

常、加入者の満１年の勤務が終了する度に行われる。
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報酬の構成要素／適格性 内容 報酬目標との関連性

その他の役員維持プログラ

ム

 

2004年５月１日より前に雇

用された、適格な指定業務

執行役員を含む役員から選

任。

主要な役員を定年まで維持するための個別の制度が、

14年以上前に一部の国（米国を含む）において設立さ

れた。米国では、当該役員が60歳より前にIBMを退職し

た場合には、当該維持制度に基づく給付金の権利が失

効となる。

 

IBMの重大な事業の変革時において重要である。当該プ

ログラムは、現在は終了している。

 

維持制度に基づく将来の金額の累積は、2007年12月31

日に米国において終了した。

非常に有能な主導者を

獲得し、保持するこ

と。

 

401(k)プラス・プラン

 

IRSの適用限度額を上回る

報酬を受領予定の米国従業

員が対象（指定業務執行役

員を含む）。

非適格繰延報酬制度は、従業員が、401(k)プランに適

用される限度額を超えて、報酬を繰延べることで定年

後の利用のために貯蓄できるよう、米国労働省および

内国歳入局のガイドラインに従って設立された。

 

IBMは、繰延報酬に対して、保証を付したり、市場価格

を上回るまたは優先的な利益を付したりしない。IBMエ

クセス401(k)プラス・プランに繰延される金額は、記

録上（名目上）の金額であり、加入者のために信託に

て保管されていない。加入者は、401(k)プラス・プラ

ンによりすべての従業員に提供されている当初の投資

対象と同じ選択肢に対して自らの名目勘定を投資でき

る。加入者は、満１年の勤務が終了する度に、エクセ

ス401(k)プラス・プランに繰延された適格給付金およ

び内国歳入法に基づく報酬上限金額を超過する金額に

ついて、当社のマッチング拠出および自動拠出を受領

する資格を有する（加入者が適格であるマッチング拠

出（５％または６％）および自動拠出の利率（１％、

２％、４％））は、加入者に対して401(k)プラス・プ

ランにおいて適用される利率と同一である）。当社の

拠出は、毎年12月15日に雇用されたすべての加入者に

対して、毎年１回年度末に行われる。当年度中に加入

者が退職する場合、個人は、退職時に当社の拠出を受

ける。例外的に、エクセス401(k)プラス・プランの条

件に従い、当社は役員のエクセス401(k)プラス・プラ

ンにおける勘定を付与されている役員に対して任意の

報奨を付与することができる。

 

2008年１月１日より前は、現金および株式は、当該制

度に基づき繰延べることができた。2008年１月１日以

降、当該制度に基づく株式繰延を選択することはでき

なくなった。

役員と株主の利益に合

致させること。

 

非常に有能な主導者を

保持すること。
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上級主導者チーム－株式所有要件を通じたIBMの将来に対する個人的な利害関係

投資家は、その対象である企業の主導者が、企業の所有者のように行動することを望んでいる。その連携

は、企業の上級主導者達が彼らの個人的財産の重要な部分を、彼らの企業の株式に投資している場合、上手く

いくと当社は考えている。この理由により、IBMは当社の会長兼最高経営責任者ならびに上級役員（執行副社

長および上席副社長（「SVP」から成る）に対して、多大な株式保有の要件を課している。下表は、株式保有

の要件に含まれる株式を表したものである。

 

株式保有の要件に含まれるもの：

・役員本人または本人と同一世帯に住む家族が保有するIBM株式

 

・401(k)プラス・プランおよびエクセス401(k)プラス・プランのIBMストック・ファンドに基づき保有する

株式

 

・エクセス401(k)プラス・プランに基づきIBM株式が繰延された場合の株式

 

株式保有の要件に含まれないもの：

・PSU、RSUおよびRRSUを含む未確定株式の付与

 

・未行使ストック・オプション

 

このグループのうち、会長兼最高経営責任者および上級役員は、雇用されてから、または昇進してから５年

以内に、全員、彼らの個人的な目標現金報酬合計額の３倍に等しいIBM株式または同等物を保有することを義

務づけられている。基本給の整数倍のみを用いた株式所有に関する指針を定めている大半のフォーチュン100

社と違い、IBMは基本給の整数倍に加え、目標年次奨励金も用いている。これにより、各役員の年間現金報酬

機会に基づき、重要な株式所有の水準が確保される。2014年12月31日現在、１つのグループとしてみた場合、

会長兼最高経営責任者および上級役員は、1.0百万ドル以上に相当する株式または同等物約164百万株を所有し

ていた。実際、当該日現在において、当該グループは、当社が義務づけているIBM株式または同等物の金額の

平均でおおよそ２倍に等しいIBM株式または同等物を保有していた。
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奨励金報酬の業績目標の設定

 

上級主導者達の報酬は、中核事業の測定基準に対する当社の業績に連動している。これらの測定基準とその

比重は、IBMの財務目標と戦略的目標に沿ったものであり、短期的目標と長期的目標とのバランスが適切に取

れるよう設定されている。年次奨励金プログラムおよび長期奨励金プログラムのいずれにおいても、目標は、

毎年高い水準で設定される。これらの目標は、個別に、また総合的に、やりがいのある内容で、また投資家と

毎年共有する当社の財務モデルのパラメーター内で設定される。IBMの現行の経営システムの一環として、目

標において不適切なリスク量が含まれないよう評価が行われている。

2015年において、以下の５つの主要な財務測定基準が測定される。

１．戦略上の必要事項の収益

２．営業純利益

３．１株当たり営業利益

４．フリー・キャッシュ・フロー

５．営業キャッシュフロー

 

IBMは、毎年投資家と財務モデルを共有している。しかしながら、当社は、年次計画および長期計画に基づ

く特定の目標を開示していない。これは、IBMの重点的な戦略上の分野を示すことになり、これらの分野を競

合的に活用するIBMの能力が損なわれる可能性があるからである。例えば、当社のフリー・キャッシュ・フ

ローの目標を開示することにより、大規模な資本投資または買収の時期に関する見解を提供することになる。

目標に関する知識は、競合他社がIBMから主要な人材を採用する上で特定の分野に関する洞察力を活用するた

めに用いられる可能性がある。会長兼最高経営責任者が行う質的評価において用いられる特定の目標および測

定基準を開示することにより、業界コンサルタントまたは既存の顧客を対象とする競合社がIBMに対して競合

的上不利に用いることができる、当社の主要な市場のダイナミクスおよび分野に関する見解を競合他社に対し

て提供することになる。

当社は投資家と財務モデルに関して十分な意見交換を行っており、当社の業績目標は、当該モデルに基づ

く。また、年次業績についても、指定業務執行役員の報酬決定の検討において記載している。最後に、下記

は、年次奨励金と業績株式ユニットのプログラムに関する特定の測定基準と比重に関する概要である。
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年次奨励金プログラム

当社は、毎年初めに事業目標を設定しており、当該目標は取締役会により検討される。これらの目標は、年

次奨励金プログラムの目標調達額を決定する目的において、当社とそれぞれの事業部門の目標となる。実際の

基金積立総額は、業績と事業目標を対比することで、すべての役員の目標奨励金総額の０％から200％の範囲

内で決定される。年度末において、経営陣は、財務基準に照らした業績に基づき当社の財務成績を評価してい

る。毎年、報酬委員会および取締役会は、IBMの年次事業目標を検討しており、現行の事業優先事項を反映さ

せた年次プログラムの測定基準と比重を設定している。2014年および2015年における測定基準と比重は、以下

のとおりである。

 

財務測定基準 2014年の全体スコアにおける比重

営業純利益 60％

収益成長 20％

フリー・キャッシュ・フロー 20％

 

財務測定基準 2015年の全体スコアにおける比重

営業純利益 40％

戦略上の必要事項の収益 20％

営業キャッシュフロー 40％

 

2015年において、IBMの事業の優先事項を反映するために、財務基準および比重が変更された。とりわけ、

収益の測定基準は、すべての役員がIBMポートフォリオにおける戦略的移行に完全に合致することを確実にす

るために、IBMの戦略上の必要事項に基づいている。営業キャッシュフローは、当社の戦略的投資決定への強

い注力を維持するためにフリー・キャッシュ・フローを置き換えている。

約4,800名の役員が対象とされる年次奨励金プログラムの基金積立総額は、これらの目標に対する業績結果

に基づいたものであり、また会長兼最高経営責任者および報酬委員会により適切であるとみなされる臨時の事

由の場合には調整される。当該調整により、増額または減額のいずれかが行われる。例えば、通常、大規模な

事業売却や買収においては調整が行われる。2014年において臨時の事由による調整は行われなかった。さら

に、会長兼最高経営責任者は、顧客満足度、市場シェアの伸びや労働力の開発等のIBMの財務成績以外の要因

に基づき、プログラムの基金積立総額の増額または減額の調整を提言することができる。2014年においてこれ

らの事項を考慮に入れた場合、報酬委員会は、顧客満足度および当社の変革を支える労働力の開発における好

調な成果を鑑みて、スコアを上方修正することを承認した。報酬委員会は、財務上のスコアおよび質的調整を

検討し、年次奨励金プログラムの基金積立水準の承認を行う。プールされる基金積立総額の水準が承認される

と、業績の低い役員は支払いを一切受けず、また最も業績が優れている者は、個人の目標奨励金の３倍を上限

とする支払いを受ける（当該水準での支払いは極めて異例であり、またIBMの業績が非常に優れていた場合に

のみ可能となる）。2014年において、IBMは、当社のマイクロエレクトロニクス事業を非継続事業として計上

しており、当該事業は営業純利益から除外されている。
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業績株式ユニットプログラム

業績株式ユニットプログラムに関する１株当たり営業利益およびフリー・キャッシュ・フローの目標は、毎

年３年間の業績期間の始めに設定される。かかる設定には、当社の株式買戻プログラムによる１株当たり営業

利益に対する影響を含む、当社が投資家と共有する財務モデルを考慮に入れる。スコアは、３年目の終わり

に、既定の目標に対する成果に基づき、以下の比重により算出される。

 

財務測定基準 2014年および2015年の全体スコアにおける比重

１株当たり営業利益 70％

フリー・キャッシュ・フロー 30％

 

会長兼最高経営責任者および報酬委員会が適切であるとみなす臨時の事由の場合、例えば、大規模な事業売

却においては調整が行われる場合がある。2014年において、調整は一切行われなかった。

報酬委員会は、既定の目標と比較した実際の業績の決定を承認しており、業績株式ユニット数は、承認され

た実際の業績の０％から150％に基づき、増減額が調整される。業績株式ユニットのプログラムのスコアへの

任意の調整は行われない。

 

報酬決定の方法および理由

どの水準にあっても、報酬は、従業員の事業に対する価値を反映する。それらは、能力の市場価値、個人の

貢献および業績である。当社が、上級役員の価値を適切に評価していることを確保するために、IBMは、下記

に詳細を記載する評価過程を利用している。

 

　１．約束をする

各年の開始時に、会長兼最高経営責任者および上級役員を含むIBMの全従業員は、その年に事業を支援する

上で達成しようと試みる質的・量的な目標である、パーソナル・ビジネス・コミットメントを約束する。これ

らの約束は、検討され、各個人の管理者により承認を受ける。会長兼最高経営責任者による約束は、取締役会

により直接検討される。この手続きの一環として、約束に伴う事業リスクの理解を含む、多数の要因が検討さ

れる。

 

　２．会長および最高経営責任者の報酬の決定－調査、提言および検討

報酬委員会の委員長は当委員会の報酬コンサルタントであるフレデリック・Ｗ・クック・アンド・コー・イ

ンク（以下「クック・アンド・コー」という）と直接連携し、会長兼最高経営責任者に対する報酬合計に関す

る提言を行う上での意思決定の枠組みを提供する。この枠組みには、当社が設定した戦略的目的を支援する、

当年度のコミットメントに対する実績の質的および定量的な自己評価が含まれる。

上記に加えて、当委員会は、また、複数年のIBMの総合的な業績、競合他社を考慮した基準設定の分析、お

よびその他関連する情報を検討し、そして会長兼最高経営責任者に対する報酬合計に関する提言を行う。
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会長兼最高経営責任者のための最終的な支払いに関する提言は、さらに検討、協議され、そして最終的な承

認を得るために、IBM取締役会の独立取締役に提示される。

 

３．　上級役員の報酬の決定

　会長兼最高経営責任者による業績の評価

年間を通じて、従業員は彼らの進展をパーソナル・ビジネス・コミットメントと対比させて評価する。年末

に、役員を含むすべての役職の従業員は、彼らの管理者と共に彼ら自身の業績を評価する。かかる評価は、彼

らが設定した目標だけに留まらず、彼らの同僚、そして当社がどれだけ良い業績を上げたかに関連して行われ

る。

上級役員Pの自己査定は、人事担当上席副社長（「SVP HR」）および会長兼最高経営責任者により検討され

る。かかる検討は、以下の項目に従い行われる：

 

・現金報酬および直接報酬全額について、市場の報酬水準との比較

・IBMにおいて将来果たす役割の潜在性

・あらゆる提言の前後における社内の同等の役割を持つ他の者と比較した報酬合計レベル

 

この徹底的な検討の後、SVP HRと協議を行い、会長兼最高経営責任者は、同氏による各上級役員の業績およ

び次年度に対する期待の査定に基づき、報酬委員会に対して報酬に関する提言を行う。

 

　報酬委員会による業績の査定

報酬委員会は、会長兼最高経営責任者による、上級役員に関する提言を承認するか、調整するかを決定す

る。

当委員会は、会長兼最高責任者が検討したすべての要素を評価し、報酬概要を再検討する。同概要では、給

与、年次奨励金、長期報酬、繰延報酬、維持支払いおよび年金給付を含む、すべての報酬および関連したプロ

グラムのドルでの価値が集計されている。これらの概要は、当委員会の決定がその他の報酬要素にどのような

影響を及ぼすのかということ、ならびに離職あるいは退職がどのような影響を及ぼすかについての理解を当委

員会に提示する。
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４．　競争力のある報酬の確保－基準設定へのアプローチ

IBMは、給与、年次および長期奨励金の目標額、短期および長期奨励金の比較的構成比、ならびに現金およ

び株式報酬の構成比の水準に関する一般的な傾向情報および詳細を提供するいくつかの役員報酬調査に参加し

ている。当社の置かれている業界での有能な人材を取得するための競争を踏まえ、当社は、報酬委員会が意思

決定の指針として用いる基準設定企業には、業界の動向をつかむ助けとするため、幅広い主要なIT企業を含め

ている。上級経営者となる人材に関する競争は、当社の属する業界に限られたものではないことから、当社は

また、当社に匹敵する名声、規模および複雑さを持つ当社とは別の業界に属する企業も含めている。この調査

および基準設定のデータは、最近の市場の動向といった要素等、報酬委員会の外部コンサルタントからの情報

により補完される。この企業のリストは、毎年、報酬委員会により検討され、承認される。

報酬委員会は2014年基準設定グループを再検討し、基準設定グループの選定条件を検討した後、以下の基準

を満たす企業が2014年基準設定グループに含まれることを決定した。

・技術業界で収益が150億ドルを上回る企業、かつ

・収益が400億ドルを上回るIBMと同様のグローバルな複雑さを有する企業で、技術以外の追加の企業（該当

する場合、一業界につき、最大２社まで）。

 

2014年基準設定グループ：

アクセンチュア デル マイクロソフト

アーチャー・ダニエルズ・

ミッドランド

ダウ・ケミカル ペプシコ

AT&T EMC ファイザー

ボーイング フォード ユナイテッド・テクノロジーズ

バンジ ゼネラル・エレクトリック UPS

キャタピラー グーグル ベライゾン

シェブロン ヒューレット・パッカード ゼロックス

シスコ・システムズ インテル ベライゾン

コノコフィリップス ジョンソン・アンド・ジョンソン ゼロックス

 

IBMが顧客および人材に関して競合している産業の全体的な変化に基づき、同委員会は、2015年において

アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド、バンジ、コノコフィリップスおよびデル・インクを基準設定グルー

プから除外し、アマゾン・ドット・コム、アップル、エクソンモービルおよびオラクルを追加した。アー

チャー・ダニエルズ・ミッドランドとバンジは、２社とも農産物の産業における企業であり、技術業界におけ

る追加の企業を含めるために除外された。石油およびガス探査・生産業界であるコノコフィリップスは、統合

石油・ガス会社であるエクソンモービルに取って代わり、エネルギー分野におけるより適合した事業であると

みなされた。デルは、個人データおよび報酬データが入手できなかったため、除外された。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

235/508



2015年基準設定グループ：

アクセンチュア EMC オラクル

アマゾン・ドット・コム エクソンモービル ペプシコ

アップル フォード ファイザー

AT&T ゼネラル・エレクトリック ユナイテッド・テクノロジーズ

ボーイング グーグル UPS

キャタピラー ヒューレット・パッカード ベライゾン

シェブロン インテル ゼロックス

シスコ・システムズ ジョンソン・アンド・ジョンソン  

ダウ・ケミカル マイクロソフト  

 

報酬調査および関連した情報源からのデータは、主たる市場に関する外部からの見解を形成している。当社

の方針としては、概して、基準設定グループ内の企業の同等の職務に対する現金および報酬合計について、市

場の中央値から第３四分位数までの範囲を検討することである。

当社のグローバルな営業活動の拠点および各個別の事業ラインの幅広さに基づき、当社の事業部門の多く

が、仮に独立した会社であった場合、フォーチュン200社に含まれるのに十分な規模を有している。当社は、

通常、調査の評価基準において記載されているように、事業部門主導者と同規模の事業部門における役員の報

酬を比較している。当社の事業全般の規模および範囲により、当社の会長兼最高経営責任者および企業部門の

主任は、一般的に基準設定グループの75％と比較される。これは、IBMの収益が当該基準点に近いものである

ため、同委員会が、かかる位置づけを、規模が調整された市場の利率を表していると考えているためである。

個々の報酬決定については、基準設定の情報が長期的潜在性、他の役員と比較した個人的業績の内部的な見

解と共に利用され、当社の上級役員の能力および経験が他社、特に、当社の競合他社に強く求められているこ

とが認識される。報酬を決定する際に、業績および維持ならびに職務の規模および複雑性を含む要因が考慮さ

れるため、個人の指定業務執行役員の現金および報酬合計は、基準設定グループの関連する目標評価基準と比

較して、高額または低額となることがある。
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　５．報酬委員会のコンサルタント

当委員会は、外部の報酬コンサルタントとコンサルティング契約を毎年締結している。当委員会はクック・

アンド・コーを報酬コンサルタントとしており、市場慣行や個別のIBMの方針およびプログラムについて当委

員会に対する助言を得ている。クック・アンド・コーは、報酬委員会委員長に直接報告を行い、報酬委員会か

ら指示を仰ぐ。同コンサルタントの当委員会に対する役務は、データ分析、市場評価および関連した報告書の

作成を含んでいる。当委員会は、随時、奨励金プログラムの設計および市場慣行等の事項について、コンサル

タントの見解を求めている。当委員会のためにクック・アンド・コーが行った役務は、同コンサルタントと当

委員会の間で締結された正式な契約書において書面化されている。クック・アンド・コーは、IBMの取締役・

企業統治委員会に対して提供する業務を除き、当社のその他の業務を一切行っていない。当委員会は、2014年

７月までは、セムラー・ブロッシー・コンサルティング・グループ・エルエルシー（以下「セムラー・ブロッ

シー」という）を報酬委員会として従前に雇用していた。当委員会は、クック・アンド・コーまたはセム

ラー・ブロッシーのいずれとも利害関係を有さないと判断した。
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取締役会監査委員会の報告

 

 

監査委員会は、以下のとおり報告する。

 

1.　経営陣は、財務書類および内部の会計処理の統制体系を含む、その他の報告過程について主たる責任を

負っている。監査委員会は、その監督役務に基づき、監査済財務書類をIBMの経営陣と共に精査および検

討した。

 

2.　監査委員会は、当社の社内監査役およびIBMの独立登録会計事務所と、それぞれの監査に係る全般的な範

囲および計画について討議した。監査委員会は、当社の社内監査役およびIBMの独立登録会計事務所と、

個別に、もしくは共同して、または経営陣と共に、もしくは経営陣を除いて会合を開き、当社の財務報

告過程および内部会計に係る統制ならびに公開企業会計監視委員会（「PCAOB」）が採用した監査基準書

第16号（監査委員会とのコミュニケーション）（その後の改正、追補を含む）に基づき討議される必要

があるその他の事項を討議した。

 

3.　監査委員会は、PCAOBの適用要件に従い、プライスウォーターハウスクーパース・エルエルピー

（「PwC」）および監査委員会との間で交わされた独立性に関する連絡通信について、PwCから書面によ

る開示および書簡を受領しており、またPwCの独立性についてPwCと協議した。

 

4.　監査委員会は、その役務の遂行の概要を示した憲章を設けている。かかる憲章は、当社のホームページ

http://www.ibm.com/investor/governance/board-of-directors/committees-of-the-board.wssに掲載さ

れている。

 

5.　当社の監査委員会は、当社の独立登録会計事務所に対するすべての報酬の支払い、および同事務所が提供

するすべての業務について、監査委員会の事前の承認を必要とする旨の方針および手続きを定めてい

る。各年度の初めに、監査委員会は、同事務所により当該年度中提供される予定の業務の性質、種類お

よび範囲ならびに関連する報酬を含めて、提供を提案されている業務を承認する。さらに、監査委員会

が当初承認した業務および報酬の範囲を超えた業務が当該年度中に生じる可能性がある。当該追加の業

務は、監査委員会または監査委員会により委任された権限に従い、監査委員会委員長により承認され

る。提案されている業務の各種類について、独立登録監査人は、かかる業務の提供が同事務所の独立性

を妨げるものではない旨確認しなければならない。2002年サーベンス・オクスリー法に従い、下記の表

に記されている報酬および提供された業務は、本項にて詳述されている事前承認の方針および手続きに

従って許可および承認されたものである。
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6.　上記 1. から 5. に記された精査および協議・討議に基づき、監査委員会は、IBMの取締役会に対して監

査済の財務書類を米国証券取引委員会への提出のため、2014年12月31日に終了した年度に係る様式10-K

によるIBM年次報告書に含めることを提言し、取締役会はこれを承認した。

 

M. L. エスキュー（委員長）

D. N. ファー

J. W. オーウェンズ

J. E. スペロ

 

独立登録監査人指名の追認

憲章に開示されているとおり、監査委員会は、独立登録監査人を選任し、当該選任につき取締役会と検討を

行い、監査人に関するすべての関連手数料および報酬について承認し、また監査人の業務を監督する責任があ

る。憲章に従い、監査委員会は、取締役会の推薦のもと、独立登録監査人であるプライスウォーターハウス

クーパース・エルエルピー（「PwC」）を2015年度の当社の監査人に選任し、取締役会の承認に基づき、当該

選任が当社および株主の最善の利益のためであると考えており、従って、株主各位にかかる指名を追認するこ

とを推奨している。PwCは、2014年度も当社の監査人としての業務を行った。PwCの代表者は当社の定時株主総

会に出席予定であり、自らその意見を表明し、株主各位の質問に対しても適宜回答する。

上記の取締役会監査委員会の報告に記載されている事前承認の方針および手続きに従い、監査委員会は、来

期についての監査範囲および監査業務外の役務や監査費用見積を検討し、前もって承認する。PwCは、その提

供を予定しているそれぞれの役務について、それらの役務の提供が監査人の独立性を損なわない旨確認するよ

う義務づけられている。監査委員会は、PwCを選任する前に、同会計事務所の当社の独立登録監査人としての

資質および当社におけるPwCの任期を含むその他の関連情報について慎重に検討した。この作業には、同会計

事務所の過年度の業績ならびに会計および監査の分野での完全性および能力に関する一般的な評価に対する検

討が含まれている。これらのすべての点について監査委員会は、PwCの資質に十分な評価を与えた旨の表明を

行っている。同委員会は、PwCを当事者とする訴訟や、同会計事務所に対する規制手続きについても検討を加

えた。この点についても監査委員会は、かかる訴訟ないし法律手続きがPwCによる当社への役務提供上、何ら

の悪影響も及ぼしていない旨の結論に達している。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

以下に示されるのは、IBMからその独立登録会計事務所プライスウォーターハウスクーパース・エルエルピー

（「PwC」）に対して、表示された会計年度に支払われた報酬である。

（単位：百万ドル）

区　　分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

提出会社
34.2

(4,091.7百万円)
59.9

(7,166.4百万円)
35.0

(4,187.4百万円)
36.4

(4,354.9百万円)

連結子会社 0 0 0 0

計
34.2

(4,091.7百万円)
59.9

(7,166.4百万円)
35.0

(4,187.4百万円)
36.4

(4,354.9百万円)

 

提供される業務の説明

監査証明業務に基づく報酬は、当社の年次財務書類の監査に対して提供された業務（2002年米国企業改革法

（サーベンス・オクスリー法）第404項に基づく意見の提供に関する業務提供を含む）および四半期財務書類の

精査を含む、公開企業会計監督委員会の基準に関連した会計監査または精査を行うのに必要な専門的な業務に対

する報酬で構成される。また通常、法律および規則に基づく提出あるいはコンフォートレター、法定監査、証言

に関する業務およびSEC（米国証券取引委員会）に提出された書類の精査といった業務提供の契約に関連して受

ける業務の報酬も含まれる。

 

非監査業務に基づく報酬は、事業の取得および事業部門の売却活動の支援、外部委託に関する管理の独立した査

定ならびにIBMの退職金およびその他の給付金関連制度の監査および精査を含む当社の財務書類の監査あるいは

精査の履行に合理的に関連する業務に対する報酬によって構成される。2014年度については、これらの業務の中

に、外部委託に関する管理の独立した精査に対する支払額約16百万ドルならびに買収および売却活動の支援に関

する業務約13百万ドルが含まれていた。2013年度については、これらの業務の中に、外部委託に関する管理の独

立した精査に対する支払額約17百万ドルならびに買収および売却活動の支援に関する業務約33百万ドルが含まれ

ていた。
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② 【その他重要な報酬の内容】

 

（単位：百万ドル） 2014年 2013年

税金関連報酬 4.5 7.5

その他全報酬 0.3 0.3

 

提供される業務の説明

税金関連報酬は、税制遵守、税務計画および節税アドバイスに対する報酬によって構成される。法人税業務

は、米国の国際税の問題に関する専門的な節税アドバイス、外国所得税および源泉徴収税の問題に関する支援、

消費税、付加価値税およびその地方管轄区域における同等の税金関連の問題、地方税局の振替価格操作書類一式

の要求に応じる報告書の作成、ならびに税務監査に対する支援を含む認められうる様々な業務を網羅する。

 

その他全報酬は、主として、一定のベンチマーキング取り決めに関連した報酬で構成される。

 

③ 【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

上記①外国監査公認会計士等に対する報酬の内容および②その他重要な報酬の内容を参照されたい。

 

④ 【監査報酬の決定方針】

該当なし
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第６ 【経理の状況】

(イ) インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション（IBM）は、1934年制定の米国証券取引法に

従い、米国証券取引委員会（SEC）に対して年次報告書として様式10-K（Form 10-K）の提出を行った。様式10-K

の年次報告書に収載されている財務書類は、米国において一般に公正妥当と認められている企業会計基準、会計

手続および表示方法、ならびに米国レギュレーションS-Xの規定に基づき作成されたものである。

本書記載の財務書類は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という）第131条第１項の規定の適用を受けている。

 

(ロ) 本書記載のIBMの2014年および2013年12月31日現在の連結財政状態計算書、2014年12月31日をもって終了した

３年間の各事業年度の連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結資本変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書および附属明細表（以下「連結財務書類」という）、ならびに2014年12月31日現在のIBMの財務報告に関す

る内部統制は、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第１条の３第７項に規定する外国監査法人等である米国

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピーの監査を受けている。本書に金融商品取引法第193条の２

第１項第１号に規定される監査証明に相当すると認められる証明に係るその独立登録会計事務所の監査報告書を

添付している。

 

(ハ) 本書記載の連結財務書類のうち、原文（英文）は、IBMが米国証券取引委員会に提出したものと同一であり、

また、監査報告書の原文（英文）は同連結財務書類に添付された監査報告書（原文）と実質的に同じである。日

本文はこれらを翻訳したものである。

また、IBMの原文の連結財務書類は、米国ドルで表示されている。「円」で表示されている金額は、「財務諸

表等規則」第134条の規定に基づき、主要な計数について、2015年５月18日現在の東京外国為替市場の対顧客電

信直物相場（仲値）の１ドル＝119.64円で換算された金額である。金額は百万円単位（単位金額未満は四捨五

入）で表示されている。日本円に換算された金額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致しない場合があ

る。

 

(ニ) IBMの連結財務書類の作成上採用した企業会計基準、会計手続および表示方法と、日本において一般に公正妥

当と認められている企業会計基準、会計手続および表示方法との間の主な相違点に関しては、「４　米国と日本

における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に説明されている。

 

(ホ) 連結財務書類の円換算額ならびに「２　主な資産・負債及び収支の内容」、「３　その他」および「４　米

国と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に関する記載は、原文の連結財務書類には含まれておら

ず、当該事項における財務書類への参照事項を除き、上記(ロ)の監査の対象にもなっていない。
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１ 【財務書類】

(1) 連結損益計算書

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレ

ーションおよび子会社

１月１日から12月31日まで：

 

 2014年 2013年* 2012年*

 注記 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円

収益        

サービス  55,673 6,660,718 57,655 6,897,844 59,453 7,112,957

セールス  35,063 4,194,937 38,666 4,626,000 41,381 4,950,823

ファイナンシング  2,057 246,099 2,047 244,903 2,040 244,066

収益合計 Ｔ 92,793 11,101,755 98,367 11,768,628 102,874 12,307,845

原価        

サービス  36,034 4,311,108 37,564 4,494,157 39,166 4,685,820

セールス  9,312 1,114,088 11,009 1,317,117 12,260 1,466,786

ファイナンシング  1,040 124,426 1,110 132,800 1,087 130,049

原価合計  46,386 5,549,621 49,683 5,944,074 52,513 6,282,655

売上総利益  46,407 5,552,133 48,684 5,824,554 50,361 6,025,190

費用およびその他の(収益)        

販売費および一般管理費  23,180 2,773,255 23,451 2,805,678 23,463 2,807,113

研究、開発および技術費 Ｏ 5,437 650,483 5,743 687,093 5,816 695,826

知的所有権および特別仕様開発に

よる収益
 (742) (88,773) (822) (98,344) (1,074) (128,493)

その他の(収益)および費用  (1,938) (231,862) (333) (39,840) (843) (100,857)

支払利息 Ｄ＆Ｊ 484 57,906 402 48,095 459 54,915

費用およびその他の(収益)合計  26,421 3,161,008 28,440 3,402,562 27,821 3,328,504

継続事業に係る税引前利益  19,986 2,391,125 20,244 2,421,992 22,540 2,696,686

法人税等 Ｎ 4,234 506,556 3,363 402,349 5,541 662,925

継続事業に係る利益  15,751 1,884,450 16,881 2,019,643 16,999 2,033,760

非継続事業に係る損失－税引後 Ｃ (3,729)

 

(446,138)

 

(398) (47,617) (395) (47,258)

当期純利益  12,022 1,438,312 16,483 1,972,026 16,604 1,986,503

*  非継続事業の表示を反映するために組替えられている。
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 2014年 2013年* 2012年*

 注記 ドル 円 ドル 円 ドル 円

普通株式１株当たり利益／(損失)        

希薄化後        

継続事業 Ｐ 15.59 1,865 15.30 1,830 14.71 1,760

　非継続事業 Ｐ (3.69) (441) (0.36) (43) (0.34) (41)

合計 Ｐ 11.90 1,424 14.94 1,787 14.37 1,719

基本的        

継続事業 Ｐ 15.68 1,876 15.42 1,845 14.88 1,780

非継続事業 Ｐ (3.71) (444) (0.36) (43) (0.35) (42)

合計 Ｐ 11.97 1,432 15.06 1,802 14.53 1,738

加重平均発行済普通株式数     

希薄化後  1,010,000,480株 1,103,042,156株 1,155,449,317株

基本的  1,004,272,584株 1,094,486,604株 1,142,508,521株

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(2) 連結包括利益計算書

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーションおよび子会社

１月１日から12月31日まで：

 

 2014年 2013年 2012年

 注記 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円

当期純利益  12,022 1,438,312 16,483 1,972,026 16,604 1,986,503

その他の包括利益／(損失)－税引前        

　外貨換算調整額 Ｌ (1,636) (195,731) (1,335) (159,719) (44) (5,264)

　売却可能有価証券に関連する

変動純額
Ｌ       

　　当期に発生した未実現利益／

(損失)
 (29) (3,470) (4) (479) 8 957

　　(利益)／損失の当期純利益への

　　組替
 5 598 (8) (957) (42) (5,025)

　　過去に減損処理を行った有価

証券の当期における変動
 0 0 4 479 20 2,393

　売却可能有価証券に関連する

変動純額合計
 (24) (2,871) (8) (957) (14) (1,675)

　キャッシュ・フロー・ヘッジに

係る未実現利益／(損失)
Ｌ       

　　当期に発生した未実現利益／

(損失)
 958 114,615 43 5,145 32 3,828

　　(利益)／損失の当期純利益への

組替
 (97) (11,605) (166) (19,860) (253) (30,269)

　キャッシュ・フロー・ヘッジに

係る未実現利益／(損失)合計
 861 103,010 (123) (14,716) (220) (26,321)

　退職関連給付制度 Ｌ       

　　過去勤務費用／(収益)  1 120 16 1,914 ― ―

　　当期に発生した純(損失)／利益  (9,799) (1,172,352) 5,369 642,347 (7,489) (895,984)

　　縮小および清算  24 2,871 (3) (359) (2) (239)

過去勤務(収益)／費用の償却  (114) (13,639) (114) (13,639) (148) (17,707)

　　純(利益)／損失の償却  2,531 302,809 3,499 418,620 2,457 293,955

　退職関連給付制度合計  (7,357) (880,191) 8,767 1,048,884 (5,182) (619,974)

その他の包括利益／(損失)－税引前 Ｌ (8,156) (975,784) 7,301 873,492 (5,460) (653,234)

その他の包括利益の項目に関連する

税務上の(費用)／恩典
Ｌ 1,883 225,282 (3,144) (376,148) 1,587 189,869

その他の包括利益／(損失) Ｌ (6,274) (750,621) 4,157 497,343 (3,874) (463,485)

包括利益合計  5,748 687,691 20,641 2,469,489 12,731 1,523,137

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(3) 連結財政状態計算書

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーションおよび子会社

12月31日現在

 

  2014年 2013年

 注記 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円

資産      

　流動資産      

　　現金および現金同等物  8,476 1,014,069 10,716 1,282,062

市場性のある有価証券 Ｄ 0 0 350 41,874

受取手形および売掛金
(次の貸倒引当金控除後

2014年：336百万ドル(40,199百万円)
2013年：291百万ドル(34,815百万円))

 

 

 

 

9,090 1,087,528 10,465 1,252,033

短期金融債権
(次の貸倒引当金控除後

2014年：452百万ドル(54,077百万円)
2013年：308百万ドル(36,849百万円))

Ｆ 19,835 2,373,059 19,787 2,367,317

その他の受取債権
(次の貸倒引当金控除後

2014年：40百万ドル(4,786百万円)
2013年：36百万ドル(4,307百万円))

 

 

 

 

2,906 347,674 1,584 189,510

棚卸資産 Ｅ 2,103 251,603 2,310 276,368

繰延税金資産 Ｎ 2,044 244,544 1,651 197,526

前払費用およびその他の流動資産  4,967 594,252 4,488 536,944

流動資産合計  49,422 5,912,848 51,350 6,143,514

　有形固定資産 Ｇ 39,034 4,670,028 40,475 4,842,429

　　控除：減価償却累計額 Ｇ 28,263 3,381,385 26,654 3,188,885

　有形固定資産－純額 Ｇ 10,771 1,288,642 13,821 1,653,544

　長期金融債権
　(次の貸倒引当金控除後
　　2014年：126百万ドル(15,075百万円)
　　2013年：80百万ドル(9,571百万円))

Ｆ 11,109 1,329,081 12,755 1,526,008

　前払年金資産 Ｓ 2,160 258,422 5,551 664,122

　繰延税金資産 Ｎ 4,808 575,229 3,051 365,022

　のれん Ｉ 30,556 3,655,720 31,184 3,730,854

　無形資産－純額 Ｉ 3,104 371,363 3,871 463,126

　投資およびその他の資産 Ｈ 5,603 670,343 4,639 555,010

資産合計  117,532 14,061,528 126,223 15,101,320

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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  2014年 2013年

 注記 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円

負債および資本      

　流動負債      

　　税金 Ｎ 5,084 608,250 4,633 554,292

　　短期借入債務 Ｄ＆Ｊ 5,731 685,657 6,862 820,970

　　買掛金  6,864 821,209 7,461 892,634

　　給与および給付金  4,031 482,269 3,893 465,759

　　前受収益  11,877 1,420,964 12,557 1,502,319

　　その他の未払費用および負債  6,013 719,395 4,748 568,051

　流動負債合計  39,600 4,737,744 40,154 4,804,025

　長期借入債務 Ｄ＆Ｊ 35,073 4,196,134 32,856 3,930,892

　退職給付債務および年金以外の退職後給付

　債務
Ｓ 18,261 2,184,746 16,242 1,943,193

　前受収益  3,691 441,591 4,108 491,481

　その他の負債 Ｋ 8,892 1,063,839 9,934 1,188,504

　負債合計  105,518 12,624,174 103,294 12,358,094

　偶発債務および契約債務 Ｍ     

資本 Ｌ     

　IBMの株主持分      

資本金(額面１株当たり0.20ドル)および
資本剰余金
授権株式数：4,687,500,000株
発行済株式数：2014年－2,215,209,574株

2013年－2,207,522,548株

 

 

 

 

52,666 6,300,960 51,594 6,172,706

　　利益剰余金  137,793 16,485,555 130,042 15,558,225

　　自己株式－取得価額
株式数：2014年－1,224,685,815株

2013年－1,153,131,611株
 (150,715) (18,031,543) (137,242) (16,419,633)

　　その他の包括利益／(損失)累計額  (27,875) (3,334,965) (21,602) (2,584,463)

　　IBMの株主持分合計  11,868 1,419,888 22,792 2,726,835

　非支配持分 Ａ 146 17,467 137 16,391

　資本合計  12,014 1,437,355 22,929 2,743,226

　負債および資本合計  117,532 14,061,528 126,223 15,101,320

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーションおよび子会社

１月１日から12月31日まで：

 

 2014年 2013年 2012年

 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー       

　当期純利益 12,022 1,438,312 16,483 1,972,026 16,604 1,986,503

当期純利益と営業活動から生じた

キャッシュ・フローとの調整
      

　　減価償却費 3,145 376,268 3,327 398,042 3,392 405,819

　　無形資産償却費 1,347 161,155 1,351 161,634 1,284 153,618

　　株式報酬 512 61,256 614 73,459 688 82,312

　　繰延税金 (237) (28,355) (1,610) (192,620) 797 95,353

　　資産売却(益)／損およびその他

　　－純額
(1,535) (183,647) (236) (28,235) (729) (87,218)

マイクロエレクトロニクス事業の

売却に係る損失
3,381 404,503 ― ― ― ―

営業資産および負債の増減額－企業

買収／事業売却考慮後
      

　　受取債権(金融債権を含む) 1,270 151,943 (1,407) (168,333) (2,230) (266,797)

　　退職関連 (655) (78,364) 294 35,174 (1,008) (120,597)

　　棚卸資産 (39) (4,666) (57) (6,819) 280 33,499

　　その他の資産／その他の負債 (1,886) (225,641) (747) (89,371) 733 87,696

　　買掛金 (456) (54,556) (529) (63,290) (224) (26,799)

営業活動から生じた資金－純額 16,868 2,018,088 17,485 2,091,905 19,586 2,343,269

投資活動によるキャッシュ・フロー       

　有形固定資産のための支払 (3,740) (447,454) (3,623) (433,456) (4,082) (488,370)

　有形固定資産の売却による収入 404 48,335 372 44,506 410 49,052

　ソフトウェアに対する投資 (443) (53,001) (517) (61,854) (635) (75,971)

　市場性のある有価証券およびその他

の投資の購入
(2,338) (279,718) (4,608) (551,301) (4,109) (491,601)

　市場性のある有価証券およびその他

の投資の売却による収入
2,493 298,263 4,873 583,006 3,142 375,909

　営業外金融債権－純額 (1,078) (128,972) (1,063) (127,177) (608) (72,741)

　事業買収－取得現金控除後 (656) (78,484) (3,056) (365,620) (3,722) (445,300)

　事業売却－譲渡現金控除後 2,357 281,991 297 35,533 599 71,664

投資活動に使われた資金－純額 (3,001) (359,040) (7,326) (876,483) (9,004) (1,077,239)
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 2014年 2013年 2012年

 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円 百万ドル 百万円

財務活動によるキャッシュ・フロー       

　新規借入債務による収入 8,180 978,655 16,353 1,956,473 12,242 1,464,633

　借入債務返済のための支払 (4,644) (555,608) (10,013) (1,197,955) (9,549) (1,142,442)

　90日未満の短期借入／(返済)－純額 (1,753) (209,729) 621 74,296 (441) (52,761)

　普通株式の買戻し (13,679) (1,636,556) (13,859) (1,658,091) (11,995) (1,435,082)

　普通株式による収支－その他 709 84,825 1,074 128,493 1,540 184,246

　現金配当金支払額 (4,265) (510,265) (4,058) (485,499) (3,773) (451,402)

財務活動に使われた資金－純額 (15,452) (1,848,677) (9,883) (1,182,402) (11,976) (1,432,809)

現金および現金同等物に対する為替

レート変動による影響額
(655) (78,364) 28 3,350 (116) (13,878)

現金および現金同等物の純増減額 (2,240) (267,994) 304 36,371 (1,511) (180,776)

現金および現金同等物－１月１日現在

残高
10,716 1,282,062 10,412 1,245,692 11,922 1,426,348

現金および現金同等物－12月31日現在

残高
8,476 1,014,069 10,716 1,282,062 10,412 1,245,692

補足データ       

　法人税等支払額－還付税額控除後 5,748 687,691 4,024 481,431 3,169 379,139

　借入債務に係る利息支払額 1,061 126,938 982 117,486 1,009 120,717

　キャピタル・リース債務 2 239 14 1,675 10 1,196

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(5) 連結資本変動計算書

(単位：百万ドル)

 

資本金

および

資本剰余金

利益剰余金 自己株式

その他の

包括利益

／(損失)

累計額

IBMの

株主持分

合計

非支配

持分
資本合計

2012年 48,129 104,857 (110,963) (21,885) 20,138 97 20,236

2012年１月１日現在の資本        

当期純利益およびその他の包括利益／(損失)        

　当期純利益  16,604   16,604  16,604

　その他の包括利益／(損失)    (3,874) (3,874)  (3,874)

包括利益／(損失)合計     12,731  12,731

現金配当宣言額－普通株式  (3,773)   (3,773)  (3,773)

従業員持株制度に基づく普通株式の発行

(15,091,320株)
1,532    1,532  1,532

従業員持株制度に基づく自己株式の取得

(2,406,007株)および売却(2,746,169株)－純

額

 (48) (160)  (208)  (208)

その他の自己株式の買入未消却(61,246,371

株)
  (12,008)  (12,008)  (12,008)

その他の資本の変動 448    448  448

非支配持分の変動      27 27

2012年12月31日現在の資本 50,110 117,641 (123,131) (25,759) 18,860 124 18,984

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(単位：百万円)

 

資本金

および

資本剰余金

利益剰余金 自己株式

その他の

包括利益

／(損失)

累計額

IBMの

株主持分

合計

非支配

持分
資本合計

2012年 5,758,154 12,545,091 (13,275,613) (2,618,321) 2,409,310 11,605 2,421,035

2012年１月１日現在の資本        

当期純利益およびその他の包括利益／(損失)        

　当期純利益  1,986,503   1,986,503  1,986,503

　その他の包括利益／(損失)    (463,485) (463,485)  (463,485)

包括利益／(損失)合計     1,523,137  1,523,137

現金配当宣言額－普通株式  (451,402)   (451,402)  (451,402)

従業員持株制度に基づく普通株式の発行

(15,091,320株)
183,288    183,288  183,288

従業員持株制度に基づく自己株式の取得

(2,406,007株)および売却(2,746,169株)－純

額

 (5,743) (19,142)  (24,885)  (24,885)

その他の自己株式の買入未消却(61,246,371

株)
  (1,436,637)  (1,436,637)  (1,436,637)

その他の資本の変動 53,599    53,599  53,599

非支配持分の変動      3,230 3,230

2012年12月31日現在の資本 5,995,160 14,074,569 (14,731,393) (3,081,807) 2,256,410 14,835 2,271,246

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(単位：百万ドル)

 

資本金

および

資本剰余金

利益剰余金 自己株式

その他の

包括利益

／(損失)

累計額

IBMの

株主持分

合計

非支配

持分
資本合計

2013年 50,110 117,641 (123,131) (25,759) 18,860 124 18,984

2013年１月１日現在の資本        

当期純利益およびその他の包括利益／(損失)        

　当期純利益  16,483   16,483  16,483

　その他の包括利益／(損失)    4,157 4,157  4,157

包括利益／(損失)合計     20,641  20,641

現金配当宣言額－普通株式  (4,058)   (4,058)  (4,058)

従業員持株制度に基づく普通株式の発行

(9,961,389株)
1,216    1,216  1,216

従業員持株制度に基づく自己株式の取得

(1,666,069株)および売却(1,849,883株)－純

額

 (25) (117)  (142)  (142)

その他の自己株式の買入未消却(73,121,942

株)
  (13,993)  (13,993)  (13,993)

その他の資本の変動 268    268  268

非支配持分の変動      13 13

2013年12月31日現在の資本 51,594 130,042 (137,242) (21,602) 22,792 137 22,929

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(単位：百万円)

 

資本金

および

資本剰余金

利益剰余金 自己株式

その他の

包括利益

／(損失)

累計額

IBMの

株主持分

合計

非支配

持分
資本合計

2013年 5,995,160 14,074,569 (14,731,393) (3,081,807) 2,256,410 14,835 2,271,246

2013年１月１日現在の資本        

当期純利益およびその他の包括利益／(損失)        

　当期純利益  1,972,026   1,972,026  1,972,026

　その他の包括利益／(損失)    497,343 497,343  497,343

包括利益／(損失)合計     2,469,489  2,469,489

現金配当宣言額－普通株式  (485,499)   (485,499)  (485,499)

従業員持株制度に基づく普通株式の発行

(9,961,389株)
145,482    145,482  145,482

従業員持株制度に基づく自己株式の取得

(1,666,069株)および売却(1,849,883株)－純

額

 (2,991) (13,998)  (16,989)  (16,989)

その他の自己株式の買入未消却(73,121,942

株)
  (1,674,123)  (1,674,123)  (1,674,123)

その他の資本の変動 32,064    32,064  32,064

非支配持分の変動      1,555 1,555

2013年12月31日現在の資本 6,172,706 15,558,225 (16,419,633) (2,584,463) 2,726,835 16,391 2,743,226

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(単位：百万ドル)

 

資本金

および

資本剰余金

利益剰余金 自己株式

その他の

包括利益

／(損失)

累計額

IBMの

株主持分

合計

非支配

持分
資本合計

2014年 51,594 130,042 (137,242) (21,602) 22,792 137 22,929

2014年１月１日現在の資本        

当期純利益およびその他の包括利益／(損失)        

　当期純利益  12,022   12,022  12,022

　その他の包括利益／(損失)    (6,274) (6,274)  (6,274)

包括利益／(損失)合計     5,748  5,748

現金配当宣言額－普通株式  (4,265)   (4,265)  (4,265)

従業員持株制度に基づく普通株式の発行

(7,687,026株)
977    977  977

従業員持株制度に基づく自己株式の取得

(1,313,569株)および売却(1,264,232株)－純

額

 (6) (79)  (85)  (85)

その他の自己株式の買入未消却(71,504,867

株)
  (13,395)  (13,395)  (13,395)

その他の資本の変動 95    95  95

非支配持分の変動      8 8

2014年12月31日現在の資本 52,666 137,793 (150,715) (27,875) 11,868 146 12,014

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(単位：百万円)

 
資本金
および

資本剰余金
利益剰余金 自己株式

その他の
包括利益
／(損失)
累計額

IBMの
株主持分
合計

非支配
持分

資本合計

2014年 6,172,706 15,558,225 (16,419,633) (2,584,463) 2,726,835 16,391 2,743,226

2014年１月１日現在の資本        

当期純利益およびその他の包括利益／(損失)        

　当期純利益  1,438,312   1,438,312  1,438,312

　その他の包括利益／(損失)    (750,621) (750,621)  (750,621)

包括利益／(損失)合計     687,691  687,691

現金配当宣言額－普通株式  (510,265)   (510,265)  (510,265)

従業員持株制度に基づく普通株式の発行

(7,687,026株)
116,888    116,888  116,888

従業員持株制度に基づく自己株式の取得

(1,313,569株)および売却(1,264,232株)－純

額

 (718) (9,452)  (10,169)  (10,169)

その他の自己株式の買入未消却(71,504,867

株)
  (1,602,578)  (1,602,578)  (1,602,578)

その他の資本の変動 11,366    11,366  11,366

非支配持分の変動      957 957

2014年12月31日現在の資本 6,300,960 16,485,555 (18,031,543) (3,334,965) 1,419,888 17,467 1,437,355

 

四捨五入のため合計欄の数値は総数と一致しない。

添付の注記は、この財務書類の不可欠の一部である。
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(6) 連結財務書類に関する注記

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーションおよび子会社

 

Ａ.　重要な会計方針

表示の基準

添付のインターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(以下「IBM」または「当社」という)

の連結財務書類および注記は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則(以下「GAAP」という)に準拠

して作成されている。

表示されている財務書類および表中の列および行の合計欄の数値は、開示目的により四捨五入されているた

め、総数と一致しない場合がある。表示されているパーセントの数値は、基になっている整数のドル金額から計

算されたものである。過年度の金額の一部は、当年度の表示に合わせて組替えられている。該当する場合には、

注釈が付けられている。

2014年10月20日に、当社は、マイクロエレクトロニクス事業および製造部門をグローバルファウンドリーズに

売却する正式契約を締結したと発表した。2014年12月31日現在、マイクロエレクトロニクス事業の資産および負

債は売却目的保有として報告されている。マイクロエレクトロニクス事業の経営成績は、非継続事業として報告

されている。この表示に合わせるため、過年度の数値が組み替えられており、継続事業の有益な比較が可能と

なっている。当該取引の追加情報については、注記Ｃ「企業買収／事業売却」を参照されたい。

2014年、2013年および2012年12月31日終了年度における、それぞれ税引後で、６百万ドル、７百万ドルおよび

11百万ドルの非支配持分は、連結損益計算書の「その他の(収益)および費用」の勘定科目に反映されている。

 

連結方針

この連結財務書類は、IBMの財務書類と、その支配子会社の財務書類を含んでいる。支配子会社とは主として

過半数所有子会社である。子会社の資本における非支配持分は、連結財政状態計算書の「資本」に計上されてい

る。非支配持分に帰属する当期純利益および純損失は、上述のように連結損益計算書に計上されている。この連

結財務書類には、変動持分事業体の財務書類が必要に応じて含まれている。当社が支配してはいないが、営業や

財務の方針に対して重要な影響を与えることができる事業体に対する投資は、持分法で会計処理され、当社の比

例持分損益は「その他の(収益)および費用」に計上されている。持分証券に対するその他の投資に係る会計方針

は、95ページ(原文)の「市場性のある有価証券」に記載されている。非上場企業に対する持分投資は、主に原価

法で会計処理されている。すべての内部取引および勘定は連結上、消去されている。
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見積りの利用

GAAPに従った財務書類の作成に当たって、経営者は、連結財務書類と附属の開示資料にて報告された資産、負

債、収益、原価、費用およびその他の包括利益／(損失)(以下「OCI」という)の数値に影響を与える見積りや仮

定を行う必要がある。これらの見積りは、現在の事象、過去の経験や今後会社が実施する措置に関して経営者が

持つ最善の知識、ならびにその状況の下で合理的であると考えられる他の様々な仮定に基づいている。その結

果、実績がこれらの見積りと異なる場合もある。当社の重要な会計上の見積りの詳細については、68ページから

71ページ(原文)の「重要な会計上の見積り」を参照されたい。

 

収益

当社は、収益が実現された場合または実現可能な場合および稼得された場合に収益を計上している。当社は、

契約書等の説得力のある確証が存在し、サービスが提供、または製品が引渡され、販売価格が確定または確定さ

れ得る状態になり、回収が合理的に確信された時点で、収益が実現された、または実現可能であり稼得されたと

考えている。お客様に製品が出荷あるいはサービスが提供され、損失のリスクがお客様に移転し、かつ、お客様

による承諾を得るか、お客様の検収予定期間が終了するか、または当該基準が満たされたことを示す客観的証拠

を入手するまでは、引渡しが行われたとはみなされない。販売に関連したすべての偶発債務が消滅するまでは販

売価格が確定または確定され得る状態にあるとはみなされない。

当社は、ソリューション・プロバイダー、再販業者および代理店(以下合わせて「再販業者」という)が、当社

と別の経済的実体、信用リスクおよび棚卸資産に対する所有権と損失のリスクを有している場合、ならびに当社

に対する対価が再販売またはエンド・ユーザーによる支払を条件とするものでなく、当社に再販売または引渡し

の遂行に関連した追加義務はなく、かつ、収益認識に関するその他すべての基準が満たされている場合に、再販

業者への販売に係る収益を認識している。

当社は、お客様からの返品、在庫循環、価格保証、リベートおよびその他の類似した値引見積額を収益から減

額している。(様式10-Kに係る当社の年次報告書に記載されているSchedule IIの「Valuation and Qualifying

Accounts and Reserves」を参照されたい)。これらの見積りを合理的かつ確実に決定することができる場合にの

み収益が認識される。当社はお客様の業種、取引の種類、個々の取引の詳細を考慮し、過去の実績に基づき見積

りを行っている。共同マーケティング・プログラムの下で行われる支払額については、当社がお客様に販売する

製品から生じるものと明白に区別できる利益を享受でき、その利益の公正価値を合理的かつ確実に見積ることが

できる場合にのみ、費用として認識される。当社がお客様に販売する製品から生じる利益と明白に区別できな

い、あるいはその公正価値を合理的かつ確実に見積ることができる利益を享受しない場合は、当該支払額は収益

の減額として計上される。
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第三者ベンダーの製品またはサービスの販売による収益は、当社がお客様と当該ベンダーの間の代理人の役割

を果たしている場合は売上原価控除後の純額で計上され、当社が当該取引を行う本人である場合は総額で計上さ

れる。当社が代理人または本人のどちらであるかの判断に際しては、複数の要素が考慮される。特に重要な要素

は、当社がお客様に対して主たる債務者であるかどうか、また棚卸資産に係るリスクを負っているかどうかであ

る。また、当該ベンダーの製品またはサービスに対して重要な付加価値を提供しているかどうか、当社が当該ベ

ンダーの製品またはサービスの選定に関与しているかどうか、販売価格の設定において裁量権があるかどうか、

あるいは信用リスクを負っているかどうかも考慮される。

当社は、特定の収益生成取引に課され当該取引と同時に発生する収益ベースの税金に関する政府当局による査

定額を控除して、収益を報告している。前述の一般方針に加えて、複数要素から成る契約および主要な収益のカ

テゴリー別の収益計上の方針は次のとおりである。

 

複数要素から成る契約

当社は、そのお客様のニーズに基づいて製品およびサービスに関する複数要素から成る収益契約を締結する。

当該契約は、サービス、ソフトウェア、ハードウェアおよび／またはファイナンシングのうち２つ以上の要素の

組み合わせを含むことがある。例えば、お客様は、オペレーティング・システム・ソフトウェアを含むサーバー

を購入することがある。また、当該契約には、ソフトウェアに関する契約後のサポートおよびハードウェアに関

する保証後の保守サービスの契約を含むことがある。さらに、こうした契約には、当社が行ったファイナンシン

グが含まれることもある。当該契約は、１報告期間に提供されたハードウェアおよびソフトウェア、ならびに複

数の報告期間を通じて提供されたソフトウェア・サポートおよびハードウェア保守サービスを伴う、複数の要素

から成る。もう１つの例として、お客様が、長期的に複数年度にわたり当社にデータ・センター事業の運営を外

注し、設備の性能向上または拡張するために定期的に当社からサーバーおよび／またはソフトウェア製品を購入

することがある。外注サービスは複数の報告期間を通じて継続的に提供され、ハードウェアおよびソフトウェア

製品は１報告期間に提供される。複数要素から成る契約に含まれる特定の要素が特定の会計指針に該当する場合

には、当該要素はその特定の指針に従って会計処理される。当該契約の例としては、特定のリース指針が適用さ

れるリースされたハードウェアや、特定のソフトウェア収益認識の指針が適用されるソフトウェアのように、複

数要素を別個の単位に分割する方法(分割方法)および契約金額をそれぞれの単位に配分する方法(配分方法)が規

定されているものが挙げられる。複数要素から成る契約におけるその他のすべての要素については、分割方法と

配分方法について以下の指針が適用される。下記の条件が満たされている場合、複数要素から成る取引は会計

上、２つ以上の会計単位に区別して取り扱われる。

・　既に提供された要素がお客様にとって単体で価値を有していること。かつ、

・　当該契約が、既に提供された要素について一般的な返品権を含んでいる場合は、未提供要素の提供もしく

は履行が実質的に当社の管理下にあり、確実であることが見込まれること。
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上記の条件を満たさない場合は、当該取引は単一の会計単位として会計処理され、収益は、契約期間に比例し

て認識されるか、条件を満たすまでもしくは最後の要素が提供されるまでのいずれか早い方まで繰延べられる。

各要素について上記の条件を満たしており、契約のすべての会計単位について相対的な販売価格がある場合は、

各会計単位の相対的な販売価格に基づき、取引の対価を各会計単位に対して配分する。その後、後述の収益方針

が会計単位に適用される。

当社のビジネス・アナリティクス、モバイル、セキュリティ、ソーシャルおよびクラウド・オファリングによ

る収益は、サービス、ハードウェアおよび／またはソフトウェアから成るオファリングのタイプにより、複数要

素から成る契約ならびに主要な収益のカテゴリー別の収益認識方針に従う。

 

サービス

当社がお客様に提供するサービスには、情報技術(以下「IT」という)データ・センターおよびビジネス・プロ

セスのアウトソーシング、アプリケーション・マネージメント・サービス、コンサルティングおよびシステム・

インテグレーション、技術インフラストラクチャーおよびシステム保守、ホスティング、お客様の仕様に基づく

複雑なITシステムの設計および開発(以下「デザイン・アンド・ビルド」という)などがある。これらのサービス

は時間当たり料金方式や固定料金契約、サービス提供量の単位当たり料金方式などで提供され、契約期間は１年

未満のものから10年超にわたるものまである。

ITデータ・センターおよびビジネス・プロセスのアウトソーシング契約による収益は、客観的に計測された

サービス提供量、または定額法により契約期間にわたり、サービス提供期間に認識される。客観的に計測された

サービス提供量による方法(アウトプット法)では、収益認識額は当該期間におけるサービス提供量を反映したも

のとなる。

アプリケーション・マネージメント・サービス、技術インフラストラクチャーおよびシステム保守、ならびに

ホスティングによる収益は、契約期間にわたり定額法によって認識される。時間当たり料金方式による収益は、

サービスが提供された時間または直接費の発生に応じて認識される。保証期間の延長サービスや製品保守サービ

スによる収益は、サービス提供期間にわたり定額法によって認識される。

固定料金のデザイン・アンド・ビルド契約による収益は、工事進行基準によって認識される。工事進行基準で

は、契約の履行完了までの見積総人件費に対する、これまでに発生した人件費の割合に基づいて収益が認識され

る。収益、原価または完成までの進捗度についての当初の見積りに変更をもたらす事象が発生した場合には、見

積りの改定が行われる。見積りの改定により収益や原価が増加または減少することがあるが、これらの増減は、

その事象を当社が認識した期間の損益として反映される。

当社では収益、原価および利益の見積りに改定が必要か否かを判断する目的で、工事進行基準で会計処理され

ているサービス契約について収益性分析を継続的に行っている。特定の契約について損失が生じると見積られた

場合は、当該契約の残存期間に発生すると見込まれる損失額を全額、直ちに計上している。工事進行基準以外で

会計処理されているサービス契約については、発生時に損失が計上されている。
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サービス契約の中には、サービスの提供による収益認識前にお客様に請求している場合もある。2014年および

2013年12月31日現在においてそれぞれ6,352百万ドルおよび7,153百万ドルの前受収益が、連結財政状態計算書に

計上されている。また、お客様への請求よりも前にサービスの提供が行われているケースもある。2014年および

2013年12月31日現在においてそれぞれ1,833百万ドルおよび2,053百万ドルの未請求売掛金が、連結財政状態計算

書の「受取手形および売掛金」に計上されている。

請求は通常、当社がお客様にサービスを提供した翌月、または契約書の規定に基づき行われる。未請求売掛金

は４ヶ月以内に請求されることが予期されている。

 

ハードウェア

当社のハードウェアの提供には、システム・サーバーの販売またはリース、ストレージ・ソリューションなら

びに半導体の販売が含まれている。当社は、より複雑なハードウェア製品に設置サービスも提供している。

ハードウェアの売上および販売型リースの収益は、損失のリスクがお客様に移転し、かつ当該契約に係るお客

様の最終的な受け入れに影響を及ぼすような未履行の義務がない場合に認識される。標準保証や重要度の低いも

しくは形式的な残存義務に係る費用は、関連する収益が認識される時点で計上される。レンタルおよびオペレー

ティング・リースの収益は、レンタルまたはリースの契約期間にわたって定額法で認識されている。

 

ソフトウェア

半永久的に利用可能な(一括払い)ソフトウェア特許使用権に係る収益は、すべての収益認識基準が満たされて

いる場合に、ライセンス期間の開始時に認識される。定期(更新毎に支払うライセンス料)のソフトウェア特許使

用契約に係る収益は、お客様がライセンスの使用権を有する期間にわたって定額法で認識される。契約後サポー

ト(随時かつ不特定のアップグレード等を含む)による収益は、それらが提供される期間にわたって定額法で認識

される。ソフトウェア・ホスティングまたはソフトウェア・アズ・ア・サービス契約に係る収益は、サービスが

提供されるにつれて、契約期間またはお客様との関係が維持できると予想される期間のどちらか長い方の期間に

わたって、一般的には定額法で認識される。ソフトウェア・ホスティング契約において、契約にライセンスが含

まれるかどうかを判断する際、お客様に提供される権利(例えば、ライセンスの所有権、契約終了に関する規

定、およびお客様がソフトウェアを運用する実行可能性、等）が考慮される。ソフトウェア・ライセンスを含む

契約において、関連する収益は、上記の指針の下、ライセンスが無期限か期限付かに従って認識される。

複数要素から成る契約に製品やサービス全体に対してそこに含まれるソフトウェアが付随的以上のものである

場合(複数要素から成るソフトウェア取引)、ソフトウェアおよびソフトウェアに関連する要素は、ソフトウェア

収益認識の指針に従って会計処理される。ソフトウェアに関連する要素とは、ソフトウェア製品およびサービス

であって、同時に提供されるソフトウェアがその機能に必要不可欠な場合を含む。有形の製品の基本的な機能を

もたらすよう相互に機能するソフトウェア部分とソフトウェア以外の部分を含む有形の製品は、ソフトウェア収

益認識指針の範囲外となり、他の適切な収益認識指針に基づき会計処理される。
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下記のすべての条件が満たされている場合、複数要素から成るソフトウェア取引は会計上、２つ以上の構成単

位に区別して取り扱われる。

・　既に提供された要素の機能が未提供要素に左右されず独立していること。

・　未提供要素の公正価値を裏付けるベンダー固有の客観的証拠があること。公正価値を裏付けるベンダー固

有の客観的証拠が、当社が当該要素を複数要素から成る契約の一部としてではなく定期的に個別に販売する

場合に請求される金額に基づいていること。かつ、

・　当該要素の提供によって、その要素の収益稼得過程の最重要部分が達せられること。

上記の条件を１つでも満たしていない場合は、当該取引は単一の会計単位として会計処理され、収益は、契約

期間に比例して認識されるか、条件を満たすまでもしくは最後の要素が提供されるまでのいずれか早い方まで繰

延べられる。各要素について上記の条件を満たしており、すべての会計単位について公正価値を裏付けるベン

ダー固有の客観的証拠がある場合は、各会計単位の公正価値を裏付けるベンダー固有の客観的証拠に基づき、取

引の対価を各会計単位に対して配分する。未提供要素には公正価値を裏付けるベンダー固有の客観的証拠がある

が、既に提供された要素にはそれがない場合もある。そのような場合は、残余方式により取引の対価の配分を行

う。残余方式においては、取引の対価総額から未提供要素の公正価値を裏付けるベンダー固有の客観的証拠の総

計を差し引いた額を既に提供された要素に配分する。

当社の複数要素から成る契約は、既存のソフトウェア収益認識指針の対象となる単体のソフトウェア要素を有

する可能性がある。これらの複数要素から成る契約についての収益は、階層(ベンダー固有の客観的証拠、第三

者の証拠または販売価格に関する最善の見積り)を用いて契約の要素すべての相対的な販売価格に基づいて、ソ

フトウェア要素およびソフトウェア以外の要素に配分される。当社が、ソフトウェア要素を含む、契約の要素す

べての販売価格に関するベンダー固有の客観的証拠または第三者の証拠を決定できない限られた状況において、

この配分を行うために販売価格に関する最善の見積りが利用される。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

261/508



ファイナンシング

販売型リース、ダイレクト・ファイナンシング・リースおよびローンから得られるファイナンス収益は、実効

金利法を用い、発生基準で認識される。オペレーティング・リースの収益は、リース期間にわたって定額法で認

識される。

 

販売価格に関する最善の見積り

限られた場合において、当社は、複数要素から成る契約のすべての要素についてベンダー固有の客観的証拠を

確立できない。ベンダー固有の客観的証拠が確立されない場合、当社は第三者の証拠に基づいて各要素の販売価

格の設定を試みる。第三者の証拠は、個別に売却される場合の類似の要素に関する競合価格に基づいて決定され

る。

当社がベンダー固有の客観的証拠または第三者の証拠を用いて販売価格を設定することができない場合、当社

は、契約対価の配分に際し、販売価格に関する最善の見積りを使用する。販売価格に関する最善の見積りの目的

は、製品またはサービスが単体で販売された場合に当社が販売を行う価格を決定することである。当社が単体で

その製品またはサービスを販売するという事実により、その製品およびサービスの提供についてベンダー固有の

客観的証拠が確立されるため、当社は、希にしか販売されない複数要素から成る契約における製品またはサービ

スの相対的販売価格を決定する際に販売価格に関する最善の見積りを使用する。販売価格に関する最善の見積り

が使用されることとなる事例は、当社が新製品を販売する場合である。これは新製品が単体で販売されるより前

の複数要素から成る契約において、ベンダー固有の客観的証拠および第三者の証拠が存在しない場合である。

当社は、全体的な市況(地理または地域特有の要因を含む)、競争力、競合他社の活動、内部費用、利益目標お

よび価格設定を含むが、これらに制限されない複数の要素を考慮して、販売価格に関する最善の見積りを決定す

る。販売価格に関する最善の見積りの決定は、当社の経営者による見直しおよび承認を含む、正式なプロセスで

ある。また、当社は、販売価格に関する最善の見積りに加えて、その製品およびサービスに関するベンダー固有

の客観的証拠および第三者の証拠を定期的に見直している。
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サービス原価

入札や提案活動に係る支出を含む、サービス契約のための経常的な営業支出は、発生時に認識される。価格が

固定されているデザイン・アンド・ビルド契約の場合、工事進行基準に基づく外部調達のハードウェアおよびソ

フトウェアの原価は、当該契約の履行に係る見積総人件費に対する、これまでに発生した人件費の割合に基づき

繰延べられ、認識される。アウトソーシングの初期段階で発生する特定の適格な非経常的費用は、繰延べられた

上で償却される。これらの費用はシステムやプロセスの導入に関連して発生する移行および設置費用から成り、

契約期間を超えない範囲で、受益が予想される期間にわたって定額法で償却される。また、アウトソーシング契

約に関連する固定資産は資産計上され、当該資産の見積耐用年数にわたって定額法で減価償却される。特定の契

約に固有に用いられる固定資産については、当該資産の耐用年数か契約期間のいずれか短い期間が減価償却期間

となる。アウトソーシング契約において使用された資産をお客様から購入した場合には、支払った対価のうちそ

の資産の公正価値を超過する金額は、繰延べられ、契約期間を超えない範囲で、受益が予想される期間にわたっ

て定額法により収益の減額として償却される。当社は繰延べられた移行および設置費用の回収可能性を評価する

ために定期的な見直しを行っている。この見直しは、各契約の割引前キャッシュ・フローの最小見積残存額と、

未償却契約原価とを比較することにより行われる。割引前キャッシュ・フローの最小見積残存額が、未償却原価

を回収するのに十分でない場合は、減損損失が認識される。

繰延べられた移行および設置費用の2014年および2013年12月31日現在の残高は、それぞれ2,230百万ドルおよ

び2,402百万ドルであった。2014年12月31日現在、繰延べられた移行および設置費用の償却額は、2015年に738百

万ドル、2016年に525百万ドル、2017年に388百万ドル、2018年に250百万ドルおよび2019年以降に329百万ドルに

なると見積られている。

アウトソーシング契約において使用された資産を公正価値を超える金額でお客様から購入したことによる繰延

額は、2014年および2013年12月31日現在においてそれぞれ64百万ドルおよび89百万ドルであった。2014年12月31

日現在、取得資産の公正価値を超える金額でお客様から購入したことによる繰延額の償却費は、収益を相殺する

ものとして計上されており、2015年に27百万ドル、2016年に15百万ドル、2017年に７百万ドル、2018年に６百万

ドルおよび2019年以降に８百万ドルになると見積られている。アウトソーシング契約が解約される場合に、契約

条項により、当社の未請求の売掛金およびサービス提供に用いられた特定の資産の購入のために発生した費用の

未償却部分の回収のための支払ならびにサービス移行のために当社に生じた追加費用の支払を、お客様に要求す

る事ができる場合がある。

 

ソフトウェア原価

ライセンス・ソフトウェア・プログラムの概念形成と設計に係る原価は、「研究、開発および技術費」として

費用計上される。技術的実現可能性が明らかになった後で完成品を生産するために発生する原価は、無形資産と

して資産計上される。資産計上された金額は、３年以内の期間にわたり定額法により償却され、売上原価のソフ

トウェア原価に計上される。当社は未償却のプログラム原価について、将来の収益から回収可能であることを確

認するため、定期的に検討を行っている。ライセンス・プログラムの技術支援またはサービスに要する原価は、

発生時に売上原価のソフトウェア原価に計上される。
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当社は、ソフトウェア・コーディング、インストール、テストおよび特定のデータ変換を含む社内使用ソフト

ウェア・プログラムの購入あるいは作成および実行のために発生した特定の原価を資産計上している。資産計上

されたこれらの原価は、２年間までの期間にわたり定額法により償却され、「販売費および一般管理費」に計上

される。

 

製品保証

当社は、自社ハードウェア製品に通常３年間までの製品保証を提供しており、その大部分は１年間もしくは３

年間の保証となっている。納品物に対する標準的な保証条項による費用見積額は、当該納品物の収益計上時に認

識される。当社は、過去における製品保証に対する要求の実績および将来の支出に関する見積りに基づき当該納

品物に対する標準的な保証費用を見積り、その見積額を現在保証期間内の製品に係る収益額に対して適用してい

る。将来に発生する見積保証費用が当期の収益に対するものである場合、当期の原価に計上される。製品保証債

務については、残存保証期間における予想支出に基づき残存債務を適切に反映しているかどうかについて四半期

毎に見直される。保証に対する実際の要求が見積りと異なる場合には、調整が行われる。延長保証契約を含む定

額サポートまたは保守契約による費用は、発生時に認識される。

個別に価格が設定されている延長保証契約の収益は当初「前受収益」として計上され、その後提供期間にわ

たって定額法で認識される。延長保証契約の前受収益および標準保証の保証債務の変動は、以下の表に示されて

いる。なお、当該延長契約の前受収益および標準保証の保証債務は、連結財政状態計算書上の「その他の未払費

用および負債」および「その他の負債」に含まれている。

 

標準保証債務

 

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

１月１日現在の残高  $  376  $  394

当期計上額  240  346

実績を反映するための調整額*  (120)  22

費用発生額  (298)  (387)

12月31日現在の残高  $  197  $  376

*  2014年の業界標準サーバーの売却に関連する調整(125百万ドル)を含む。
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延長保証債務(前受収益)

 

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

１月１日現在の残高  $  579  $  606

新規延長保証契約に係る前受収益  298  305

前受収益の償却額*  (316)  (324)

その他**  (24)  (8)

12月31日現在の残高  $  536  $  579

流動負債  $  254  $  284

固定負債  282  295

12月31日現在の残高  $  536  $  579

*  2014年の業界標準サーバーの売却に関連する調整(21百万ドル)を含む。

** 「その他」は主に、外貨換算調整額から構成される。

 

発送手数料

発送に関連する費用は、発生時に認識され、連結損益計算書の「原価」に含められている。

 

費用およびその他の収益

販売費および一般管理費

「販売費および一般管理費」は発生時に費用計上される。製品およびサービスの販売促進費は販売費として分

類され、報酬、広告宣伝費、販売手数料および出張費等の項目を含んでいる。一般管理費は、報酬、法務費用、

事務用品費、利益を課税標準としない租税公課、保険料および事務所賃借料等の項目を含んでいる。さらに、一

般管理費は、貸倒引当金、継続事業における退職者への法的支払に係る従業員再均衡化債務、企業結合に関連す

る買収費用、無形資産償却費および環境修復費用等のその他の営業項目も含んでいる。

 

広告宣伝費

当社は、広告宣伝費を発生時に費用計上している。共同広告によるベンダーからの受取額は、関連する広告宣

伝費が発生した期間において、広告宣伝費と相殺して計上される。メディア、代理店および販売促進に係る費用

を含む広告宣伝費は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ1,307百万ドル、1,294百万ドルおよ

び1,339百万ドルであり、これらは連結損益計算書の「販売費および一般管理費」に計上されている。

 

研究、開発および技術費

「研究、開発および技術費」は発生時に費用計上される。技術的実現可能性が明らかになった後で完成品を生

産するために発生するソフトウェア原価は、無形資産として資産計上される。
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知的所有権および特別仕様開発による収益

当社は社内で開発した特許権、企業秘密、および技術ノウハウを含む特定の知的所有権についてライセンス供

与および販売を行っている。知的所有権を第三者と取引する形態としてライセンスを供与しロイヤルティを受け

取る場合と、取引毎に販売する形態、およびその他の形態がある。ライセンスを供与しロイヤルティ報酬を受け

取るものについてはその移転形態により、時の経過に応じてその収益を稼得していくもの、あるいはライセンス

の使用者が将来ライセンスを付与された製品を販売するまで収益額が固定されていない、または確定できないも

の(すなわち、ライセンスの使用者の収益に応じた変動ロイヤルティ)もある。販売およびその他の移転は、知的

所有権の移転により当社の義務が完遂し、移転日現在においてその対価となる使用料が固定かつ確定できる典型

的なケースを含む。当社は特許権の相互ライセンス供与の契約も締結しており、これらの契約に基づく収益は稼

得時に計上している。さらに、当社は、戦略的技術パートナーや特定のお客様からの特別仕様開発プロジェクト

を通じて収益を稼得している。当社は報酬料金が実現し稼得されており、払い戻し不可能、かつプロジェクトの

成否に依存していない場合に当該プロジェクトからの収益を計上している。

 

その他の(収益)および費用

「その他の(収益)および費用」には、受取利息(グローバル・ファイナンシングどの社外取引以外)、特定のデ

リバティブ商品に係る損益、有価証券およびその他の投資による損益、特定の不動産取引による損益、外貨取引

に係る為替差損益、非継続事業として報告される損益を除く事業売却による損益、ならびに資産除却債務の増加

に関連する金額が含まれている。

 

企業結合およびのれんを含む無形資産

当社は、企業結合を取得法で会計処理しているため、識別可能な取得資産、引受負債、および被買収企業にお

けるいかなる非支配持分も、買収日の公正価値で計上されている。のれんは、純資産(識別可能な無形資産に割

当てられた金額を含む)の公正価値に対する購入価格の超過額を表す。のれんを発生させた主な要因は、被買収

企業と当社との間のシナジーの価値および取得した集合体としての労働力であり、いずれも個別に識別可能な無

形資産とはみなされない。買収に伴い計上したのれんは、予想収益に基づいて該当する報告単位に配賦される。

耐用年数が有限である識別可能な無形資産は、それぞれの耐用年数にわたって償却される。完成したテクノロ

ジーの償却費は原価に計上され、その他のすべての無形資産償却費は「販売費および一般管理費」に計上され

る。アドバイザリー、法務、会計処理、評価およびその他のコストを含む買収関連コストは、当該コストが発生

する期間に費用計上される。被買収事業の経営成績は、買収日より連結財務書類に含まれている。
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減損

のれんおよび耐用年数が確定できない無形資産を除く長期性資産は、発生した事象や状況の変化により、簿価

が回収不可能である可能性を示した場合はいつでも、減損テストが実施される。減損テストは割引前キャッ

シュ・フローに基づいて実施され、減損が生じている場合、当該資産は割引キャッシュ・フローまたは評価額の

いずれかに基づく公正価値まで評価減される。のれんおよび耐用年数が確定できない無形資産は年に一度、第４

四半期に、また、状況の変化により減損が生じている可能性が示されている場合はその都度、減損テストが実施

される。のれんの減損テストは、事業セグメントである報告部門レベルで行われるか、またはセグメント・レベ

ルで個別の財務情報が作成され、経営者により定期的に見直されている場合、その事業セグメントより１つ下の

レベルの事業(「コンポーネント」レベル)で行われる。コンポーネントは、経済的な特徴が類似している場合、

単一の報告部門として統合される。

 

減価償却費および償却費

有形固定資産は原価で計上され、それぞれの見積耐用年数にわたって定額法により減価償却されている。特定

の減価償却資産の見積耐用年数は以下のとおりである。建物、30年から50年。建物付属設備、10年から20年。構

築物、20年。工場設備、研究室および事務機器、２年から20年。コンピューター機器、1.5年から５年。リース

物件附属設備は、各見積耐用年数と関連するリース期間のいずれか短い方にわたり、ほとんどの場合25年を超え

ない範囲で償却されている。

技術的実現可能性が明らかになった後に発生または取得し、資産計上されたソフトウェア原価は、３年以内の

期間にわたり償却されている。社内使用ソフトウェアの資産計上された原価は、２年以内の期間にわたり定額法

により減価償却されている。その他の無形資産は１年から７年の期間で償却されている。

 

環境保護費用

予防を目的とした内部環境保護プログラムの費用は、発生時に費用計上される。浄化プログラムの必要性が確

実となり、当社に浄化費用が生じる可能性が高く、また当該費用を合理的に見積ることができる場合、当社は既

知の環境関連債務に係る修復費用を未払計上する。すべての環境関連債務について当社のエクスポージャーの最

高額を見積ることは不可能であり、発生の可能性が低い、または見積ることのできない環境関連債務は計上され

ていない。

 

資産除却債務

資産除却債務は、長期性資産の除却に伴う法的債務である。これらの債務は最初に公正価値で計上され、関連

資産の除却費用は、関連資産の簿価を当該債務と同額分増加させることにより資産化される。資産除却費用はそ

の後、関連資産の耐用年数にわたり減価償却される。最初の認識以降、当社は、「支払利息」の時の経過および

関連する資産に対する当初の予想キャッシュ・フローの時期または金額のいずれかの修正により生じる、資産除

去債務の期間ごとの変動を計上している。
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給付建年金制度および年金以外の退職後給付制度

当社の給付建年金制度および年金以外の退職後給付制度(以下「退職関連給付制度」という)の積立状況は、連

結財政状態計算書において認識される。積立状況は、測定日である12月31日現在の年金資産の公正価値と給付債

務との差異として測定される。給付建年金制度の場合、給付債務は予測給付債務(以下「PBO」という)であり、

これは既に提供された役務および将来の見積報酬水準に基づいて退職時に支払われることが予想される給付金の

保険数理計算上の現在価値を表す。年金以外の退職後給付制度の場合は、給付債務は累積退職後給付債務(以下

「APBO」という)であり、これは従業員により既に提供された役務に帰属する退職後給付の保険数理計算上の現

在価値を表す。年金資産の公正価値は、加入者の利益のためにのみ積み立てられている取崩不能な信託基金にお

いて保有される資産の時価を表す。当該拠出金の投資は当該信託基金によって行われる。年金資産の公正価値が

給付債務を上回っている積立超過状態の制度は合算され、当該超過額に等しい金額が「前払年金資産」として計

上される。給付債務が年金資産の公正価値を上回っている積立不足状態の制度は合算され、当該超過額に等しい

金額が「退職給付債務および年金以外の退職後給付債務」として計上される。

１年以内に期限が到来する「退職給付債務および年金以外の退職後給付債務」は、今後12ヶ月以内に支払われ

る給付額が制度毎に測定される年金資産の公正価値を上回る金額の保険数理計算上の現在価値を表す。この債務

は、連結財政状態計算書の「給与および給付金」に計上される。

期間純年金費用／(収益)および年金以外の退職後給付費用／(収益)は連結損益計算書に計上されており、勤務

費用、利息費用、年金資産期待収益、過去勤務費用／(収益)およびOCIの一部として過年度に認識された損(益)

の償却費、ならびにその他の包括利益／(損失)累計額(以下「AOCI」という)として残っている移行時純資産の償

却費を含んでいる。勤務費用は、加入者が当年度において稼得した給付金の保険数理計算上の現在価値を表す。

利息費用は、時の経過に伴う現金費用の時間的価値を表す。従業員数の増減、制度の改訂および保険数理計算上

の仮定の変更等の特定の事象により、給付債務の変動およびそれに応じたOCIの変動が生じる。これらの事象に

よる変動額は、給付債務または年金資産の価値に基づく基準値を上回っていることを条件として、制度に応じて

加入者の勤務期間または推定寿命にわたって期間純費用／(収益)の一部として償却される。期間純費用／(収益)

は、各従業員の職種に基づき、連結損益計算書の「原価」、「販売費および一般管理費」ならびに「研究、開発

および技術費」に計上されている。

連結損益計算書上で期間純費用／(収益)の一部として認識されていない損(益)および過去勤務費用／(収益)

は、発生時に税引後の金額で連結包括利益計算書のOCIの一部として認識される。これらの損(益)および過去勤

務費用／(収益)は、その後、該当する会計指針の認識および償却に関する規定に従って期間純費用／(収益)の一

部として認識される。損(益)は、実績額と仮定額との差異または保険数理計算上の仮定の変更により生じる。過

去勤務費用／(収益)は、制度の改訂により認められた過去の役務に帰属する給付の増減に係る費用を表す。

給付債務および期間純費用／(収益)は、当社の経営者が承認した見積りおよび仮定に基づいて測定されてい

る。これらの評価には制度の条項が反映されており、報酬、年齢および勤務期間等の加入者固有の情報、ならび

に割引率の見積り、年金資産の期待収益率、昇給率、保証利率および死亡率を含む特定の仮定が使用されてい

る。
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確定拠出年金制度

当社の確定拠出年金制度に係る拠出額は、当社による拠出額について、従業員が当社に対して役務を提供した

時点で計上される。当該費用は、各従業員の職種に基づき、連結損益計算書の「原価」、「販売費および一般管

理費」ならびに「研究、開発および技術費」に計上されている。

 

株式報酬

株式報酬は、従業員に付与された株式を基礎とした報奨に関連する費用を表す。当社は、株式報酬費用を当該

報奨の見積公正価値に基づき付与日に測定し、必要とされる従業員の勤務期間にわたり定額法で費用(失効見込

数考慮後)を認識している。当社は、ブラック－ショールズ評価モデルを用いてストック・オプションの公正価

値の見積りを行っている。当社はまた、従業員に対し、留保制限付株式ユニット(以下「RRSU」という)を含む制

限付株式ユニット(以下「RSU」という)および業績連動型株式ユニット(以下「PSU」という)を付与している。

RSUは従業員に付与される株式報奨であり、その保有者は、通常１年から５年後に報奨の権利が確定した後に普

通株式を受け取る権利を有する。当該報奨の公正価値は、配当同等物を除いて調整された当社の株価に基づき、

付与日に決定され確定する。株式報酬費用は、従業員のそれぞれの職種に基づき、連結損益計算書の「原価」、

「販売費および一般管理費」ならびに「研究、開発および技術費」に計上されている。

当社は報奨に関する繰延税金資産を計上しており、その結果、認識された報酬費用の金額および当社が控除を

受ける税管轄地における法定税率に基づき、当社の法人所得税申告書において控除が行われる。財務会計上認識

された繰延税金資産と法人所得税申告書に実際に計上された税額控除との差額は、「資本剰余金」(税額控除が

繰延税金資産を上回る場合)、または連結損益計算書(繰延税金資産が税額控除を上回っており、過年度の報奨に

よる資本剰余金がない場合)に計上される。

 

法人税等

法人税等は、会計上の税引前利益に基づいて算出されている。繰延税金は、財務会計上認識された資産および

負債の金額と税務上のそれらの金額との一時差異による税効果を反映している。これらの繰延税金は、現行税法

を適用して算出されている。評価性引当金は、実現されるであろう金額まで繰延税金資産を減額するために認識

されている。評価性引当金の必要性を評価する際に、経営者は、各管轄地について、過去の経営成績、将来の課

税所得の見積りおよび現行の税務戦略の実現可能性を含む、入手可能なすべての証拠を考慮している。当社が実

現可能な繰延税金資産の金額に関する判断を変更する場合、評価性引当金が調整され、こうした判断が行われる

期間の法人税等に同額の影響が及ぼされる。

当社は、法人所得税申告書上のポジションは支持されると確信しているが、一部のポジションが税務当局の調

査で全面的に認められない可能性があると考える場合に税金負債を認識している。税務ポジションによる利益

は、最終合意時に実現する可能性が50％を超える利益額の最大値で測定される。税金負債の１年以内に解消する

金額は、連結財政状態計算書の「税金」に含まれ、１年を超えて解消する金額は、連結財政状態計算書の「その

他の負債」に含まれている。当社が既存の税金負債の妥当性に関してその判断を変更することとなる新しい情報

が入手可能となる場合、税金負債に対する当該変更により、その判断がなされる期間の法人税等に影響が及ぶ。

潜在的な税務調査に関する税金負債に関連した利息およびペナルティがある場合、当該金額は法人税等に含めら

れる。
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外貨金額の換算

現地の機能通貨を用いて事業を行っている米国外子会社の資産および負債は、期末時の為替レートで米ドルに

換算されている。外貨換算調整額は、OCIに計上されている。収益および費用項目は、期中の加重平均為替レー

トで米ドルに換算されている。

米ドルで営業活動を行っている米国外子会社および支社の「棚卸資産」、「有形固定資産－純額」ならびにそ

の他の非貨幣性資産および負債は、当該資産または負債の取得時の為替レートで米ドルに換算される。米ドル以

外の通貨建のその他のすべての資産および負債は期末時の為替レートで換算され、為替差損益は「その他の(収

益)および費用」に認識される。収益および費用項目は期中加重平均為替レートで換算される。これらの為替差

損益は、為替レートが変動する期間の当期純利益に含まれている。

 

デリバティブ金融商品

デリバティブは、公正価値で連結財政状態計算書に認識され、「前払費用およびその他の流動資産」、「投資

およびその他の資産」、「その他の未払費用および負債」、または「その他の負債」に計上されている。各デリ

バティブの流動／固定の区分は、金融商品の満期が12ヶ月以内に到来するか否かに基づいている。ヘッジ会計を

適用するために、当社は当該商品がヘッジ対象になっているリスクを有効に減殺することを要求している。

キャッシュ・フローをヘッジするデリバティブ商品については、ヘッジ指定の基準として対象取引の発生の可能

性が高いことも必要である。これらの基準に合致する金融商品は、正式にヘッジとして指定される。これらの基

準はデリバティブがヘッジの開始時から継続して対象となるエクスポージャーの公正価値またはキャッシュ・フ

ローの変動を極めて効果的に相殺するよう期待されていることを示している。ヘッジの有効性の評価および非有

効性の測定の方法は、ヘッジ開始時に正式に文書化される。当社は、ヘッジの有効性の評価およびヘッジの非有

効性の測定を、ヘッジ対象期間を通じて少なくとも四半期に一度行っている。

当社は、ヘッジ会計を適用する場合には、次のいずれかのヘッジとして各デリバティブを指定している。(1)

認識された金融資産または負債、あるいは未認識の確定契約の公正価値に対するヘッジ(以下「金利または為替

リスクに帰属する公正価値ヘッジ」という)、(2)予定取引のキャッシュ・フロー、あるいは認識された金融資産

または負債に関連して受け取る、もしくは支払うキャッシュ・フローの変動に対するヘッジ(以下「金利または

為替リスクに帰属するキャッシュ・フロー・ヘッジ」という)、または(3)海外事業における長期投資に対する

ヘッジ(以下「純投資ヘッジ」という)。さらに当社は、デリバティブが経済的にエクスポージャーの一部をヘッ

ジする場合には、ヘッジ会計に該当しない場合あるいは当社がヘッジ会計の適用を選択していない場合において

も、デリバティブ契約を締結することがある。このような場合には、現在は損益として認識されているデリバ

ティブの公正価値の変動がヘッジ対象項目の公正価値の変動を経済的に相殺する形でナチュラル・ヘッジ関係が

存在する。
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公正価値ヘッジとして指定されるデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジ対象であるエクスポージャーの公

正価値の変動と相殺され、各期の損益に計上される。金利リスクのヘッジに関しては、公正価値の調整は連結損

益計算書上、「支払利息」および「ファイナンシング」の「原価」に対する調整額として計上される。既存の金

融資産および負債に伴う通貨リスクのヘッジに関しては、デリバティブの公正価値の調整は、連結損益計算書上

「その他の(収益)および費用」に認識される。キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されるデリバティブの公

正価値の変動は、連結包括利益計算書上OCIに税引後の金額で計上されている。キャッシュ・フロー・ヘッジ対

象項目の変動が当期損益に影響を及ぼす場合、AOCIに繰り延べられるデリバティブに係る損益の適切な相殺額が

当期純利益に振替られ、キャッシュ・フロー・ヘッジ対象項目の性質に基づいて連結損益計算書の「支払利

息」、「原価」、「販売費および一般管理費」または「その他の(収益)および費用」に計上される。純投資ヘッ

ジのデリバティブの有効性は直物ベースで評価される。純投資ヘッジを目的としたデリバティブおよびデリバ

ティブ以外のその他金融商品の公正価値変動の有効部分は、OCIに外貨換算調整額として計上されている。純投

資ヘッジのデリバティブでヘッジ有効性が検証されなかった部分については、公正価値の変動は「支払利息」に

計上される。公正価値ヘッジにヘッジ対象項目が存在しなくなる場合は、デリバティブの公正価値の変動はすべ

て、そのデリバティブが満期になるまで各期の当期純利益に含められる。デリバティブ取引が終了する場合に

は、関連するその他の会計基準により要求されない限り、以後ヘッジ対象資産または負債の公正価値の変動に対

する調整は行われない。ヘッジとして指定されないデリバティブ、ならびに指定ヘッジ期間を通じて公正価値の

変動に対して有効的にヘッジ対象と相殺されないようなデリバティブの公正価値の変動(合わせて「非有効デリ

バティブ」)は、各期の当期純利益に計上され、主に「その他の(収益)および費用」として表示される。キャッ

シュ・フロー・ヘッジ関係が終了する場合、AOCIの純利益または損失は通常、ヘッジ対象であった項目が利益に

影響を及ぼすまで、AOCIに引き続き計上されなければならない。しかし、当初規定された期間末まで、あるいは

その後さらに２ヶ月以内に予定取引が生じないことが予想される場合には、AOCIの純利益または損失は直ちに利

益に組替えられなければならない。当社は、公正価値ヘッジまたはキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され

ているデリバティブ金融商品から発生したキャッシュ・フローを、当該デリバティブがヘッジされるヘッジ対象

項目から発生したキャッシュ・フローと同じ区分に計上している。従って、公正価値ヘッジまたはキャッシュ・

フロー・ヘッジとして指定されているデリバティブに関連したキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー

計算書において「営業活動によるキャッシュ・フロー」として分類されている。純投資ヘッジとして指定されて

いるデリバティブおよびヘッジとして適格でないデリバティブによるキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・

フロー計算書において「投資活動によるキャッシュ・フロー」として計上される。外貨建債務(105ページから

109ページ(原文)の注記Ｄ「金融商品」に記載されている当社の債務リスク管理プログラムに含まれる)のヘッジ

として指定されている通貨スワップについては、元本の返済に直接関係するキャッシュ・フローは、連結キャッ

シュ・フロー計算書において「財務活動によるキャッシュ・フロー」の「借入債務返済のための支払」に計上さ

れている。
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金融商品

当社は、金融商品の公正価値を決定するに当たって、各貸借対照表日における市況やリスクをベースに様々な

種類の方法や仮定を用いている。詳細については、104ページおよび105ページ(原文)の注記Ｄ「金融商品」を参

照されたい。公正価値を評価するためのすべての方法から得られるのは一般的概算値であり、このような値は実

際に実現されない可能性もある。

 

公正価値の測定

会計指針は、測定日の市場参加者間の秩序ある取引において、資産の売却によって受け取るであろう価格また

は負債の移転のために支払うであろう価格として公正価値を定義している。この指針に基づき、当社は、以下の

公正価値階層に基づいて特定の資産および負債を分類するよう要求されている。

・　レベル１－同一の資産または負債の活発な市場における相場価格(未調整)で、測定日に入手可能なもの

・　レベル２－レベル１に含まれる相場価格以外のインプットで、資産または負債について直接的または間接

的に観察可能となるもの

・　レベル３－資産または負債について観察不能なインプット

 

この指針では、必要以上の費用および労力をかけずに入手可能であれば、観察可能な市場データを用いること

が求められる。

入手可能な場合、当社は未調整の活発な市場における相場価格で公正価値を測定し、測定した項目をレベル１

に分類する。相場価格が入手できない場合は、公正価値は内部で開発したモデルを基にする。当該モデルは、金

利や為替レートなど現在の市場に基づくかあるいは独立して提供された市場パラメータを用いる。内部モデルを

用いて評価される項目は、最下位レベルのインプットまたは評価にとって重要である価値要素に従って分類され

る。

公正価値の算定には、金融商品の基礎にある金利イールドカーブや時間価値など様々な要因が考慮される。デ

リバティブおよび負債証券については、当社は当該商品の存続期間に応じた割引率による割引キャッシュ・フ

ロー分析を用いている。

金融商品の公正価値を決定する際、当社は、市場参加者が公正価値の決定時に検討するであろういくつかのパ

ラメータに対して、以下に記載した手順を用いて計算された「基礎評価」に対する特定の市場評価調整を考慮す

る。

・　金融商品の正確な公正価値を算定するためにクレジット・デフォルト・スワップ市場において観察される

ように相手方の実際の信用リスクを考慮して、相手方の信用リスク調整が当該金融商品に適用される。

・　すべての負債を公正価値で評価する場合、当社自身の信用リスクを反映するために信用リスク調整が適用

される。手順は相手方の信用リスク調整の適用と整合しているが、クレジット・デフォルト・スワップ市場

で観察されるように当社自身の信用リスクが加えられる。
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一例として、デリバティブの公正価値は、既知の名目元本総額、イールドカーブ、直物および先渡為替レート

ならびに割引率といった観察可能な市場インプットを用いて、割引キャッシュ・フロー・モデルにより導かれる

ものである。これらのインプットは、デリバティブの全期間において利用可能である、流動性の高い、活発な市

場で大量に取引される通貨に関連している。

特定の金融資産は、非継続的に公正価値で測定される。当該資産には持分法による投資が含まれるが、当該投

資は一時的でない減損とみなされる範囲で測定日に公正価値で認識される。継続的に公正価値で測定される資産

であっても、非継続的な公正価値の測定の対象となる場合がある。当該資産には、売却可能株式投資で、一時的

でない減損とみなされるものが含まれている。金融投資に一時的でない減損がある場合、公正価値は上記のモデ

ルを用いて測定される。

会計指針は、その他の会計基準において公正価値での会計処理が認められていない適格な金融資産、金融負債

および確定契約を、金融商品別の公正価値で測定することを認めている。この選択は取り消し不能である。当社

は適格資産または負債に公正価値オプションを適用していない。

 

現金同等物

購入日から３ヶ月以内に満期となるすべての流動性の高い投資は、現金同等物とみなされている。

 

市場性のある有価証券

「流動資産」に含められている負債証券は、貸借対照表日から１年以内に現金で実現されることが見込まれる

有価証券である。１年以内に現金で実現されることが見込まれていない長期性負債証券、および関係会社の持分

証券は、「投資およびその他の資産」に含められている。負債証券および市場性のある持分証券は「売却可能有

価証券」として公正価値で計上され、関連税金費用控除後の未実現損益はOCIに計上されている。売却可能有価

証券に係る実現損益は連結損益計算書上の「その他の(収益)および費用」に含められている。実現損益は個別法

で計算されている。

市場価格の一時的でない下落があるかどうかの判断に当たっては、当社では当該投資の公正価値がその原価を

下回る期間と程度、発行体に関する財政状態および短期的見通し、または有価証券の原担保、ならびに予想され

る公正価値の回復を可能にするために当該有価証券を保有する当社の意思および能力を考慮に入れている。当社

が売却する予定である、または償却原価の予想される回復前に売却するよう要求される可能性が高い売却可能持

分証券および負債証券について、公正価値が償却原価から一時的でない下落をした場合には、損失が発生する期

間において「その他の(収益)および費用」に費用計上される。当社に売却する予定がなく、回復前に売却するよ

う要求されない可能性が高いと考えられる負債証券については、減損の信用損失部分のみが「その他の(収益)お

よび費用」に認識され、残りの損失はOCIに認識される。「その他の(収益)および費用」に認識される信用損失

部分は、当社のキャッシュ・フロー予測を用いて見積られる、負債証券の残存期間にわたり受領が予想されない

元本のキャッシュ・フローの金額とみなされる。

 

棚卸資産

原材料、仕掛品および製品は、平均原価または時価のいずれか低い方で計上されている。当社の棚卸資産の売

却に関連するキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の「営業活動から生じた資金－純額」に反

映されている。
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貸倒引当金

債権は、お客様への請求ならびに製品の出荷および／またはサービスの提供と同時に計上される。顧客向け債権の価

値について発生する可能性のある純損失の合理的な見積額は、貸倒引当金の設定によって認識される。

 

受取手形および売掛金

貸倒引当金は、過去の貸倒実績、年齢調べおよび特定の問題の判明した得意先口座の組み合わせにより見積ら

れている。

 

金融債権

金融債権には、販売型リース、ダイレクト・ファイナンシング・リースおよびローンが含まれている。リース

はリース会計基準に従って会計処理されている。ローン債権は公正価値に近似する償却原価で計上される金融資

産である。当社は、金融債権に係る貸倒引当金を、リース債権とローン債権の２つのポートフォリオ・セグメン

トに基づいて決定している。当社は、ポートフォリオをさらに主要市場と成長市場の２つの種類に区分してい

る。

当社は、引当金の計算に際して、リース機器の引き取りおよび他の担保の現在の公正価値を考慮することによ

り、潜在的損失を軽減する当社の能力を考慮する。当該機器の価値は正味実現可能価額である。キャピタル・

リース、割賦販売およびローンに関する貸倒引当金には、キャピタル・リースまたはローンの期日前残高を含む

全残高の評価が含まれている。異なるポートフォリオに対し一貫して適用している引当金を計算するために当社

が使用している手法は以下のとおりである。

 

個別評価引当金

当社はリスクがあるとみなされるすべての金融債権について四半期毎に見直している。見直しは、主として現

在の経済環境、担保物件(担保権実行費用控除後)および過去の回収実績に加えて、財務書類、報道、公表された

信用格付、現在の市場の信用分析のようなお客様に関する最新情報に基づく分析で構成されている。担保物件に

依存しているローンについては、抵当権が実行される可能性が生じた時点の担保物件の公正価値を用いて減損が

測定される。この情報を利用し、当社は売掛金の予想キャッシュ・フローを決定し、潜在的損失および損失の発

生可能性について見積額を計算している。損失が生じる可能性がある売掛金について、当社は個別に引当金を計

上している。

 

一括評価引当金

当社は、個別に引当金を計上された売掛金を除き、異なるポートフォリオに対する引当率を適用して計算した

個別に配分できない引当金を計上している。この引当率は信用格付、デフォルト確率、期間、特性(リース／

ローン)および損失の実績に基づいている。引当金の見積りと大きく異なる貸倒損失が実際に生じる要因には、

経済の急激な変化、または当社の債権ポートフォリオが集中している特定のお客様の経済健全性における重大な

変化が含まれている。
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その他の信用に関する方針

未収利息未計上

当社が個別引当金を計上した特定の債権は、未収利息未計上の状態に置かれる場合がある。未収利息未計上資

産とは、個別の引当金が計上されている債権(減損ローン債権または不良リース債権)および当社がリースまたは

ローン契約の当初の契約条件に従って支払金額全額を回収することができなくなる可能性のある債権である。こ

れらの債権については収益の認識は中断される。現金回収額は、まず残存元本額の減額に充当される。残存元本

額を上回る現金受取額は、受取利息として全額認識される。債権は、お客様の状況の変化により、そうすること

が適切な場合は未収利息未計上の状態から除外される可能性がある。

 

償却

貸倒損失は、経営者が債権の回収可能性がないと確認する時点で、引当金を相手勘定として計上される。その

後にいくらか回収すれば、引当金を相手に戻し入れされる。

 

期限経過債権

当社は、原請求日から90日後に支払いがされていない債権については、期限経過債権とみなしている。

 

減損ローン

上述の通り、当社は、ローンを含む、リスクがあるとみなされるすべての金融債権の減損について四半期毎に

見直している。当社は、個別評価引当金が計上されているすべてのローンを減損ローンとみなしている。また、

減損の度合いにより、ローンは必要に応じて未収利息未計上の状態に置かれることとなる。ローン債権は主にソ

フトウェアおよびサービスに関するのもであり、無担保である。これらのローンは関連するリスクを評価するた

め信用分析の対象となり、必要とみなされた場合、契約書には、債務の弁済期までに信用の低下が起こった場合

に債権者を保護する誓約条項を含む、ローン契約のリスクを軽減するために講じられる措置が盛り込まれてい

る。

 

リース資産の見積残存価値

リース資産として計上された残存価値は、リース期間の終了時において資産の予想公正価値になるようリース

の開始時に見積られている。当社は、定期的にリース資産の残存価値の実現可能価額を見直しており、予想され

る特定の将来の残存価値の増加は、リマーケティングの取り組みを通して実現するまで認識されない。また、予

想される特定の将来の残存価値の減少は、一時的なものでなければ判明次第、即時に認識され、見積残存価値の

調整額として計上される。販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシング・リースの場合、この減少により

純投資の計上額が減少する。当該減少額は、将来の会計期間におけるファイナンス収益を減少させるための前受

収益に対する調整額と同様に、ファイナンス収益に係る損失として、見積額が変更される会計期間に認識され

る。
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普通株式

普通株式は、当社の定款に明示してあるとおり、１株当たり額面0.20ドルの額面株式である。自己株式は原価

法により会計処理されている。自己株式が売却される場合、その価値は加重平均法により計算され、計上され

る。

 

普通株式１株当たり利益

１株当たり利益は、２段階法を用いて計算される。２段階法は、配当および配当同等物ならびに各々の未分配

利益に対する参加権利に従って、各クラスの普通株式および参加型証券に対して１株当たり利益を算定するもの

である。基本的普通株式１株当たり利益は、当期純利益を、当該期間の加重平均発行済普通株式数で除して計算

されている。希薄化後普通株式１株当たり利益は、加重平均普通株式数に自己株式方式を用いて期中の発行済普

通株式の潜在的希薄化効果を加えたものを基に算出される。潜在的希薄化効果を有する普通株式には、未行使の

ストック・オプション、株式報奨および転換社債が含まれている。

 

Ｂ.　会計方針の変更

 
導入が予定される新会計基準

2014年５月に、財務会計基準審議会(以下「FASB」という)は、顧客との契約から生じる収益の認識に関する指

針を公表した。収益の認識において、契約上の財またはサービスの顧客への移転は、事業体がこれらの財または

サービスと交換に権利を得ると見込んでいる対価を反映した金額で表示される。当該指針はまた、顧客との契約

から生じる収益およびキャッシュ・フローの性質、金額、時期および不確実性に関する開示を求めている。当該

指針は、過年度の各表示報告期間に対して遡及的に適用するか、または適用開始日に認識されている契約につい

て、当該指針を最初に適用した場合の累積的影響を遡及的に適用するかの２種類の適用方法が認められている。

当該指針は2017年１月１日より適用され、早期適用は認められていない。当社は現在、新しい指針の影響および

適用方法を評価している。

2014年４月に、FASBは非継続事業の報告基準を変更する指針を公表した。事業体の経営および経営成績に重要

な影響を及ぼす(または及ぼすであろう)戦略の変更を表す構成単位の処分のみを非継続事業とする。また当該指

針は、非継続事業および非継続事業報告の定義を満たさない事業体の重要な部分の売却について開示の拡大を求

めている。当該指針は2015年１月１日より適用され、早期適用が認められている。ただし、過年度に公表された

財務書類において報告されていない処分(または売却目的保有に分類されたもの)のみを対象とする。当社は新指

針を2015年１月１日に適用する予定である。当社に対する影響は、新しい指針の範囲内で行われる潜在的な取引

に左右される。

 

導入された会計基準

2013年７月に、FASBは、繰越欠損金、類似の税務上の欠損金、または繰越税額控除が存在する場合の未認識の

タックス・ベネフィットの表示に関する指針を公表した。特定の状況下で、未認識のタックス・ベネフィットは

繰越欠損金、類似の税務上の欠損金、または繰越税額控除に係る繰越税金資産の減額として財務書類に表示され

なければならない。当該指針は2014年１月１日より適用された。当該指針は財務書類の表示を変更するのみで、

連結経営成績に重要な影響を及ぼさなかった。
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2013年３月に、FASBはどのような場合に外貨換算調整額を当期純利益に計上すべきかに関する指針を公表し

た。親会社は、在外事業体内の子会社または資産グループに対する支配的財務持分を失う場合に、関連する累積

外貨換算調整額を当期利益に計上することが要求されている。従って、売却または譲渡が、子会社または資産グ

ループが存在していた在外事業体の完全な清算または実質的に完全な清算につながる場合に限り、累積外貨換算

調整額は当期利益に計上されなければならない。当該指針は2014年１月１日より適用され、連結経営成績に重要

な影響を及ぼさなかった。

2013年２月に、FASBは、報告日において指針の範囲内で債務総額が確定している連帯責任契約から生じる債務

の認識、測定および開示に関する指針を公表した。例としては、債務整理、その他の契約義務および和解した訴

訟が挙げられる。当該指針は、事業体に対して、かかる債務を報告企業が支払うことに連帯債務者と合意した金

額とその連帯債務者に代わって報告企業が支払うことになると予想される金額の合計額として測定することを要

求している。当該指針は2014年１月１日より適用され、連結経営成績に重要な影響を及ぼさなかった。

2013年２月に、FASBは、AOCIからの組替に関する追加指針を公表した。当該指針では、事業体は、対象金額が

純利益にそのまま組替えられる場合、純利益が表示された計算書上の各項目にAOCIからの重要な組替が及ぼす影

響について報告することが要求されている。同一の報告期間内に純利益に全額を組替える必要のない金額につい

ては、事業体は、当該金額についての詳細情報を提供する他の開示へのクロス・リファレンスが要求される。当

社において、新しい指針は2013年１月１日から開始するすべての半期および事業年度から将来に向かって適用さ

れ、早期適用が認められている。当社は2012年12月31日の財務書類において当該指針を適用した。当該指針は追

加開示にのみ関連しているため、連結経営成績に影響を及ぼさなかった。

2012年７月に、FASBは事業体ののれん以外の利用期間を確定できない無形資産の減損テストの方法を簡略化す

る改訂指針を公表した。一部の定性的要因の評価後、利用期間の確定できない資産に減損が生じている可能性が

高いと判断される場合、事業体は定量的減損テストを行わなければならない。それ以外の場合には、定量的テス

トは任意となる。当該改訂指針は2012年９月15日以降に開始する会計期間より実施される年次および中間減損テ

ストに適用され、早期適用が認められている。当社は、第４四半期に行った利用期間を確定できない無形資産の

2012年度減損テストに、この指針を適用した。連結経営成績に影響はなかった。

 

Ｃ.　企業買収／事業売却

 

企業買収

すべての買収の購入対価は、主に現金で支払われ、本注記の表に反映されている。すべての買収は、連結

キャッシュ・フロー計算書に、取得した現金および現金同等物控除後の金額で計上されている。

 

2014年度

2014年度に、当社は取得価額総額608百万ドルで６件の買収を完了した。
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ソフトウェア・セグメントは、非公開企業５社の買収を完了した。第１四半期に、アスペラ・インク(以下

「アスペラ」という)およびクラウダント・インク(以下「クラウダント」という)を買収し、第２四半期に、シ

ルバーポップ・システムズ・インク(以下「シルバーポップ」という)およびコグニア・グループ・ピーティーワ

イ・リミテッド(以下「コグニア」という)を買収し、ならびに第３四半期にクロスアイディアズ・エッセ・エッ

レ・エッレ(以下「クロスアイディアズ」という)を買収した。グローバル・テクノロジー・サービスは、１件の

買収を完了した。第３四半期に、非公開企業である、ライトハウス・セキュリティー・グループ・エルエルシー

(以下「ライトハウス」という)を買収した。

下記の表は、これらの買収に関連した買収価格、およびそれにより生じた2014年12月31日現在の買収価格の配

賦額を反映している。

 

2014年度の企業買収   

(単位：百万ドル) 償却期間 買収合計額

流動資産  $     56

固定資産／長期性資産  39

無形資産   

　のれん 該当なし 442

　完成したテクノロジー ５年から７年 68

　クライアント・リレーションシップ ７年 77

　特許権／商標権 １年から７年 18

取得資産合計  701

流動負債  (26)

固定負債  (67)

引受負債合計  (93)

買収価格合計  $   608

 

これら各社の買収により、当社が提供する製品およびサービスのポートフォリオは、一層充実し、強化され

た。エンタープライズストレージなどのビッグデータの転送、仮想イメージの共有およびコンピューター計算能

力向上を目的としたクラウドへのアクセスにおいて、アスペラの技術は、クラウド・コンピューティングの速度

を向上させ、予測可能性およびコスト効率を向上させている。クラウダントは、開発者が容易かつ迅速に次世代

のモバイル・アプリやウェブ・アプリを作成できるようにすることで、当社のモバイルおよびクラウドのプラッ

トフォームを強化するものである。シルバーポップは、拡張性の高い環境下で顧客ごとにパーソナライズされた

動作を提供するクラウド・ソリューションのプロバイダーである。コグニアは、ユーザーとデータ駆動型情報と

の間の直感的インターフェースとなるよう設計された個人向け人工知能技術を提供している。クロスアイディア

ズは、アクセス・リスクおよび職務分掌違反の軽減に役立つ次世代の認証およびアクセス管理機能を提供してい

る。ライトハウスは、クラウド対応の認証およびアクセス管理ソリューションのプロバイダーである。
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識別された償却可能な無形資産全体の加重平均償却期間は、6.8年である。これらの識別された無形資産は、

それぞれの耐用年数にわたって定額法で償却される。のれん442百万ドルは、ソフトウェア・セグメント(430百

万ドル)およびグローバル・テクノロジー・サービス・セグメント(11百万ドル)に配賦された。のれんの約１％

が税務上控除可能であると予想される。買収はすべて、被買収企業の100％取得であった。

 

2013年度

2013年度に、当社は取得価額総額3,219百万ドルで10件の買収を完了した。

 

ソフトレイヤー・テクノロジーズ・インク(以下「ソフトレイヤー」という)

2013年７月３日に、当社は、現金対価1,977百万ドルで、テキサス州のダラスを拠点とする、クラウド・コン

ピューティングのインフラを提供する非公開企業であるソフトレイヤーの100％の買収を完了したと発表した。

ソフトレイヤーが当社の新規クラウド・サービス部門に加わり、ソフトレイヤーとIBMスマート・クラウドを組

み合わせてグローバル・プラットフォームを構成する。のれん1,285百万ドルは、グローバル・テクノロジー・

サービス・セグメント(1,246百万ドル) およびソフトウェア・セグメント(39百万ドル)に配賦された。買収日現

在、税務上損金に算入可能なのれんはないと予想されていた。取得した認識可能な無形資産全体の加重平均耐用

年数は、7.0年である。

 

その他の買収

ソフトウェア・セグメントは、非公開企業８社の買収を完了した。第１四半期に、ストアードアイキュー・イ

ンク(以下「ストアードアイキュー」という)およびスター・アナリティクス・インク(以下「スター・アナリ

ティクス」という)、第２四半期に、アーバンコード・インク(以下「アーバンコード」という)、第３四半期に

トラスティア・リミテッド(以下「トラスティア」という)およびDaejaイメージ・システムズ・リミテッド(以下

「Daeja」という)、第４四半期にXtifyインク(以下「Xtify」という)、ナウ・ファクトリーおよびファイバーリ

ンク・コミュニケーションズ(以下「ファイバーリンク」という)を買収した。システム・アンド・テクノロジー

は、１社の買収を完了した。第３四半期に、非公開企業であるCSLインターナショナル(以下「CSL」という)を買

収した。2013年度における買収はすべて、被買収企業の100％取得であった。
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下記の表は、これらの買収に関連した買収価格、およびそれにより生じた2013年12月31日現在の買収価格の配

賦額を反映している。

 

2013年度の企業買収    

(単位：百万ドル) 償却期間 ソフトレイヤー その他の買収

流動資産  $      80 $     97

固定資産／長期性資産  300 41

無形資産    

　のれん 該当なし 1,285 961

　完成したテクノロジー ５年から７年 290 181

　クライアント・リレーションシップ ６年から７年 245 97

仕掛研究開発費 該当なし 2 ―

　特許権／商標権 ２年から７年 75 32

取得資産合計  2,277 1,408

流動負債  (56) (61)

固定負債  (244) (105)

引受負債合計  (300) (166)

買収価格合計  $   1,977 $   1,242

 

ソフトレイヤーに加えて、各々の買収は、当社の製品およびサービス提供のポートフォリオを一層補完および

強化した。ストアードアイキューの買収により、お客様によるビッグデータからの価値の導出を支援する当社の

取り組みが強化されることになる。当社とスター・アナリティクスのソフトウェアを統合することにより、当社

のビジネス・アナリティクス分野への取り組みが加速する。アーバンコードはソフトウェアの配信を自動化する

ことにより、企業がモバイル、ソーシャル、ビッグデータおよびクラウド・アプリケーションを迅速にリリース

し、更新するのに役立っている。CSLは、仮想化環境の簡易管理を提供することにより、統合クラウド機能を充

実させる。トラスティアは、当社のデータ・セキュリティ能力をクラウド、モバイルおよびエンドポイントのセ

キュリティ領域へとさらに拡大する。Daejaは、銀行、保険、医療などデータ集約型の業務をはじめとするあら

ゆる業界において、業務担当者が、重要なビジネス情報に素早くアクセスできるよう支援するソフトウェアを提

供し、当社のビッグデータの機能を補完する。Xtifyは、クラウド形式で提供されるメッセージング・ツールの

リーディング・プロバイダーであり、企業のモバイル機器経由の通信販売の環境を改善し、ネット店舗の稼働率

を向上させ、顧客向けにパーソナライズされた提案を支援する。ナウ・ファクトリーは、アナリティクス・ソフ

トウェアのプロバイダーであり、通信事業者が優れたカスタマー・エクスピリエンスを提供し、新たな収益機会

を創出するのに役立っている。ファイバーリンクは、モバイル管理およびセキュリティ会社であり、企業、パー

トナー、顧客間のセキュア・トランザクションを含んだエンタープライズ・モバイル管理を視野に入れた当社の

構想を支援する。
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「その他の買収」について、識別された償却可能な無形資産全体の加重平均償却期間は、6.6年である。この

識別された無形資産は、それぞれの耐用年数にわたって定額法で償却される。のれん961百万ドルは、ソフト

ウェア・セグメント(948百万ドル)およびシステム・アンド・テクノロジー・セグメント(13百万ドル)に配賦さ

れた。買収日現在、のれんの約２％が税務上損金に算入可能と予想されていた。

 

2012年度

2012年度に、当社は取得価額総額3,964百万ドルで11件の買収を完了した。

 

ケネクサ・コーポレーション(以下「ケネクサ」という)

2012年12月３日に、当社は、現金対価1,351百万ドルで公開企業であるケネクサの100％の買収を完了した。人

材採用および人材管理ソリューションの主要プロバイダーであるケネクサは、クラウドベースの技術とコンサル

ティング・サービスを独自に組み合わせて人とプロセスを統合し、企業の最重要部門にわたって、よりスマート

かつより効果的に人材を活用するソリューションを提供している。のれん1,014百万ドルは、ソフトウェア・セ

グメント(771百万ドル)およびグローバル・テクノロジー・サービス・セグメント(243百万ドル)に配賦された。

買収日現在、のれんの約10％が税務上損金に算入可能と予想されていた。取得した認識可能な無形資産全体の加

重平均耐用年数は、6.5年であった。

 

その他の買収

さらにソフトウェア・セグメントは、８社の買収を完了した。第１四半期に、すべて非公開企業であるグリー

ン・ハット・ソフトウェア・リミテッド(以下「グリーン・ハット」という)、エントリス・インク(以下「エン

トリス」という)およびワークライト・インク(以下「ワークライト」という)、ならびに公開企業のデマンド

テック・インク(以下「デマンドテック」という)、第２四半期に、すべて非公開企業であるバリセント・ソフト

ウェア・インク(以下「バリセント」という)、ビビシモ・インク(以下「ビビシモ」という)およびティーリー

フ・テクノロジー・インク(以下「ティーリーフ」という)、さらに第３四半期に、非公開企業であるバタフラ

イ・ソフトウェア・リミテッド(以下「バタフライ」という)を買収した。システム・アンド・テクノロジーは、

２社の買収を完了した。第１四半期に、非公開企業であるプラットフォーム・コンピューティング・コーポレー

ション(以下「プラットフォーム・コンピューティング」という)を買収し、第３四半期に、非公開企業であるテ

キサス・メモリー・システムズ(以下「TMS」という）を買収した。2012年度における買収はすべて、被買収企業

の100％取得であった。
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下記の表は、これらの買収に関連した買収価格、およびそれにより生じた2012年12月31日現在の買収価格の配

賦額を反映している。

 

2012年度の企業買収    

(単位：百万ドル) 償却期間 ケネクサ その他の買収

流動資産  $      133 $     278

固定資産／長期性資産  98 217

無形資産    

　のれん 該当なし 1,014 1,880

　完成したテクノロジー ３年から７年 169 403

　クライアント・リレーションシップ ４年から７年 179 194

仕掛研究開発費 該当なし ― 11

　特許権／商標権 １年から７年 39 37

取得資産合計  1,632 3,020

流動負債  (93) (143)

固定負債  (188) (264)

引受負債合計  (281) (407)

買収価格合計  $   1,351 $   2,613
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各々の買収は、当社の製品およびサービス提供のポートフォリオを一層補完および強化した。グリーン・ハッ

トは、開発者がクラウド・コンピューティング・テクノロジーを活用して納入前にソフトウェア・アプリケー

ションのテストを実施し、お客様がソフトウェア・アプリケーションの品質向上を実現できるように支援する。

エントリスは、棚卸資産の管理および費用効率の改善をもたらすサプライチェーン・インテリジェンスを提供す

る当社のクラウド・ベース・アナリティクス・ソフトウェアの提供を拡大する。ワークライトは、モバイル・ア

プリケーション管理機能を幅広い業種のお客様に提供する。当該買収により、グローバル企業がすべてのモバイ

ル端末の利用拡大することを支援するために構築されている当社の総合的なモバイルのポートフォリオ(ラッ

プ・トップおよびスマートフォンからタブレット端末まで)が強化された。デマンドテックは、幅広く実施して

いる企業コマースの中で、価格、宣伝およびプロダクトミックスの改善に役立つクラウド・ベース・アナリティ

クス・ソフトウェアを提供する。バリセントのソフトウェアは、セールス部門、ファイナンス部門、人事部門お

よびIT部門がトレンドを明らかにして販売成績および販売活動の最適化を図るためのデータの自動化および分析

を行う。ビビシモのソフトウェアは、データの形式やあり方を問わず、ビッグデータの分析を自動化し、新たな

イニシアティブを主導するために必要である主要なビジネス情報を意思決定者に提供している。ティーリーフ

は、お客様が経験して得た知識すべてをひとつにまとめて管理するソフトウェアを提供しており、このソフト

ウェアは、ウェブおよびモバイル機器の相互作用を分析する。バタフライは、ストレージ計画ソフトウェアおよ

びストレージ移行ツールを提供し、企業によるストレージ領域、稼働時間、IT予算および消費電力の最適化を支

援する。プラットフォーム・コンピューティングがフォーカスするテクニカルコンピューティング管理ソフト

ウェアおよび分散コンピューティング管理ソフトウェアは、シミュレーション、コンピューター・モデリングお

よび分析等の計算集約型およびデータ集約型のアプリケーションに用いる共有コンピューティング環境をお客様

が作り、統合し、管理することを支援する。TMSは、高性能なソリッドステートストレージ・ソリューションを

設計し、販売する。

「その他の買収」について、識別された償却可能な無形資産全体の加重平均償却期間は、6.6年である。この

識別された無形資産は、それぞれの耐用年数にわたって定額法で償却される。のれん1,880百万ドルは、ソフト

ウェア・セグメント(1,412百万ドル)、グローバル・ビジネス・サービス・セグメント(５百万ドル)、グローバ

ル・テクノロジー・サービス・セグメント(21百万ドル)およびシステム・アンド・テクノロジー・セグメント

(443百万ドル)に配賦された。買収日現在、のれんの約15％が税務上損金に算入可能と予想されていた。

 

事業売却

 

2014年度

　マイクロエレクトロニクス

2014年10月20日に、IBMとグローバルファウンドリーズは、グローバルファウンドリーズが、ニューヨーク州

イースト・フィッシュキルおよびバーモント州エセックス・ジャンクションにある当社の既存の半導体製造資産

および工程を含むマイクロエレクトロニクス事業を買収する正式契約を締結したと発表した。グローバルファウ

ンドリーズにより買収される商用OEM事業は、カスタム・ロジックおよびスペシャル・ファウンドリー、製造な

らびに関連する業務を含む。
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両社は、また、グローバルファウンドリーズが、IBMのシステムに使用するサーバー・プロセッサー向けの半

導体技術を提供する独占的な製造元となる10年契約を締結した。この契約により、当社は、現在の半導体ノード

に対する製造能力および市場に基づく価格設定、ならびに開発および製造の両方のニーズのための今後のノード

の進展の機会を得ることとなる。取引契約の一環として、当社は、グローバルファウンドリーズに、IT、サプラ

イチェーン、梱包および検査サービスならびに試験サービスを含む、特定の移行サービスを提供する。これらの

移行サービスの当初の期間は、１年から３年で、グローバルファウンドリーズがそれを更新することができる。

この取引は、規制要件、慣習法上の締結条件およびその他の必要な承認を条件とし、実務上可能であればすぐ

に完了する予定である。取引は2015年に完了すると予想される。

2014年度第３四半期に、当社は、システム・アンド・テクノロジー報告セグメントの一部であった、マイクロ

エレクトロニクス処分グループの売却予定に関連して税引前費用47億ドルを計上した。この税引前費用は、公正

価値から、半導体に係る長期性資産の減損24億ドル、グローバルファウンドリーズへの支払いが予定される現金

対価15億ドル、およびその他の関連費用８億ドルを含む、処分グループの売却に係る見積費用を控除した金額を

反映する。2014年９月30日現在の連結財政状態計算書において、資産の減損は「有形固定資産－純額」に反映さ

れ、売却に係るその他の見積費用は「その他の未払費用および負債」ならびに「その他の負債」に反映された。

これらの見積りは調整される可能性があり、取引の完了前に、当社に追加費用が発生する可能性がある。2014年

12月31日現在、事業のすべての資産および負債は売却目的として報告されている。現金対価は今後３年間にわた

り支払われる予定で、完了日に750百万ドルが支払われる。取引に関連する実際の現金対価の純額は、200百万ド

ルと推定されるグローバルファウンドリーズからの運転資本額により調整される予定である。

2014年９月30日現在において、関連する資産および負債を当初、売却目的保有であると報告したのは、かかる

報告についての適用会計指針の要件をすべて満たしたことに基づくものである。当社は、過年度において売却目

的保有の特定の要件を満たしていたが、2014年９月30日まですべての要件を満たしていなかった。加えて、2014

年９月30日現在、当社は、マイクロエレクトロニクス事業を非継続事業として報告する要件を満たしていると判

断した。処分グループは、会計指針に従い、構成要素となる。引き続き発生する非継続構成要素に係るキャッ

シュ・インフローおよびアウトフローは、製造元契約ならびに移行、梱包および検査サービスに関連している。

これらのキャッシュ・フローは、重要性がないため直接キャッシュ・フローとみなされず、当社には、重要な継

続的関与はない。

 

以下は、非継続事業に関する財務情報の要約を表したものである。

 

(単位：百万ドル)    

12月31日終了年度： 2014年 2013年 2012年

収益合計 $      1,335 $      1,384 $     1,633

非継続事業に係る損失－税引前 (619) (720) (638)

売却に係る損失－税引前 (4,726) ― ―

非継続事業に係る損失合計－税引前 (5,346) (720) (638)

法人税等 (1,617) (322) (243)

非継続事業に係る損失－税引後 $    (3,729) $      (398) $     (395)
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以下に示される2014年12月31日現在の資産および負債が、売却目的保有として分類されている。

 

(単位：百万ドル)   

12月31日現在： 2014年 2013年

資産：   

売掛金 $      245 $     166

棚卸資産 380 481

有形固定資産－純額 ― 2,322

その他の資産 92 90

資産合計 $      717 $   3,059

負債：   

買掛金 $      177 $     172

前受収益 87 84

その他の負債 163 20

負債合計 $      427 $      276

 

業界標準サーバー

2014年１月23日に、IBMとレノボ・グループ・リミテッド(以下「レノボ」という)は、レノボが当社の業界標

準サーバー事業を、調整後の購入価額である21億ドル(このうち約18億ドルは現金、残りはレノボ株式)で取得す

るという正式契約を発表した。当該株式は、レノボの持分所有権の５％未満に相当していた。当社は、当社の

System x、BladeCenter、Flex Systemのブレードサーバーとスイッチ、x86ベースのFlex統合システム 、

NeXtScaleおよびiDataPlexサーバー、ならびに関連するソフトウェア、ブレード・ネットワーキングおよび保守

業務をレノボに売却する。

IBMとレノボは戦略的関係を結び、IBMの業界をリードするエントリーおよびミッドレンジのStorwizeディス

ク・ストレージ・システム、テープ・ストレージ・システム、General Parallel File Systemソフトウェア、

SmartCloud Entryの提供、ならびにSystems DirectorとPlatform Computingソリューションを含むIBMのシステ

ム・ソフトウェアのエレメンツの売却に関するグローバルなOEM契約と再販契約が含まれる予定である。この取

引の当初の完了日を有効日として、レノボは、関連するカスタマー・サービスおよび保守業務を引き継いだ。

IBMは引き続き、一定の期間を設け、レノボに代わって保守および保証サービスを提供する予定である。加え

て、取引契約の一環として、当社は、レノボに、ITおよびサプライチェーン・サービスを含む、特定の移行サー

ビスを提供する。これらの移行サービスの当初の期間は、１年未満から３年である。レノボは特定のサービスに

ついて１年間更新可能である。
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この取引は段階的に完了する予定である。最初の完了は2014年10月１日であった。以後、2014年12月31日現

在、重要な事業拠点があったその他のほとんどの国で完了している。残りの国においては、2015年の初めに完了

予定である。

当社は、約15億ドルの税引前売却益の認識を予想しており、これには、移行および業績連動型費用に関連する

付随費用は含まれない。これらの費用を含めた税引前利益は約12億ドルであり、このうち、11億ドルは2014年度

第４四半期に計上された。売却益の残りは、保守契約が終了する2019年に認識される予定である。

当社の業界標準サーバー事業はシステム・アンド・テクノロジー・セグメントにおいて報告され、関連する保

守業務はグローバル・テクノロジー・サービス・セグメントの一部である。2013年度において、これらの両事業

による収益は約46億ドルで、税引前利益ベースでは実質的に損益分岐点であった。

2014年９月30日現在において、業界標準サーバー事業を売却目的保有と分類したのは、かかる分類についての

適用会計指針の要件をすべて満たしたことに基づくものである。当社は、過年度において特定の売却目的保有分

類の要件を満たしていたが、2014年９月30日まで、処分グループが現状のままで直ちに売却が可能であるという

要件を満たしていなかった。同日より前に、当社は規制当局によるレビューを受けており、有形資産を切り離

し、かかる資産を売却する準備に必要な活動を行っていた。2014年12月31日現在、売却目的保有として残る資産

および負債に重要性はなかった。

加えて、2014年９月30日現在、当社は、業界標準サーバー・システム事業を非継続事業として報告する要件を

満たしていないと判断した。処分グループは業界標準サーバー・システム事業および関連する保守業務から成

る。業界標準サーバー・システムは、会計指針に従い構成要素となるが、その一方、保守業務は構成要素の定義

を満たさない。取引完了後において継続する処分グループに係るキャッシュ・フローの重要性により、当社は業

界標準サーバー・システム事業を非継続事業と報告する要件を満たしていなかった。

 

その他

2014年６月30日に、当社はsolidDB製品一式のユニコム・システムズ・インクへの売却およびフランスの

ヒューマン・キャピタル・マネジメント事業部門のソプラ・グループへの売却を完了した。

2014年８月31日に、当社はコグノス・ファイナンス製品のユニコム・システムズ・インクへの売却を完了し

た。

2014年９月30日に、当社はIMSツール製品一式のロケット・ソフトウェア・インクへの売却およびスターリン

グ輸送管理システムのキーウィル・インクへの売却、ならびにILOG JViewsおよびElixir可視化製品のローグ・

ウェーブ・ソフトウェア・インクへの売却を完了した。

2014年12月31日に、当社は、Focal PointおよびPurifyPlus製品一式のユニコム・システムズ・インクへの売

却を完了した。

2014年に完了した上記のすべての取引およびこれらの取引に関連する金銭面での条件に重要性はなかった。全

体として、当社は、2014年度におけるこれらの取引に関連して、132百万ドルの税引前利益を計上した。
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2013年度

カスタマー・ケア

2013年９月10日に、IBMとSYNNEXは、SYNNEXが当社の世界規模で展開するカスタマー・ケア関連のビジネス・

プロセス・アウトソーシング・サービス事業を501百万ドルで買収するという正式契約を発表した。このうち貸

借対照表の調整後に、約430百万ドルは現金で、71百万ドルはSYNNEX普通株式(SYNNEXの持分所有権の５％未満に

相当していた)で支払われた。この取引の一環として、SYNNEXは当社と複数年にわたる契約を締結し、SYNNEXの

アウトソーシング事業であるConcentrixは、グローバルに展開するカスタマー・ケア関連ビジネス・プロセス・

アウトソーシング・サービスを提供する、IBMの戦略的なビジネス・パートナーとなった。

取引の最初の完了は2014年１月31日で、その後、2014年度に完了している。2014年度第４四半期において、当

社は、必要な貸借対照表の最終的な調整額の解消に引き続き取り組んだ。予想される解消を反映するため、10百

万ドルの費用が計上された。2014年度通年において、当社はこの取引に関連して202百万ドルの税引前利益を計

上した。

 

その他

2013年度第１四半期に、当社は、自社のショーケース・レポーティングのプロダクトセットのヘルプ／システ

ムズへの売却を完了した。ショーケース・レポーティングは、2009年度のSPSSの買収により当社が取得したもの

であり、顧客が分析的レポートの環境を構築および管理することができるようにする企業規模のビジネス・イン

テリジェンス・プラットフォームである。

2013年度第４四半期に、当社は、アプリカツィオーニ・コンタビリ・ジェスティオナリ(以下「ACG」という)

事業とコグノス・アプリケーション・デベロップメント・ツールズ (以下「ADT」という)事業の２件の売却を完

了した。

ACG事業は、TeamSystemにより買収された。ACG製品は、中小企業向けのイタリアのエンタープライズ・リソー

ス・プラニング・ソリューションである。コグノスのADT事業は、ユニコム・システムズ・インクに買収され

た。コグノスのADT製品群とは、プログラマーが高い生産性レベルでCOBOLアプリケーションを開発できるような

アプリケーション開発環境を提供するレガシー製品群である。

各取引の金銭面での条件は、連結経営成績に重要な影響を及ぼさなかった。

 

2012年度

リテール・ストア

2012年４月17日に、当社は、リテール・ストア・ソリューション事業を東芝テックに売却することについて同

社と正式契約を締結したことを発表した。この取引の一環として、当社は当初の取引完了日より３年以内に東芝

テックに保守事業を譲渡することに合意した。

2014年度第４四半期に、当社は保守サービス要員の東芝への異動の第４段階を完了した。その後の段階的な取

引は、2015年度第１四半期に完了する予定である。部品および棚卸資産の東芝への譲渡は2015年度第１四半期に

開始され、2015年度第３四半期までに完了すると予想される。人員の異動および取引全体において継続中の契約

条件の評価により、2014年度第４四半期に税引前利益において６百万ドルの追加計上額が認識された。
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当社は事業売却の最終段階が2015年度第３四半期に完了すると予想している。全体として、当社は約517百万

ドルの売却に係る税引前利益累計額の認識を見込んでおり、このうち、511百万ドルが2014年12月31日までに認

識されている。

 

次へ
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Ｄ.　金融商品

 

公正価値測定

定期的に公正価値で測定される金融資産および金融負債

 

以下の表は、2014年および2013年12月31日現在、定期的に公正価値で測定される当社の金融資産および金融負

債を表示したものである。

 
(単位：百万ドル)
2014年12月31日現在

レベル１ レベル２ レベル３ 合計  

資産      

現金同等物(1)      

定期預金および譲渡性定期預金証書 $       ― $    3,517 $       ― $    3,517  

コマーシャル・ペーパー ― 764 ― 764  

マネー・マーケット・ファンド 662 ― ― 662  

米国連邦政府証券 ― 410 ― 410  

その他の有価証券 ― 6 ― 6  

合計 662 4,697 ― 5,359 (5)

負債証券－長期(2) 1 8 ― 9  

売買目的有価証券投資(2) 74 ― ― 74  

売却可能株式投資(2) 243 ― ― 243  

デリバティブ資産(3)      

金利契約 ― 633 ― 633  

為替契約 ― 775 ― 775  

株式契約 ― 24 ― 24  

合計 ― 1,432 ― 1,432 (6)

資産合計 $     980 $   6,138 $       ― $    7,118 (6)

負債      

デリバティブ負債(4)      

為替契約 ― 177 ― 177  

株式契約 ― 19 ― 19  

負債合計 $       ― $     196 $       ― $      196 (6)

(1) 連結財政状態計算書の「現金および現金同等物」に含まれている。

(2) 連結財政状態計算書の「投資およびその他の資産」に含まれている。

(3) 2014年12月31日現在の連結財政状態計算書の「前払費用およびその他の流動資産」ならびに「投資およびその他の資

産」に含まれるデリバティブ資産の総残高は、それぞれ751百万ドルおよび681百万ドルである。

(4) 2014年12月31日現在の連結財政状態計算書の「その他の未払費用および負債」ならびに「その他の負債」に含まれるデ

リバティブ負債の総残高は、それぞれ165百万ドルおよび31百万ドルである。

(5) 売却可能有価証券は、公正価値に近似する簿価で表されている。

(6) 適格な基本相殺契約の対象であるデリバティブ・エクスポージャーが連結財政状態計算書において相殺された場合、デ

リバティブ資産および負債ポジションの合計はそれぞれ97百万ドル減少することとなる。
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(単位：百万ドル)
2013年12月31日現在

レベル１ レベル２ レベル３ 合計  

資産      

現金同等物(1)      

定期預金および譲渡性預金証書 $       ― $    4,754 $       ― $    4,754  

コマーシャル・ペーパー ― 1,507 ― 1,507  

マネー・マーケット・ファンド 1,728 ― ― 1,728  

その他の有価証券 ― 8 ― 8  

合計 1,728 6,269 ― 7,997 (6)

負債証券－短期(2) ― 350 ― 350 (6)

負債証券－長期(3) 1 7 ― 9  

売却可能株式投資(3) 18 ― ― 18  

デリバティブ資産(4)      

金利契約 ― 308 ― 308  

為替契約 ― 375 ― 375  

株式契約 ― 36 ― 36  

合計 ― 719 ― 719 (7)

資産合計 $    1,747 $   7,345 $       ― $    9,092 (7)

負債      

デリバティブ負債(5)      

金利契約 $       ― $     13 $       ― $     13  

為替契約 ―   484        ―   484  

株式契約 ― 4 ― 4  

負債合計 $       ― $     501 $       ― $     501 (7)

(1) 連結財政状態計算書の「現金および現金同等物」に含まれている。

(2) 連結財政状態計算書の「市場性のある有価証券」として計上されているコマーシャル・ペーパーおよび譲渡性定期預金

証書である。

(3) 連結財政状態計算書の「投資およびその他の資産」に含まれている。

(4) 2013年12月31日現在の連結財政状態計算書の「前払費用およびその他の流動資産」ならびに「投資およびその他の資

産」に含まれるデリバティブ資産の総残高は、それぞれ318百万ドルおよび401百万ドルである。

(5) 2013年12月31日現在の連結財政状態計算書の「その他の未払費用および負債」ならびに「その他の負債」に含まれるデ

リバティブ負債の総残高は、それぞれ375百万ドルおよび126百万ドルである。

(6) 売却可能有価証券は、公正価値に近似する簿価で表されている。

(7) 適格な基本相殺契約の対象であるデリバティブ・エクスポージャーが連結財政状態計算書において相殺された場合、デ

リバティブ資産および負債ポジションの合計はそれぞれ251百万ドル減少することとなる。

 

2014年12月31日終了年度において、当社は、特定の規制の解除により、74百万ドルの売買目的有価証券投資を

レベル２からレベル１に振替えた。2013年12月31日終了年度において、レベル１とレベル２の間に重要な振替は

なかった。

 

公正価値測定されない金融資産および負債

短期受取債権および支払債務

受取手形およびその他の売掛金ならびにその他の投資は、簿価と公正価値がほぼ等しい金融資産である。買掛

金、その他の未払費用および短期借入債務（１年以内返済予定の長期借入金を除く）は、簿価と公正価値がほぼ

等しい金融負債である。財務書類上、公正価値で測定される場合、これらの金融商品は公正価値階層のレベル３

に分類される。
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貸付金および長期受取債権

公正価値は、信用格付が同レベルのお客様に対して提供された、満期までの残存期間が同じである類似の貸付

金について、現在の金利を用いた割引将来キャッシュ・フローに基づいている。2014年および2013年12月31日現

在、貸付金および長期受取債権の簿価と見積公正価値の差額は重要ではなかった。財務書類上、公正価値で測定

される場合、これらの金融商品は公正価値階層のレベル３に分類される。

 

長期借入債務

上場長期借入債務の公正価値は、活発な市場で資産として取引される場合、同一の債券の相場価格に基づく。

相場価格が入手可能ではないその他の長期借入債務については、条件および満期までの残存期間が類似している

債券に関して当社がその時点で入手可能な利率を用いる予想現在価値法が公正価値の見積りに使用される。2014

年および2013年12月31日現在、長期借入債務の簿価はそれぞれ35,073百万ドルおよび32,856百万ドルであり、見

積公正価値はそれぞれ37,524百万ドルおよび34,555百万ドルである。財務書類上、公正価値で測定される場合、

長期借入債務(１年以内返済予定分を含む)は公正価値階層のレベル２に分類される。

 

負債証券および市場性のある持分証券

当社の現金同等物および短期負債証券は売却可能有価証券とみなされ、連結財政状態計算書に公正価値で計上

されているが、簿価との差額は重要ではない。

2014年度第１四半期において、当社はカスタマー・ケア関連事業の売却に伴い、持分証券を取得し、これらは

売買目的有価証券に分類されている。2014年12月31日現在、売買目的有価証券に関する未実現利益21百万ドルが

連結損益計算書の「その他の(収益)および費用」に計上された。

以下の表は、当社の長期負債証券および市場性のある持分証券の要約である。これらもまた、売却可能有価証

券とみなされ、連結財政状態計算書に公正価値で計上されている。

 
(単位：百万ドル)
2014年12月31日現在

修正取得原価
未実現利益
の総額

未実現損失
の総額

公正価値

負債証券－長期(1) $        7 $        3 $       ― $        9

売却可能株式投資(1) $      272 $        2 $       31 $      243

(1) 連結財政状態計算書の「投資およびその他の資産」に含まれている。

 

(単位：百万ドル)
2013年12月31日現在

修正取得原価
未実現利益
の総額

未実現損失
の総額

公正価値

負債証券－長期(1) $        7 $        1 $       ― $        9

売却可能株式投資(1) $       20 $        2 $        4 $       18

(1) 連結財政状態計算書の「投資およびその他の資産」に含まれている。
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2014年度第４四半期において、当社は業界標準サーバー事業の売却に伴い、持分証券を取得し、これらは売却

可能有価証券に分類されている。売却可能有価証券に関する未実現損失の総額31百万ドルが連結財政状態計算書

に計上された。

2014年12月31日現在の入手可能な証拠の評価に基づき、当社は負債証券および売却可能株式投資に係る未実現

損失は一時的なものであり、一時的でない減損の引当の必要性を示すものではないと考えている。

 

該当期間における負債証券および売却可能持分証券の売却は以下のとおりである。

 
(単位：百万ドル)
12月31日終了年度

2014年 2013年 2012年

収入 $      21 $      41 $      112

実現利益総額(税引前) 0 13 45

実現損失総額(税引前) 5 5 1

 

「その他の包括利益／(損失)」および「その他の包括利益／(損失)累計額」から「当期純利益」に組替えられ

た税引後純(利益)／損失に含まれている売却可能負債証券および持分証券に係る税引後の未実現損益純額は、以

下のとおりであった。

 
(単位：百万ドル)
12月31日終了年度

2014年  2013年

当期に発生した正味未実現利益／(損失) $     (18)  $     0

当期純利益に組替えられた正味未実現(利益)／損失 3  (5)

 

実質的にすべての売却可能負債証券の契約上の満期は、2014年12月31日において１年未満である。

 

デリバティブ金融商品

当社は、複数の機能通貨で業務を行っており、国際金融市場において重要な貸手および借手である。通常の業

務において、当社は金利変動および為替変動の影響を受けるリスク、ならびにそれほどではないが株価および商

品価格の変動のリスクならびにお客様の信用リスクを負っている。当社は、確立したリスク管理方針および手続

に従うことにより、これらリスクを限定している。当該方針および手続には、デリバティブの利用、ならびにコ

スト効率の高い場合には資産の貨幣単位と同じ通貨建の債務による資金調達が含まれている。金利エクスポー

ジャーについては、当社のリースおよびその他の金融資産に関連する金利と資金調達のための債務に関連する金

利との相場変動を連動させるためにデリバティブを利用している。また、関連する債務コストを管理するために

もデリバティブが利用されている。外国為替エクスポージャーについては、外国為替相場の変動により生じる

キャッシュ・フロー・ボラティリティの管理を向上するためにデリバティブを利用している。

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

292/508



デリバティブ商品を利用していることから、当社は、デリバティブ契約の相手方による契約債務不履行のリス

クにさらされている。契約相手方の信用リスクを軽減するため、当社の方針により、全般的な信用プロファイル

に基づいて慎重に選定した大手金融機関とのみ契約を締結している。当社が確立した主要取引に係る信用リスク

を軽減するための方針および手続には、信用エクスポージャーの限度の見直しおよび設定、ならびに取引相手の

信用度の継続的な評価が含まれている。当該契約において存在する相殺権により、当該契約の対象となる当社の

法的主体は、契約相手方が債務不履行となった場合の信用リスクによる最大損失を軽減するために契約相手方に

対する債権債務の金額を相殺することができる。

当社はまた、大半の主要なデリバティブ契約の相手との担保契約の当事者である。当該契約は、デリバティブ

公正価値が契約上、設定された基準値を上回る場合に担保(現金または米国財務省証券)を保有または計上するよ

う当社に要求している。基準値の計上は、クレジット・デフォルト・スワップの価格設定または主要な信用機関

から受け取った信用格付けに基づいて固定されるか、または変動する可能性がある。2014年および2013年12月31

日現在で負債ポジションにあり、当該担保契約に基づくすべてのデリバティブ商品の公正価値総額は、それぞれ

21百万ドルおよび216百万ドルであった。これに対し、当社は2014年および2013年12月31日現在では担保供与し

なかった。当該契約の完全担保化は、担保契約の条件に従い、当社の信用格付けが当社の投資適格グレードを下

回る場合、または当社のクレジット・デフォルト・スワップ・スプレッドが250ベーシス・ポイントを上回る場

合に要求されることとなる。2014年および2013年12月31日現在の純資産ポジションにおけるデリバティブ商品の

公正価値総額は、それぞれ1,432百万ドルおよび719百万ドルであった。この金額は、契約相手が契約通りに履行

できなかったことによる、報告日の損失に対する最大エクスポージャーを示している。このエクスポージャーに

より、契約相手との基本相殺契約に含まれる負債は、2014年および2013年12月31日現在、それぞれ97百万ドルお

よび251百万ドル減少した。また、2014年および2013年12月31日現在、このエクスポージャーにより、当社が受

け取った現金担保はそれぞれ487百万ドルおよび29百万ドル減少した。2014年および2013年12月31日現在、連結

財政状態計算書に計上されていたデリバティブ資産に関連するエクスポージャーの純額はそれぞれ817百万ドル

および439百万ドルであった。2014年および2013年12月31日現在、連結財政状態計算書に計上されていたデリバ

ティブ負債に関連するエクスポージャーの純額はそれぞれ99百万ドルおよび250百万ドルであった。

連結財政状態計算書において、当社は、基本相殺契約の負債に対してデリバティブ資産を相殺せず、また関連

のデリバティブ商品の公正価値に対して現金担保の支払または受取時に認識される債権または債務を相殺しな

い。2014年および2013年12月31日現在、現金担保を回収する権利について「その他債権」に認識された金額はな

かった。2014年および2013年12月31日現在、現金担保を回収するための債務について「買掛金」に認識された金

額は、それぞれ487百万ドルおよび29百万ドルであった。当社は再担保に対して受け取った現金担保の利用を制

限しているため、連結財政状態計算書の「前払費用およびその他の流動資産」に現金担保を計上している。2014

年および2013年12月31日現在、再担保された金額はなかった。2014年12月31日現在、当社は、米国財務省証券に

よる非現金担保を31百万ドル保有しており、2013年12月31日現在、保有する非現金担保はなかった。
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当社は、米ドルに対する当社の重要な外国子会社の為替レートの変動により生じる株主持分のボラティリティ

をヘッジするために、デリバティブ商品を利用することができる。純投資ヘッジとして指定されている当該商品

は、ヘッジ対象持分の換算に基づくキャッシュ・フローによっても相殺されないような直接的影響を満期時に

キャッシュ・フローに対して及ぼすことから、当社を流動性リスクにさらしている。当社は継続的に現金損失の

可能性を監視しており、この流動性リスクを管理するために、デリバティブ商品の指定を解除または解約するこ

とによりこれらのヘッジ関係の一部を解消することができる。ヘッジ会計として指定されていない場合でも、当

社は、指定解除の日から満期までの指定解除された商品の公正価値の変動を相殺するために、デリバティブを利

用する可能性がある。

当社は、ヘッジプログラムにおいて、対象となるエクスポージャーに応じて、先渡契約、先物契約、金利ス

ワップおよび通貨スワップを利用している。当社は、レバレッジド・デリバティブ商品の当事者ではない。

根底にあるリスクにより分類される、主要なヘッジプログラムについての簡単な説明は、以下のとおりであ

る。

 

金利リスク

固定および変動利付借入金

当社は、主にファイナンス・リースおよび貸付金ポートフォリオに対して資金提供するために、国際資本市場

において社債を発行している。コスト効率の高い資金調達により、原資産との間に金利のミスマッチが生じる可

能性がある。それらを対応させ、全般的な金利コストを削減するために、当社は金利スワップを利用している。

当該商品は、特定の固定利付債の発行を変動利付債に転換(公正価値ヘッジ)、また特定の変動利付債の発行を固

定利付債に転換(キャッシュ・フロー・ヘッジ)するものである。2014年および2013年12月31日現在、当社の金利

スワップの名目元本総額はそれぞれ58億ドルおよび31億ドルであった。2014年および2013年12月31日現在、これ

らの商品の加重平均残存期間はそれぞれ約8.7年および約10.6年であった。

 

予想される債券の発行

当社は将来の債券の発行に関して金利ボラティリティにさらされている。このリスクを管理するために、予想

される債券の発行に関連する利息支払額の金利を固定する先日付スタート金利スワップを利用する場合がある。

当該スワップはキャッシュ・フロー・ヘッジとして会計処理される。当社は、2014年および2013年12月31日現

在、未行使の当該プログラムに関連するデリバティブ商品を保有していなかった。

2014年および2013年12月31日現在、当社の借入債務のキャッシュ・フロー・ヘッジに関して、AOCIに約１百万

ドルの純利益(税引前)がそれぞれ計上された。これらの金額のうち、それぞれ１百万ドル未満の利益が今後12ヶ

月以内に当期純利益へと組替えられる予定であり、原取引への経済的影響を相殺する。
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為替リスク

海外子会社に対する長期投資(「純投資」)

当社の外貨建負債ポートフォリオの大部分は、主要海外子会社の機能通貨の米ドルに対する外国為替相場の変

動によって生じる株主持分のボラティリティを軽減するための海外子会社への純投資のヘッジ手段となってい

る。当社はこのリスク管理目的で、クロスカレンシー・スワップと外国為替先渡契約も利用している。2014年お

よび2013年12月31日現在、純投資ヘッジとして指定されたデリバティブ商品の名目元本総額はそれぞれ22億ドル

および30億ドルであった。2014年および2013年12月31日現在の当該商品の加重平均残存期間はそれぞれ約0.2年

および0.4年であった。

 

予想されるロイヤルティおよび原価取引

当社の事業において、機能通貨以外の通貨による重要な第三者ベンダーに対する決済および米国外の子会社間

または親会社との間のロイヤルティおよび製品・サービスに対する連結会社間決済が発生する。こうした外国通

貨のキャッシュ・フローを見込んで、また為替相場のボラティリティを考慮して、当社は外国為替先渡契約を選

択的に利用し、為替リスクを管理している。当該先渡契約は、キャッシュ・フロー・ヘッジとして会計処理され

ている。当社が将来キャッシュ・フローの変動性に対するエクスポージャーをヘッジする最長期間は、４年間で

ある。2014年および2013年12月31日現在、予想されるロイヤルティおよび原価取引のキャッシュ・フロー・ヘッ

ジとして指定された先渡契約の名目元本総額はそれぞれ93億ドルおよび102億ドルで、加重平均残存期間は両期

間ともに0.7年であった。

2014年および2013年12月31日現在、予想されるロイヤルティおよび原価取引のキャッシュ・フロー・ヘッジに

関連して、当社はAOCIにそれぞれ602百万ドルの純利益および252百万ドルの純損失(税引前)を計上した。このう

ち、572百万ドルの利益および166百万ドルの損失はそれぞれ、今後12ヶ月以内に当期純利益へと組替えられる予

定であり、予想取引への経済的影響を相殺する。

 

外貨建借入金

当社は、外貨建債務に関して為替レートによるボラティリティにさらされている。このリスクを管理するため

に、外貨建固定利付債務を発行体の機能通貨建の固定利付債務に転換するクロスカレンシー・スワップを利用し

ている。当該スワップはキャッシュ・フロー・ヘッジとして会計処理される。当社が将来キャッシュ・フローの

変動性に対するエクスポージャーをヘッジする最長期間は、約７年間である。2014年12月31日現在、当該プログ

ラムに関連する金融商品はなかった。2013年12月31日現在、外貨建債務のキャッシュ・フロー・ヘッジとして指

定されたクロスカレンシー・スワップの名目元本総額は12億ドルであった。

2014年および2013年12月31日現在、外貨建借入金のキャッシュ・フロー・ヘッジに関連して、当社はAOCIにそ

れぞれ２百万ドルの純損失および９百万ドルの純損失(税引前)を計上した。このうち、それぞれ１百万ドル未満

および３百万ドルの損失は、今後12ヶ月以内に当期純利益へと組替えられる予定であり、対象エクスポージャー

への経済的影響を相殺する。
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子会社の資金および外貨建資産／負債の管理

当社は、子会社の資金管理を行うために、社内の国際財務センターを利用している。当該センターは主として

通貨スワップを利用しており、その目的はコスト効率の高い方法でキャッシュ・フローを転換することである。

また、当社の機能通貨以外の通貨建資産および負債の一部に係る外国為替エクスポージャーを純額ベースで経済

的にヘッジするために、当社は外国為替先渡契約を利用している。当該先渡およびスワップ契約の契約期間は通

常１年未満である。これらの契約およびヘッジ対象エクスポージャーによる公正価値の変動額は通常相殺され、

連結損益計算書の「その他の(収益)および費用」に計上される。2014年および2013年12月31日現在、外国為替エ

クスポージャーの経済的ヘッジにおけるデリバティブ商品の名目元本総額はそれぞれ131億ドルおよび147億ドル

であった。

 

株式リスク管理

当社は、特定の広範囲の株式市場指数および主として従業員に対する特定の債務に関連する自己株式につい

て、市場価格の変動の影響を受ける可能性がある。これらの従業員に対する報酬債務の全体的価値の変動額は連

結損益計算書の「販売費および一般管理費」に計上されている。当社は、当社の従業員に対する報酬債務に関連

するエクスポージャーを経済的にヘッジするために、会計上のヘッジとして設定されてはいないものの、株式の

スワップおよび先物を含むデリバティブを利用している。当該デリバティブは特定の広範囲の株式市場指数の総

利回り、または当社普通株式の総利回りに連動されている。これらのデリバティブは公正価値で計上されてお

り、その損益は連結損益計算書の「販売費および一般管理費」に計上されている。2014年および2013年12月31日

現在、当該報酬債務の経済的ヘッジにおけるデリバティブ商品の名目元本総額は両期間において13億ドルであっ

た。

 

その他のリスク

当社は、様々な投資に関連して普通株式を購入するためにワラントを保有する可能性がある。当該ワラント

は、株式または現金のネット決済条項を含んでいるためデリバティブとみなされている。当社は当該ワラントの

公正価値の変動額を連結損益計算書の「その他の(収益)および費用」に計上している。当社は、2014年および

2013年12月31日現在、デリバティブとみなされる発行済ワラントを保有していなかった。

当社は、契約条項に基づいて支払うべき金額をお客様が支払えない場合の潜在的損失のリスクにさらされてい

る。当社は信用エクスポージャーを経済的にヘッジするためにクレジット・デフォルト・スワップを利用する可

能性がある。当該デリバティブの期間は１年以内である。当該スワップは公正価値で計上されており、その損益

は連結損益計算書の「その他の(収益)および費用」に計上されている。当社は、2014年および2013年12月31日現

在、未行使の当該プログラムに関連するデリバティブ商品を保有していなかった。

当社は特定の投資有価証券に関して市場のボラティリティにさらされている。当社は市場のエクスポージャー

を経済的にヘッジするためにオプションまたは先渡契約を利用する場合がある。デリバティブは公正価値で計上

されており、損益は連結損益計算書の「その他の(収益)および費用」に計上されている。2014年12月31日現在、

投資有価証券の経済的ヘッジにおいて使用されたデリバティブ商品の名目元本の総額は１億ドルであった。2013

年12月31日現在、このプログラムに未決済残高はなかった。
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以下の表は、2014年および2013年12月31日現在ならびに2014年、2013年および2012年12月31日終了年度におけ

るリスク管理活動に関連したデリバティブおよびデリバティブ以外の商品の定量的要約である。

 

デリバティブ商品の連結財政状態計算書上の公正価値

(単位：百万ドル)

 

 デリバティブ資産の公正価値 デリバティブ負債の公正価値

 
12月31日現在：

貸借対照表上の
分類

2014年 2013年
貸借対照表上の

分類
2014年 2013年

ヘッジ商品として指
定：

      

金利契約
前払費用および
その他の流動資
産

$       5 $      ―
その他の未払費
用および負債

$      0 $      0

 
投資およびその
他の資産

628 308 その他の負債 ― 13

為替契約
前払費用および
その他の流動資
産

632 187
その他の未払費
用および負債

50 331

 
投資およびその
他の資産

17 26 その他の負債 21 112

 
デリバティブ資
産の公正価値

$    1,281 $     522
デリバティブ負
債の公正価値

$     72 $     456

ヘッジ商品の指定な
し：

      

為替契約
前払費用および
その他の流動資
産

$      90 $      94
その他の未払費
用および負債

$    101 $     40

 
投資およびその
他の資産

37 67 その他の負債 4 1

株式契約
前払費用および
その他の流動資
産

24  36
その他の未払費
用および負債

14 4

 
投資およびその
他の資産

0 ― その他の負債 5 ―

 
デリバティブ資
産の公正価値

$     151 $     197
デリバティブ負
債の公正価値

$    125 $     45

ヘッジ商品として指定
された債務合計

      

短期借入債務  該当なし 該当なし $       0 $     190

長期借入債務  該当なし 該当なし $   7,766 $   6,111

合計  $   1,432 $  　 719  $  7,963 $   6,802
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連結損益計算書に対するデリバティブ商品の影響

 

(単位：百万ドル) 損益に認識された利益／(損失)

 
 
12月31日終了年度：

連結損益計算
書の勘定科目

デリバティブに関して
認識されたもの(1)

ヘッジ対象リスクに
帰属するもの(2)

2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

公正価値ヘッジにおけるデリ
バティブ商品(5)

 
 

  
 

  

金利契約  
ファイナンシ
ング原価

$   231 $   (109) $   65 $   (127) $   202 $    59

  支払利息 206 (74) 55 (114) 138 50

ヘッジ商品として指定されて
いないデリバティブ商品(1)

       

為替契約  
その他の(収
益)および費
用

(776) (328) (311) 該当なし 該当なし 該当なし

金利契約  
その他の(収
益)および費
用

34 ― ― 該当なし 該当なし 該当なし

株式契約  
販売費および
一般管理費

51 164 110 該当なし 該当なし 該当なし

  
その他の(収
益)および費
用

(9) ― ― 該当なし 該当なし 該当なし

合計   $   (263) $   (347) $  (81) $  (241) $   340 $   108

 

(単位：百万ドル) 損益およびその他の包括利益に認識された利益／(損失)

 
OCIに認識された

有効部分  連結損益
計算書の
勘定科目

AOCIから損益に
組替えられた
有効部分

非有効部分
および有効性の
テストから除外
された金額(3)

12月31日終了年度： 2014年 2013年 2012年  2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

キャッシュ・フロー・
ヘッジにおけるデリバ
ティブ商品

           

金利契約  $ ― $ ― $ ―  支払利息 $ (1) $ ― $  (6) $ ― $ ― $ ―

為替契約  958 43 32  
その他の
(収益)およ
び費用

98 162 237 (1) 0 3

      売上原価 (15) (34) 7 ― ― ―

      
販売費
および
一般管理費

15 39 16 ― ― ―

純投資ヘッジにおけるデ
リバティブ商品(4)

           

為替契約  1,136 173 (26)  支払利息 ― ― ― 0 3 11

合計  $2,095 $ 216 $   6   $  97 $ 167 $  253 $  (1) $   3 $  14

(1) 公正価値ヘッジ関係におけるデリバティブ商品の純粋な公正価値の変動および当該デリバティブ契約に基づき要求され

るクーポン支払額に対する期間的な未払額を含む金額。

(2) 当該期間に計上されたヘッジ対象項目の簿価に対するベースの調整および当該期間に指定を解除されたヘッジ関係に関

して計上されたベースの調整の償却費を含む金額。

(3) 損益に認識された利益／(損失)の金額は、ヘッジ関係に係る非有効部分を表している。

(4) 純投資ヘッジにはデリバティブ商品および非デリバティブ商品が含まれる。

(5) 2014年12月31日終了年度において、公正価値ヘッジは、４百万ドルの利益が非有効部分であった。2013年12月31日終了

年度において、非有効部分として計上された公正価値ヘッジはなかった。
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2014年、2013年および2012年12月31日に終了した12ヶ月間において、(公正価値ヘッジに関して)ヘッジの非有

効部分として損益に認識された、またはヘッジの有効性の評価から除外された重要な損益、あるいは(キャッ

シュ・フロー・ヘッジに関して)発生しなかったか発生が予想されなかった対象エクスポージャーに関連する重

要な損益はなかった。また、通常の事業活動においてかかる損益は予想されていない。

 

Ｅ.　棚卸資産
 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

製品  $    430  $    444

仕掛品および原材料  1,674  1,866

合計  $ 2,103  $ 2,310

 

Ｆ.　金融債権

 

以下の表は、残存価値を含む、貸倒引当金控除後の金融債権を示している。

 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

流動資産     

販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシング・リース
への純投資

 $ 3,781  $ 4,004

商業金融債権  8,423  8,541

ローン債権および割賦売掛金(貸付金)  7,631  7,243

合計  $ 19,835  $ 19,787

固定資産     

販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシング・リース
への純投資

 $ 4,449  $ 5,700

ローン債権および割賦売掛金(貸付金)  6,660  7,055

合計   $ 11,109  $ 12,755
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販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシング・リースへの純投資は、主に当社のシステム製品に関する

リースで、リース期間は通常２年から６年のものである。販売型リースおよびダイレクト・ファイナンシング・

リースへの純投資には、無保証の残存価値が、2014年および2013年12月31日現在でそれぞれ671百万ドルおよび

737百万ドル含まれており、また、同日現在における前受収益それぞれ517百万ドルおよび672百万ドル、ならび

に貸倒引当金それぞれ165百万ドルおよび123百万ドルを控除して表示されている。2014年12月31日現在の最低

リース料支払額残高の年度別支払予定は、合計額に対する比率で表示すれば概ね以下のとおりである。2015年、

49％；2016年、28％；2017年、16％；2018年、６％；2019年以降、２％。

2014年および2013年12月31日現在、貸倒引当金それぞれ17百万ドルおよび23百万ドルを控除後の商業金融債権

は主に、IBMとOEMの製品のディーラーおよび再販業者に対する在庫担保金融および売掛金担保金融に関連してい

る。在庫担保金融および売掛金担保金融に関する支払期間は、通常30日から90日である。

2014年および2013年12月31日現在、貸倒引当金それぞれ396百万ドルおよび242百万ドルを控除後のローン債権

および割賦売掛金(貸付金)は、ハードウェア、ソフトウェアおよびサービスの購入資金を提供するために主にお

客様に対して行う貸付である。これらの資金提供取引における支払期間は通常、最長７年である。

ローン債権および割賦売掛金の各資金提供契約は、競争市場利率で個別に価格設定されている。当社は、これ

ら個別の資金提供契約の条項の履行について記録している。

当社は、特定の金融債権を非遡及型借入金の担保として利用している。借入金の担保として供されている金融

債権は、2014年および2013年12月31日現在、それぞれ642百万ドルおよび769百万ドルであった。これらの借入金

は、115ページから117ページ(原文)の注記Ｊ「借入金」に含まれている。

2014年および2013年12月31日現在、当社は売却目的の金融債権を保有していなかった。
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ポートフォリオ・セグメント別金融債権

以下の表は、2014年および2013年12月31日現在のポートフォリオ・セグメントおよびクラス別に貸倒引当金お

よび残存価値を除いた総額ベースの金融債権(ただし、流動資産に計上される商業金融債権およびその他の流動

金融債権を除く)を表示している。当社は、リース債権およびローン債権の２つのポートフォリオ・セグメント

に基づいて貸倒引当金を決定し、さらにポートフォリオを主要市場と成長市場の２つのクラスに区分している。

 

  2014年12月31日現在

(単位：百万ドル)  主要市場  成長市場  合計

金融債権       

リース債権  $ 5,702  $ 1,943  $ 7,645

ローン債権  10,049  4,639  14,687

期末残高  $ 15,751  $ 6,581  $ 22,332

減損一括評価  $ 15,665  $ 6,156  $ 21,821

減損個別評価  $    86  $   425  $   511

貸倒引当金：       

2014年１月１日現在期首残高       

リース債権  $    42  $    80  $   123

ローン債権  95  147  242

合計  $   137  $   228  $   365

償却     (18)     (6)     (24)

引当金  3  240  243

その他  (12)  (11)  (23)

2014年12月31日現在期末残高  $   111  $   450  $   561

リース債権  $    32  $   133  $   165

ローン債権  $    79  $   317  $   396

減損一括評価  $    42  $    39  $    81

減損個別評価  $    69  $   411  $   480
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  2013年12月31日現在

(単位：百万ドル)  主要市場  成長市場  合計

金融債権       

リース債権  $ 6,796  $ 2,200  $ 8,996

ローン債権  10,529  4,012  14,542

期末残高  $ 17,325  $ 6,212  $ 23,537

減損一括評価  $ 17,206  $ 6,013  $ 23,219

減損個別評価  $   119  $   199  $   318

貸倒引当金：       

2013年１月１日現在期首残高       

リース債権  $    59  $    55  $   114

ローン債権  121  84  204

合計  $   180  $   138  $   318

償却     (23)     (10)     (33)

引当金  (21)  105  84

その他  1  (6)  (5)

2013年12月31日現在期末残高  $   137  $   228  $   365

リース債権  $    42  $    80  $   123

ローン債権  $    95  $   147  $   242

減損一括評価  $    45  $    48  $    93

減損個別評価  $    93  $   179  $   272

 

引当金の計算に際して、金融債権は個別基準または一括基準のいずれかで評価される。個別評価債権について

は、当社は売掛金の予想キャッシュ・フローを決定し、潜在的損失の見積額および損失の発生可能性について見

積額を計算している。損失が生じる可能性がある売掛金について、当社は個別に引当金を計上している。また、

当社は、個別に引当金を計上された売掛金を除き、異なるポートフォリオに対する引当率を適用して算定した個

別に配分できない引当金を計上している。この引当率は信用格付、デフォルト確率、期間、特性(リース／ロー

ン)および損失の実績に基づいている。
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未収利息未計上の状態にある金融債権

以下の表は、2014年および2013年12月31日現在の未収利息未計上の状態にあった金融債権への投資計上額を示

すものである。

 

  12月31日現在

 
(単位：百万ドル)

 2014年  2013年

主要市場  $     13  $     25

成長市場  40  34

リース債権合計  $     53  $     59

主要市場  $     27  $     40

成長市場  151  92

ローン債権合計  $     178  $     132

債権合計  $    231  $    191

 

減損ローン

当社は、個別評価引当金が計上されているすべてのローンを減損ローンとみなしている。また、減損の度合い

により、ローンは未収利息未計上の状態に置かれることとなる。下の表は、2014年および2013年12月31日現在の

減損ローン債権を示している。

 

  2014年12月31日現在

(単位：百万ドル)  投資計上額  
関連する
引当金額

主要市場  $   54  $   47

成長市場  299  293

合計  $  353  $  340

 

  2013年12月31日現在

(単位：百万ドル)  投資計上額  
関連する
引当金額

主要市場  $   79  $   67

成長市場  122  116

合計  $  201  $  183
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  2014年12月31日終了年度

 
 
(単位：百万ドル)

 
平均投資
計上額

 
認識された
受取利息

 
現金主義で
認識された
受取利息

主要市場  $   68  $    0  $    ―

成長市場  208   0  ―

合計  $  276  $    0  $    ―

 

  2013年12月31日終了年度

 
 
(単位：百万ドル)

 
平均投資
計上額

 
認識された
受取利息

 
現金主義で
認識された
受取利息

主要市場  $   76  $    0  $    0

成長市場  97   0  0

合計  $  173  $    0  $    0

 

信用状況の指標

当社の信用状況の指標は格付機関データ、公的に入手可能な情報およびお客様から提供される情報に基づいて

おり、関連するリスクのレベルを基に定期的に見直しが行われる。その結果、指標は、以下に示すように、スタ

ンダード・アンド・プアーズ・レーティングズ・サービシズの信用格付に対応する数量的な格付システムとな

る。当社は顧客の信用格付を決定する上で、入手可能な場合、多くのインプットの１つとして、スタンダード・

アンド・プアーズにより提供される情報を利用する。

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

304/508



以下の表は、2014年および2013年12月31日現在の各クラスの債権について、信用状況の指標毎に計上された投

資総額を示したものである。AAAからBBB-の範囲の信用状況の指標が付された債権は投資適格とみなされる。そ

の他はすべて、投資不適格とみなされる。当該信用状況の指標は、第三者に信用リスクを移転することを目的と

して当社が取り得るリスク軽減策を反映していない。

 

リース債権

 

  2014年12月31日現在

(単位：百万ドル)  主要市場  成長市場

信用格付     

AAA－AA-  $  563  $   46

A＋－A-  1,384  178

BBB＋－BBB-  1,704  900

BB＋－BB  1,154  272

BB-－B+  470  286

B－B-  372  176

CCC＋－D  55  85

合計  $ 5,702  $ 1,943

 

ローン債権

 

  2014年12月31日現在

(単位：百万ドル)  主要市場  成長市場

信用格付     

AAA－AA-  $   993  $   110

A＋－A-  2,438  425

BBB＋－BBB-  3,003  2,148

BB＋－BB  2,034  649

BB̶－B＋  827  683

B－B-  655  420

CCC＋－D  98  203

合計  $  10,049  $ 4,639
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2014年12月31日現在、グローバル・ファイナンシングにおける債権のポートフォリオを形成する業種別の内訳

は以下のとおりである。金融(40％)、製造業(14％)、政府(13％)、サービス業(９％)、小売業(８％)、コミュニ

ケーション(６％)、ヘルスケア(５％)およびその他(５％)。

 

リース債権

 

  2013年12月31日現在

(単位：百万ドル)  主要市場  成長市場

信用格付     

AAA－AA-  $  743  $   68

A＋－A-  1,513  168

BBB＋－BBB-  2,111  957

BB＋－BB  1,393  350

BB̶－B＋  595  368

B－B-  365  214

CCC＋－D  76  74

合計  $ 6,796  $ 2,200

 

ローン債権

 

  2013年12月31日現在

(単位：百万ドル)  主要市場  成長市場

信用格付     

AAA－AA-  $  1,151  $   125

A＋－A-  2,344  307

BBB＋－BBB-  3,271  1,745

BB＋－BB  2,158  638

BB̶－B＋  922  672

B－B-  565  391

CCC＋－D  118  134

合計  $ 10,529  $ 4,012
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2013年12月31日現在、グローバル・ファイナンシングにおける債権のポートフォリオを形成する業種別の内訳

は以下のとおりである。金融(39％)、政府(14％)、製造業(14％)、小売業(８％)、サービス業(８％)、ヘルスケ

ア(６％)、コミュニケーション(６％)およびその他(４％)。

 
 

期限経過金融債権

 

  2014年12月31日現在

(単位：百万ドル)  
期限経過債権合
計(原請求日か
ら90日超)*

 
期限未経過債権
(原請求日から
90日以内)

 金融債権合計  
投資計上額
(90日超かつ
引当計上済)

主要市場  $    6  $  5,696  $  5,702  $    6

成長市場  32  1,911  1,943  14

リース債権合計  $   38  $  7,607  $  7,645  $   20

主要市場  $    9  $ 10,040  $ 10,049  $    9

成長市場  35  4,603  4,639  18

ローン債権合計  $   44  $ 14,643  $ 14,687  $   27

合計  $   82  $ 22,250  $ 22,332  $   47

* 全額引当計上されている相手先は含まれていない。

 

  2013年12月31日現在

(単位：百万ドル)  
期限経過債権合
計(原請求日か
ら90日超)*

 
期限未経過債権
(原請求日から
90日以内)

 金融債権合計  
投資計上額
(90日超かつ
引当計上済)

主要市場  $    6  $ 6,789  $ 6,796  $    5

成長市場  19  2,181  2,200  11

リース債権合計  $   25  $ 8,970  $ 8,996  $   16

主要市場  $    9  $ 10,520  $ 10,529  $    6

成長市場  34  3,979  4,012  18

ローン債権合計  $   43  $ 14,499  $ 14,542  $   25

合計  $   68  $ 23,469  $ 23,537  $   41

* 全額引当計上されている相手先は含まれていない。

 

トラブルド・デット・リストラクチャリング

当社は、2013年１月１日以降に発生したすべてのリストラクチャリングを評価し、2013年および2014年12月31

日終了年度に重要なトラブルド・デット・リストラクチャリングはなかったと判断した。
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Ｇ.　有形固定資産

 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

土地および構築物  $  667  $  706

建物および建物付属設備  9,524  9,680

工場、研究所および事務機器  27,388  28,169

工場およびその他の固定資産－総額  37,578  38,555

控除：減価償却累計額  27,500  25,576

工場およびその他の固定資産－純額  10,078  12,979

賃貸機械  1,456  1,920

控除：減価償却累計額  763  1,078

賃貸機械－純額  693  842

合計－純額  $10,771  $13,821

 

Ｈ.　投資およびその他の資産

 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

繰延移行・設置費用およびその他の繰延契約*  $ 1,527  $ 1,652

デリバティブ－固定  681  401

提携会社に対する投資     

　　持分法  98  110

　　持分法以外  496  200

前払ソフトウェア  332  352

長期性預金  300  316

その他債権  509  174

従業員給付関連  356  392

前払法人税  518  305

その他の資産  788  738

合計  $ 5,603  $ 4,639
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*  繰延移行・設置費用およびその他の繰延契約は、グローバル・サービスのお客様との契約に関連している。詳細について

は、89ページ(原文)の注記Ａ「重要な会計方針」を参照されたい。

 

Ｉ.　のれんを含む無形資産

 

無形資産

以下の表は、主要な資産区分別の当社の無形資産残高の詳細である。

 

(単位：百万ドル) 2014年12月31日現在

 簿価総額 償却累計額 正味簿価

無形資産の区分    

資産計上されたソフトウェア $ 1,375 $  (679) $  696

クライアント・リレーションシップ 2,208 (1,271) 937

完成したテクノロジー 2,831 (1,533) 1,298

仕掛研究開発費 ― ― ―

特許権／商標権 374 (214) 161

その他* 18 (6) 12

合計 $ 6,806 $ (3,702) $ 3,104

 

(単位：百万ドル) 2013年12月31日現在

 簿価総額 償却累計額 正味簿価

無形資産の区分    

資産計上されたソフトウェア $ 1,494 $  (699) $  794

クライアント・リレーションシップ 2,148 (977) 1,171

完成したテクノロジー 2,910 (1,224) 1,687

仕掛研究開発費 13 ― 13

特許権／商標権 358 (154) 204

その他* 7 (5) 2

合計 $ 6,930 $ (3,059) $ 3,871

 

*  その他の無形資産は、主に取得した独占および非独占の事業に関するプロセス、手法およびシステムである。
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2014年12月31日終了年度において、無形資産の正味簿価は768百万ドル減少した。これは主に償却によるもの

であり、買収に起因する無形資産の追加取得により部分的に相殺された。2014年度および2013年度に計上した無

形資産の減損はなかった。償却額合計は、2014年および2013年12月31日終了年度において、それぞれ1,347百万

ドルおよび1,351百万ドルであった。また、当社は2014年度および2013年度において、全額償却済のそれぞれ724

百万ドルおよび1,177百万ドルの無形資産を除却し、これにより当該金額に関する簿価総額と償却累計額の両方

に影響が及ぼされた。

現在連結財政状態計算書に計上されている無形資産関連の今後５年間の各年度の償却費は、2014年12月31日現

在で以下のとおり見積られている。

 

(単位：百万ドル)
資産計上された
ソフトウェア

取得した
無形資産

合計

2015年 $    420 $    648 $   1,068

2016年 211 605 816

2017年 65 494 559

2018年 ― 349 349

2019年 ― 210 210

 

のれん

2014年および2013年12月31日終了年度における報告セグメント別ののれんの簿価の変動は、以下のとおりであ

る。

 

(単位：百万ドル)

セグメント

2014年
１月１日
現在残高

のれん
の増加

買収価格
に対する
調整額

事業売却
外貨換算

およびその他
の調整額

2014年
12月31日
現在残高

グローバル・ビジネス・サービス $ 4,334 $   ― $   0 $   0 $    (248) $ 4,086

グローバル・テクノロジー・サービス 4,129 11 20 (54) (109) 3,998

ソフトウェア 21,121 430 (17) (19) (516) 21,000

システム・アンド・テクノロジー 1,601 ― ― (110) (19) 1,472

合計 $ 31,184 $   442 $    4 $ (183) $   (891) $ 30,556
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(単位：百万ドル)

セグメント

2013年
１月１日
現在残高

のれん
の増加

買収価格
に対する
調整額

事業売却
外貨換算

およびその他
の調整額

2013年
12月31日
現在残高

グローバル・ビジネス・サービス $ 4,357 $   ― $   0 $   (3) $    (21) $ 4,334

グローバル・テクノロジー・サービス 2,916 1,246 17 ― (50) 4,129

ソフトウェア 20,405 987 11 (4) (279) 21,121

システム・アンド・テクノロジー 1,568 13 33 ― (14) 1,601

合計 $ 29,247 $ 2,246 $     61 $   (7) $   (363) $ 31,184

 

2014年度および2013年度に計上された買収価格に対する調整額はそれぞれ、2013年12月31日または2012年12月

31日以前に完了された買収に関連するものであり、依然として買収日から12ヶ月間または情報が入手可能となる

時期のいずれか早い時点に終了する測定期間の影響を受けた。2014年度または2013年度において、のれんの減損

損失は計上されておらず、当社の減損損失累計額はゼロである。

 

Ｊ.　借入金

 

短期借入債務

 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

コマーシャル・ペーパー  $   650  $ 2,458

短期借入金  480  551

長期借入債務－１年以内に期限が到来する金額  4,601  3,854

合計  $ 5,731  $ 6,862

 

コマーシャル・ペーパーの加重平均金利は、2014年および2013年12月31日現在において0.1％であった。短期

借入金の加重平均金利は、2014年および2013年12月31日現在においてそれぞれ4.0％および5.1％であった。
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長期借入債務

スワップ前の借入債務

 

 12月31日現在

(単位：百万ドル)  返済期限  2014年  2013年  
米国ドル建借入債務および社債
(2014年12月31日現在の平均金利)：

    

0.97％  2015－2016年   $ 9,254  $         6,456**  

4.73％  2017－2018年  6,835  8,465  

2.19％  2019－2021年  6,555  6,206  

1.88％  2022年  1,000  1,000  

3.38％  2023年  1,500  1,500  

3.63％  2024年  2,000  ―  

7.00％  2025年  600  600  

6.22％  2027年  469  469  

6.50％  2028年  313  313  

5.88％  2032年  600  600  

8.00％  2038年  83  83  

5.60％  2039年  745  745  

4.00％  2042年  1,107  1,107  

7.00％  2045年  27  27  

7.13％  2096年  316  316  

    31,404  27,887  
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その他の通貨建(括弧内は2014年12月31日現在の平均金利)：

ユーロ(1.85％)  2015－2025年  5,463  5,894

英ポンド(2.75％)  2017－2020年  1,176  1,254

日本円(0.5％)  2017－2019年  733  1,057

スイス・フラン(3.8％)  2015－2020年  162  181

カナダドル(2.2％)  2017年  432  471

その他(10.1％)  2015－2017年  367  291

    39,737  37,036

控除：発行差金未償却残高純額    853  872

加算：公正価値の調整額*    792  546

    39,675  36,710

控除：１年以内に期限が到来する金額    4,601  3,854

合計    $ 35,073  $ 32,856

* 当社の固定利付債務のヘッジされている部分は、債務の簿価合計に公正価値の調整額を加算した金額と等しい金額で連結

財政状態計算書に反映されている。公正価値の調整額は、基準金利の変動によりヘッジ対象債務の公正価値に計上された

変動額を示している。

** 当社が間接所有する100％金融子会社のIBMインターナショナル・グループ・キャピタルLLCが発行し、2014年度上半期に

期限が到来する負債証券17百万ドルを含む。IBMインターナショナル・グループ・キャピタルLLCが発行した負債証券は全

額、当社により無条件で保証される。

 

当社の負債証券および様々な信用枠を管理する当社の契約書には、元本および利息を即座に支払い、担保付債

務およびセール・アンド・リースバック取引の総額を当社の連結有形純資産の10％までに制限し、一定の条件を

満たさない限り、当社が合併または連結を制限することを当社に義務付ける、重要な契約条項が含まれている。

また、信用枠には、当社の連結された純支払利息比率に関する契約条項(2.20から1.0を下回ってはならない)

と、少なくとも500百万ドルのその他の不良債権に関するクロスデフォルト条項が含まれている。

当社はすべての重要な借入契約条項を遵守しており、貸手に対して定期的に証明書を提供している。借入契約

条項に遵守できない場合とは、かかる条項が適用される債務において債務不履行が発生することを意味する。特

定の債務不履行事由が発生すると、該当する債務に係る元本および利息は、直ちに支払期限が到来する。
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スワップ後の借入債務(１年以内に期限が到来するものを含む長期借入債務)

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年

(単位：百万ドル)  金額  平均金利  金額  平均金利

固定利付債務  $  27,255  3.09％  $  30,123  3.07％

変動利付債務*  12,420  0.82％  6,587  0.87％

合計  $ 39,675    $ 36,710   

*　固定利付長期借入債務を変動利付債務に効果的に転換する金利スワップの想定元本が、2014年度および2013年度において

それぞれ5,839百万ドルおよび3,106百万ドル含まれている(105ページから109ページ(原文)の注記Ｄ「金融商品」を参照

されたい)。

 

2014年12月31日現在、スワップ前の長期借入債務残高の契約上の年度別返済額の合計は次のとおりである。

 

(単位：百万ドル) 合計

2015年 $  4,600

2016年 5,331

2017年 5,242

2018年 2,621

2019年 4,069

2020年以降 17,874

合計 $ 39,737

 

債務における利息

 

  12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年  2012年

ファイナンシング原価  $ 　　542  $ 　　587  $ 　　545

支払利息  484  405  470

純投資デリバティブ活動  0  (3)  (11)

資産化利息  4  22  18

利息支払額および未払計上額合計  $  1,030  $  1,011  $  1,022
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グローバル・ファイナンシング・セグメントの支払利息総額については148ページ(原文)の注記Ｔ「セグメン

ト情報」の関連情報を参照されたい。当社の債務リスク管理プログラムにおける通貨金利スワップの利用につい

ての詳細は、105ページから109ページ(原文)の注記Ｄ「金融商品」を参照されたい。

 

借入限度枠

2014年度に、当社は期間５年100億ドルの信用契約(以下「当信用契約」という)を2019年11月10日まで１年延

長した。当社がこのグローバルな信用枠に関連して計上した費用の合計額は、2014年は5.4百万ドル、2013年は

5.4百万ドル、2012年は5.3百万ドルであった。当信用契約により、当社および当社の子会社である借手は、リボ

ルビング・ベースで100億ドルまで借り入れを行うことができる。当社は子会社である借手による借入につい

て、無条件で保証する予定である。当社はまた、既存の貸手あるいは現在のところ当信用契約の当事者となって

いない別の銀行のいずれかとの契約により、当信用契約に基づく約定額を最大で20億ドル増加させることができ

る。当信用契約の特定の条項を条件として、当社および子会社である借手は、当信用契約の契約期間中いつで

も、当信用契約の下で借入、期限前弁済および再借入を行うことができる。当信用契約に基づく借入金に係る利

率は市場利率に基づくことになるが、その詳細については当信用契約に明記されている。当信用契約には、通常

の表明および保証、契約条項、債務不履行および賠償条項が含まれている。当社は、当信用契約に明記されてい

る当該条項の違反あるいは債務不履行を引き起こしかねない状況が生じる可能性は極めて低いと信じている。

2014年12月31日現在、当信用契約に基づく当社または当社子会社による借入はなかった。

当社はまた、地域によっては他にも借入限度枠を有しているが、総額に重要性はない。当該借入限度枠におけ

る借入金の金利その他の条件は、各国の市場情勢によって国毎に異なる。
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Ｋ.　その他の負債

 

 12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

法人税等  $ 3,146  $ 3,189

超過401(k)プラス制度  1,658  1,673

障害者手当  675  699

デリバティブ負債  31  126

特別リストラクチャリング活動  431  440

従業員削減  469  500

繰延税金  288  1,741

その他の未払税金  17  186

未払環境保護費用  240  231

未払製品保証費用  91  171

資産除却債務  136  129

買収関連費用  50  205

売却関連費用*  1,124  40

その他  536  604

合計  $ 8,892  $ 9,934

*　主に、マイクロエレクトロニクス事業の予定された売却に関連する2014年度の未払費用を含む。

 

事業のニーズの変化に対応して、当社は、生産性およびコスト競争力を高め、スキルのばらつきを均衡化する

ために、定期的に従業員の削減を行っている。これらの活動に伴う契約上要求されている長期の将来の支払額

は、上記の表の「従業員削減」に反映されている。

また当社は、2006年度より前に、特別リストラクチャリング関連活動を実施した。前年度の表は、これらの特

別活動に関する固定負債を示したものである。流動負債は、連結財政状態計算書の「その他の未払費用および負

債」に含まれており、2014年12月31日現在において、重要性はなかった。

固定負債は、既に当社を退職しており特定の国においてそれぞれの所得を補完するための年間支払を認められ

ている、解雇された従業員に関する従業員未払債務である。各国の法的要件にもよるが、これらの要求されてい

る支払は、元従業員が年金受給を開始する、あるいは死亡するまで継続する。
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当社は、主に予防を目的とした広範囲に及ぶ内部環境保護プログラムを実施している。当社はまた、多数の地

域で環境アセスメントおよび環境浄化に継続的に参加している。その対象地域は、当社が現在操業中の施設およ

び以前所有していた施設ならびにスーパーファンド対象地域を含む。すべての環境関連債務について当社のエク

スポージャーの最高額を見積ることは不可能であり、発生の可能性が低い、または見積ることのできない資産除

却債務以外の環境関連債務は計上されていない。連結財政状態計算書において流動負債として分類されている金

額を含む、資産除却債務以外の環境関連債務に係る引当計上額の合計(保険による補填の実績額または見込額は

反映していない)は、2014年および2013年12月31日現在において、それぞれ254百万ドルおよび245百万ドルで

あった。見積環境関連費用は、将来の期間において当社の連結財政状態または連結経営成績に重要な影響を与え

ないと予想される。しかし、浄化期間の長期化および環境修復に関する規制の変更により、将来の費用の見積り

が変更される場合がある。

2014年12月31日現在、当社は、特定のアスベスト除去の資産除却債務に関して、それを決済する時期および関

連する可能性の範囲を見積ることはできなかった。これらの条件付資産除却債務は主に、建物が解体されない限

り除去されない耐火建材と、当社が既存の建物の一部に大掛かりな改装を行う場合にのみ除去されるアスベスト

含有建材に関連している。これらの条件付債務の決済される時期は予測できないため、当社はそれらの公正価値

について合理的な見積りを行うことはできなかった。当社は引き続き、今後の報告日毎に公正価値を見積る当社

の能力を評価する予定である。一度十分な追加的な情報が入手できれば、関連する債務が認識されることとな

る。連結財政状態計算書において流動負債として分類されている金額を含む、資産除却債務に係る引当計上額の

合計は、2014年および2013年12月31日現在において、それぞれ180百万ドルおよび160百万ドルであった。

 

Ｌ.　資本の変動

 

IBMの授権株式資本は、１株当たり額面0.20ドルの普通株式4,687,500,000株(2014年12月31日現在、このうち

990,523,759株が発行済である)および１株当たり額面0.01ドルの優先株式150,000,000株(2014年12月31現在、発

行済の株式はない)から構成されている。

 

自社株式の買戻し

取締役会は、当社がIBM普通株式を買い戻すことを承認している。当社は、2014年度、2013年度および2012年

度に、それぞれ13,395百万ドルを対価として普通株式71,504,867株、13,993百万ドルを対価として普通株式

73,121,942株および12,008百万ドルを対価として普通株式61,246,371株を買い戻した。これらの金額は毎年12月

31日までに行われた取引を反映している。株式の買戻しに関する実際の現金支出は、これらの取引の様々な決済

日により、異なる可能性がある。2014年12月31日現在、取締役会の普通株式買戻し承認のうち6,264百万ドルが

有効であった。当社は、市場の状況に応じ、公開市場または民間取引において株式を適宜購入する予定である。
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その他の自社株式取引

当社は、株式報酬制度および従業員ストック・パーチェス・プランの一環として、普通株式を2014年度に

7,687,026株、2013年度に9,961,389株および2012年度に15,091,320株発行した。買収された事業の一部従業員お

よび米国外の従業員によるストック・オプション権利行使の結果、自己株式を2014年度に1,264,232株、2013年

度に1,849,883株および2012年度に2,746,169株発行した。また、当社の株式報酬制度の一環として、法定源泉税

の最低限の要件を満たすため、2014年度、2013年度および2012年度において、それぞれ236百万ドルを対価とし

て普通株式1,313,569株、336百万ドルを対価として普通株式1,666,069株および468百万ドルを対価として普通株

式2,406,007株が、従業員から支払われた。当該金額は、連結財政状態計算書および連結資本変動計算書の「自

己株式」の残高に含まれている。
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その他の包括利益項目に関連する組替および税額

 

 2014年12月31日終了年度

(単位：百万ドル) 税引前金額
税務上の(費用)

／恩典
税引後金額

その他の包括利益／(損失)    

外貨換算調整額 $   (1,636) $   (438) $  (2,074)

売却可能有価証券に関連する変動純額    

当期に発生した未実現利益／(損失) $      (29) $     11 $     (18)

(利益)／損失のその他の(収益)および費用への
組替

5 (2) 3

過去に減損処理を行った有価証券の
当期における変動

0 0 0

売却可能有価証券に関連する変動純額合計 $     (24) $      9 $     (15)

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
未実現利益／(損失)

   

当期に発生した未実現利益／(損失) $      958 $   (341) $     618

(利益)／損失の下記項目への組替：    

売上原価 15 (7) 9

販売費および一般管理費 (15) 6 (9)

その他の(収益)および費用 (98) 38 (60)

支払利息 1 0 0

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
未実現利益／(損失)合計

$    861 $   (304) $      557

退職関連給付制度(1)    

過去勤務費用／(収益） $       1 $      0 $        1

当期に発生した純(損失)／利益 (9,799) 3,433 (6,366)

縮小および清算 24 (7) 17

過去勤務(収益)／費用の償却 (114) 41 (73)

純(利益)／損失の償却 2,531 (852) 1,678

退職関連給付制度合計 $  (7,357) $   2,615 $   (4,742)

その他の包括利益／(損失) $  (8,156) $   1,883 $  (6,274)

(1) これらのAOCIの構成要素は、期間純年金費用の計算に含まれている (詳細については、131ページから145ページ(原文)の

注記Ｓ「退職関連給付」を参照されたい) 。
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 2013年12月31日終了年度

(単位：百万ドル) 税引前金額
税務上の(費用)

／恩典
税引後金額

その他の包括利益／(損失)    

外貨換算調整額 $ (1,335) $    (66) $ (1,401)

売却可能有価証券に関連する変動純額    

当期に発生した未実現利益／(損失) $      (4) $       2 $     (3)

(利益)／損失のその他の(収益)および費用への
組替

(8) 2 (5)

過去に減損処理を行った有価証券の
当期における変動

4 (1) 3

売却可能有価証券に関連する変動純額合計 $     (8) $      3 $     (5)

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
未実現利益／(損失)

   

当期に発生した未実現利益／(損失) $      43 $    (15) $     28

(利益)／損失の下記項目への組替：    

売上原価 34 (14) 21

販売費および一般管理費 (39) 14 (25)

その他の(収益)および費用 (162) 62 (99)

支払利息 0 0 0

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
未実現利益／(損失)合計

$   (123) $     47 $     (76)

退職関連給付制度(1)    

過去勤務費用／(収益） $      16 $      0 $      16

当期に発生した純(損失)／利益 5,369 (1,974) 3,395

縮小および清算 (3) 1 (2)

過去勤務(収益)／費用の償却 (114) 40 (75)

純(利益)／損失の償却 3,499 (1,195) 2,304

退職関連給付制度合計 $  8,767 $  (3,128) $   5,639

その他の包括利益／(損失) $  7,301 $  (3,144) $   4,157

(1) これらのAOCIの構成要素は、期間純年金費用の計算に含まれている (詳細については、131ページから145ページ(原文)の

注記Ｓ「退職関連給付」を参照されたい) 。
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 2012年12月31日終了年度

(単位：百万ドル) 税引前金額
税務上の(費用)

／恩典
税引後金額

その他の包括利益／(損失)    

外貨換算調整額 $     (44) $     10 $    (34)

売却可能有価証券に関連する変動純額    

当期に発生した未実現利益／(損失) $      8 $     (4) $       4

(利益)／損失のその他の(収益)および費用への
組替

(42) 17 (25)

過去に減損処理を行った有価証券の
当期における変動

20 (8) 12

売却可能有価証券に関連する変動純額合計 $    (14) $       5 $     (9)

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
未実現利益／(損失)

   

当期に発生した未実現利益／(損失) $      32 $    (27) $      5

(利益)／損失の下記項目への組替：    

売上原価 (7) (6) (13)

販売費および一般管理費 (16) 4 (12)

その他の(収益)および費用 (237) 91 (146)

支払利息 6 (3) 3

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る
未実現利益／(損失)合計

$   (220) $      59 $   (161)

退職関連給付制度(1)    

当期に発生した純(損失)／利益 $  (7,489) $   2,327 $  (5,162)

縮小および清算 (2) 0 (2)

過去勤務(収益)／費用の償却 (148) 59 (89)

純利益／(損失)の償却 2,457 (874) 1,583

退職関連給付制度合計 $ (5,182) $  1,513 $ (3,669)

その他の包括利益／(損失) $  (5,460) $   1,587 $ (3,874)

(1) これらのAOCIの構成要素は、期間純年金費用の計算に含まれている (詳細については、131ページから145ページ(原文)の

注記Ｓ「退職関連給付」を参照されたい) 。
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その他の包括利益／(損失)累計額(税引後)

 

 
 
 
(単位：百万ドル)

キャッシュ・
フロー・ヘッジに

係る
正味未実現
利益／(損失)

外貨換算
調整額*

退職関連給付
制度の純変動額

売却可能有価証
券の正味未実現
利益／(損失)

その他の
包括利益／
(損失)
累計額

2011年12月31日現在 $    71 $  1,767 $  (23,737) $    13 $  (21,885)

組替前のその他の包括利
益

5 (34) (5,164) 16 (5,177)

その他の包括利益累計額
からの組替額

(167) 0 1,495 (25) 1,303

当期変動額合計 (161) (34) (3,669) (9) (3,874)

2012年12月31日現在  (90) 1,733 (27,406) 4 (25,759)

組替前のその他の包括利
益

28 (1,401) 3,409 0 2,036

その他の包括利益累計額
からの組替額

(103) 0 2,229 (5) 2,121

当期変動額合計 (76) (1,401) 5,639 (5) 4,157

2013年12月31日現在 (165) 332  (21,767)  (1)  (21,602)

組替前のその他の包括利
益

618 (2,074) (6,348) (18) (7,822)

その他の包括利益累計額
からの組替額

(60) 0 1,605 3 1,548

当期変動額合計 557 (2,074) (4,742) (15) (6,274)

2014年12月31日現在 $   392 $ (1,742) $   (26,509) $   (15) $   (27,875)

* 外貨換算調整額は、税引後で表示されている関連ヘッジを除いて総額で表示されている。

 

Ｍ.　偶発債務および契約債務

 

偶発債務

多数の従業員を有し、175超の国々にお客様を有する会社として、IBMは、原告または被告として、通常の事業

活動から時折発生する様々な係属中の賠償請求、要求、訴訟、調査、税務問題および訴訟手続に関わっている。

当社は、情報技術産業界のリーダーであり、著作権および特許権の侵害、企業秘密および他の知的所有権の侵害

を含む、知的所有権および関連する製品とその提供に異議を申し立てる賠償請求の対象となっており、今後も引

き続きその対象となることが見込まれる。さらに、当社は、ライセンスの交渉、訴訟または別の方法を通じて、

侵害に対する自社の知的所有権を強化する。また、IBMの規模の会社に典型的であるが、当社は、広範囲の労働

問題(係争中の雇用決定、各国固有の労働法、ならびに当社の年金、退職およびその他の給付制度を含む)、なら

びに契約、製造者責任、セキュリティ、海外業務、競争法および環境問題に関連した訴訟を含む、訴訟手続の当

事者である。これらの訴訟は、競合他社、お客様、現従業員または元従業員、政府および規制当局、株主、なら

びに当社が事業を行う地域の代表者を含む多くの異なる当事者によって提起される可能性がある。当社が当事者

である訴訟には特に複雑な技術的問題に関するものもあり、これらの問題が生じる様々な管轄区域の法律に基づ

いて新しい問題を提起する訴訟もある。
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当社は、負債が発生する可能性が高く、かつ損失額が合理的に見積可能である場合に賠償請求、訴訟、調査ま

たは訴訟手続に対する引当金を計上している。計上された負債は、2014年、2013年および2012年12月31日終了年

度における当該負債の変更を含め、当社の継続事業の業績および財政状態において重要ではなかった。

関連会計指針に基づき、当社は、少なくとも重要な損失が発生する可能性が合理的にあると考えられる問題に

ついて開示を行っている。加えて、当社は、当該産業に属する他の企業の経験を含むその他の問題および質的要

素についての考慮ならびに投資家、お客様および従業員との関係についての考慮に基づいた問題の開示も行って

いる。

本項に記載される賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続の一部について、当社は、例えばこれらの事件におけ

る手続上のステータス、裁判所による決定、および／または当社の抗弁力の強さ等を考慮し、現時点では重要な

損失が発生する可能性は僅少であると考えている。本項に記載されている残りの賠償請求、訴訟、調査または訴

訟手続に関しては、当社は、以下の理由により発生する可能性が合理的にあると考えられる損失または損失の範

囲を見積ることができない。賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続は本質的に不確定であり、これらの訴訟の最

終的な結果を予測することはできない。当社の経験では、当社に対する訴訟で請求されている損害賠償額は信頼

性が低く、見込まれる結果とは無関係であるため、当社の潜在的債務を示す重要な指標ではない。さらに、係争

中の案件の手続状況、複雑あるいは新たな法理論の存在、ならびに／または当該案件に重要な情報の継続的な発

見および展開に関する考慮を含めて、これらの賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続に関するその他の要因が多

数存在するため、当社はかかる見積りを行うことができない。当社は、少なくとも四半期毎に賠償請求、訴訟、

調査および訴訟手続を見直し、特定の案件に関する和解、発見、手続法上および実体法上の判決、弁護士のレ

ビューならびにその他の情報を反映するように、(個別に、または総額で)引当金の計上または調整および合理的

な見積損失額または損失の範囲の開示についての意思決定が行われる。

賠償請求、訴訟、調査または訴訟手続において最終的に決定される損失、損害賠償または救済措置が、当社の

事業、財政状態、経営成績あるいはキャッシュ・フローに重要な影響を及ぼす合理的な可能性があるかどうか

は、複数の変動要素に左右される。この変動要素に含まれるものは、当該損失または損害賠償の時期および金

額、当該救済措置の構成や種類、当該損失、損害賠償または救済措置が連結財務書類に与える影響の重要性、お

よび新たな要素を発生させる可能性がある特定の案件に関する特有の事実および状況などである。当社が引き続

き積極的に抗弁していく一方で、当社の事業、財政状態、経営成績あるいはキャッシュ・フローがこれらの訴訟

の１件または複数の解決によってある特定期間に影響を受ける可能性がある。

以下は、当社が関わっている重要な訴訟問題に関する概要である。
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当社は、2003年３月６日にSCOグループがユタ州ソルトレークシティーの州裁判所に提起した訴訟(以下「SCO

対IBM訴訟」という)の被告となっている。当社はこの訴訟をユタ州の連邦裁判所に移送した。原告は、AT&Tの

UNIXに関する知的所有権の一部の利益承継人であるとして、当社のAIXおよびDynixの販売ならびにLinuxへの

コード提供に関する著作権侵害、不正競争、契約妨害および契約違反を主張し、当社は、反訴を申し立てた。

2007年９月14日に原告は破産保護を申請し、本件に係る訴訟手続はすべて停止した。裁判所は、2010年３月に別

のSCOグループ・インク対ノベル・インク訴訟の審理を行った。陪審員はノベルがUNIXおよびUnixWareの著作権

所有者であるという判決を下した。裁判官はその後、UNIXライセンス契約違反によるIBMおよびシークェントに

対するSCOの賠償請求をノベルが放棄することを認めるようSCOに義務付ける判決を下した。2011年８月30日に、

第10巡回区控訴裁判所は地方裁判所の判決を追認し、SCOによる本件に係る控訴を棄却した。2013年６月に、ユ

タ州連邦裁判所はSCO対IBM訴訟の再審を求めるSCOの訴えを認め、本件の訴訟手続きが再開された。

2010年５月13日に、IBMと(Indiana Family and Social Services Administrationの代理として)インディアナ

州は、インディアナ州ソーシャル・サービス・プログラム手続の近代化に係る2006年契約上の争議について相互

に訴訟を提起した。州は、IBMに契約違反があるとして契約を解約し、損害賠償を求めている。IBMは、IBMに対

する州の申し立ては法的根拠がないと判断しており、契約上で定義されている解約料を支払うよう求めている。

裁判から６週間後の2012年７月18日に、インディアナ州マリオン郡上級裁判所は州の申し立てを全面的に却下

し、IBMに52百万ドルに利息および費用を加えた金額の受け取りを認めた。2014年２月13日に、インディアナ州

控訴裁判所は、IBMが重大な違反を行ったとして、予審の判決の一部を覆し、州の損害賠償額を決定するために

予審への差し戻しを命じた。またインディアナ州控訴裁判所は、IBMに対する約50百万ドルの予審の損害賠償金

を支持した。本件は、インディアナ州の裁判所において係属中である。

2014年４月16日に、イウサセル・エスエー・デ・シーヴィ(以下「イウサセル」という)は、IBMがイウサセル

に対してIBMメキシコとの契約締結を誘引するために悪意の不実表示を行ったとして、IBMを提訴した。イウサセ

ルは、逸失利益の損害賠償を求めている。イウサセルの申し立ては、IBMメキシコがイウサセルの契約違反につ

いて開始したメキシコにおける係属中の仲裁手続を対象としたメキシコにおける契約上の紛争に関連するもので

ある。2014年11月14日に、ニューヨーク州南部地区地方裁判所は、メキシコにおけるイウサセルとIBMメキシコ

の間の係属中の仲裁手続きの結果が出るまで、IBMに対するイウサセルの訴訟を停止する当社の申し立てを認め

た。

IBMユナイテッド・キングダム・リミテッド(以下「IBM UK」という)は、2010年５月に、ロンドン高等法院で

IBM UK年金信託(以下「UK信託」という)およびUK信託会員である受益者の代表者２名に対する訴訟手続を開始し

た。IBM UKは、参加者大半の将来発生分に対するUK確定給付年金制度を終了することをUK信託の受託者に通知す

ることおよび当社の新しい退職方針を実施することの両方を、合法的に行ったことを宣言するよう求めている。

2014年４月に、高等法院は、UK確定給付年金制度において行われた変更がIBMの裁量の範囲内であることを認め

たが、IBMがこれらの変更の実施においておよび従業員との協議方法のいずれにおいても、黙示的な信義誠実義

務に違反したという判決を下した。救済手段について決定するための審理は、2014年７月に行われ、2015年２月

に、高等法院は、IBMが制度の下、将来発生額を変更するには受託者との協議が必要であるが、その他の変更(早

期退職政策を含む)については、そのような協議は必要ないという判断を下した。IBMは、違反および救済手段の

両判決に対して上訴する意向である。さらに、IBM UKは、IBM UKを退職した確定給付年金制度の参加者による

2010年初め以降に提訴された個人訴訟約290件の被告となっている。こうした訴訟は、推定的解雇および年齢差

別が主張されており、英国のサウサンプトンの雇用審判所で係争中である。
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別の訴訟ではあるが、これに関連する訴訟手続で、2012年10月に、高等法院は、C制度の加入者である現在の

IBM UK従業員の一部カテゴリーに属する者が、確定給付年金の数理計算による減額を受けずに(63歳からではな

く)60歳から定年退職できるように、1983年信託証書および規則を修正すべきであると主張した。2012年12月の

補足判決において、裁判所は、C制度の加入者で定年前に会社を退職した前従業員に係る信託証書および規則を

同様に修正することについては却下した。両当事者ともこれらの判決に対して上訴しなかった。2012年10月の判

決を受け、IBMは、2012年度第３四半期に162百万ドルの退職関連債務を計上した。

2014年３月24日に、スペイン最高裁判所は、現地の労使協議会が提起した訴訟において、1993年に実施された

IBMスペインの確定拠出年金(DC)制度が無効であり、現従業員は、これまでに支払ったDC拠出金と相殺される

が、確定給付年金(DB)制度に対する権利を回復することができるという判断を下した。裁判所は、IBMスペイン

が年金制度を変更する際に従業員の任意の参加を求めることについて労使協議会と協議を行わなかったという判

断を示し、IBMスペインおよび労使協議会が相殺を行う方法について話し合うよう勧告した。この判決は、宣言

的救済のみによるものである。IBMスペインは、この判決に対する上訴の許可を憲法裁判所に求めた。本件はス

ペインの裁判所において係属中である。

2011年３月に、当社は1977年連邦海外腐敗行為防止法に違反したとされる行為について、SECと民事執行措置

による和解に合意したことを公表した。2013年７月25日に、裁判所は2011年の和解を承認し、IBMがSECと裁判所

に対してFCPAのコンプライアンスに関する事項を含む特定の事項について２年間報告を行うことを求めた。2012

年初めに、IBMは、ポーランドの元IBM従業員がポーランド政府への販売に際して行ったとされる違法行為の疑惑

について、ポーランド中央腐敗防止局が調査を行っている旨SECに通知した。本件について、IBMはSECとポーラ

ンド当局に協力している。2013年４月に、IBMは、米国司法省(以下「DOJ」という)もポーランドに関する事件の

疑惑を調査しており、またアルゼンチン、バングラデシュおよびウクライナにおける取引に関する疑惑も調査し

ていることを知った。DOJは、当社のグローバルなFCPAコンプライアンス・プログラムおよびその公共部門の事

業に関する情報も求めている。当社は本件についてDOJに協力している。

当社は、何百人という原告を代表して2008年１月１日より後にニューヨーク州ブルーム郡の最高裁判所に提起

された多数の訴訟の被告となっている。訴状では、過失と無謀性、私的不法妨害と不法侵入など、様々な異なる

訴訟原因が主張されている。これらの訴訟の原告は、地下水汚染の存在と原告が現在住むまたは過去に住んでい

た、または事業を行っていた構造物への地下水汚染物質の蒸気侵入(エンディコットにある当社の旧製造開発施

設において、当社が周囲に化学物質を放出したことにより生じたと主張されている)から発生したとされる様々

な人身障害および物的損害に対して、医学的な監視を求め、不特定額の損害賠償を要求している。これらの訴状

は不特定額の懲罰的損害賠償金も求めている。

当社は、「スーパーファンド」として知られる包括的環境対処・補償・責任法(以下「CERCLA」という)または

CERCLAに類似する法律に基づき、米国連邦または州の環境局が提起した訴訟の当事者または関与者となってい

る。これらの法律は、過失または用地の所有権を問わず、潜在的責任のある当事者に修復活動への参加を義務付

けている。当社はまた、国、州または地方の環境局からの許可もしくは行政命令または環境局との合意に従い、

様々な現・旧事業用地またはその周辺地域において環境の調査、評価あるいは修復を世界中で実施している。当

社は特定の現・旧事業用地に関する訴訟および賠償請求に関与している。
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当社はまた、様々な税管轄地において継続的な税務調査および政府による査定の対象となっている。ブラジル

で事業を行っている他の多くの米国企業と同様に、当社は、法人所得税以外の租税査定および法人所得税以外に

係る租税訴訟に関して、ブラジル税務当局との各種問題に関与している。適用可能な全年度に係るこれらの訴訟

に関連する潜在的金額は、合計約630百万ドルである。当社はこれらの訴訟に勝訴すること、およびこれらの金

額は負債を示す重要な指標ではないことを確信している。

 

契約債務

当社は第三者の事業体に対する借入限度枠を供与するが、そのうち、2014年および2013年12月31日現在におい

てそれぞれ5,365百万ドルおよび5,028百万ドルが未使用であった。これら未使用分の一部は、当社のビジネス・

パートナーの運転資本の需要に対する支援として利用可能であった。また当社は、お客様による購入契約に関連

して、2014年および2013年12月31日現在においてそれぞれ約1,816百万ドルおよび約1,769百万ドルのお客様に対

する将来の融資の提供に応じることを約束している。

当社は、保証提供者による債務の履行が必要となる可能性が低い場合においても、保証提供者に特定の種類の

保証に関する開示を要求する指針を適用している。当社が保証提供者となっている契約についての詳細は以下の

とおりである。

当社は、特定の問題に関して当社が他の当事者に対する補償義務を負う可能性のある様々な契約の当事者と

なっている。一般的に、これらの義務は当社が締結した契約に関連して生じたものである。当社はこれらの契約

において、売却資産に対する権利、特定の知的所有権、特定の環境問題、第三者による非金融契約債務の履行、

および特定の法人税等の問題に関連した表示および条項の違反から生じる損失に対して、他の当事者に損失を与

えないことに慣例的に合意している。これらの各状況において、当社による支払は相手方が特定の契約で明示さ

れている手続に従い賠償請求することを必要条件としており、当該手続において、当社は通常、相手方の賠償請

求に対し異議申し立てを行うことができる。一般的に賠償条項は当社の支払に関する契約上の最高支払額を含ん

でいないが、これらの契約における当社の義務は、時期および／または賠償請求の性質の点で制限される可能性

があり、場合によっては当社が行った支払の一部に関して当社が第三者に対して遡及権を有することもある。

当社の義務が条件付きであるという性質、ならびに特定の契約それぞれに係る特有の事実および状況により、

これらあるいは同様の契約において将来支払う可能性のある最高金額を予測することは不可能である。過去にお

いて当社がこれらの契約に基づき行った支払は、当社の事業、財政状態または経営成績に重要な影響を及ぼさな

かった。

さらに当社は、一定の借入や財務上の契約債務の保証を行っている。これらの財務保証に基づいて将来支払う

可能性のある最高金額は、2014年および2013年12月31日現在において、それぞれ46百万ドルおよび44百万ドルで

あった。連結財政状態計算書において認識された保証の公正価値に重要性はなかった。

 

次へ
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Ｎ.　税金

 

 12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

継続事業に係る税引前利益       

米国内事業  $ 7,509  $ 7,577  $10,306

米国外事業  12,477  12,667  12,234

継続事業に係る税引前利益合計  $19,986  $20,244  $22,540

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。

 

地域別の継続事業に係る法人税等は以下のとおりである。

 

 12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

米国内事業  $ 2,093  $ 1,315  $ 2,825

米国外事業  2,141  2,048  2,716

継続事業に係る法人税等合計  $ 4,234  $ 3,363  $ 5,541

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。
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税管轄地別の継続事業に係る法人税等の内訳は以下のとおりである。

 

 12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

米国連邦税       

当期分  $ 1,134  $ 1,694  $ 1,556

繰延分  105  (708)  415

  1,239  986  1,971

米国州税および地方税       

当期分  541  277  168

繰延分  (105)  (330)  291

  436  (53)  459

米国外       

当期分  2,825  3,067  3,006

繰延分  (266)  (637)  105

  2,559  2,430  3,111

継続事業に係る法人税等合計  4,234  3,363  5,541

非継続事業に係る法人税等  (1,617)  (322)  (243)

社会保障、不動産、動産およびその他の諸税  4,068  4,198  4,331

当期純利益に含まれる税金合計  $ 6,685  $ 7,238  $ 9,629

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。

 

米国連邦法定税率と当社の継続事業に係る実効税率との差異分析は以下のとおりである。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年*  2012年*

法定税率  35％  35％  35％ 

外国税による差異  (14)  (13)  (10) 

米国州税および地方税  1  0  1  

国内所得税  (2)  (3)  (1) 

その他  1  (2)  0  

実効税率  21％  17％  25％ 

パーセントの数値は、開示目的により四捨五入されている。

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。
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上の表で、「外国税による差異」に分類される税率差異に反映されている重要な要素には、米国法定税率以外

の税率で課税された海外子会社利益、海外輸出インセンティブ、米国外利益の本国送金に係る米国税の影響およ

び関係会社間取引による影響(純額)が含まれている。これらの項目はまた、調査における和解案または各項目に

関連する未認識の税務上の恩典の増減を反映している。

2014年度の継続事業に係る実効税率は、以下の2013年度の恩典がなかったことにより、2013年度から4.6ポイ

ント上昇した。2008年から2010年における米国における税務監査の解決および関連する引当金の再測定(11.1ポ

イント)、2012年米国納税者救済法の遡及的影響(0.7ポイント)、繰延税金資産に係る一部の評価性引当金の再評

価を求める租税条約(1.4ポイント)、特定の米国外における税務調査の解決(0.7ポイント)、新たに制定された米

国州税法(0.6ポイント)、ならびに業界標準サーバー事業の売却に関連する税金費用(0.9ポイント)。

これらの上昇は、以下による恩典により部分的に相殺された。米国外子会社による一部のグループ会社間決済

に関連する税金費用の前年比減少、特定の知的所有権のライセンス供与(3.7ポイント)、外国税額控除の利用の

増加(4.7ポイント)、および2014年度の税引前利益のより有利な地域別構成(2.5ポイント)。

繰延税金資産および負債に係る税制改正の影響は、当社の実効税率に重要な影響を及ぼさなかった。
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連結財政状態計算書に計上された繰延税金資産および負債の主要な内訳は、次のとおりであった。

 
 

繰延税金資産

 

 12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*

退職給付  $ 4,795  $ 3,704

株式報酬およびその他の報酬  1,328  1,262

米国税の繰越欠損金／繰越税額控除  858  982

前受収益  957  964

外国税の繰越欠損金／繰越税額控除  686  651

貸倒引当金、棚卸資産評価引当金および保証引当金  529  592

減価償却費  329  382

引当金  1,176  322

その他  1,306  1,452

繰延税金資産総額  11,964  10,311

控除：評価性引当金  646  734

繰延税金資産純額  $ 11,318  $ 9,577

* 2014年度の表示に合わせて組替えられている。
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繰延税金負債

 

 12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年

減価償却費  $  487  $ 1,346

退職給付  205  1,219

のれんおよび無形資産  1,263  1,173

リース  912  1,119

ソフトウェア開発費  421  558

繰延移行費用  374  424

その他  1,111  841

繰延税金負債総額  $ 4,773  $ 6,680

 

法人所得税申告書上、当社は、外国税および米国税の繰越欠損金(その税効果額は579百万ドルである)、なら

びに米国税および外国税の繰越税額控除965百万ドルを有している。当該繰越額の大半は少なくとも２年間、あ

るいは10年以上繰越可能である。

2014年12月31日現在の評価性引当金は、原則として特定の外国税、州税および地方税の繰越欠損金に適用され

るが、経営者の意見では、未利用のまま期限切れとなる可能性が利用される可能性より高い。しかしながら、当

該繰越額に関連した税務上の恩典が将来実現する範囲内で、評価性引当金の減少により法人税等費用は減少する

ことになる。

2014年12月31日時点の未認識の税務上の恩典の金額は、2014年に646百万ドル増加して、5,104百万ドルとなっ

た。未認識の税務上の恩典の期首残高と期末残高間の調整は、以下のとおりである。

 

(単位：百万ドル) 2014年  2013年  2012年

１月１日現在の残高 $ 4,458  $ 5,672  $ 5,575

当期に関連する税務ポジションに基づく増加額 697  829  401

過年度の税務ポジションに係る増加額 586  417  215

過年度の税務ポジションに係る減少額(法律上の失効による
影響を含む)

(579)  (2,201)  (425)

決済額 (58)  (259)  (94)

12月31日現在の残高 $ 5,104  $ 4,458  $ 5,672
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当年度および過年度に関連する未認識の税務上の恩典の増加は主に、米国外での問題、特定の税制上の優遇措

置および税額控除、事業の売却、買収関連事項、ならびにその他州に関する事項などに起因するものである。過

年度の税務ポジションに関する未認識の税務上の恩典の決済および減額は主に、為替、米国外の調査および出訴

期限の失効による影響に関連するものである。

2010年４月に、当社は特定の外国税の繰越欠損金に関する日本の税務当局による決定について異議申し立てを

行った。当該繰越欠損金に関する税務上の恩典は、2014年12月31日現在、合計1,000百万ドルであった。2014年

度の141百万ドルの減少は為替によるものであり、2014年度の「過年度の税務ポジションに係る減少額」に含ま

れている。2011年４月に、当社は、異議申し立てが棄却されたとの通知を受け取った。2011年６月に、当社はこ

の決定に対し裁判を起こした。2014年５月に、東京地方裁判所は、当社の主張を認めた。日本政府は、当該判決

を東京高等裁判所に控訴した。本件について最終的な決定はなされていない。

2014年12月31日現在の負債5,104百万ドルは、潜在的な移転価格調整額、米国税額控除、州法人税および期間

調整額の相関的影響に伴う税務上の恩典により相殺され、875百万ドル減少する可能性がある。認識された場

合、その純額の4,229百万ドルは当社の実効税率に有利な影響を及ぼすことになる。2013年および2012年12月31

日現在の純額はそれぞれ、3,902百万ドルおよび5,099百万ドルであった。

法人税等債務に関連した利息および罰金は、法人税等費用に含まれている。当社は、2014年12月31日終了年度

において利息費用および罰金について216百万ドルを認識した。2013年度において、当社は利息費用および罰金

について93百万ドルの恩典を認識し、2012年度において、当社は利息費用および罰金について134百万ドルを認

識した。当社は、2014年12月31日現在において593百万ドル、2013年12月31日現在において417百万ドルを、利息

および罰金支払額として未払計上している。

今後12ヶ月以内に、当社はある税務ポジションに関して未認識の税務上の恩典の総額が著しく減少する合理的

な可能性があると考えている。未認識の税務上の恩典の金額の潜在的な減少は、主に、当社の米国における2011

年および2012年の法人税監査および様々な米国外における監査の解決が見込まれることに関連している。当社は

2014年12月31日現在、未認識の税務上の恩典が約10億ドル減少する可能性があると見積っている。

当社は、米国と様々な州および国外の管轄地において課税の対象となっている。主要な米国の州および国外の

税管轄地において、当社は通常、2009年度より前の年度に関して、税務調査の対象ではない。当社は、2011年度

より前の年度に関して、米国連邦税申告書の法人所得税調査の対象ではない。未調査年度に関しては、利益の計

上額および／または計上時期、税額控除および税還付に関連して適用される税法および規制の解釈の相違による

問題がある。税務調査の結果は常に不確実であるが、当社はこれらの年度において発生すると予想されるすべて

の重要な調整額に対して、十分な税金および利息が引き当てられていると信じている。

2013年度第４四半期に、当社は、2009年度に関して、インドの税務当局より約866百万ドル(2014年度末の為替

レートで約850百万ドル)の課税通知書のドラフトを受領した。当社はこれらの問題に反論可能であると考えてお

り、この金額は負債に関して重要な指標とはならないと考えている。2014年12月31日現在、当社はインドにおい

て前払法人税として471百万ドルを計上している。当該残高の大部分は、インドの税務当局による様々な課税通

知に対して異議申し立てを行う権利を保護するために長期にわたって現金により支払われた現金による納税準備

金である。
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2014年度第１四半期に、IRSは、当社の2011年度および2012年度の米国の法人所得税申告書の監査を開始し

た。当社は、かかる監査が2015年度末までに完了すると見込んでいる。

当社は、米国外子会社の未分配利益を無期限に米国外事業に再投資する方針であるため、2014年12月31日現

在、未分配利益614億ドルに対する繰延税金は計上されていない。しかし、当社は、当該利益により米国の税金

債務が追加で生じない範囲で、当該利益の一部を定期的に送金している。無期限に再投資される利益に関連する

繰延税金負債の数値化は実現可能ではない。

 

Ｏ.　研究、開発および技術費

 

研究、開発および技術費は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ5,437百万ドル、5,743百万

ドルおよび5,816百万ドルであった。また、非継続事業に含まれる研究、開発および技術費は、2014年度、2013

年度および2012年度においてそれぞれ368百万ドル、483百万ドルおよび486百万ドルであった。

当社は、科学研究や、新製品、改良製品とその用途、ならびにサービスおよびその応用の開発に対する科学的

進歩の応用のための費用として、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ合計5,595百万ドル、

5,959百万ドルおよび6,034百万ドルを支出した。このうち、ソフトウェア関連の費用は、2014年度、2013年度お

よび2012年度において、それぞれ3,064百万ドル、3,077百万ドルおよび3,078百万ドルであった。

製品に関連した技術費は、2014年度、2013年度および2012年度において、それぞれ211百万ドル、267百万ドル

および268百万ドルであった。
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Ｐ.　普通株式１株当たり利益

 

以下の表では基本的および希薄化後普通株式１株当たり利益の算定を行っている。

 

  12月31日終了年度

  2014年  2013年  2012年

１株当たり利益算定の基礎となる加重平均株式数       

基本的  1,004,272,584  1,094,486,604  1,142,508,521

加算－株式報酬制度による増加株式数  4,332,155  6,751,240  10,868,426

加算－条件付で発行される株式に関する増加株式数  1,395,741  1,804,313  2,072,370

希薄化後  1,010,000,480  1,103,042,156  1,155,449,317

(単位：百万ドル)       

継続事業に係る利益  $ 15,751  $ 16,881  $ 16,999

非継続事業に係る損失－税引後  (3,729)  (398)  (395)

基本的１株当たり利益算定の基礎となる当期純利益  $ 12,022  $ 16,483  $ 16,604

継続事業に係る利益  $ 15,751  $ 16,881  $ 16,999

条件付で発行される株式に関する当期純利益  (3)  (1)  (1)

希薄化後１株当たり利益算定の基礎となる継続事業に
係る利益

 $ 15,749  $ 16,880  $ 16,998

希薄化後１株当たり利益算定の基礎となる非継続事業
に係る損失－税引後

 (3,729)  (398)  (395)

希薄化後１株当たり利益算定の基礎となる当期純利益  $ 12,020  $ 16,483  $ 16,603

普通株式１株当たり利益／(損失)       

(単位：ドル)       

希薄化後       

継続事業  $ 15.59  $ 15.30  $ 14.71

非継続事業  (3.69)  (0.36)  (0.34)

合計  $ 11.90  $ 14.94  $ 14.37  

基本的        

継続事業  $ 15.68  $ 15.42  $ 14.88  

非継続事業  (3.71)  (0.36)  (0.35) 

合計  $ 11.97  $ 15.06  $ 14.53  
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2014年度に普通株式17,420株および2013年度に普通株式8,797株を購入する加重平均ストック・オプションは

未行使であったが、当該オプションの行使価格が年間を通じて普通株式の平均市場価格を超過しており、その影

響には逆希薄化効果があったため、希薄化後１株当たり利益の算定に含まれていなかった。2012年度において、

逆希薄化効果があるとみなされ、希薄化後１株当たり利益の算定に含まれなかったストック・オプションの未行

使残高はなかった。

 

Ｑ.　賃借料およびリース契約

 

賃借料は、棚卸資産と固定資産に計上した額を含め、過去に引当金として計上した額を除くと、2014年度、

2013年度および2012年度においてそれぞれ1,592百万ドル、1,759百万ドルおよび1,767百万ドルであった。この

うち、非継続事業に反映される賃借料は、2014年度、2013年度および2012年度においてそれぞれ95百万ドル、

115百万ドルおよび110百万ドルであった。賃借料免除期間および定期的な賃借料の引き上げが盛り込まれている

契約における賃借料は、リース期間にわたり定額法で計上される。条件付賃借料は、発生時に賃借料の算定に含

められる。以下の表は、解約不能リース契約に基づく最低賃借料の総額、インフラストラクチャー削減による遊

休スペースに関連する金額、転貸による賃貸収入ならびにキャピタル・リース契約を示している。これらの金額

は主に事務所施設およびデータ・センターの賃借に係るものである。

 

(単位：百万ドル)  2015年  2016年  2017年  2018年  2019年  2020年以降

オペレーティング・リー
ス契約

             

最低賃借料総額(遊休ス
ペース分賃借料を含む)

 $ 1,350  $ 1,161  $  988  $  848  $  754  $ 1,051  

遊休スペース分賃借料  $   24  $    9  $    6  $    2  $    0  $   ―  

転貸による賃貸収入  $   12  $   10  $    8  $    6  $    5  $    6  

キャピタル・リース契約  $   13  $    7  $    2  $    2  $    2  $    2  
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Ｒ.　株式報酬

 

継続事業に係る利益に含まれる株式報酬費用合計は以下の表のとおりである。

 

  12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年  2012年

原価  $  121  $  122  $  132

販売費および一般管理費  350  435  498

研究、開発および技術費  54  57  59

その他の(収益)および費用*  (13)  ―  (1)

税引前株式報酬費用  512  614  688

税務上の恩典  (174)  (213)  (240)

株式報酬費用純額  $  338  $  402  $  448

* 2014年度におけるカスタマー・ケアおよび業界標準サーバー事業の売却に関連する１回限りの影響を反映している。

 

すべての期間において非継続事業に含まれる税引後株式報酬費用の金額について、重要性はなかった。

2014年および2013年12月31日現在、権利が確定していない報奨に関連する未認識報酬費用合計はそれぞれ、

874百万ドルおよび995百万ドルであった。2014年12月31日の金額は、約2.5年の加重平均期間にわたって認識さ

れると予想される。

2014年、2013年および2012年12月31日現在、金額的重要性のある資産化された株式報酬費用はなかった。

 

報奨金

当社の長期業績プラン(以下「当プラン」という)の条件に従い、従業員に株式を基礎とする報奨金が支給され

る。当プランは、取締役会に属する役員報酬・人事委員会(以下「当委員会」という)により運営されている。当

プランに基づき利用可能な報奨金は、主に制限付株式ユニット、業績連動型株式ユニット、ストック・オプショ

ン、もしくはこれらの組み合わせによって支給される。

当社の現行のプランに基づいて当初発行が承認された株式数は、2014年12月31日現在において274百万株で

あった。また、以前のプランに基づいて付与された一部の報奨金が取消された場合には、当社の現行のプランに

基づいて再発行することができる。このため、2014年12月31日現在において、当社の現行のプランの下で66.2百

万株の報奨の追加発行が承認されていると考えられた。当プランに基づく付与に関して使用可能な未使用株式数

は、2014年12月31日現在、115.5百万株であった。

当社の長年の実務および方針に基づき、すべての報奨は付与日前あるいは付与日に承認されている。
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報奨の承認プロセスにおいて、付与を受け取る個人、オプション数または報奨金の価値、行使価格または行使

価格を決定する公式、および付与日が決定される。上級幹部向けの報奨はすべて、当委員会により承認されてい

る。上級幹部以外の従業員向けの報奨はすべて、当委員会の承認を受けた一連の権限委譲に従って上級幹部によ

り承認されており、これらの権限委譲により行われた付与は当委員会により定期的に見直されている。上級幹部

およびその他の従業員に対する年間報酬総額の一部として付与される報奨は、事前に計画された特定のサイクル

日に付与される。昇進や新規採用に関連して付与される報奨に関しては、当社の方針により、付与日前(通常、

昇進日または入社日)に当該報奨の承認が必要である。

 

株式報奨

株式報奨は、留保制限付株式ユニット(RRSU)を含む制限付株式ユニット(以下「RSU」という)または業績連動

型株式ユニット(以下「PSU」という)の形で付与される。

以下の表は、2014年、2013年および2012年12月31日終了年度の当プランに基づいたRSUおよびPSUの利用状況を

要約している。

 

RSU 2014年  2013年  2012年

 
加重平均
付与価格

 ユニット数  
加重平均
付与価格

 ユニット数  
加重平均
付与価格

 ユニット数

１月１日現在の残高 $ 166  8,635,317  $ 148  9,841,461  $ 129  12,218,601

RSUの付与 172  2,525,947  189  2,541,081  184  2,635,772

RSUの制限解除 157  (2,401,761)  131  (2,952,363)  117  (4,338,787)

RSUの取消し／失効 167  (1,025,226)  154  (794,862)  139  (674,125)

12月31日現在の残高 $ 171  7,734,277  $ 166  8,635,317  $ 148  9,841,461
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PSU 2014年  2013年  2012年

 
加重平均
付与価格

 ユニット数  
加重平均
付与価格

 ユニット数  
加重平均
付与価格

 ユニット数

１月１日現在の残高 $ 178  2,824,294  $ 151  3,172,201  $ 122  3,686,991

PSUの付与 180  1,430,098  195  869,875  185  1,004,003

目標を上回って稼得された
追加株式*

157  29,960  118  152,069  102  550,399

PSUの制限解除 157  (1,027,181)  118  (1,321,784)  102  (1,998,746)

PSUの取消し／失効 187  (116,464)  170  (48,067)  131  (70,446)

12月31日現在の残高** $ 185  3,140,707  $ 178  2,824,294  $ 151  3,172,201

* 最終的な業績が特定の業績目標を上回ったため、PSUの権利確定後に従業員に対して発行された追加株式を示す。

** 付与日の業績目標の達成度に基づいて発行が予想される株式数を示す。実際の発行株式数は、権利確定期間中の特定の業

績目標に対する最終の業績に応じて決定される。

 

RSUは従業員に付与される株式報奨であり、その保有者は、通常１年から５年後に報奨の権利が確定した後に

普通株式を受け取る権利を有する。RSUについては、配当同等物は支払われなかった。かかるRSUの公正価値は、

配当同等物を除いて調整された当社の株価に基づき、付与日に決定され確定する。

2014年、2013年および2012年12月31日現在のRSUの残りの加重平均契約期間は、報奨の残りの費用が認識され

る期間と同一であり、約３年間となっている。2014年、2013年および2012年12月31日終了年度において付与され

たRSUの公正価値は、それぞれ434百万ドル、481百万ドルおよび486百万ドルであった。2014年、2013年および

2012年12月31日終了年度において権利が確定し制限が解除されたRSUの公正価値合計は、それぞれ378百万ドル、

386百万ドルおよび509百万ドルであった。2014年、2013年および2012年12月31日現在、権利未確定のRSUに関連

する未認識報酬費用は、それぞれ754百万ドル、871百万ドルおよび938百万ドルであった。2014年、2013年およ

び2012年12月31日終了年度における従業員の権利確定およびRSUの制限解除の結果として当社が従業員から受領

した現金はなかった。当社は、2011年度第２四半期に約400,000人の役員以外の従業員に対してそれぞれ約１千

ドルの株式報奨を付与した。当該報奨は当プランに基づいて行われ、2015年12月に権利が確定する。

PSUは、特定の業績目標に対する当社の業績に基づいて従業員が最終的に受け取る株数が決定する株式報奨で

あり、通常３年後に権利が確定する。PSUについて、配当同等物は支払われない。１PSU当たりの公正価値は、配

当同等物を除いて調整された当社の株価に基づき付与日に決定され、業績目標が達成されることを前提としてい

る。権利行使期間にわたり、発行される株式の株数は、業績目標が達成される可能性に基づいて上方または下方

調整される。最終的な発行株式数およびこれに関連して費用として認識される報酬費用は、特定の業績目標に対

する最終的な業績の比較に基づく。2014年、2013年および2012年12月31日終了年度に付与されたPSUの公正価値

は、それぞれ257百万ドル、170百万ドルおよび186百万ドルであった。2014年、2013年および2012年12月31日終

了年度に権利が確定し行使されたPSUの公正価値合計は、それぞれ161百万ドル、156百万ドルおよび203百万ドル

であった。

2014年、2013年および2012年12月31日終了年度において、RSUおよびPSUの権利確定ならびに制限解除に関連し

て当社により実現した税務上の恩典は、それぞれ222百万ドル、312百万ドル、および454百万ドルであった。
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ストック・オプション

ストック・オプションは、従業員が当社の株式を固定価格で購入することができる報奨である。ストック・オ

プションは、付与日における当社株式の高値と安値の平均株価と同額の行使価格で付与される。一般に、毎年

25％ずつ権利が確定するこれらの報奨は、付与日から４年間で完全に権利が確定する。権利行使可能期間は10年

間である。

当社はブラック－ショールズ評価モデルを用いてストック・オプションの付与日における公正価値の見積りを

行っている。ストック・オプションの公正価値の見積りに使用される主要なデータおよび仮定値には、報奨の付

与価格、予想されるオプション期間、当社株式のボラティリティ、リスク・フリー金利および当社の配当利回り

が含まれている。公正価値の見積りは、将来実際に生じる事象や株式報奨を受け取る従業員によって最終的に実

現される価額の予測を目的としたものではなく、また後発事象は当社が当初見積った公正価値の妥当性を示唆す

るものではない。

2014年、2013年および2012年12月31日終了年度において、当社はストック・オプションを付与しなかった。

次の表は、2014年、2013年および2012年12月31日終了年度の当プランに基づいたオプションの利用状況を要約

している。

 

 

 2014年  2013年  2012年

 
加重平均
行使価格

 
オプション
対象株式数

 
加重平均
行使価格

 
オプション
対象株式数

 
加重平均
行使価格

 
オプション
対象株式数

１月１日現在の残高 $97  5,622,951  $94  11,389,721  $90  20,662,322

オプションの行使 97  (3,740,252)  90  (5,585,127)  86  (9,080,170)

オプションの取消し／期限切れ 95  (131,750)  86  (181,643)  75  (192,431)

12月31日現在の残高 $97  1,750,949  $97  5,622,951  $94  11,389,721

12月31日現在行使可能 $97  1,750,949  $97  5,622,951  $94  11,389,721

 

2014年12月31日現在のオプション対象株式は、以下の行使価格の範囲にある。

 

  未行使オプションおよび行使可能オプション

行使価格  
加重平均
行使価格

 
オプション
対象株式数

 本源的価値総額
 
 

加重平均
残存契約期間

$ 85以下  $ 83  351,690  $ 27,409,244  1.2年

$ 86以上  100  1,399,259  84,243,181  0.7年

  $ 97  1,750,949  $ 111,652,425  0.8年
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従業員ストック・オプションの行使

2014年、2013年および2012年12月31日終了年度中に行使されたオプションの本源的価値の合計額は、それぞれ

323百万ドル、614百万ドルおよび1,005百万ドルであった。2014年、2013年および2012年12月31日終了年度に従

業員ストック・オプションが行使されたことによって従業員から受け取った現金の合計額は、それぞれ約364百

万ドル、505百万ドルおよび785百万ドルであった。当該ストック・オプションの行使に関して、2014年、2013年

および2012年12月31日終了年度において当社が実現した税務上の恩典は、それぞれ107百万ドル、199百万ドルお

よび341百万ドルであった。

当社は、従業員ストック・オプションの行使に際し、主に新規発行された普通株式を充てているが、時折自己

株式を充てることもある。2014年および2013年12月31日現在、保有している自己株式の合計株数はそれぞれ約

1,225百万株および1,153百万株であった。

 

買収

様々な買収取引に関連して、被買収企業によって過年度に付与された株式報奨を当社が引き受けた結果、2014

年12月31日現在、ストック・オプションと制限付株式ユニットによって構成される0.5百万株の未行使株式報奨

が追加で生じた。これらの報奨の加重平均行使価格は１株当たり56ドルであった。

 

IBM従業員ストック・パーチェス・プラン

当社は、非報酬従業員ストック・パーチェス・プラン(以下「ESPP」という)を維持している。適格な加入者

は、ESPPによって、適格報酬の最大10％までの賃金からの控除を通じて、購入日の平均市場価格から５％を割り

引いた金額で、IBMの普通株式を(単位数または端株で)購入することができる。適格報酬には、当年度に従業員

が受領したすべての報酬が含まれている。ESPPは株式の購入が可能な期間に募集を行っており、取締役会の裁量

で早期に終了されなければ、ESPPの下で株式が利用可能である限り継続される。ESPPの個々の加入者は、暦年の

１年間で普通株式25,000ドル分超、もしくは１募集期間において1,000株分超購入することを制限されている。

従業員はESPPの下で、2014年、2013年および2012年12月31日終了年度において、それぞれ1.3百万株、1.5百万

株および1.6百万株の株式を購入した。当社が宣言し支払った当社普通株式に係る現金配当金には、ESPPを通じ

て購入された当社株式に係る現金配当金も含まれている。配当金は、完全な株式および端株に対して支払われ、

再投資される可能性もある。ESPPを通じて購入された当社株式は発行済とみなされ、基本的および希薄化後１株

当たり利益の算定目的で加重平均発行済株式数に含められている。

2014年７月に「2014年ESPP留保」が実施され、さらに25百万株の発行可能普通株式が留保され、発行が承認さ

れた。2014年ESPPは2014年７月１日より半年ごとに募集を行っており、取締役会の裁量で早期に終了されなけれ

ば、ESPPの下で株式が利用可能である限り継続される。

2014年、2013年および2012年12月31日現在において、それぞれ約24.4百万株、約2.3百万株および約3.8百万株

の株式が、ESPPの下で購入可能であった。
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Ｓ.　退職関連給付

 

制度の詳細

IBMは、ほぼすべての正社員を対象とする給付建年金制度および確定拠出年金制度、米国内の特定の幹部を対

象とした補完的リテンション制度、ならびに主に資格のある退職者および扶養家族向けの退職後医療給付および

歯科治療給付から構成される年金以外の退職後給付制度を設けている。

 

米国内制度

 

給付建年金制度

IBM個人年金制度

IBMは、2005年１月１日より前に雇用された米国内の正社員、常勤従業員およびパートタイム従業員にIBM個人

年金制度を通じて本人非拠出型給付建年金給付を提供している。2008年より前に、IBM個人年金制度は、税務上

の適格制度および税務上の非適格制度から構成されていた。2008年１月１日付けで、非適格制度は超過個人年金

制度(以下「超過PPP」という)と名称変更され、適格制度は現在、適格PPPと称されている。結合された制度は現

在、PPPと称されている。適格PPPは、会社が拠出して積み立てる取崩不能基金から成り、制度加入者および受給

者に対する給付にのみ運用される。超過PPPは、外部拠出資産による財源確保のない制度であり、適格制度に対

するIRSの制限を超える給付を行っている。

PPP加入者に提供される給付額は、加入者によって異なる給付方式を用いて算定されている。１つ目の方法

は、給与、勤続年数、死亡率およびその他の加入者固有の要素に基づいて給付額を算定する５年間の最終支払方

式である。２つ目の方法は、従業員の年間給与の割合および保証利率を用いて給付額を算定するキャッシュ・バ

ランス方式である。

IBM個人年金制度に基づく給付の引当は、すべての加入者に関して2007年12月31日に停止された。

 

米国の補完的幹部リテンション制度

当社はまた、税務上非適格の米国の補完的幹部リテンション制度(以下「リテンション制度」という)を設けて

いる。リテンション制度は外部拠出資産による財源確保のない制度であるが、受給資格のある米国内の幹部社員

に、平均給与、勤続年数、退職時年令に基づいて決定される給付を提供するものである。

リテンション制度に基づく給付の引当は、すべての加入者に関して2007年12月31日に停止された。
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確定拠出年金制度

IBM 401(k)プラス制度

米国内の正社員、常勤従業員およびパートタイム従業員は、内国歳入法第401(k)条に基づき税務上適格な確定

拠出年金制度であるIBM 401(k)プラス制度への加入資格を有している。2008年１月１日付けで、IBM 401(k)プラ

ス制度に基づき、適格従業員は、2005年１月１日より前に雇用された従業員の場合は適格報酬の６％を上限とす

る金額、また2005年１月１日以降に雇用された従業員の場合は通常、適格報酬の５％を上限とする金額をマッチ

ング拠出額として受け取る。さらに、適格従業員は、2007年12月31日現在においてPPPに加入する権利があるか

どうかに基づき、従業員の適格報酬の１％、２％または４％に相当する金額を自動拠出額として当社から受け取

る。従業員は通常、１年間の勤務完了後に自動拠出額およびマッチング拠出額を受け取る。さらに、2009年６月

30日まで、IBMは適格な加入者の401(k)プラス制度口座に移行クレジットを拠出した。移行クレジットの金額

は、1999年６月30日現在の加入者の年齢および勤務年数に基づいていた。

当社による同額拠出額はただちに権利が確定し、加入者の拠出額は常に完全に権利が確定している状態であ

る。当社による拠出を含むすべての拠出は現金で行われ、加入者の投資上の選択に従って投資される。会社株式

に投資しなければならない最低額はなく、かかる投資に適用可能な超過取引ルールを除き、会社株式の一部を他

の投資の選択肢に振替える金額に制限はない。2013年１月１日付けで、年１回年度末に自動拠出およびマッチン

グ拠出が行われることになった。かかる拠出額を毎年受け取るには、加入者は当該制度年度の12月15日時点で雇

用されている必要がある。ただし、12月15日よりも前に離職したが、一定の勤務および／または年齢要件を満た

している場合には、当該加入者は、離職後、かかるマッチング拠出額および自動拠出額を受け取る資格を有す

る。

 

IBM超過401(k)プラス制度

2008年１月１日付けで、当社は、財源確保のない、税務上非適格な確定拠出年金制度であるIBM幹部向け繰延

報酬制度を、財源確保のない非適格確定拠出年金制度であるIBM超過401(k)プラス制度(以下「超過401(k)」とい

う)に切り替えた。適格報酬が適格制度に関するIRSの報酬限度額を超過すると予想される従業員は、超過401(k)

制度に加入する資格がある。超過401(k)の目的は、報酬限度額が適用されない場合に適格なIBM 401(k)プラス制

度に基づき行われるはずであった給付を行うことである。

超過401(k)に繰り延べられた金額は、記録保持の(仮想)口座であり、加入者の信託に保有されていない。超過

401(k)の加入者は、401(k)プラス制度の下で利用可能な主要投資オプションを反映する投資に仮想口座を投資す

ることができる。超過401(k)の加入者はまた、超過401(k)に繰り延べられた適格報酬に係る、また一度１年の役

務を完了した後に内国歳入庁の支払制限を超えて稼得された報酬に係る、当社によるマッチングした自動拠出額

を受け取る資格を得る。2009年６月30日まで、適格な加入者は移行クレジットも受け取った。会社拠出額を含む

超過401(k)に繰り延べられた金額は、連結財政状態計算書上の「負債」として計上される。2013年１月１日付け

で、年１回、年度末に自動拠出およびマッチング拠出が行われることになった。かかる拠出額を毎年受け取るに

は、加入者は当該制度年度の12月15日時点で雇用されている必要がある。ただし、12月15日よりも前に離職した

が、一定の勤務および／または年齢要件を満たしている場合には、当該加入者は、離職後、かかるマッチング拠

出額および自動拠出額を受け取る資格を有する。
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年金以外の退職後給付制度

 

米国における年金以外の退職後制度

当社は、米国内の適格退職者および資格のある扶養家族のために医療給付および歯科治療給付を、また米国内

の適格退職者のために生命保険を提供する年金以外の給付建退職後給付制度を設けている。1999年７月１日付け

で、当社は、退職受給資格を有するまで５年を超える従業員のために「フューチャーヘルスアカウント(以下

「FHA」という)プラン」を設立した。５年以内に退職受給資格を得る従業員は、当社の従前の退職者ヘルスケア

給付契約による給付の受給権を保持している。FHAあるいは過去の退職者ヘルスケア給付契約のいずれの制度で

も、当社が負担する退職者の医療費には上限がある。2014年１月１日付けで、当社は、メディケア適格退職者、

残された配偶者、および会社が助成する補償を受ける資格があり、メディケア・エクスチェンジにおいて個々の

制度に加入している長期所得補償制度の加入者に対して、医療費払戻制度(以下「HRA」という)を設立するため

に本制度を改訂した。また当社は、当社の生命保険制度も改訂した。2015年１月１日以降に退職する従業員は、

生命保険の受給資格を失う。

2004年１月１日以降の新規採用者には当社が助成する年金以外の退職後給付を受ける資格がない。

 

米国外制度

米国外の一部の子会社および支社は、ほぼすべての正社員を対象とする給付建退職金制度および／または確定

拠出年金制度を設けている。当社は、種々の信託契約による年金基金の預託、団体契約による年金制度への加

入、またはこれらの制度に対する引当金の設定などを行っている。給付建制度による給付は通常、勤続年数およ

び(通常は退職前一定年数の間の)従業員の給与額、あるいは年間支給額のいずれかを基準としている。米国外の

制度に用いられている数理計算上の仮定に幅があるのは、各国の様々な経済環境を反映しているためである。

さらに、当社の米国外の一部の子会社は、米国外の適格退職者および資格のある扶養家族のために医療給付お

よび歯科治療給付を、ならびに米国外の一部の適格退職者のために生命保険を提供する年金以外の退職後給付制

度を設けている。しかし、米国外の退職者の大半は、各国政府管掌の制度の適用を受けている。
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制度の財務情報

 

財務情報の要約

以下の表は、連結損益計算書に計上されている退職関連給付制度に係る期間純(収益)／費用合計の要約を表し

たものである。

 

 米国内制度 米国外制度 合計

 12月31日終了年度

(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年 2014年 2013年 2012年

給付建年金制度 $ (833) $ (223) $ (526) $1,267 $1,396 $1,040 $   434 $ 1,173 $  515

リテンション制度 15 21 18 ― ― ― 15 21 18

給付建年金制度に係る(収益)／
費用合計

$ (818) $ (202) $ (507) $1,267 $1,396 $1,040 $   449 $ 1,195 $  533

IBM 401(k)プラス制度および
米国外制度

$ 713 $ 785 $ 857 $ 526 $ 575 $ 621 $ 1,239 $ 1,361 $1,478

超過401(k) 14 24 29 ― ― ― 14 24 29

確定拠出年金制度費用合計 $ 727 $ 809 $ 885 $ 526 $ 575 $ 621 $ 1,253 $ 1,384 $1,506

年金以外の退職後給付制度に係る
費用

$ 206 $ 218 $ 268 $  66 $  79 $  82 $  272 $  298 $ 350

退職関連給付に係る期間純費用合計 $ 115 $ 826 $ 646 $1,859 $2,051 $1,743 $ 1,974 $ 2,876 $2,389
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以下の表は、連結財政状態計算書に計上されている、給付建年金制度に係るPBO、年金以外の退職後給付制度

に対するAPBO、年金資産の公正価値および積立状況の合計の要約を表したものである。

 

 給付債務  年金資産の公正価値  積立状況*

 12月31日現在

(単位：百万ドル) 2014年  2013年  2014年  2013年  2014年  2013年

米国内制度            

積立超過状態の制度            

適格PPP $ 54,708  $ 49,315  $ 55,772  $ 53,954  $ 1,065  $ 4,639

積立不足状態の制度            

超過PPP $  1,602  $  1,425  $     ―  $     ―  $ (1,602)  $ (1,425)

リテンション制度 334  294  ―  ―  (334)  (294)

年金以外の退職後給付制度 5,053  4,633  16  177  (5,037)  (4,456)

積立不足状態の米国内制度合計 $  6,989  $ 6,352  $     16  $    177  $ (6,973)  $ (6,175)

            

米国外制度            

積立超過状態の制度            

適格給付建年金制度 $ 16,794  $ 9,336  $ 17,888  $ 10,240  $ 1,094  $   904

年金以外の退職後給付制度 11  10  11  11  0  1

米国外の積立超過状態の制度
の合計

$ 16,804  $ 9,346  $ 17,898  $ 10,251  $ 1,094  $   905

積立不足状態の制度            

適格給付建年金制度 $ 26,278  $ 32,697  $ 21,655  $ 29,223  $ (4,623)  $ (3,474)

非適格給付建年金制度 6,762  6,587  ―  ―  (6,762)  (6,587)

年金以外の退職後給付制度 806  822  73  81  (733)  (741)

積立不足状態の米国外制度合計 $ 33,846  $ 40,106  $ 21,729  $ 29,304  $(12,118)  $(10,802)

積立超過状態の制度合計 $ 71,512  $ 58,661  $ 73,671  $ 64,205  $ 2,159  $ 5,544

積立不足状態の制度の合計 $ 40,836  $ 46,458  $ 21,745  $ 29,481  $(19,091)  $(16,977)

* 積立状況は、連結財政状態計算書上、次のように認識されている。資産の金額は「前払年金資産」、また(負債)の金額は

「給与および給付金」(流動負債)ならびに「退職給付債務および年金以外の退職後給付債務」(固定負債)として認識され

ている。
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2014年12月31日現在、当社の全世界の適格給付建年金制度は給付債務に対して97％積み立てられ、米国の適格

PPPは102％積み立てられていた。全体として、非適格制度を含め、当社の給付建年金制度は世界中で90％積み立

てられていた。

136ページ(原文)の表は、当社の確定拠出年金制度を除く退職関連給付制度に関する財務情報を表したもので

ある。米国制度における給付建年金制度は、適格PPP、超過PPPおよびリテンション制度から構成されている。米

国外制度における給付建年金制度および年金以外の退職後給付制度は、当社の子会社により支援されるすべての

当該制度から構成されている。米国制度における年金以外の退職後給付制度は、米国の年金以外の退職後給付制

度のみで構成されている。

以下の表は、確定拠出年金制度を除く連結損益計算書に認識された退職関連給付制度の期間純(収益)／費用を

表したものである。

 

 給付建年金制度

 米国内制度  米国外制度

 12月31日終了年度

(単位：百万ドル) 2014年  2013年  2012年  2014年  2013年  2012年

勤務費用 $   ―  $   ―  $   ―  $   449  $   501  $   443

利息費用 2,211  1,980  2,196  1,533  1,524  1,779

年金資産期待収益 (4,096)  (3,981)  (4,043)  (2,247)  (2,195)  (2,303)

移行時資産の償却 ―  ―  ―  0  0  0

過去勤務費用／(収益)の
償却

10  10  10  (111)  (119)  (154)

保険数理による認識損失 1,056  1,790  1,331  1,400  1,600  1,027

縮小および清算 ―  ―  ―  26  0  0

複数事業主制度／その他の費用* ―  ―  ―  217  85  247

期間純年金(収益)／費用合計 $ (818)  $ (202)  $ (507)  $ 1,267  $ 1,396  $ 1,040

* 2014年度の米国外制度の金額には、IBMスペインの年金訴訟に関連する148百万ドルが含まれ、2012年度の米国外制度の金

額には、IBM UKの年金訴訟に関連する162百万ドルが含まれる。詳細については、136ページ(原文)を参照されたい。
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 年金以外の退職後給付制度

 米国内制度  米国外制度

 12月31日終了年度

(単位：百万ドル) 2014年  2013年  2012年  2014年  2013年  2012年

勤務費用 $   26  $   35  $   36  $   7  $   10  $   14

利息費用 187  164  200  63  60  64

制度資産期待収益 0  (1)  ―  (9)  (9)  (9)

移行時資産の償却 ―  ―  ―  0  0  0

過去勤務費用／(収益)の
償却

(7)  ―  ―  (5)  (5)  (4)

保険数理による認識損失 0  21  32  11  23  17

縮小および清算 ―  ―  ―  0  0  0

期間純制度費用合計 $  206  $  218  $  268  $   66  $   79  $   82
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以下の表は、確定拠出制度を除く当社の退職関連給付制度の給付債務および年金(制度)資産の変動を表したも

のである。

 

 給付建年金制度 年金以外の退職後給付制度

 米国内制度 米国外制度 米国内制度 米国外制度

(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2014年 2013年  2014年 2013年 2014年 2013年

給付債務の変動          

１月１日現在給付債務残高 $ 51,034 $ 56,810 $ 48,620 $ 49,319  $ 4,633 $ 5,282 $  832 $ 1,019

勤務費用 ― ― 449 501  26 35 7 10

利息費用 2,211 1,980 1,533 1,524  187 164 63 60

制度加入者からの拠出額 ― ― 37 42  61 191 ― ―

企業買収／事業売却－純額 ― ― (90) 89  0 (2) 0 0

保険数理による損失(利益) 6,968 (4,344) 6,662 (362)  548 (481) 38 (89)

信託からの給付 (3,455) (3,303) (1,985) (1,920)  (388) (557) (5) (6)

直接給付金 (114) (108) (465) (464)  (37) (43) (26) (28)

外国為替影響額 ― ― (5,073) (115)  ― ― (91) (89)

メディケア法／政府による
補助金

― ― ― ―  23 30 ― ―

改訂／縮小／清算／その他 ― ― 146 6  0 15 (1) (44)

12月31日現在給付債務残高 $ 56,643 $ 51,034 $ 49,834 $ 48,620  $ 5,053 $ 4,633 $   817 $  832

年金(制度)資産の変動          

１月１日現在
年金(制度)資産の
公正価値残高

$ 53,954 $ 53,630 $ 39,464 $ 38,058  $  177 $  433 $   92 $  119

年金(制度)資産運用収益 5,274 3,626 5,579 2,515  0 0 9 5

会社からの拠出額 ― ― 465 449  166 110 0 0

企業買収／事業売却－純額 ― ― (59) 35  0 ― 0 0

制度加入者からの拠出額 ― ― 37 42  61 191 ― ―

信託からの給付 (3,455) (3,303) (1,985) (1,920)  (388) (557) (5) (6)

外国為替影響額 ― ― (4,049) 121  ― ― (11) (14)

改訂／縮小／清算／その他 ― ― 93* 164*  ― ― 0 (12)

12月31日現在
年金(制度)資産の
公正価値残高

$ 55,772 $ 53,954 $ 39,543 $ 39,464  $    16 $  177 $    84 $   92

12月31日現在積立状況残高 $   (871) $ 2,920 $(10,291) $ (9,157)  $(5,037) $(4,456) $  (733) $  (740)

累積給付債務** $ 56,643 $ 51,034 $ 47,516 $ 47,806  該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

* 従来制限されていた制度資産のIBMへの返還を認める2011年度および2013年度の政府決定によるブラジルの特定の年金(制

度)資産の回復を含む。資産は、2011年６月および2013年９月よりそれぞれ、３年の期間にわたってIBMに毎月返還され

る。2014年度における返還額は約122百万ドルと予想される。2014年12月31日現在、ブラジルにおける残りの剰余資産

は、引き続き政府によって年金(制度)資産の使用が制限されているため、年金(制度)資産合計額から除かれたままであ

る。

** 将来の加入者報酬の増加がないと仮定する給付債務を表す。
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以下の表は、連結財政状態計算書において認識されている積立状況純額を表したものである。

 

 給付建年金制度 年金以外の退職後給付制度

(単位：百万ドル) 米国内制度 米国外制度 米国内制度 米国外制度

 12月31日現在

 2014年 2013年 2014年 2013年 2014年 2013年 2014年 2013年

前払年金資産 $ 1,065 $ 4,639 $ 1,095 $  912 $    0 $    0 $  0 $  1

流動負債－給与および給付金 (111) (107) (326) (364) (381) (256) (13) (16)

固定負債－退職給付債務およ
び年金以外の退職後給付債務

(1,825) (1,612) (11,060) (9,705) (4,656) (4,200) (720) (725)

積立状況－純額 $ (871) $ 2,920 $(10,291) $(9,157) $(5,037) $(4,456) $(733) $(740)
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以下の表は、OCIに認識された税引前純損失、過去勤務費用／(収益)および移行時(資産)／負債、ならびに退

職関連給付制度に関してAOCIに認識された税引前純損失、過去勤務費用／(収益)および移行時(資産)／負債の変

動を表したものである。

 

 給付建年金制度 年金以外の退職後給付制度

 米国内制度 米国外制度 米国内制度 米国外制度

(単位：百万ドル) 2014年 2013年 2014年 2013年 2014年 2013年 2014年 2013年

         

１月１日現在の純損失 $ 13,709 $ 19,488 $ 19,777 $ 22,188 $  304 $ 806 $ 161 $ 269

当期中の損失／(利益) 5,789 (3,989) 3,324 (814) 548 (480) 38 (85)

縮小および清算 ― ― (25) 3 ― ― 1 0

期間純(収益)／費用に含まれる
純損失の償却

(1,056) (1,790) (1,400) (1,600) 0 (21) (11) (23)

12月31日現在の純損失 $ 18,442 $ 13,709 $ 21,676 $ 19,777 $  852 $  304 $ 189 $ 161

１月１日現在の過去勤務費用／
(収益)

$    120 $   130 $  (496) $  (614) $   15 $   ― $ (32) $ (6)

当期の過去勤務費用／
(収益)

― ― (1) 0 ― 15 0 (31)

期間純(収益)／費用に含まれる
過去勤務(費用)／収益の償却

(10) (10) 111 119 7 ― 5 5

12月31日現在の過去勤務費用／
(収益)

$    110 $   120 $  (386) $  (496) $   23 $  15 $ (26) $ (32)

１月１日現在の移行時(資産)／
負債

$    ― $    ― $      0 $     0 $  ― $  ― $   0 $  0

期間純(収益)／費用に含まれる
移行時資産／(負債)の償却

― ― 0 0 ― ― 0 0

12月31日現在の移行時(資産)／
負債

$    ― $    ― $      0 $     0 $  ― $  ― $   0 $  0

その他の包括利益／(損失)累計
額に認識された損失の合計*

$ 18,552 $ 13,829 $ 21,290 $ 19,281 $  875 $ 319 $ 163 $ 129

* AOCIの変動額合計については、118ページから121ページ(原文)の注記Ｌ「資本の変動」を参照されたい。また、退職関連

給付制度に関してOCIに認識された、関連する税効果を含む期間純(収益)／費用の内訳については、連結包括利益計算書

を参照されたい。
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以下の表は、退職関連給付制度の税引前純損失、過去勤務費用／(収益)および移行時(資産)／負債の見積額の

うち、2015年度にAOCIから期間純(収益)／費用として償却が予定される金額である。

 

 給付建年金制度  年金以外の退職後給付制度

(単位：百万ドル) 米国内制度  米国外制度  米国内制度  米国外制度

純損失 $ 1,659  $ 1,693  $ 43  $ 11

過去勤務費用／(収益) 10  (98)  (7)  (5)

移行時(資産)／負債 ―  ―  ―  ―

 

2013年12月31日終了年度において、当社は、米国の年金以外の退職給付制度を改訂した。2014年１月１日付の

制度の改訂により、メディケア適格加入者に対するHRAが設立され、給付債務は91百万ドル増加した。制度の改

訂により、2015年１月１日以降に退職する従業員の生命保険の受給資格は終了し、給付債務は76百万ドル減少し

た。

2014年３月24日に、スペイン最高裁判所はIBMスペインの確定給付制度および確定拠出制度に関する訴訟につ

いて判決を下した。この判決の結果、当社は、2014年度に、税引前で148百万ドルの退職関連債務を連結損益計

算書の「販売費および一般管理費」に計上した。当該債務は、134ページ(原文)の表の「米国外制度―複数事業

主制度／その他の費用」に反映されている。現在のところ、この訴訟の判決は宣言的救済のみによるものであ

る。

2012年に、ロンドン高等法院は、IBM UKの一部確定給付制度に関する訴訟において、当社の完全子会社である

IBMユナイテッド・キングダム・リミテッドおよびIBMユナイテッド・キングダム・ホールディングス・リミテッ

ドに対する判決を下した。この判決の結果、当社は、2012年度に、税引前で162百万ドルの退職関連債務を連結

損益計算書の「販売費および一般管理費」に追加計上した。年金制度の訴訟問題に関する詳細については、123

ページ(原文)の注記Ｍ「偶発債務および契約債務」を参照されたい。

 

制度の財務情報の算定に使用された仮定

給付債務および期間純(収益)／費用の測定は、いずれも保険数理計算上の評価額が基礎となっている。これら

の評価には、給与、年齢および勤務年数等の加入者固有の情報、ならびに特定の仮定(最も重要なものとして割

引率の見積、年金資産の期待収益率、昇給率、保証利率および死亡率を含む)が使用されている。当社は、これ

らの仮定を少なくとも年に一度評価し、必要に応じて変更している。
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以下の表は、退職関連給付制度の期間純(収益)／費用および期末現在の給付債務の測定に使用された仮定の情

報である。

 

 給付建年金制度

 米国内制度  米国外制度

 2014年  2013年  2012年  2014年  2013年  2012年

期間純(収益)／費用の測定に使用された加重平均仮定(12月31日終了年度)

割引率 4.50％  3.60％  4.20％  3.32％  3.23％  4.28％

年金資産の長期期待収益率 8.00％  8.00％  8.00％  6.08％  6.21％  6.26％

昇給率 該当なし  該当なし  該当なし  2.52％  2.51％  2.43％

            

給付債務の測定に使用された加重平均仮定(12月31日現在)

割引率 3.70％  4.50％  3.60％  2.34％  3.32％  3.23％

昇給率 該当なし  該当なし  該当なし  2.49％  2.52％  2.51％

 
 

 年金以外の退職後給付制度

 米国内制度  米国外制度

 2014年  2013年  2012年  2014年  2013年  2012年

期間純費用の測定に使用された加重平均仮定(12月31日終了年度)

割引率 4.10％  3.30％  3.90％  7.78％  6.43％  7.37％

制度資産の長期期待収益率 該当なし  0.35％  該当なし  10.22％  9.01％  9.01％

            

給付債務の測定に使用された加重平均仮定(12月31日現在)

割引率 3.40％  4.10％  3.30％  7.51％  7.78％  6.43％

 

割引率

退職関連給付制度の会計処理に使用される割引率の仮定は、測定日に入手可能な、優良固定利付負債証券類の

利回りを反映している。米国内および米国以外の一部の国では、イールドカーブを作成するために格付の高い社

債のポートフォリオが使用される。当社の予想給付債務支払額によるキャッシュ・フローは、割引率を導き出す

イールドカーブに一致している。米国以外のその他の国では、優良長期借入債務類の市場が一般にそれほど発達

していない場合、長期政府債のポートフォリオがベースとして利用される。これには、それぞれの割引率を設定

するためのベンチマークとして、各制度の管轄地における満期時点の社債の利回りのシミュレーションを行うた

めに信用スプレッドが付加される。
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米国の給付建年金制度については、割引率の仮定の変更が期間純(収益)／費用およびPBOに影響を及ぼした。

割引率の仮定の変更により、2014年度の期間純収益は275百万ドルの増加、2013年度の期間純収益は162百万ドル

の減少、2012年度の期間純収益は258百万ドルの減少となった。割引率の仮定の変更により、2014年および2013

年12月31日現在のPBOはそれぞれ4,437百万ドルの増加および4,785百万ドルの減少となった。

年金以外の米国の退職後給付制度については、割引率の仮定の変更は、2014年、2013年および2012年12月31日

終了年度の期間純費用に重要な影響を及ぼさず、2014年および2013年12月31日現在のAPBOはそれぞれ256百万ド

ル増加および298百万ドル減少した。

当社の全退職関連給付制度については、割引率の仮定の変更により、2014年12月31日現在において給付債務が

約110億ドル増加した。

 

年金資産の長期期待収益率

期間純(収益)／費用の構成要素である年金資産の期待収益率は、年金資産に関して算出された市場連動価額に

基づく年金資産の長期期待収益率を表している。年金資産の長期期待収益率は、139ページ(原文)に記載されて

いるように将来の収益、投資方針および戦略に関する長期的な期待を考慮している。当該収益率は、当社により

算定され、過去の収益率と比較して合理的であるかどうかが検証されている。年金資産の長期収益率の使用によ

り、特定の年度においては年金資産の実際の収益より多いまたは少ない金額が年金収益として認識されることに

なる。しかしながら、長期期待収益は長い間に実際の長期収益に近似するよう設定されているため、結果として

従業員の勤続とより対応した関係で収益および費用として認識されることとなる。実際の収益と期待収益の差

は、AOCIの純損益の構成要素として認識される。この金額は、会計基準により定められた一定レベルを超えるこ

とを条件として、制度により、勤務年数または制度加入者の寿命にわたって期間純(収益)／費用の構成要素とし

て償却される。年金資産の時価関連価値は、年金資産の公正価値の変動を、期間純(収益)／費用中の年金資産に

係る期待収益科目で５年間にわたり規則的に認識する。

適格PPPである米国給付建年金制度については、2014年、2013年および2012年12月31日終了年度において年金

資産の長期期待収益率は8.00％のまま変更されなかったため、期間純(収益)／費用を増加させる影響はなかっ

た。2015年度における制度資産の予想長期期待収益率は約7.5％である。

年金以外の退職後給付制度については、当社は、支払が適時に行われるよう流動性の高い信託基金残高を維持

している。その結果、2014年、2013年および2012年12月31日終了年度において、制度資産の長期期待収益率およ

び当該資産の実際の収益率に重要性はなかった。

 

昇給率および死亡率

昇給率の増加は、昇給に関する長期計画に基づいて当社により算定されている。すべての加入者に対する給付

の引当が2007年12月31日に停止されたため、昇給率は米国の給付建年金制度に対して適用されない。死亡率の仮

定は、加入者の種類別の推定寿命および死亡率に基づいている。死亡率は、実際の数値に基づき定期的に見直さ

れている。2014年に、米国アクチュアリー会は、新たな死亡率の統計表を発表し、当社はこれを2014年12月31日

現在の制度の再測定に使用した。米国の退職関連給付制度については、死亡率の仮定の変更により、給付債務が

約26億ドル増加した。
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保証利率

PPPの一部の加入者に対する給付金は、キャッシュ・バランス方式を用いて算定されている。この方式の基礎

となる仮定は、期間純(収益)／費用および予測給付債務の双方に影響を及ぼす保証利率である。この仮定は、加

入者が次年度に受け取る予定の給付金によって稼得する予想金利を予測する際の基礎を提供するものであり、１

年物米国債理論利回りの８月から10月の平均値に１％を加算した利率に基づいている。

PPPについては、2013年12月31日終了年度に1.2％であった保証利率が2014年12月31日終了年度に1.1％に変更

されたため、2014年度の期間純収益が８百万ドル増加した。2012年12月31日終了年度に1.1％であった保証利率

が2013年12月31日終了年度に1.2％に変更されたため、2013年度の期間純収益が６百万ドル減少した。2011年12

月31日終了年度に1.3％であった保証利率が2012年12月31日終了年度に1.1％に変更されたため、2012年度の期間

純収益が10百万ドル増加した。

 

ヘルスケア費用の傾向率

年金以外の退職後給付制度の会計処理については、当社はヘルスケア費用の傾向率を算定するためヘルスケア

費用に関する外部情報および当社のこれまでの傾向を見直している。しかし当該制度の条項が加入者に対する当

社の債務を制限しているため、ヘルスケア費用の傾向率は年金制度費用および債務に重要な影響を及ぼしていな

い。当社は、2015年度のヘルスケア費用の傾向率は７％になると推測している。また当社は、同傾向率につい

て、今後４年間で５％に減少するだろうとも推測している。ヘルスケア費用の予想傾向率における１パーセン

ト・ポイントの増減が、2014年、2013年および2012年の期間純費用または2014年および2013年12月31日現在の給

付債務に重要な影響を及ぼすことはない。

 

年金資産

退職関連給付制度資産は、公正価値で認識および測定される。評価に固有の不確実性により、これらの公正価

値の測定は、当社が経常的な市場取引において実現可能な金額を必ずしも反映しない場合がある。
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投資の方針および投資戦略

適格PPPのポートフォリオの投資目的は、当該制度が将来の債務に見合うよう収益を生み出すことに設定され

ている。当該債務が決済される際の正確な金額は、制度加入者の退職日および寿命を含む将来の事象によって左

右される。債務額は、保険数理計算上の仮定を用いて、現在の経済環境および137ページから138ページ(原文)に

記載のその他の関連要因に基づき見積られている。適格PPPのポートフォリオの投資戦略は、持分証券等の潜在

的に高利回りの資産を用いて収益を生み出す必要性と、確定利付証券等の変動の少ない資産によりポートフォリ

オにおけるリスクを制御する必要性とのバランスを取っている。リスクには特に、インフレ、株価の変動および

金利の変動により、制度が積立不足となって、当社からの拠出に対する依存度が高まるリスクが含まれている。

潜在的な集中リスクを緩和するため、金利感応度、経済成長への依存度、為替、ならびに投資収益に影響を及ぼ

すその他の要因を考慮しつつ、ポートフォリオのバランスが産業部門間、企業間、地域間で保たれるよう十分な

考慮が払われている。2014年度に、当社は投資戦略を変更し、目標とされる資産配分は修正され、主に持分証券

が減少し、負債証券が増加した。この変更は、株式市場が制度の積立状況に及ぼす可能性のある潜在的な悪影響

を軽減することを目的としていた。その結果、適格PPPのポートフォリオの目標配賦率は、持分証券33％、確定

利付証券57％、不動産５％およびその他の投資５％である。

資産は、専門の投資会社ならびに当社の従業員である投資専門家によって管理されている。当該投資会社や投

資専門家は、当社経営者が決定した投資委託の制約を受け、特定のベンチマークに対して評価されている。これ

らの管理者は特に、有価証券の集中、発行体の集中、投資手法ならびに積極的および消極的な投資戦略への依存

のバランスを保つことを考慮しているが、これらに限られてはいない。

市場の流動性リスクは厳しく管理されており、適格PPPのポートフォリオのうち6,229百万ドルは、上場有価証

券よりも流動性の低い非上場資産(非上場株式および非上場不動産投資から成る)に投資されている。2014年12月

31日現在、適格PPPのポートフォリオは、民間市場への将来の投資に対して複数年にわたり2,629百万ドルを投資

するコミットメントを有していた。これらのコミットメントは、年金資産で賄うことができる見込みである。

デリバティブは、投資目的を達成するうえでの効果的な手段および／または当該制度のリスク管理戦略の一環

として利用されている。デリバティブは主に、デュレーション、金利の管理および信用エクスポージャーを含む

利益を安定化するための管理、現金の平準化、および通貨・コモディティ戦略を管理する手段として利用され

る。

米国外においても投資目的は上記と同様であり、現地の規制の対象となっている。米国外の制度の加重平均目

標配賦率は、持分証券32％、確定利付証券56％、不動産２％およびその他の投資10％で、これは当社の経営者が

下した配賦率に関する決定と合致している。140ページ(原文)の表に米国外の制度の持分証券、確定利付証券、

不動産およびその他の種類の投資の実績値について詳細を記載している。一部の国においては、支払能力と資金

調達リスクを管理するために確定利付証券への投資の割合を高くするよう求められている。またその他の国にお

いては、投資管理の責任は通常、従業員および退職者により選出された委員を50％まで含むことのできる委員会

に置かれている。これにより、前述の戦略と比較して多少の相違が生じる可能性がある。一般的に、これらの米

国外の制度は非流動資産に投資を行わず、デリバティブの利用は米国内の制度と整合しており、主に通貨ヘッ

ジ、金利リスク管理、信用エクスポージャーおよび代替投資戦略を目的とする。

当社の年金以外の退職後給付制度は積立不足または未積立となっている。一部の制度については、当社は給付

の支払が適時に行われるよう流動性の高い信託基金残高を額面分維持している。
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給付建年金制度資産

以下の表は、当社の給付建年金制度の資産クラスおよびそれらに関連する2014年12月31日の公正価値を示して

いる。米国内制度は適格PPPから構成され、米国外制度は当社の子会社により支援されるすべての制度から構成

される。

 

 米国内制度 米国外制度

(単位：百万ドル) レベル１ レベル２ レベル３ 合計 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

株式         

持分証券(a) $11,527 $    1 $   ― $11,528 $ 5,652 $   ― $  ― $ 5,652

株式の合同運用ファンド／投
資信託(b)(c)

85 2,277 ― 2,362 126 7,415 ― 7,540

確定利付証券         

政府債および政府機関債(d) ― 7,883 ― 7,883 ― 8,159 32 8,191

社債(e) ― 18,828 4 18,832 ― 2,063 1 2,063

モーゲージ証券および資産担
保証券

― 567 20 587 ― 238 ― 238

確定利付証券の合同運用ファ
ンド／投資信託(b)(f)

312 3,118 295 3,725 87 9,715 ― 9,802

保険契約 ― ― ― ― ― 1,053 ― 1,053

現金および短期投資(g) 345 2,304 ― 2,650 158 393 ― 551

ヘッジ・ファンド ― 1,474 889 2,362 ― 745 ― 745

非上場株式(h) ― ― 3,287 3,287 ― ― 513 513

非上場不動産(h) ― ― 2,942 2,942 ― ― 664 664

デリバティブ(i) (55) 3 ― (53) 2 846 ― 848

その他の合同運用ファンド／投
資信託(b)(j)

― ― ― ― 33 1,513 220 1,766

小計 12,214 36,455 7,437 56,106 6,056 32,139 1,429 39,625

その他(k) ― ― ― (333) ― ― ― (82)

制度資産の公正価値 $12,214 $36,455 $ 7,437 $55,772 $ 6,056 $32,139 $1,429 $39,543

(a) 米国内および米国外の有価証券。米国内制度にはIBM普通株式55百万ドル(米国内制度資産の0.1％)が含まれている。米

国外制度にはIBM普通株式21百万ドル(米国外制度資産の0.1％)が含まれている。

(b) 合同運用ファンドは、プールされた機関投資を示す。

(c) 主に持分証券に投資する。

(d) 中央政府、州政府、地方政府、および政府機関が発行した債券を含む。

(e) 米国内制度にはIBM社債10百万ドル(米国内制度資産の0.02％)が含まれている。米国外制度にはIBM社債４百万ドル(米

国外制度資産の0.01％)が含まれている。

(f) 主に確定利付証券投資に投資する。

(g) 現金および現金同等物ならびに市場性のある短期有価証券を含む。

(h) 主にリミテッド・パートナーシップを含む。

(i) 金利デリバティブ、ならびに先渡、上場および店頭デリバティブを含む。

(j) 主に持分証券と確定利付証券の両方に投資する。

(k) 主に制度資産の売買に関連する、未決済取引純額を示す。
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米国内の年金以外の退職後給付制度資産16百万ドルは、公正価値階層のレベル１として区分されている現金に

投資された。米国外(主にブラジル、ならびにそれほどではないがメキシコおよび南アフリカ)の年金以外の退職

後給付制度資産84百万ドルは主に、公正価値階層のレベル２として区分されている確定利付政府機関債および社

債に投資された。

以下の表は、当社の給付建年金制度の資産クラスおよびそれらに関連する2013年12月31日の公正価値を示して

いる。米国内制度は適格PPPから構成され、米国外制度は当社の子会社により支援されるすべての制度から構成

される。

 

 

 米国内制度 米国外制度

(単位：百万ドル) レベル１ レベル２ レベル３ 合計 レベル１ レベル２ レベル３ 合計

株式         

持分証券(a) $ 15,929 $    ― $   ― $15,929 $ 6,489 $   ― $  ― $ 6,489

株式の合同運用ファンド／投
資信託(b)(c)

216 2,593 ― 2,809 132 8,325 ― 8,457

確定利付証券         

政府債および政府機関債(d) ― 7,093 1 7,094 ― 8,682 42 8,724

社債(e) ― 14,639 5 14,644 ― 1,881 4 1,885

モーゲージ証券および資産担
保証券

― 691 19 709 ― 8 ― 8

確定利付証券の合同運用ファ
ンド／投資信託(b)(f)

221 716 274 1,211 75 8,596 ― 8,670

保険契約 ― ― ― ― ― 1,196 ― 1,196

現金および短期投資(g) 427 1,915 ― 2,343 154 451 ― 605

ヘッジ・ファンド ― 1,368 860 2,228 ― 740 ― 740

非上場株式(h) ― ― 3,771 3,771 ― ― 410 410

非上場不動産(h) ― ― 3,038 3,038 ― ― 655 655

デリバティブ(i) 1 6 ― 7 1 150 ― 151

その他の合同運用ファンド／投
資信託(b)(j)

― ― ― ― 36 1,518 ― 1,554

小計 16,795 29,021 7,968 53,784 6,886 31,547 1,110 39,544

その他(k) ― ― ― 170 ― ― ― (80)

制度資産の公正価値 $ 16,795 $ 29,021 $ 7,968 $53,954 $ 6,886 $31,547 $1,110 $39,464

(a) 米国内および米国外の有価証券。米国内制度にはIBM普通株式83百万ドル(米国内制度資産の0.2％)が含まれている。米

国外制度にはIBM普通株式31百万ドル(米国外制度資産の0.1％)が含まれている。

(b) 合同運用ファンドは、プールされた機関投資を示す。

(c) 主に持分証券に投資する。

(d) 中央政府、州政府、地方政府、および政府機関が発行した債券を含む。

(e) 米国内制度にはIBM社債９百万ドル(米国内制度資産の0.02％)が含まれている。米国外制度にはIBM社債１百万ドル(米

国外制度資産の0.001％)が含まれている。

(f) 主に確定利付証券投資に投資する。

(g) 現金および現金同等物ならびに市場性のある短期有価証券を含む。
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(h) リミテッド・パートナーシップおよびベンチャー・キャピタルのパートナーシップを含む。

(i) 主に金利デリバティブ、ならびにそれほどではないが先渡、上場および店頭デリバティブを含む。

(j) 主に持分証券と確定利付証券の両方に投資する。

(k) 主に制度資産の売買に関連する、未決済取引純額を示す。

 

米国内の年金以外の退職後給付制度資産177百万ドルは、公正価値階層のレベル１として区分されている現金

に投資された。米国外(主にブラジル、ならびにそれほどではないがメキシコおよび南アフリカ)の年金以外の退

職後給付制度資産92百万ドルは主に、公正価値階層のレベル２として区分されている確定利付政府機関債および

社債に投資された。

 

以下の表は米国内制度の2014年および2013年12月31日終了年度のレベル３資産の期首残高と期末残高間の調整

を示している。

 

(単位：百万ドル)
政府債お
よび政府
機関債

社債

モーゲージ
証券および
資産担保
証券

確定利付
証券の
合同運用
ファンド／
投資信託

ヘッジ・
ファンド

非上場
株式

非上場
不動産

合計

2014年１月１日現在の残高 $   1 $ 5 $ 19 $ 274 $ 860 $3,771 $3,038 $7,968

期末保有資産の収益 ― 0 0 21 28 (10) 197 238

期中売却資産の収益 ― 0 0 ― ― 332 199 531

購入、売却および清算－純額 ― 0 (3) ― ― (807) (492) (1,302)

振替－純額 (1) (1) 4 ― ― ― ― 2

2014年12月31日現在の残高 $ ― $  4 $ 20 $ 295 $ 889 $3,287 $2,942 $7,437

 

(単位：百万ドル)
政府債お
よび政府
機関債

社債

モーゲージ
証券および
資産担保
証券

確定利付
証券の
合同運用
ファンド／
投資信託

ヘッジ・
ファンド

非上場
株式

非上場
不動産

合計

2013年１月１日現在の残高 $  6 $ 11 $ 45 $ 267 $ 756 $4,085 $2,861 $8,032

期末保有資産の収益 0 0 (1) 7 104 1,104 889 2,103

期中売却資産の収益 0 0 0 ― 0 (528) (412) (939)

購入、売却および清算－純額 (5) 3 0 ― 0 (891) (301) (1,194)

振替－純額 0 (8) (26) ― ― ― ― (33)

2013年12月31日現在の残高 $  1 $  5 $ 19 $ 274 $ 860 $3,771 $3,038 $7,968

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

358/508



以下の表は米国外制度の2014年および2013年12月31日終了年度のレベル３資産の期首残高および期末残高間の

調整を示している。

 

(単位：百万ドル)
政府債および
政府機関債

社債 非上場株式 非上場不動産
その他の合同
運用ファン
ド／投資信託

合計

2014年１月１日現在の残高 $  42 $   4 $ 410 $  655 $  ― $  1,110

期末保有資産の収益 3 0 26 83 26 138

期中売却資産の収益 0 0 46 (12) ― 34

購入、売却および清算－純額 (8) (3) 75 (13) 104 155

振替－純額 ― ― 0 ― 102 102

外国為替影響額 (5) 0 (45) (49) (12) (110)

2014年12月31日現在の残高 $  32 $   1 $ 513 $ 664 $ 220 $ 1,429

 

(単位：百万ドル)
政府債および政

府機関債
社債 非上場株式 非上場不動産 合計

2013年１月１日現在の残高 $  76 $   5 $ 353 $ 609 $  1,042

期末保有資産の収益 (12) 0 1 33 22

期中売却資産の収益 1 0 18 (3) 16

購入、売却および清算－純額 (24) (1) 26 1 1

外国為替影響額 2 0 12 15 29

2013年12月31日現在の残高 $  42 $   4 $ 410 $ 655 $ 1,110

 

評価技法

以下は、制度資産を公正価値で測定するのに使用される評価技法に関する記載である。2014年度および2013年

度において評価技法に変更はなかった。

持分証券は、個別の有価証券が取引されている証券取引所公表の終値で評価される。IBM普通株式はニュー

ヨーク証券取引所公表の終値で評価される。株式の合同運用ファンド／投資信託は一般的に、当該ファンドの運

用管理者が提供した純資産価値(以下「NAV」という)を用いて評価され、当社により見直される。NAVは、ファン

ドが所有する原資産価値から負債を控除し、これを発行済株式数または発行済ユニット数で除したものに基づい

ている。当該資産は相場価格の入手可能性により、レベル１、レベル２またはレベル３として分類される。

確定利付証券の公正価値は一般的に、価格決定モデル、特性が類似する有価証券の相場価格または割引キャッ

シュ・フローを用いて見積られ、通常、レベル２として分類されている。入手可能な場合には、個別の有価証券

が取引されている主要な市場公表の終値を用いて評価される。
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現金には、原価に日次ベースの利息を加えたもの(公正価値に近似する)で評価されるマネー・マーケット勘定

も含まれる。短期投資とは当初の満期が１年以内の有価証券をいう。これらの資産はレベル１またはレベル２と

して分類される。

非上場株式および非上場不動産のパートナーシップの評価には、相場価格がないこと、流動性の本質的な欠如

および当該資産の長期的性質により、重大な判断が求められている。当該資産は、当初、原価で評価され、当該

資産の簿価が調整されなければならないかを判断するために入手可能な関連性のある市場データを用いて定期的

に見直される。これらの投資はレベル３として分類される。評価技法は期間毎に一貫して適用される。

上場デリバティブは、個別の有価証券が取引されている取引所公表の終値で評価され、先渡契約は仲値を用い

て評価される。店頭デリバティブは一般的に、価格決定モデルを用いて評価される。当該モデルでは、様々なイ

ンプット(例えば、イールドカーブ、クレジットカーブ、ボラティリティの測定値、および外国為替相場を含む)

が求められる。当該資産は相場価格の入手可能性により、レベル１またはレベル２として分類される。

 

拠出予定額

 

給付建年金制度

当社の一般的な慣行として、適用される従業員給付に関する法令や現地の税法に規定される最小限の要求を十

分に満たす額を年金基金に積み立てている。当社が適当であると判断するときには、適宜追加額が拠出される。

当社は、2014年および2013年12月31日終了年度に、米国外の給付建年金制度にそれぞれ465百万ドルおよび449

百万ドルの現金を、米国外の複数事業主制度にそれぞれ54百万ドルおよび57百万ドルの現金を拠出した。複数事

業主制度への現金拠出は、連結損益計算書に認識された期間純(収益)／費用に含まれる年次費用として表示され

ている。当社は、複数事業主制度の当社従業員以外の加入者に対し何ら債務を負わない。このため、当社の複数

事業主制度への参加は、当社財務書類に重要な影響を及ぼさない。

2015年度には、当社は米国の給付建年金制度への拠出を法的に要求されていない。しかし当社は、市場の状況

その他の要因によっては、2015年度中に適格PPPに対する任意の拠出を行う可能性がある。

2006年に成立した2006年年金保護法(以下「当法律」という)は、特に、米国内の一部の給付建制度に関する年

金の積立要求額の引き上げ、積立のための年金資産および年金債務の測定に関する指針の提供、ならびに退職関

連給付制度への拠出の税額控除の上限の引き上げを含む、包括的な改革条項である。当法律による積立要求額の

引き上げは、2007年12月31日より後に開始する年金上の年度に適用される。当法律は、2008年労働者、退職者お

よび従業員救済法により更新された。同法は、年金制度が24ヶ月間にわたる年金制度の価値を平準化する可能性

があることを明確にすることにより、当法律の積立要件を修正した。2014年12月31日現在、2015年度について拠

出は要求されていなかった。
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2015年度において、当社は米国外の給付建制度および複数事業主制度に対する拠出は約600百万ドルになると

見積っており、その最大金額が、英国、日本およびオランダの給付建年金制度に対して拠出される予定である。

この金額は法律上義務づけられている最低拠出額を表している。2015年度の金融市場の動向により、月次または

日次で積立状況の再測定を要求する、特定の国において法律上義務づけられている最低拠出額が増加する可能性

がある。当社はまた、市場の状況やその他の要因に基づき、法律上義務付けられている当該金額より多い額を拠

出することを選択できる。

 

確定拠出年金制度

当社は、2014年および2013年12月31日終了年度に、確定拠出年金制度にそれぞれ1,239百万ドルおよび1,361百

万ドルの現金を拠出した。2015年度において、当社の確定拠出年金制度に対する現金拠出は約12億ドルになると

見積っている。

 

年金以外の退職後給付制度

当社は、2014年および2013年12月31日終了年度において、年金以外の退職後給付制度に対してそれぞれ144百

万ドルおよび80百万ドルを拠出した。これらの拠出額は、145ページ(原文)に記載されているメディケア法によ

る補助金を除外している。

 

 

予定給付支払額

 

給付建年金制度の予定支払額

以下の表は、給付建年金制度の加入者に対する予定給付支払額合計を反映している。当該支払額は、当該制度

の2014年12月31日現在の予測給付債務の測定に使用された仮定と同様の仮定に基づいており、該当する場合に

は、将来の昇給見積額に起因する給付額を含んでいる。

 

(単位：百万ドル)
適格米国内
制度支払額

 
非適格米国内
制度支払額

 
適格米国外
制度支払額

 
非適格米国外
制度支払額

 
予定給付
支払額合計

2015年 $ 3,449  $ 113  $ 1,849  $ 348  $ 5,758

2016年 3,476  115  1,854  344  5,790

2017年 3,492  117  1,880  348  5,837

2018年 3,501  118  1,911  357  5,887

2019年 3,458  120  1,949  374  5,901

2020年－2024年 17,566  607  10,290  2,060  30,523

 

各年金資産(積立不足状態の制度)によりカバーされない給付建年金制度の加入者に対する2015年度の予定給付

支払額は、連結財政状態計算書の流動負債に含まれる「給与および給付金」の一部を表している。
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年金以外の退職後給付制度の予定支払額

以下の表は、年金以外の退職後給付制度の加入者に対する予定給付支払額合計を反映している。当該支払額

は、2014年12月31日現在の当該制度のAPBOの測定に使用された仮定と同様の仮定に基づいて見積られている。

 

(単位：百万ドル)
米国内制度
支払額

 
適格米国外
制度支払額

 
非適格米国外
制度支払額

 
予定給付
支払額合計

2015年 $    426  $    8  $     31  $   465

2016年 405  8  35  448

2017年 410  9  38  457

2018年 412  9  41  463

2019年 412  10  44  466

2020年－2024年 1,871  59  257  2,187

 

各制度資産によりカバーされない年金以外の退職後給付制度の加入者に対する2015年度の予定給付支払額は、

連結財政状態計算書の流動負債に含まれる「給与および給付金」の一部を表している。

 

メディケア処方薬に関する法律

2003年メディケア処方薬、改善および近代化に関する法律に関連して、当社は、2013年度まで連邦政府補助金

を受け取る資格を有していた。2014年１月１日付の給付制度の変更により、当社は、同日付で当該補助金の受給

資格を失った。当社は、2014年および2013年12月31日終了年度の各年度中に、処方薬費関連保険負担を補助する

ための補助金をそれぞれ合計23百万ドルおよび30百万ドル受け取った。これは、米国の年金以外の退職後給付制

度に対する当社の拠出金を削減するために利用された。また当社は、この法律に基づいてIBMに支払われる最終

的な補助金の金額に調整するために、2014年より後に追加の補助金を受け取るものと予想している。

 

制度に関するその他の情報

以下の表は、累積給付債務(以下「ABO」という)が年金資産を上回る給付建年金制度に関する情報を表してい

る。当社の給付建年金制度の積立状況に関する詳細については、135ページ(原文)の表を参照されたい。

 

  12月31日現在

  2014年  2013年

(単位：百万ドル)  給付債務  年金資産  給付債務  年金資産

PBOが年金資産を上回る制度  $ 34,976  $ 21,655  $ 41,003  $ 29,223

ABOが年金資産を上回る制度  33,148  20,680  40,315  29,213

年金資産がPBOを上回る制度  71,501  73,660  58,651  64,194
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Ｔ.　セグメント情報

 

当社の主要な営業活動は、５つのビジネス・セグメントから構成されている。すなわち、グローバル・テクノ

ロジー・サービス、グローバル・ビジネス・サービス、ソフトウェア、システム・アンド・テクノロジーならび

にグローバル・ファイナンシングである。セグメントは、個別の財務情報が入手可能な会社の構成要素を表して

おり、最高経営責任者は当該財務情報を資源の配賦率決定および業績評価に定期的に使用している。セグメント

の分類は、顧客基盤、製品、テクノロジー、販売経路の同種性および類似の経済特性を含むいくつかの要素に基

づいて決定されている。

各セグメントの事業、ならびに各セグメントの収益を生み出す製品およびサービスに関する情報は、「経営者

の所見(Management Discussion)」のうち29から31ページ(原文)の「事業の状況(Description of Business)」お

よび33ページから38ページ(原文)の「セグメントの詳細(Segment Details)」に記載されている。

セグメント別収益および税引前利益には、独立企業間市場取引価格を反映するため、セグメント間取引が含ま

れている。グローバル・テクノロジー・サービスによってアウトソーシング業務に使用されるシステムおよびソ

フトウェアについては、主にシステム・アンド・テクノロジーならびにソフトウェアから調達されている。IT

サービスの内部利用については、グローバル・テクノロジー・サービスおよびグローバル・ビジネス・サービス

は、費用および独立企業間取引価格を反映した合理的なサービス料に相当する額を回収している。グローバル・

サービス・セグメントは、サービス業務に使用される設備取得を容易にするため、グローバル・ファイナンシン

グと市場レート相当の価格において独立企業間取引と同等のローン契約を結んでいる。すべての内部取引価格は

毎年再検討され、適宜、設定し見直されている。

当社は資源の効率的活用および規模の経済を実現するため、世界的に統合されたサポート組織を利用してい

る。それゆえ、全セグメントによって多額の費用が共有されている。当該共通費用には、セールス・カバレッ

ジ、特定のマーケティング機能および経理、財務、購買、法務、人事、請求、回収等のサポート機能が含まれて

いる。実務上、共通費用は、例えば人数などの測定可能な費用基準を用いて配分されている。明確で測定可能な

基準が特定されない場合、共通費用は当社の経営管理システムと一致した財務数値ベースで配分されている。例

えば、広告費は、各セグメントの売上総利益に基づいて配分されている。当期純利益に計上されている共通費用

の一部は、セグメントには配分されていない。これらの費用は、セグメント間取引およびその他の諸項目の消去

に関連するものである。
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次の表は、当社内部で使用される経営管理および評価システムと一致した当社セグメントの継続事業の業績を

反映したものである。業績の測定は、継続事業に係る利益－税引前を基準としている。当該業績は、部分的に、

上級幹部によってセグメント別の業績評価、セグメント別資源の配分に利用されている。

 

経営管理システムによるセグメント情報

 

 
グローバル・サービス・

セグメント
    

(単位:百万ドル)

グローバル・

テクノロジー・

サービス

グローバル・

ビジネス・

サービス

ソフトウェア

システム・

アンド・

テクノロジー*

グローバル・

ファイナン

シング

セグメント

合計*

12月31日終了年度       

2014年       

外部からの収益 $ 37,130 $ 17,825 $ 25,434 $  9,996 $  2,034 $  92,418

セグメント間収益 934 543 3,496 647 2,488 8,108

収益合計 $ 38,063 $ 18,367 $ 28,931 $ 10,643 $  4,522 $ 100,527

継続事業に係る税引前利益 $ 6,340 $ 2,999 $ 10,699 $      34 $  2,189 $  22,262

前年度比較       

　収益 (3.9)％ (3.9)％ (0.7)％ (21.6)％ 5.1％ (4.9)％

　税引前利益 (9.2)％ (6.7)％ (3.7)％ (84.1)％ 0.8％ (6.0)％

税引前利益率 16.7％ 16.3％ 37.0％ 0.3％ 48.4％ 22.1％

2013年*       

外部からの収益 $ 38,551 $ 18,396 $ 25,932 $ 12,988 $ 2,022 $ 97,889

セグメント間収益 1,063 714 3,191 593 2,282 7,843

収益合計 $ 39,615 $ 19,109 $ 29,123 $ 13,581 $ 4,304 $105,732

継続事業に係る税引前利益 $ 6,983 $ 3,214 $ 11,106 $   213 $ 2,171 $ 23,687

前年度比較       

　収益 (4.3)％ (0.9)％ 1.4％ (18.7)％ 5.7％ (4.0)％

　税引前利益 0.3％ 7.7％ 2.7％ (88.6)％ 6.8％ (3.9)％

税引前利益率 17.6％ 16.8％ 38.1％ 1.6％ 50.4％ 22.4％

2012年*       

外部からの収益 $ 40,236 $ 18,566 $ 25,448 $ 16,034 $ 2,013 $102,297

セグメント間収益 1,166 719 3,274 676 2,060 7,896

収益合計 $ 41,402 $ 19,286 $ 28,722 $ 16,710 $ 4,073 $110,193

継続事業に係る税引前利益 $ 6,961 $ 2,983 $ 10,810 $ 1,866 $ 2,034 $ 24,653

前年度比較       

　収益 (1.7)％ (4.0)％ 1.8％ (7.0)％ (2.9)％ (2.1)％

　税引前利益 10.8％ (0.8)％ 8.4％ (11.6)％ 1.1％ 5.4％

税引前利益率 16.8％ 15.5％ 37.6％ 11.2％ 49.9％ 22.4％

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。
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IBM報告数値への調整

 

  12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

収益       

報告対象セグメント合計  $ 100,527  $ 105,732  $ 110,193

その他収益および調整  374  478  577

セグメント間収益の消去  (8,108)  (7,843)  (7,896)

IBM連結収益合計  $ 92,793  $  98,367  $ 102,874

       

  12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

継続事業に係る税引前利益       

報告対象セグメント計  $ 22,262  $ 23,687  $ 24,653

取得した無形資産の償却  (791)  (758)  (703)

買収関連費用  (12)  (46)  (36)

営業外退職関連(費用)／収益  (353)  (1,062)  (538)

セグメント間取引消去  (1,914)  (1,480)  (1,197)

未配分全社費用**  795  (98)  361

継続事業に係る税引前利益合計  $ 19,986  $ 20,244  $ 22,540

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。

** 2014年度、2013年度および2012年度の金額にはリテール・ストア・ソリューション事業の売却に関連する利益が含まれ

ている。2014年度の金額には業界標準サーバーの売却に関連する純利益も含まれている。

 

重要性のない事項

 

提携会社に対する投資および当該投資に係る(損)益

セグメントに帰属する提携会社に対する投資および当該投資から発生した(損)益は、セグメントの財政状態あ

るいは経営成績に重要な影響を及ぼさなかった。
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セグメント別資産およびその他

グローバル・テクノロジー・サービス・セグメントの資産は、主に当該セグメントのアウトソーシング事業に

関連する資産を含む有形固定資産、のれん、売掛金、取得した無形資産、サービス契約に係る繰延移行費用、保

守用棚卸資産、ならびに取得した無形資産から構成されている。グローバル・ビジネス・サービス・セグメント

の資産は、主にのれんおよび売掛金から構成されている。ソフトウェア・セグメントの資産は、主にのれん、取

得した無形資産および売掛金から構成されている。システム・アンド・テクノロジー・セグメントの資産は、主

に有形固定資産、のれん、製造棚卸資産および売掛金から構成されている。グローバル・ファイナンシング・セ

グメントの資産は、主に金融債権およびオペレーティング・リースにおける固定資産である。

当社のスペースおよび設備の有効利用を確保するため、複数のセグメントで有形固定資産を共有することがあ

る。資産が共有される場合、資産の所有権は共有している各セグメントに配分されるのではなく、１つのセグメ

ントに帰属することになる。これは当社の経営管理システムと一致するものであり、148ページ(原文)の表には

そのような形で反映されている。この場合、セグメント別税引前利益およびセグメント別資産の間に正確な相関

性はない。

同様に、各セグメントにおける減価償却費は割当てられた資産所有権ベースで算出され、セグメント別税引前

利益に含まれる金額と異なる場合がある。税引前利益に含まれる金額には所有権を持つセグメントからの占有手

数料が反映されているが、経営管理報告制度では特に識別されない。各セグメント別設備投資についても、割当

てられた資産の所有権ベースで報告されている。

グローバル・ファイナンシングの受取利息および支払利息については、現金・預金および市場性のある有価証

券に対する投資による利益の他、31ページ(原文)に記載されている会社間の財務活動を含む、グローバル・ファ

イナンシング事業に関連する受取利息および支払利息が反映されている。当該セグメントにおける表示と連結損

益計算書上の表示でのファイナンシングの原価と支払利息との差異の説明は、76ページ(原文)の「経営者の所見

(Management Discussion)」に含まれている。
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経営管理システムによるセグメント情報

 

 
グローバル・サービス・

セグメント
    

(単位:百万ドル)

グローバル・

テクノロジー

・サービス

グローバル・

ビジネス・

サービス

ソフトウェア

システム・

アンド・

テクノロジー**

グローバル・

ファイナ

ンシング

セグメント

合計**

12月31日終了年度       

2014年       

資産 $ 17,245 $ 7,795 $ 25,813 $ 4,235 $ 38,845 $93,933

減価償却費／無形資産償却費* 1,873 58 1,210 712 455 4,308

設備投資／無形資産に対する投資 2,272 33 534 600 482 3,921

受取利息 ― ― ― ― 1,951 1,951

支払利息 ― ― ― ― 518 518

2013年**       

資産 $ 18,048 $ 8,311 $ 27,101 $ 4,901 $ 40,138 $98,499

減価償却費／無形資産償却費* 1,670 72 1,211 435 574 3,963

設備投資／無形資産に対する投資 1,938 69 540 395 467 3,410

受取利息 ― ― ― ― 1,904 1,904

支払利息 ― ― ― ― 405 405

2012年**       

資産 $ 15,884 $ 8,022 $ 26,291 $ 5,092 $ 38,882 $ 94,170

減価償却費／無形資産償却費* 1,597 75 1,157 404 853 4,088

設備投資／無形資産に対する投資 1,760 42 618 517 708 3,644

受取利息 ― ― ― ― 1,972 1,972

支払利息 ― ― ― ― 410 410

* セグメントの継続事業に係る税引前利益には、無形資産の償却額は含まれていない。

** 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。
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IBM報告数値への調整

 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

資産       

報告対象セグメント合計  $ 93,933  $ 98,499  $ 94,170

セグメント間取引消去  (5,193)  (4,740)  (4,943)

未配分額  
 

    

現金および市場性のある有価証券  7,182  9,697  9,779

受取手形および売掛金  4,253  2,907  3,987

繰延税金資産  6,643  4,532  5,194

工場設備、その他の有形固定資産  2,169  4,827  4,900

年金(制度)資産  2,160  5,551  945

その他  6,386  4,949  5,181

IBM連結資産合計  $117,532  $ 126,223  $ 119,213

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。

 

主要なお客様

2014年度、2013年度および2012年度において、当社の総収益の10％以上を占める単一のお客様はいない。

 

地域別情報

以下は、特定のカテゴリーの10％以上を占めている国に関する情報を表している。

 

収益*

 

  12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年**  2012年**

米国  $ 32,021  $ 33,427  $ 34,653

日本  8,382  9,070  10,696

その他  52,390  55,871  57,525

IBM連結収益合計  $ 92,793  $ 98,367  $ 102,874

*  収益の帰属についてはお客様の所在地ベースで行っている。

** 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。
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有形固定資産－純額

 

  12月31日現在

(単位：百万ドル)  2014年  2013年  2012年

米国  $ 4,388  $ 6,723  $ 6,555

その他  5,690  6,257  6,299

合計  $ 10,078  $ 12,979  $ 12,854

 

類似の製品またはサービスの種類別収益

以下の表は、当社の報告セグメント内の製品またはサービスの類似の種類についての外部からの収益を表示し

ている。グローバル・テクノロジー・サービスおよびグローバル・ビジネス・サービスにおいては、クライアン

ト・ソリューションにはIBMのソフトウェアおよびシステムが含まれている場合が多く、クライアント・ソ

リューションが要求する場合には、他のサプライヤーの製品も含まれる。ソフトウェアにおいては、製品ライセ

ンス料および継続的なサブスクリプションおよびサポートはソフトウェアとして計上され、サービスとしてのソ

フトウェア、コンサルティング、教育、研修およびその他の製品関連サービスはサービスとして計上される。
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  12月31日終了年度

(単位：百万ドル)  2014年  2013年*  2012年*

グローバル・テクノロジー・サービス       

サービス  $ 28,817  $ 29,953  $ 31,161

保守  6,853  7,111  7,343

システム  1,294  1,322  1,574

ソフトウェア  165  164  159

グローバル・ビジネス・サービス       

サービス  $ 17,515  $ 18,065  $ 18,216

ソフトウェア  185  221  208

システム  124  109  142

ソフトウェア       

ソフトウェア  $ 22,722  $ 23,420  $ 23,144

サービス  2,712  2,512  2,304

システム・アンド・テクノロジー*       

サーバー  $ 7,320  $ 9,946  $ 12,623

ストレージ  2,676  3,041  3,411

グローバル・ファイナンシング       

ファイナンシング  $  1,543  $  1,493  $  1,471

中古機材の販売  491  529  542

* 非継続事業の表示を反映するために組替えられている。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

370/508



Ｕ.　後発事象

 

2015年１月27日に、当社は、取締役会が普通株式１株当たり1.10ドルの四半期配当金を承認したことを発表し

た。当該配当金は、2015年２月10日現在の登録株主に対して2015年３月10日に支払われる。

2015年２月４日に、当社は、利率1.125％の３年物固定利付債15億ドルおよびLIBORプラス19ベーシス・ポイン

トで値付けされた３年物変動利付債５億ドルからなる債券20億ドルを発行した。
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(7) 附属明細表

 

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーションおよび子会社

評価性引当金

自　１月１日　　　至　12月31日

(単位：百万ドル)

 

  期首残高  費用計上額*  取崩  その他**  期末残高

貸倒引当金           

2014年           

当期分  $  636  $   276  $     (48)  $   (35)  $  829

長期  $   80  $    57  $     (4)  $    (7)  $  126

2013年           

当期分  $  560  $   127  $    (60)  $      9  $  636

長期  $   66  $    27  $      0  $   (12)  $   80

2012年           

当期分  $  578  $    41  $    (45)  $   (15)  $  560

長期  $   38  $    10  $      0  $    17  $   66

           

棚卸資産損失引当金           

2014年  $  623  $    211  $   (232)  $   (38)  $  564

2013年  $  652  $   201  $   (214)  $   (16)  $  623

2012年  $  625  $   294  $   (240)  $   (28)  $  652

           

収益に基づく引当金           

2014年  $  827  $  2,519  $ (2,693)  $    (37)  $  616

2013年  $  777  $ 3,061  $ (3,004)  $    (7)  $  827

2012年  $  861  $ 3,228  $ (3,345)  $     33  $  777

* 収益に基づく引当金は収益勘定に計上されているが、貸倒引当金および棚卸資産損失引当金の費用計上額は、それぞれ費

用および原価勘定に計上されている。

** 主に外貨換算調整額である。
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(8) 経営者の報告書

 

経営者の報告書

 

 

財務情報に対する経営者の責任

本書記載の財務情報の信頼性および客観性に関する責任は、IBMの経営者にある。本書記載の財務書類は、米国

において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠し、必要な見積りおよび判断を行って作成された。

IBMは、有効な内部統制組織を維持している。その一部として、責任範囲と権限委譲を明確に定めた組織規程、

および包括的なシステムと統制手続がある。この統制環境の重要な構成要素となっているのが、継続的に行われて

いる内部監査プログラムである。また私どものシステムは自己監視メカニズムを含んでおり、欠陥が認識されると

その欠陥を修正する措置がとられる。

内部統制を有効に機能させるために、私どもは注意深く従業員を選任し、訓練し、方針や手続を書面にて作成し

て配布し、適切な伝達ルートを確立し、種々の規制が有効に機能する環境を醸成している。私どもは、IBMビジネ

ス・コンダクト・ガイドラインに定められている最も高い倫理基準に従って会社を経営していくことが必要不可欠

であると信じている。これらのガイドラインは、多くの言語に翻訳され、世界中の従業員に配布されており、従業

員は必ずこれらを理解して従うように、社内プログラムを通じて繰り返し強調されている。

取締役会には独立した非執行取締役のみで構成される監査委員会があり、株主の承認を得ることを条件として、

次年度に依頼する独立登録会計事務所を取締役会に推薦する責任を負っている。監査委員会は、定期的かつ非公式

に、IBMの経営者はもとより、前記の独立登録会計事務所や当社内部監査人と会合し、会計処理、監査、内部統制

組織、財務報告等の諸問題について検討している。
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財務報告に関する内部統制についての経営者の報告

経営者は当社の財務報告に関する充分な内部統制を確立し維持していく責任がある。財務報告に関する内部統制

は、財務報告の信頼性および米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠した外部報告目的の財務書

類の作成に関して合理的な保証を提供するために整備された手続である。

当社の財務報告に関する内部統制は、(i)当社の資産の取引および処分を合理的に詳細、正確かつ公正に反映す

る記録の維持、(ii)米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠した財務書類の作成に必要な取引が

記録されていること、また当社の収入および支出が当社の経営者および取締役の承認に基づいてのみ行われている

ことに対する合理的な保証の提供、ならびに(iii)財務書類に重要な影響を与える可能性のある当社の資産の不当

な取得、使用または処分の防止または迅速な発見に関する合理的な保証の提供などについての方針および手続を含

む。

固有の限界があることから、財務報告に関する内部統制は虚偽表示を防止または発見できない場合がある。ま

た、将来の期間における有効性の評価の予測は、状況の変化により統制が不十分になるリスク、また方針もしくは

手続の遵守の程度が低下するリスクにさらされている。

経営者は、トレッドウェイ委員会組織委員会(COSO)が公表した「内部統制－統合的枠組み」(2013年)に基づいて

財務報告に関する内部統制の有効性の評価を実施した。この評価に基づいて、経営者は、当社の財務報告に関する

内部統制は2014年12月31日現在有効であったと結論付けた。

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピーは、独立登録会計事務所としてIBMの連結財務書類および

財務報告に関する内部統制の有効性を監査している。本書に添付された監査報告書は、公開企業会計監視委員会

(米国)の基準に準拠して実施された監査に基づいて作成されている。

 

 

バージニア M. ロメッティ

会長、社長　兼　CEO(最高経営責任者)

2015年２月24日

 

マーティン J. シュレーター

上席副社長　兼　CFO(最高財務責任者)

2015年２月24日
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２ 【主な資産・負債及び収支の内容】

前掲の連結財務書類に対する注記を参照されたい。

 

３ 【その他】

(1) 後発事象

本書第６の１(6)の注記Ｕ「後発事象」を参照されたい。

 

(2) 訴訟

多数の従業員を有し、175超の国々にお客様を有する会社として、IBMは、原告または被告として、通常の事

業活動から時折発生する様々な係属中の賠償請求、要求、訴訟、調査、税務問題および訴訟手続に関わってい

る。当社は、情報技術産業界のリーダーであり、著作権および特許権の侵害、企業秘密および他の知的所有権

の侵害を含む、知的所有権および関連する製品とその提供に異議を申し立てる賠償請求の対象となっており、

今後も引き続きその対象となることが見込まれる。さらに、当社は、ライセンスの交渉、訴訟または別の方法

を通じて、侵害に対する自社の知的所有権を強化する。また、IBMの規模の会社に典型的であるが、当社は、

広範囲の労働問題(係争中の雇用決定、各国固有の労働法、ならびに当社の年金、退職およびその他の給付制

度を含む)、ならびに契約、製造者責任、セキュリティ、海外業務、競争法および環境問題に関連した訴訟を

含む、訴訟手続の当事者である。これらの訴訟は、競合他社、お客様、現従業員または元従業員、政府および

規制当局、株主、ならびに当社が事業を行う地域の代表者を含む多くの異なる当事者によって提起される可能

性がある。当社が当事者である訴訟には特に複雑な技術的問題に関するものもあり、これらの問題が生じる

様々な管轄区域の法律に基づいて新しい問題を提起する訴訟もある。

当社は、負債が発生する可能性が高く、かつ損失額が合理的に見積可能である場合に賠償請求、訴訟、調査

または訴訟手続に対する引当金を計上している。計上された負債は、2015年３月31日に終了した四半期の連結

財務書類において重要ではなかった。

関連会計指針に基づき、当社は、少なくとも重要な損失が発生する可能性が合理的にあると考えられる問題

について開示を行っている。加えて、当社は、当該産業に属する他の企業の経験を含むその他の問題および質

的要素についての考慮ならびに投資家、お客様および従業員との関係についての考慮に基づいた問題の開示も

行っている。
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本項に記載される賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続の一部について、当社は、例えばこれらの事件にお

ける手続上のステータス、裁判所による決定、および／または当社の抗弁力の強さ等を考慮し、現時点では重

要な損失が発生する可能性は僅少であると考えている。本項に記載されている残りの賠償請求、訴訟、調査ま

たは訴訟手続に関しては、当社は、以下の理由により発生する可能性が合理的にあると考えられる損失または

損失の範囲を見積ることができない。賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続は本質的に不確定であり、これら

の訴訟の最終的な結果を予測することはできない。当社の経験では、当社に対する訴訟で請求されている損害

賠償額は信頼性が低く、見込まれる結果とは無関係であるため、当社の潜在的債務を示す重要な指標ではな

い。さらに、係争中の案件の手続状況、複雑あるいは新たな法理論の存在、ならびに／または当該案件に重要

な情報の継続的な発見および展開に関する考慮を含めて、これらの賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続に関

するその他の要因が多数存在するため、当社はかかる見積りを行うことができない。当社は、少なくとも四半

期毎に賠償請求、訴訟、調査および訴訟手続を見直し、特定の案件に関する和解、発見、手続法上および実体

法上の判決、弁護士のレビューならびにその他の情報を反映するように、(個別に、または総額で)引当金の計

上または調整および合理的な見積損失額または損失の範囲の開示についての意思決定が行われる。

賠償請求、訴訟、調査または訴訟手続において最終的に決定される損失、損害賠償または救済措置が、当社

の事業、財政状態、経営成績あるいはキャッシュ・フローに重要な影響を及ぼす合理的な可能性があるかどう

かは、複数の変動要素に左右される。この変動要素に含まれるものは、当該損失または損害賠償の時期および

金額、当該救済措置の構成や種類、当該損失、損害賠償または救済措置が連結財務書類に与える影響の重要

性、および新たな要素を発生させる可能性がある特定の案件に関する特有の事実および状況などである。当社

が引き続き積極的に抗弁していく一方で、当社の事業、財政状態、経営成績あるいはキャッシュ・フローがこ

れらの訴訟の１件または複数の解決によってある特定期間に影響を受ける可能性がある。

以下は、当社が関わっている重要な訴訟問題に関する概要である。

当社は、2003年３月６日にSCOグループがユタ州ソルトレークシティーの州裁判所に提起した訴訟(以下

「SCO対IBM訴訟」という)の被告となっている。当社はこの訴訟をユタ州の連邦裁判所に移送した。原告は、

AT&TのUNIXに関する知的所有権の一部の利益承継人であるとして、当社のAIXおよびDynixの販売ならびに

Linuxへのコード提供に関する著作権侵害、不正競争、契約妨害および契約違反を主張し、当社は、反訴を申

し立てた。2007年９月14日に原告は破産保護を申請し、本件に係る訴訟手続はすべて停止した。裁判所は、

2010年３月に別のSCOグループ・インク対ノベル・インク訴訟の審理を行った。陪審員はノベルがUNIXおよび

UnixWareの著作権所有者であるという判決を下した。裁判官はその後、UNIXライセンス契約違反によるIBMお

よびシークェントに対するSCOの賠償請求をノベルが放棄することを認めるようSCOに義務付ける判決を下し

た。2011年８月30日に、第10巡回区控訴裁判所は地方裁判所の判決を追認し、SCOによる本件に係る控訴を棄

却した。2013年６月に、ユタ州連邦裁判所はSCO対IBM訴訟の再審を求めるSCOの訴えを認め、本件の訴訟手続

きが再開された。
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2010年５月13日に、IBMと(Indiana Family and Social Services Administrationの代理として)インディア

ナ州は、インディアナ州ソーシャル・サービス・プログラム手続の近代化に係る2006年契約上の争議について

相互に訴訟を提起した。州は、IBMに契約違反があるとして契約を解約し、損害賠償を求めている。IBMは、

IBMに対する州の申し立ては法的根拠がないと判断しており、契約上で定義されている解約料を支払うよう求

めている。裁判から６週間後の2012年７月18日に、インディアナ州マリオン郡上級裁判所は州の申し立てを全

面的に却下し、IBMに52百万ドルに利息および費用を加えた金額の受け取りを認めた。2014年２月13日に、イ

ンディアナ州控訴裁判所は、IBMが重大な違反を行ったとして、予審の判決の一部を覆し、州の損害賠償額を

決定するために予審への差し戻しを命じた。またインディアナ州控訴裁判所は、IBMに対する約50百万ドルの

予審の損害賠償金を支持した。本件は、インディアナ州の裁判所において係属中である。

2014年４月16日に、イウサセル・エスエー・デ・シーヴィ(以下「イウサセル」という)は、IBMがイウサセ

ルに対してIBMメキシコとの契約締結を誘引するために悪意の不実表示を行ったとして、IBMを提訴した。イウ

サセルは、逸失利益の損害賠償を求めている。イウサセルの申し立ては、IBMメキシコがイウサセルの契約違

反について開始したメキシコにおける係属中の仲裁手続を対象としたメキシコにおける契約上の紛争に関連す

るものである。2014年11月14日に、ニューヨーク州南部地区地方裁判所は、メキシコにおけるイウサセルと

IBMメキシコの間の係属中の仲裁手続きの結果が出るまで、IBMに対するイウサセルの訴訟を停止する当社の申

し立てを認めた。

IBMユナイテッド・キングダム・リミテッド(以下「IBM UK」という)は、2010年５月に、ロンドン高等法院

でIBM UK年金信託(以下「UK信託」という)およびUK信託会員である受益者の代表者２名に対する訴訟手続を開

始した。IBM UKは、参加者大半の将来発生分に対するUK確定給付年金制度を終了することをUK信託の受託者に

通知することおよび当社の新しい退職方針を実施することの両方を、合法的に行ったことを宣言するよう求め

ている。2014年４月に、高等法院は、UK確定給付年金制度において行われた変更がIBMの裁量の範囲内である

ことを認めたが、IBMがこれらの変更の実施においておよび従業員との協議方法のいずれにおいても、黙示的

な信義誠実義務に違反したという判決を下した。救済手段について決定するための審理は、2014年７月に行わ

れ、2015年２月に、高等法院は、IBMが制度の下、将来発生額を変更するには受託者との協議が必要である

が、その他の変更(早期退職政策を含む)については、そのような協議は必要ないという判断を下した。IBM

は、違反および救済手段の両判決に対して上訴する意向である。さらに、IBM UKは、IBM UKを退職した確定給

付年金制度の参加者による2010年初め以降に提訴された個人訴訟約290件の被告となっている。こうした訴訟

は、推定的解雇および年齢差別が主張されており、英国のサウサンプトンの雇用審判所で係争中である。
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2014年３月24日に、スペイン最高裁判所は、現地の労使協議会が提起した訴訟において、1993年に従業員の

任意の参加に基づき実施されたIBMスペインの確定拠出年金(DC)制度が無効であるという判断を下した。ま

た、同最高裁判所は、現従業員は、これまでに支払ったDC拠出金と相殺されるが、確定給付年金(DB)制度に対

する権利を回復することができるという判断を下した。裁判所は、IBMスペインが年金制度を変更する上で労

使協議会と協議を行わなかったという判断を示し、IBMスペインおよび労使協議会が相殺を行う方法について

話し合うよう勧告した。憲法裁判所は、IBMスペインが行ったこの判決に対する上訴の許可を認めなかった。

2015年３月、全国管区裁判所は、労使協議会がIBMによるDC拠出金の相殺を行う方法を指示する権利を有さな

いという判決を下したが、同時に従業員が個別に訴訟を提訴することを要せずに、最高裁判所の判決を強制執

行できるという判決を示し、当該判決が宣言的救済のみによるものであるという見方を否定した。また全国管

区裁判所は、IBMがDC拠出金の実行を中止し、早急にDB制度を再開させるべきであるという判決を下した。IBM

スペインは、当該判決に対して上訴し、スペインにおける全従業員のうち、限定的な一部の従業員のみに対し

て恩恵をもたらしている、従業員が20年前に廃止することを選択した古い年金制度の再制定を準備するために

ビジネスモデルを再検討している。

2011年３月に、当社は1977年連邦海外腐敗行為防止法に違反したとされる行為について、SECと民事執行措

置による和解に合意したことを公表した。2013年７月25日に、裁判所は2011年の和解を承認し、IBMがSECと裁

判所に対してFCPAのコンプライアンスに関する事項を含む特定の事項について２年間報告を行うことを求め

た。2012年初めに、IBMは、ポーランドの元IBM従業員がポーランド政府への販売に際して行ったとされる違法

行為の疑惑について、ポーランド中央腐敗防止局が調査を行っている旨SECに通知した。本件について、IBMは

SECとポーランド当局に協力している。2013年４月に、IBMは、米国司法省(以下「DOJ」という)もポーランド

に関する事件の疑惑を調査しており、またアルゼンチン、バングラデシュおよびウクライナにおける取引に関

する疑惑も調査していることを知った。DOJは、当社のグローバルなFCPAコンプライアンス・プログラムおよ

びその公共部門の事業に関する情報も求めている。当社は本件についてDOJに協力している。

2015年３月、当社が2014年10月に公表した自社の世界的な商業用半導体技術の事業売却に関連して、ニュー

ヨーク州南部地区の米国地方裁判所において暫定的な集団訴訟が開始された。当該訴訟において、当社と３名

の役員が被告となっている。原告側は、被告が1934年証券取引所法第20条(a)項および第10条(b)項、ならびに

同法のルール10-bに違反したと主張している。

当社は、何百人という原告を代表して2008年１月１日より後にニューヨーク州ブルーム郡の最高裁判所に提

起された多数の訴訟の被告となっている。訴状では、過失と無謀性、私的不法妨害と不法侵入など、様々な異

なる訴訟原因が主張されている。これらの訴訟の原告は、地下水汚染の存在と原告が現在住むまたは過去に住

んでいた、または事業を行っていた構造物への地下水汚染物質の蒸気侵入(エンディコットにある当社の旧製

造開発施設において、当社が周囲に化学物質を放出したことにより生じたと主張されている)から発生したと

される様々な人身障害および物的損害に対して、医学的な監視を求め、不特定額の損害賠償を要求している。

これらの訴状は不特定額の懲罰的損害賠償金も求めている。
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当社は、「スーパーファンド」として知られる包括的環境対処・補償・責任法(以下「CERCLA」という)また

はCERCLAに類似する法律に基づき、米国連邦または州の環境局が提起した訴訟の当事者または関与者となって

いる。これらの法律は、過失または用地の所有権を問わず、潜在的責任のある当事者に修復活動への参加を義

務付けている。当社はまた、国、州または地方の環境局からの許可もしくは行政命令または環境局との合意に

従い、様々な現・旧事業用地またはその周辺地域において環境の調査、評価あるいは修復を世界中で実施して

いる。当社は特定の現・旧事業用地に関する訴訟および賠償請求に関与している。

当社はまた、様々な税管轄地において継続的な税務調査および政府による査定の対象となっている。ブラジ

ルで事業を行っている他の多くの米国企業と同様に、当社は、法人所得税以外の租税査定および法人所得税以

外に係る租税訴訟に関して、ブラジル税務当局との各種問題に関与している。適用可能な全年度に係るこれら

の訴訟に関連する潜在的金額は、合計約525百万ドルである。当社はこれらの訴訟に勝訴すること、およびこ

れらの金額は負債を示す重要な指標ではないことを確信している。

本書第６の１(6)の注記Ｍ「偶発債務および契約債務」を参照されたい。

 

４ 【米国と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

本書記載の連結財務書類は、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠して作成されている。

したがって、日本において一般に公正妥当と認められた会計原則および会計慣行に基づいて作成される場合とは

相違する部分がある。主要な相違点の要約は以下のとおりである。

 

(1) のれん

米国においては、企業結合の結果生じたのれんの償却は廃止され、少なくとも年に一回減損テストを実施し

なければならない。

米国においては、財務会計基準審議会(以下「FASB」という)が公表した指針に従い、簿価がゼロまたはマイ

ナスである報告単位について、事業体は、のれんの減損が存在する可能性が高い場合、のれんの減損テストの

第２段階を実施することが要求される。のれんの減損が存在する可能性が高いかどうかを決定する際には、事

業体は減損の存在を示す不利な定性的要因が存在するかどうかを考慮しなければならない。

また、のれんの減損テストを実施する際には、一部の定性的要因の評価後、報告単位の公正価値が帳簿価額

を下回る可能性が高いと判断される場合、事業体はのれんの減損テストに関する定量的分析を行わなければな

らない。それ以外の場合には、定量的テストは任意である。

日本においては、企業結合によるものを含め、のれんは20年以内の期間で償却される。ただし、「固定資産

の減損に係る会計基準」は、のれんは規則的な償却を行う場合においても、その未償却残高はこの基準の適用

対象資産として減損処理の対象となると定めている。
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(2) その他の包括利益(OCI)およびその他の包括利益累計額(AOCI)の表示

米国においては、FASBが公表した指針に従い、その他の包括利益(以下「OCI」という)は、包括利益に含ま

れるが、当期純利益から除かれる収益、費用および損益から構成され、AOCIは資本の部のOCIの残高総額から

構成される。この指針では、OCIの期間ごとの変動はすべて単一の連続する包括利益計算書または二つの個別

財務書類であるが一貫する財務書類のいずれかで表示されることとなる。合計の要約のみが資本変動計算書の

AOCIの項に含まれることとなる。

2013年２月に、FASBは、AOCIからの組替に関する追加指針を公表した。この指針では、事業体は、対象金額

が純利益にそのまま組替えられる場合、純利益が表示された計算書上の各項目にAOCIからの重要な組替が及ぼ

す影響について報告することが要求されている。同一の報告期間内に純利益に全額を組替える必要のない金額

については、事業体は、当該金額についての詳細情報を提供する他の開示へのクロス・リファレンスが要求さ

れる。当社において、指針は2013年１月１日から開始するすべての期中期間および事業年度に将来に向かって

適用される。当該指針の適用は追加開示にのみ関連しているため、連結経営成績に影響を及ぼさなかった。

日本においては、包括利益計算書が要求されているが、AOCIからの組替に関する規定は存在しない。

 

(3) 非継続事業の表示

米国においては、FASBの指針に基づき、非継続事業の処分損益を含む経営成績は、損益計算書において継続

事業による損益の後に法人税等（軽減額）を控除して表示され、過年度の損益計算書の金額は当事業年度に合

わせて組替えられる。

2014年４月に、FASBは非継続事業の報告基準を変更する指針を公表した。事業体の経営および経営成績に重

要な影響を及ぼす（または及ぼすであろう）戦略の変更を表す構成単位の処分のみを非継続事業とする。また

当該指針は、非継続事業および非継続事業報告の定義を満たさない事業体の重要な部分の売却について開示の

拡大を求めている。当社は、新指針を2015年１月１日に適用する予定である。当社に対する影響は、新しい指

針の範囲内で行われる取引に左右される。

日本においては、非継続事業の表示に関する規定はなく、一般に非継続事業の処分損益は、損益計算書にお

いて経常損益の次に税引前の金額で特別損益として表示されるが、非継続事業の経営成績を継続事業の経営成

績と区分して表示はしない。また、非継続事業の処分に伴う過年度に公表された財務諸表の組替えは行われな

い。
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(4) 撤退または処分活動に伴う費用

米国において、FASBは事業再編活動を含む撤退または処分活動に伴う費用の認識、測定および報告に関する

会計処理について指針を提供している。この指針により撤退または処分活動に係る負債の認識時期が調整さ

れ、退職一時金に係る負債は従業員が一定期間を超えて将来のサービスを提供するまで退職一時金の支払いが

留保されることが要求されるかどうかに基づいて認識される。契約期間終了前にオペレーティング・リースま

たはその他の契約を終了するための費用に係る負債は、事業体が契約を終了する場合、または解約不能な契約

の場合、企業が契約からもたらされる権利の利用を中止する場合に認識される。撤退または処分活動に伴う費

用に係る負債は、負債が発生した期間に公正価値で当初測定される。負債は公正価値で事後測定されない。調

整は、公正価値の変動の期間に認識され、当初の費用が当初認識時に分類されたのと同じ項目で報告されなけ

ればならない。撤退または処分活動に伴うその他の費用はすべて、発生時に費用計上される。

　日本においては、撤退または処分活動に伴う費用に関する包括的な会計基準は設定されていないが、そのよ

うな費用は発生時に費用として認識される。

 

(5) 変動持分事業体の連結

米国においては、変動持分事業体の連結に関するFASBの指針が、(1)リスクのある持分投資が十分ではな

く、他者からの追加的劣後の財務支援がなければ自らの事業活動の資金調達が行えない、あるいは(2)投資家

が財務上持分を支配するという本質的特質を有していない、あるいは(3)投資家が持つ議決権が経済的持分に

比例しておらず、かつ、実質的にすべての事業体の活動が、一部の例外を除き不相応に議決権の少ない投資家

のために実行されている、といった変動持分事業体の連結について規定している。主たる受益者は、(1)事業

体の業績に最も重要な影響を及ぼす変動持分事業体の活動を管理する権限を有するとともに 、(2)変動持分事

業体にとって潜在的に重要でありうる事業体の損失を負担する義務、または当該事業体から恩恵を受ける権利

を有する当事者であり、変動持分事業体を連結しなければならない。

日本においては、企業が連結財務書類に子会社を含むべきかどうかを決定する基本的条件は、企業が子会社

の議決権の過半数を取得したということだけでなく、親会社が子会社の議決権の半数以下しか所有していなく

ても、子会社の財務方針および経営方針に参加する、または子会社の取締役会を代表し当該子会社の代わりに

重要な契約を締結する等の支配力を有していることである。なお、実務対応報告（以下「PITF」という）第20

号「投資事業組合に対する支配力基準および影響力基準の適用に関する実務上の取扱い」は、企業に投資事業

組合に対する支配または影響に関する要件を満たした場合、当該投資事業組合を連結するよう要求している。

ただし、変動持分事業体の連結に関する規定は存在しない。
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(6) 保証提供者の会計

米国において、当社は、保証提供者による保証に対する会計処理および開示要請に関するFASBの指針を、保

証または賠償条項を伴う当社の契約に適用している。これらの規定は、保証提供者による債務の履行が必要と

なる可能性が低い場合においても、保証提供者が特定の種類の保証を認識し開示することを求めている。この

指針はまた、特定の保証を発行時に公正価値で測定し、負債として計上することを要求している。さらに、こ

の指針は、企業の製品保証債務総額に影響を及ぼす変動表を含む、企業が発行した保証に関する開示を義務づ

けている。

日本においては、特定の状況の下においては、債務保証および同様の行為に関する会計処理および開示は要

求されているが、保証に基づいて引き受けた債務の公正価値に関する負債については、特に規定されていな

い。

 

(7) ベンダーが顧客に与えた現金対価

米国においては、ベンダーが顧客に与えた現金対価(販売インセンティブを含む)はベンダーの製品または

サービスの販売価格の減額とみなされるため、特定の条件が満たされている場合を除き、ベンダーの損益計算

書に認識される際に収益の減少として処理される。

日本においては、ベンダーが顧客に与えた現金対価は、販売費用として計上されている場合もある。

 

(8) 事業主の年金会計

米国においては、FASBの指針により、純年金費用には、勤務費用、利子費用、年金資産期待収益、未認識損

益の償却、過去勤務費用の償却およびその他の項目が含まれている。

また、当該指針により、年金資産と予測給付債務（以下「PBO」という）の差額を資産または負債として貸

借対照表に計上し、当期の純年金費用として認識されていない未認識損益および過去勤務費用は、税効果考慮

後の金額でその他の包括利益（OCI）の１項目として計上することとされた。

その他の包括利益累計額（AOCI）に計上された金額は、その後この指針に従った償却により純年金費用への

計上を通じてその他の包括利益累計額から組替えられる。未認識損益の償却に関しては、期首時点でのPBOと

年金資産の時価関連価値のいずれか大きい方の10％を超えた場合にのみ償却し、純年金費用に計上することが

要求されている。(コリドーアプローチ)

未認識過去勤務債務および未認識数理計算上の差異はオフバランスとされ、毎期一定の方法で償却を行い損

益計上していた。また、PBOと年金資産の時価との差額を貸借対照表に計上することは行われておらず、それ

らは未認識損益の残高と共に財務諸表への注記として開示されていた。

なお、2012年５月17日付で企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」および企業会計基準適用指針

第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」が公表され、オフバランスとなっていた未認識過去勤務債務

および未認識保険数理差損益が貸借対照表に認識されることととなった。この取扱いは2013年４月１日以後開

始する事業年度の年度末に係る財務諸表から適用されている。ただし2013年４月１日以後開始する事業年度の

期首から適用することができる。

 

EDINET提出書類

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション(E05748)

有価証券報告書

498/508



(9) 法人所得税の不確実性に関する会計処理

米国においては、法人所得税に関するFASBの指針は、法人所得税法における不確実性に関する会計処理およ

び報告を明確にしている。この指針は、所得税申告書で申告されている、または申告される予定の不確実な課

税ポジションの財務書類上での認識、測定、表示および開示に関する包括的モデルについて規定している。

日本においては、不確実なタックス・ポジションに関する会計基準は制定されていない。

 

(10) 公正価値測定

米国においては、公正価値基準において、評価技法で使用されるインプットの優先順位を決めるための公正

価値階層が定められている。公正価値に対するインプットの公正価値階層には大きく３つのレベルがある。

・　レベル１－同一の資産または負債の活発な市場における相場価格(未調整)を反映する観察可能なインプッ

ト

・　レベル２－レベル１に含まれる相場価格以外のインプットで、資産または負債について直接的または間接

的に観察可能となるもの

・　レベル３－観察不能なインプット（例えば、報告企業自身のデータ）

 

日本においては、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」および企業会計基準指針第19号「金融商品

の時価等の開示に関する適用指針」により、すべての金融資産および負債の公正価値の開示が要求されるが、公

正価値の階層についての規定はない。

 

５　その他の財務情報

当社が米国証券取引委員会に提出した年次報告書の中に含まれている下記の財務情報が、下記の個所に記載さ

れている。

(1) 最近５年間の主要財務データ比較表(本書第２の１参照)

(2) 主要四半期データ(本書第２の１参照)
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第７ 【外国為替相場の推移】

最近５年間および最近６ヶ月間の日本円と米ドルとの間の為替相場は、２紙以上の日本の日刊新聞において掲載

されているため、本項の記載は省略する。
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第８ 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

１　日本における株式事務等の概要

従前、当社株式は、東京証券取引所（以下「取引所」という。）に上場されており、日本証券決済株式会社

（以下「決済会社」という。）またはそのノミニー名義となっている株券の実質株主のための株式事務および配

当金の支払いは、取引所の定める上場有価証券の発行者の通告等に関する規則に基づき指定された三菱信託銀行

株式会社（以下「株式事務取扱機関」という。）がこれを取り扱っていた。

しかし、当社株式は適式な手続を経て、2005年５月６日をもって取引所の上場を廃止した。これにより、いず

れも当時取引所に上場されていた株式に関して締結された決済会社および同社が指定した米国での保管人間の保

管契約、決済会社、株式事務取扱機関および当社間の株式事務委託に関する契約、ならびに決済会社、配当金支

払業務取扱機関および当社間の配当金支払事務委託に関する契約等は、終了した。これを受けて、これらの契約

に基づき、日本における実質株主が配当受領権および議決権などの株主としての権利を、決済会社を通じて間接

的に行使するための日本における株式事務等も変更された。

以下の記載は、上述の上場廃止以降の日本における株式事務等の概要を示したものである。

株式の取得者（以下「実質株主」という。）と、その取得窓口となった証券会社（以下「窓口証券会社」とい

う。）との間に外国証券取引口座約款を締結する必要がある。当該約諾書により実質株主の名で外国証券取引口

座（以下「取引口座」という。）が開設される。売買の執行、売買代金の決済、証券の保管および本株式に係わ

るその他の取引に関する事項はすべてこの取引口座により処理される。ただし、機関投資家で窓口証券会社に証

券の保管の委託をしない者は、当該外国証券取引口座約款に代えて外国証券取引約款を窓口証券会社と締結する

必要がある。この場合、売買の執行、売買代金の決済および外国証券の取引に係わるその他の支払に関する事項

はすべて当該契約の条項に従い処理される。

以下において、外国証券取引口座約款に定める株式取扱手続の内容を概説する。

(1) 株券の保管

本株式は、窓口証券会社を代理する米国における保管機関（以下「現地保管機関」という。）またはその名

義人の名義で当社に登録され、当該株券は現地保管機関に保管される。実質株主には窓口証券会社の預り証が

交付されるが、この預り証は譲渡することができない。

(2) 株式の移転に関する手続

実質株主は窓口証券会社の発行した預り証を提示した上でその持株の保管替えまたは売却注文を行うことが

できる。

実質株主と窓口証券会社との間の決済は円貨による。
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(3) 実質株主に対する諸通知

当社が株主に対して行う通知および通信は株式の登録所持人たる現地保管機関またはその名義人に対してな

される。現地保管機関はこれを窓口証券会社に送付する義務があり、窓口証券会社は実質株主から実費を徴収

してこれをさらに各実質株主に個別に送付する義務がある。ただし、実質株主がその送付を希望しない場合ま

たは当該通知もしくは通信が性格上重要性の乏しい場合は、個別に送付することなく窓口証券会社の店頭に備

え付け、実質株主の閲覧に供される。

(4) 実質株主の議決権の行使に関する手続

議決権の行使は実質株主が窓口証券会社を通じて行なう指示に基づき、現地保管機関またはその名義人が行

なう。実質株主が特に指示しない場合、現地保管機関またはその名義人は議決権の行使を行わない。

(5) 現金配当の交付手続

配当金は、窓口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通じて実質株主明細

表（後記第８　２(1)および(2)参照。）に記載された実質株主に交付される。

(6) 株主配当等の交付手続

株主配当により割り当てられる株式は、実質株主が特に要請した場合を除き、米国で売却され、その売却代

金は窓口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、各取引口座を通じて実質株主に交付され

る。無償交付の方法により発行される株式は、窓口証券会社を代理する現地保管機関またはその名義人の名義

で一般に登録され、当該株券は現地保管機関が保管する。その場合、実質株主には窓口証券会社発行の預り証

が交付される。

 

２　日本における実質株主の権利行使手続等

(1) 名義書換代理人ならびに名義書換取扱場所および実質株主明細表の作成

本邦には当社の名義書換代理人または名義書換取扱場所はない。各窓口証券会社は自社に取引口座を持つ全

実質株主の明細表（以下「実質株主明細表」という。）を作成する。実質株主明細表には各実質株主の氏名お

よび持株数が記載される。

(2) 実質株主明細表の基準日および権利行使

当社の株主総会で議決権を行使し、または当社から配当金を受領する権利を有する株主は、取締役会の定め

た基準日現在の当社の株主名簿に登録されている株主である。

実質株主明細表の作成のための基準日は、通常当社の当該基準日と同一暦日である。

実質的株主の権利の取扱いについては、前記第８　１に記載されている。

(3) その他の事項

(a) 事業年度の終了

12月末日

(b) 公告

日本においては、公告は行わない。

(c) 実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、窓口証券会社に取引口座について、１年間の口座管理料を支払う。この管理料には現地保管機

関の手数料その他の費用を含む。
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(d) 株式の譲渡制限および株主の特権

なし。

 

(4) 配当等に関する課税上の取扱い

(a) 配当

実質株主に支払われる配当は、日本の税法上配当所得として取り扱われる。

 

日本国の居住者たる個人または日本の法人が支払いを受ける配当金については、当該配当金額につき（米国

における当該配当の支払の際に米国に納付すべき源泉徴収税を控除後）、一定の場合、当該配当の支払を受け

るべき期間に応じて、下表に記載された源泉徴収税率の日本の所得税および住民税が源泉徴収される。

 

配当に対する源泉徴収税率

 

配当を受けるべき期間 法人 居住者たる個人

2014年１月１日から2037年12月31日まで 所得税15.315％ 所得税15.315％、住民税５％

2038年１月１日以降 所得税15％ 所得税15％、住民税５％

（注記）

2013年１月１日から2037年12月31日までの期間、「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法」により、上記に従って算出された各所得税額に対して2.1％の税率による「復興特別

所得税」が上乗せされて課されるため、税率は上記のとおりとなる。

 

日本の居住者たる個人は、当社から支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合には確定申告を行

う必要はなく、配当金額の多寡に関係なく確定申告の対象となる所得金額から除外することができる。2009年

１月１日以後に当社から株主に支払われる配当については、日本の居住者たる個人は、申告分離課税を選択す

ることが可能である。申告分離課税を選択した場合の適用税率は、2014年１月１日から2037年12月31日までに

当社から当該個人株主に支払われる配当については20.315％（所得税15.315％、住民税５％）、2038年１月１

日以降に当社から当該個人株主に支払われる配当については20％（所得税15％、住民税５％）であるが、かか

る配当所得の計算においては、2009年分以降における上場株式等の株式売買損を控除することができる。上記

にかかわらず、日本の居住者である個人が2016年１月１日以後に支払いを受ける配当所得の計算においては、

上場株式等及び一定の公社債等の売買損・譲渡損を控除することができる。

 

配当の控除（個人の場合）および総収益からの配当収入の除外（法人の場合）は、適用されない。
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配当について確定申告が行われた場合、米国において課された税金は、日本の税法に従い外国税額控除の対

象とすることを申告できることがある。

 

(b) 売買損益

(ⅰ) 日本の居住者たる個人保有者については、株式売買によって生じた売買益は、原則として所

得税の対象となり、株式売買によって生じた売買損は、株式売買によって生じた他の売買益か

ら控除することができる。また、2009年以降の課税年度については、上場株式等の売買によっ

て生じた売買損は、当社株式およびその他の上場株式等の配当所得の金額(申告分離課税を選

択したものに限る。）から控除することができる。上記にかかわらず、日本の居住者である個

人による2016年１月１日以後の上場株式等の株式売買損は、当社株式およびその他の上場株式

等の配当所得の金額（申告分離課税を選択したものに限る。）ならびに一定の公社債等の利子

所得の金額等から控除することができる。

 

(ⅱ) 当社株式の内国法人保有者については、当社株式の売買損益はすべて、課税所得の確定に際

して益金・損金に算入される。

 

(c) 相続税

当社普通株式を相続しまたは遺贈を受けた日本の実質株主には、日本の相続税法に基づき相続税が課税され

るが、外国税額控除が認められる場合もある。
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第９ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は金融商品取引法第24条第１項第１号または２号に記載されている有価証券の発行者に該当しないため、

記載事項なし。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

 

報告書名 提出日 提出先

有価証券報告書およびその添付書類

（事業年度：2013年）

（2013年１月１日から2013年12月31日まで)

2014年６月13日 関東財務局長

半期報告書およびその添付書類

（事業年度：2014年度中）

（2014年１月１日から2014年６月30日まで）

2014年９月17日 関東財務局長

2014年９月17日提出の半期報告書およ

びその添付書類に対する訂正半期報告書
2014年10月27日 関東財務局長

 

 

 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし
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（訳　文）

独立登録会計事務所の監査報告書

 

インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーション

株主および取締役会　各位

 

私どもの意見では、目次第一部第６．１の(１)から(６)に記載されている添付の連結財務書類は、すべての重要

な点において、インターナショナル・ビジネス・マシーンズ・コーポレーションおよびその子会社の2014年および

2013年の各12月31日現在の財政状態、ならびに2014年12月31日に終了した３年間の各事業年度の経営成績および

キャッシュ・フローを、米国において一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠し、適正に表示している。また

私どもの意見では、2014年12月31日現在、会社はトレッドウェイ委員会組織委員会(以下「COSO」という)が公表し

た「内部統制－統合的枠組み」(2013年)に定められている基準に基づいて、すべての重要な点において財務報告に

関する有効な内部統制を維持していた。会社の経営陣は、これらの財務書類、目次第一部第６．１の(８)に記載さ

れている財務報告に関する有効な内部統制の維持、ならびに添付の財務報告に関する内部統制についての経営者の

報告に含められている財務報告に関する内部統制の有効性の評価について責任を負っている。私どもの責任は、私

どもの統合監査に基づいて、これらの財務書類および財務報告に関する会社の内部統制に対して意見を表明するこ

とにある。私どもは、公開企業会計監視委員会(米国)の基準に準拠して監査を実施した。これらの基準は、これら

の財務書類に重大な虚偽表示がないか否かについて、および財務報告に関する有効な内部統制がすべての重要な点

において維持されていたか否かについての合理的な確証を得るために、私どもが監査を計画し、実施することを要

求している。財務書類の監査には、財務書類上の金額や開示事項を基礎付ける証拠の試査による検証、適用された

会計原則と経営陣によってなされた重要な見積りの検討、および財務書類全体の表示に関する評価が含まれた。財

務報告に関する内部統制の監査には、財務報告に関する内部統制についての理解、重大な弱点が存在するリスクの

評価、評価されたリスクに基づいた内部統制の整備と運用上の有効性の検証および評価が含まれる。私どもの監査

は、私どもがその状況において必要であると考えるその他の手続の実施も含んでいる。私どもは、私どもの監査が

私どもの意見に対する合理的な基礎を提供しているものと確信している。

会社の財務報告に関する内部統制は、財務報告の信頼性、および一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠し

た外部報告目的の財務書類の作成に関し、合理的な保証を提供するために整備された手続である。会社の財務報告

に関する内部統制は、(i)会社の資産の取引および処分を合理的に詳細、正確かつ公正に反映する記録の維持、

(ii)一般に公正妥当と認められた会計原則に準拠した財務書類の作成に必要な取引が記録されていること、また会

社の収入および支出が会社の経営陣および取締役の権限に基づいてのみ行われていることに対する合理的な保証の

提供、ならびに(iii)財務書類に重要な影響を与える可能性のある会社の資産の不当な取得、使用または処分の防

止または迅速な発見に関する合理的な保証の提供などについての方針および手続を含む。
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固有の限界があることから、財務報告に関する内部統制は虚偽記載を防止または発見できない場合がある。ま

た、将来の期間における有効性の評価の予測は、状況の変化により統制が不十分になるリスク、または方針もしく

は手続の遵守の程度が低下するリスクにさらされている。

上記の連結財務書類および財務報告に関する内部統制の有効性に関する私どもの監査は、目次第一部第６．１の

（７）に記載された、附属明細表の監査も含んでいる。私どもの意見では、この附属明細表は、連結財務書類との

関連において読めば、すべての重要な点において、示された情報を適正に表示している。

 

プライスウォーターハウスクーパース　エルエルピー

 

ニューヨーク州、ニューヨーク

2015年２月24日
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Report of Independent Registered Public Accounting Firm
International Business Machines Corporation and Subsidiary Companies

 
To the Stockholders and Board of Directors of International Business Machines Corporation:
 
In our opinion, the accompanying Consolidated Financial Statements under Part I., Sections VI.1.(1), (2), (3), (4) (5) and (6)
present fairly, in all material respects, the financial position of International Business Machines Corporation and its
subsidiaries at December 31, 2014 and 2013 and the results of their operations and their cash flows for each of the three years
in the period ended December 31, 2014 in conformity with accounting principles generally accepted in the United States of
America. Also in our opinion, the Company maintained, in all material respects, effective internal control over financial
reporting as of December 31, 2014, based on criteria established in Internal Control—Integrated Framework (2013) issued by
the Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission (COSO). The Company’s management is
responsible for these financial statements, for maintaining effective internal control over financial reporting and for its
assessment of the effectiveness of internal control over financial reporting, included in the accompanying Management’s
Report on Internal Control over Financial Reporting appearing under Part I., Section VI.1.(8). Our responsibility is to express
opinions on these financial statements and on the Company’s internal control over financial reporting based on our integrated
audits. We conducted our audits in accordance with the standards of the Public Company Accounting Oversight Board (United
States). Those standards require that we plan and perform the audits to obtain reasonable assurance about whether the financial
statements are free of material misstatement and whether effective internal control over financial reporting was maintained in
all material respects. Our audits of the financial statements included examining, on a test basis, evidence supporting the
amounts and disclosures in the financial statements, assessing the accounting principles used and significant estimates made by
management, and evaluating the overall financial statement presentation. Our audit of internal control over financial reporting
included obtaining an understanding of internal control over financial reporting, assessing the risk that a material weakness
exists, and testing and evaluating the design and operating effectiveness of internal control based on the assessed risk. Our
audits also included performing such other procedures as we considered necessary in the circumstances. We believe that our
audits provide a reasonable basis for our opinions.

A company’s internal control over financial reporting is a process designed to provide reasonable assurance regarding the
reliability of financial reporting and the preparation of financial statements for external purposes in accordance with generally
accepted accounting principles. A company’s internal control over financial reporting includes those policies and procedures
that (i) pertain to the maintenance of records that, in reasonable detail, accurately and fairly reflect the transactions and
dispositions of the assets of the company; (ii) provide reasonable assurance that transactions are recorded as necessary to
permit preparation of financial statements in accordance with generally accepted accounting principles, and that receipts and
expenditures of the company are being made only in accordance with authorizations of management and directors of the
company; and (iii) provide reasonable assurance regarding prevention or timely detection of unauthorized acquisition, use, or
disposition of the company’s assets that could have a material effect on the financial statements.

Because of its inherent limitations, internal control over financial reporting may not prevent or detect misstatements. Also,
projections of any evaluation of effectiveness to future periods are subject to the risk that controls may become inadequate
because of changes in conditions, or that the degree of compliance with the policies or procedures may deteriorate.

Our audits of the consolidated financial statements and of the effectiveness of internal control over financial reporting
referred to above also included an audit of the Financial Statement Schedule appearing under Part I., Section VI.1.(7). In our
opinion, this Financial Statement Schedule presents fairly, in all material respects, the information set forth therein when read
in conjunction with the related consolidated financial statements.
 

 
PricewaterhouseCoopers LLP
New York, New York
February 24, 2015

 
 

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管

しております。
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